




平成 23 年度国立環境研究所年報の刊行にあたって

平成 23 年度は、 国立環境研究所 （以下、 「国環研」 と い う ） の第 ３ 期中期計画 （平成 23

～ 27 年度） の初年度にあた り ます。 前年度の最終月の ３ 月 11 日に東日本大震災が起き ま

し た。 研究所自身も被災を受けま し たが、 研究所は、 被災地域の復旧 と 復興のため震災直

後から各専門分野からの貢献を行ってお り ます。 平成 22 年度の年報では、 国環研が実施し

た平成 23 年 ３ 月 10 日以前までの活動の実績を報告いた し ま し たが、 平成 23 年度の この年

報には、 震災直後からの活動が含まれます。

第 ３ 期中期計画におけ る研究計画は、 ４ つの部分か ら構成されています。 １ つ目は、 環

境研究の柱 と な る ８ つの研究分野の推進です。 地球環境研究セン ター、 資源循環 ・ 廃棄物

研究セン ター、 環境 リ ス ク研究セン ター、 地域環境研究セン ター、 生物 ・ 生態系環境研究

セン ター、 環境健康研究セン ター、 社会環境システム研究セン ター、 環境計測研究セン ター

において、 基礎研究か ら課題対応型研究まで一体的に、 分野間連携を図 り つつ環境研究を

推進し、 目標の達成を図 り ます。 ２ つ目は、 課題対応型の １ ０ の研究プロ グ ラ ムです。 第

２ 期中期目標期間の研究成果を踏まえつつ、 緊急かつ重点的な対応が求められている研究

課題、 並びに、 研究資源を集約し て取 り 組むべき研究課題です。 ３ つ目は、 環境研究の推

進 と あわせて長期的な取組が必要な環境研究の整備事業 と し て、 衛星によ る温室効果ガス

モニ タ リ ングを含む地球環境モニ タ リ ング等の環境の観測、 解析、 環境試料の保存 ・ 提供、

レ フ ァ レ ン ス ラ ボ機能の整備、 環境に関わる各種データのデータベース化等の研究基盤の

整備などです。 また、 今期から実施が本格化し た 「子ど もの健康と環境に関する全国調査」

について、 環境省の基本計画に基づ く コ アセン タ - の調査の総括的な管理 ・ 運営です。 ４

つ目は、 東日本大震災か ら の復旧 ・ 復興に向けて、 国環研の有する知見や知のネ ッ ト ワー

ク を活用し、 現地調査を含めた放射性物質 ・ 災害 と 環境に関する研究などによ り 貢献する

こ と です。

以上のすべてにおいて、 所外の多 く の研究者等の協力を得なが ら、 着実な成果をあげる

こ と ができ ま し た。 ま た、 研究系セン ター、 環境情報部、 企画部、 総務部、 相互の連携の

工夫によ り 、 確実で効率的な研究業務を進展させる こ と ができ ま し た。

国環研が扱っている環境の課題は、 国の安全保障や経済の成長、 研究開発など各種政策

に大き な影響を与え る よ う になっています。 東日本大震災を受け環境の研究への新しい視

点 と 展開を加え ま し た。 国民の皆様 と の対話を通じ、 また、 世界 と の対話を通じ、 環境の

研究に努力を続けてまい り ます。

皆様に本研究所の活動を よ り 深 く ご理解いただき ます と と も に、 忌憚のないご意見を賜

り た く 宜し く お願い申し上げます。

　 平成 24 年 ６ 月

独立行政法人 　 国立環境研究所

　 　 　 　 　 　 　 理事長 　 　 大垣 　 眞一郎
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国立環境研究所は、 昭和 49 年、 環境庁国立公害研究所

と し て筑波研究学園都市内に設置さ れた。

その後、 環境研究に対する社会 ・ 行政ニーズに対応す

る ため、 平成 ２ 年 ７ 月に、 研究部門の大幅な再編成を行

い、 名称も 「国立環境研究所」 と改めた。 また、 「独立行

政法人通則法」 （平成 11 年 ７ 月） 及び 「独立行政法人国

立環境研究所法」 （平成 11 年 12 月） に基づき、 平成 13

年 ４ 月に独立行政法人 と し て発足し た こ と を契機に、 社

会の要請に一層応え られる よ う 体制が再編された。 環境

大臣が定めた ５ ヵ年の第 １ 期中期目標 （平成 13 ～ 17 年

度） に基づき、 これを達成する ための第 １ 期中期計画に

おいては、 ６ つの重点特別研究プロ ジ ェ ク ト 、 ２ つの政

策対応型調査 ・ 研究等を実施し た。 平成 １ ８ 年度からは、

特定独立行政法人以外の独立行政法人 （非公務員型） へ

の移行を行 う と と もに、 第 ２ 期中期目標 （平成 18 ～ 22

年度 ) に基づき、 これを達成するための第 ２ 期中期計画

及び年度計画を策定し、 柔軟な運営によ る質の高い研究

活動を効果的、 効率的に実施し た。

本年度か ら は第 ３ 期中期目標 （平成 ２ ３ ～ ２ ７ 年度）

に基づき、 第 ３ 期中期計画及び年度計画を策定し、 国内

外の環境研究の中核的研究機関 と し て、 また、 政策貢献

機関 と し ての役割を果たすため、 課題対応型研究、 分野

横断型研究を重視しつつ、 長期的展望に立った学際的か

つ総合的で質の高い環境研究を推進する ため、 環境研究

の柱 と な る ８ 分野を設定し、 これら を担 う 研究セン ター

を設置し、 基礎研究か ら 課題対応方研究まで一体的に、

分野間連携を図 り つつ研究を実施し た。

本研究所の特色は、 高い専門性、 幅広い見識、 鋭い洞

察と 先見性、 専門家と し ての使命感を持って、 自然科学・

技術から 人文社会科学にま たがる 広範な環境研究を 総合

的に推進し 、 その科学的成果をも って国内外の環境政策

に貢献する と と も に、 各界に対し て環境問題を解決する

ための適切な情報の発信と 相互に連携し た活動を実施し

ている こ と にある 。

（ １ ） 予算及び人員

本年度の当初予算は、 研究所総体の運営に必要な経費

と し て運営費交付金13,523百万円、施設整備費補助金263

百万円、 競争的資金や受託等によ る 3,611 百万円及びそ

の他の収入 46 百万円が計上された。

平成 24 年 3 月 31 日現在の役職員数は 262 名 （役員 ５

名， 任期付き研究員を含む） で、 こ のほか、 優れたポス

ド ク のキ ャ リ ア・パス と し て NIES 特別研究員制度に基づ

く 契約職員の採用を行った。

（ ２ ） 施設

つ く ば市の研究本所 (23ha) には、 本館、 地球温暖化研

究棟、 循環 ・ 廃棄物研究棟、 環境 リ ス ク研究棟、 ナ ノ 粒

子健康影響実験棟など、 大小 30 弱の施設が存在する。

（ ３ ） 研究活動

第３ 期中期計画の達成に向け、 以下の環境研究を戦略

的に推進し た。 こ れら の研究活動については、 研究計画

を 作成し 、 ホームページで公開し た。 ま た、 東日本大震

災から の復旧・ 復興に向けて、 国環研の有する 知見や知

のネッ ト ワ ーク を活用し 、 災害廃棄物や放射性物質汚染

廃棄物の処理・ 処分、 放射性物質の環境動態の解明等の

ための調査研究を実施し た。

研究活動評価については、「 国立環境研究所研究評価実

施要領」 に基づき 、研究課題の評価を行ってき ている 。外

部の専門家によ る 外部研究評価委員会において、 環境研

究の柱と なる 研究分野、課題対応型の研究プロ グラ ム、環

境研究の基盤整備に係る 年度評価（ 平成 2 ３ 年１ ２ 月） を

実施し た。 評価結果については、 ホームページ上で公開

し ている 。

ⅰ 環境研究の柱と なる 分野

　 ①　 地球環境研究分野

　 ②　 資源循環・ 廃棄物研究分野

　 ③　 環境リ ス ク 研究分野

　 ④　 地域環境研究分野

　 ⑤　 生物・ 生態系環境研究分野

　 ⑥　 環境健康研究分野

　 ⑦　 社会環境シス テム研究分野

　 ⑧　 環境計測研究分野

ⅱ研究プロ グラ ム

　 重点研究プロ グラ ム

　 ①　 地球温暖化研究プロ グラ ム

　 ②　 循環型社会研究プロ グラ ム

　 ③　 化学物質評価 ・ 管理イ ノベーシ ョ ン研究プログラ ム

　 ④　 東アジア広域環境研究プロ グラ ム

　 ⑤　 生物多様性研究プロ グラ ム

　 先導的研究プロ グラ ム

　 ⑥　 流域圏生態系研究プロ グラ ム

　 ⑦　 環境都市シス テム研究プロ グラ ム

　 ⑧　 小児・ 次世代環境保健研究プロ グラ ム

　 ⑨　 持続可能社会転換方策研究プロ グラ ム

　 ⑩　 先端環境計測研究プロ グラ ム
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ⅲ 中核的環境研究機関と し ての取組

　 ①　 アジア地域等をはじ めと し た、 国際的な研究

　 　 　 連携の推進

　 ②　 国際約束に基づく モニタ リ ング事業等環境研

　 　 　 究基盤事業の推進

（ ４ ） 環境情報の提供

環境情報部において、 環境の保全に関する国内外の情

報の収集 ・ 整理 ・ 提供， 研究成果の出版 ・ 普及及び国立

環境研究所ホームページの運営、 並びに スーパー コ ン

ピ ュータの運用を行い、 国民等への環境に関する適切な

情報の提供サービ ス を実施し た。
―  4  ―
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地球環境研究分野

　 地球環境は人類の生存基盤に関わる最も基本的かつ重

要な要素であ り 、 人間活動に起因する温室効果ガス増加

によ る地球温暖化の進行 と それに伴 う 気候変動や、 オゾ

ン層変動等が も た ら す人類を含む生態系への影響に関

し、 その予測される影響の大き さや深刻さ か らみて、 持

続可能な社会の構築のためには地球規模の環境保全に向

けた取組が必要不可欠であ る。 しか も、 地球環境に対し

て人間活動の影響が現れる までには時間が比較的長 く か

かる こ と か ら、 中長期的な視点に立った継続的な研究へ

の取組が重視される必要があ る。

そ こ で、 地球環境の現況の把握 と その変動要因の解明、

それに基づ く 地球環境変動の将来予測及び地球環境変動

に伴 う 影響 リ ス ク の評価、 並びに地球環境保全のための

対策に関する研究を実施する。 特に、 大気中の温室効果

ガスの地球規模での動態の観測 ・ 解明、 過去か ら将来に

わた る気候変動の解明 ・ 予測、 気候変動に対する地球規

模の影響 リ ス ク の評価、気候変動に対する国際的な適応・

緩和対策に関する研究など、 気候変動 （地球温暖化） 問

題に重点をおいて研究を推進する。

　 また、 地球環境の戦略的モニ タ リ ングの実施、 地球環

境データベース （自然科学データ、 及び社会 ・ 経済デー

タ） の構築 ・ 運用、 国内外で実施される地球環境研究の

推進にかかる支援を行 う 。 衛星によ る温室効果ガスモニ

タ リ ングについては、 引き続きデータの処理 ・ 検証 ・ 提

供を行 う 。 その他、 地球環境の監視 ・ 観測技術及びデー

タベースの開発 ・ 高度化に関わる研究、 将来の地球環境

に関する予見的研究や、 新たな環境研究技術の開発等の

先導的･基盤的研究を行 う 。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 全球及び東アジア域を中心 と し た地球環境に影響を

及ぼす温室効果気体等の物質の観測 ・ 解析を行い、 それ

ら の地球規模での循環の実態 と その長期的な変動機構を

明らかにする。

(2) 地球環境変動の実態の解明 と 将来予測の精緻化を進

める。

(3) 気候変動に対する地球規模の影響 リ ス ク の評価を行

う こ と によ り 、 気候変動政策に資する科学的知見を提供

する。

(4) 世界規模での温室効果ガス排出抑制策 （緩和策） や気

候変動に対する適応策を総合的に評価する こ と に よ り 、

気候変動に対する国際的な適応 ・ 緩和対策の推進に関す

る科学的知見を提供する。

(5) 地球環境の戦略的モニタ リ ング事業、地球環境データ

ベース事業、 地球環境研究の支援事業等を進める こ と に

よ り 、 上記をはじめ と する地球環境研究の基盤の提供に

資する。

資源循環 ・ 廃棄物研究分野

　 生産・消費活動の負の側面であ る廃棄物問題を解決し、

資源の効率的な利用 と 健全な物質循環が確保された循環

型社会への転換を進める こ と が、 わが国のみなな らず世

界共通の課題であ り 、 問題解決のための科学的、 技術的

課題の克服が求められている。

　 そ こ で、 社会経済活動に伴 う 物質の利用 と 付随する環

境負荷の実態解明及び将来展望、 資源性 ・ 有害性の両面

か らみた物質の評価 ・ 管理手法の構築、 並びに資源の循

環的利用、 廃棄物 ・ 排水等の適正処理及び汚染された環

境の修復 ・ 再生のための技術 ・ システムの開発、 評価及

び地域実装に関する調査 ・ 研究を行 う 。

　 具体的には、 資源 ・ 原材料 ・ 製品 ・ 廃棄物等のフ ロー ・

ス ト ッ ク の解明、 循環型社会形成 と 廃棄物の適正処理に

係る制度設計 ・ 計画立案手法構築、 資源性 ・ 有害性を有

する物質のラ イ フサイ クルにわた る管理手法構築に向け

た研究を行 う 。 また、 資源化 ・ 適正処理に係る試験法や

分析技術等の基盤技術、 資源の効率的 ・ 循環的利用及び

廃棄物の適正処理 ・ 処分に係る技術、 汚染された環境の

修復再生に係る技術に関する開発 ・ 実証 ・ 評価 ・ シス テ

ム化に関する研究を行 う 。 更に、 アジア圏の国際資源循

環システムの適正化 と アジア諸国の廃棄物 ・ 環境衛生問

題の改善手法の提案に向けた研究を行 う 。 マテ リ アルフ

ロー、 廃棄物の性状等の資源 ・ 廃棄物に係る知的基盤の

整備を進める。 

　 調査研究の実施にあたっては、 地域特性に応じ た環境

技術の社会実装のための対外連携や、我が国の資源循環、

廃棄物処理及び環境修復再生技術におけ る国際競争力の

学術的側面か ら の強化 と 普及支援、 資源循環 ・ 廃棄物行

政に対する科学的 ・ 技術的側面か ら の先導的支援を進め

る。

　 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向

を目指す。 

(1) 資源性 ・ 有害性物質の国際的な適正管理手法、 アジア

現地に適合し た廃棄物処理処分技術 ・ 廃棄物管理システ

ム、 地域特性を活かし た資源循環システムの構築のため

の枠組みを開発し、 日本 ・ アジアの循環型社会構築を支

援する。

(2) 低炭素かつ循環型の社会構築に向けて、 固形 ・ 液状廃

棄物に対する従来技術の評価 ・ 改良、 新規技術の開発を

行い、 システムの管理戦略等を提示する。 石綿や廃 POPs
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等の難循環物質及び不法投棄 ・ 不適正処分場を対象 と し

て、 分析調査、 リ ス ク評価， 修復及び管理に関する一連

の手法を提示する。 公的制度の構築、 東アジア等 と の制

度共有展開に貢献する よ う 、 再生品の環境安全品質レベ

ルの設定、 品質管理の枠組み ・ 検査法の標準化のための

科学的知見を提供する。

(3) 廃棄物の資源化の促進及び資源循環におけ る低炭素

化に貢献する よ う 、 廃棄物処理 ・ 資源化に係る基盤計測

技術 と 性状評価手法を開発する と と も に、 資源化 ・ 処理

に係る要素技術の開発を行 う 。 

(4) 長期的視点を含む資源管理や物質の低環境負荷型利

用並びに行政や企業に対する先導的知的支援に貢献する

よ う 、 将来の資源需要 と 国際物質フ ローの構造解析手法

や物質ラ イ フサイ クルにおけ る リ ス ク管理方策、 循環型

社会 ・ 廃棄物分野の施策等を国際的、 科学的視点から提

示する。

(5) 独自の資源化技術や環境修復再生技術等の社会的実

現を早期に達成し、 地域環境再生政策に貢献する よ う 、

外部連携を推進しつつ循環型社会形成に寄与でき る実際

的な技術システムを提示する。

(6) 将来の施策判断等に資する情報整備に貢献する と と

も に、 物質情報に関わる国際的な情報基盤構築を先導で

き る よ う 、 資源利用に関わる物質フ ローや性状、 費用等

の適切な循環利用 と 廃棄物処理に必要なデータの調査 と

データベース整備を行 う 。

環境リ スク研究分野

　 環境 リ ス ク （人の健康や生態系に有害な影響を及ぼす

おそれ） への対応が予防的に行われ、 安心が確保されて

いる社会の実現が求め られている。 化学物質の リ ス ク に

ついては、 人の健康 と 環境に も た らす著しい悪影響を最

小化す る 方法で化学物質が使用 ・ 生産 さ れ る と い う 、

「WSSD2020 年目標」 の達成を目指し て、 人の健康や生態

系に与え る リ ス ク を総体 と し て把握し、 大き な リ ス ク を

取 り 除 く ための施策の推進が始ま っている。 化学物質に

よ る環境 リ ス ク の管理を一層徹底する と と も に、 予防的

対応を念頭に リ ス ク管理 ・ 評価手法を高度化する観点か

ら、 化学物質等の未解明な リ ス クや脆弱性集団に対する

リ ス ク の評価 ・ 管理に資する リ ス ク評価手法の確立が必

要と されている。 

そ こ で、 環境 リ ス ク要因の同定、 曝露評価法、 健康 リ ス

ク評価法、 生態 リ ス ク評価法、 並びに、 リ ス ク管理に関

する手法の高度化を目的と し て、生態影響試験法の開発、

理論化学 ・ 情報科学に基づ く 化学物質の毒性予測手法の

開発、 曝露経路及び動態の解明 と 曝露評価法構築、 化学

物質の環境経由の曝露 ・ 影響実態の把握手法の開発、 影

響評価に資する機構解明 と 生態 リ ス ク評価法構築、 有害

性評価に資する機構解明 と 健康 リ ス ク評価法構築、 環境

リ ス ク に関する政策 ・ 管理に関する研究、 リ ス ク コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに係る研究、 並びに これら一連の環境 リ ス

ク に関する情報整備等を統合的に推進する。 

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。 

１ 、 化学物質の生態影響及び健康影響の評価に関する基

盤的な研究を進め、 環境行政におけ る試験評価手法の検

討および リ ス ク評価の実施に対し て科学的な基盤を提供

する。 

２ 、 化学物質の物理化学的性状、 及び、 統計的外挿手法

に基づ く 毒性予測手法を開発する こ と によ り 、 施策への

活用に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情報

の提供を可能にする。 

３ 、 化学物質の人への健康影響、 生態系への影響の評価

に必要な有害性や曝露にかかわるデータや情報を体系的

に整備する こ と によ り 、 環境 リ ス ク評価の実施や指針値

の策定等の環境施策を推進する基盤を構築する。 

４ 、 管理コ ス ト と 様々な不確実要因を考慮し た最適な管

理シナ リ オの作成に貢献する よ う 、 化学物質、 貧酸素水

塊など、 様々な環境か く 乱要因の生態系への影響機構を

解明し、 リ ス ク を評価する。 

５ 、 多様な有害物質に対する健康 リ ス ク の評価に貢献す

る よ う 、 粒子状物質等の吸入毒性試験を中心に、 化学物

質の生体影響評価手法の開発と標準化を進める。 

６ 、 人、 生物、 水、 大気など様々の環境媒体を対象 と し

た高感度 ・ 高分離能ク ロマ ト グ ラ フ法等によ る測定法や

生物応答試験法等によ る影響検出法を開発 ・ 高度化する

こ と によ り 、 網羅的測定によ る多様な化学物質の曝露 と

影響の実態把握を可能にする。 

７ 、管理戦略策定に必要な基盤構築に貢献する よ う 、GIS

多媒体モデルや排出シナ リ オなど、 環境分布や排出 ・ 曝

露状況の解析が可能な数理解析手法を開発する。

地域環境研究分野

　 人間活動によ る環境負荷に起因し、 大気、 水、 土壌な

どの環境媒体を通し て、 人 ・ 生態系等に影響を及ぼす地

域環境問題を解決し、 も し く は、 環境問題の発生を未然

に防止する ためには、 各々の問題の発生構造を多層的 ・

科学的に理解し、 持続的社会の構築も見据えて総合的か

つ実効的な解決策を見出し、 更には地域において適用し

て行 く ための調査 ・ 研究を実施する必要があ る。 一方、

地域の多様性を考慮し、 快適で魅力的な地域環境を創造
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する こ と によ り 、 付加価値の高い地域づ く り に貢献する

創環境研究の重要性が高ま っている。

　 そ こ で、 国内及びアジアの大気、 水、 土壌などの環境

圏で発生する、 国を越境する ス ケールか ら都市ス ケール

の地域環境問題を対象に、 観測 ・ モデ リ ング ・ 室内実験

など を統合し た研究によ って発生 メ カニズムを科学的に

理解する と と も に、 問題解決のための保全 ・ 改善手法の

提案 と 環境創造手法の検討を進め、 最終的にこれら を総

合化する こ と によ り 、 地域環境管理に資する研究を推進

する。

　 具体的には、 アジアを中心 と する海外及び国内の大気

環境評価 ・ 大気汚染削減、 陸域 ・ 海洋環境の統合的評価 ・

管理手法、 流域圏環境の保全 ・ 再生 ・ 創造手法、 都市 ・

地域の コベネフ ィ ッ ト 型環境保全技術 ・ 政策シナ リ オ、

快適で魅力的な地域環境の創造手法などに関する研究を

推進する と 同時に、 地域環境変動の長期モニ タ リ ングを

実施する。

　 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向

を目指す。

(1) 広域大気環境管理の推進に貢献する よ う 、東アジアの

広域越境大気汚染を対象に、 観測 と モデルを統合し て、

半球／東アジア／国内のマルチス ケール大気汚染の実態

を解明し、 越境大気汚染の国内への影響評価手法を確立

する。

(2) 陸域 ・ 海洋の統合環境管理施策の立案に貢献する よ

う 、 陸域の人間活動が、 水 ・ 大気圏を経由し て東シナ海 ・

日本近海の海洋環境に及ぼす影響を観測 と モデルによ り

解明し、 陸域負荷変動に対する海洋環境の応答をマルチ

ス ケールで評価する。

(3) 流域圏の保全 ・ 修復に貢献する よ う 、 流域圏における

生態系機能及び関連環境因子の定量的関係を、 窒素 ・ 炭

素等の物質循環の視点から評価する。

(4) 地域環境の問題解決と創造に貢献する よ う 、 都市 ・ 地

域大気環境や流域圏環境の保全 ・ 再生 ・ 創造に係る基盤

的 ・ 分野横断的研究を実施する と 共に、 都市 ・ 地域のコ

ベネフ ィ ッ ト 型環境技術シス テムを開発し、 その社会実

証プロセス を提示する。

(5) 大気環境や水環境の長期モニタ リ ングを実施し、地域

環境変動を把握する。

生物 ・ 生態系環境研究分野

　 人間活動によ って生物多様性の損失 と 生態系の劣化が

進む と と も に、 将来にわた る生態系サービ スの低下が危

惧されている。

そ こ で、 地球上の多様な生物から な る生態系の構造 と 機

能及び構造 と 機能の間の関係、 並びに人間活動が生物多

様性 ・ 生態系に及ぼす影響の解明に関する調査 ・ 研究を

様々な空間及び時間ス ケールで実施する。

  具体的には、 生物多様性の評価 ・ 予測 と保全に関する研

究を推進し、 生物多様性の観測技術の開発、 生物多様性

の現状評価 と 将来予測手法の開発などに基づき、 効果的

に保全する施策の立案に貢献する。 また、 地域環境研究

分野 と 連携し て、 流域圏の生態系機能の解明 と その健全

性評価に関する研究を行 う 。 更に、 国内及びアジアの生

物多様性 ・ 生態系の保全に関する基盤的な調査 ・ 研究並

びに個別の重要課題にも取 り 組む。

　 更に、 上記の研究 と 密接に関係し た生物多様性 ・ 生態

系の観測 ・ 監視を継続的に推進する と と も に、 これまで

に蓄積さ れた生物資源 ・ 遺伝情報等の研究資産の継承 ・

管理 ・ 提供を行い、 上記の研究推進に活用する。 ま た、

生物多様性の社会的な主流化や生態系サービ スの持続可

能な利用の仕組みの実現に向けた自然科学 と 人文 ・ 社会

科学の連携に関する研究シーズを育成する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 生物多様性を効果的に保全する施策の立案に貢献す

る と と もに、生物多様性国家戦略 2010 の生物多様性総合

評価並びに生物多様性条約の愛知目標の達成度評価に貢

献する よ う 、 生物多様性の評価並びに予測手法を開発す

る。

(2) 喫緊の対応が必要な生物多様性や生態系への脅威に

関する個別の研究課題に取 り 組むこ と で、 生物多様性の

損失や生態系の劣化を改善する ための科学的知見の提供

を可能にする。

(3) 長期にわた る継続的な生物多様性 ・ 生態系の観測 ・ 監

視を推進する と と も に、 新たな観測 ・ 監視手法の開発 ・

改良を提案する こ と によ り 、 効果的 ・ 効率的な生物多様

性 ・ 生態系の観測 ・ 監視を可能にする。

(4) 生物多様性の保全 と 再生のための研究基盤の提供に

貢献する よ う 、生物資源・遺伝情報等の研究資産の継承・

管理 ・ 提供を行 う 。

(5) 生物多様性の社会的な主流化の推進に貢献する よ う 、

生物多様性に関する自然科学 と 人文 ・ 社会科学 と の連携

を進める。

環境健康研究分野

　 環境汚染物質等の環境因子によ る健康影響は未だ充分

に明ら かに されておらず、 小児や脆弱性の高い集団を中

心にその影響 と 機構を明ら かにし、 健康影響の低減 と 未

然防止を図る必要があ る。
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そ こ で、 環境汚染物質等の環境因子によ る健康影響 ・ 発

現機構の実験的解明 と 評価、 簡易 ・ 迅速な曝露 ・ 影響評

価系の開発、 並びに環境が健康にも た らす影響の同定 と

要因の究明に関する疫学的調査 ・ 研究を実施する。 特に、

先導研究プロ グ ラ ム｢小児 ・ 次世代環境保健プロ グ ラ ム｣

を主体的に推進し、「子ど もの健康 と環境に関する全国調

査 （エコチル調査）」 のコ アセン ターと し て も機能する。

具体的には、 環境化学物質、 大気汚染物質、 ナ ノ マテ リ

アル等、 環境汚染物質 ・ 環境因子の影響評価 と 評価手法

の確立、 実践、 高度化、 検証に取 り 組む と と も に、 ゲ ノ

ミ ク ス、 エピジ ェ ネテ ィ ク スに着目し た環境汚染物質 ・

環境因子の健康影響及び発現機構の解明に取 り 組む。 ま

た、 環境汚染物質 ・ 環境因子によ る健康影響に関する疫

学評価 と その総合化、 体系化、 高度化、 精密化に取 り 組

む。 更に、 「エコチル調査」 コ アセン ターにおいて、 主に

同調査の企画 ・ 調整、 関係機関の業務管理及びデータ整

備 ・ 管理、 資料分析 ・ 保存等の業務にあたる。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 健康影響の未然防止に貢献する よ う 、 環境汚染物質 ・

環境因子の免疫 ・ アレルギー系等への影響 と その機構の

解明及びバイオマーカーの探索を行い、 体系的評価シス

テムを構築する。

(2) 環境汚染物質・環境因子が生理機能や生体反応に及ぼ

す影響 と その機構を解明し、 機序に基づいた健康影響評

価を可能とする ための科学的根拠を提供する。

(3) 環境汚染物質・環境因子の健康影響を総合的に評価す

る こ と を目標 と し、 実験によ る知見か ら疫学研究成果ま

でを広 く 体系化、 総合化する こ と によ り 、 新たな健康影

響評価手法を開発する。

(4) 環境汚染物質・環境因子が健康へ及ぼす影響を明らか

にする ための疫学調査手法を開発 ・ 高度化する。 更にそ

の手法を用いた疫学調査 ・ 研究を実施し、 健康影響評価

及び健康被害予防のための政策に資す る 知見を提供す

る。

(5)環境要因が子ど もの健康に与え る影響の解明に貢献す

る よ う 、 全国 １ ０ 万人の妊婦の参加を募 り 、 生体試料の

採取保存や質問票によ る追跡調査等を開始する等 「子ど

もの健康と環境に関する全国調査 （エコチル調査）」 を推

進する。

社会環境システム研究分野

　 環境問題の根源 と な る人間の社会経済活動を持続可能

な も の と する環境 と 経済が両立する持続可能社会への転

換に貢献する ためには、 人間 と 環境を広 く 研究の視野に

入れて、 社会経済活動 と 環境問題 と の関わ り を解明する

と と も に、 環境 と 経済の調和し た持続可能な社会のあ り

方 と それを実現する ための対策 ・ 施策を提示する必要が

あ る。

 そ こ で、 持続可能社会の早期実現を目的 と し て、 社会環

境シ ス テム分野の調査 ・ 研究を実施する。 特に、 環境 ・

社会 ・ 経済のモデル開発 と 改良を進め、 内外の諸問題へ

適用し、 現状及び政策分析を進める と と も に、 国内及び

世界を対象 と し た持続可能性の検討、 シナ リ オ ・ ビジ ョ

ンの構築、持続可能な生産 と消費のあ り 方の検討を行 う 。

よ り 具体的には、 持続可能社会に向けた実現シナ リ オ ・

ロー ド マ ッ プの構築 と 実現方策の立案、 持続可能な都市

のあ り 方の検討、 コベネフ ィ ッ ト 型の環境都市 と モデル

街区のシステム設計 と 社会実践に関する研究など、 持続

可能な社会の構築に重点をおいた研究を推進する。また、

これら に関連し て、 環境意識等に関するモニ タ リ ングや

社会 と 科学に関する コ ミ ュ ニケーシ ョ ン、 環境政策の経

済的評価や効果実証 と 制度設計な ど基盤的な研究を行

う 。

 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

(1) 持続可能な社会の将来シナ リ オの基礎 と な る ド ラ イ

ビ ングフ ォース と し ての社会 ・ 経済のビジ ョ ン を、 シナ

リ オアプローチによ り 分析し、 今後生じ う る様々な環境

問題を想定しつつ、 持続可能な社会実現に必要な対策や

社会 ・ 経済のあ り 方、 消費やラ イ フ ス タ イルのあ り 方を

定性的及び定量的に提示する。

(2) 人間活動か ら発生する環境負荷の環境資源 と 都市活

動への影響を解析する環境シ ミ ュ レーシ ョ ンを踏まえつ

つ、 環境影響の低減 と 社会経済の改善を同時に実現する

コ ベネ フ ィ ッ ト 型の技術 と 施策を組み合わせ る 環境 ソ

リ ューシ ョ ン と その計画システム及び評価方法論を構築

する。 また、 持続可能な都市 ・ 地域の計画策定に貢献す

る よ う 、 都市 ・ 地域の空間構造を明ら かにし、 その実現

シナ リ オを ロード マ ッ プ と し て提示する。

(3) 統合評価モデルや環境経済モデルの開発 ・ 改良を進

め、 上記 (1) 及び (2) への適用、 内外の諸問題へ適用し、

現状及び政策分析を進める と と も に、 環境政策の経済的

評価や効果実証などの研究を行 う 。

環境計測研究分野

　 顕在化し た環境問題の解決、 問題の拡大の防止、 更に

は新たな問題の発生の未然防止のためには、 環境問題の

発生 メ カニズムの理解 と それに基づ く 将来予測、 有効な

対策の立案 と 対策効果の検証が必要であ る。 そのために
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は、 環境の監視、 環境問題に関わる現象のプロセスの解

明、 並びに環境 リ ス ク要因の把握 と 影響の評価が不可欠

であ る。

そ こ で、 環境の状態の把握、 状態の時間的 ・ 空間的な変

化の監視、 過去の変化の解明、 将来の環境変化の予兆の

検出、 新たな環境悪化の懸念要因の発見 ・ 同定 と その評

価などに関する様々な環境研究を支え る ための環境計測

手法 （計測デー タ の分析 ・ 解析 ・ 活用手法な ど も 含む）

の開発 ・ 高度化に関する研究や計測手法の整備、 体系化

に関する取組を推進する。 同時に、 環境ス ト レ スに対す

る生体影響評価のための計測手法の開発、 計測データ を

総合的に分析する ための情報解析手法の開発 ・ 高度化や

計測データ質の保証 と 管理を目指し た調査 ・ 研究を実施

する。

具体的には、 環境分析に係る精度管理手法やデータ質の

評価手法の開発、 環境試料の保存並びに保存試料の活用

のための技術開発、 様々な対象 （大気、 水、 土壌、 植物、

生体試料など） における残留性有機汚染物質 （POPs） を

はじめ と し た化学物質の監視のための手法開発、 環境の

変化やその状態を読み取れる環境 ト レーサーの開拓を含

むモニ タ リ ング手法開発、 環境ス ト レ スに鋭敏に応答す

る脳神経系への影響の評価手法の開発、 大気エア ロ ゾル

や雲など を対象 と し た環境因子の時空間分布の監視手法

開発、 大量の多重分光画像データ等の環境データか らの

環境情報の抽出手法の開発に係る研究を推進する。

以上の調査 ・ 研究の到達目標は以下の通 り であ る。

(1) 環境分析方法の正確 さ と 分析値の信頼性を支え る取

り 組みと し て、 有機化合物および無機元素に関わる 2 種

類以上の環境標準物質を作製 ・ 頒布する。 また公定分析

手法など基準 と な る分析手法の改良や分析精度管理手法

の開発を進める。

(2) 自然環境汚染の長期的な変遷の解明や分析対象媒体

の拡大、 更には広範な化学物質を対象 と し た分析が可能

と なる よ う 、POPs を含む各種有機化合物についてのモニ

タ リ ング手法、 迅速分析法、 網羅分析法を開発する。

(3) 同位体を ト レーサー と し た環境中化学物質の動態解

析手法を開発する。 水銀などの同位体計測技術の確立や

高度化と その環境動態解明への応用を行 う 。 また 14C を

含む炭素同位体計測技術の高度化 と同位体情報の活用に

よ り 、 生態系を介し た有機化合物の動態解明を行 う 。

(4) 気候変動な どに よ る生態系の変動な ら びに大気や海

水の循環の変動を把握 ・ 追跡する ための環境 ト レーサー

の開発と その環境動態解明への応用を行 う 。

(5) 化学分析手法と も連携を と り つつ、MRI 計測手法や動

物行動試験を柱 と し て、 環境ス ト レ スに鋭敏に応答する

脳神経系への影響評価手法を開発する。

(6) 分光計測を含む遠隔計測技術の開発や大量かつ多次

元の環境計測データか らの環境情報の抽出手法開発 と し

て、 雲エア ロ ゾル計測手法の高度化やハイパースペク ト

ルセンサーのデータ解析手法開発を行 う 。
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地球温暖化研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP010

〔代表者〕 ○笹野泰弘 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球温暖化問題に関し、 気候変化の将来予測の

高度化の観点か らの重要課題のひ と つ と し て、 温室効果

ガスの自然起源の吸収 ・ 排出源の変動 メ カニズムの解明

と 将来の吸収能力の変化予測の高精度化が求められてい

る。 また、 国際的な温暖化対策の推進に関し、 地球規模

の リ ス ク管理戦略を構築し てい く こ と が必要 と されて き

ている。 同時に、 脱温暖化社会の実現に向けて、 各国の

今後の温室効果ガス排出削減行動が重要であ り 、 各国の

政策オプシ ョ ン、 国際協調のあ り 方な どが依然 と し て、

重要な課題 と し て残されている。 第 ３ 期中期目標期間に

おいては、 これら の諸問題の解決を目指し て、 科学的な

知見の集積 ・ 提供を図る必要があ る。 そ こ で、 地球温暖

化の原因物質であ る温室効果ガスの濃度変動特性を、 地

上観測サイ ト 、 船舶、 航空機並びに人工衛星をプ ラ ッ ト

フ ォーム と し た総合的な観測 と モデル解析に基づいて解

明する と と も に自然起源の吸収源の保全に必要 と される

科学的知見を提供する。 また、 地球規模の温暖化対策目

標及び目標に至る道筋 ・ 方法についての議論を、 リ ス ク

の管理に関する社会的な意思決定の問題 と し て捉え、 こ

の意思決定を支援する ため、 地球規模の温暖化 リ ス ク に

加え、 水安全保障、 生態系保全など関連する温暖化以外

の地球規模 リ ス ク、 及び リ ス ク管理オプシ ョ ンについて

の検討を行い、 リ ス ク に対する社会の認知等も考慮し た

上で、 リ ス ク管理戦略の分析を行 う 。 アジア各国におけ

る脱温暖化社会に向けた取組の支援に資する ため、 世界

及び日本におけ る温室効果ガス削減目標及び対策の評価

を行 う と と も に、 中長期的な温室効果ガス排出削減目標

の設定 と、 その目標を実現する ための各国の諸状況に応

じ た政策オプシ ョ ンを提示する。 また、 国際制度･国際交

渉に関する研究を進め国際協調のあ り 方を提言する。

〔内容および成果〕

　 温室効果ガスの自然起源の吸収 ・ 排出源の変動 メ カニ

ズムの解明 と 将来の吸収能力の変化予測の高精度化を行

う と と も に、 国際的な温暖化対策の推進に関し、 地球規

模の リ ス ク管理戦略の構築、 脱温暖化社会の実現に向け

ての各国の政策オプシ ョ ン、 国際協調のあ り 方などの諸

問題の解決を目指し て、 科学的な知見の集積 ・ 提供を図

る こ と を目的に、 以下の研究を実施し た。

（1） 衛星な ら びに地上、 船舶、 航空機な ど のプ ラ ッ ト

フ ォームを用いた全球及び東アジア域を中心 と し た大気

環境 ・ 温室効果ガスの観測の継続を図 り つつ、 これら の

観測の総合的な解析のためにデータの統合化やモデルの

改良などに着手し た。 また、 分析、 観測技術の高度化を

行 う こ と によ って観測対象地域での放射収支関連物質の

分布 ・ 循環の実態 と その長期的変動機構を明ら かにする

研究を進めた。

（2） 将来の気候変動およびその影響について メ カニズム

の理解を深め不確実性を評価する ための予測実験の解析

を進める と と も に、 気候変動を含む地球規模問題を リ ス

ク管理の観点か ら評価する ためのフ レー ミ ングの検討 と

モデルの構築に着手し た。

（3） アジア主要国におけ る低炭素社会実現に向けた施策

を評価する統合評価モデルの開発を開始する と と も に、

世界の温室効果ガス排出経路について世界モデルを用い

て分析し、 中国等途上国の参加を促進する方策を検討し

た。アジア主要国の統合モデルによ る各国削減シナ リ オ、

世界モデルを用いた温室効果ガス排出シナ リ オをそれぞ

れ明ら かにする と と も に、 気候変動枠組条約の下で合意

し う る新国際制度のあ り 方や合意のための条件を定性的

に提示し、 COP17 の成果を評価し た。

地球温暖化研究プログラム

(1)-1. 　 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明 と その将

来予測に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA011

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 梁乃申，

寺尾有希夫， 町田敏暢， 笹川基樹， 白井知子，

高橋善幸， 三枝信子， 野尻幸宏， 谷本浩志， 杉

田考史， 遠嶋康徳， Maksyutov S.， 伊藤昭彦， 中

山忠暢， 横田達也， 森野勇， 吉田幸生， 横内陽

子， 斉藤拓也， 荒巻能史， 小熊宏之， 唐艶鴻，

須永温子，後藤誠二朗，奈良英樹，中岡慎一郎，

宮崎千尋， Belikov Dmitry， Valsala V.， 金憲淑，

佐伯田鶴，高橋厚裕，井上誠，菊地信弘，沈妙根

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 これまで作 り 上げてき た観測ネ ッ ト ワーク （地

上ス テーシ ョ ン、 定期船舶、 航空機、 衛星など） を継承

し、 長寿命の温室効果ガス （GHG） の観測項目に加え短

寿命のガスやエア ロ ゾル成分へ項目を広げ、 アジア―太

平洋地域およびグ ローバルな濃度増加や変動、 分布特性

についての研究を実施する。 二酸化炭素や メ タ ンにおい

ては、 衛星やその他の観測データ と を比較し ながら、 炭

素循環モデルを含む全球大気輸送モデルに よ り 解析し、

地域別のGHGフ ラ ッ ク スの ト ッ プダウ ン的手法によ る推

定精度を向上させる ための研究を行 う 。また、ボ ト ムア ッ
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プ的手法でのフ ラ ッ ク ス観測を太平洋やアジアの陸域で

展開し、 生態系モデルをチューニングする こ と によ って

不確実性を低減し、 ト ッ プダウ ン法と比較する。 同時に、

気候変動の影響を含めた観点か ら、 温暖化に よ る陸域、

海洋フ ラ ッ ク スの変化に関する プ ロ セ ス研究を拡大し、

GHG の将来濃度予測に対し て知見を得る。

〔内容および成果〕

　 観測のネッ ト ワ ーク 化を図る ため、こ れま であったシベ

リ ア域から 、アジアにおける 海外サイ ト や定期船舶によ る

アジアルート 展開、 富士山頂、 ハワ イ 含め展開を行った。

航空機での観測も 継続的に行われ、立体的なデータ が取得

さ れた。 衛星観測はよ り グロ ーバルに観測が展開さ れ、 そ

のデータ 解析が行われた。検証が行われた衛星データ の解

析から 地上での二酸化炭素フ ラ ッ ク ス に関する 分布が推

定さ れ、 各地のフラ ッ ク ス データ 、 濃度データ と の整合性

などを今後検討する こ と が課題と なった。

　 フラ ッ ク ス 観測データ の広域化、ネッ ト ワ ーク 化を行う

ための方法論などが検討さ れた。海洋では人工知能の手法

を用いた pCO2 の広域推定を行う 手法研究を行った。 その

結果、こ れま で以上に細かな地域的な分布などが推定でき

る こ と がわかった。 ま た、 森林域などの吸収フラ ッ ク ス に

関し てのネッ ト ワ ーク 研究が進み、アジア域の各種生態系

での吸収パタ ーンや吸収量変動などが解析さ れた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0711BB569 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ

アにおける CO2 と CH4 収支の推定 16p.

0711BB571 　 アジア ・ オセアニア域におけ る微量温室効

果ガスの多成分長期観測 17p.

0911BA010 　 温暖化関連ガス循環解析のア イ ソ ト ポマー

によ る高精度化の研究 サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採

取および CH4 ア イ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築 と適

用 17p.

0911BB001 　 東アジアにおけ るハロ カーボン排出実態解

明のための高頻度 ・ 高精度モニタ リ ング研究 17p.

0913BB001 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中

酸素および炭素同位体の長期観測研究 18p.

1012BA006 　 生態系サービ スか らみた森林劣化抑止プ ロ

グ ラ ム （REDD） の改良提案 と その実証研究 （ ２ ） 炭素

ス ト ッ ク の強化によ る劣化抑止プロ グ ラ ムの改良策 と そ

の実現性に関する研究 18p.

1012CD018 　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭

素 ・ 窒素動態に及ぼす影響 19p.

1015BB001 　 日本におけ る森林土壌有機炭素放出に及ぼ

す温暖化影響のポテンシ ャル評価に関する研究 19p.

1113BA004 　 「いぶき」 観測データ解析によ り 得られた温

室効果ガス濃度の高精度化に関する研究 20p.

1113BB001 　 南鳥島におけ る微量温室効果ガス等のモニ

タ リ ング 20p.

1115AQ028 　 物質循環モデルの高精度化及び生態系への

影響評価 21p.

1115BB001 　 民間航空機に よ る グ ロ ーバル観測ネ ッ ト

ワーク を活用し た温室効果ガスの長期変動観測 21p.

【関連課題】

1） 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ アにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0711BB569

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 笹川基

樹， Maksyutov S.， 佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では世界の観測空白域の １ つであ り 、 今

後の気候変動に対し て脆弱であ る と 危惧されている シベ

リ ア域において、 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク用いて ト ッ プ

ダ ウ ン ア プ ロ ーチに よ る 亜大陸規模の CO2 と メ タ ン

（CH4） の収支分布 と その年々変動を推定する こ と が目的

であ る。

〔内容および成果〕

　 全てのタ ワーサイ ト で 2011 年も CO2 濃度に明瞭な季節

変動を観測し、 例えば KRS では 1 月の日中平均は 400

ppm、 8 月の日中平均は 375 ppm であった （季節振幅 25

ppm）。 西シベ リ アのタ ワーサイ ト における CH4 濃度は、

1900 ppb を下回る事も まれで、 年間を通し て同緯度帯の

沿岸地域におけ るバッ ク グ ラ ウ ン ド 大気レベルを大き く

上回った。

　 BRZ タ ワー上空 （～ 3 km） の CO2 鉛直分布の長期デー

タ （2002 ～） を タ ワー観測の値 と比較し て解析を行った。

各航空機観測時に同時に測定し た気象データ （気温 ・ 湿

度） から境界層高度を決定し た。夏季に高 く （3 km 前後）

冬に低い （数百 m） 境界層高度の明確な季節変動を と ら

えた。 境界層内と自由対流圏内での CO2 濃度はどち ら も

夏季に極小を と る季節変動を示し たが、 境界層内での季

節振幅 （30 ppm） は自由対流圏内の値 （15 ppm） の倍で

あった。 タ ワーの高高度のイ ン レ ッ ト で連続測定された

CO2濃度の日中平均値は、航空機で観測された境界層内の

値 と よ く 一致し、 日中平均値であれば、 タ ワーの観測値

が境界層内の代表的な値を示すこ と が確認された。

　 ３ 次元大気輸送モデル （NIES-TM） をベースにし た イ

ンバージ ョ ンモデルを用いてシベ リ ア域におけ る CO2 の
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放出 ・ 吸収量を推定し た。 北方ユーラ シアにおける CO2

フ ラ ッ ク スは、 NOAA によ る地上観測データのみを使用

し た場合には -0.56 ± 0.79 GtC/yr と見積も られたが、本研

究のタ ワー観測 と 航空機観測で得られたデータ を加え る

と推定値は -0.35 ± 0.61 GtC/yr と なった。

〔備考〕

2） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 野尻幸

宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東アジア ・ 東南アジア地域では、 急速な経済発

展に伴い直接 ・ 間接温室効果気体、 粒子状物質等の人為

発生量増加、 あ るいは、 土地利用変化によ る発生源その

も のの変化が懸念されている。 太平洋南北航路 と 東南ア

ジア航路で、 長寿命温室効果ガス と し て、 メ タ ン ・ 亜酸

化窒素 ・ ハロゲンを含む炭化水素類の洋上大気濃度を計

測する と と も に、 よ り 短寿命のガス成分であ るオゾンや

一酸化炭素について船上で自動観測を行い、 その広域の

濃度分布、 季節変化、 地域的な発生源の寄与を明ら かに

する。

〔内容および成果〕

　 日本－東南アジア航路な らびに日本－オセアニア航路

において、 オゾン、 一酸化炭素、 メ タ ンの連続測定 と ボ

ト ルサンプ リ ングによ る大気採取 ・ 分析を継続し た。 特

に、 一酸化炭素の測定を評価する ために、 還元型検出器

付きガス ク ロマ ト ク ラ フによ る フ ラ ス コサンプルの分析

結果と、 非分散赤外線式ガス相関法によ る  一酸化炭素の

連続測定結果を比較し た。 こ の結果、 フ ラ ス コ分析 と 連

続測定の結果は測定精度の範囲内で一致す る よ う にな

り 、 連続計測が開始されてからの 3 ～ 5 年に渡って連続

測定、 フ ラ ス コ分析の双方が良いパフ ォーマン ス を保っ

ている こ と が実証された。 また、 連続観測 と フ ラ ス コ観

測の結果を比較する こ と によ り 、 陸域発生源に近い汚染

域 （例えば東南アジア域） においては、 連続観測がフ ラ

ス コ観測よ り 有効な方法であ る こ と がわかった。

〔備考〕

3） 　 温暖化関連ガス循環解析のアイ ソ ト ポマーによる高

精度化の研究 サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採取お

よび CH4 アイ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築と適

用

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0911BA010

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 メ タ ン (CH4) や一酸化二窒素 （N2O) などの温室

効果気体の循環の定量的解釈において、 ア イ ソ ト ポマー

（ア イ ソ ト ープ （同位体） を含む） は放出源や消滅源に関

する情報を含む ト レーサー と し て注目されている。 本研

究では、 これら温室効果気体の変動の解釈並びに収支の

不確実性の低減を目的と し、 (1) 大気試料の採取、 (2)CH4

の濃度および同位体を組み入れた数値モデルの構築を行

う 。

〔内容および成果〕

　 西シベ リ アのスルグー ト 、 ノ ボシビルス ク、 東シベ リ

アのヤ クーツ ク の各地点上空において航空機を用いて定

期的な大気サンプ リ ングを行い、 サンプル空気中の CH4

濃度と N2O 濃度の測定を行った。 ヤ クーツ ク上空の CH4

濃度は夏季に低濃度を示す明瞭な季節変化が 1km か ら

3km までの全ての高度で観測された。シベ リ ア上空のN2O

濃度はいずれの高度において も一方的に増加を続けてい

る。 2003 年以降のデータ を解析する と、 平均的な N2O 濃

度の増加率は 0.7 ppb/year であ る。その期間の中でも 2004

年までの増加率は 0.5 ppb/year ほどであったが、その後増

加率は高いま まであ る。

　 前年度までに構築し た CH4 濃度 と ア イ ソ ト ポマーに関

する数値モデルを用いて、 代表的な CH4 収支シナ リ オ、

放出源の同位体比並びに化学反応時の分別係数を用いた

数値実験を行った。 数値モデルには、 CH4 濃度 と と もに、

炭素安定同位体比 （d13C [‰]） 、 水素安定同位体比 (dD

[‰])、放射性炭素同位体比(14C [pM])に関するプロセス を

組み込んだ。年平均値緯度分布について、ア メ リ カNOAA/

GMD によ るバ ッ ク グ ラ ウ ン ド を主 と し た観測値 と 計算

値を比較し た結果、 モデルは観測される CH4 濃度の南北

勾配を再現する こ と ができ た。一方で、d13C に関し ては、

40度以北のd13C値をモデル計算値が過大評価する結果 と

な り 、 観測される南北勾配を再現するには、 CH4 放出源

の多い同緯度帯でのシナ リ オの改善が今後の課題 と なっ

た。

〔備考〕

研究代表者 ： 国立大学法人 東京工業大学大学院総合理工

学研究科 ・ 吉田尚弘

4） 　 東アジアにおけるハロ カーボン排出実態解明のため

の高頻度 ・ 高精度モニ タ リ ング研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括
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〔研究課題コー ド〕 0911BB001

〔担当者〕 ○横内陽子 （環境計測研究セン ター） ， 斉藤拓

也， 向井人史， Maksyutov S.

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 HFC （ハイ ド ロ フルオロ カーボン） 類や HCFC

（ハイ ド ロ ク ロ ロ フルオロ カーボン） 類などのハロ カーボ

ン類は強力な温室効果気体であ る。 東アジアでは近年の

経済的発展に伴い、 ハロ カーボン排出量が急増し ている

と 懸念されている。 本研究では、 波照間島 （沖縄県） と

落石岬 （北海道） の観測ス テーシ ョ ンで、 高精度 ・ 高頻

度のハロ カーボンモニ タ リ ングを進め、 ハロ カーボン類

の東アジアにおけるベース ラ イ ン濃度変動 と 地域別の排

出実態を明らかにする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 前年度開発 し た マルチデ ィ メ ン ジ ョ ナル GC/

MS/μECD を落石ステーシ ョ ンに導入し、平成23年6月以

降は新方式によ り ハロ カーボン観測を継続し た。 これに

よ り 四塩化炭素 と ト リ ク ロ ロエタ ンについて、 従来法を

凌ぐ高精度の測定が可能 と なった。 さ らに、 極低沸物質

であ る四フ ッ化炭素について も、 ク リ プ ト ンによ る妨害

を低減する分析条件を確立し て、安定的な観測を行った。

（ ２ ） 波照間島および落石岬のモニタ リ ング対象ハロ カー

ボンを拡張する ため、 新たに HFC-143a, HFC-245fa, HFC-

365mfcの標準ガス を作製し、これら新規3成分の観測を順

次開始し た。 観測されたハロ カーボンの う ち、 CFC 類 と

PFC 類の濃度には顕著な変化は見られなかったが、 大部

分の HFC 類、 HCFC 類および SF6 は、 波照間島 と落石岬

のいずれにおいて引き続き増加傾向を示し た。た と えば、

冷媒と し ての使用が急増し ている HFC-32 の月別ベース

ラ イ ン濃度の年平均値は、 2010 年から 2011 年にかけて、

波照間島と落石岬でそれぞれ 4.8ppt から 6.2ppt、5.0ppt か

ら 6.2ppt に増加し た。

（ ３ ）HFC-134a, HFC-152a, HCFC-141b, HCFC-142b, HCFC-

22, HFC-23 and C2Cl4 (TCE) について、 カ ッ プル ド輸送モ

デルを使った Forward modeling 解析を行い、 波照間にお

け るそれらの濃度の経年変化 と 季節変動を計算し た。 さ

らに、ラ グ ラ ンジュ輸送モデル FLEXPART と Bayesian 法

を組み合わせた Inverse modeling によ って、上記ハロ カー

ボン成分のフ ラ ッ ク ス を推計し た。

〔備考〕

5） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素およ

び炭素同位体の長期観測研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター） ， 山岸洋

明，向井人史，寺尾有希夫，荒巻能史，野尻幸宏

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 二酸化炭素の全球収支を解明する ために、 地上

ステーシ ョ ンや太平洋上を運行する定期貨物船を用いて

大気中酸素濃度や二酸化炭素の安定同位体比の広域観測

を行 う 。 また、 放射性炭素の観測によ り 化石燃料燃焼や

森林火災に伴 う 炭素放出量の把握を行 う 。 さ らに炭素収

支推定の精度改善のために、 海洋表層水の溶存酸素や炭

素同位体比の観測など を開始する。 これら の観測か ら陸

上生物圏および海洋の二酸化炭素吸収量の年々変動を正

確に把握し、 それぞれの吸収量のその長期的変化傾向の

検出を目指す。

〔内容および成果〕

　 波照間 ・ 落石モニ タ リ ング ステーシ ョ ンおよび太平洋

上を定期航行する貨物船で大気中 O2 濃度、CO2 の安定炭

素位体比 (13C/12C 比 ) および放射性炭素同位体 （14C） の

観測を実施し た。 また、 表層海水中の炭素同位体比の観

測や、 溶存酸素 / アルゴン比の長期連続観測手法の開発

を行った。

　 観測された O2 および CO2 濃度の変化量 と化石燃料起

源 CO2 の排出量から海洋および陸上生物圏の CO2 吸収量

を計算し た。 1999 年から 2011 年までの 12 年間を平均す

る と海洋および陸上生物圏の CO2 吸収量はそれぞれ 2.0

Pg C yr-1 および 1.6 Pg C yr-1 と推定された。また、前半 6 年

間 （1999-2005 年） と後半 6 年間 （2005-2011 年） の海洋 ・

陸上生物圏の CO2 吸収量を計算する と、それぞれ、1.8 Pg

C yr-1 ・ 1.3 Pg C yr-1 と 2.3 Pg C yr-1 ・ 2.0 Pg C yr-1 と なった。

化石燃料起源CO2の年平均排出量は年々増加し ているが、

海洋および陸上生物圏の吸収量増加が大気中 CO2 濃度の

増加を抑制し ている こ と が分かる。 同位体比の観測か ら

も陸上生物圏の吸収が顕著な増加傾向を見せている こ と

が示唆された。

〔備考〕

日本、 名古屋大学、 北川浩之

6） 　 生態系サービ スか ら みた森林劣化抑止プ ロ グ ラ ム

（REDD） の改良提案と その実証研究  （ ２ ） 炭素ス

ト ッ クの強化による劣化抑止プログラムの改良策と

その実現性に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1012BA006

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 平成 22 年度に設置し たプロ ッ ト において、 土
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壌呼吸などの測定を継続する と と も に リ モー ト センシン

グ画像の解析を行い、 熱帯林における伐採過程に伴 う 地

上部 ・ 地下部の炭素ス ト ッ ク の変動や施業後の残渣の分

解過程を明ら かにし、 改良型劣化抑止プロ グ ラ ムの有効

性を評価す る ために必要なパ ラ メ ー タ を得 る 研究を行

う 。

〔内容および成果〕

（1） REDD における CO2 放出のベース ラ イ ン設定を目的

と し て、 マレーシア半島中央部のネグ リ センビ ラ ン州に

あ るパソ保護林の天然林 （低地熱帯雨林） において、 16

基の自動開閉式の土壌呼吸測定チャ ンバーを用いて、 土

壌呼吸に対する微生物呼吸 と 根呼吸の連続分離測定を継

続し て行った。

（2） 施業の効果を評価するため、 パソ保護林の 47 林班に

おける天然林区および 1995 年に択伐され約 6 年経過し た

伐採跡地 （伐採区） を調査地と し た。

（3） 施業後の炭素ス ト ッ ク の回復を定量的に評価する事

を目的と し て、パソ保護林における約 50 年生の二次林を

調査地と し た。

（4） 土地利用変化が炭素ス ト ッ ク及び土地劣化に及ぼす

影響を把握する ため、 パソ保護林周辺の 5 年生のゴムお

よびオイルパームのプラ ンテーシ ョ ンを調査地と し た。

（5） 低地熱帯雨林 と 比較する ため、 マレーシア半島北部

ペラ州にあ る テ メ ンゴール施業区 （山岳地熱帯雨林） に

おけ る、 天然林区および伐採予定区の巨木を ターゲ ッ ト

にし て、 土壌呼吸測定のプロ ッ ト を設置し、 携帯型自動

開閉チャ ンバーシステムを用いて伐採前後の土壌呼吸速

度の変化を定期的に測定し た。

（6） テ メ ンゴール営林区と パソ保護林の 2 サイ ト を対象

と し て撮影された合成開口レーダー衛星TerraSAR-Xの画

像を用い、 樹冠表面の標高モデルであ る DSM （Digital

Surface Model) を作成し た。

〔備考〕

7） 　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素 ・ 窒素

動態に及ぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD018

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 森林土壌は巨大な炭素プールであ り 、 温度上昇

に と も ない分解が促進される可能性があ る ため、 温暖化

環境下におけ る土壌炭素の動態の解明が急務 と なってい

る。 本研究では、 北海道から九州までの 6 つの代表的な

森林において、 すでに設置が完了し ている、 野外土壌の

人工温暖化実験サイ ト を利用し、 最大 5 年におよぶ長期

の温暖化操作が、 土壌の炭素 ・ 窒素循環に及ぼす影響を

明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本におけ る森林土壌の炭素 ・ 窒素循環に及ぼす温暖

化の長期的影響を評価する ために、 全国の 6 種類の森林

において温暖化操作実験を継続し た。 また 6 地点におい

て共通の、 リ タ―フ ォール ・ 土壌水観測方法を決定し器

材の設置を行った。 北北海道の針広混交林では、 平均 3.3

℃の地温上昇によ り 、 土壌呼吸量が 97% 増加し た。 弘前

の ミ ズナラ林では 2008 年から 3 年間で平均 2.5 ℃加温さ

せた温暖化区では、土壌呼吸量が平均で約 17％増加し た。

つ く ばのアカマツ林では、 温暖化区におけ る土壌呼吸量

は対照区と比較し て、 昇温 1°C あた り 平均 7.3% 増加し

た。 また、 リ タ－バッ ク法を用いて 6 地点からサンプ リ

ング し た落葉を温暖化サイ ト に設置し、 温暖化が異な る

森林生態系の リ タ－の分解に及ぼす影響に関する操作実

験を開始し た。 苗場山のブナ林では、 2 種の温暖化処理

区 ( 土壌を よ り 低標高へ移動、ヒ ーターによ る加熱 ) の微

生物呼吸量を測定し、 地温の上昇に と も な う 微生物呼吸

量の変化を調べた。 広島のカシ林では、 温暖化処理によ

る Q10 の変化は認め られなかった。 宮崎のシ イ林では、

温暖化に よ る落葉の分解速度への影響を調べる ために、

リ ターバッ グを設置し た。

〔備考〕

8） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化

影響のポテンシャル評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本の 6 つの代表的な森林において、 赤外線

ヒ ーターを用いたフ ィ ール ド 土壌の人工的な温暖化操作

実験や緯度差 と標高差を利用し た自然的な温暖化操作実

験を行 う 。 また、 土壌呼吸の長期観測か ら、 有機物分解

に及ぼす気候変動や人為 ・ 自然攪乱の影響を検出する と

と も に、 放射性炭素同位体比等の観測によ り 土壌有機炭

素の画分毎の分解特性を調査する。 これら の観測結果に

基づいて、 陸域炭素循環モデルを用いて、 現在および将

来温暖化し た場合の我が国の森林土壌の炭素蓄積能を定

量的に評価する。

〔内容および成果〕

　 温暖化に伴っ て、 我が国の よ う な湿潤な森林土壌が、
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今まで以上に吸収源 と し て機能するのか、 あ るいは放出

源に転換するのかについて、 長期的な野外観測を独自に

行い、 その実測データに基づいて定量的な評価を行 う こ

と を目的 と し ている。 実際の森林土壌において、 赤外線

照射に よ る 人工的な昇温 と と も に大型マルチ自動開閉

チャ ンバーシステムを用いて土壌呼吸速度をモニ タ リ ン

グする こ と で、 将来予測モデルの検証に必要な情報を提

供する。 ま た、 人工的な温暖化操作実験の結果を補足 ・

検証する ために、 緯度帯や標高の異な る自然環境間で土

壌の移植によ る模擬温暖化実験を行 う 。

　 また、 天塩、 苫小牧および富士北麓の 3ヶ所の森林フ

ラ ッ ク ス観測地において土壌呼吸を長期的連続観測する

こ と によ り 、 自然 ・ 人工撹乱の影響を検出し、 短期的な

気候変動の影響を抽出する。 さ ら に、 放射性炭素 （14C）

の分析を実施する こ と で土壌の画分毎の分解のタ イ ム ス

ケールを評価し、 将来予測に用いる炭素循環モデル内の

土壌有機物分解に関するパラ メ ータや関係式の最適化を

支援する。

〔備考〕

9） 　 「いぶき」 観測データ解析によ り得られた温室効果ガ

ス濃度の高精度化に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA004

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 吉田幸生，

横田達也，菊地信弘，井上誠，中前 久美，内野修

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 「いぶき」 は日本が打ち上げた温室効果ガス を

主対象 と する世界初の地球観測衛星であ る。 衛星搭載観

測装置の校正、 データ解析アルゴ リ ズム改良、 温室効果

ガスの初期検証が行われ、 温室効果ガス濃度データが一

般に公開された。 これら を科学的利用に資する ためには

更なる高精度化が必要であ る。

本研究は、 「いぶき」 プロダ ク ト の検証のために 3 年以上

継続的に取得し た検証データ、 重点サイ ト で取得し た多

種多様な検証デー タ に よ る 検証 と 誤差要因の特定を行

う 。 こ れを基に解析アルゴ リ ズムの改良を行い、 「いぶ

き」 観測データの解析によ り 得られた温室効果ガス濃度

の高精度化を行 う 。

本研究結果に基づき、 イ ンバースモデル解析によ る温室

効果ガス収支を含む科学的利用が促進され、 将来の炭素

収支予測の高精度化の貢献が期待される。

〔内容および成果〕

　 現バージ ョ ンのアルゴ リ ズムを用いた 「いぶき」 の二

酸化炭素カ ラ ム平均濃度は、 バイ アス  － 9 ppm 程度 ( －

2 % 程度 )、バラ ツキ 4 ppm 程度 ( 1% 程度 ) であ るが、本研

究におけ る解析アルゴ リ ズム と 参照値の改良によ り 、 バ

イ アス－ 4 ppm 程度 (1 % 程度 )、バラ ツキ 2 ppm 程度 (0.5

% 程度 ) が達成でき る見通しがついた。 また、 「いぶき」

データのデータ質を評価する ために必要な長期検証デー

タの確保 と そのデータ質を確認する こ と が出来、 二酸化

炭素 と メ タ ンのカ ラ ム平均濃度を大気化学的視点で検証

が出来る目処が立った。

　 重点サイ ト におけ る高精度温室効果ガス と 巻雲 ・ エア

ロ ゾル光学特性の観測体制の整備が進み、 検証データの

取得を開始し た。 更に、 つ く ばの重点サイ ト におけ る高

精度温室効果ガス と 巻雲 ・ エア ロ ゾル光学特性の観測結

果を用いたケース ス タデ ィ を行った。 エア ロ ゾルの高度

分布と し て SPRINTARS のシ ミ ュ レーシ ョ ン値を先験値

と し て、 また Toon の太陽スペク ト ルを用いて、 バン ド

1、バン ド 2に加えてバン ド 3の観測スペク ト ルに対し てエ

ア ロ ゾル と 巻雲も同時推定し た結果、 二酸化炭素カ ラ ム

平均濃度は TCCON デー タ に対 し て バ イ ア ス 0.17

ppm(0.04 %) と改善する こ と を確認でき た。

〔備考〕

当課題と課題コード 1115BY002 ： 環境省請負業務 「温室

効果ガ ス観測技術衛星 （GOSAT） データ検証業務」 が、

地球環境研究セン ター独自のプロ ジ ェ ク ト と し ての 「国

環研 GOSAT プロ ジェ ク ト 」 を構成する。

なお、 上記の 【内容及び成果】 は国立環境研究所分担の

内容ではな く 、 本研究課題全体の内容を記載し た も ので

あ る。

10） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニ タ リ ン

グ

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 南鳥島気象観測所は、 北西太平洋上に位置し、

人為起源か ら離れた清浄大気のバッ ク グ ラ ン ド 観測に適

し た国内の貴重な観測点であ る。 気象庁によ り 気象観測

のほか主要な温室効果ガ ス の観測が行われてい る も の

の、 微量温室効果ガス等については、 観測未実施であ る。

地球温暖化に係る主要な温室効果ガスについて、 気象庁

が観測を実施する こ と によ り 、 長期的な変動や季節的な

変動は把握されてき ているが、現在の観測項目だけでは、

その変動要因についてまで評価する こ と は難しいのが現

状であ る。 一方、 世界の主要な観測点では、 地球温暖化

に係る温室効果ガス及び関連物質を網羅的に監視する体
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制が強化されている と こ ろが多い。 そ こ で気象庁 と 観測

技術を保持する国内研究機関 と 連携し て関連する温室効

果ガスの観測を開始し、 定常観測のデータ と あわせて包

括的なデータ を収集する こ と によ り 、 バッ ク グ ラ ン ド 観

測点での温室効果ガス濃度変動について、 その要因であ

る産業活動、 陸域生態系、 海洋の寄与を詳細に調べる こ

と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 2011 年 6 月～ 2012 年 1 月の間に測定されたハロ カー

ボン濃度は概ね一定であ り 、 い く つかの成分に 8 ～ 9 月

に最低、 1 月に最高 と な るわずかな季節変化が観測され

た。 代表的なハロ カーボンの平均値 （標準偏差） は以下

の通 り であった。HFC-23：25.0(0.4) ppt、HFC-32：6.13(1.06)

ppt、HFC-134a ： 7.6(1.2) ppt、 HFC-152a ： 7.6(1.2) ppt、PFC-

116 ： 4.02(0.04) ppt、 PFC-218 ： 0.57(0.01) ppt、 PFC-318 ：

1.31(0.02) ppt、SF6：7.6(0.1) ppt、HCFC-22： 220.3(4.4) ppt、

HCFC-142b：22.5(0.4) ppt、HCFC-124：0.71(0.02) ppt、HCFC-

141b ； 22.9(0.7) ppt。

　 一方、酸素については 2011 年 9 月に南鳥島観測所に大

気サンプ リ ングシステムを設置し、 月 2 回の頻度で大気

試料のサンプ リ ングを開始し た。 観測された酸素濃度は

9 月から 2 月にかけて単調に減少し た。同じ緯度帯に位置

す る 波照間島におけ る 酸素濃度の観測結果 と 比較す る

と、9 月から 2 月の南鳥島の観測結果は約 4ppm 高いこ と

が分かった。

〔備考〕

11） 　 物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評

価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ028

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 物質循環 ・ 炭素循環モデルの高精度化を進める

と と も に気候変動が水循環 ・ 物質循環 ・ 農業生産 ・ 生態

系変化に及ぼす影響を評価する。

〔内容および成果〕

　 統合型流域管理 NICE （National Integrated Catchment-

based Eco-hydrology） モデルについて、 水循環 ・ 物質循環

( 土砂・栄養塩 )・植生遷移間でのフ ィ ード バッ ク プロセス

を改良する と と も に、 広領域 ・ 低解像度か ら狭領域 ・ 高

解像度の計算結果へのダウ ン ス ケー リ ング手法を組み込

んだ。 本研究によ って、 湿原域での複雑な水循環の空間

解像度が向上し、 CH4 や CO2 など物質循環モデルにおけ

る高精度化のベースが確立された。 本研究に関連し て、 2

件の誌上発表及び 3 件の国際学会での発表を行った。

〔備考〕

12） 　 民間航空機によ るグローバル観測ネ ッ ト ワーク を

活用し た温室効果ガスの長期変動観測

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 1115BB001

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），白井知子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 世界で唯一の民間航空機によ る温

室効果ガ ス の定期観測プ ロ ジ ェ ク ト （CONTRAIL プ ロ

ジ ェ ク ト ） を発展的に継続し て長期にデータ を蓄積し、

エルニーニ ョ ・ 南方振動 （ENSO） 現象等の気候変化に応

答する数年ス ケールの大規模な CO2 変動の実態を解明す

る こ と を目的 と する。 ５ 年間のデータ蓄積を行 う こ と に

よ って先行観測と合わせた 10年規模の CO2 データ を構築

し、 ２ 年～ ３ 年周期の ENSO サイ クルに伴 う CO2 濃度の

変動を把握する。 また、 よ り 精度の高い温室効果ガス監

視情報を社会に発信し てい く こ と も目的とする。

〔内容および成果〕

　 ボーイ ング 777-200ER型機（機番 JA707Jおよび JA705J）

に ASE が搭載可能と なる改修が 2011 年に実施された。こ

れに よ り ボー イ ン グ 747-400 型機の路線変更に伴っ て

2009年4月以降中断されていたシ ド ニー-成田間における

自動大気採取観測によ る温室効果ガスの緯度分布観測を

2011 年 5 月から月 2 回の頻度で再開し た。

　 CME を使った CO2濃度の連続観測は ３ 機の航空機を利

用し て、 日本 と ヨーロ ッパ、 北米、 東アジア、 南アジア、

東南アジア、 ハワ イ、 オセアニアを結ぶ路線上において、

離発着地点近傍におけ る鉛直分布 と 上空におけ る水平分

布のデータ を取得し た。

　 2005 年の観測開始以来、大量の上空 CO2 濃度データが

取得された こ と を踏まえ、 本年度はこれまでのデータ を

統合し、広域の平均的なCO2濃度分布を導出し解析を行っ

た。 高度 8km から対流圏界面までの上部対流圏では北半

球中高緯度で春極大・夏極小の 6-8ppm の大き な季節変化

を示し た。 ユーラ シア大陸上空では北太平洋域に比較し

て夏季低濃度になってい る こ と が明ら かになったほか、

大陸上空では CO2 濃度の変動強度も大き く 陸上植生の光

合成の影響を受けた気塊が頻繁に上空へ輸送されている

こ と が示唆された。 また西太平洋域上空の CO2 濃度の南

北分布を解析し た結果、 北半球春季の高濃度 CO2 が 4 月

から 6 月にかけて高高度を通じ て南半球へ輸送されてい

る こ と が示唆された。 北半球起源の気塊が上空を通じ て

輸送される こ と によ り 、 南半球では地表付近よ り も上空
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で CO2 濃度が高 く 、 地表 と は異なる季節変化を示すこ と

が明らかになった。

〔備考〕

(1)-2. 　 地球温暖化に関わる地球規模 リ ス ク に関する研

究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA012

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 野沢徹，

小倉知夫， 塩竈秀夫， 阿部学， 川瀬宏明， 石崎

安洋， 山形与志樹， 伊藤昭彦， 花崎直太， 横畠

徳太， 安立美奈子， 中道久美子， 庄山紀久子，

飯尾淳弘， 高橋潔， 増井利彦， 肱岡靖明， 亀山

康子， 久保田泉， 申龍熙， 藤森真一郎， 森田香

菜子， Strassmann Kuno， 千田昌子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 所内外の気候予測 ・ 影響予測モデル研究の結果

に基づき、 現象理解 と 不確実性評価等の観点か ら将来予

測を 「翻訳」 し、 リ ス ク 情報を導 く 研究を行 う 。 ま た、

気候 と 相互作用し人為活動を含む陸域諸要素に力点を置

いた地球規模のモデル研究を行い、 これら の要素が温暖

化によ り 受け る影響および温暖化対策にも た らす制約条

件を詳細な地理分布を含めて統合的に分析する。 さ らに、

地球規模の温暖化影響の価値、 適応策やジオエンジニア

リ ングの費用対効果についての知見を整理する。 以上す

べての研究結果を参照しつつ、 リ ス ク に対する社会の認

知等も考慮し た上で、 地球規模の リ ス ク管理方策を検討

する研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候予測研究に関し ては、IPCC第5次評価報告書（AR5）

への貢献に向けた新実験結果 (CMIP5) の解析を取 り ま と

める時期に入っている ため、 アンサンブル実験 （多数の

モデルシ ミ ュ レーシ ョ ンの集合） を用いた予測の不確実

性評価を中心に解析を行い、 AR5 への重要な貢献になる

と思われるい く つかの成果を発表し た （サブテーマ 1） 。

成果の一つ （全球気温上昇分布の不確実性） については

記者発表を行い、 新聞に記事が掲載された。 一方、 生態

系、土地利用、水資源等を統合し たモデル分析 （サブテー

マ 2） と地球規模 リ ス ク管理の検討 （サブテーマ 3） につ

いては、 今年度は主 と し て準備期間 と 位置付け、 モデル

の高度化 ・ 結合作業、 および リ ス ク管理フ レー ミ ングの

概念的な検討をそれぞれ進めた。 ただし、 生態系モデル

によ る メ タ ン等放出の分析、 および統合評価モデルの不

確実性評価においては成果が得られた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0711BA335 　 総合的気候変動シナ リ オの構築 と 伝達に関

する研究 22p.

0711CE432 　 高解像度大気海洋結合モデルに よ る近未来

予測実験 23p.

0712BA337 　 統合シ ス テム解析に よ る空間詳細な排出 ・

土地利用変化シナ リ オの開発 23p.

0712BA340 　 都市 と地域の炭素管理に関する研究 24p.

1113CD004 　 気候感度の物理パラ メ ータ不確実性の メ カ

ニズム解明と制約 24p.

【関連課題】

1） 　 総合的気候変動シナ リ オの構築と伝達に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0711BA335

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

肱岡靖明， 小倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫， 阿

部学， 横畠徳太， 石崎安洋， 申龍熙

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 既存の も し く は他課題に よ り 得 ら れ る気候変

動予測計算の結果を用いて、 確率的気候変動シナ リ オを

構築する と と も に、 それを用いた水文 ・ 水資源、 海洋環

境 ・ 水産業、 雪氷圏 ・ 海面水準、 農業 ・ 食料および生態

系等各分野の影響評価を行 う こ と によ り 、 気候変動予測

の信頼性および予測の意味する社会への影響 （気候未来

像） を明ら かにする。 また、 そ う し て得られた総合的な

「気候変動シナ リ オ」 を社会に効率的に伝達する方法を確

立する ための研究を行 う 。 さ ら に、 戦略研究プロ ジ ェ ク

ト の総括班と し て、プロ ジェ ク ト の中枢的な働き を担 う 。

〔内容および成果〕

　 IPCC 第 5 次評価報告書に向けた全球気候モデルによ る

将来予測実験出力 （CMIP5 データ） について、 研究実施

期間中に取得でき た将来予測実験出力の範囲で、 気候モ

デルの違いによ る不確実性を考慮し た全球規模の農業影

響評価 （具体的には ト ウモロ コ シの収量変化の予測） を

実施し、IPCC 第 4 時評価報告書に向けて行われた全球気

候モデルによ る将来予測実験の出力 （CMIP3 データ） に

基づ く 影響評価結果と の暫定的な比較を行った。

　 また、 温暖化 リ ス ク に関する コ ミ ュ ニケーシ ョ ンの研

究については、 東京大学 と 共同し、 極端現象 と 災害を主

テーマに掲げた第 4 回温暖化 リ ス ク メ デ ィ アフ ォーラ ム

を実施し、 リ ス ク情報の伝達についての メ デ ィ ア関係者・

研究者の間での意見交換を行った。

　 さ らに本年度は S-5 プロ ジェ ク ト の最終年度 と なる こ

と か ら、 総括班 と し て研究成果の全体 と り ま と めを行っ
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た。 具体的には、 一般市民向けシンポジウ ム （10 月 ・ 東

大安田講堂） の実施、 温暖化 リ ス ク情報に関する一般向

け書籍の作成、S-5 プロ ジェ ク ト 全体の成果概要を ま と め

た一般向け報告書の作成を行った。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

2） 　 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 0711CE432

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）， 永島達也，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京大学気候システム研究セン ター、 国立環境

研究所、 海洋研究開発機構地球環境フ ロ ンテ ィ ア研究セ

ン ターが共同し て開発し て き た大気海洋結合気候モデル

を高精度、 高解像度化し て、 人為要因によ る 2030 年程度

までの近未来 （温室効果ガス濃度のシナ リ オ間の違いが

小さ く 、 気候変化がそれにあ ま り 依存せずに予見でき る

期間） の気候変化の予測実験を行 う 。 これまでにない高

解像度の実験によ り 、 温暖化の社会影響評価、 政策決定

に資する定量情報の提供を図 り 、 地球温暖化問題に対す

る国際的な取 り 組みの進展に貢献する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化問題に対する国際的な取 り 組みの進展に資

する ために、 東京大学気候システム研究セン ター、 国立

環境研究所、 海洋研究開発機構地球環境変動領域が共同

で開発し て き た大気海洋結合気候モデルを高精度化、 高

解像度化し て、為的な気候変動要因によ る 2030 年程度ま

での近未来の気候変化を予測する数値実験を行 う 。 予測

実験は、 大気海洋結合気候モデルによ る予測 と し ては世

界に例を見ない、 大気約 50km、 海洋 20 ～ 30km の水平

解像度で実施する。 これまでにわかっている物理過程等

の不十分さ （雲のパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンや温室効果ガス

の放射的な取 り 扱い、 境界層乱流の表現、 成層圏力学過

程の導入など） を改善する と と も に、 植生変化やエア ロ

ゾル、 大気化学過程などの効果も取 り 入れて、 エルニー

ニ ョ や数十年規模の気候変動現象をはじめ、 社会的に影

響の大きい極端な気象現象の変化予測の信頼性向上を図

る。 また、 観測データ を用いた初期値作成やアンサンブ

ル手法を用いた不確実性の定量化を行 う と と も に、 気候

変化によ る極端な気象現象の変化、 洪水、 渇水、 海洋生

態系破壊の リ ス ク の定量化を図る。 さ らに、 気候モデル

の物理過程の改良に も と づ く 不確実性の低減や、 よ り 広

い範囲の社会産業への影響評価等について も、 国内外の

研究者 と 共同研究を実施し、 政府国民の意思決定に資す

る情報を発信する こ と を目指す。

　 国立環境研究所では、 主 と し て近未来予測実験に必要

と な る気候変動要因のデータ整備、 高解像度大気海洋結

合気候モデルへの気候変動要因の導入およびそれに伴 う

モデル調整、 近未来予測に関する多 メ ンバーアンサンブ

ル実験の不確実性評価法の検討を行 う 。 本年度に得られ

た成果は以下の通 り 。 前年度に引き続いて第 5 次大気海

洋結合モデル相互比較プ ロ ジ ェ ク ト （CMIP5） 推奨の気

候変動要因データ を旧モデルに与えた 20世紀気候再現実

験 （CMIP5 実験） を行い、 気候変動要因データの変更に

伴 う イ ンパク ト を調べた。 全球年平均地上気温の経年変

化には、CMIP5 実験と CMIP3 実験 （第 3 次大気海洋結合

モデル相互比較プロ ジ ェ ク ト 参加時の気候変動要因デー

タ を与えた実験） の間で顕著な差異は認められなかった

ものの、1950年代後半～1980年代前半にかけては、CMIP5

実験の方が低温傾向にあ る こ と が分かった。一方で、1951

～ 2005 年におけ る地上気温 ト レ ン ド の地理分布には、

CMIP5 実験と CMIP3 実験では大き な差異は認められず、

20 世紀後半においては、 気候変動要因データの変更に伴

う 気候影響はあま り 大き く ないこ と が示唆された。

〔備考〕

研究代表者 ： 木本昌秀 ( 東京大学）

共同研究機関 ： 東京大学大気海洋研究所、 海洋開発研究

機構地球環境変動領域

3） 　 統合システム解析による空間詳細な排出 ・ 土地利用

変化シナ リ オの開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0712BA337

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 野沢

徹， 中道久美子， 瀬谷創， Dhakal S.， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 気候変動予測シナ リ オは、 国際的な温暖化対策

を検討する上での科学的基盤であ る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に関する研究をわが国が先駆的に進める

こ と によ り 、 温暖化問題の解決に向けた今後の国際交渉

を リ ー ド し てゆ く こ と が可能 と な る。 次世代の気候変動

シナ リ オの構築に際し ては、 これまで十分には取 り 扱わ

れて こ なかった自然システム と 社会システムを統合し て

解析する アプローチが必要 と 考え られる。 これまでの気

候変動シナ リ オ研究では、 世界を十数地域に分割し たグ

ローバルな社会経済シナ リ オを用いた将来予測が実施さ

れて き たが、 本研究では、 次世代の気候変動シナ リ オの
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構築にむけて、 空間詳細な排出 ・ 土地利用シナ リ オの開

発を実施する。

〔内容および成果〕

　 まず、 全球規模の温暖化影響を考慮し た土地利用シナ

リ オの作成を行 う と 共に、 超長期土地利用変化予測モデ

ルの検証のための、 空間経済モデルの構築を行い、 ダウ

ン ス ケー リ ングの正当性の検証を行った。 また、 地域を

限定し、 東京都市圏を対象に、 よ り 空間詳細な中短期の

土地利用変化モデルの改良を行い、 都市気候モデル研究

に最終データ を提供し た こ と で、 将来の土地利用変化に

よ る ヒ ー ト ア イ ラ ン ド効果が分析された。

　 ま た、 過去の排出源情報や排出係数の推計値、 人口・

GDPなどの社会経済情報、土地利用変化などに関する 各種

情報をアッ プデート し 、昨年度ま でに構築し た温室効果ガ

ス や対流圏エアロ ゾル、大気化学物質などの排出量に関す

る 時間・ 空間的に詳細なデータ ベース の高度化に取り 組む

こ と によ り 、過去や将来の気候変化に及ぼす人間活動の影

響の定量的な評価に資する ための、空間詳細排出量データ

ベース の不確実性に関する 情報を提供し た。

　 さ らに、 科学者の連携を目的 と する国際フ ォーラ ムの

設置や、 水 と エネルギー と 炭素の関連についての国際

ワーク シ ョ ッ プを開催する こ と によ り 、 都市 ・ 地域の視

点か らの研究を促進する ための国際研究ネ ッ ト ワーク を

構築し、 それを通じ て、 世界各地の都市発展の空間情報

を収集 ・ 分析し た。 また、 地球規模及び地域規模の空間

詳細排出シナ リ オの検証や、 温室効果ガス排出量 と 気候

変動 リ ス ク に関する分析のため、 特定の大都市を対象 と

し たボ ト ムア ッ プ分析を実施し た。

　 このよ う に、 次期の IPCC で検討されている シナ リ オ

に対応する地理的な分布を持ったシナ リ オを構築し、 世

界中の気候変動予測研究者に提供し、 温暖化予測の空間

詳細化等の精度向上に貢献する こ と ができ た。

〔備考〕

「S-5:地球温暖化に係る政策支援 と普及啓発のための気候

変動シナ リ オに関する総合的研究」 の一部

4） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター），Dhakal

S.， 中道久美子

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 GCP の国際研究計画の一部 と し て、都市 と地域

におけ る炭素管理に関する研究を実施する。 国内外の共

同研究者 と 連携し て、 炭素管理に関するデータの収集を

行い、 CO2 排出量の推定や炭素管理手法の検討をおこ な

う 。 特に、 土地利用シナ リ オに関する情報の収集 と 分析

を実施する。

〔内容および成果〕

　 グ ローバル及びサブグ ローバルなレベルにおける空間

詳細排出シナ リ オの検証及び温室効果ガス排出量 と 気候

変動 リ ス ク に関する ボ ト ムア ッ プ分析のため、 都市 ・ 地

域レベルでの調査 ・ 分析を行った。 特に、 日本国内およ

び中国 と タ イの都市圏についてボ ト ムア ッ プ分析の手法

を用いた量的な推計 ・ 分析を行い、 また、 リ モー ト セン

シング画像を利用し て都市域の中に存在する建物等の特

徴を明ら かに し、 人口密度を推定する方法を開発し た。

また、 空間 メ ト リ ッ ク法を使用し て都市形態と CO2 排出

量の相関関係を調べる手法を開発し た。 収集し たデータ

や情報は IPCC 第 5 次評価報告書や全球エネルギー評価

などの主要な国際評価に貢献し ている。

〔備考〕

5） 　 気候感度の物理パラ メ ータ不確実性の メ カニズム解

明と制約

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD004

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （地球環境研究セン ター） ， 小倉知

夫， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 CO2 濃度が産業革命前の 2 倍になった場合の全

球平均地上気温上昇量を示す気候感度の予測には、 大気

海洋結合モデル （AOGCM） 間で大き な不確実性があ る。

こ こ では日本で開発し て き た最先端の AOGCM であ る

MIROC5 を用いて、 複数の物理スキームのパラ メ ータ値

を観測の範囲内で走査する大規模なアンサンブル実験を

行い、 気候感度の物理パ ラ メ ータ不確実性の定量化 と、

その メ カニズムの解明を目指す。 さ ら に観測データ と の

比較によ り 、 現実的な気候場を再現し え るパラ メ ータ値

の範囲を拘束条件 と し て、 気候感度の不確実性の制約を

行 う 。 く わえて、 国外の研究機関 と の間で物理アンサン

ブル実験のモデル間相互比較研究を行 う 。 こ れに よ り 、

地球温暖化に対する適応策、 緩和策の基礎情報 と な る気

候感度の不確実性の要因解明 ・ 制約に貢献する。

〔内容および成果〕

　 大気海洋結合モデル MIROC5 を用いて、積雲対流、雲、

境界層、 エア ロ ゾル、 雪氷に関する 10 種類のパラ メ ータ

を走査する大規模なアンサンブル実験 （物理パラ メ ータ

アンサンブル実験） を行ない、 気候感度 （CO2 濃度 2 倍

増に対する全球平均地上気温上昇量） の物理パラ メ ータ
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不確実性を調べた。 これまでに実験方法の開発を完了し、

35 メ ンバーのコ ン ト ロール実験 と 温暖化実験を行った。

雲短波フ ィ ー ド バッ ク のばらつきが、 気候感度の分散の

大部分 を も た ら し て い た。 全 て の メ ン バーで雲短波

フ ィ ー ド バッ ク が正値を持たないため、 高い気候感度が

現れない。 こ のモデルでは、 温暖化時に中層雲の雲量が

増え る こ と で、 雲短波フ ィ ード バッ ク が負になる。

〔備考〕

(1)-3. 　 低炭素社会に向けたビジ ョ ン ・ シナリ オ構築と対

策評価に関する統合研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA013

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 亀山康子， 芦名秀一， 加

用現空， 須田真依子， 南齋規介， 肱岡靖明， 高

橋潔， 金森有子， 明石修， 藤森真一郎， 岩渕裕

子， 戴 瀚程， 久保田泉， 森田香菜子， 原沢英

夫， 日引聡， 岡川梓， 甲斐沼美紀子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本、 アジア地域、 世界のそれぞれを対象に、

将来の経済発展を実現しつつ温室効果ガス排出量を大幅

に削減でき る低炭素社会の実現可能性 と、 そ こ に至る道

筋を一連のシナ リ オ と し て定量的、 定性的に明ら かにす

る ために、 様々な種類のモデルの開発 と それら を用いた

分析を行 う こ と を目的 と する。 また、 難航する気候変動

対処のための新た な国際法的枠組みに関す る 国際交渉

や、 気候変動影響を可能な限 り 抑え る国際的な方策に資

する定量的、 定性的な分析を行 う こ と も目的 と する。 研

究体制は、 3 つのサブテーマで取 り 組む。

サブテーマ １ ： アジア低炭素社会シナ リ オ開発及び社会

実装に関する研究

サブテーマ ２ ： 日本及び世界の気候変動緩和策の定量的

評価

サブテーマ ３ ： 低炭素社会構築のための国際制度及び国

際交渉過程に関する研究

　 また、IPCCAR5、UNFCCC プロセスでの次期国際制度、

RIO+20、LCS-RNet 等、国際的な活動にも積極的に貢献す

る こ と を目指し て、 研究を遂行する。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ １ では、 2050 年の温室効果ガ ス排出量を

1990 年比半減するための各地域の排出量を定量的に示す

と と も に、 各国を対象 と し た低炭素社会シナ リ オの開発

を進めた。

　 サブテーマ ２ では、 これまでに開発し て き たモデルを

改良し、 様々な国際比較研究に結果を提供し て き た。 ま

た、 本サブテーマで も 取 り 組んで き た代表的濃度経路

（RCP） が Climatic Change 誌に掲載された。

　 サブテーマ ３ では、 気候変動交渉に影響を及ぼす米 ・

欧 ・ 中 ・ 印 ・ 露の意思決定を分析し、 その結果を 2011 年

11 月に 「気候変動と国際協調」 と い う 書籍にて公表し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0811CD004 　 持続的経済発展の可能性 25p.

0911BA002 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国

の政策決定に関する研究 26p.

0911CD010 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効

的な制度構築をめざ し て 26p.

0913BA002 　 アジアを対象 と し た低炭素社会実現のため

のシナ リ オ開発 26p.

0913BA006 　 ア ジ ア低炭素社会実現へ向け た中長期国

際 ・ 国内制度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究 27p.

1113BA002 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策

を考慮し たわが国の温暖化政策の効果と影響 27p.

1116KB001 　 ア ジ ア地域の低炭素社会シナ リ オの開発

27p.

【関連課題】

1） 　 持続的経済発展の可能性

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ロ シア、 中国、 イ ン ド の ３ 国およびその他の地

域大国 （サウ ジア ラ ビア、 ブ ラ ジル、 ト ルコ） が、 地域

経済大国 と し てどのよ う な イ ンパク ト を世界に与えてい

るかを、 マ ク ロ経済 ・ 国際金融、 産業構造 ・ 企業シス テ

ム、 資源 ・ 環境問題 と い う 側面か ら検討し、 それを踏ま

えて、 これら諸国が地域大国 と し ての地位を維持 ・ 発展

でき るかど う かの展望を導 く 。 具体的には、 以下の ４ 点

を本研究の目的 と する。 (1) マ ク ロ ・ 国際金融、 産業構

造 ・ 企業、 資源 ・ 環境の問題に関し て、 ３ 国を中心 と す

る 「地域大国」 を比較でき る よ う な経済統計及び法制デー

タベースの作成、 (2) 上記観点において 「地域大国」 が共

通に抱える問題の抽出、 (3) 資源外交及び国際環境保護体

制における これら諸国の行動様式の分析、 (4) ３ 国および

その他の 「地域大国」 がグ ローバ リ ゼーシ ョ ンに対抗す

る新しい理論モデルにな り う るかの検討。

〔内容および成果〕

　 ロ シア、中国、イ ンド の気候変動政策について比較分析
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を行った。その結果、各国で独自の意思決定が行われてい

る こ と を 示し た。 こ れは、 国内の政治経済シス テム の違

い、経済発展段階の違い、気候変動枠組条約における 立場

の違い（ 特にロ シア） 、 国内に有する 自然資源量の違い、

等によ る も のである 。し かし ながら 、その中でも 共通性が

見出さ れた。こ の共通性はおそら く 他の国に対し ても いえ

る こ と であり 、今後は、こ の共通性を念頭においた国際協

力の仕組みを構築し ていく こ と が重要である 。

〔備考〕

研究代表者 ： 西南学院大学経済学部 　 上垣彰

2） 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決

定に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0911BA002

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 次期枠組みに関する国際交渉の最終

段階における政策立案者への具体的な イ ンプ ッ ト 、及び、

合意達成後の各国内での効果的な実施過程への移行に向

けた政策提言を最終達成目標 と する。 こ の目標達成のた

め、 主要国 （米国、 欧州、 アジア新興国、 ロ シア） の国

内政策決定 （政治、 経済、 エネルギー政策、 外交政策等）

を踏まえた政策研究、 および主要国に と って受け入れら

れる国際制度構築に関する研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 主要国の国内意思決定を分析し た結果、 以下の結論を

提示し た。 (1) 短期的には、 気候変動に実効性を持つ国際

枠組みの合意は困難 （米国国内が消極的であ り 、 中国や

イ ン ド は米国の参加を必要不可欠 と し ている ため） 、 (2)

多国間枠組みが合意されない間、 二国間や地域間で気候

変動政策を進める必要があ るが、 技術移転や REDD （途

上国の森林保全） 等は、 二国間で動かしやすいテーマで

あ る。 (3) ただし長期的に多国間合意が困難であ る と は言

い切れず、 条件次第では多国間条約が復活する可能性が

あ る。 こ の復活の可能性を示すシナ リ オを ４ 種類提示し

た。

〔備考〕

3） 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度

構築をめざ し て

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD010

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、（1） 地球温暖化問題の特質をふまえ、

温暖化問題に関連し て生じ る様々な費用 （温暖化対策費

用、 温暖化の悪影響への適応費用、 温暖化起因の損害補

償費用など） を誰がいかな る原則に基づいて負担すべき

かを理論的に検討し、 （2） 現実の国際 ・ 国内制度が費用

負担をいかに制度化し ているかを実証的に検討する。 そ

し て、 これら の理論的 ・ 実証的検討に基づいて、 温暖化

問題の費用負担に関する包括的な理論の構築 と と も に、

公正な費用 と 責任の負担配分を実現し、 公正で実効的な

温暖化防止の国際制度 と国内制度のあ り 方を探求する こ

と をその目的とする。

〔内容および成果〕

　 気候変動枠組条約が現行では附属書 Ｉ 国と非附属書 Ｉ

国 と い う ２ つのグループに分類 し た構造 と な っ てい る

が、 現実が こ の構造 と は整合性を持たな く なっている こ

と を指摘し、 現在の国際社会情勢に適合でき る衡平性指

標のあ り 方について検討し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 高村ゆか り （名古屋大学）

4） 　 アジアを対象と し た低炭素社会実現のためのシナ リ

オ開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 明

石修， 岩渕裕子， 高橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美

紀子， 加用現空， 須田真依子， 戴 瀚程， 藤森真

一郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 戦略研究プ ロ ジ ェ ク ト の全体テーマ と し て示

されている アジアの低炭素社会に向けた中長期的政策オ

プシ ョ ンの立案 ・ 予測 ・ 評価手法の開発について、 シナ

リ オアプローチの手法を用いて、 低炭素社会の実現に必

要 と な る要素 （社会経済の動向や対策） について定量的

かつ定性的に分析する と と も に、 アジアの低炭素社会に

向けた道筋をバッ ク キ ャ ステ ィ ング手法を用いて検討す

る。

〔内容および成果〕

　 2050 年の温室効果ガス排出量を 1990 年比半減する た

めのシナ リ オを世界経済モデルを用いて定量的に評価す

る と と もに、同モデルを国別に適用し たモデルを対象に、

ト レーニング ワーク シ ョ ッ プを実施し た。

また、 各国を対象 と し た分析では、 各国の将来計画等を
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反映させた社会経済シナ リ オを、 各国の研究者、 政策担

当者 と と も に作成す る と と も に、 成果の普及に向けた

ワーク シ ョ ッ プやシンポジウ ムを行った。

また、 これまでに開発し てきたバッ ク キ ャ ス ト モデルを、

将来のわが国におけ る原子力発電所の再稼働の各ケース

を対象に適用し、2050 年 80% 削減 と い う これまでの目標

がいずれも達成し う る こ と を示し た。

〔備考〕

地球温暖化研究プロ グ ラ ム、 持続可能社会転換方策研究

プロ グ ラ ムに関連する研究課題であ る。

5） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際 ・ 国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 アジアにおいて低炭素社会を確立 し てい く た

めの中長期的国際 ・ 国内制度のあ り 方を提示し、 その実

現のための具体的政策オプシ ョ ンを提案する ため、 政治

学、 国際関係学、 行政学および分野横断型の政策研究手

法によ り 、 グ ローバルな制度及び政策、 アジア域内の制

度及び政策、 資金にかかる制度及び政策、 技術にかかる

制度及び政策を検討する。

〔内容および成果〕

　 アジア域内で低炭素社会構築を目指すために、 域内独

自の資金 メ カニズムの可能性について検討し た。 現在、

気候変動枠組条約の下で複数の基金が設立 さ れてい る

が、 どれも資金量が乏し く 十分に機能でき ていない。 そ

のため、 アジア開発銀行の役割や独自の ク レジ ッ ト 制度

等を検討し た。

〔備考〕

代表者 ： 蟹江憲史 （東京工業大学）

6） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮し

たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 明石修， 戴 瀚程， 岩渕裕子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 日本や世界を対象 と し たモデルについて、 温室

効果ガス排出削減に関する対策を よ り 詳細に記述する こ

と が可能 と な る よ う に、 新たなモジ ュールを開発する と

共に、 開発し たモデルを用いて、 世界の気温上昇の安定

化などの目標に対する世界各地域の温室効果ガスの排出

経路を明ら かにし、 それを達成する ための技術の組み合

わせや、経済活動への影響を定量的に解析する と と もに、

国際的な排出削減シナ リ オに対応し たわが国の排出削減

量の効果、 影響を定量的に分析する。

〔内容および成果〕

　 世界モデルを用いた分析では、 技術選択モデルや応用

一般均衡モデルの拡張を行い、 EMF や AMPERE と いっ

た国際的なモデル比較研究研究プロ ジ ェ ク ト に結果を提

供する と と もに、IPCC 次期評価報告書に向けた共通社会

シナ リ オ SSP の定量化を行った。 また、 国内を対象 と し

た分析では、 わが国を地域別に分割し たモデル開発に着

手し、 各地域におけ るエネルギー需要構造や経済活動の

特性を把握する と と もに、 予備的な分析を行った。 また、

東日本大震災を受けて、 原子力発電の再稼働を対象 と し

たシ ミ ュ レーシ ョ ン も行った。

〔備考〕

7） 　 アジア地域の低炭素社会シナ リ オの開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 1116KB001

〔担当者〕 ○藤野純一 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，芦名秀一，須田真依子，加用現空

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目 　 的〕 本研究で今後 20 年間に極めて大き な イ ンフ ラ・

生産資本の整備が予定されているマレーシア国ジ ョ ホー

ル州イ ス カンダル開発地域を対象に、 低炭素都市への施

策ロー ド マ ッ プ策定手法の開発を行い、 その実施プロ セ

ス を通じ て手法の実用性 と 有効性の向上を図る。 ま た、

ダ イナ ミ ッ ク ・ アジアを象徴する こ の地域において、 低

炭素社会策定に関する本手法の確立を図 り 、 アジア他地

域に喧伝 ・ 浸透させる こ と で、 アジア低炭素社会の実現

に貢献する。

〔内容および成果〕

　 低炭素社会シナ リ オ構築のキ ャパシテ ィ ・ ビルデ ィ ン

グについては、 アジア地域の研究者 ・ 政府関係者を対象

に、 低炭素社会構築のための ト レーニングを 4 回実施し

た。

　 アジア低炭素ネ ッ ト ワーク の構築では、 7 月 4 日、 10

月30日にはマレーシア工科大学でアジア低炭素社会シナ

リ オシンポジウ ムを開催し た。 また、 11 月 22 日には東

京で、12 月 2 日には COP17 のサイ ド イベン ト と し て研究
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成果の普及を図った。

　 また、 コ ンセンサス ・ ビルデ ィ ングでは、 日本及びマ

レーシアの優良事例の調査を行い、 当該地域を対象 と し

た コ ンセンサス ・ ビルデ ィ ングの在 り 方について研究を

進めた。 地域を対象 と し たエネルギー需給モデルの構築

では、 対象地域に適し たモデルのコ ンセプ ト を ま と め第

一次のモデルの試作を行った。

〔備考〕

循環型社会研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP020

〔代表者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本 と アジアの近隣諸国にま たが る国際的な

資源循環、 アジアの開発途上国の廃棄物適正管理、 国内

の地域特性を活かし た資源循環 と い う 三つの地域区分に

着目し て、 廃棄物の適正管理を資源の有効利用や地球温

暖化対策 と の協調の も と で行 う ための科学的 ・ 技術的知

見が求め られる課題に取 り 組み、 国内外の循環型社会構

築を支援する。

　 具体的には、 国際資源循環に対応し た製品中資源性 ・

有害性物質の適正管理の視点か ら、 国内 と 国際社会 （主

にアジア） において 3R を促進する適正管理方策につい

て、 物質 （製品、 素材を含む） のフ ロー把握 ・ 解析 と 製

品ラ イ フサイ クル挙動調査に基づいた提言を行 う 。また、

アジア地域に適し た都市廃棄物の適正管理技術シス テム

の構築の視点か ら、 日本国産の埋立技術や液状廃棄物処

理技術等のカ ス タマ イ ズ と廃棄物管理シス テムの導入支

援ツールの開発を行い、 アジア地域の都市や地域への実

装を目指し て適合化する。

　 更に、 地域特性を活かし た資源循環シス テムの構築の

視点か ら、 様々な地理的規模において、 その地域特性を

活かしつつ適正な資源循環システムを構築する ための枠

組みの提示 と システム設計 ・ 評価、 及び実装についての

検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 循環型社会研究プロ グ ラ ムにおいては、 国内地域か ら

世界 （アジア圏） までの安定かつ環境負荷低減性 と 環境

効率の高い資源循環 と 廃棄物管理、 それを支え る社会シ

ステムづ く り に貢献する こ と を目的 と し ている。 各プロ

ジ ェ ク ト は空間的に研究対象の場が異な るが、 プロ グ ラ

ム全体 と し て共通の研究アプ ローチを体系的に構築し、

各プロ ジ ェ ク ト 間の融合を図る ための検討を行った。 結

果 と し て、 （1） モ ノ と カネのフ ローを明ら かにし、 モデ

ル化する、 （2） 制御すべき資源の消費や環境の影響を明

ら かにする、 （3） 適切なシステムを構築する上で、 関連

する要因を構造化する、 （4） 実効的な政策や技術システ

ムを設計 ・ 評価し提示する、 の 4 つの研究ス テージで、

自然科学 と 社会科学におけ る研究技法を適用する こ と と

し た。

　 各プロ ジ ェ ク ト の成果を上記の （1） ～ （4） に沿って

再構成する と、（1） については、国際的なサプラ イチェー

ンを念頭に置いて、 ベース メ タルに着目し た物質フ ロー

モデルの構築に着手し た。 国内においては、 フー ド シス

テムにおけ る資源 ・ 廃棄物のマテ リ アルフ ローを明確に

する と と も に、 地域レベルにおいてはバイオマス資源に

着目し たモデル作 り 、 高知県を対象にし た地域循環モデ

ルを構築しつつあ る。 （2） については、 金属元素に着目

し た廃棄物処理システムにおけ るサブス タ ン ス フ ローモ

デルを検討し てお り 、 有害性の観点か ら循環過程におけ

る有害物質の環境影響について、 国内外で調査を実施し

知見を得た。 （3） については、 地域資源循環 と 地域再生

に影響する要因を構造化する と と も に、 国際的な紙資源

需要に影響する要因を計量経済学的な統計分析手法によ

り 考察し て有用な知見を得た。 （4） については、 バーゼ

ル条約におけ る環境へ配慮し た管理 （ESM） の概念検討

や、 リ サイ クルに関する各国制度のイ ンセンテ ィ ブへの

効果を明確にし た。 また、 アジア新興国 ・ 途上国に適用

可能な技術 ・ システム と し て、 準好気性埋立 と 分散型液

状廃棄物処理技術に関し て検討し、 適用可能性に関する

基礎的な情報を得た。

(2)-1. 　 国際資源循環に対応し た製品中資源性 ・ 有害性物

質の適正管理

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA021

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），滝

上英孝， 吉田綾， 中島謙一， 南齋規介， 梶原夏

子， 肴倉宏史， 小口正弘， 鈴木剛， 田崎智宏，

横尾英史

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国内と国際社会 （主にアジア） において 3R を

促進する適正管理方策について、 物質 （製品、 素材を含

む） のフ ロー把握 ・ 解析 と 製品ラ イ フサイ クル挙動調査

に基づいた提言を行 う こ と を目的 と する。 日本を中心に

国際的に流通する資源 ・ 材料 ・ 製品を対象 と し て、 国内

外のス ケールで資源性の観点か ら リ サイ クルが期待され

る要素 と 有害性の観点か ら規制が必要な要素について、

システム分析 と フ ィ ール ド 調査を統合し た体系的な成果

獲得 と 考察を行 う 。 これら の成果に基づき、 国際資源循
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環に対応し た製品中資源性 ・ 有害性物質に関する、 国内

外の適正管理方策のあ り 方を提言する。

○サブテーマ 1 ： 国際的に流通する資源 ・ 材料 ・ 製品の

フ ロー把握と システム分析

○サブテーマ 2 ： 資源性 ・ 有害性を踏まえた製品、 物質

の循環管理のためのフ ィ ール ド研究

○サブテーマ 3 ： 国際的な循環型社会形成に向けた管理

方策の提案

〔内容および成果〕

　 国際マテ リ アルフ ローについて、 国際貿易に伴 う 元素

の移動量の推計手法の提案を行 う と と も に、 事例研究 と

し て、 日本を中心 と し た鉄およびアル ミ ニ ウ ムの国際マ

テ リ アルフ ローの推計を行った。 システム分析について

は、 金属の製錬 ・ 再溶解プロセスにおけ る元素の分配挙

動解析を行い、 マグネシ ウ ム再溶解プロ セス、 チタ ン再

溶解プロセス、 な らびに一般廃棄物の溶融プロ セス を対

象と し て、 元素の分配挙動を明らかにし た。

　 海外における フ ィ ール ド研究については、E-waste リ サ

イ クル現場の土壌 ・ ダス ト に着目し てフ ィ リ ピ ン と ベ ト

ナムで実施し、 重金属やレア メ タルによ る汚染状況を明

ら かにし た。 フ ィ リ ピ ンでワーク シ ョ ッ プを開催し、 こ

れら の情報共有のあ り 方を議論し た。 製品中の資源性 ・

有害性物質評価に関し て、 自動車 （内装材） に関する調

査 と、 難燃剤を対象に有害化学物質の代替化の現状に関

する調査を開始し た。

　 E-waste などの循環資源の ESM の概念については、バー

ゼル条約関連な ど の海外におけ る 取組の レ ビ ュ ーを行

い、 労働安全衛生やモニ タ リ ングに関する手続き などは

必須要件 と されている こ と が多かった。 国内におけ る不

用品回収に関する調査結果の と り ま と めを行い、 関連法

規などの周知が課題であ る こ と がわかった。

〔備考〕

〔関連課題〕

0812CD001 　 アジア途上地域における POPs候補物質の汚

染実態解明と生態影響評価 29p.

0911BE004 　 循環過程を含む製品ラ イ フサ イ ク ルにおけ

る BFR の リ ス ク コ ン ト ロールに関する研究 30p.

0911BE005 　 廃棄物 リ サ イ ク ル制度展開の国際比較 と 化

学物質管理の統合システム解析 30p.

0911BE006 　 アジア地域におけ る廃電気電子機器の処理

技術の類型化と改善策の検討 30p.

0911CD017 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計 31p.

1011CD003 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確

立と寿命分布の国際比較分析 31p.

1012BC001 　 廃プ ラ スチ ッ ク の リ サ イ ク ル過程におけ る

有害化学物質の排出挙動と制御に関する研究 31p.

1012BE001 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場におけ る環

境流出挙動の解明と対策技術に関する研究 32p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 32p.

1012CD003 　 熱力学解析 と Ｍ Ｆ Ａ の融合によ る都市鉱山

からの金属資源の回収可能性評価手法の開発 32p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 33p.

1112BE001 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資

源循環モデル開発 33p.

1113BE001 　 水銀な ど有害金属の循環利用におけ る適正

管理に関する研究 33p.

1113BE002 　 難循環ガ ラ ス素材廃製品の適正処理に関す

る研究 34p.

1113BE009 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回

収 ・ リ サイ クルシステムの構築 34p.

1114CD003 　 一般家庭およびオフ ィ ス等の室内環境中化

学物質 リ ス ク の包括的評価と毒性同定評価 35p.

【関連課題】

1） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国際社会におい て大 き な関心 を 集め て い る

POPs 候補物質、およびその発生源 と し てまた不適切管理

地域 と し て懸念 さ れてい る アジアの途上地域を対象に、

環境 ・ 生態系汚染の現状 と 経年変化およびバイオア ッ セ

イ / マイ ク ロ アレ イ等によ る影響評価の基礎データ を集

積 ・ 解析し、 環境改善や対策技術構築のための科学的根

拠を提示する こ と にあ る。

　 平成 23 年度は、in vitro バイオア ッ セイ を用いて昨年度

明ら かにし た野生高等生物に蓄積し ている化学物質のハ

ザー ド の う ち、 生殖毒性に関連する抗アン ド ロゲン受容

体 （AR） 活性に注目し て、寄与物質の同定評価を行った。

〔内容および成果〕

　 In vitro バイオア ッ セイ と化学分析を用いて野生高等生

物から調製し た抽出液に蓄積し ている抗 AR 活性物質を

同定し た。 硫酸処理抽出液では POPs と し て規制されて

いる p,p’-DDE が、 硫酸未処理抽出液では CAS 登録番号

のない有機スズ化合物が、 それぞれ主要な活性物質 と し
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て同定された。 In vitro バイオア ッ セイ と化学分析の統合

評価法は、 未規制物質によ る生殖毒性 リ ス ク の可能性を

示し、 生態系汚染の現状把握に有用であ る。

〔備考〕

2） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

倉持秀敏， 梶原夏子， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 BFR については、現行製品から ヒ ト への室内曝

露の寄与の大き さ を示唆する報告が多 く な さ れてお り 、

曝露 メ カニズムの解明 と それに根ざ し た技術対策が代替

化を待たずし て急務であ る。 また、 BFR を含有する可能

性のあ る循環製品の安全性や、 BFR に替わる代替物質の

環境挙動や健康影響に関する情報も十分 と は言えず、 製

品ラ イ フサイ クルを見通し た情報集積が必要であ る。 機

能や安全性、 資源消費や環境負荷等を総合的に見据えた

製品 ・ 循環製品の化学デザイ ンが必要であ り 、 それら の

観点から BFR と その代替難燃剤をモデル と し て定量的に

比較し、 代替の妥当性を検討する アプローチについて も

試みる。

〔内容および成果〕

　 過年度のフ ィ ール ド 調査や物性研究に基づいて、 製品

使用、 廃棄物処理 ・ リ サイ クル過程からの BFR 放散量、

生体曝露量、 体内負荷デー タ の総合的な解析 と 考察を

行った。 製品、 材料への使用を想定し た BFR の代替難燃

剤の初期 リ ス ク評価を実施し、 有機 リ ン系難燃剤の BFR

代替オプシ ョ ン と し ての妥当性、 適切性について検討を

行った。 BFR の一種であ る HBCD について物質フ ロー ・

環境動態モデルを用いたシナ リ オシ ミ ュ レーシ ョ ンを行

い、 end-of-pipe 対策と 3R 方策の効果を検証し た。上記の

項目を総合し、 BFR 及び関連物質の有する化学 リ ス ク と

その管理について、 統合的な考察を実施し た。

〔備考〕

3） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害物 （HHW） の由来、 影響、 制御を念

頭において、 室内ダス ト と 循環廃棄関連ダス ト を主た る

研究対象 と し て取 り 上げ、 環境動態 ・ リ ス ク評価研究を

行 う 。HHW の適正で効果的な リ サイ クル、廃棄管理のた

めの類型化、 社会循環システムの設計、 回収拠点モデル

の検討を進める。 また、 これら の取 り 組みを効果的、 自

立修正的に行 う ための国際的な制度比較研究を、 研究の

枠組みのなかに内在させる。

〔内容および成果〕

　 動物を用いる皮膚刺激性試験の代替法と し て 3 次元培

養系の皮膚モデルが用いられる よ う になってお り 、 今年

度は こ の皮膚モデルをハウ ス ダ ス ト 分級試料に適用し、

細胞に対する毒性ポテンシ ャル （細胞毒性） 、 炎症性 メ

デ ィ エーター等の放出量について調べた。 MTT 法によ る

細胞毒性はほ と ん ど のハ ウ ス ダ ス ト 分級試料で観察 さ

れ、 特に < 53 μm の最も細かい分級試料では 54 － 75%

（陰性対照比） の細胞生存率であ り 、 粒径別試料の中では

最も強い毒性を示し た。

〔備考〕

4） 　 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類

型化と改善策の検討

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE006

〔担当者〕 ○吉田綾 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），寺

園淳， 中島謙一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 アジア地域においては、 電気電子機器廃

棄物 （E-waste） の不適正な リ サイ クル ・ 廃棄によ る環境

汚染の問題が指摘されてお り 、 発生 ・ 流通量の増大や環

境規制 ・ 処理施設の未整備などか ら対策が急務 と なって

いる。 本研究では、 アジア 3ヶ国程度の現地において海

外専門家 と の共同で現地調査を実施する こ と によ り 、 信

頼性のあ るマテ リ アルフ ローの情報を提供し、E-waste 処

理技術を資源性 ・ 有害性の観点から類型化する。 さ らに、

どのよ う な国際技術協力や設備投資、 管理 ・ 法規制が必

要かなどの改善策を検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア諸国内の中古電気電子機器の越境移動につい

て、 日本か ら と 同様、 韓国も香港向けの携帯電話などの

輸出が増加 し てい る こ と がわかっ た。 アジア諸国の E-

waste リ サイ クル技術の類型化に加えて、フ ィ リ ピンでの

イ ン フ ォーマル リ サ イ ク ルに よ る 環境影響の調査を行

い、 E-waste リ サイ クル現場の土壌 ・ ダス ト における重金

属やレ ア メ タルによ る汚染状況を明ら かにし た。 国 ・ 自
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治体、 国際機関、 NGO、 大学 ・ 研究者、 リ サイ クル業者

などの関係者を集めた 「フ ィ リ ピンにおける E-waste 問

題啓発ワーク シ ョ ッ プ （第 8 回国立環境研究所 E-waste

ワーク シ ョ ッ プ） 」 を開催し、 環境影響に関する情報共

有、 な らびにイ ン フ ォーマル リ サイ クルや関連政策のあ

り 方を議論し た。

〔備考〕

5） 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD017

〔担当者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

横尾英史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物政策におけ る 有効な経済的 イ ン セ ン

テ ィ ブの設計について明ら かにする こ と を目的 と し、 以

下の 4 点を行 う 。

（1） 理論分析 ： 各種の経済的イ ンセンテ ィ ブを組み込ん

だ廃棄物政策について、 理論的な観点か ら整理 ・ 比較す

る。

（2） 政策の評価 ： 過去に実施されて き た経済的手段を用

いた廃棄物政策の効果を検討する。

（3） フ ィ ール ド 実験 ： フ ィ ール ド 実験の手法を用いて、

イ ンセンテ ィ ブ政策の導入効果を予測 ・ 分析する。

（4） あ ら たな廃棄物政策デザイ ンの提案

〔内容および成果〕

　 本年度は、 (1) と (4) についての分担研究を担当し、 金

属資源を念頭に、 非再生可能資源を最適 （社会的厚生最

大化） に リ サイ クルする割合について分析する経済理論

を構築し た。 天然資源 と 完全代替的な循環資源を想定し

たに も関らず、 よ り 限界費用の高い リ サイ クルを天然資

源が枯渇する前に行 う こ と が最適 と な る場合があ る こ と

を示し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 竹内憲司 （神戸大学経済学研究科）

6） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命

分布の国際比較分析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 耐久消費財の寿命分布は使用済み製品の排出

量推計などの基礎情報 と し て重要であ るが、 推定に多 く

の費用 と 労力を要する。 本研究では、 分布パラ メ ータの

一般化によ り 、 寿命分布を よ り 簡易に推定可能な手法を

確立する。 また、 中古製品輸入の多い発展途上国等に も

適用可能 と する ため、 中古輸入製品を考慮し た国内販売

台数の補正方法を確立する。 確立し た手法を用いて多数

の国の自動車、 主要家電製品の寿命分布を推定し、 国に

よ る差異 と その要因を定量的に明ら かにする と と も に、

平均使用年数の簡易推定モデル式を導出する。

〔内容および成果〕

　 中古輸入台数を考慮し た国内販売台数の補正方法を検

討する と と も に、 自動車について輸入中古車の車齢分布

に関する情報収集を行った。 前年度一般化を検討し たパ

ラ メ ータ を用いて、 自動車を主体 と し て使用中製品の総

台数データか ら各国におけ る寿命分布を時系列的に推定

し、 その推移を明らかにし た。

〔備考〕

当課題は中核研究プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応

し た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 に関連

7） 　 廃プ ラスチ ッ クのリサイ クル過程における有害化学

物質の排出挙動と制御に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 廃プ ラ スチ ッ ク の処理／ リ サ イ ク ル過程で排

出される化学物質について、 プロセス挙動、 作業環境濃

度、 環境排出濃度の施設内や施設間再現性／変動を確認

し、 代表データ を得る目的で調査例数を増やし た調査を

行 う 。 併せて、 ラ ボス ケールの排出実験を行い、 排出 メ

カニズムについて科学的な考察を行 う 。 これらに基づい

て、 実施設の運転にあたって化学物質排出を制御する方

策について検証、 考察を行 う 。

〔内容および成果〕

　 廃プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル施設の現場におけ る環境対

策の現状を知る ために、 アンケー ト 調査を実施し、 調査

票によ る研究結果 と 地方試験研究機関の協力に基づいて

7 施設を選定の上、 具体的な施設訪問 （ ヒ ア リ ング） と実

測調査に赴いた。施設内の VOC 排出量の再現性 / 変動を

み る ために、 ガ ス試料の繰 り 返 し のバ ッ チ採取分析 と

VOC 自動分析法によ る長時間連続測定を行った。 同じ化

学物質の測定値の差は最大数倍であった こ と か ら、 1 桁

程度の化学物質の濃度のばらつきが同一条件の リ サイ ク

ル過程で も生じ る こ と が明ら か と なった。 また、 自動分

析の結果、 操業時と非操業時の濃度差が観察された。
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　 化学物質発生 ・ 放出 メ カニズム研究の一環 と し て、 ポ

リ エステルシー ト の形成加工時に生じ る白化の原因を検

討する ため、 正常品 と 白化品の赤外線吸収スペク ト ル測

定、 熱分解 GC/MS 測定、 分子量分布測定、 Ｘ 線回折測

定、 示差走査熱量測定を行った。

〔備考〕

8） 　 有機フ ッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 有機フ ッ素化合物 （PFCs） 汚染未然防止に関わ

る情報の収集や最終処分場におけ る対策技術の検討を行

う ため、廃棄物に含有される PFCs の起源推定や挙動、そ

し て最終処分場内での環境流出挙動の解明や対策技術の

構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 繊維製品等を中心に PFOS およびその類縁物質におけ

る含有の有無を適切に判断でき る手法を検討し た。また、

溶出試験においては、 製品の使用におけ る水環境への溶

出を想定し、 洗濯条件や降雨 ・ 器具の使用によ る溶出を

把握する ための分析手法開発を行った。 分析対象 と し た

PFCs の製品含有量は最大で数百 ng/g、溶出量は水溶出が

ド ラ イ ク リ ーニングを想定し たヘキサン抽出に比べて有

意に高 く 、対象 PFCs で最大約 120 ng/g であった。以上の

データか ら雨水溶出や洗濯、 ド ラ イ ク リ ーニング過程で

の排出原単位を得る こ と ができ た。

〔備考〕

9） 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

橋本征二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 視点の変更に よ る既存の技術シ ス テ ムの再構

築によ り 、 鉄鋼業を基軸と し た循環利用 ( ス ク ラ ッ プの

フ ェ ロ ア ロ イ代替等 ) によ る レア メ タル回収システム と

非鉄金属製錬業を基軸 と し た製錬プロセス ご と のレア メ

タル回収システムの提案を目的 と する。 本研究は、 a) 既

存の技術シ ス テ ムの再構築、 b) レ ア メ タ ル発生ポテ ン

シ ャルの推計 と収集システムの構築のための方法論の開

発 と 適用、 c) 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

た地域ご と のレア メ タル回収システムの構築、 で構成さ

れる。

〔内容および成果〕

　 東北地域を対象 と し て、 鉄鋼業および鉄ス ク ラ ッ プ中

間処理業の地理的情報およびイ ン フ ラ キ ャパシテ ィ に関

するデータの整備および解析を行った。 また、 東北大震

災に伴 う 罹災物 ( 自動車、建築、機械等 ) に含まれる鉄鋼

材料およびその随伴元素であ る ニ ッ ケル ・ ク ロ ム量の推

計を行った。 一般廃棄物 と し て自治体で収集 ・ 処理され

る使用済み電気 ・ 電子製品について、 収集 ・ 処理処分フ

ロー量を自治体ご と に試算し た。

〔備考〕

当課題は、 重点プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応し

た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 および重点プ

ロ ジェ ク ト 3 「地域特性を活かし た資源循環システムの

構築」 にも関連

10） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 経済産業省 ・ 環境省の連携の下、 又、 各分野に

おいて、 都市鉱山か ら の有価金属の リ サイ クルに着目し

た事業や取 り 組みが数多 く 実施されている。その多 く は、

回収シス テムや回収技術などの実践的 ・ 実用的な課題に

焦点を あてた も のであ り 、 学術的な基礎研究は少ない。

これに対し て、 本研究では、 熱力学解析に基づ く 元素の

分配挙動解析と、 物質フ ロー ・ ス ト ッ ク分析 (MFA/MSA)

を核と し て、熱力学解析と MFA の融合によ る都市鉱山か

らの金属資源の回収可能性評価手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 熱力学解析に関する結果 と し て、 マグネシ ウ ムおよび

チタ ンの再溶解プロセスにおけ る元素の分配傾向 ・ 不純

物の除去可能性を明ら かにし た。 解析の結果、 アル ミ ニ

ウ ムを含めた これら軽金属 (Al,Mg,Ti) の リ サイ クルにお

いては、 不純物の除去は非常に困難であ り 、 合金種別の

ス ク ラ ッ プ回収 ・ リ サイ クルシステムの構築が重要であ

る こ と が明らか と なった。

　 一方、 MFA/MSA に関する結果と し て、 WIO-MFA モデ

ルによ り 、 鉄鋼合金元素 （ニ ッ ケル、 ク ロ ム、 モ リ ブデ
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ン） の物質フ ローを明ら かにし た。 分析の結果、 これら

合金元素 (Ni,Cr,Mo) の最終需要の内訳 と し て、 約 5 割が

海外に鋼材や製品等々し て輸出 さ れてい る こ と、 ま た、

国内需要の多 く は建築 ・ 自動車であ る こ と が明 ら か と

なった。 これによ り 、 上記 3 元素の リ サイ クルにおいて

は、 自動車 ・ 建築を対象 と し た回収 ・ リ サイ クルシス テ

ムの構築が重要であ る こ と が明らか と なった。

〔備考〕

当課題は、 重点プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応し

た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 および重点プ

ロ ジェ ク ト 3 「地域特性を活かし た資源循環システムの

構築」 にも関連

11） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な金属資源管理には、 製品ラ イ フサイ

ク ル・ リ サイ ク ル・ 処理・ 処分を巡る 金属材料の異時点間

フロ ーと その決定因を同定し 、 ス ク ラ ッ プの汚染・ 品質低

下を 回避する 事が 必要で あ る 。 こ れ に 資する べく 、

Nakamura 他 (2007) が開発し た 多元多部門 MFA モデル

(WIO-MFA) を元に、詳細な部門分類と 製錬熱力学を含む精

緻な技術情報を用い、 金属材料の利用・ 散逸経路を説明す

る 一般的動学数理モデルを開発する 。代表的金属耐久財で

ある 自動車を対象と し 、 その構成金属材料の 20-30 年にわ

たる 利用・ 散逸時間経路及び付随する 温暖化ガス (GHG) 排

出量を 同定する 。 更に、 今後進展が予想さ れる 易分解設

計・ 電池化などがそれら に及ぼす効果を定量評価する 。

〔内容および成果〕

　 アル ミ ニ ウ ムに随伴する合金元素のマテ リ アルフ ロー

を把握する ために、 各種の統計情報等を も と にアル ミ ニ

ウ ム圧延材料、 アル ミ ニ ウ ム素形材を対象 と し て、 合金

種別のマテ リ アルフ ローデータ の推計を行った。 ま た、

これらデータ を も と に、 2005 年産業連関表の拡張を想定

し て、 産業連関表勘定体系に対応 し たデー タ の整備を

行った。

〔備考〕

当課題は、 重点プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応し

た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 および重点研

究プロ ジ ェ ク ト 3 「地域特性を活かし た資源循環シス テ

ムの構築」 にも関連

12） 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環

モデル開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1112BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 世界的な食料需要増大、 バイオ燃料生産増を受

けて、 リ ン資源の需給逼迫が懸念されているが、 下水汚

泥や鉄鋼ス ラ グ中に リ ンが含まれ る こ と は知 ら れてい

る。 こ のよ う な未利用の リ ン資源を有効に活用する ため

には、 リ ンが具体的にどのよ う な形状でどの程度社会に

流通し活用され、 廃棄物中に含まれる リ ンがどの程度発

生し、 また、 どのよ う な手段によ って資源 と し ての再活

用が可能かを明らかにする こ と が必要であ る。

　 本研究では第一に、 リ ンの形態別、 純度別物質フ ロー

を整備する こ と を目的 と する。 第二に、 未利用 リ ンの回

収、 再資源化技術について、 それぞれ何がどのよ う な形

状 ・ 純度で回収可能で、 どのために必要な資源 ・ エネル

ギーはどの程度なのか調査を行 う 。 最後に リ ン資源循環

分析モデルを用いたシナ リ オ分析を行 う こ と で、 リ ン資

源に関わる廃棄物 ・ 資源管理戦略について検討する こ と

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 世界におけ る リ ンの地域間移動量および生産量の推計

を行った。 具体的には、 231 ヵ国を対象 と し て、 国際貿易

統計 BACI (Base pour l‘Analyse du Commerce International)

(CEPII) よ り 、 各国間の品目別国別貿易データ ( バイオマ

ス系 :256 品目、 非バイオマス系 :51 品目 ) を抽出する と

共に、 品目別の含有量を乗じ る こ と によ り リ ンの地域間

移動量等 （(a) リ ン総輸出入量、 (b) 品目別 リ ン輸出入量、

(c) 国別 リ ン生産量 ・ 輸出入量、 (d) 国別 リ ン消費量） の推

計 ・ 解析を行った。

〔備考〕

当課題は、 重点プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応し

た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 および重点プ

ロ ジェ ク ト 3 「地域特性を活かし た資源循環システムの

構築」 にも関連

13） 　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 水銀は国際的な削減プ ロ グ ラ ムが進行中であ
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り 、 EU や米国では回収水銀の輸出禁止がな され、長期保

管に向かっている。 我が国で も長期保管の検討は始ま っ

ているが、 端緒についたばか り であ る。 また、 国際的な

化学物質管理戦略 （SAICM） では水銀以外の金属 （カ ド

ミ ウ ム、 鉛） も予防的アプローチ と し て国際規制物質候

補 と なっている。 し たがって、 本研究では水銀の最終保

管に関し て、 よ り 環境への排出の少ない長期保管、 回収

システムの構築を目指し、 回収 ・ 保管フ ローにおけ る リ

ス ク評価に向けた環境排出ポテンシ ャルの推定を行 う こ

と を目的 と する。 さ らに水銀をベースに作成された大気

への排出イ ンベン ト リ ー、 フ ローモデルを他有害金属に

拡張し、 排出実態調査や有害金属含有廃棄物調査を踏ま

え、環境排出を考慮し たマテ リ アルフ ローの整備を行い、

水銀及び他有害金属の制御および管理に用いる こ と を目

指す。

〔内容および成果〕

　 鉛 ・ カ ド ミ ウ ムについて PRTR の届出排出量の整理を

行い、 その推移 と 変動の原因を考察し た。 届出事業所数

は年度によ って異な る場合があ り 、 それに起因し て届出

排出量も変動する こ と があ る こ と か ら、 PRTR データ を

マテ リ アルフ ローや排出イ ンベン ト リ へ適用をする上で

は注意を要する こ と がわかった。 非鉄金属製造業を事例

と し て PRTR 届出排出量から活動量あた り の鉛 ・ カ ド ミ

ウ ム大気排出量を試算し、 その推移等を考察し た。 活動

量あた り の排出量には不規則な変動はみられず、 排出係

数に相当する値 と し て適用でき る可能性があった。 値の

妥当性については、 当該業種における原料やプロ セスの

詳細、 排出実態の実測データ等の調査をふまえて検討が

必要であ る と考え られた。

〔備考〕

当課題は中核研究プロ ジ ェ ク ト 1 「国際資源循環に対応

し た製品中資源性 ・ 有害性物質の適正管理」 に関連

14） 　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

藤森崇

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 廃電気電子機器類中のガ ラ ス素材、 特にブラ ウ

ン管ガ ラ スや薄型テレ ビ等のパネルガ ラ スは、 鉛や ヒ 素

を含有し、 リ サ イ ク ルの困難な難循環廃製品 と いえ る。

循環 ・ 廃棄過程での環境影響 （飛散 ・ 溶出） が潜在し て

いる こ と か ら、 これら有害物質を除去し なければ有効利

用も最終処分も環境影響が懸念される。

　 本研究では、 これら有害物質を含むガ ラ ス素材か らの

有害物質除去を目的 と し た実験的な処理技術の検討を行

う 。 熱力学的解析及び熱分析によ る基礎検討結果を も と

に、 塩化揮発法、 還元溶融法及び溶融分相法について実

験的検討を行い、 これら処理技術の適用可能性を評価す

る。塩化揮発法では、無機塩素化合物 と共に、塩ビ （PVC）

の廃製品を塩素源 と し、 プ ラ スチ ッ ク の難循環製品 と い

える PVC の処理技術への適用性について も併せて検討す

る。 以上の実験的検討 と 共に、 ブ ラ ウ ン管及び液晶パネ

ル等のマテ リ アルフ ロー解析を行い、 廃電気電子機器類

のガ ラ ス素材の適正処理のあ り 方を展望し、 処理技術を

最適化する上での基礎的情報とする。

〔内容および成果〕

　 廃ガ ラ ス製品と PVC 廃製品の組合せによ る Win-Win 型

塩化揮発法の確立を目指し て、 純物質を用いた基礎的な

モデル系での実験を実施し た。 廃ガ ラ ス製品に対し、 塩

素源と し て PVC と従来利用の無機塩の純物質を添加し、

添加量、 加熱温度、 加熱時間、 添加剤の混合など各パラ

メ ータの影響を評価し、 低エネルギー ・ 低負荷な条件設

定の検討を実施し た。

〔備考〕

15） 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回収 ・ リサ

イ クルシステムの構築

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE009

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），吉

田綾， 中島謙一， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 自治体や民間の処理施設や輸出現場な ど で有

害危険な製品 ・ 部材が不適切な取扱い を受け る こ と に

よ って、 火災事故や環境汚染を生じ る事例が これまで報

告されて き た。 本研究では、 家庭や事業所か ら廃棄され

る有害危険な製品 ・ 部材を抽出し、 火災事故や環境汚染

に至る原因や現在のフ ロー ・ 処理過程を把握する と と も

に、 代替策 と し て安全面や資源回収の観点か ら も望ま し

い回収 ・ リ サイ クルシステムの構築を目的 と する。 その

ために、 事故事例や環境汚染事例の調査 ・ 解析 と、 現在

の国内フ ローや各施設での取扱い ・ 金属挙動の調査を行

い、 その安全性や資源回収の状況を把握する。 そ し て、

処理施設などにおけ る安全管理指針の策定や製品設計へ

の提言も含めて、 安全で効果的な回収 ・ リ サイ クルシス

テムを提示する。 以上よ り 、 処理段階での事故 リ ス ク を

減少させる と と も に、 消費者の分別意識向上や資源回収

効率の高い リ サイ クルシステムの構築を目指す。
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〔内容および成果〕

　 廃棄物関連施設の事故事例を 調査し た結果、 鉛バッ テ

リ ーなどの電池類によ る 火災、ト ナーによ る 粉じ ん爆発の

事例などが確認さ れた。 平成 23 年度も 金属ス ク ラ ッ プ火

災は数件報告さ れ、 原因解明は困難である も のの、 現地調

査から 電池類やト ナーカート リ ッ ジなどは確認さ れた。

　 全国の自治体を対象に実施し た使用済み電気電子製品

の収集 ・ 処理実態調査結果など を用いて、 一般廃棄物に

含まれる製品 ・ 部品や金属類のフ ローを解析し、 自治体

での収集方法は全体の 85% が粗大 ・ 不燃ごみ、 処理方法

は 8 割が破砕であ る こ と と、 電池類の取 り 外し難さに課

題があ る こ と がわかった。 破砕施設におけ る金属挙動調

査結果から、 電子基板の約 4 割が可燃残渣へ分配されて

いた。 さ ら に、 欧州におけ る使用済み電気電子機器の回

収 ・ 処理システムのレ ビ ュー と 現地視察を行い、 電池類

などの事前分別状況を把握し た。

〔備考〕

16） 　 一般家庭およびオ フ ィ ス等の室内環境中化学物質

リ スクの包括的評価と毒性同定評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1114CD003

〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 in vitro バイオア ッ セイ／化学分析

／ in vivo 毒性試験を統合し て室内環境に存在する化学物

質 リ ス ク の包括的評価 と 毒性同定評価を行い、 室内の生

活環境や労働環境でモニタ リ ング及び詳細な in vivo 試験

を実施すべき優先評価化学物質を、 科学的根拠に基づい

て提示する こ と にあ る。

　 平成 23 年度は、 REACH 規則で注目されている生殖毒

性などに関連する内分泌か く 乱作用検出のための各種 in

vitro バイ オア ッ セ イ法を、 日本、 ア メ リ カ、 ベ ト ナム、

フ ィ リ ピ ン及びイ ン ド ネシアで採取し たハウ スダス ト に

適用し、 製品使用に伴いダス ト に吸着する化学物質のハ

ザード実態、 検出一般性や特性を明らかにし た。

〔内容および成果〕

　 ハウ スダス ト では、 PPARγ2 アン タ ゴニス ト 、 PR ア

ン タ ゴニス ト 、AR アン タ ゴニス ト 及び ERα アゴニス ト

活性が採取地域によ らず共通し て検出される傾向を示し

た。 また、 検出活性の詳細パターンは、 概ね国別に類型

化され、 室内設置製品の使用実態の違いを反映し ている

こ と を示唆し た。 In vitro バイオア ッ セイによ る各エン ド

ポ イ ン ト の評価結果を組み合わせる こ と によ り 、 ハウ ス

ダス ト の内分泌か く 乱作用に関するハザー ド 特性を整理

でき た。 本手法をハザー ド 寄与物質の同定評価 と 併せて

用いる こ と で、 優先的に評価する化学物質を抽出する こ

と が可能と なる。

〔備考〕

当課題は、 萌芽的な基盤研究 「資源循環 ・ 適正処理を支

援する基盤技術研究 （ハード系基盤研究）」 にも関連。

(2)-2. 　 ア ジア地域に適 し た都市廃棄物の適正管理技術

システムの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA022

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 遠藤和人， 徐開欽， 蛯江美孝， 小林

拓朗， 神保有亮， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 都市への人口集中が激化 し てい る アジアにお

いて、 公衆衛生を改善し、 低炭素 ・ 低環境負荷型であ り 、

地域に適正な廃棄物管理システムを構築する ため、 東南

アジアに研究拠点を形成し、 アジアの都市におけ る廃棄

物の現状を把握し、 国産技術であ る分散型生活排水処理

技術および準好気性埋立技術のアジア各地域へのカ ス タ

マ イ ズを行 う 。 また、 これら を既存の技術 と 併せて評価

する こ と で、 各都市域において適正な処理 ・ 資源化を実

現する ための廃棄物管理システム導入に向けた計画支援

ツールを開発する。 そ し て、 以上のハー ド 及びソ フ ト 研

究成果を踏まえて適正な廃棄物管理システムを実際の都

市や地区へ実装する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

（サブ １ ）

　 準好気性埋立地か らの温室効果ガス排出挙動評価の精

緻化を目的 と し て酸素 ・ 水分など管理方法の特性を加味

でき るモデルを提案し た。 タ イにおけ る テス ト セル実験

の結果を踏まえ、 現地での準好気的管理実態を把握 ・ 評

価する と と も に、 水環境の負荷、 エネルギー収支を含め

て浸出水の低コ ス ト 管理の観点か らの準好気性埋立の優

位性を示し た。

（サブ ２ ）

　 中国におけ る液状廃棄物の処理技術、 特に個別家庭用

バイ オガ ス施設について、 普及状況 ・ 技術 と 事業構造 ・

エネルギー利活用等について調査 ・ 解析を行い、 今後の

技術改善 ・ 開発等の方向性と課題の整理ができた。 また、

バイオガス施設に適し た低コ ス ト 脱硫方法の確立のため

新規プ ロ セ スのデザ イ ン と 運転条件の検討を行い、 O2/

H2S比によ る硫黄生成反応制御を実現する こ と ができ た。

さ ら に、 し尿 ・ 生活排水処理の最適技術選択方法の確立
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について、 複数都市の地域的 ・ 社会的制約条件を抽出し、

その技術選択アルゴ リ ズムの構築 と テス ト を行い、 その

有効性が示された。

（サブ ３ ）

　 ベ ト ナム国の中央及び地方行政の廃棄物管理担当者を

招聘し た 2 日間のワーク シ ョ ッ プを通じ てベ ト ナム国の

廃棄物管理の将来ビ ジ ョ ン を Analytic Hierarchy Process

(AHP) を用いて描出する こ と ができ た。 既存の管理不足

な埋立処分に代わ る新たな処理技術を選択する ために、

廃棄物の三成分データ を用いて、 分別を前提 と し た技術

的側面から代替処理技術を選択する ための評価ツールを

提示し た。 ハ ノ イ市で実施されている有機ごみ分別プロ

ジ ェ ク ト のモデル地区において、 住民が分別行動を実施

する主な規定因 と し て、 住民 リ ーダの分別行動が挙げら

れた。 ベ ト ナム国ハ ノ イ市にて研究成果報告セ ミ ナーを

開催し、 研究の成果を関係者と共有する こ と ができ た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0911BE001 　 東南アジアにおけ る廃棄物データベースの

構築及び廃棄物処理システムの評価 36p.

0911BE003 　 アジア地域におけ る液状廃棄物の適正管理

のための制約条件の類型化お よ び代替シ ス テ ムの評価

124p.

1012BE002 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・

管理システム開発 128p.

1111BY015 　 持続可能な最終処分場に関する アジア若手

研究ネ ッ ト ワーク の構築 37p.

1113BE008 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築

に関する研究 134p.

1115AQ032 　 地域環境再生のための総合的環境修復 ・ 循

環技術システムの構築 138p.

【関連課題】

1） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア諸国におけ る コベネ フ ィ ッ ト 型の

持続可能な廃棄物処理システム導入及び当該分野のGHG

イ ンベン ト リ 整備に資するべ く 、 ベ ト ナムの政府系研究

機関及び各国の廃棄物研究者 と 共同 ・ 連携し て、 各国の

発生 / 排出量、 物理組成、 化学組成、 三成分、 発熱量等

を調査し、 東南アジアの主要都市及びベ ト ナムを対象に

し て廃棄物データ を整備 ・ 更新する。 また、 集積し た廃

棄物管理データ を活用し て、 処理技術システム及び社会

経済システムの観点か ら現状を分析 ・ 評価し、 今後の廃

棄物処理システムの改善の方向性を提示する。 自治体が

関与する フ ォーマルセ ク ターだけでな く 、 イ ン フ ォーマ

ルセ ク ターも考慮し て実証評価研究を実施し、 箱モ ノ 援

助 と は異な る 新た なシ ス テ ム改善手法 と し て、 今後の

ODA 等によ る開発援助事業の指針を示す。

〔内容および成果〕

　 ベ ト ナ ム国の廃棄物管理の将来ビ ジ ョ ン を Analytic

Hierarchy Process (AHP) を用いて描出する こ と ができ た。

把握が困難な イ ンフ ォーマルセ ク ターにおけ る有価物フ

ローや、 事業系廃棄物の排出原単位を明ら かにし た。 ベ

ト ナム国の都市部におけ る廃棄物の収集原単位を検証す

る こ と によ り 、 データ入力 ミ ス等 ヒ ューマンエラーの修

正や ト ラ ッ ク ス ケールの利用によ るデータの精度向上の

確認ができ た。 既存の管理不足な埋立処分に代わる新た

な処理技術を選択する ために、 廃棄物の三成分データ を

用いて、 分別を前提 と し た技術的側面か ら代替処理技術

を選択する ための評価ツールを提示し た。 ハ ノ イ市で実

施されている有機ごみ分別プロ ジェ ク ト のモデル地区に

おいて、 住民が分別行動を実施する主な規定因 と し て、

住民 リ ーダの分別行動が挙げられた。 循環型準好気性埋

立技術の環境負荷低減効果を実証し た。 ベ ト ナム国ハ ノ

イ市にて研究成果報告セ ミ ナーを開催し、 研究の成果を

関係者と共有する こ と ができ た。

〔備考〕

共同研究者 ： 福岡雅子 （大阪工業大学）、 松井康弘 （岡山

大学）、 平田修 （福岡大学）、 原田英典 （京都大学）、 阿部

直也 （東京工業大学）、 渡辺浩平 （帝京大学）

所内研究協力者 ： 小島英子

2） 　 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための

制約条件の類型化および代替システムの評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE003

〔担当者〕 ○河井紘輔 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 徐開欽， 神保有亮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

3） 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術 ・ 管理シス

テム開発

〔研究課題コー ド〕 1012BE002

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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4） 　 持続可能な最終処分場に関するアジア若手研究ネ ッ

ト ワークの構築

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY015

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物に由来する環境負荷を、 地域の実情に合

わせて無理な く 段階的に低減し てい く ため、 アジア地域

におけ る 「持続可能な廃棄物埋立」 のあ り 方について、

技術 ・ 学術面か ら長期的に支援するネ ッ ト ワーク形成を

目的 と する。 地理 ・ 気候 ・ 社会 ・ 経済が多様なアジア地

域において、 一つの最適解を導 く のではな く 、 地域差を

相互に比較検証し， 先進的な技術を批判し た上で、 地域

独自の埋立技術の開発を可能 と す る 人材形成のための

キ ッ ク オフ と位置づける。

〔内容および成果〕

交流相手機関の協力によ り 、 長期にわたって廃棄物分野

での技術開発 ・ 政策支援に関わる こ と を希望する有望な

若手研究者を招聘し ての研修が実現し、 各国において自

発的に技術開発が行え る環境工学の専門家の養成へ と つ

ながる こ と が期待される こ と、 な らびに招聘者間の相互

理解を通じ て若手研究者間ネ ッ ト ワーク の構築がはじめ

られた。 若手研究者ネ ッ ト ワーク の形成は端緒についた

と こ ろであ り 、 本事業内で実施し た形成支援について、

今後も ネ ッ ト ワーク形成のための Web プラ ッ ト フ ォーム

を維持し、 一層の意見交換および情報共有を推進する こ

と で、 専門家 と し ての成長 と ネ ッ ト ワーク の維持が可能

と な り 、 ひいては地域に と って よ り 持続的な廃棄物管理

と 埋立技術の実装に関わってい く こ と で、 事業目的達成

の効果は広 く 証明される こ と になる と考え られる。

また、 個人および集団 と し ての、 研究実施能力の開発に

ついて、 座学講義およびグループワーク を通じ て、 アジ

ア特有の地理 ・ 気候 ・ 社会 ・ 経済の多様性について認識

し、 廃棄物管理や埋立技術に関する科学技術的な基礎知

見を習得し た上で、 自国の状況 と 対比し て思考でき る よ

う な研修プロ グ ラ ムが提供された。 招聘者に対する事後

評価の結果から、 リ バース テ ク ノ ロ ジーを含めた廃棄物

管理分野全般に関わる幅広い知識の習得、 異文化間の双

方向コ ミ ュ ニケーシ ョ ン ・ 比較によ る視野の拡大、 調査

研究に対する態度 ・ 姿勢などに関し て能力向上の要素が

明ら かに され、 招聘者の研修コースに対する高い満足度

が示された。 これら の こ と を踏まえ、 地域差を相互に比

較検証し、 先進的な技術の修得 と 批判を踏ま えた上で、

地域独自の廃棄物管理技術の開発を可能 と する人材育成

のためのキ ッ ク オフ と し ての目的は達せられた も の と考

え られる。

〔備考〕

5） 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する

研究

〔研究課題コー ド〕 1113BE008

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

6） 　 地域環境再生のための総合的環境修復 ・ 循環技術シ

ステムの構築

〔研究課題コー ド〕 1115AQ032

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），蛯

江美孝， 佐野彰， 神保有亮， 小林拓朗

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

(2)-3. 　 地域特性を活かし た資源循環システムの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA023

〔担当者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩， 稲葉陸太， 中島謙一， 小口正弘， 南

齋規介， 山田正人， 石垣智基， 加用千裕， 河井

紘輔， 平野勇二郎， 藤井実， 佐野彰， 小島英子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会づ く り においては、 多様な地理的規

模で適正な資源循環システムを構築し てい く こ と が必要

であ る。 本研究では、 廃棄物等の発生の状況、 産業の立

地状況、 様々な主体の関係性等の地域特性を活かし た資

源循環システムを構築する ための枠組みについて検討す

る。 また、 市町村都道府県レベル、 都道府県圏域レベル、

圏域国レベル と いった地理的規模を対象 と し て、 い く つ

かの循環資源 （廃プ ラ スチ ッ ク、 廃棄物系バ イ オマ ス、

ク リ テ ィ カル メ タル等を含む使用済み製品等） を題材に

し なが ら、 適正な資源循環シ ス テムの設計を行います。

システムの設計においては、 環境負荷や費用の低減を目

標 と するが、 同時に、 地域の産業や様々な主体の積極的

な活用 と 育成によ って、 地域活性化や地域振興につなげ

る こ と を目標 と する。 こ のよ う な具体的なシステム設計

を通じ て地域社会への貢献を目指す と と も に、 学術面で

は、 資源循環の適正な地理的規模を推定する論理の確立

や地域におけ る資源循環利用のための概念設計で貢献す

る。
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〔内容および成果〕

　 本年度は、 地域特性を活かし た地域づ く り の事例を広

く 国内外にわたって調査する と と も に、 地域の潜在的な

循環資源の存在量、 これら を利用でき る既存産業の規模

や施設立地状況等のデータ収集を行い、 地域循環圏形成

の主な課題と可能性の基本情報を整理し た。 

　 国内外の事例調査では、 地域経済の発展、 定住人口の

確保、 および住民満足度の向上等が地域の活性化に重要

であ る こ と を確認 し た。 ま た、 データ収集については、

金属資源やバイオマス資源についての地域の技術 ・ 産業

プロ フ ァ イルや資源量プロ フ ァ イル、 物質フ ロー ・ プロ

フ ァ イ ルな どか ら データ収集作業に着手し た。 さ ら に、

地域特性を表すパラー メ ータおよびその種類、 地域特性

を活用する こ と の具体的意義、 構築される資源循環シス

テムの方向性についての視点や情報を整理し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0913KB001 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管

理 ・ カス ケード型資源循環システムの構築 38p.

1012BE003 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術

戦略の立案手法の構築 38p.

1012CD002 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸 と し

たレア メ タル回収システム 32p.

1012CD003 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合によ る都市鉱山

からの金属資源の回収可能性評価手法の開発 32p.

1012CD004 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖

化ガス排出の廃棄物産業連関分析 33p.

1112BE001 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資

源循環モデル開発 33p.

【関連課題】

1） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究で提案する農業地域の面的水管理 ・ カス

ケー ド 型資源循環シス テムについて、 水環境保全への効

果と気候変動への適応策・緩和策への貢献のバラ ン ス （ ト

レー ド オフ） を定量的に評価する こ と で、 開発された個

別技術を組み合わせたシステム全体 と し て最適化する こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 高知県内において、 主に耕種農業、 林業か ら発生する

バイオマス残渣の排出および処理 ・ 資源化過程におけ る

マテ リ アルフ ローを資料調査 ・ 現地調査等によ り 把握し

た。 また、 これらバイオマスの炭素、 窒素および リ ン含

有量等の性状を分析し た。 以上を、 昨年度までに得られ

たデータ と統合し、平成 21 年度実績の静脈系バイオマス

投入産出表を示し た。

〔備考〕

2） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 まず、 バイオマス利用によ る地域

活性化戦略の立案手法を暫定的に提示する。 つぎに、 関

連する要素間の因果関係を明確化し、 それを表現する分

析モデルを作成する。 モデルに適用する係数の う ち、 社

会的な要素に関し ては、 アンケー ト 調査でデータ を収集

する。 また、 具体的な地域 と バイ オマス を想定し て地域

活性化の戦略を検討 ・ 提案し、 それに沿った技術システ

ムを設計する。 以上を踏まえた事例研究 と し て、 前述の

分析モデルに技術システムのデータ を入力し、 提案し た

戦略の効果を検証する。 さ ら に、 事例研究を通じ て分析

モデルや戦略立案手法自体も適宜改善する。

〔内容および成果〕

　 昨年度は、 まず、 地域活性化戦略の立案手法の暫定案

を提示し た。 また、 先進事例か ら地域活性化の要素を抽

出し、ワーク シ ョ ッ プで要素間の因果関係を図式化し た。

さ ら に、 社会的要素について市民 ・ 企業 ・ 自治体に対す

る アンケー ト 予備調査を実施し た。

　 本年度は、 事例研究の対象 と な るバイ オマス と 地域を

選定し た。 また、 バイオマス利用 と 地域活性化の分析モ

デルを具体化し、 出力情報と し て地域経済、 住民満足度、

および定住人口 と い う 地域活性化の指標を設定し た。 ま

た、 前述地域でバイオマス利用の社会的要素に関する ア

ンケー ト 本調査を実施し た。 同調査では、 前述の指標に

加えて社会関係資本に も着目し た質問を設計し た。 さ ら

に、 事例研究対象について、 前述の指標を促す新たなシ

ステムを検討 ・ 提案し た。

〔備考〕

3） 　 地域の鉄鋼業 ・ 非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム
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〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

橋本征二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

4） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの金

属資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

5） 　 金属資源利用 ・ 散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

6） 　 未利用リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環モ

デル開発

〔研究課題コー ド〕 1112BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

化学物質評価・管理イ ノべーシ ョ ン研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP030

〔代表者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 近年、 化学物質の管理に化学物質の生物に対す

る影響評価の視点が盛 り 込まれ 「化学物質審査規制法」

（平成 21 年改正） における優先評価化学物質の選定及び

その リ ス ク評価に基づ く 規制、 水生生物保全のための水

質環境基準の設定、 「農薬取締法」 における農薬登録保留

基準値の設定などの形で具体化されている。 しかし リ ス

ク評価におけ る生態系保全の考え方が必ずし も十分に確

立されておらず、評価手法の重点的な開発が必要であ る。

また、 ナ ノ マテ リ アルの人の健康や生態系に対する影響

に関し ては、 従来のハザー ド 評価手法では評価でき ない

可能性が指摘されている。

　 そ こ で、 これらの課題に対応する ために、 化学物質等

の生態 リ ス ク に関する研究を進めて、 種個体群の存続可

能性や生態系機能等の観点か ら、 評価の対象 と なってい

る生物への影響 と 生態系保全の関係について整理し、 生

態影響試験の標準化 と 体系化を行い、 新たな生態 リ ス ク

評価手法を提示する。 また、 ナ ノ マテ リ アルの毒性評価

手法の開発 と 安全性に関する研究を進めて、 人の体内や

環境中でのナ ノ マテ リ アルの物理化学的性状や挙動、 形

状と毒性の関係を明らかにし、 UNEP、 OECD、 ISO 等の

国際機関の動向を踏まえつつ、 新しい考え方に基づ く 化

学物質の リ ス ク評価手法を提示する。 同時に、 多様な影

響や特性を持つ多数の化学物質に対する効果的かつ効率

的な管理のため、 リ ス ク要因の時空間特性の解明など評

価手法の高度化に関する研究を行 う と と も に、 これに対

応する管理戦略の研究、 科学的知見の確から し さ に対応

する リ ス ク管理戦略の研究、 リ ス ク制御シナ リ オの研究

など を進め、 科学的不確実性の高い段階での対策手法の

最適な選択、 及び社会におけ る合意形成も含めた化学物

質等の環境 リ ス ク の管理のための戦略を示すための研究

を実施する。

以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向を

目指す。

プロ ジ ェ ク ト １ 「化学物質等の生態 リ ス ク評価 ・ 管理手

法に関する研究」

　  内分泌か く 乱化学物質や難溶性物質等への対策を含

む環境施策の推進に貢献する よ う 、 化学物質の生態影響

の試験及び評価に関する研究を進める こ と によ り 、 その

成果を環境行政に と って重要な試験法の開発研究や評価

の枠組みの構築に反映させる。 また、 環境施策の推進に

必要な リ ス ク評価への貢献を目指し、 化学物質の生態影

響を評価する ための数理モデルを構築し、 これに基づ く

新たな生態 リ ス ク評価手法を開発する。

プロ ジ ェ ク ト ２ 「ナ ノ マテ リ アルの毒性評価手法の開発

と安全性に関する研究」

　 ナ ノ 構造を持つ物質の安全性評価の国際的なガ イ ド ラ

イ ン策定に貢献する よ う 、 ナ ノ 粒子の分散性、 表面電荷

に着目し たナ ノ マテ リ アル試験方法を確立する。

プロ ジ ェ ク ト ３ 「化学物質 リ ス ク管理の戦略的アプロー

チに関する研究」

　 化学物質によ る リ ス ク最小化を達成する ための国際的

取組に貢献する よ う 、 化学物質の評価手法を一層高度化

する ための研究を進め、 その成果を も と に リ ス ク制御シ

ナ リ オを構築する こ と によ り 、 化学物質によ る環境 リ ス

ク の最適な管理法を導出する理論的枠組みを提示する。 

〔内容および成果〕

　 本年度は、 それぞれのプロ ジ ェ ク ト 研究を推進する と

と も に、 各プロ ジェ ク ト における生態 リ ス ク、 ナ ノ マテ

リ アル、 曝露動態の特性などの成果を リ ス ク管理の枠組

みの中で考察する研究を開始し、 また、 今後のプロ ジ ェ

ク ト 間での関連す る 課題間での情報交換の準備を進め

た。
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プロ ジ ェ ク ト １ 「化学物質等の生態 リ ス ク評価 ・ 管理手

法に関する研究」

（ １ ） 個体群レベルにおける化学物質の生態 リ ス ク に関す

る研究 : 繁殖毒性、 性比撹乱データ と 曝露レジームに基

づいて、 化学物質の生態 リ ス ク を個体群増加率の低下 と

し て統一的に評価でき る生態 リ ス ク解析のための個体群

レベル生態 リ ス ク評価の基本 と な る数理モデルを作成を

進めた。 さ ら に、 化学物質の生態影響が、 食 う も の と 食

われる も のの関係に代表される種間相互作用を介し て上

位種に波及し てい く こ と によ る生態 リ ス ク を簡易に評価

する ため、 藻類、 ミ ジン コ、 魚類の三種系によ る生態 リ

ス ク評価モデルを作成し た。

（ ２ ） 群集 ・ 生態系レベルにおける化学物質の生態 リ ス ク

に関する研究 : 東京湾における底棲生物群集を調査し、貧

酸素水塊が底棲生物の空間分布 と 加入時期に及ぼす影響

を明ら かにし、 貧酸素水塊が底棲生物の種構成や個体密

度 （バイオマス） を通じ て魚介類群集に与え る影響を調

べる ため、 東京湾底棲生物群集の食物網解析を進めた。

（ ３ ） 生態 リ ス ク の最適管理手法に関する研究 : 化学物質

の最適管理問題にオペレーシ ョ ンズ ・ リ サーチの解析手

法を導入する第一歩 と し て、 管理コ ス ト と 生物多様性減

少 リ ス ク の総和をあ る許容限度以下に抑え る ための最適

管理法の理論的枠組みを検討し、 特定河川水系におけ る

亜鉛排出量規制をモデルケース と し て取 り 上げ、 化学物

質排出量 と 環境中濃度、 環境中濃度 と 生物多様性減少の

間に情報の不確実性があ る場合に取 り う る最善の管理法

を情報ギ ャ ッ プ理論に基づいて算出し た。

プロ ジェ ク ト ２ 「ナ ノ マテ リ アルの毒性評価手法の開発

と安全性に関する研究」

（ １ ） ナノ マテリ アルの曝露方法と 実効曝露量に関する 研

究 : ナノ マテリ アルの毒性評価を、細胞を用いてス ク リ ー

ニングする ための曝露装置の開発を 行い、 気相粒子状物

質の細胞層への沈着率を推定する こ と を目的と し てモデ

ル解析を 行っ た。 粒子の軌跡は、 数値流体解析で得ら れ

る 流体の速度場、 粒子に作用する 重力、 拡散力、 抗力を

考慮し て、ラ グラ ンジュ 的手法によ り シミ ュ レ ート し 、沈

着率の評価を 行っ た。 ま た、 修飾可能でト レ ーサーにも

使用する こ と が可能と 考えら れる 樹状用粒子状物質（ デ

ンド リ マー） を 用いて、 ナノ 粒子の懸濁状態における 安

定性や細胞や水棲生物への曝露方法の検討を開始し た。

（ ２ ） ナ ノ マテ リ アルの生体影響評価法に関する研究 : 気

中分散させた比較的長さ が短い （モード径約 1 マイ ク ロ

メ ー ト ル）多層カーボンナ ノ チューブ繊維（XNRI WMVT-

7）を鼻部曝露装置に導入し て、C57 雄性マウ スに 1 日 2 時

間、5 日間の吸入曝露をおこ なった。曝露し た動物はケー

ジに移し て清浄空気下で経過を観察し、 曝露 24 時間後、

1 週間後、 1ヶ月後に肺胞洗浄液の採取、 組織の採取、 病

理組織学的検索用標本作製をおこ なった。 病理組織学的

検索では肺胞及びに気管支にカーボンナ ノ チューブを蓄

積し た肺胞マ ク ロ フ ァージが認め られたが、 上皮組織の

増生や炎症像は認め られなかった。 肺胞洗浄液中の、 総

細胞数、 多核白血球数、 サ イ ト カ イ ン、 総タ ンパ ク 量、

乳酸脱水素酵素量に も顕著な増加は認め ら れなかった。

曝露 1ヶ月後の肺における酸化的 DNA 損傷マーカーであ

る 8 デオキシグアニジン量にも有意な増加は認められな

かった。肺の遺伝子発現の解析では angiotensin-converting

enzyme (Ace) や endothelin-1 （Edn1） の遺伝子が誘導され

る傾向にあ り 、 一過性ではあ るが、 気道上皮のムチンや

基底膜成分であ る IV型コ ラーゲン遺伝子の誘導も認めら

れた。

（ ３ ） ナ ノ マテ リ アルの生態毒性試験法に関する研究 : 水

棲生物に対するナ ノ マテ リ アルの有害影響について、 既

存の試験法を踏まえた上で、 適正な曝露の手法 と それを

用いた毒性試験法を開発する ために、 水系において凝集

しやす く 、 分散水溶液のイオン濃度などの影響を受けや

すい酸化チタ ンナ ノ 粒子を安定に水系で曝露する こ と が

でき る実験系を作製し、 アナタ ターゼ型酸化チタ ンナ ノ

粒子がふ化率や生存率に及ぼす影響を検討し た。

プロ ジ ェ ク ト ３ 「化学物質 リ ス ク管理の戦略的アプロー

チに関する研究」

（ １ ） 化学物質動態 と曝露の時空間分布の評価手法の研究

: 水田農薬を対象と し た環境中実態調査を進め、水田除草

剤を対象 と し た排出推定モデルの精度の検証を行った。

また、 物質ラ イ フサイ クル上の新たな排出 ・ 曝露シナ リ

オの検討 と し て、 臭素系難燃剤またフ ッ素化合物につい

ての排出係数等の調査を行い、 既存研究 と あわせ、 デー

タ を整備し た。 また、 PCBs を対象 と し た全球多媒体モデ

ル （FATE） を改良する と と もに、 モデルに必要 と なる観

測データの整備し、 また、人口分布、経済指標などのデー

タ整備を進めた。 水田殺虫剤 ・ 殺菌剤に対象を広げる た

めの地域レベルの多媒体モデル改良、 水生生物への リ ス

ク評価手法の検討を進めた。

（ ２ ） 化学物質 リ ス クに対する社会における管理のあ り 方

に関する研究 : リ ス ク に関わる多様な事例を収集し、 そ

れら の分類枠組みの構築を試みる。 リ ス ク要因、 科学的

知見の蓄積、 社会におけ る リ ス ク基準、 およびさ ま ざ ま

な社会の諸主体によ るその受け止め方 と の関係性を軸に

分類する こ と 試み、 また、 物質代替等の企業の リ ス ク管

理行動に関する情報収集を進めた。
―  40  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
化学物質評価 ・ 管理イ ノ ベーシ ョ ン研究プログラム

(3)-1. 　 化学物質等の生態リ スク評価 ・ 管理手法に関する

研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA031

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 堀口

敏宏， 鑪迫典久， 多田満， 横溝裕行， 林岳彦，

児玉圭太， 真野浩行， 岡知宏， 李政勲， 日引聡

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の合理的な管理のためには、 曝露評

価、 人健康および生態 リ ス ク評価、 管理コ ス ト と 便益の

分析に基づ く 最適管理法の統合が望まれる。 本研究は、

これらの中で特に生態 リ ス ク評価法 と 最適管理法をデー

タに基づ く 数理的手法によ って高精度化し、 さ ら に統合

化を試みる。 化学物質の生態影響評価の分野では、 生態

系の 「何」 を守るべきか、 その影響評価のためにどのよ

う な解析手法が有効か明確に示されていない。 本研究で

は、 従来の生態毒性試験法や毒性データ解析法に生態学

の理論的手法を大幅に導入する こ と によ って、 生態 リ ス

ク評価におけ る知的イ ノ ベーシ ョ ンを目指す。 そのため

に、 生物個体群の存続可能性や、 種間相互作用を介する

生態系のサービ ス機能な どの新たな評価尺度を採用し、

従来の PEC/PNEC 比 （環境中曝露予測濃度 と無影響濃度

と の比率） によ る単純化された リ ス ク評価手法を生態学

的視点から再考する。

　 自然生態系では、 化学物質は個体群への影響を介し て

生物群集の構造 （種構成） を変化させ、 最終的には生態

系機能に イ ンパ ク ト を与え る と 考え ら れてい る。 一方、

化学物質の生物群集レベルの影響は、 科学的な知見が最

も乏しい分野と見做されている。 本研究では、 第 2 期中

期計画におけ る重点プロ ジ ェ ク ト （環境 リ ス ク研究プロ

グ ラ ム PJ4） を引き継ぎ、物質循環機能に着目し た生態影

響評価法の研究開発を行 う 。解析手法の適用事例 と し て、

東京湾の底棲魚介類を対象に、 野外モニ タ リ ング と 室内

実験の結果を統合し た個体群変動シ ミ ュ レーシ ョ ンを実

行し、 富栄養化に付随する貧酸素水塊等によ る個体群 ・

群集レベルの影響を評価する。

　 さ ら に、 化学物質等の管理法を合理化する ため、 排出

削減のコ ス ト と 生態 リ ス ク評価におけ る不確実性 （推定

誤差） を考慮に入れた最適管理法の理論的研究を行 う 。

不確かな情報か ら最善の管理法を導出する解析手法 と し

て 「情報ギ ャ ッ プ理論」 を採用し、 生態系モデルに基づ

く 化学物質の最適管理の問題に適用する。 室内実験 ・ 野

外調査データ、 予測モデルおよび管理理論を総合化し地

域レベルの環境問題に適用する事例 と し て、 有機汚濁に

よ る貧酸素水塊形成モデル と 底棲魚介類の生活史モデル

を統合する こ と によ って、 東京湾におけ る貧酸素水塊の

生態系影響評価を行い、 生態系の最適管理法の提言を行

う 。

　 最終目標と し て、 （ １ ） 化学物質等に対する環境基準値

策定に於ける科学的根拠を提供する こ と、 （ ２ ） 生態毒性

試験法および生態 リ ス ク評価手法の改良 と 提案をおこ な

い、 内分泌か く 乱物質を含む影響評価の困難な化学物質

の リ ス ク評価 ・ 管理施策に貢献する こ と、 （ ３ ） 試験生物

への毒性影響 と生態系保全 と の関連に関する科学的な解

釈を明確化する こ と などによ って、 環境政策を学術面か

らバッ ク ア ッ プする こ と を目指す。

　 全体の研究は、作用のレベルに応じ て ２ 課題に区分し、

さ らに管理手法に関する １ 課題を加えて ３ 課題か ら構成

される。 各課題は個別の研究テーマを年次計画に従って

行 う が、 データや解析手法の点で相互に連携し、 最終的

に統合化された研究成果を目指す。

研究内容 ：

課題 （ １ ） 個体群レベルにおけ る化学物質の生態 リ ス ク

に関する研究

　 化学物質の生態 リ ス ク を、 生物個体群の存続可能性へ

の影響と し て評価する ための解析手法を開発する。特に、

内分泌か く 乱物質など、 他の化学物質 と の リ ス ク比較が

困難な物質を取 り 上げ、 ミ ジン コの繁殖阻害や性比か く

乱作用を組み込んだ毒性反応モデルから個体群増殖率や

存続可能性への影響を推定する。 個体群レベル効果に基

づ く 生態 リ ス ク評価の利点は、 多様な リ ス ク要因を単一

の尺度で定量的に表すこ と ができ る こ と であ る。 本研究

ではさ ら に、 シ ャ コやマコガレ イ などの有用底棲魚介類

の減少要因 と し て、 化学物質以外に有機汚濁によ る貧酸

素水塊、 乱獲などの多要因に着目し、 個体群モデルによ

る相対 リ ス ク の推定を試みる。

課題 （ ２ ） 群集 ・ 生態系レベルにおけ る化学物質の生態

リ ス ク に関する研究

　 種間相互作用を介する化学物質の生態影響を、 藻類 -

ミ ジン コ - 魚から構成される ３ 栄養段階生態系モデルを

ベースにし て、 生態系機能の変化も し く は上位捕食者の

絶滅 リ ス ク と し て評価する解析手法を確立する。 得られ

た生態 リ ス ク評価手法を既存の有害性情報に適用する と

と も に、 数理モデルに基づ く 生態 リ ス ク評価手法の有効

性をア ク ア リ ウ ム実験生態系によ って検証する。 地域レ

ベルでの実環境中で観測される、 生態 リ ス ク要因 （化学

物質汚染、 貧酸素水塊、 気候変動など） の相対的な重要

性を明ら かにする。 事例研究 と し て、 東京湾および霞ヶ

浦で観察された底棲魚介類群集および動植物プラ ン ク ト
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ン群集のか く 乱因子を特定し、 その有効な対策法を提言

する。

課題 （ ３ ） 生態 リ ス ク の最適管理手法に関する研究

　 数理モデル と 計算機シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って、 化学

物質の最適管理手法を導出する。 管理コ ス ト と 様々な不

確実性を考慮し た費用対効果分析によ って、 社会経済分

析の高度化を図る。 データの不完全性を考慮し た最適管

理手法を、 オペレーシ ョ ンズ ・ リ サーチなどの数理的手

法によ って開発する。

　 また、 課題 （ １ ） と 連携し、 底棲魚介類群集に対する

貧酸素水塊の影響評価を基に、 汚濁負荷量 と 貧酸素水塊

形成の関係性、 魚介類の経済価値評価を連動させ、 情報

ギ ャ ッ プ理論等の意思決定モデルによ る最適管理シナ リ

オの選定を試みる。 さ ら に、 課題 （ ２ ） と 連携し て、 生

態系モデルを化学物質管理に適用する方を、 種間相互作

用 （食 う も の と 食われる も のの関係など） や生態毒性に

関する情報の不確実性によ ってど う 変更させるべきかを

理論的に示し、 課題 （ １ ） よび （ ２ ） に関連する諸研究

が、 化学物質等の管理にど う 生かすべきかの道筋を示す

こ と を試みる。

〔内容および成果〕

　 群集レベル生態 リ ス ク評価のために、 藻類 - ミ ジン コ

－魚類を想定し た ３ 種系生態 リ ス ク評価モデルを作成し

た。 こ の ３ 種系生態 リ ス ク評価モデルの目的は、 化学物

質の環境中における時間的 （季節的） 曝露変動や生物蓄

積性、 生分解性、 藻類 ・ ミ ジン コ ・ 魚類を中心 と し た各

種の生態毒性情報、 評価対象 と な る生物種の野外におけ

る生態学的情報など、 個別に研究されて き た分野の知見

を数理モデルで統合化し、 従来の生態 リ ス ク評価法を理

論的に整理し た う えで、 最も合理的な生態 リ ス ク評価法

を提案する こ と にあ る。 数理モデルは、 ３ 種間の捕食 -

被食関係を組み込んだロ ト カ ・ ボルテ ラ方程式を基本に

し、化学物質が各種の個体群増加を阻害する影響に加え、

種間相互作用によ って上位種に波及し てい く 間接効果も

評価する。 最終的には、 最上位種であ る魚 （ メ ダカ） の

年あた り 個体群増加率の低下分を生態 リ ス ク の指標 と す

る。 メ ダカの個体群には、 齢構成 と 体サイ ズの動態を組

み込み、 野外調査で明ら かになっている生活史パターン

（繁殖、 個体成長の年間スケジ ュール） が反映でき る よ う

にする と と も に、 化学物質の成長阻害毒性によ る慢性影

響も評価でき る よ う にし た。 メ ダカに関し ては化学物質

の体内濃度の動態をモデル化し、 化学物質の生分解性や

蓄積性の違いによ る排出速度の違いが、 環境暴露濃度の

経時的変化によ る慢性的な毒性反応に与え る影響が リ ス

ク評価に反映される よ う にし た。

　 東京湾におけ るマ ク ロベン ト ス （比較的大型の底棲無

脊椎動物） 群集 と 水質 ・ 底質の時空間的関係についての

解析を行い、 貧酸素水塊がマ ク ロベン ト スの空間分布お

よび加入時期に影響を及ぼすこ と を明ら かにし た。 得ら

れ た成果 を 論文 と し て ま と め、 Marine Environmental

Research 誌に投稿し、受理された。 また、貧酸素水塊がマ

ク ロベン ト ス を通じ て底棲魚介類群集に与え る影響を調

べる ため、東京湾の底棲生物の食物網解析を進めている。

　 化学物質の管理のために、 環境基準値 （化学物質の環

境中濃度の上限値） を超えない化学物質の排出量を設定

する際、 様々な不確実性がつき ま と う 。 例えば、 排水中

濃度を低減させる ためには設備投資や化学物質の使用量

の削減が必要にな るが、 そのコ ス ト の大き さ に不確実性

があ る。 また、 排出量を規制し た場合の環境中濃度は正

確に予測する事は難しい。 さ ら に、 化学物質の環境中濃

度に対す る 影響を受け る 生物の割合に も 不確実性が伴

う 。 現在は理論的根拠が明確でないま まに環境基準値が

決定されている。 そ こ で、 大き な不確実性の下で意思決

定を行 う 場合に有用な情報ギ ャ ッ プ理論を用いて化学物

質の排水基準値を設定する ための理論を構築し た。 情報

ギ ャ ッ プ理論は、 不確実性を確率分布で記述する必要が

な く 、 最も大き な不確実性のも と で、 政策 と し て受け入

れる事のでき る全コ ス ト の最大値を上回ら ない排水基準

値を導きだすこ と ができ る。 全コ ス ト は、 排出量を削減

する ために必要な資金 と し て算定される コ ス ト と、 影響

を受け る種の割合に比例する と 仮定し た貨幣価値に換算

し た生物多様性減少コ ス ト の総和と し た。

　 事例研究 と し て、 群馬県粕川において亜鉛の排水濃度

を下げる ために対策が必要な事業所を合理的に選定する

予備的解析を行っ た。 今後は、 よ り 詳細な解析を行い、

大阪府石津川、 群馬県碓氷川で も同様に事例研究に取 り

組む。

〔備考〕

〔関連課題〕

1012BD001 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手

法と底層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

42p.

【関連課題】

1） 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層

DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1012BD001

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 木幡

邦男， 白石寛明， 児玉圭太， 李政勲
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 底層溶存酸素 （DO） 濃度の低下や欠乏に よ る

魚介類等の海産生物への悪影響を軽減し、 良好な海域環

境の回復に資するべ く 、 特に環境の影響を受けやすい生

活史初期の魚介類に着目し、 室内実験、 現場調査 （具体

的には東京湾 と 三河湾を対象） 並びに統計学的手法を駆

使し て、 底層 DO 目標値の導出のための標準的試験法を

確立する と と も に、 科学的根拠に裏付け られた底層 DO

目標値の導出を図 り 、 その目標値を適用する ための水域

区分を提案し、 併せてその達成度評価のための手法の確

立を図る。

〔内容および成果〕

（ １ ） DO 目標値設定のための初期生活史標準試験法の確

立に関する研究 と し て、 浮遊期～着底初期個体群への影

響 （初期生活史試験） に関する実験プロ ト コルを作成し、

それに従って内湾代表種 （マコ ガレ イ、 アサ リ ） を用い

て実験を行いデータ を獲得し た。 また、 忌避応答実験装

置を用いて海産生物幼生に対する貧酸素応答試験を行っ

た。

（ ２ ） 貧酸素水塊が初期生活史段階の内湾代表種に及ぼす

影響の解析 と 評価に関する研究 と し て、 東京湾のマコガ

レ イ及び三河湾のアサ リ の初期生活史段階を対象 と し た

フ ィ ール ド 調査 ・ 解析を継続し、 水質生態系モデルの設

計 ・ 開発を行った。 また、 流動シ ミ ュ レーシ ョ ンのため

に必要なデータ （河川、 気象、 水域データ等） を収集し

て入力フ ァ イルを作成し た。 また、 2010 年 3 月に示され

た閉鎖性海域中長期ビジ ョ ンに沿って、 アサ リ に対する

DO 環境基準値導出に向けた考え方を整理し、生息域の確

保のための底層 DO 目標値 と再生産の場の確保のための

底層 DO 目標値を試算し た。すなわち、室内実験、 フ ィ ー

ル ド 調査及びこれら の諸結果を組み込んだ数値モデルに

よ る シ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 アサ リ 浮遊幼生に対する

貧酸素影響評価を行った。

（ ３ ） 底層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

と し て、 新たな底層 DO 目標達成の判定手法の開発や新

たなモニ タ リ ング並びに計算手法を導入し た環境基準達

成の判定手法の開発に取 り 組み、 環境基準達成の判定手

法のプロ ト タ イプを作成し た。 これまでに理論的に説明

が困難であった測定地点毎の底層 DO の最適測定回数の

選択に関し て、 シ ミ ュ レーシ ョ ンに基づ く 数値的解析 と

確率分布に基づ く 解析的評価法の両面か ら一つの解法を

与えた。 これによ り 測定地点毎の環境変数によ る測定コ

ス ト に基づ く 最適な測定回数の判断が可能と なった。

〔備考〕

石田基雄 （愛知県水産試験場）、 金藤浩司 （大学共同利用

機関法人統計数理研究所）、 岡田光正 （放送大学）、 矢持

進 （大阪市立大学）、 岩瀬晃盛 （横浜薬科大学）

(3)-2. 　 ナ ノ マ テ リ アルの毒性評価手法の開発 と 安全性

に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA032

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二， 黒河佳香， 石堂正美， 曽根

秀子， 鑪迫典久

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国内においては、 新規化学物質を一定量の生産

や輸入をする場合は化学物質審査法に基づ く 安全性試験

を実施する こ と が生産者や輸入業者に義務づけ られてい

る。 化学物質の安全性評価ガ イ ド ラ イ ンは、 環境汚染物

質と し ての代表物質 （PCB など） を想定し て策定されて

いるが、 そのガ イ ド ラ イ ンを種類の異な る化学物質等に

も直接適用されている。 こ のため、 不溶性の粒子状物質

に対し ては適切な試験方法がないのが現状であ り 、 試験

困難物質と し て位置づけ られている。

　 近年生産量が増え続けている ナノ マテリ アルの安全性

評価において、OECD や ISO 等の国際機関が重要課題と し

て取り 上げており 、 ま た第 2 回国際化学物質管理会議

（ ICCM2） においても 、新規課題と し て「 ナノ テク ノ ロ ジー

及び工業用ナノ 材料」 が取り 上げら れたと こ ろである 。

　 本プロ ジ ェ ク ト では、 ナ ノ マテ リ アルの中で も特に生

産量が多い、 ナ ノ 酸化チ タ ン、 ナ ノ 銀、 カーボ ンナ ノ

チューブについて安全性評価に関する研究を進める。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 以下の ３ 課題について研究をすすめ、 ヒ ト

健康影響や生態毒性も含め、 総合的にナ ノ マテ リ アルの

安全性を評価する ための基盤を確立し た。

課題 １ ： ナ ノ マテ リ アルの曝露方法と実効曝露量

課題 ２ ： ナ ノ マテ リ アルの生体影響評価法に関する研究

課題 ３ ： ナ ノ マテ リ アルの生態毒性試験法に関する研究

　 課題 １ では、 ナ ノ マテ リ アルの毒性評価を、 細胞を用

いて ス ク リ ーニン グする ための曝露装置の開発を行い、

細胞表面へのナ ノ マテ リ アル粒子の沈着に関する数値シ

ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 また、 修飾可能で ト レーサー

にも使用する こ と が可能 と 考え られる樹状用粒子状物質

（デン ド リ マー） を用いて、 ナ ノ粒子の懸濁状態における

安定性や細胞や水棲生物への曝露方法を検討し た。

　 課題 ２ では、 低濃度カーボンナ ノ チューブ吸入鼻部曝

露によ る生体影響、 カーボンナ ノ チューブの細胞内取 り

込み過程、 銀ナ ノ 粒子の体内挙動 と 生体影響に関する研
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究を行った。NADPHオキシダーゼのgp91phoxサブユニ ッ

ト 欠損マウ ス を用いて、 鼻部曝露装置にて多層 CNT を 1

日 2 時間、 5 日間の吸入曝露をおこ なった と こ ろ、 曝露

1ヶ月の肺で Ace や endothelin-1 （Edn1） の遺伝子が、心臓

で MT2 遺伝子が顕著かつ有意に誘導が増加し た。銀ナ ノ

粒子溶解性に起因する毒性も併せて評価する ため、 銀イ

オン と 銀ナ ノ 粒子の細胞毒性や酸化ス ト レ ス、 銀の細胞

内局在性に関し て調べた。

　 課題 ３ では、 メ ダカや ミ ジン コ などの水棲生物に対す

るナ ノ マテ リ アルの有害影響について、 既存の試験法を

踏まえた上で、 適正な曝露の手法 と それを用いた毒性試

験法を開発し た。 アナタ ターゼ型酸化チタ ンのナ ノ 粒子

を用いて、 魚類胚 ・ 仔魚期におけ る生態毒性試験への応

用が可能であ る こ と を見いだし た。

〔備考〕

(3)-3. 　 化学物質 リ ス ク管理の戦略的ア プ ローチに関す

る研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA033

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 林岳彦， 藤巻秀和， 櫻井健郎， 今泉圭隆，

河合徹， 滝上英孝， 松橋啓介， 青柳みど り ， 日

引聡， 村山麻衣

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 多様な影響や特性を持つ多数の化学物質に対

し て、 効果的かつ効率的な管理が求め られている。 本プ

ロ ジ ェ ク ト では、 物質や環境の特性に基づ く 動態や曝露

の時空間分布の詳細な評価手法の開発、 また、 物質ラ イ

フサイ クル上の曝露の特性把握の検討を行 う 。 さ ら に人

や生物への リ ス ク特性や科学的知見の確か ら し さ など を

考慮する戦略的な リ ス ク管理のあ り 方について考察を行

う 。 具体的には、 (1) 化学物質動態 と曝露の時空間分布の

評価手法の研究、および (2) 化学物質 リ ス ク に対する社会

における管理のあ り 方に関する研究、 の 2 サブテーマ構

成で研究を進める。 これらの検討成果によ り 、 化学物質

リ ス ク管理の新たな戦略的アプローチの構築に資する こ

と を目的とする。

　 具体的には、以下の 2 サブテーマによ り 研究を進める。

（1） 化学物質動態と曝露の時空間分布の評価手法の研究

（1-1） 時空間変動を持つ リ ス ク要因への評価手法を、 時

間変動を考慮し た農薬類の排出 ・ 環境濃度の予測手法 と

水生生物への リ ス ク予測手法の検討を事例 と し て検討す

る。 これによ り 、 時空間変動の新たな リ ス ク評価手法 と

し て確立する。

(1-2） 物質ラ イ フサイ クル上の新たな排出・曝露シナ リ オ

を、 難燃剤、 PFOS 等を事例 と し て検討する。 こ れに よ

り 、 排出 ・ 曝露特性の新たな評価手法を確立する。

（1-3） POPs 等の全球多媒体モデル、 排出量の再推定モデ

ル、 不確実性解析モデルの構築を行う 。 こ れによ り 得ら れ

る 排出・ 汚染の地球規模の空間分布を公平性の視点から 評

価する 手法を検討し 、 新たな評価手法と し て確立する 。

（2） 化学物質 リ ス ク に対する社会におけ る管理のあ り 方

に関する研究

時空間分布、 物質ラ イ フサイ クル、 人や生物への影響な

ど多様な リ ス ク要因 と その科学的知見の確から し さ、 リ

ス ク に関わる社会の諸主体の特性など を総合し て、 また

企業の リ ス ク管理行動などの経済分析も あわせ、 社会に

おける リ ス ク管理戦略のあ り 方について考察する。

　 以上によ り 、 化学物質動態 と 曝露の時空間分布、 また

物質ラ イ フサイ クル上の排出 ・ 曝露特性の新たな評価手

法を提供し、 さ ら に これら新たな評価手法に基づ く 社会

におけ る リ ス ク管理の新たな戦略的アプローチのあ り 方

の構築に資する。

〔内容および成果〕

　 課題 （1-1） については、 農薬類を事例に排出 ・ 環境濃

度の予測手法 と 水生生物への リ ス ク 予測手法を検討し、

除草剤に対するモデル予測精度が低い物質は分解速度が

大であ る こ と、 また、 新たに 2 ～ 9 月までの長期観測を

対象物質を殺虫剤 ・ 殺菌剤に拡大し て実施し、 モデル構

築を進めた。

　 課題 （1-2） については、 物質ラ イ フサイ クル上の新た

な排出 ・ 曝露シナ リ オを、 臭素系難燃剤、 PFOS 等を事例

と し て検討し、 難燃剤 PBDE のテレ ビやパソ コ ンからの

使用時放散量を調査し て 50 ～ 350ng ／日の放散量であ る

こ と、 また防汚、 撥水加工された繊維製品か らの PFOA

等有機フ ッ素化合物の水系溶出を確認し た。

　 課題 （1-3） につい ては、 PCBs の全球多媒体モデル

（FATE） について検討を進め、 観測値 と 大気 ・ 海洋でほ

ぼ一致する こ と を確認し た。 また、 PCBs 異性体間での長

距離輸送特性の考察、人口分布等のデータ集積を進めた。

　 課題 （2） については、 多様な事例に対応する リ ス ク管

理戦略の枠組みについて検討し、 複数の物質や事例を対

象に リ ス ク評価 と 管理の論理構造を考察し た。 また、 リ

ス ク管理に関する文献レ ビ ュー と 参画者の共同作業によ

り 科学 と 文化によ る学際的 リ ス ク概念 と ガバナン スのあ

り 方について考察を進めた。

〔備考〕

資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター、 社会環境システム研究

セン ター
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東アジア広域環境研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP040

〔代表者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 東 ア ジ ア地域では急速な経済発展に伴 っ て

様々な環境問題が深刻化し、 それが広域越境汚染のよ う

な具体的な問題 と し て我が国に も影響を及ぼし てい る。

そのため、 東アジアにおけ る持続可能社会、 及び、 広域

越境汚染の Win-Win 解決に向けた 2 国間 ・ 多国間の枠組

みを構築する ための中長期戦略を提示する こ と が強 く 求

め られているが、 その基礎 と な る問題発生に関する科学

的知見、 及び人間活動によ る環境負荷 と 広域汚染の定量

的関係を評価する科学的手法の開発 ・ 活用が不十分な状

況にあ る。

　 そこ で、 第二期中期計画における アジア自然共生研究

プロ グラ ムの蓄積をも と に、東アジアにおける 代表的な広

域環境問題である 大気・ 海洋汚染を対象と し 、観測と モデ

ルを統合する こ と によ り 、こ れら の問題の発生メ カニズム

を解明する 。汚染発生に関わる 空間ス ケールの重層性を考

慮し たマルチス ケールモデルを構築し 、大気から 海洋と 陸

域への物質負荷も 考慮し て、環境負荷と 広域環境応答の関

係を定量的に評価する 。 更に、「 環境都市シス テムプロ グ

ラ ム」や社会環境シス テム研究分野と 連携し て削減シナリ

オの提示及びその影響評価シミ ュ レ ーショ ンを実施し 、東

アジアの広域環境問題の解決に資する 。

　 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向

を目指す。

（1） 東アジアの広域越境大気汚染を対象に、 観測 と モデ

ルを統合し て、 半球／東アジア／日本のマルチス ケール

大気汚染の実態 と 変動を把握し、 越境大気汚染によ る国

内での影響を評価し て、 越境大気汚染の発生構造 と 影響

を総合的に解明する こ と によ り 、 広域大気環境管理の推

進に資する科学的知見を提供する。

（2） 東アジアにおけ る汚濁負荷等の陸域人間活動が、 水

及び大気を介し て東シナ海 ・ 日本近海の海洋環境に及ぼ

す影響を、 陸域負荷の推計、 海洋観測、 海洋環境の数値

シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 解明する。 また陸域負荷変動に

対する海洋環境の応答をマルチス ケールで評価し、陸域・

海洋の統合環境管理施策立案に資する科学的知見を提供

する。

（3） 東アジア広域環境の統合管理に貢献する よ う 、 東ア

ジアの大気汚染 ・ 水質汚濁負荷の将来 ・ 削減シナ リ オに

対する大気 ・ 海洋環境への影響を予測 ・ 評価する。

〔内容および成果〕

　 地上や船舶等を用いた大気汚染のモニ タ リ ング観測を

開始する と と も に、 九州地域において大気汚染物質の観

測を開始し た。 マルチス ケールモデルの開発 ・ 改良が進

んだ。 また、 長江流域圏か ら海域への水質汚濁負荷量の

経年変化の評価な らびに土地利用 ・ 社会経済 ・ 環境政策

の変化に対応し た汚濁負荷量予測手法の開発を進めた。

更に、 中国の研究機関や全国の地環研 （推進費 と Ⅱ型共

同研究） と の共同研究体制の整備が進んだ。

東アジア広域環境研究プログラム

(4)-1. 　 観測 と モデルの統合によ る マルチスケール大気

汚染の解明と評価

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA041

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 高見昭

憲， 大原利眞， 佐藤圭， 清水厚， 菅田誠治， 永

島達也， 森野悠， 近藤美則， 清水英幸， 猪俣敏，

向井人史， 町田敏暢， 青野光子， 上田佳代， 伊

禮聡，西澤匡人，三好猛雄，原由香里，奈良英樹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 経済発展が著しい東アジアではオゾン ・ エア ロ

ゾルの前駆物質排出量が急増し、 地域規模で大気汚染が

深刻化し てい る上、 半球規模で大気質が変化し てい る。

こ のよ う な状況下、 日本において も オゾンの環境基準見

直しの機運が高ま る と と もに、 PM2.5 の環境基準が新し

く 制定された。 しかし ながら、 オゾンや PM2.5 に関する

大気汚染には、 国外か ら の越境汚染に加えて国内におけ

る生成も影響する ため定量的理解が困難であ る。 そ こ で

本研究では、 地上 ・ 船舶 ・ 航空機によ る野外観測、 宇宙

か ら の衛星観測、 全球 ・ 領域化学輸送モデルを統合的に

使用し て、 半球／東アジア／日本域のマルチス ケール大

気汚染の実態 と 発生機構を解明する と と も に、 将来予測

と 対策シナ リ オ ・ 影響の評価を行 う 。 それによ り 、 東ア

ジア地域におけ る広域大気環境管理のための国際的枠組

みの策定に寄与する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度はまず、 観測 と モデルを統合し て、 半球／東ア

ジア／日本のマルチス ケール大気汚染の実態 と 変動を把

握し、 越境大気汚染によ る国内での影響を評価する ため

に、 東アジアの広域大気汚染を対象にし たガス状 ・ 粒子

状物質の観測を開始 ・ 継続する と と も に、 全球 ・ 領域化

学輸送モデルや排出イ ンベン ト リ ーの開発に着手し た。

また、 越境大気汚染によ る国内の植生や人間への影響評

価を行 う 研究を開始し た。

〔備考〕
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〔関連課題〕

0711AQ001 　 東アジア域におけ る エア ロ ゾル空間分布の

把握およびその変動の抽出に関する研究 46p.

0812CD005 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質の

わが国風上域での動態把握 46p.

0911AH001 　 植物のオゾン被害 と ス ト レ ス診断に関する

研究 47p.

0911BC002 　 ブナ林域の総合モニ タ リ ング手法の開発 と

衰退 リ ス ク評価に関する研究 47p.

0911CD019 　 西部北太平洋域におけ る炭素同位体観測に

よ る黒色炭素粒子の発生源寄与 ・ 広域分布評価－数値モ

デルによ る黒色炭素粒子の広域輸送計算－ 48p.

0911KB001 　 アジアの メ ガシテ ィ におけ る オゾ ン と 二次

粒子の生成 メ カニズムに関する研究 48p.

0913BA001 　 東アジアにおけ る排出イ ンベン ト リ の高精

度化と大気汚染物質削減シナ リ オの策定 48p.

0913BA004 　 地上 ・ 衛星ラ イ ダーによ る アジア域のエア

ロ ゾル解析に関する研究 49p.

0913BA007 　 北東アジアにおけ るモデル精緻化のための

オゾン ・ エア ロ ゾル現場観測 （揮発性有機化合物 と 窒素

酸化物の測定） 49p.

1012AH004 　 PM2.5 と光化学オキシダン ト の実態解明 と

発生源寄与評価に関する研究 49p.

1012AH005 　 ブナ林生態系におけ る生物 ・ 環境モニ タ リ

ングシステムの構築 50p.

1012AH006 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏

オゾンおよび酸性霧によ る森林影響 51p.

1012BA002 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る

越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化 51p.

1012BD003 　 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデ

ルの妥当性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較によ る大気

質モデ リ ングの妥当性検証と予測精度評価－ 52p.

1014CE001 　 大気環境物質のためのシーム レ ス同化シ ス

テム構築と その応用 52p.

1014CE002 　 大気環境物質のためのシーム レ ス同化シ ス

テム構築と その応用 ( ２ ) 大気汚染物質 ・ ダス ト の同化

と逆問題システムの構築 52p.

1015AF001 　 東アジアにおけ る大気質変化を解明する た

めの沖縄辺戸 ・ 長崎福江におけるモニタ リ ング 52p.

1112CD003 　 揮発性ビ ン ・ 詳細反応モデル開発に よ る二

次有機エア ロ ゾル計算の精緻化と生成機構解明 53p.

1112CD006 　 社会経済活動のグ ローバル化を考慮し たエ

ア ロ ゾル排出源と影響の評価 53p.

1113BA003 　 地球温暖化対策 と し てのブ ラ ッ ク カーボン

削減の有効性の評価 53p.

1113BA007 　 全国の環境研究機関の有機的連携に よ る

PM2.5 汚染の実態解明と発生源寄与評価 54p.

1113CD002 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ン ス

ト レ ス診断手法の開発 54p.

【関連課題】

1） 　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ

びその変動の抽出に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0711AQ001

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま で国立環境研究所が東アジア域に展開

し て き た ラ イ ダーネ ッ ト ワーク によ り 、 大規模なエア ロ

ゾル現象の空間的拡が り や時間発展の様子が準 リ アルタ

イ ムで可視化で き る よ う にな っ た。 今後は蓄積 さ れた

デー タ か ら エア ロ ゾル分布の特徴を示す代表的なパ ラ

メ ータ を抽出し、 その空間分布や長期変動を示すこ と で

観測結果を各種モデルの検証などに活用し ていかなけれ

ばな ら ない。 そのよ う な観点か ら、 ラ イ ダー観測の特長

を活かし たエア ロ ゾル分布パラ メ ータの決定、 過去デー

タから の抽出、 時間変動の検出を行い、 東アジア域大気

環境変動を総合的に記述し てい く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 過去10年分の地上ラ イ ダーネ ッ ト ワークデータについ

て、 解析ルーチンを改良し た上で再解析し、 中期的なエ

ア ロ ゾル変動を検出可能なデータセ ッ ト を作成し た。 こ

の結果は大気質そのも のの研究のほか、 黄砂疫学調査に

も用いられている。

　 また、 ラ イ ダーによ る光学パラ メ ータ （黄砂 ・ 球形粒

子の消散係数） と 地上観測 と の比較を行い、 PM2.5/SPM

重量濃度の組み合わせ と黄砂消散係数に対応が見られる

こ と や、 気象庁目視観測によ る黄砂 ・ 煙霧 ・ もやが消散

係数 と が一定のばらつきの中で対応し ている こ と を示し

た。 粒子形状に依存し た ラ イ ダー観測結果 と 目視 ・ 粒径

観測 と の対応は、 広域 ・ 長期に渡 り 存在する後者によ っ

て も エア ロ ゾル種毎の影響評価などに利用する こ と が可

能であ る こ と を示唆し ている。

〔備考〕

2） 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）， 高見昭憲
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〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 人体の健康に影響を与える可能性があ る PM2.5

および黒色炭素濃度を対象 と し て、 福江、 沖縄および九

州北部において地上通年観測を実施し、 濃度レベルおよ

び季節変動を明らかにする （産総研）。 PM2.5 に含まれる

主要化学成分や微量の有害成分 （PAH, 重金属） の濃度レ

ベル、 空間分布、 輸送パターン、 輸送中の変質プロ セス

を調べる （環境研、 名古屋大）。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 多環芳香族炭化水素 （PAH） およ び n- アル

カンなど粒子状有機物の集中観測を、 2011 年 8 月およ び

2012年3月に長崎福江島およ び福岡市で行った。ま た、2010

年 12 月と 2011 年 8 月に捕集さ れたフィ ルタ ーサンプルの

分析を 行っ た。 こ れま でに行っ てき た春季の観測結果と

2011 年 12 月に行った冬季およ び本年度行った夏季の観測

結果と 比較する こ と によ って、 季節変化の検討を行った。

福岡市の PAH に占める 広域大気汚染の寄与率 （長崎福江

島の総 PAH 濃度を福岡市の総 PAH 濃度で割ったも の）は、

冬季に最大 （平均 0.75） と なり 、 春季に中間の値であり

（ 平均 0.51）、 夏季に最小 （平均 0.22） と なる よ う な季節変

化を示すこ と が明ら かになった。こ れは、冬季に大陸から

の輸送が支配的になり 、夏季に太平洋から の輸送が支配的

になる こ と を反映し ている と 考えら れる 。

〔備考〕

3） 　 植物のオゾン被害と ス ト レス診断に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0911AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

久保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 東アジアを中心 とする全地球的な対流圏

オゾン濃度の上昇が指摘され、 オゾンは局地的な大気汚

染ガスであ るばか り でな く 、 地球規模での生態系や人間

活動に対する深刻な脅威であ る と 認識される よ う になっ

ている。 特にオゾンの影響によ る森林の減少や農作物の

減収等が強 く 懸念されている こ と か ら、 植物被害の機構

解明 と 共に、 我が国各地の植物被害の実態の把握が急務

であ る と 考えた。 そ こ で、 各地方環境研究所等におけ る

植物 （アサガオ） 被害に関する共同調査を継続し、 中長

期的な被害実態の把握を目指す。 また、 これまでに開発

し た遺伝子発現を用いた植物のオゾン ス ト レ ス診断手法

を改良し、 実際の植物被害調査への利用を拡大する こ と

を目的 と する。 目標は、 開発し た手法を用いて、 アサガ

オ等オゾン指標植物の野外におけ るオゾン ス ト レ ス診断

を実際に行な う と も に、 市民の理解を深める ために研究

結果の普及をはかる こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 地環研よ り 送付されたアサガオ葉試料におけ るオゾン

応答遺伝子の発現や構造を解析し た。 その結果、 野外に

おいて、 被害葉 と 無被害葉での光化学オキシダン ト によ

る発現の差異か ら オゾン ス ト レ スの診断に利用でき る新

たな遺伝子の候補が見出された。 また、 アサガオ以外の

野外の植物のオゾン応答遺伝子の塩基配列情報収集等を

行い、 一部は発現解析を行った。

〔備考〕

4） 　 ブナ林域の総合モニ タ リ ング手法の開発と衰退リ ス

ク評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0911BC002

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年日本各地で、 わが国の冷温帯を代表するブ

ナ林の衰退が確認され、 問題 と なっている。 そ こ で、 衰

退の顕在化、非顕在化に係わら ないブナ林域の衰退度（健

全度） の総合モニ タ リ ング手法を開発し、 さ ら に、 現在

のブナ林域の衰退 リ ス ク評価を実施し て、 ブナ林衰退を

予測し、 その保全および再生の対策に役立て る ための総

合的研究を推進する必要があ る。 具体的にブナ林衰退が

顕在化し ている神奈川県を主対象 と し て、 県試験研究機

関等 と 共同で、 野外調査、 環境制御実験、 モデル開発を

一体 と し た総合的研究を推進し、 ブナ林衰退機構究明の

ための研究を展開する。

〔内容および成果〕

ブナ林域におけ る現地調査 と 総合モニ タ リ ング手法の開

発に関し ては、 野外におけ る植生 と 環境に係わ る調査、

特にオゾ ン、 水ス ト レ ス、 ブナハバチの計測を継続し、

ブナ衰退度 と の関係を解析し た。 そ し て、 全国レベルで

も適応可能なブナ林域の総合モニ タ リ ング手法案を提示

し、 丹沢山地 と その他のブナ林域数地点で試行し、 その

有効性 ・ 現実性を検証し た。 ブナの生理生態的特性解析

によ るブナ林衰退機構の解明に関し ては、 ブナ樹木に対

する水ス ト レ ス と オゾンの長期複合実験を実施し、 生理

生態等多様な観点から単独・複合影響について解析し た。

水ス ト レ ス と オゾンの影響機作を解析し た と こ ろ、 両要

因は顕著にブナの生育抑制を引き起こすが、 独立的 ・ 相

加的に作用する こ と を解明し、 ブナ林の衰退機構につい

て考察し た。 ブナ林衰退地域の時空間解析 と ブナ林衰退

分布モデル構築に関し ては、 現地調査データ等を加え、
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最新のブナ林衰退分布等の変化を時空間解析し た。 丹沢

山地におけ る衰退の年代変化 と 地域間の違いを示し、 ま

たオゾン影響の広域解析法を提示し た。 総合モニ タ リ ン

グに よ る 衰退 リ ス ク 評価 と ブナ林の保全対策に関 し て

は、 総合モニ タ リ ングの改良案を提示する と 共に、 衰退

リ ス ク評価手法を提示し た。 本成果を各地のブナ林域で

実践する こ と によ り 、 モニ タ リ ング手法の検証 と 改良が

可能にな る と 共に、 地域毎の問題点の解明 と 適応可能な

保全対策の抽出ができ、 全国的なブナ林域の保全対策に

資する成果が期待される。

〔備考〕

当課題は重点研究プロ グ ラ ム 「東アジア広域環境研究プ

ロ グ ラ ム」 (4)-1. にも関連

共同研究機関 ： 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸 ・ 相 原 敬 次 ・ 谷 脇 徹 ・ 越 地 正） 、 Ⅱ 型 共 同 研 究

（1012AH005） 地環研等

5） 　 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒色

炭素粒子の発生源寄与 ・ 広域分布評価－数値モデル

による黒色炭素粒子の広域輸送計算－

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD019

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター） ， 西澤匡

人， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの気候影響の予測におけ る不確定

性を減 ら す上で、 黒色炭素の発生源、 輸送 ・ 除去過程、

およびその結果 と し ての広域的濃度分布や季節変化を解

明する こ と が大き な課題 と なっている。 しかし、 炭素系

粒子の発生源分別は こ れまであ ま り 進んでいなかった。

そ こ で、 中国産の石炭燃焼か ら発生する黒色炭素 と 国内

のデ ィ ーゼル排気起源の黒色炭素を炭素安定同位体 13C

の比 δ13C を用いて判別する。 また、 黒色炭素中の放射

性同位体 14C を用いて、 化石燃料燃焼起源 と バイオマス

起源に分別する。 これら の手法によ り 、 バ ッ ク グ ラ ウ ン

ド 観測点において採取し た黒色炭素を分析する こ と で、

バイオマス燃焼起源 と 化石燃料起源を判別、 さ ら に化石

燃料起源の う ち国内起源と中国起源の判別を目指す。

〔内容および成果〕

　 前年度に整備し た排出イ ンベン ト リ と 化学輸送モデル

を使用し て、 観測データ を対象 と し たシ ミ ュ レーシ ョ ン

計算を実施し、 黒色炭素濃度のモデル再現性、 季節別の

地域分布、 発生源地域別寄与率などを評価し た。

〔備考〕

6） 　 アジアのメ ガシテ ィ におけるオゾン と二次粒子の生

成メ カニズムに関する研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0911KB001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田邊潔，

横内陽子， 高見昭憲， 菅田誠治， 清水厚， 永島

達也， 伏見暁洋， 森野悠， 栗林正俊

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジアのメ ガシティ における オゾン・ 二次粒子

汚染の把握を目的と し た、 中国と の研究交流を実施する 。

具体的には、 日本側の測定分析や大気汚染モデルの技術

と 、 中国側の発生源調査技術や都市汚染情報を 組み合わ

せ、研究方法や研究結果をワ ーク ショ ッ プや研究会を通じ

て相互に交換し ながら 、中国およ び日本国のそれぞれで研

究を実施する こ と によ り 、 オゾンと 二次粒子の汚染特性、

排出実態、発生メ カニズム、発生源種類別寄与などを総合

的に解明し 、両国のメ ガシティ における 都市大気汚染制御

のための科学的知見を共有する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 2010年6月に北京で実施し た集中観測の観測データ を、

化学輸送モデルを使用 し て総合的に解析す る こ と に よ

り 、 北京におけ るオゾン と 二次粒子の発生 メ カニズムを

把握する研究を清華大学と共同し て進めた。

〔備考〕

公募名 （事業名） ： 独立行政法人科学技術振興機構 ・ 戦略

的国際科学技術協力推進事業 （研究交流型）

共同研究先 ： 中国 ・ 清華大学 　 ( リ ーダー ) Jiming  Hao

（教授） （ メ ン バー ) Jiayu Xu、 Ye Wu、 Shuxiao Wang、

Yongliang Ma、 Yexuan Wang、 Guanghui Li、 Liu Yang、 Jia

Xing、 Biwu Chu、 Shaojie Song

共同研究 メ ンバー 　 愛媛大学 ： 若松伸司、 西川敦、 岡崎

友紀代、 斎藤正彦

埼玉県環境科学国際セン ター ： 長谷川就一 　

7） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リの高精度化と大

気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東アジアにおけ る大気汚染物質の排出 イ ンベ

ン ト リ について、 観測データや排出実態データ を基に高

精度化を図る。 また、 環境技術導入モデルを開発し、 排

出削減に資する都市環境政策シナ リ オを提案・評価する。
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更に、 東アジアにおけ る温暖化対策シナ リ オ と 整合し た

大気汚染物質削減シナ リ オを策定する。

〔内容および成果〕

　 ア ジ ア域におけ る 大気汚染物質の排出 イ ンベン ト リ

REAS について、衛星・地上観測データによ る逆モデル計

算、 検証及び最新推計 ( ト ッ プダウ ン ・ アプローチ )、 及

び排出実態データ に基づ く 排出量推計の改良 ( ボ ト ム

ア ッ プ ・ アプローチ ) を行い、 その高精度化を図った。

　 また、 中国におけ る大気汚染物質の排出削減対策技術

の地域ご と の導入水準 と その削減効果を同定する と と も

に、 日本の産業集積都市におけ る比較調査に基づいて、

経済成長、 産業構造、 環境投資水準か ら排出水準を推定

する技術導入モデルを開発し た。

　 さ ら に、 統合評価モデルである AIM を使用し 、 IPCC 第

5 次評価報告書に向けて検討さ れている 温暖化対策シナリ

オやアジアの低炭素社会シナリ オをベース に、社会経済活

動及び総合的な大気汚染物質削減シナリ オを策定し た。

〔備考〕

8） 　 地上 ・ 衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）， 原由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東 ア ジ ア域に展開 さ れ た地上 ラ イ ダ ネ ッ ト

ワークや衛星搭載ラ イ ダーで計測された球形汚染エア ロ

ゾル濃度の季節 ・ 経年変化や地域変化を排出量や領域モ

デル結果と と もに解析する。

〔内容および成果〕

　 再解析された過去10年分の地上ラ イ ダーデータから得

られた球形粒子消散係数の鉛直積分値(光学的厚さ :AOD)

および MODIS 微少粒子によ る AOD、 さ らに中国国内の

空港視程データから変換し た地上付近の消散係数につい

て、 2004-2008, 2008-2011 の 2 期間に関し て ト レ ン ド を抽

出し た。 こ の結果、 前半では東アジア域において増加 ト

レ ン ド が見られ、 後半では華北を除き減少 ト レ ン ド が見

られた。前駆物質のエ ミ ッ シ ョ ンを 2006 以後固定し た化

学輸送モデルCMAQによれば後半にも増加傾向が示され

る ため、 後半に観測された減少 ト レ ン ド は気象変化など

の要因によ る も のではな く エ ミ ッ シ ョ ンが減少し ている

こ と を示唆し ている。

〔備考〕

S-7-1( 代表 :JAMSTEC 金谷有剛チーム リ ーダー ) のサブ

テーマ

9） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 （揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定）

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 猪俣敏，

齊藤伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 九州地域 ・ 東シナ海 ・ 中国華北 ・ 華中地域にお

け る オゾ ン ・ エア ロ ゾル ・ 前駆物質の集中観測を企画 ・

実施し、 中国 ・ 日本に跨る広域汚染を観測か ら明ら かに

する。 特に、 オゾンやエア ロ ゾルの前駆物質であ る揮発

性有機化合物と窒素酸化物の観測を担当する。

〔内容および成果〕

　 昨年度、 中国上海近郊で行った観測の う ち、 窒素酸化

物 と 揮発性有機化合物の時間変動データ を解析し た。 そ

の結果、 人為起源排出源によ って汚染された期間、 清浄

な海洋性の空気塊に影響された期間、 バイオマスバーニ

ングによ って汚染された期間に分かれる こ と が明らか と

な り 、 それぞれの期間について、 化合物間の相関関係か

ら、 発生比を推定し た。

〔備考〕

10） 　 PM2.5と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH004

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター），菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 PM2.5 と 光化学オキシダン ト の実態を解明し、

発生源寄与率を評価する こ と を目的に、 これまで実施し

てきた C 型共同研究 「西日本及び日本海側を中心 と し た

地域におけ る光化学オキシダン ト 濃度等の経年変動に関

する研究」 ( 平成 13 ～ 15 年度 )、「日本における光化学オ

キシダン ト 等の挙動解明に関する研究」 （平成 16 ～ 18 年

度） 、 「光化学オキシダン ト と粒子状物質等の汚染特性解

明に関する研究」 （平成 19 ～ 21 年度） を発展させ、 (1)

常時測定時間値データや PM2.5 測定データのデータベー

ス化 と 解析、 (2) 粒子成分や VOC 成分の測定 と 解析、

(3)PM2.5や光化学Oxの測定法に関する検討、(4) モデル解

析等によ る発生源寄与率評価の検討、 (5) 衛星観測データ

解析などを実施し て、PM2.5 と光化学 Ox の実態を解明し

発生源寄与率を評価する こ と によ り 、 地方自治体や国の

大気汚染施策に活用する こ と を目的とする。
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〔内容および成果〕

　 前年度に整備し た共同研究体制および研究計画に基づ

き研究を推進し た。 全国の大気環境時間値や PM2.5 測定

値などのデータベース化 と その活用に関する検討を進め

た。PM2.5 と光化学 Ox の測定法や衛星観測データ解析手

法な ど について検討 し た。 更に、 本年度か ら 始 ま っ た

PM2.5 成分 ・ VOC 成分の観測および分析法について議論

し情報共有を行った。

〔備考〕

参加 52 研究機関： 独立行政法人北海道立総合研究機構環

境科学研究センタ ー、 青森県環境保健センタ ー、 岩手県環

境保健研究センタ ー、 宮城県保健環境センタ ー、 秋田県健

康環境センタ ー、 山形県環境科学研究センタ ー、 新潟県保

健環境科学研究所、 茨城県霞ヶ 浦環境科学センタ ー、 栃木

県保健環境センタ ー、 群馬県衛生環境研究所、 埼玉県環境

科学国際センタ ー、 さ いたま 市健康科学研究センタ ー、 千

葉県環境研究センタ ー、財団法人東京都環境整備公社東京

都環境科学研究所、 川崎市公害研究所、 長野県環境保全研

究所、 山梨県衛生環境研究所、 静岡県環境衛生科学研究

所、 富山県環境科学センタ ー、 石川県保健環境センタ ー、

福井県衛生環境研究センタ ー、 岐阜県保健環境研究所、 愛

知県環境調査センタ ー、 名古屋市環境科学研究所、 三重県

保健環境研究所、 滋賀県琵琶湖環境科学研究センタ ー、 京

都府保健環境研究所、 京都市衛生環境研究所、 大阪府環境

農林水産総合研究所、 大阪市立環境科学研究所、 財団法人

ひょ う ご環境創造協会兵庫県環境研究センタ ー、神戸市環

境保健研究所、 鳥取県衛生環境研究所、 島根県保健環境科

学研究所、 岡山県環境保健センタ ー、 広島県立総合技術研

究所保健環境センタ ー、 山口県環境保健センタ ー、 徳島県

保健環境センタ ー、 香川県環境保健研究センタ ー、 愛媛県

立衛生環境研究所、 高知県環境研究センタ ー、 福岡県保健

環境研究所、 福岡市保健環境研究所、 北九州市環境科学研

究所、佐賀県環境センタ ー、長崎県環境保健研究センタ ー、

熊本県保健環境科学研究所、 熊本市環境総合研究所、 大分

県衛生環境研究センタ ー、 宮崎県衛生環境研究所、 鹿児島

県環境保健センタ ー、 沖縄県衛生環境研究所

共同研究者 ： 若松伸司 （愛媛大学）、 山川和彦 （国立環境

研究所）、 笠原三紀夫 （中部大学）、 鵜野伊津志 （九州大

学）、 神成陽容 ( 国立環境研究所）、 野口克行 （奈良女子

大）、 早崎将光 （千葉大学）、 速水洋 （電力中央研究所）、

飯島明宏 （高崎経済大） 、 岩本真二 （日本環境衛生セン

ター）、 日置正 （京都府保健環境研究所）、 大泉毅 （アジ

ア大気汚染研究セン ター）、 佐野到、 向井苑生、 中田真木

子 （近畿大学）

11） 　 ブナ林生態系における生物・環境モニ タ リ ングシス

テムの構築

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH005

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ブナ林は日本の冷温帯を代表する落葉広葉樹

林であ り 、 生物多様性の高い極相林 と し て存続し ている

地域も多いが、 近年各地でブナ林の衰退現象が報告され

ている。 そ こ で、 ブナ林生態系の衰退／健全度を評価し、

劣化兆候を早期に把握し、 迅速に対処する ために、 長期

モニタ リ ングを実施し、因果関係を把握する必要があ る。

本研究では、 ブナ林生態系を脅かす要因 （オゾン、 地球

温暖化、 乾燥化、 シカ食害、 虫害等） について、 生態学

的、 環境科学的視点か ら、 統合的に評価する ための長期

継続モニタ リ ング手法を確立し、「ブナ林生態系モニ タ リ

ング標準調査マニ ュ アル」 を作成する。 また、 モニ タ リ

ングデータ共有システムを構築し、 各地域におけ るブナ

林生態系の評価と保全対策に資する。

〔内容および成果〕

全国のブナ林生態系におけ る生物および環境に係わるモ

ニ タ リ ングシス テム構築のため、 ブナ林生態系の健全度

に関する総合調査マニュ アル （2009 年度版） に基づ く ブ

ナ衰退度等の統一調査を含め、 本年度は以下のよ う な活

動を行った。 ブナ樹木の目視衰退度評価、 ブナ葉の葉緑

素含有量 （SPAD 値） 計測、 大気中のオゾ ン濃度 （パ ッ

シブ法） 計測の統一調査については多 く の自治体が参加

し て実施し た。 また、 参加自治体のブナ林域現況把握調

査を、 本年度は静岡県の富士山二合目および函南原生林

のブナ林で実施し、 ブナ衰退 と 統一調査の現状を目認し

た。 平成 23 年度は、 国環研を含めた 14 研究機関が正式

に、 ８ 機関が協力機関 と し て参加し、 ネ ッ ト ワーク化が

図られた。 統一調査以外に も、 林床植生に着目し た調査

方法 （調査区設定、 毎木調査、 衰退度調査、 植物社会学

的植生調査、 ササ稈密度調査等） について再検討し、 数

地点で調査を試行し た。 こ の他、 パ ッ シブサンプ ラー法

と 連続計測法によ るオゾン濃度の比較、 オゾン濃度の標

高解析、 NO2 パッ シブサンプラー併置によ るポテンシャ

ルオゾンの推定、 植物 ・ 植生に対する基準指標 （AOT40、

SUM60 等） と ブナ衰退と の関係解析、 樹液流計測によ る

ブナ樹木の生理活性評価、 ブナ開葉フ ェ ノ ロ ジー と 積算

気温、 ブナの遺伝子発現解析、 ブナ科樹木の着果、 ブナ

葉の元素組成， ブナハバチ調査法、 シカ等の採食記録、

ブナの蒸散 と 光合成、 水ス ト レ ス と オゾ ンの複合影響、

ブナ衰退の目視評価 と 画像解析の比較、 ブナ林域の航空
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写真や衛星写真によ る リ モセン解析等についての研究を

実施し、 情報を共有し た。

〔備考〕

課題は重点研究プロ グ ラ ム 「東アジア広域環境研究プロ

グ ラ ム」 (4)-1. にも関連

共同研究機関 ： 福岡県保健環境研究所 （須田隆一 ・ 濱村

研吾）、 北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター （山

口高志 ・ 野口泉）、 岩手県環境保健研究セン ター （松本文

雄）、 秋田県健康環境セン ター （小林貴司）、 秋田県農林

水産技術セン ター （和田覚） 、 埼玉県環境科学国際セン

ター （三輪誠） 、 神奈川県環境科学セン ター （武田麻由

子、 小松宏昭）、 神奈川県自然環境保全セン ター （山根正

伸、 谷脇徹、 相原敬次、 越地正）、 静岡県環境衛生科学研

究所 （石井聖）、 富山県農林水産総合技術セン ター森林研

究所 （中島春樹）、 福井県自然保護セン ター （水谷瑞希）、

広島県立総合技術研究所保健環境セン ター （山本哲也） 、

岡山県自然保護セン ター （西本孝）

12） 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾ ン

および酸性霧による森林影響

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH006

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 北海道東部の摩周湖外輪山では、 ダケカンバな

どの森林衰退が報告されているが、 病虫害や風害等の状

況証拠は無 く 、 衰退原因 と し て最近濃度上昇が認め られ

る 大気汚染物質の影響が指摘 さ れ る。 こ れま で月平均

70ppb 強のオゾンが確認され、 また、pH3 台の霧も報告さ

れてお り 、 流跡線解析か ら、 長距離輸送された汚染物質

の影響が示唆された。 以上か ら本研究では、 摩周湖外輪

山で長距離輸送が原因 と 考え られるオゾンや酸性霧の現

地調査を行い、 化学的 ・ 気象的要因 と の関係を解明する

と 共に、 衰退森林の質的量的変化について、 現地調査や

室内実験、 モデル解析を合わせて評価する。

〔内容および成果〕

昨年度に引き続き、 摩周湖周辺でダケ カ ンバの衰退や、

オゾン、 ポテンシ ャルオゾンおよび霧に関する調査を進

めた。春季（4 ～ 6 月）のポテンシャルオゾン濃度は 40ppb

を超えてお り 、 北海道東部 と し ては比較的高濃度であっ

た。 また、 改良霧採取装置を用いて 1 日ご と採取し た霧

試料から、 摩周湖周辺では頻繁に pH3 台の酸性霧が発生

し ていた。 今回、 1977 年および 2008 年の航空写真の解

析から、 衰退地域は主に南 - 西側の外輪山稜線付近に多

い こ と、 外輪山外側斜面では樹木が衰退あ るいは拡大し

ている地域があ り 、 過去 30 年で植生が変化し ている こ

と、 内側斜面は森林が維持され、 外側斜面よ り 安定し た

環境であ る こ と 等が抽出された。 一方、 摩周湖の現地踏

査の結果、 外輪山南側斜面付近で概ね枯死木が確認され

たが、 摩周岳頂上～摩周岳 - 外輪山稜線間に枯死木は視

認されなかった。 以上よ り 、 航空写真からの推定結果は、

緩斜面では有効であ るが、 急斜面では誤分類を含む と 思

われ、 更なる現地確認が必要であ る と考え られた。

〔備考〕

当課題は重点研究プロ グ ラ ム 「東アジア広域環境研究プ

ロ グ ラ ム」 (4)-1. にも関連

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境科学研究セン

ター （野口泉、 山口高志、 酒井茂克）

研究協力機関 ： 弟子屈町 （渡邊忠、 久保島康行）

13） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る越境汚

染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

佐藤圭， 三好猛雄

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 越境汚染の影響を強 く 受けてお り 、 かつ、 域内

では人口も少な く 人為起源排出が少ない と 考え られる九

州沖縄地区の島嶼部をモデル地区 と し、 大気中の粒子状

物質のバルク観測に加え、 先端的単一微粒子内部構造解

析装置によ る分析を行い、 越境汚染微粒子の起源 ・ 履歴

解明の高精度化を推進する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 エア ロ ゾル質量分析計および 10 点グ ローバルサンプ

ラーを用いたフ ィ ルターパ ッ ク法によ る捕集を長崎県福

江島の国立環境研究所福江観測ス テーシ ョ ンに設置し、

観測を行った。 平成 23 年度は 11 月に個別分析用の試料

採集と同期し て観測を行った。 また、 平成 22 年度に取得

し たデータの解析も行った。 平成 22 年 12 月 6 日、 8 日、

11 日、 15 日から 20 日にかけてサルフ ェー ト 濃度が高 く

なった。粒径分布において も 600nm 付近にピークがあ り 、

観測地点の近郊で生成し た粒子ではな く 、 長距離輸送さ

れた粒子を観測し た と考え られる。

　 有機物の酸化状態 を 解析す る た め Positive Matrix

Factorization と いう 手法を用いて因子解析を行った。解析

によ る と 、炭化水素様有機エアロ ゾル、酸化さ れた有機エ

アロ ゾルが因子と し て抽出さ れた。こ のほかに、近距離か

ら 輸送さ れたと 考えら れる 質量ス ペク ト ルも 得ら れた。

〔備考〕
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14） 　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリ ングの妥当性検証と予測精度評価－

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1012BD003

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 二次粒子成分などの PM2.5濃度に対する化学輸

送モデルの再現性を向上し、 モデルをわが国の PM2.5 対

策検討に 「使え る」 ツール と し て確立する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 PM2.5 の無機イオン成分を主要対象と し て、 大気質モ

デル相互比較 ・ 感度実験のために、 新たに 2010 年冬およ

び 2011 年夏を対象と し た標準気象 ・ 排出 ・ 境界濃度デー

タ を作成し た。 また、 標準データ を用いて大気質モデル

によ る濃度計算を実施し、 サブテーマ １ 等か ら得られた

観測データ を比較する こ と で、大気質モデルによ るPM2.5

および成分濃度、 鉛直拡散、 広域輸送の再現性の妥当性

と課題について検討し た。

〔備考〕

15） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 1014CE001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 次世代の全球大気モデルであ る、 正 20 面体格

子非静力学モデル （NICAM） を利用し て、 二酸化炭素 と

大気汚染物質の両方を同化 し、 発生源を推定 （逆問題）

する シス テムを構築する。 このユニーク なシステムを関

東平野領域に適用し て、 温暖化 ・ 全球大気汚染 ・ 都市化

の複合影響によ って変化する メ ガシテ ィ ー環境に社会が

適応する ための施策案を、 国や自治体 と 協力し て作成す

る。

〔内容および成果〕

　 健康影響については関東域の疫学データ を用い、 年齢

を考慮し、 高い感受性を持つグループ （高齢者など） に

対する大気環境因子の影響について分析し た。 解析よ り

得られた結果を用いて影響予測関数を作成し た。 都市緑

化策については、 各種の緑地保全策や緑化事業が， 土地

被覆をはじめ と する実際の土地の環境特性にどのよ う な

影響を与えているかを分析し た。 自治体 と の協力につい

ては、 自治体関係者の意識調査を行い、 どのよ う な施策

に関する シ ミ ュ レーシ ョ ンの結果の提示を望むか調査し

た。

〔備考〕

16） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用 ( ２ ) 大気汚染物質 ・ ダス ト の同化と

逆問題システムの構築

〔区分名〕 文科 - 振興費

〔研究課題コー ド〕 1014CE002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 次世代の全球大気モデルであ る正 20 面体格子

非静力学モデル （NICAM） と領域モデルを利用し て、 二

酸化炭素 と 大気汚染物質の両方を同化し、 発生源を推定

（逆問題） する システムを構築する。 このシステムを関東

平野領域に適用し て、 温暖化 ・ 全球大気汚染 ・ 都市化の

複合影響によ って変化する メ ガシテ ィ ー環境に社会が適

応する ための施策案を、国や自治体 と協力し て作成する。

〔内容および成果〕

　 前年度に行き続き、 アジア域排出イ ンベン ト リ REAS

と 日本国内の排出イ ンベン ト リ に関する情報の収集 ・ 整

理を進め、 両者を統合する こ と に よ って、 SALSA プ ロ

ジ ェ ク ト のモデ リ ングで使用する ための大気汚染排出イ

ンベン ト リ データ を整備し た。

〔備考〕

17） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖

縄辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 横内陽子， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本の西部、 九州沖縄地区ではオゾンや粒子状

物質の高濃度イベン ト が観測され、 越境大気汚染の寄与

が示唆されている。 長期観測によ り 大気汚染物質の経年

変化を監視し、 大気環境管理や影響評価の基礎データ と

する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所沖縄辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測 ス

テーシ ョ ン、 および、 福江島大気観測施設において、 こ

れまで通 り ガス、 粒子状物質の観測を継続し た、 主な観

測項目はエア ロ ゾルの化学組成、 重量濃度、 光学特性、

鉛直分布であ る。 沖縄辺戸ステーシ ョ ンいついては観測
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項目をホームページ上に公開し ている。福江観測所では、

粒子状物質に加え VOC、 NO ｙ 、 オゾン、 NOx、 SO2、 CO

などガス状物質も独自に観測し ている。

〔備考〕

18） 　 揮発性ビン ・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD003

〔担当者〕 ○森野悠 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 未解明かつ重要な大気汚染物質であ る、 二次有

機エア ロ ゾル (SOA) の正確な動態把握 と発生源解析を目

的と し て、 揮発性ビンモデル (VBS モデル )、 及び詳細反

応モデル (MCM モデル ) を、 世界に先駆けて三次元大気

質モデル上で開発する。 このモデルを用いて、 従来研究

で大気質モデルによ る顕著な過小評価が明ら か と なって

いる化石燃料起源 SOA に対し ては、VBS モデルの計算結

果を解析し て、 同定されていない低揮発性の揮発性有機

化合物 (SVOC) の SOA 生成への寄与を定量する。 生物起

源 SOA に対し ては、 MCM モデルで計算される有機成分

ご と の濃度を実測値と比較し て、モデル中の SOA 生成過

程を精緻に検証する と と もに、 SOA 成分濃度の支配要因

を解明する。

〔内容および成果〕

　 詳細反応モデル (MCM モデル ) を 3 次元モデルに組み

込み、 SOA 濃度計算を実施 し て、 成分別 ・ 官能基別の

SOA 濃度分布を推計し た。 また、 ボ ッ ク スモデル上で複

数の粒子化計算モジ ュールを比較し て、 最適な手法を検

討し た。

　 揮発性ビンモデル (VBS モデル ) の入力データ を整備す

る ために、 これまで未整備であ る SVOC の排出量推計手

法を検討し た。

〔備考〕

19） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮 し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 新学術研究領域 「東アジアにおけるエア ロ ゾル

の植物 ・ 人間系へのイ ンパク ト 」 において、 本研究課題

では、 アジアに存在する種々の発生源によ るエア ロ ゾル

や前駆体の自国内及び越境汚染に伴って生じ る他国への

健康 ・ 植物影響の代表量を影響ポテンシ ャル と し て化学

輸送モデルに基づいて評価し、発生源と影響と のソース ・

リ セプター関係を自然科学的視点か ら定量化する。 その

結果をアジアあ るいはグ ローバル産業連関表の各経済部

門に一元的に導入する こ と で、 自国内汚染 と あわせて他

国が日本へ及ぼす （越境） 汚染 と そのイ ンパク ト 、 あ る

いは他国へわが国の経済活動、 消費が誘発する効果 （環

境 リ ーケージ） を定量的に明ら かにする こ と を目的 と し

ている。

〔内容および成果〕

　 東 ・ 東南アジア諸国の部門別排出量 と 各国の粒子状物

質濃度 と の関係を定量化する ために、 粒子状物質濃度に

対する ソース ・ リ セプター解析 (SR 解析 ) と、 ソース領

域の排出量の変化に対する リ セプター領域におけ る感度

を調べる感度解析を、 数値モデル と 排出イ ンベン ト リ を

用いた数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ って行った。その結果、

黒色炭素の地上濃度については、 東アジアでは中国の寄

与が40-80%を占めるのに対し東南アジアでは自国の寄与

が 20-60% と最も大きいこ と、サルフ ェ イ ト についてはほ

ぼ全ての国で中国か らの寄与が大き く 各国の地上濃度の

20-80% を占める こ と などが明らか と なった。

〔備考〕

20） 　 地球温暖化対策と し てのブ ラ ッ ク カーボン削減の

有効性の評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA003

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

三好猛雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究の全体の目的は地球温暖化対策 と し て

の BC エア ロ ゾル削減の有効性を評価する こ と であ る。す

なわち、 各種の排出源か ら排出される  BC や他の人為起

源物質の排出量を削減し た場合、 アジアやグ ローバルス

ケールにおいて、 放射強制力、 気温、 降水量がどのよ う

に変化するのか、 直接 ・ 間接効果を含めて総合的に評価

する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度には、 国立環境研究所辺戸岬大気 ・ エア ロ

ゾル観測ス テーシ ョ ン （以下辺戸ステーシ ョ ン） におい

て、BC を含むエア ロ ゾルの粒径分布を評価する ため、電

気移動度によ る分級 (5-500nm) と凝結粒子計測部の組み

合わせた、 ワ イ ド レ ンジパーテ ィ クルスペク ト ロ メ ータ

（WPS） での測定法の評価および地上観測を行った。 直径

200～300nmにピーク があ り 20個 /cm3から多い時で40個 /
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cm3 を超え る粒子が観測された。1 月 22 日午後から個数濃

度が上昇し、 1 月 25 日午後をピーク と し て濃度の高い状

態が継続し た。東アジア域における WPS の個数濃度分布

データが辺戸ステーシ ョ ンで初めて取得された。

〔備考〕

21） 　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染

の実態解明と発生源寄与評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA007

〔担当者〕 ○菅田誠治 （地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 平成 21 年 9 月、 微小粒子状物質 （PM2.5） に係

る環境基準が公示された。 全国において PM2.5 の広域的

な実態を把握し、 その発生源寄与率を評価する こ と は、

緊急かつ重要な社会的な課題であ る。 また、 発生源寄与

率評価の精度向上に、 発生源種類別の排出粒子組成情報

（「発生源プロ フ ァ イル」） の更新が必須であ る。

　 本研究では、 全国において PM2.5 の広域的な実態を把

握し、 その発生源寄与率を評価する。 また、 発生源種類

別の排出粒子組成情報 （「発生源プロ フ ァ イル」） の更新

を行 う 。 得られた発生源寄与率の情報は、 PM2.5 の発生

源対策策定に直接 ・ 間接に役立つ と 期待で き る。 ま た、

観測およびシ ミ ュ レーシ ョ ンの結果は、 健康影響を評価

する研究におけ る基礎データ と し て も役立つ と 期待でき

る。

〔内容および成果〕

　 PM2.5 の広域的な実態を把握するために、 観測サイ ト

14点を設置し、平成23年10月からPM2.5重量濃度の自動常

時観測と PM2.5 成分の各季 2 週間観測を開始し た。 寒冷

地等で発生し た観測関係の障害について理由を検討し、

対処し た。 観測法および分析法について検討を行った上

で、 試料分析を進めた。 発生源プロ フ ァ イルの基礎デー

タ と な るサンプルの収集を行った。 発生源寄与解析に用

いる リ セプタ解析手法の検討を行い、また、3 次元シ ミ ュ

レーシ ョ ンモデルの開発を進めた。

〔備考〕

22） 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ンス ト レ ス

診断手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 わが国では多 く の大気汚染問題が改善 さ れて

き たが、 光化学オキシダン ト （オゾン） については、 逆

に汚染の高濃度化、 広域化が進んでお り 、 人間の健康は

も と よ り 、 森林や農作物など植物への深刻な悪影響が強

く 懸念されている。 本研究の目的は、 植物が生育環境中

のオゾンによ って受け る影響を正確かつ迅速 ・ 簡便に把

握する ためのス ト レ ス診断手法の開発であ る。 まずはオ

ゾン指標植物であ る アサガオや、 オゾンによ る衰退が示

唆されているブナ等の植物を用い、 オゾンに応答し て発

現する遺伝子の情報を得て、 実際の野外に生育し ている

植物の影響評価に利用可能な、 分子的機構に裏付け られ

しかも比較的安価に実施でき る手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 遺伝子発現を用い、 植物がオゾン ス ト レ ス を受けてい

るかど う かの評価、 及び受けている場合はその程度を評

価する手法を開発する。 ブナ等のオゾン暴露を暴露チャ

ンバー内で行い、 オゾンで誘導される遺伝子発現を調査

し て ス ト レ ス診断用のマーカー遺伝子の探索を行った。

また、 野外で生育し ている アサガオについて、 遺伝子発

現調査用の試料を採取し、 保管し た。

〔備考〕

(4)-2. 　 広域人為イ ンパク ト による東シナ海 ・ 日本近海の

生態系変調の解明

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA042

〔担当者〕 ○越川海 （地域環境研究セン ター）， 水落元之，

王勤学， 岡寺智大， 牧秀明， 東博紀

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 東アジア陸域起源の汚濁負荷増大が東シナ海

陸棚域におけ る赤潮発生等の広域海洋環境劣化を引き起

こ し ている こ と が懸念される。 本プロ ジェ ク ト では、 東

シナ海や日本近海の環境保全、 あ るいは中国国内の汚濁

負荷削減施策の推進に資する こ と を目的 と し て、 長江流

域圏の汚濁負荷推計、 海域への汚濁輸送 と 海洋生態系へ

の影響機構の把握、 陸域起源汚濁負荷が及ぼす海洋環境

への影響評価のための数理モデルの開発を行 う 。 特に、

陸域汚濁負荷推計では、 土地利用や環境政策の変化に応

じ て予測可能な手法の確立 と 将来の陸域負荷削減シナ リ

オを提示し、 海洋生態系モデル と の連携に よ り 、 陸域 ・

海域の統合的広域環境管理オプシ ョ ンの定量的な評価を

目指す。

〔内容および成果〕

　 陸域汚濁負荷推計では、 水需要イ ンベン ト リ モデルを

用いた長江デルタ地域の社会経済活動によ る排水中の窒

素 ・ リ ンの排出イ ンベン ト リ 作成、 な らびに土地利用 と
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汚濁負荷量の関係解析のための流域圏水 ・ 物質循環評価

モデルの長江全流域への適用に着手し た。 イ ンベン ト リ

解析では長江デルタの 2000 年の年間排出量が 250 万 t-N

および 32 万 t-P と推計された。 流域圏水 ・ 物質循環評価

モデルによ る解析では、 水質評価値の精度向上を図る た

め中国科学院 と の共同で長江下流の大通水文観測点にお

け る水質観測体制を構築し た。 現時点での試算では、 長

江デル タ 域の汚濁発生量が水物質循環モデルに よ る 長

江 ・ 大通の流量 と 既往水質データか ら推定される汚濁通

過量に匹敵する結果 と な り 、 デルタ域の汚濁負荷が海域

環境に及ぼす影響は無視でき ない こ と が示された。 また

長江デルタ域から発生する窒素 ・ リ ンの う ち約 80% が太

湖流域由来であ る こ と が示され、 将来の長江流域 ・ デル

タの負荷削減シナ リ オを検討する ための基盤情報の整理

と し て、 太湖流域の過去か ら現在までの水質保全計画の

比較解析を行った。 2008 年開始の太湖流域水環境総合治

理総体方案では、 従来か らの工業排水 ・ 生活排水の規制

強化 と 監督の重点化、 各対策項目に対し て経済施策であ

る産業構造調整 と の関連づけが行われてお り 、 今後の汚

濁負荷削減シナ リ オ ・ 排出量を検討する上で重要な点 と

考え られた。

　 東シナ海海洋生態系への影響機構の把握では、 東シナ

海生態系の劣化指標 と し て着目し ている渦鞭毛藻の生残

動態 ・ 環境条件の解明を目的 と し て、 海洋観測によ り 栄

養塩 ・ 乱流構造が植物プラ ン ク ト ンの鉛直分布に及ぼす

影響の観測や大型施設 ・ 海洋マ イ ク ロ コ ズムによ る培養

実験を行った。 その結果、 東シナ海陸棚海域の躍層水深

の渦鞭毛藻への栄養塩供給や日周鉛直移動特性が示され

た。 また東シナ海の流動 ・ 水質 ・ 底質 ・ 低次水界生態系

モデル高度化のための再現計算を試み、 陸棚への栄養塩

供給源 と し ての台湾暖流の寄与、 季節特性を解析し た。

その結果、 初夏の季節風の卓越によ る台湾暖流から陸棚

への栄養塩供給や長江希釈水 と の混合によ る栄養塩環境

の質の変化が、 陸棚域植物プ ラ ン ク ト ンの う ち渦鞭毛藻

の出現に影響を及ぼし ている こ と が示された。

〔備考〕

生物多様性研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP050

〔代表者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の効果的な保全を進め、 生物多様性

条約の愛知ターゲ ッ ト を達成する ためには、 生物多様性

の現状の把握 と、 保全策の効果を予測 ・ 評価する手法の

開発が不可欠であ る。 また、 生物多様性への直接的な脅

威への対策を立案するにはその実態の解明 と 将来の予測

が必要 と な る。 これら の目標にむけた科学的なアプロー

チは国内外で進められているが、 多種多様な生物 と 生態

系の総体であ る生物多様性の各側面を統合し て総合的に

評価 ・ 予測する手法はいまだ確立し ていない。 本研究プ

ロ グ ラ ムでは、 生物多様性の現状を把握する ためのデー

タ取得手法に関する研究、 集積されたデータ を総合的に

解析し て評価し、 保全に反映 さ せる手法に関する研究、

および喫緊の対応が必要 と されている外来生物等および

気候変動の生物多様性への影響評価 と 対策に関する研究

を行 う 。

　 本プ ロ グ ラ ムは、 ３ つのプ ロ ジ ェ ク ト で構成 さ れる。

プロ ジェ ク ト 1 では、 広域的な生物多様性の状況を効率

的に観測する手法を、 特に リ モー ト センシングによ る景

観把握および分子遺伝学的アプローチを重点に開発する

と と もに、 観測データの整備に貢献する。

プロ ジ ェ ク ト ２ は、 日本全国ス ケールでの土地利用の変

化に対する生物多様性の応答を評価 ・ 予測するモデルを

開発し、 生物多様性保全の観点か ら、 効果的な国土利用

デザ イ ン を評価す る 枠組みを構築す る こ と を目的 と す

る。 全国を対象に、 10km グ リ ッ ド程度の空間単位で、 生

物の分布、 物理環境、 人間によ る土地利用などの空間明

示的な分析を実施する。

プロ ジ ェ ク ト ３ は、 生物多様性の減少を招 く と される生

物的要因 （侵略的外来生物 ・ 遺伝子組換え生物）、 および

物理的要因 （温暖化） の影響の実態を解明し、 有効な管

理施策を検討する。 各要因が も た らす影響を統合的に評

価する と と も に、 外来生物の防除、 野生生物感染症の検

疫、 遺伝子組換え生物の分布拡大阻止、 温暖化によ る植

生変化に対する適応策など具体的対策手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 国内の景観および物理環境に関する地理情報を リ ス ト

ア ッ プし、 生物の分布の解析に必要な情報を統一し た基

準で整備する作業を開始し た。土地利用情報収集と森林・

農地等各生態系研究者への ヒ ア リ ングに よ る分類項目 ・

空間解像度に関する ニーズ調査を行った。 現在の土地利

用に関し ては、 環境省自然環境保全基礎調査によ る整備

が全国の半分程度しか進んでおらず、 未完成の森林部分

を リ モー ト センシング等を用いて整備する必要が明ら か

になった。

遺伝子によ る 生物種同定手法開発のために、生物種の固有

DNA塩基配列情報を収集し た。環境資料から のよ り 簡便な

種同定をする ために、細胞選別技術や遺伝子型分析技術を

活用し 手法開発を行った。生物種地域集団の分布範囲特定

のために、地理的ス ケールで有効な遺伝子マーカーを探索
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し た。 地域内における 生物集団の移動範囲特定のために、

マイ ク ロ サテラ イ ト 遺伝子マーカーを開発し た。

　 絶滅危惧維管束植物および鳥類 （合計 2000 種程度） を

対象と し て、 約 10km 四方の空間単位で保全の重要地域

を特定する分析を実施し た。 さ ら に、 絶滅が心配される

植物の個体数 と 減少率データ を用いて、 絶滅 リ ス ク を効

果的に低減させる こ と を目指す観点から の重要地域の特

定手法の開発に着手し た。 また、 シカの増加や社会状況

の変化に と も な う 将来の土地利用の変化に関する シナ リ

オの構築を行った。 その上で、 将来の環境の変化の予測

が含む不確実性の も と でも頑健な保全戦略を特定する た

めの数理モデルおよびシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発を

開始し た。

　 北海道のモデル地域を対象 と し た調査によ り 、 外来マ

ルハナバチの増加に伴い、 特に影響を受けるのは、 営巣

環境が類似する在来種 ２ 種であ る こ と が判明し た。 セ イ

ヨ ウオオマルハナバチについて、 薬剤防除手法開発のた

め薬剤感受性試験を実施し た結果、 効果の高い薬剤が選

定された。

　 除草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが広範囲かつ高密度

に分布し ている調査地で採取し た花序よ り 花粉を取 り 出

し、花粉の DNA に含まれる除草剤グ リ ホサー ト 耐性遺伝

子を検出する こ と に成功し た。 さ らに採集し たハナバチ

が持っていた花粉か ら も同遺伝子を検出し、 訪花昆虫が

GM セイ ヨ ウ アブラナの花粉を運んでいる こ と を明ら か

にし た。

　 気候変化に伴 う 高山植物の種数変化や移動速度を把握

する ため、 チベッ ト 高原で気象環境及び植物のモニ タ リ

ングを行った。 放牧を禁止する こ と によ り 、 低標高の種

数が増え る傾向が明ら か と なった。 衛星データ を利用し

て気温 と 植物の展葉 と の関係を解析し た結果、 多 く の生

態系では春先の気温が高い場合に展葉期が早 く な る が、

逆に遅 く なる場合も少な く ないこ と が判明し た。

　 水温 と サンゴ群集の関係に注目し て熱帯型群集、 温帯

型群集、 北限型群集を定めた。 また、 熱帯サンゴの指標

と な る種を選定し た。 日本近海において海水温上昇か ら

予測されるサンゴ分布の北上は、 現場で観測された速度

よ り はるかに小さ かった。 今後、 モニ タ リ ングデータに

よ って群集動態を明ら かにし て予測の信頼性を高める必

要性が示された。

生物多様性研究プログラム

(5)-1. 　 生物多様性の景観的および遺伝的側面 と その観

測手法に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA051

〔担当者〕 ○高村健二 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

玉置雅紀， 河地正伸， 山野博哉， 小熊宏之， 上

野隆平， 今藤夏子， 出村幹英， 石原光則， 松崎

慎一郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の評価 ・ 予測 ・ 保全には、 生物種が

好む環境の景観的要素 と環境 と 生物 と の関係を規定する

生物種の遺伝的属性 と を観測する こ と が欠かせない。 本

プロ ジ ェ ク ト では、 こ のよ う な観測の効果的な手法を開

発し検証する こ と を目的とする。サブテーマ 1" リ モー ト

センシングによ る生物多様性の景観的基盤の解明 と 手法

開発 " において、 地図 ・ 衛星画像 ・ 空中写真 ・ イ ン ター

ネ ッ ト カ メ ラ画像等を活用し て歴史的及び現時点での景

観の地理情報を整備しつつ、 発展する遠隔計測の技術を

利用し て景観を詳細かつ迅速に観測する手法の開発に取

り 組む。サブテーマ 2" 遺伝子分析によ る生物多様性の遺

伝的基盤の解明と手法開発 " においては、 遺伝子分析に

よ って、 遺伝子多様性の歴史的変遷および現状を解明し

つつ、 発展する遺伝子分析技術を利用し て遺伝子多様性

の定量的評価手法を開発する。

〔内容および成果〕

〈サブテーマ 1〉

　 国内の景観 ・ 物理環境に関する地理情報を リ モー ト セ

ンシング画像 ・ 植生図 ・ 土地利用図等か ら リ ス ト ア ッ プ

し、 生物分布解析に必要な情報を収集する と と も に、 そ

れら の解析に適し た利用分類追加、 ス ケール設定、 分類

精度向上を行 う ための手法を設計し、 統一し た基準で景

観基盤情報の整備を開始し た。

　 まず、 土地利用情報収集 と 森林 ・ 農地等各生態系研究

者への ヒ ア リ ングによ る分類項目 ・ 空間解像度に関する

ニーズ調査を行った。 そし て、 1970 年代～ 2000 年代 （現

在） の複数空間解像度で森林 ・ 農地を細分類し た土地利

用図を地理情報化する方針を立てたが、 現在の土地利用

に関し ては、 環境省自然環境保全基礎調査によ る整備が

全国の半分程度しか進んでいない。 そのため、 さ ら に農

業環境技術研究所 ・ 国土交通省等の資料を組み合わせた

上で、 未完成の森林部分を リ モー ト センシング等を用い

て整備する必要が明らかになった。

〈サブテーマ 2〉

　 遺伝子によ る生物種同定手法開発のために、 生物種の

固有 DNA 塩基配列情報を収集し た。環境資料からのよ り

簡便な種同定をする ために、 細胞選別技術や遺伝子型分

析技術を活用し手法開発を行った。 生物種地域集団の分

布範囲特定のために、 地理的 ス ケールで有効な遺伝子
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マーカーを探索し た。 地域内における生物集団の移動範

囲特定のために、 マ イ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子マーカーを

開発し た。

　 霞ヶ浦を対象に、 本年度確立し た藻類培養株 20 種 25

株、 およびユス リ カ普通種 26 種の固有 DNA 塩基配列を

取得し た。 フ ローサイ ト メ ト リ で ク ロ ロ フ ィ ル蛍光を も

つ藻類細胞を分取する こ と で、 未記載種を含む配列情報

取得 ( 約 400 件 ) と T-RFLP 法によ る優占種特定に成功し

た。形態分類の困難なユス リ カの同属 3 種について CAPS

法及び HRM 法、他属も含めた 6 種について HRM 法で簡

便な種同定手法を開発し た。国内淡水魚の地域集団特定、

国内外移入実態把握が ミ ト コ ン ド リ アDNA調節領域で可

能であ る こ と がわかった。 チ ョ ウ類を対象に有効なマ ク

イ ク ロサテ ラ イ ト マーカー候補が見いだされた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0812CD007 　 ス ト レ ス と サンゴ礁の歴史的変化 57p.

0911AH005 　 博多湾におけ る円石藻の非円石細胞ス テー

ジのモニタ リ ング 57p.

0911KB002 　 フ ローサ イ ト メ ト リ 分離細胞の全ゲ ノ ム増

幅に基づ く 非培養海産微細藻の メ タゲ ノ ム と分類 57p.

1012AH007 　 東京湾東部におけ る未確認有害植物プ ラ ン

ク ト ンのモニタ リ ング 58p.

1115BA001 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動

の定量評価と将来予測 58p.

1115KB001 　 Digital DNA chip によ る生物多様性評価 と環

境予測法の開発 59p.

【関連課題】

1） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、地球規模 （温暖化によ る水温上昇、

海洋酸性化等） と 地域規模 （陸源負荷等） 両方のス ト レ

スによ って近年急速に衰退し ている こ と が指摘されてい

るが、 現地の情報は断片的で定量性に欠けている。

　 地球温暖化、 人間居住史、 都市化や農林畜産業の構造

変化に伴 う 変化に着目 し、 客観的なデータ （空中写真、

衛星データ、 地図、 報告書データ、 サンゴ年輪解析デー

タ） に基づいて過去 100 年間のス ト レ ス要因 と サンゴ礁

の歴史的変化を統一的に解析し、 ス ト レ スの増加 と サン

ゴ礁の衰退を検証する。

〔内容および成果〕

　 衛星画像、 空中写真、 地図を用いて陸域の変化を明ら

かにし た。 また、 サンゴの年輪分析を進め、 陸域か ら の

土砂流出や窒素負荷の歴史を復元し た。 こ う し た陸域か

ら の負荷や水温上昇などの攪乱によ って、 沖縄県石垣島

白保サンゴ礁のサンゴの現存量が 20 年間で 1/3 程度に減

少 し てい る こ と を衛星画像等の解析に よ り 明 ら かに し

た。

〔備考〕

2） 　 博多湾における円石藻の非円石細胞ステージのモニ

タ リ ング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0911AH005

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 博多湾など日本各地の内湾や沿岸域で、 最近、

円石藻 Gephyrocapsa oceanica のブルームが確認されてい

る。 博多湾におけ る円石藻ブルームの発生機構について

明ら かにする こ と を目的 と し て、 円石藻ブルームに関連

する環境要因、 そ し て非円石細胞ステージの動態を含む

植物プラ ン ク ト ンの季節的な変化についてモニ タ リ ング

調査を実施する。

〔内容および成果〕

　 博多湾において独自に収集し た現場環境データや過去

の環境要因に関する計測データの解析か ら、 円石藻のブ

ルーム発生前は COD および T-P が低 く 、 Cl イオンが高

い傾向にあ る こ と、 ブルーム発生の前月の日照時間が高

い傾向が認め られた。 また博多湾への流入 リ ン濃度の低

下に伴って、 赤潮発生件数や規模が減少傾向にあ る こ と

が示された。 G. oceanica を特異的かつ定量的に検出可能

なプラ イマーセ ッ ト と リ アルタ イ ム PCR 法を用いて、博

多湾の複数地点でモニタ リ ング し た結果、 湾口地点で G.

oceanica が通年的に出現する こ と、そし て 2011 年の 4 月に

湾口地点で高密度状態 （2,000 細胞 /ml） が確認された。

博多湾では湾外から G. oceanica が常に供給される状況下

にあ り 、 低 リ ン条件 と 高い日射条件の基で、 沿岸性の競

合種が不在する こ と で、 G. oceanica の大規模なブルーム

形成が起き るプロセス を推察する こ と ができた。

〔備考〕

3） 　 フ ローサイ ト メ ト リ分離細胞の全ゲ ノ ム増幅に基づ

く 非培養海産微細藻のメ タゲ ノ ムと分類

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0911KB002
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〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 フ ローサイ ト メ ト リ (FCM) 分離細胞のゲ ノ ム ・

分類情報の包括的な解析手法の開発 と 海洋環境の未培

養 ・ 未知微細藻群のゲ ノ ム と 分類情報の整備 ・ 集積を目

的 と する。 分類学的解析 と 凍結保存に関わる研究 ・ 技術

開発は日本側で、 ゲ ノ ム解析に関わる研究 ・ 技術開発は

仏側において、 各々が主導的に実施し、 研究期間中に成

果の共有化のための研究 ・ 技術交流を行 う 。 海洋微生物

の高度利用に不可欠な革新技術の開発 と 具体的な成果 と

し ての未培養 ・ 未知海産微細藻群に関するゲ ノ ム ・ 分類

情報の収集が期待される。

〔内容および成果〕

　 2011 年度の JAMSTEC みらい航海 (MR1102) で収集し

た海洋環境試料の凍結保存およびゲ ノ ム解析用試料を用

いて、 ピ コサイ ズの植物プ ラ ン ク ト ンを対象 と する多様

性解析を行った。 FCM を用いて、 ピ コ サ イ ズのフ ラ ク

シ ョ ンのソーテ ィ ングを行い、 18SrDNA ク ローン ラ イブ

ラ リ と 走査型電子顕微鏡によ る形態観察で、 生物種の多

様性について解析し た結果、 ク ローン ラ イブ ラ リ では珪

藻が 68%、 パルマ藻が 18%、 その他が 15% で、 走査型電

子顕微鏡観察ではパルマ藻が 50%、 珪藻が 40%、 その他

が 10% で、 パルマ藻 と珪藻の優占状態が確認された。 パ

ルマ藻の種の優占度 と 配列情報の解析か ら、 未培養性種

(Tetraparma pelagica) に対応する可能性の高い配列情報も

確認でき た。

〔備考〕

フ ラ ン ス CNR、Station Biologique de Roscoff と の共同研究

（担当者 ： Daniel Vaulot 主席研究員）

4） 　 東京湾東部における未確認有害植物プ ラ ン ク ト ンの

モニ タ リ ング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH007

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 2008 年 8 月に東京湾湾口部において初めて有害

植物プラ ン ク ト ンの一種であ る Chattonella marina の生息

が確認された。 有害植物プ ラ ン ク ト ン種が、 我々が気づ

かない う ちに東京湾に侵入し て、 定着し ている可能性が

考え られる。 本研究では Chattonella 等の東京湾でこれま

で未確認であ っ た有害植物プ ラ ン ク ト ン種を対象 と し

て、モニタ リ ング調査のための試料収集を行 う と と もに、

種特異的な検出が可能なDNAマーカーの開発 と モニ タ リ

ングへの適用について検討を行い、 有害植物プ ラ ン ク ト

ンの有無、 そ し て存在が確認された場合は、 分布マ ッ プ

を作成する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 東京湾の各調査地点において、 これまでに 2008、2010、

2011 年に、 東京湾の全域から、 65 の海底堆積物試料を採

取し てDNA を抽出、環境DNA と し て保存し た。Chattonella

を対象と し て リ アルタ イ ム PCR を用いた定量的解析を行

い、 分布マ ッ プを作成し た。 2008 年に Chattonella が東京

湾で初めて確認 さ れた際には、 湾口でのみ確認 さ れた。

その後、 2010 年 と 2011 年には湾口に加えて、 湾奥でも

確認される よ う にな り 、 東京湾内で分布が拡大し ている

可能性が示唆された。

〔備考〕

5） 　 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評

価と将来予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、 高水温や陸域からの土砂流入によ

る白化によ る劣化 と と も に、 分布北限域では水温上昇に

と も な う サンゴの分布北上が示唆される、 環境変動に対

応し て急激に変化しつつあ る生態系であ る。 こ う し た劣

化や変化の把握 と その要因解明、 それらに基づ く 将来予

測、 そ し て保全のための保護区の設定は喫緊の課題であ

る。サンゴ被度データベース、サンゴ優占種のデータベー

ス、 海洋環境に関するデータベース を構築し て き た。 本

研究では、 こ れ ら のデータベース を活用する と と も に、

新たに種レベルでのデータベース を構築し、 環境要因 と

サンゴ分布 ・ 種多様性 と その時空間変化の関係を解析す

る。 この関係性を用い、 将来の変化予測を行 う と と もに、

重要海域 （EBSA） を抽出する。

〔内容および成果〕

　 1930 年代か ら 2011 年の書誌情報を調べ、 サンゴ礁の

被度記載について 1020 地点、種名記載について 789 地点

のデータ を収集し て入力し た。 被度データは属性項目数

112 について Arc GIS によ り 解析し、 サンゴ生息状況、擾

乱要因、 生息環境について調べた。 種のデータについて

は琉球列島について 482 種を登録し た。 予備的な解析で

は、 1998 年の高水温現象を境にし て、 種の組成に違いが

生じ ている こ と を確認し た。

〔備考〕
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6） 　 Digital DNA chipによる生物多様性評価と環境予測法

の開発

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 1115KB001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山口晴代

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 ピ コ サ イ ズの植物プ ラ ン ク ト ンは海洋環境の

基礎生産者 と し ての重要性に加えて、 進化系統的に多様

性が高 く 、未知未培養性の種を多 く 含むこ と が知られる。

東北沿岸海域のピ コ植物プ ラ ン ク ト ンの多様性解明 と メ

タゲ ノ ム情報を補完する ためのレ フ ァ レ ン スゲ ノ ム と し

て利用可能な培養株の確立を目的と し て、 次の 2 つの研

究項目に取 り 組む。

1） 保存株の長期保存に使われている凍結保存法を現場環

境試料に適用する こ と で、 現場環境の微生物多様性を長

期 ・ 安定的に保存する。

2） 現場環境で優占する ピ コ植物プラ ン ク ト ンを対象 と し

て、 フ ローサイ ト メ ト リ を活用し た優占種の培養株確立

と多様性解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 フ ローサイ ト メ ト リ (FCM) によ る細胞分取の条件検討

と 18S rDNA のク ローン ラ イブラ リ によ る多様性解析、そ

し て東北沿岸域での試料収集を行った。 2011 年 3 月に親

潮海域で採取、 凍結保存し た環境試料について、 FCM に

よ る群集解析を行い、18S rDNA のク ローン ラ イブラ リ を

作成し た結果、約 40 種から な る 182 配列の う ち 173 配列

（約 95%） は植物プ ラ ン ク ト ン由来の配列であ り 、 FCM

を用いて細胞を分取する こ と で、 効率よ く 植物プラ ン ク

ト ンの多様性を解析でき る こ と が明らかになった。

　 また、 2012 年 2 月に東北沿岸域で収集し た海水試料に

ついて、 培養処理および凍結保存を行い、 レ フ ァ レ ン ス

ゲ ノ ムに資する ピ コサイ ズ植物プ ラ ン ク ト ンの培養株確

立に取 り 組んだ。

〔備考〕

(5)-2. 　 生物多様性の広域評価およびシナ リ オ分析によ

る将来予測に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA052

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓， 横溝裕行， 深澤圭太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、 日本全国スケールでの土地利用

の変化に対する生物多様性の応答を評価 ・ 予測するモデ

ルを開発し、 生物多様性保全の観点か ら、 効果的な国土

利用デザイ ンを評価する枠組みを構築する こ と を目的 と

する。 将来的に人口減少が予測 さ れる日本においては、

集約的な管理が必要 と される農地や二次林 ・ 植林地など

の維持が困難にな る こ と が予想される。 その場合、 管理

されな く なった場所を比較的管理を必要 と し ない湿地や

森林に戻し てい く のか、 あ るいは農地 ・ 二次林などに依

存する生物のために公的にコ ス ト をかけて維持するのか

と いった生物多様性保全上の問題が生じ る。 こ のよ う な

課題に答え る ためは、 生物多様性を考慮し た国土利用デ

ザ イ ン を評価する ための科学的な枠組みが必要であ る。

国土利用デザイ ンを考える範囲は日本全国と し、10km グ

リ ッ ド 程度の空間単位 （解像度） で空間明示的な分析を

実施する （全国で約 4500 グ リ ッ ド）。 土地利用の変化は、

グ リ ッ ド 内の畑地 ・ 草地 ・ 集約的水田 ・ 中山間水田 ・ 休

耕田 ・ 二次林 ・ 植林地などの比率の変化 と し て把握する。

また、 高山域 ・ 国立公園など将来にわたって大き な土地

利用の変更が想定されない地域において も、 気候変動や

シカの増加などの諸要因の変化を考慮する こ と で、 これ

ら の地域におけ る生物多様性の応答も評価 ・ 予測の対象

とする。

　 本課題は ２ つのサブテーマか ら な る。 サブテーマ １ で

は、 多数の生物種を対象 と し、 土地利用条件などか ら存

在確率を推定する生物分布推定モデルを構築し、 土地利

用が変化 し た場合の存在確率の応答の予測を可能にす

る。 対象 とする空間単位 （10km グ リ ッ ド） ご と に推定さ

れた、 多数の生物種の存在確率を も と に種ご と の分布範

囲を補完 ・ 推定し、 多数の種の分布情報にも と づ く 生物

多様性の状態の広域的な評価を可能にする。 さ らに、 生

物多様性の状態評価のための指標や指標群の検討を実施

する。

　 サブテーマ ２ では、 既存の人口動態や交通網、 地価な

どの情報を も と に保全のための対策を行わない場合の土

地利用変化の予測をおこ な う 。 こ の予測を元に、 複数の

社会シナ リ オの下での土地利用変化のシナ リ オを構築す

る。 その上で、 サブテーマ １ で構築された生物分布の土

地利用変化に対する応答予測モデルを利用し、 各土地利

用シナ リ オの下での全国的な生物多様性の応答の予測 ・

評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 本課題では主 と し て絶滅危惧維管束植物お よ び鳥類

（合計 2000 種程度） を対象 と し て、 約 10km グ リ ッ ド程

度の空間単位 （二次 メ ッ シ ュ） で保全の重要地域を特定

する空間明示的な分析を実施し た。 さ らに、 植物の個体

数 と 減少率データ を用いて絶滅 リ ス ク を効果的に低減さ
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せる こ と を目指す観点か らの重要地域の特定手法の開発

に着手し た。 また、 シカの増加や社会状況の変化に と も

な う 土地利用変化関する試行的なシナ リ オの構築を行っ

た。 その上で、 保全対象が こ のよ う な環境変化の不確実

性の影響を受ける場合にも頑健な保全戦略を特定する た

めの数理モデルおよびシ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの開発を

開始し た。

　 全国的ス ケールで高精度な分布データが現状では十分

に得られない生物群において も上記の解析を可能にする

ために、 生物分布推定モデルの構築によ るデータの補間

手法に関する研究を進めた。 ま た、 各種報告書や会誌、

書籍などに報告されている生物分布情報 （主 と し て植物

や昆虫） の電子化 ・ データベース化作業を進めた。

〔備考〕

〔関連課題〕

1115BA002 　 植物の広域データ解析に よ る ホ ッ ト ス ポ ッ

ト 特定と その将来の定量的予測 60p.

【関連課題】

1） 　 植物の広域データ解析によるホ ッ ト スポ ッ ト 特定と

その将来の定量的予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1115BA002

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 アジアス ケールでの植物の分布データ にも と づ

いて、 広域的な分布を高精度で推定する 統計モデルを 構

築する 。 こ の分布推定モデルを 用いて、 人口増加・ 経済

成長に伴う 土地利用の変化や温暖化など の環境の変化に

関する シナリ オの下で、植物の分布の変化を予測する 。さ

ら にこ の予測から 、現在の多様性が高いにも 関わら ず、将

来的にその著し い低下が予測さ れる 保全のホッ ト ス ポッ

ト を特定する 。 ホッ ト ス ポッ ト 評価では、 多様性の指標

と し て種数のほか、 機能多様性等の複数の指標を 比較検

討する 。 ま た、 推定さ れたホッ ト ス ポッ ト と 現存する 保

護区の対応と ずれを 定量化する ギャ ッ プ分析を 実施し 、

新たな保全施策を講じ る 際に優先度が高い地域を選ぶ。

　 本課題においては数千種の植物 （と く にマ メ 科、 シダ

類） を分析対象 と する。 そ こ で、 分布推定モデル構築に

際し ては、 多種の情報を統合的に扱え る こ と、 景観や生

物分布の空間的な構造を考慮し た解析を効率よ く 行え る

こ と、 の 2 つの観点から手法の開発を行 う 。 このよ う な

モデルの特質は、 既知の生息情報が少ない希少種の分布

を他種の情報を利用する こ と などによ って精度よ く 推定

し、 さ ら に、 広域ス ケールで多数の種を対象 と する上で

極めて重要性が高い。 さ ら に、 既知の生息情報の量や精

度の違いに起因する分布推定の不確実性を定量化 ・ 可視

化 ( 地図化 ) する ためのフ レームを構築する。このよ う な

可視化は保全のための政策決定において有用なツールを

提供する ものであ る。

　 土地利用 ・ 開発、 温暖化 と いった人間の活動によ る環

境変化は、 地球規模で生物種の存続を脅かす要因 と なっ

ている。 こ のよ う な環境変化に関し てい く つかの典型的

な社会シナ リ オを ま と め、 それぞれのシナ リ オの下でア

ジア地域での植物の分布がどのよ う に変化するかを予測

する。 社会シナ リ オは、 国際的に広 く 用い られている も

のを基盤 と し て活用する と 同時に、 急速な開発の進展な

どアジア地域特有の状況を反映させた新たなシナ リ オを

構築する。

　 なお、 上記の分布推定モデルおよび土地利用変化シナ

リ オの手法開発 と 精度検証は、 すでに極めて詳細な分布

データ の集積が進んでい る日本国内を対象 と し て行 う 。

日本を除 く ア ジ アの植物分布や土地利用に関す る 基盤

データは、 国内に比べて解像度や種の同定精度が低い こ

と が想定される ため、 国内の高精度データ を間引いて精

度を下げたデータセ ッ ト を用いてモデルの有用性の検証

を行い、 その上でアジア ス ケールの植物分布データに適

用する。

〔内容および成果〕

　 地形、 気象、 生物気象、 土地利用、 人口推計など 46 項

目の環境情報を整備し た。 これら の環境情報を、 マ メ 科

Dalbergia 属の分布推定に試験的に適用し た結果、 分布地

点の情報が20地点以上あ る種については安定し て実用的

なレベルの精度での分布推定が可能であった。いっぽ う 、

しかし、 20 地点未満の種については、 推定精度が高いも

のか ら低い も のまでばらつきが大きかった。 種多様性な

どホ ッ ト スポ ッ ト 推定に重要な指標を精度よ く 推定する

ためには、 分布推定手法の改善が重要であ る こ と が確認

された。

　 群集情報を利用し た分布推定の基盤 と し て開発し た、

分布パターンに基づ く グルーピング手法を日本国内維管

束植物レ ッ ド リ ス ト 種の分布データに適用し た。 あ ら た

に分布パターンを類型化する手法を開発し、 メ ッ シ ュの

緯度 ・ 経度および太平洋か ら の距離 と い う 主に地理的要

因の三次元空間中での分布パターン と、 年平均気温、 年

降水量、 最大積雪深、 海岸か ら の距離 と い う 環境要因の

４ 次元空間中での分布パターンそれぞれについて ク ラ ス

タ リ ングを行った。 こ の分布パターンに基づ く グルーピ

ン グに よ っ て得た種グループを用いて分布推定を行っ
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た。 １ 種ずつ推定し た場合 ・ グループ単位で推定し た場

合 ・ 全種同時に推定従って、 全種での推定 と グループ単

位での推定を組み合わせる こ と で、 複数種情報を利用し

た分布推定の適用範囲が広がる こ と が明らかになった。

〔備考〕

(5)-3. 　 人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価 と 管

理手法に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA053

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

中嶋信美， 唐艶鴻， 山野博哉， 大沼学， 横溝裕

行， 深澤圭太， 井上真紀， 森口紗千子， 岡本卓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 COP10 で採択されたポス ト 2010 年目標 （愛知

ターゲ ッ ト ） においては、2020 年までに外来生物の制御・

根絶、 生息地の劣化の抑制、 温暖化影響の緩和が目標 と

し て掲げられ、 同じ く 、 COP/MOP5 では遺伝子組換え生

物の拡散によ る生物多様性影響の防止が議定書に盛 り 込

まれている。 これら の国際的動向 と それに呼応する国内

対策を支援する ための具体的データ と 対策手法を提示す

る こ と が本課題の目的であ る。

　 生物多様性の減少を招 く と される生物的要因 （侵略的

外来生物 ・ 遺伝子組換え生物）、 および物理的要因 （温暖

化） の影響の実態を解明し、 有効な管理施策を検討する。

各要因が も た らす地域レベルも し く は広域レベルでの影

響を生物多様性 と 生態系機能の評価軸によ って統合的に

評価する と と も に、 外来生物の防除、 野生生物感染症の

検疫、 遺伝子組換え生物の分布拡大阻止、 温暖化によ る

植生変化に対す る 適応策な ど具体的対策手法を検討す

る。 得られた研究成果を外来生物法、 カルタヘナ法およ

び農薬取締法な どの関連法規の政策的運用に反映 させ、

最適な管理計画の実現を目指す。 具体的に以下の 3 つの

サブテーマを推進する。

サブテーマ 1 　 侵略的外来生物によ る生物多様性影響評

価と管理

　 外来生物の在来生物に対する影響を遺伝子、 個体群、

群集、 生態系の各レベルにおいて評価する。 目に見えな

い外来生物 （野生生物感染症など） のモニ タ リ ング手法

を開発する。 外来生物の侵入経路 ・ 分布拡大プロ セス を

生態学的要因および経済学的 ・ 社会学的要因か ら解明す

る。 GIS 情報を駆使し て、 外来生物の生息適地を推定し、

リ ス ク マ ッ プを作成する。 新規な防除技術を開発する。

数理生態学的な手法によ って、 外来種の分布拡大予測モ

デルおよび、 効率的防除戦略シナ リ オを導出する数理モ

デルを開発する。 最適な管理計画の策定を試みる。

サブテーマ 2 　 遺伝子組換え生物によ る生物多様性影響

評価と管理

　 GM セイ ヨ ウ アブラナが在来ナタ ネ類 と交雑する リ ス

ク を評価する ために、 送粉昆虫によ る GM セイ ヨ ウ アブ

ラナの花粉流動を明ら かにする。 雑種性が疑われる個体

が発見された、 GM 個体 と在来アブラナが混生する集団

と その周辺環境下で実際に雑種形成が起き ているのかを

詳細な遺伝子分析を通じ て確認する。 雑種が確認された

場合には、 経年調査をおこ ない累代し て雑種繁殖が起き

ているかを解析する。 得られたデータ を基に、 組換え遺

伝子の地域レベル ・ 全国レベルの分布拡大モデルを開発

する。

サブテーマ 3 　 温暖化によ る生物多様性影響評価 と管理

　 チベッ ト 高原を実験フ ィ ール ド と し て、 気候変化およ

び放牧 ・ 鉄道工事などの生息地か く 乱が植物の分布、 個

体群動態、 季節相、 多様性に及ぼす影響の長期モニ タ リ

ングを行ない、 気候変化に伴 う 植物種の標高方向への移

動状況 （速度と量）、 侵入種の有無と侵入速度、 高山植物

種の減少または絶滅を評価する。 また、 代表的な生態系

において、 高山植物の微環境や動物の生息地の物理環境

（気温 ・ 土壌温度 ・ 降水 ・ 日射など） データの収集、 整理

と 解析を行 う 。 上記のすべてのデータ を利用し、 確率モ

デルやニ ッ チモデルなどによ って、 代表的な植物種や群

落または動物の温暖化によ る分布の変化を予測する。

〔内容および成果〕

サブテーマ １ 　 侵略的外来生物によ る生物多様性影響評

価と管理

　 北海道野付半島および鵡川町をモデル地域 と し て、 セ

イ ヨ ウオオマルハナバチおよび在来マルハナバチの分布

状況を調査し た結果、 外来マルハナバチの増加に伴い、

特に影響を受け るのは、 営巣環境が類似する在来種 ２ 種

であ る こ と が判明し た。 セ イ ヨ ウオオマルハナバチにつ

いて、 薬剤防除手法開発のため薬剤感受性試験を実施し

た結果、 効果の高い薬剤が選定された。 在来種も外来種

と ほぼ同等か も し く は低い感受性を示すこ と が明らか と

なった。 東京埠頭に侵入し たアルゼンチンア リ 個体群を

対象 と し て薬剤効力試験を実施し た結果、 薬剤投与 　 量

によ る防除効率の差を定量比較する こ と ができ た。 全国

か ら収集し たガン ・ カモ類の糞便サンプルの中で鳥イ ン

フルエンザウ イルス陽性 と なった ものから DNA を抽出

し、DNA バーコーデ ィ ング用プラ イマーで種判別を試み

た結果、 44 サンプル中 24 サンプルで鳥類種の特定に成

功し た。 野鳥の感染が発生し た地点情報 と 環境要因を用

いて野鳥における鳥イ ンフルエンザの リ ス ク マ ッ プを作
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成し た。 山陰地方および宮崎県を中心 と する九州地方で

感染 リ ス ク が高いこ と が示された。

サブテーマ ２ 　 遺伝子組換え生物によ る生物多様性影響

評価と管理 ( 中嶋信美）

　 除草剤耐性 GM セイ ヨ ウ アブラナが広範囲かつ高密度

に分布し ている調査地で、GM セイ ヨ ウアブラナ と非 GM

セ イ ヨ ウ アブラナの花序、 おおび訪花昆虫の採取を行っ

た。採取し た花序よ り 花粉を取 り 出し、花粉の DNA に含

まれる除草剤グ リ ホサー ト 耐性遺伝子を検出する こ と に

成功し た。 さ らに採集し たハナバチが持っていた花粉か

ら も同遺伝子を検出し、 訪花昆虫が GM セイ ヨ ウ アブラ

ナの花粉を運んでいる こ と を明らかにし た。

サブテーマ ３ 　 温暖化によ る生物多様性影響評価と管理

　 気候変化に伴 う 高山植物の種数変化や移動速度を把握

する ため、 チベッ ト 高原で、 4300m から 5200m までの標

高におけ る気象環境、 指標種の季節相及び代表植物種の

豊富度のモニ タ リ ングを行った。 種によ ってまたは標高

によ って、 温度や降水量に変化に対する季節相の応答パ

ターンが異な る こ と を明ら かにし た。 また、 放牧を禁止

する こ と によ り 、 低標高の種数が増え る傾向が明ら か と

なった。 一方、 衛星データ を利用し、 北半球における気

温の変化に伴 う 植物の展葉期変化の関係を解析 し た結

果、 多 く の生態系では春先の気温上昇に伴い展葉期が早

く なるが、 遅 く なる場合も少な く ないこ と が判明し た。

　 水温 と サンゴ群集の関係に注目し、 熱帯型群集、 温帯

型群集、 北限型群集を定めた。 また、 熱帯サンゴの指標

と し て、 スギ ノ キ ミ ド リ イ シ と ク シハダ ミ ド リ イ シを選

定し た。 日本近海において海水温上昇によ る潜在的なサ

ンゴ分布の北上予測を行った と こ ろ、 予測されたサンゴ

分布の北上速度は現場で観測された速度よ り はるかに小

さ かった。 これは現場観測がサンゴ群体の定着を観察し

ているのに対し、 モデルはサンゴ群集の成立を想定し て

お り 、 両者の違いによ る も の と 考え る。 今後、 モニ タ リ

ングデータによ って群集動態を明ら かにし て予測の信頼

性を高める必要性が示された。

〔備考〕

〔関連課題〕

1014BX001 　 農薬によ る生物多様性への影響調査 62p.

1111BY002 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウ イルス保有状

況調査 63p.

1113BA005 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法

の開発 63p.

【関連課題】

1） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔区分名〕 環境 - その他

〔研究課題コー ド〕 1014BX001

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

早坂大亮

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 現在、 農薬の使用が農地内外の生物多様性にど

のよ う に影響を及ぼすかについて適切に評価し、 その影

響を軽減する手法の開発が求められている。 こ の実現に

は、 まず農薬によ る生物多様性への影響を科学的 ・ 定量

的に評価する手法の開発が求められる。

そのため、 本事業においては、 農薬によ る農地内外の生

物多様性への影響について、 メ ソ コ ズム試験を通じ て科

学的かつ定量的に評価する ための手法を開発する こ と等

を目的に、 メ ソ コ ズム試験の具体的な実施方法やその評

価方法を検討する ための基礎的調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 水田 メ ソ コ ス ム試験において、 薬効 ・ 作用特性が類似

し ながら、 化合物の物理化学的性状 （水溶解度 ・ 土壌吸

着性） が異なる 2 剤イ ミ ダ ク ロプ リ ド と フ ィ プロニルを

用いて、 薬剤の環境中動態を調べた。 その結果、 水溶解

度が高いイ ミ ダ ク ロプ リ ド は、 水中におけ る濃度が施用

直後に急速に上がるが、 その後、 水中光分解によ って、 1

週間以内に 1/10 以下に濃度が下がる こ と が判明し た。 一

方、 土壌中濃度は、 100 日間安定し た状態であった。 そ

れに対し て土壌吸着性が高 く 、 水溶解度の低いフ ィ プロ

ニルは、 水中濃度は、 施用時から低 く 、 10 日以内に検出

限界以下になった。 土壌中濃度に も空間的なばらつきが

あ り 、 土壌吸着性が強いため、 環境中の移動は極めて小

さいこ と が示唆された。 水中生物に対する影響にも 2 剤

間で差が認められ、 イ ミ ダ ク ロプ リ ド は、 プ ラ ン ク ト ン

および底生生物に長期にわたって影響が認められた。 一

方フ ィ プロ ニルについては、 プ ラ ン ク ト ンおよび底生生

物に対する影響は低かった。 ただし、 感受性が高い ト ン

ボの幼虫な ど徘徊性昆虫類には長期的な影響が示 さ れ

た。 以上の結果か ら、 農薬の物理化学性状によ って、 水

生生物に対する影響の表れ方に差が生じ る こ と が明ら か

と なった。

　 止水 メ ソ コ ス ム試験においては、 同じ く 、 物理化学性

状および作用特性が異なる殺虫剤 2 剤、 イ ミ ダ ク ロプ リ

ドおよび BPMC を対象と し て、 投与濃度を変化させる こ

と で、 水生生物群集構造に対する影響の表れ方の違いを

定量的に評価 し た。 その結果、 いずれの剤 も 高濃度で、

プ ラ ン ク ト ンに対し て強い影響を示し、 濃度が下がる と

と も に影響が小さ く な る、 濃度反応が計測でき た。 また

底生生物に対す る 影響は イ ミ ダ ク ロ プ リ ド で強 く 示 さ
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れ、 薬剤間の群集構造への影響の差も確認でき た。

〔備考〕

2） 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウイルス保有状況調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY002

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 平成 16 年、 19 年、 20 年、 22 年および 23 年に

日本国内で発生し た高病原性鳥イ ンフルエンザの感染経

路について渡 り 鳥等の野生鳥類が ウ イ ル ス の伝搬に関

わっている可能性があ る。 高病原性鳥イ ンフルエンザウ

イルスが希少種へ感染し死亡率が通常よ り も上昇する可

能性が懸念される こ と か ら、 渡 り 鳥を含む野生鳥類につ

いて高病原性鳥イ ン フルエンザウ イルスの保有状況を年

間を通し てモニタ リ ングする。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年 4 月から平成 24 年 3 月にかけて、 環境省が

指定し た各都道府県のサンプ リ ング地点52箇所よ り 水禽

類の糞を採取し検査用サンプル と し た。 また、 各都道府

県で回収された死亡野鳥の気管ス ワブ と 総排泄腔ス ワブ

について も検査用サンプル と し た。 サンプル数は水禽類

等の糞サンプルが 2,412 検体および死亡野鳥ス ワブサン

プルが 759 検体の合計 3,171 検体であった。 これらの検

体か ら EZ1 Virus Mini Kit v2.0 （QIAGEN 社） あ る いは

MagMAX AI/ND Viral RNA Isolation kit（Ambion社）でRNA

を抽出し、 LAMP 法 （栄研化学株式会社） によ って イ ン

フルエンザ A 型ウ イルス遺伝子の検出を実施し た。 その

結果、 イ ンフルエンザ A 型ウ イルス遺伝子陽性反応を示

し たのは、 3,171 検体の中で 43 検体であった。

〔備考〕

当課題は生物多様性重点研究プ ロ グ ラ ム ・ PJ-3 「人為的

環境撹乱要因の生物多様性影響評価 と 管理手法に関する

研究」 サブテーマ １ 侵略的外来生物によ る生物多様性影

響評価と管理にも関連する。

3） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 2005 年 6 月に施行された外来生物法では、在来

の生態系、 農業環境、 および人の健康な生活に悪影響を

及ぼす、 または、 及ぼすおそれのあ る外来生物を 「特定

外来生物」 に指定し て、 それら の国内への持ち込み、 国

内の移送、 飼育、 および野外への放逐を禁止する。 2010

年 3 月現在までに 102 種類の外来生物種がこの特定外来

生物に指定されている。 既に野外に定着し ている特定外

来生物は、 政府および自治体が主体 と なって、 これを駆

除する こ と が必要と される。

　 しかし、 法律施行から 5 年経った現在において、 駆除

も し く は防除に成功し た特定外来生物は 1 種も存在し な

い。 特に特定外来生物指定に際し て大き な話題を呼び、

象徴的な存在と も なっているオオ クチバス、マングース、

セイ ヨ ウオオマルハナバチなどですら、環境省・自治体・

NPO および住民らの多大な努力にも関わらず、 未だ防除

の見通しは立っていない。 また、 当初、 広島県でのみ確

認されていたアルゼンチンア リ は、 確実に分布を広げて

お り 、 瀬戸内海沿岸地域、 静岡、 横浜な どの港湾都市、

さ ら には京都市内や岐阜県等、 内陸部に ま で侵入が始

ま っている。 折し も本申請書作成中に新たに東京都にお

いて も侵入が確認された （2010 年 10 月）。 さ らに輸入資

材か ら、 ヒ ア リ やアカカ ミ ア リ などの危険な種の混入が

認められる なか、 水際での侵入阻止のための技術開発は

緊急の課題と される。

　 こ れま でに防除が成功には至っ ていない要因 と し て

は、 1） 防除に必要 と される生物学的情報の整備が遅れて

いる、 2） 農業被害や健康被害が出ている現場で場当た り

的に防除が実施されてお り 、総合的防除に至っていない、

3） 低密度時の効率的な防除手法が確立されていない、 4）

防除事業が地域ご と にばらばら に実施されてお り 、 事業

間の緊密な連携と情報交換が不足し ている、 5） 薬剤使用

等、 新しい防除手段の開発が遅れている、 6） 問題に対す

る国民的な認知が不足し ている こ と、などがあげられる。

　 2010年10月に第10回生物多様性条約締約国会議COP10

を名古屋で迎え、 本会議の中で初の侵略的外来生物対策

の作業部会が開催され、「外来生物の侵入防止や駆除の方

法等の情報を各国が共有でき る よ う 、 専門家で作る国際

的な研究グループを新たに設置する」 と い う 声明が発表

された。 さ ら に本会議で打ち出された新しい生物多様性

保全のための国際目標 「愛知ターゲ ッ ト 」 の中に も、 重

要な外来生物の速やかな防除法の確立が 「Target9」 と し

て盛 り 込まれた。 議長国であ る我が国は、 外来生物対策

に特化 し た法律を作 り 出 し た点で世界を リ ー ド し てお

り 、上記の COP10 で発表された外来種対策目標に対し て

も、 科学的データに基づき革新的防除手法を開発する と

と も に様々な問題点を解決し、 世界に先駆けて成功事例

を作 り 上げ、 さ ら にその情報を国際発信する こ と は、 生

物多様性国家戦略の観点から も、国際貢献の観点から も、
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重要な課題と位置づけ られる。

　 本研究課題では、 生態学的にも環境政策的にも問題性

が大き く 、 早急な防除が認められる外来生物の う ちの動

物分類群について、 確実な防除の成功を目指し た集中的

な調査 ・ 研究を行 う こ と で貢献を目指すも のであ る。 対

象生物は特定外来生物に指定され、 かつ火急的対策が求

め られる も の と し て、 昆虫類ではアルゼンチンア リ を含

む外来ア リ 類およびセ イ ヨ ウオオマルハナバチ、 魚類は

オオ ク チバ スお よ びブルーギル、 爬虫類はグ リ ーン ア

ノ ール、哺乳類はマングースおよびア ラ イ グマを選定し、

これらの種の国内外における防除実態 （失敗や成功事例）

の情報収集を行い、 防除に関する情報の整備 と 分析を行

う と と も に、 必要 と される外来生物の生態学的情報の収

集 と 防除手法の開発を行 う 。 得られた情報を も と に、 防

除の有効性を評価する と と も に、 効率的な防除戦略を立

案する。 防除事業ネ ッ ト ワーク を構築し、 得られた研究

成果に基づき全国レベルでの防除体制の強化を行 う 。

〔内容および成果〕

（1） 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発に

ついては、 セ イ ヨ ウオオマルハナバチ ・ アルゼンチンア

リ の詳細な分布情報を収集する と と も に、 メ タ個体群構

造を明ら かにし た。 繁殖虫およびワーカーの発生消長や

個体群動態を明ら かにし た。 防除薬剤および剤型の選定

を行った。

（2） 研究調査水域の候補地のなかか ら、 本研究におけ る

集中的なフ ィ ール ド ワーク が実施でき る地元の協力体制

が確立でき る見通しのあ る水域を試験モデル水域 と し て

選定 し、 開発途上にあ る 新た な生息抑制技術の開発を

行った。 なお、 本業務は滋賀県立琵琶湖博物館 と の共同

研究と し た。

（3） 他の爬虫類の防除事例を レ ビ ューする と と も に、 主

と し て室内において、 薬剤のグ リ ーンア ノ ールに対する

効果について検証し、 今後のア ノ ール防除手法研究に資

する基礎的な情報を整備し た。 なお、 本業務は財団法人

自然環境研究セン ターと の共同研究と し た。

（4） 避妊ワ ク チン作成のための抗原開発において抗血清

の作製を達成し た。 侵入阻止技術の開発 と し て、 最低高

の構造物を試作し、 単独あ るいは忌避物質 と 併用し たマ

ン グース の移動を制限で き る構造物を考案し た。 なお、

本業務は琉球大学と の共同研究と し た。

（5） ア ラ イ グマ探索犬の嗅覚訓練強化および北海道での

ハビ タ ッ ト 選好性データ収集、 和歌山ウ ミ ガ メ 被害状況

の把握、 ニホンザ リ ガニモニ タ リ ング体制の確立、 事業

団体へのアンケー ト 実施を行った。 なお、 本業務は、 北

海道大学と の共同研究と し た。

（6） モデルのフ レーム ワーク を構築し、 これまでの防除

事業によ って精度を検証し た。 各サブテーマ担当者か ら

防除状の問題点に関する情報収集を行い、 個別モデルの

目標を定める。 各外来種防除の現場に赴き、 利害関係者

に対する アンケー ト を行った。 なお、 本業務は、 横浜国

立大学と の共同研究と し た。

〔備考〕

流域圏生態系研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP060

〔代表者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性国家戦略 2010 において生物多様性

と 生態系の回復は重要な国家戦略 と 位置付け ら れてい

る。 生態系機能を最大限活用し て生物多様性の減少を防

止する こ と が強 く 求められてお り 、 そのため生態系機能

の健全性評価に関する研究は喫緊の課題 と なってい る。

生態系機能 と 環境因子 と の連動関係や相互作用について

も多 く が未解明なま まであ り 、生態系機能の保全、再生・

修復に向けた取 り 組みが大き く 進展し ない要因 と なって

いる。

　 そ こ で、 流域圏生態系を対象 と し て、 水 ・ 物質循環に

着目し、 生態系機能の新たな定量的評価手法の開発 ・ 確

立を行 う 。 典型的な生態系に対し て、 長期 ・ 戦略的モニ

タ リ ング、 新規の測定法やモデル解析を駆使し て、 生態

系機能 ・ サービ ス と 様々な環境因子 と の連動関係を定量

的に評価する。 さ ら に、 機能劣化が著しい自然生態系を

対象に劣化 メ カニズムの解明 と 機能改善手法の構築を図

る。 これら の科学的知見を も と に、 メ コ ン河等の広域ス

ケール流域圏におけ る重要な生態系を戦略的に保全し、

生物多様性を減少させない施策に資する戦略的環境アセ

ス メ ン ト 手法を開発する。 これらの成果に基づき流域圏

の環境健全性を評価し て、 生態系機能の保全、 創造、 環

境修復や自然再生の在 り 方を提言する。

　 以上の研究を推進する こ と によ り 、 以下の目標達成 と

社会的 ・ 学術的貢献を目指す。

（1） 人工林荒廃 と 窒素飽和現象の関連性を解明し、 適正

な人工林管理施設の推進に貢献する。 落葉樹混交の種多

様性回復が窒素貯留能に与え る影響を評価し て、 窒素飽

和改善シナ リ オ構築に貢献する。

（2） 長期モニ タ リ ング、 新規の測定手法、 湖沼モデル解

析等によ り 、 湖沼におけ る水柱 と 底泥での物質循環 と 微

生物活動の連動関係、 環境因子 と 生態系機能の連動関係

を定量的に評価し、 湖沼環境の環境改善シナ リ オ作成に

貢献する。
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（3） 沿岸域におけ る一次生産者の変化や移入種によ る優

占現象が、 生物相、 水 - 生物－底質間の物質収支や食物

連鎖な ど の生態系機能へ及ぼす影響を定量的に評価す

る。 流域負荷 と 生物種多様性の関係を探索し、 生態系機

能の健全性を評価する。

（4） ダム開発に対する戦略的環境アセス メ ン ト の技術を

開発し、失われる沈水林の生態系機能を推定する。迅速・

高感度のアオコ定量手法を開発し、 計画中のダム貯水池

でのアオコ発生の可能性を予測する。

（5） 重要な漁業資源であ る回遊性淡水魚の回遊生態を解

明し、 ダム開発によ る食糧供給に対する リ ス ク を事前に

推定する。

（6） 沿岸域 （干潟等） におけ る底生生物の種多様性 ・ 生

態系機能のデータベース を構築し て、 広域ス ケールの生

物多様性、 生態系機能および健全性の関係を評価する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 研究対象 と な る調査地 ・ 場が決定され、 生

態系機能 と 環境因子の連動関係を定量評価する手法の開

発 ・ 検討がな された。 プロ グ ラ ム全体を通じ て、 生物体

の存在量 ・ 動態、 生物地球化学反応 と 環境因子の間に強

い因果関係が認められた。

　 プロ ジ ェ ク ト １ では、 調査域での長期モニ タ リ ング実

施の仕組みが整い、実質的なモニタ リ ングが開始された。

さ らに生態系機能 と 環境因子の連動関係を定量する ため

の様々な手法の開発 ・ 検討が実施された。 森林の植生吸

収や土壌有機物の質的変化 と 窒素飽和、 湖沼底泥や干潟

底質の間隙水特性が生物体の種 ・ 量に強 く 関係する と 示

唆された。

　 プロ ジェ ク ト ２ では、適切な調査地の選定、データベー

ス整備 と サンプ リ ング体制の整備に大き な労力が注がれ

プロ ジェ ク ト の方向性が固ま った。 メ コ ン河での魚の回

遊生態に係る成果は、 国際的な注目を浴びた。

流域圏生態系研究プログラム

(6)-1. 　 流域圏における生態系機能 と 環境因子の連動関

係の定量評価に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA061

〔担当者〕 ○林誠二 （地域環境研究セン ター）， 今井章雄，

矢部徹， 渡邊未来， 越川昌美， 岩崎一弘， 冨岡

典子， 高津文人， 小松一弘， 広木幹也， 玉置雅

紀， 金谷弦， 渡邊圭司， 川崎伸之， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 【研究目的】

　 生態系機能および関連環境因子の環境因子の定量評価

手法を開発し、 人為由来の慢性的高負荷環境下にあ る流

域圏の典型的な自然生態系 （森林、 河川、 湖沼、 沿岸等）

に対する当該手法の適用を主 と する戦略的モニ タ リ ング

の実施によ り 、 生態系機能 ・ サービ ス と 環境因子の連動

関係を、 物質循環、 特に窒素や炭素の物質循環を踏まえ

て、 定量評価する。 長期および戦略的モニ タ リ ング、 新

規性の高い測定手法、 室内実験およびモデル解析を駆使

し て、生態系機能 と環境因子の連動関係を明らかにする。

最終的には， 同プロ グ ラ ム PJ2 と連携しつつ生態系機能

の健全性に係る改善シナ リ オを提言する。

【研究内容】

サブテーマ 1 ： 陸域自然生態系におけ る生態系機能 と 環

境因子の連動関係の定量的評価に関する研究 

　 陸域自然生態系 （例えば森林域） によ って生み出され

る多様な生態系機能 と それに基づ く 窒素、 炭素を主 と す

る物質循環 と、 外的環境因子 （例えば大気降下物負荷）

や内的環境因子 （例えば種の多様化） と の相互作用や連

動関係を明ら か と する こ と を目的 と する。 具体的には、

国内の生態系機能の低下が著しい典型域 （首都圏周縁山

地や東北大演習林等） を対象に野外調査や室内実験を実

施し、 安定同位体等最新の計測 ・ 分析手法を開発 ・ 適用

する こ と で機能の定量化を図る。

サブテーマ 2 ： 湖沼におけ る物質循環および生態系機能

と環境因子の連動関係の定量的評価に関する研究

　 湖沼 ・ 河川におけ る物質循環 と 微生物生態系の関係を

把握する こ と によ って、 湖沼におけ る生態系機能の定量

的な評価を目指す。 湖沼では湖水柱 と 底泥におけ る生元

素 （炭素、 窒素、 リ ン、 鉄、 イ オウ等） の挙動 ・ 循環 と

微生物生態系 （バク テ リ ア、 プ ラ ン ク ト ン等） の連動関

係 ・ 相互作用を解析する。 長期モニ タ リ ング、 新規性の

高い測定手法、 湖沼モデル解析等を駆使し て、 湖沼にお

ける生態系機能と環境因子の連動関係を明らかにする。

サブテーマ 3 ： 沿岸域におけ る生態系機能 と 環境因子の

連動関係の定量評価に関する研究

　 干潟や塩湿地等沿岸域におけ る環境因子であ る種多様

性や流入負荷の変化が生態系機能へ及ぼす影響を、 栄養

塩や金属の物質収支および安定同位体比を用いた食物連

鎖解析を通じ て評価する。 また、 環境因子であ る流入負

荷の変化 と、 優占種の変化や侵入種の増殖 と いった種多

様性にみられる変化 と の連動関係を解析する。 複数の場

で環境因子 と 生態系機能の比較を行い、 沿岸域 と 流域圏

の相互作用に関する評価を行 う 。

【到達目標】

サブテーマ 1 ： (1) 人工林荒廃 と窒素飽和現象の関連性を

解明し、 適正な人工林管理施策の推進に貢献する。 (2) 環
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境因子 と 生態系機能 と の連動関係を解明し て、 落葉樹混

交の種多様性回復が窒素貯留能に与え る影響を評価し、

窒素飽和改善シナ リ オ構築に貢献する。

サブテーマ 2 ： (3) 長期モニタ リ ング、 新規測定手法、 モ

デル解析等によ り 、 湖沼における水柱 と 底泥での物質循

環 と 微生物活動の連動関係、 環境因子 と 生態系機能の連

動関係を定量的に評価する。 (4) 研究成果に基づいて、 湖

沼環境の具体的な改善シナ リ オ作成に貢献する。

サブテーマ 3 ： (5) 沿岸域における一次生産者の変化や侵

入種によ る優占現象が、生物相、水 - 生物 - 底質間の物質

収支や食物連鎖などの生態系機能へ及ぼす影響を定量的

に評価する。(6)流域負荷 と生物種多様性の関係を探索し、

生態系機能の健全性を評価する。

〔内容および成果〕

人為由来の慢性的高負荷環境条件をキーワー ド に、 流域

圏の典型的な自然生態系ユニ ッ ト であ る、 森林域、 湖沼、

沿岸域それぞれの生態系機能の定量評価、 特に慢性的高

負荷によ る影響 （窒素飽和、 富栄養化 ・ 難分解性有機物

増加、 グ リ ーン タ イ ド） の実態把握 と メ カニズムの解明

を目的に、 長期的なモニ タ リ ング と 新規測定手法開発を

開始し た。

サブテーマ １ ： 軽度の大気汚染環境下にあ る、 異な る間

伐強度で管理されている スギ人工林試験区を対象に物質

動態モニタ リ ングを開始し た。現段階までの成果 と し て、

間伐強度が土壌中の窒素動態に強 く 影響する こ と が明ら

かにな り つつあ る。 具体的には、 林分が過密状態にあ る

無間伐区に比べ、 強度間伐によ り 誘引され発達し た下層

植生 （広葉樹の低木 と 草本類） を有する人工林生態系で

は、植物－土壌における窒素貯留機能が高められていた。

その要因 と し て、 下層植生の吸収作用 と 土壌集積有機物

（下層植生やスギの リ ター） の質的変化 （特に C/N 比） に

よ る土壌微生物の窒素資化作用への影響が示唆された。

サブテーマ ２ ： 放射性同位体を使用し ない藻類 1 次生産

量を リ アルタ イ ムで測定でき る ア ク テ ィ ブ蛍光法 （FRRF

法） を採用し て、 湖沼での藻類 1 次生産量を測定し た。

アオコが大発生し た地点で 1 次生産が低いこ と がわかっ

た。 霞ヶ浦底泥の微生物多様性を ク ローン ラ イブラ リ ー

法によ り 解析し た。 いずれの試料でも深さ 4-6cm で亜硝

酸酸化細菌の Nitrospira 属細菌が優占し ていた。凍結保存

サンプル等を使って、 アオコ を形成する藍藻 ミ ク ロ キ ス

テ ィ スの動態を特異的プ ラ イ マー法によ って明ら かにし

た。 2004 年以降、 数密度は急上昇し た。 底泥間隙水中の

糖類組成と動態を評価し た。 2005 年秋 -2006 年春、 2cm

以深で糖類濃度が激増し たが、 2007 年夏には急激に減少

し た。 湖水柱での藍藻 と 底泥中の糖類の動態に関連性が

示唆された。

サブテーマ ３ ： かつては一連の前浜干潟であ り 、 現在で

も底質の鉱物組成や供給される海水組成がほぼ等しい千

葉県の谷津干潟 と 三番瀬干潟を研究対象 と し、 アオサ類

によ る グ リ ーン タ イ ド の発生が生態系機能へ及ぼす影響

の定量的評価を目標 と し て研究を開始し た。 特に目視で

は困難 と される アオサ類の種組成 と それに伴 う 生物季節

性 （フ ェ ノ ロ ジー） に留意し て、 これまでに採集し た生

物種の同定 と 定量を行っている。 その結果、 両干潟にお

け る グ リ ーン タ イ ド の発生期間 と 発生量が大き く 異なっ

た こ と、 アオサ類や生息する他の生物の種構成も大き く

異な る こ と が確認 さ れた。 一方、 底質環境については、

間隙水中の栄養塩濃度等に両干潟間の差が確認されただ

けでな く 、 グ リ ーン タ イ ド が衰退および繁茂する時期に

大き く 変動する項目も複数確認され、 グ リ ーン タ イ ド の

底質環境への影響が示唆された。

〔備考〕

〔関連課題〕

1011AF007 　 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア

酸化に及ぼす影響 66p.

1111AN001 　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発

（特異的プラ イマーを用いて） 67p.

1111AR002 　 大津波に よ る干潟環境 と 底生動物への影響

評価 67p.

1112CD002 　 湖沼におけ る浮遊細菌を介し た溶存有機物

の動態解明に向けた新たな展開 67p.

1112CD007 　 Ｄ ＯＭ の光分解特性が生物難分解化に及ぼ

す影響評価 68p.

1112NA001 　 硝酸イ オンの窒素、 酸素安定同位体比およ

び溶存有機物、 懸濁態有機物の窒素同位体比によ る流域

からの窒素負荷源の特定と流出機構の解明 68p.

【関連課題】

1） 　 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及

ぼす影響

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF007

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （地域環境研究セン ター），渡邊未来

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 樹木葉圏にアンモニア酸化微生物

が存在し窒素動態に寄与し ているのかを明ら かにし、 森

林生態系におけ る樹木葉圏微生物の役割を解明する こ と

を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 未濾過およびフ ィ ルター滅菌し たスギ林内雨を 4 週間
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培養し、 培養液中の硝酸イオンの酸素安定同位体比を脱

窒菌法によ り 測定する こ と で、 微生物活動によ る硝化の

有無を調べた。 未濾過サンプルで酸素安定同位体比の低

下が認め られた こ と か ら、 葉圏微生物によ り 硝化が起き

ている可能性が示唆された。 次に、 樹木葉圏か ら細菌お

よび古細菌由来アンモニア酸化遺伝子 （AOB-amoA およ

び AOA-amoA） の検出を行った と こ ろ、 AOA-amoA のみ

が検出された。 AOA-amoA のク ローニングおよびア ミ ノ

酸配列の系統解析に よ り 、 葉圏ア ン モニ ア酸化古細菌

（AOA） の起源推定を行った と こ ろ、土壌起源であ る可能

性が示された。 一方で、 森林土壌などか らは検出されて

いない葉圏に特有の系統群が優占し ている こ と が明ら か

と なった。

　 以上の結果か ら、 樹木葉圏において古細菌によ る アン

モニア酸化が起き ている可能性が示唆された。

〔備考〕

2） 　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発 （特異的

プラ イマーを用いて）

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コー ド〕 1111AN001

〔担当者〕 ○冨岡典子 （地域環境研究セン ター） ， 今井章

雄， 小松一弘， 高津文人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 霞ヶ 浦などの富栄養湖沼では、 季節的に藻類濃

度が異常に高く なる 事があり 、 有機炭素濃度の上昇や、 上

水の利用障害など 大き な問題と なっ ている 。 し かし なが

ら 、有機炭素濃度と 異常増殖藻類濃度と の関連はいま だ明

ら かでなく 、有機炭素濃度上昇の原因と なる 藻類を特定す

る こ と は困難であった。本研究では培養株を用いて特定藻

類の rDNA 濃度と 有機炭素濃度の換算計数を算出し 、藻類

由来の有機物負荷を算定する こ と を目標と する 。

〔内容および成果〕

　 霞ヶ 浦データ ベース よ り 特定真核藻類が優占し ている

試料を特定し 、 真核藻類の 18S rDNA についてク ロ ーニン

グを行い、 優占藻類の DNA シーク エンス を取得し た。 併

せて、 DNA データ ベース から 霞ヶ 浦で優占し ている 藻類

種の 18S rDNA シーク エンス を取得し 、 こ れら に基づいて

特定藻類のプラ イ マーの作成を行った。次に作成し たプラ

イ マーの特異性の検討を行い、使用可能なプラ イ マーセッ

ト を選択し た。得ら れたプラ イ マーを用いて環境サンプル

における 各藻類の 18S rDNA 濃度の測定を実施し た。 併せ

て、 生物保存施設から 入手し た真核藻類試料の 18S rDNA

濃度及び懸濁態有機物（ POC） の測定を行った。 こ れら の

データ に基づいて、各藻類の 18S rDNA 濃度と POC と の換

算係数を算出し 、18S rDNA 濃度から 算出し た POC 濃度つ

いて検証を行った。 その結果、 作成し たプラ イ マーによ っ

て霞ヶ 浦の Stephanodiscus hantzschii, Actinocyclus curvatulus,

Cryptomonas sp. の 18S rDNA を定量的に増幅する こ と が可

能であっ た。 一方、 Aulacoseira spp. については、 霞ヶ 浦

データ ベース と 18S rDNA の値が一致せず、 今後再検討が

必要である こ と が解った。今回得ら れたプラ イ マーによ っ

て検出さ れた 18S rDNA 濃度に基づいて、POC 濃度を算出

し た結果、 実測値と 概ね傾向は一致し た。 今後、 さ ら なる

プラ イ マーの作成を実施する 事によ り 、優占藻類の正確な

存在量の把握と 有機物負荷への影響が明ら かになる と 期

待さ れる 。

〔備考〕

3） 　 大津波による干潟環境と底生動物への影響評価

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1111AR002

〔担当者〕 ○金谷弦 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

牧秀明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 津波によ る攪乱を受けた仙台市沿

岸の蒲生潟 （干潟） を対象 と し、 地形変化、 底質環境 と

底生動物の空間分布、 水質環境、 および油汚染に関する

調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 津波で ヨ シ原の 85％、 海浜植生の 98％が流失し た。 潟

内のヘ ド ロは流失し、 底質は砂質化し た。 希少な巻貝の

フ ト ヘナタ リ はほぼ絶滅し、多 く の二枚貝も激減し たが、

多毛類や ヨ コエビ類は著し く 増加し た。 これらは、 津波

の影響や個体群の回復速度が、 種によ って異な る こ と を

示唆する。 下水の流入によ り 隣接海域は富栄養化し、 下

水起源 と 考え られる残留塩素も検出された。 干潟底土か

ら、精油所起源の原油よ り も高分子の PAH が多 く 検出さ

れた こ と か ら、 由来が異な るか震災後の火災で生成し た

こ と が示唆された。

〔備考〕

4） 　 湖沼における浮遊細菌を介し た溶存有機物の動態解

明に向けた新たな展開

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD002

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湖沼の炭素循環において、 浮遊細菌は溶存有機

物の分解および新たな有機物の生産 と い う 点で重要な役
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割を果た し ている。 本研究では、 浮遊細菌を介し た溶存

有機物の流れおよび収支を解明し、 湖内炭素循環におけ

る浮遊細菌の寄与を見積る こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 日本の 11 湖沼および 1 河川よ り 、世界中の湖沼に遍在

および優占種 と し て検出されるが、 これまで難培養も し

く は未培養ク ラ ス ター と し て広 く 知られていた GOBB3-

C201、Polynucleobacter necessarius （PnecA、PnecB、PnecC、

PnecD）、GKS98、Rhodoferax sp. BAL47、IRD18C08、LiUU-

5-340、Luna-1 および Luna-2 ク ラ ス ターに属する浮遊細菌

の分離および培養に成功し た。BiOLOG 社製の GN2 およ

び AN プレー ト を用いた炭素源資化性試験よ り 、 得られ

た浮遊細菌株の大部分が糖質およびア ミ ノ 酸には資化能

を示さず、 炭素源 と し て有機酸に強 く 依存し ている こ と

を明ら かにし た。 以上の結果よ り 、 主要浮遊細菌群を介

し た湖内炭素循環において、 有機酸の生成 （有機物分解

も し く は一次生産から の） および浮遊細菌によ る取込み

経路の重要性が示唆された。

〔備考〕

5） 　 Ｄ ＯＭ の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評

価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD007

〔担当者〕 ○小松一弘 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湖水、流入河川水、流域発生源水などを対象に、

そ こ に含まれる溶存態有機物 (DOM)の光分解特性を解析

する。 特に光分解によ り 特性が変化し た DOM は生物難

分解性 と な るのか？或いは易分解性 と な るのか？等、 光

分解 と 生分解の相互関係に重点を置いて研究を進め る。

応募者は、 そ う し た相互関係は DOM の特性 （分子量分

布、 疎水性物質の割合、 立体構造） の相違によ って異な

る と推察し ている。 そのため、 光分解によ って DOM の

特性がどのよ う に変化するのか？について も検討し、 生

分解性への関与について考察する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 霞ヶ浦ろ過試料を対象に光分解の室内実験

を行った。 その結果、 短時間照射で約 10%、 長時間照射

で約 60% と、 照射時間の増加に伴 う 分解率の上昇が確認

された。 また光分解に伴い DOM の特性も変化し ている

こ と が確認されたため、 霞ヶ浦よ り 抽出し たフルボ酸を

対象に同様の光分解実験を施し た。 その結果、 短時間照

射で も非常に高い分解率を示す事が分かった。 以上の結

果から、DOM は光分解性の高いフルボ酸を始め とする疎

水性成分の周囲に、 光分解されに く い親水性成分等が弱

い Binding で結びついた立体構造を形成し ている もの と

推察された。 さ らに光分解前後におけ る DOM の分子サ

イ ズ分布を調べる こ と によ り 、 光分解を阻害する DOM

中の周囲成分は、 分子量 35000Da 以上の親水性物質であ

る こ と が示唆された。

〔備考〕

6） 　 硝酸イオンの窒素、 酸素安定同位体比および溶存有

機物、 懸濁態有機物の窒素同位体比による流域から

の窒素負荷源の特定と流出機構の解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1112NA001

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター），今井章雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 農業排水に由来する窒素の流域への排出は、 湖

沼、 河川、 内湾の富栄養化の主原因であ るにも関わらず、

こ う し た面源負荷については定量的推定や負荷地域の特

定が不正確であった。特に、GIS 特性や降水パターン、河

川流量、 水質データが詳細に取られていない流域での負

荷の算定は困難を極める。 しかし ながら地域によ らず排

出源に特異的な同位体特性を利用すれば、 多様な窒素負

荷の流域で も適用可能な簡便で正確な窒素負荷の評価は

可能であ る。 硝酸イオン と 溶存有機物が河川水の主た る

窒素プールであ るが、微量 CF/C/IRMS システムおよび脱

窒菌法 と いった測定法の進歩によ り 、 溶存有機物の窒素

同位体比 （δ15N） と硝酸イオンの δ15N と酸素同位体比

（δ18O） を時空間的に高頻度で解析でき る よ う になった。

溶存有機物と硝酸イオンの δ15N からは、 １ ） 生活排水

や畜産排水の寄与、 ２ ） 地下水流入の影響を評価でき る。

さ らに、 硝酸イオンの濃度と δ18O を合わせて分析する

こ と で、 ３ ） 大気や森林か ら の窒素負荷、 ４ ） 硝化、 脱

窒、 窒素同化の活性、 を解析でき る。 本研究は河川や湖

沼の富栄養化のみな らず地下水の硝酸汚染など今後深刻

化する我が国の水質問題に大き く 資する研究にな る と考

え られる。

〔内容および成果〕

　 茨城県南の80程度の小河川で夏季 と冬季の ２ 回採水を

行い、 その硝酸イオンの濃度に加えて、 酸素 と 窒素の安

定同位体比の測定を行った。 硝酸イオンの窒素安定同位

体比は集水域に占め る畑の割合の高い河川で高 く な り 、

森林の割合の高い河川で低 く なった。 また、 夏季は冬季

に比べ灌漑用水由来の硝酸イオンのシグナルが濃度、 同

位体比 と も に顕著 と なった。 今後は同位体混合モデルを

駆使 し て、 各種硝酸 イ オン ソ ース の混合割合の解析を
―  68  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
行ってい く 予定であ る。

〔備考〕

(6)-2. 　 戦略的環境アセス メ ン ト 技術の開発 と 自然再生

の評価に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA062

〔担当者〕 ○福島路生 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

冨岡典子， 村田智吉， 野原精一， 広木幹也， 亀

山哲， 吉田勝彦

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕  日本列島 と メ コ ン川流域ま たその周辺地域は

いずれも アジアの代表的な生物多様性ホ ッ ト スポ ッ ト と

し て知られる。 本研究では、 これらの地域の湿地生態系

を対象 と し て広域ス ケールに対応し た戦略的環境アセス

メ ン ト 技術を開発し、 それらの技術を用いた河川流域の

総合的環境管理に資する研究を行 う 。

　 まず重要な湿地生態系を対象に、 生物多様性 ・ 生態系

機能に関する既存情報についてデータベース化を行 う 。

そ し て上流か ら中流域にかけての湿地生態系を大き く 改

変し う る ダム開発に着目し、 ダム貯水池での底泥におけ

る栄養塩等の物質循環機能の定量化、 有害藻類発生の機

構解明 と その予測、 有用淡水魚類の回遊生態 と 食物網構

造を解明する ための技術開発を行 う 。 また下流域か ら沿

岸域にかけての湿地生態系では、 新たな自然再生適地を

合理的に抽出する ための技術を開発する。 これら の技術

を駆使し て、 ダムが及ぼす湿地生態系への潜在的な影響

を評価し、 その影響緩和を優先的に行 う 場所の選定や具

体的な手法についての提言を行 う 。 同時に、 ダム貯水池

での淡水魚の養殖事業の効果、 また現在行われている沿

岸域での自然再生事業の効果を科学的に検証す る こ と

で、 これらの事業の効果の改善、 効率化を図る。

〔内容および成果〕

○タ イの メ コ ン流域にあ る シ リ ン ト ーン貯水池 , ウボン

ラ タナ貯水池， およびラ ンパオ貯水池にて底泥 と 湖水の

調査を現地大学 （ウボン ラチャ タ ニ大学） また タ イ水産

局と共同で実施し た （1 月）。 同様な調査を比較対象地で

あ る カンボジアの自然湖沼 ト ン レサ ッ プ湖でバ ッ タ ンバ

ン大学と共同で行った （2 月）。

　 底泥サンプルを分析し た結果、 全体的に底泥の リ ン含

量 と 微生物活性 と の間に正の相関があ る こ と が分かっ

た。 また底泥の粒径組成や鉱物組成、 同位体 ・ 元素濃度

等を測定し、 底泥成分の輸送 メ カニズムや水質形成への

寄与率の解明を行 う ための分析フ ローチャー ト を作成し

た。

 シ リ ン ト ーン貯水池からは有害藻類 Microcystis は検出さ

れなかっ たが ウ ボ ン ラ タ ナ貯水池か ら 流出す る 用水路

（Nam Pong） か ら はそれが検出 さ れた。 こ の周辺は市街

地および農地が広がってお り 、 周辺土地利用によ ってア

オコ発生の リ ス ク があ る こ と が示唆された。

○これまでに採集し た淡水魚の耳石の う ち、 メ コ ンの代

表的水産有用種で あ る コ イ 科回遊魚 Siamese mud carp

(Henicorhynchus siamensis) の耳石について元素分析をほ

ぼ終了し、 い く つかの知見を得た。 Siamese mud carp の耳

石表面のマグネシ ウ ム、 ス ト ロ ンチウ ム、 バ リ ウ ムの濃

度か ら、 個体ご と に採集河川 （支流） の判別が高い精度

で可能であ る こ と が分かった。 また誕生時の化学的な環

境を反映する耳石核か ら死亡時のそれを反映する外縁に

かけての成長の軌跡か ら （ １ ） 本種が群れで回遊する習

性を もつこ と、 （ ２ ） 支流を広 く 回遊するが、 本流を経由

し て他の支流に回遊し ないこ と、 （ ３ ） 産卵のために生ま

れた川に母川回帰する こ と などが示唆された。

○エビ養殖等で破壊されたベ ト ナムのマング ローブ再生

候補地を現地調査し た。 北ベ ト ナム沿岸域を対象に、 マ

ング ローブ再生事業の支援を目的 と し、 基盤データベー

ス整備 と 現地調査、 また関係機関 と のネ ッ ト ワーク構築

を行った。 データベースは衛星画像解析等か ら植林候補

地と なる人工養殖池を抽出し GIS データ と し て一元的に

整備し た。

〔備考〕

〔関連課題〕

0812BB001 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と 生態系

修復のための調和的管理手法の開発 69p.

【関連課題】

1） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 湿原が一度荒廃する と 修復する ためには非常

に多 く の労力を要する こ と か ら、 本研究では、 湿原の保

全施策を構築する ための湿原 と その周辺流域におけ る総

合的管理手法の開発を目的 と する。 具体的には （ １ ） 湿

原生態系の変容を的確に捉え、 変容を も た ら し た原因を

明ら かにする ため、 湿原 と その周辺流域の自然環境の変

容や野生生物等の生息 ・ 生育環境の変容を監視する手法

を開発する、 （ ２ ） 湿原を含む流域全体の広域な土地利用
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の変化が湿原に及ぼす影響を明らかにする、 （ ３ ） 湿原周

辺の農地か ら発生する負荷を施肥管理制御、 小水路、 緩

衝域など を活用し低減する手法を開発する、 （ ４ ） 荒廃し

た湿原植生を積極的に修復、 復元する手法を開発する、

こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 水位計を設置し河川の増水によ る氾濫のモニ タ リ ング

を開始し、2011 年 3 月 11 日の津波によ る水位上昇は 67cm

であった。釧路湿原の陸水の栄養塩類を分析し た と こ ろ、

硝酸態窒素の濃度は井水、河川水、池 と う の順で高 く なっ

てお り 、 流域か ら の窒素汚染が進んでいる実態が確認さ

れた。 航空写真 （2004 年） から DEM データ を作成し、

現況と の矛盾を修正し て湿原表層の流路図を作成し た。

　 ハン ノ キ と シ ラ カバの胸高直径 と 樹高 と の関係を調

べ、樹高 5-8m のハン ノ キ林であ る こ と が判った。釧路湿

原温根内地区方形区のチャ ミ ズゴケ区各土壌深度におけ

る地温の年変化 (2009 年 10 月 27 日～ 2011 年 8 月 20 日 )

を観測し た。 表層では日変化が見られたが、 0.8m 付近か

ら下層では日較差が見られなかった。 チャ ミ ズゴケ区の

土壌深度 と 最低地温の関係、 土壌深度 と 最低地温、 平均

地温、最高地温の関係は直線関係にあ り 、計算式から 2010

年凍結深は 0.59m であった と推定されたが、 2011 年には

表層のみで凍結は少なかった。

　 湿原表面水中の Ca、 Mg、 Si 濃度は、 夏季には堤防に

近い地点で高 く 、 堤防か ら の流入が示唆 さ れた。 一方、

春季には赤沼付近で Ca、 Mg が高い傾向にあ り 、 融雪 ・

増水期には赤沼側から の流入が考え られた。 植物体地上

部の P 含量は季節変化が著し く 、 特に ヨ シは季節変動が

著し く 、 夏季にはスゲ類、 イ ワ ノ ガ リ ヤス よ り も高い値

を示し たが、 秋季には こ れ ら の植物よ り も低 く なった。

他の元素については、 スゲ類の K、 Na 含量は ヨ シ、 イ ワ

ノ ガ リ ヤスのそれよ り 著し く 高いものがあ る一方、Na 含

量はイ ワ ノ ガ リ ヤス＜ヨ シ、 Ca 含量は ヨ シ＜イ ワ ノ ガ リ

ヤスの傾向にあ り 、 植物種間で差が認められた。

〔備考〕

環境省 ： 独立行政法人国立環境研究所

農林水産省 ： 農林水産技術会議事務局、 独立行政法人農

業環境技術研究所、

独立行政法人農業 ・ 食品産業技術総合研究機構

環境都市システム研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP070

〔代表者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 都市の社会 ・ 経済 と環境特性に応じ た、 環境負

荷の増大 と 自然環境劣化の克服に向けての将来ターゲ ッ

ト を設計し て、 そ こへ到達する実効的な、 地域 と 都市 ・

地区の環境技術 と 政策のシステムを描 く 計画手法 と 評価

体系の研究開発を進める。 具体的には、 水、 エネルギー、

資源循環を制御する環境イ ノ ベーシ ョ ン技術 ・ 施策の研

究開発 と と も に、 関連する社会制度システムの定式化を

進めて、 国内外で展開可能な環境都市マネジ メ ン ト の技

術 ・ 施策パッ ケージ と し て形成する。 その う えで都市や

地区の経済、 環境特性に応じ て技術 ・ 施策をカ ス タマ イ

ズ し て適用する 「環境ソ リ ューシ ョ ン」 システムの研究

開発を進める。

〔内容および成果〕

　 都市を対象 と する、 低炭素、 循環経済の技術 ・ 政策を

設計し てそのシ ミ ュ レーシ ョ ン評価を推進する研究につ

いて名古屋市、 川崎市、 つ く ば市、 土浦市で順調に開始

する こ と ができ た。

　 アジア都市を対象 と する中国瀋陽市研究については環

境研究総合推進費で今年度から 3 年間の事業採択を受け

て、 中国及びアジアの拠点的な産業都市を対象に、 国内

のエ コ タ ウ ン をは じ め と する循環技術 ・ 施策を も と に、

日本発信の循環マネジ メ ン ト システムを地域特性に応じ

て効果的に設計する ための定量的な計画 ・ 評価シス テム

を構築する研究に着手し た。中国科学院応用生態研究所、

および国内の研究機関 と し て大阪大学、 名古屋大学、 和

歌山大学、 国内の自治体や企業 と の連携を具体化し て、

エコ タ ウ ン等の日本国内の先進的な循環技術 ・ 制度シス

テムのイ ンベン ト リ を構築し、 アジアの都市の特性に応

じ た技術パッ ケージ と し て展開を支援する学術的手法の

構築を進めた。 資源循環 ・ リ サイ クル技術フ ローの 「 リ

エンジニア リ ング」 プロ セス と、 技術の運用効率を高め

る資源循環の社会制度パッ ケージの定量的設計プロ セス

を開発し て、 中国科学院及び都市行政等 と の連携でアジ

アの具体的なモデル都市で循環経済都市データベース と

技術 ・ 制度のシ ミ ュ レーシ ョ ンプロ セス を構築し、 地域

の循環特性に応じ た実現のガ イ ド ラ イ ン と し てアジア都

市への汎用化し、 成果の事業者及び国際政策連携を通じ

ての国内還元を図る研究を進めている。9 月 20-23 日にの

べ200人が参加する循環経済研究交際ワーク シ ョ ッ プ と、

東アジア環境フ ォーラ ム、 グ リ ーン成長研究シンポジウ

ムを開催する こ と ができ、 中国科学院、 瀋陽大学、 瀋陽

市政府と の連携体制を構築する こ と ができた。

　 異な る都市化 と 産業化が進むアジア都市 と し て タ イ国

バン コ ク市を対象に、 地域環境の中核的な環境技術 と し

て省 ・ 創エネルギー型都市排水処理システムの開発を行

う と 共に、 社会実証によ る技術検証 と 技術効率改善 と 社
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会への適合性の向上を図る ために、 バン コ ク都市政府 と

連携し て、 地域の特性に対応する適切な下水処理システ

ム開発と、その実装のためのプロセス設計を進めている。

　 国内都市の研究では環境研究総合推進費課題（サブテー

マを担当） の採択を受けて、名古屋市及び川崎市における

研究を推進し ている 。こ れら の内容については環境シス テ

ム研究、 環境情報科学などの学術研究への投稿と と も に、

Journal 論文投稿と し て短期的な成果に繋げている 。 ま た、

環境省が主催する 低炭素社会の中長期ロ ード マッ プ地域

WG、 地区街区サブ WG、 地域循環圏、 瀋陽川崎支援、 静

脈メ ジャ ー、環境基本計画などの研究会に研究情報と し て

出力し ている 。 ま た、 内閣府の環境未来都市の選定、 総合

特区の選定プロ セス へ研究発信し ている 。

　 これら の国内都市研究 と 瀋陽市、 バン コ ク市を対象 と

する アジア都市におけ る研究を連携する研究体制を構築

する こ と ができ た。

環境都市システム研究プログラム

(7)-1. 　 都市の環境技術 ・ 施策システムの評価と社会実証

プロセスの構築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA071

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），一

ノ 瀬俊明， 藤井実， 平野勇二郎， 孫穎， 水落元

之， 珠坪一晃， 岡寺智大， 大場真

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国内 と アジアの都市を対象 と し て、 人間活動の

特性 と と も にそ こ から発生する環境汚染の環境資源への

影響をふまえ、 社会実証研究を通じ て環境負荷の低減 と

社会経済の改善を同時に実現する コベネフ ィ ッ ト 型の技

術の開発 と、 技術群 と 施策をパ ッ ケージ と し て組み合わ

せる環境ソ リ ューシ ョ ンシス テムを構築し て、 その計画

シ ス テ ムお よ び評価方法論を開発す る こ と を目的 と す

る。 環境シ ミ ュ レーシ ョ ン と の連携によ り 、 環境技術を

含む拠点的な 「環境開発」 にむけた信頼性の高い計画シ

ステムを提供し、 計画の実現によ る環境負荷の削減を定

量化でき る評価理論の体系を提供する。 具体的な都市に

おけ る技術 ・ 施策の実証研究 と と も に、 技術シス テムに

加えて実装によ り その効果を高める こ と のでき る運用や

制度施策の設計 と その事業展開プロ セスの構築、 および

効果の評価を行 う 。

〔内容および成果〕

(1) 温暖化対策や資源循環と い う 地球・広域への環境貢献

を地域の環境改善につなげる コベネフ ィ ッ ト 型の都市の

姿を動的に描 く モデル と 手法の開発を進めた。 具体的に

は川崎市の臨海部を対象に複数のシナ リ オを設計し て、

低炭素や資源循環 と 地域の活性化を実現する空間構造を

見定めて、 そ こ へ導 く 技術 と 政策手段を明ら かに し た。

地理情報システムを活用する都市の空間データベース と

と も に、 施策のイ ンベン ト リ および技術の定量的情報を

産官学連携で構築し て、 環境都市構築の効果のケース ス

タデ ィ と し ての算定を行った。 国内都市については名古

屋大学、 アジア都市については中国科学院および国際連

合大学 と の連携を進めた。 こ れ ら の研究成果の一部は、

環境省の温暖化対策地方実行計画マニ ュ アル策定の準備

検討や、 国土交通省の長期国土構想、 内閣府の環境モデ

ル都市、 環境未来都市、 総合特区の検討に反映された。

(2) 中国瀋陽市を対象とする研究では、個別の資源循環や

低炭素技術シ ス テ ム を地域条件に合わせて再構築す る

「 リ エンジニア リ ング」 プロセスや、 回収 ・ 分別を含む社

会制度パ ッ ケージの定量的設計プ ロ セ ス開発を進めた。

中国科学院及び瀋陽大学、 瀋陽市政府関連部局 と の連携

体制を構築し て都市環境情報データベース と 技術 ・ 制度

のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。 その結果、 日本型の分別

回収 と 産業施設での代替利用によ る、 有機廃棄物の再生

利用によ る低炭素効果を定量化する こ と ができた。

(3)アジアで必要な省エネルギーで建設及び運転管理コ ス

ト の安い水処理技術について、タ イ ・バン コ ク でパイ ロ ッ

ト 実証試験を現地の行政機関およびキングモン ク ッ ト 工

科大 と 共同し て行った。 現地におけ る建設 ・ 運転管理コ

ス ト および想定される処理規模の制約条件から スポンジ

を担体に用いた散水ろ床法を開発対象技術 と し て、 タ イ

のバン コ ク都下廃水部およびキングモン ク ッ ト 大学 と の

間に共同研究協定 を 結び、 実証試験 を バ ン コ ク 市の

Thungkru 下水処理場で実施する こ と で合意し た。 ま た、

実証試験結果の他地域への広範な普及および適応性評価

のために、コ ンケン大学、アジア工科大学等 と の研究ネ ッ

ト ワーク作 り に着手し た。

(4) 中国瀋陽市が立地する遼寧省の経済活動に伴 う 水需

要、 汚濁負荷排出量、 エネルギー消費量、 CO2 排出量の

イ ンベン ト リ を作成し た。 また、 これら のイ ンベン ト リ

に基づ き、 遼寧省の ウ ォー タ ーフ ッ ト プ リ ン ト お よ び

カーボン フ ッ ト プ リ ン ト を評価し た。 遼寧省では生産活

動によ る水資源消費を把握し て、 内 43% が域外で間接消

費される （Virtual water export）。 また、 Virtual water export

の 63% は国内貿易に起因する。 一方で、 遼寧省内の水資

源消費の 32% に相当する水 （External Water Footprint） を

域外に誘発する構造にあ り 、 その内 77% は他省の水資源

に依存し ている こ と が明らかになった。

〔備考〕
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〔関連課題〕

1012CD008 　 モバイルテ ク ノ ロ ジーを応用し た新しい都

市環境モニタ リ ングシステムの研究 72p.

1013BE001 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価シ

ステムの構築と シナ リ オ分析 72p.

1112MA001 　 コ ベネ フ ィ ッ ト 型都市開発プ ロ ジ ェ ク ト

72p.

1113BA006 　 低炭素社会を実現する街区群の設計 と 社会

実装プロセス 73p.

【関連課題】

1） 　 モバイルテ ク ノ ロジーを応用し た新し い都市環境モ

ニ タ リ ングシステムの研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD008

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 都市の街区ス ケールにおけ る モバ イ ルテ ク ノ

ロ ジーを応用し た リ アルタ イ ムの大気 ・ 熱環境データの

収集 ・ 空間分布表示システムの構築を行い、 国内外の複

数の都市におけ る運用を試みる。 また、 屋外快適性を高

める ための街区や建築のデザイ ンを属地的に実現する た

めの基礎データ と し て、 こ のよ う な高空間解像度の環境

情報データベース を、 高時間解像度で構築する。 さ ら に

屋外温熱環境に限らず、 大気汚染濃度や騒音レベル、 磁

場など各種環境要素について も扱 う 対象に含め、 市民参

加型の近隣環境モニタ リ ングシステムの開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 当該システムを利用し た ラ グ ラ ンジ ュ的環境モニ タ リ

ングの実施をつ く ば と 東京で行った結果、 大気汚染現象

の局地性がきわめて高い こ と が具体的な時空間情報 と し

て示された。大気汚染への人体暴露影響研究においては、

個人個人の行動が多様であ る ため、 暴露情報を時空間的

に ト レース し てい く アプローチが重要であ る。

〔備考〕

以上の作業に当たっては、SenSariS 社 （Michael Setton 氏）

か らのフルサポー ト を取 り 付けている。 従前研究分担者

であった Victoria Likhvar が離職 ・ 帰国し て研究分担者た

る資格を喪失し た も のの、 以後の研究推進に本人の協力

が必要であ る こ と から、海外研究協力者 と し て位置づけ、

必要に応じ て招聘し、 共同研究と し て推進する。

2） 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価システムの

構築と シナ リ オ分析

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1013BE001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 大西悟

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 　 第 2 次循環型社会形成推進基本計画で提示さ

れた 「地域循環圏」 の概念の具現化のためには、 望ま し

い循環圏を導出する理論の構築 と、 実態に基づ く 現状分

析の両輪が必要であ る。 しか し、 循環利用 ・ 目的の物質

移動データの整備が十分でない こ と、 循環圏の 「望ま し

さ」 を評価する概念 と 手法の体系化が十分に進んでいな

い こ と 等か ら、 循環圏形成 と い う 政策目標に向けた情報

整備 と し ては不完全な状況にあ る。 そ こ で、 マ ク ロデー

タ を用いた要因分析 と、 地域 と 資源を特定し た ミ ク ロ分

析を実施する こ と で、 循環圏が形作られている決定要因

の解明を行 う 。 次に、 コ ス ト 、 環境負荷、 環境 リ ス ク、

さ ら には生態系サービ ス の視点か ら の評価手法を提示

し、 具体的な地域を対象に理論 と 評価手法を適用する こ

と で、 その有効性を検証する。 さ らに、 望ま しい姿に接

近させる ための政策シナ リ オの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 地域循環圏の概念を明確にする と と も に、 その形成を

促進する ための技術システムや制度について検討を実施

し た。 と り わけ、 地域資源 （未利用資源や既存イ ンフ ラ）

を活用する こ と によ り 、 現時点だけでな く 、 将来に渡っ

て も 常に環境効率の高い資源循環シ ス テ ム と す る ため

の、 設計指針を整理する と と も に、 主 と し て一般廃棄物

中の有機系循環資源を対象に、 具体的なシス テムを想定

し ながら、 そのよ う なシステムの設計 と 評価方法につい

て検討を行った。

　 本研究成果は、 環境省によ る地域循環圏形成のための

ガ イ ド ラ イ ン作成にも反映された。

〔備考〕

3） 　 コベネフ ィ ッ ト 型都市開発プロジ ェ ク ト

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1112MA001

〔担当者〕 ○藤田荘 （社会環境システム研究セン ター），金

田百永

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境省から国連大学高等研究所への、 アジア諸

国を対象 と し た コベネフ ィ ッ ト 型都市開発の枠組みづ く

り に係る委託研究の一部を再委託された。
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〔内容および成果〕

　 急速な経済発展に伴 う 産業 ・ 都市公害 と 地球温暖化問

題に同時に直面する アジア諸国では、 地域の環境改善を

果た しつつ低炭素型発展を実現する こ と が急務 と なって

いる。 そのよ う な共便益 （コベネフ ィ ッ ト ） 型の問題解

決アプローチに期待が高ま り 、 各国を対象にプロ ジ ェ ク

ト が実施 ・ 検討されている。 日本では、 1950 年代以降の

急速な産業の発展によ り 様々な公害を経験し たが、 環境

政策の整備 と 環境技術の発達に よ り 公害克服を果た し

た。 本研究は日本有数の産業都市 ・ 川崎を対象に、 過去

の大気汚染公害の政策分析 と コベネフ ィ ッ ト 効果の定量

的な検証をめざす。 また中国都市と の比較を行 う 。

〔備考〕

4） 　 低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロ

セス

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 平野勇二郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 日本において CO2 排出量長期大幅削減を着実に

達成する ためには、 各種要素技術の革新はも と よ り 、 そ

れら の配置を規定し、 生活 ・ 生産活動に影響を与え る都

市 ・ 地域の空間構造を低炭素型に再構築する こ と が不可

欠であ る。 従来はマ ク ロ な都市圏規模を対象 と し た研究

が多 く 、 要素技術を実際の場 （空間構造） にどのよ う に

配置し システム と し て組み上げてい く こ と が、 全体 と し

て低炭素社会の実現に結びつ く か と い う 問への解答を提

供する こ と ができ なかった。 そ こ で、 個別要素技術を実

物ス ケールで扱 う こ と ができ る 「街区群」 （街区は 「街路

に囲まれた一区画」 を指す） を評価ス ケール と し て設定

し、 目指すべき空間構造の条件 と 具体デザイ ンを評価す

る シ ス テム を、 ラ イ フサ イ ク ル思考に基づいて構築し、

実際の都市空間の評価に適用し てい く 。 さ らに、 示され

た低炭素街区群の実現に向けた諸課題の整理、 社会経済

制度見直しの方向性を見出し、 実際に提言 と し てま と め

る ための調査研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 太陽光や自然エネルギー、 高温 ・ 低温の地域の賦存熱

の立地分布から、 地域でのエネルギー供給能力 と その分

布情報を定量化する と と も に、 街区群での施設の用途や

規模か ら、 月別、 時間帯別の熱電需要量 と そのパターン

を推計する こ と によ って、 街区群の需給の分布特性に応

じ た技術・施策 メ ニューを選定するプロセス を構築し た。

その上で実現性の高い街区群のエネルギー技術 ・ 施策の

メ ニ ューを選定し て、 地域資源を利用し た場合の低炭素

効果、 技術対策の組合せによ る低炭素効果を算定でき る

情報を提供する システムを構築し た。

　 街区群の資源循環効果では、 川崎 ・ 横浜地域でシ ミ ュ

レーシ ョ ンを行った結果、 セ メ ン ト を活用する資源循環

システムでは、 非循環型 と比較し て 9.2% の製造時排出

CO2 の削減につながる こ と を明らかにし た。さ らに、都市

部の一般廃棄物を利用する こ と で、 16.2% 削減のポテン

シ ャルが示された。 新規資源の消費の削減、 最終処分量

の削減について も定量的に解析し た。

　 また、 街区群ス ケールでの各種の空調負荷軽減策の冷

房用エネルギーの削減効果と その CO2 排出削減効果を評

価する ため、 都市キ ャ ノ ピー ・ ビルエネルギー連成モデ

ルによ る都市熱環境のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行なった。 施

策導入ケース と し て、 緑化 （建物表面の 60％ と道路の 20

％に導入）、 高アルベド化 （建物表面の 60％に導入）、 内

部発熱削減 （機器発熱の 20％を削減） 、 高断熱化 （次世

代省エネ基準相当） の導入シナ リ オを想定し、 同様の計

算を行った。 こ こ では事例 と し て川崎市を対象 と し て各

施策によ る CO2 削減効果を算定し た と こ ろ、 緑化や高ア

ルベド化では 300 ～ 400[t-CO2/ 日 ] の削減効果が得られ

る結果と なった。

〔備考〕

(7)-2. 　 環境的に持続可能な都市 ・ 地域発展シナ リ オの構

築

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA072

〔担当者〕 ○松橋啓介 （社会環境システム研究セン ター），

芦名秀一， 近藤美則， 肱岡靖明， 山形与志樹，

藤野純一， 有賀敏典

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地域内人口分布等に着目 し た人口分布の変動

の要因分析を行 う こ と で、 実現可能性の高い空間構造シ

ナ リ オの構築手法を開発する と と も に、 空間構造に応じ

た環境負荷低減 ・ 影響緩和策の効果の違いを評価する こ

と で、 望ま しい空間構造を明ら かにし、 これら を踏まえ

て、 環境都市の空間構造を実現す る シナ リ オ と ロ ー ド

マ ッ プを示す。

その結果 と し て、 小地域におけ る将来人口推計の手法を

改良する こ と に貢献する と と も に、 実現可能性の高い空

間構造シナ リ オの構築手法を提供する。 また、 環境負荷

低減 ・ 影響緩和効果の評価を踏まえた都市 ・ 地域発展シ

ナ リ オを明ら かにする こ と によ り 、 自治体におけ る環境
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都市ロード マ ッ プの構築に貢献する。

〔内容および成果〕

　 過去 ６ 時点の国勢調査三次 メ ッ シ ュデータ を解析し、

過去の人口分布の動態におけ る自然増減 と 社会増減の寄

与の割合を明ら かにし て き た。 社会増減に影響する要因

を特定する こ と を試み、 地域類型別市町村人口動態別に

パラ メ ータ を与えて将来人口分布シナ リ オを構築する手

法を開発し、 2050 年および 2100 年までの人口 ・ 世帯分

布シナ リ オを試作し た。

　 一方、 低炭素型交通まちづ く り の観点か ら、 過去 ６ 時

点道路交通センサスデータ を解析し、 市区町村別に自動

車起因の二酸化炭素排出量の推移を明 ら かに し て き た。

地域別の特性を踏まえて、2020 年 25% 削減 とする場合の

技術面および地域別の交通面の対策の割合について試算

し た。

〔備考〕

小児 ・ 次世代環境保健研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP080

〔代表者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 次世代を担 う 小児におけ る心身の異常が世界

的に増加し てお り 、 こ の科学的評価 と 原因の解明、 適切

な施策が急がれてい る。 子供の健康には、 化学的要因、

大気汚染、 物理的要因、 生物学的要因、 食事 ・ 栄養、 教

育、 家族 ・ 対人関係、 経済状況等、 多 く の環境因子が影

響を及ぼし う る ため、 環境汚染物質を含めた総合的な疫

学研究の計画と実施、解析が不可欠であ る。22 年度よ り 、

我が国において も 「子ど も の健康 と 環境に関する全国調

査 （エコチル調査）」 が開始され、 環境健康研究セン ター

に本調査の コ アセ ン タ ーが設置 さ れ る こ と と な っ てい

る。 本調査においては、 種々の環境因子 と と も に、 化学

的要因 と 健康 と の関連性を解明する こ と が計画されてい

る。 エコチル調査で得られる多 く 的知見に加えて、 健康

影響 メ カニズムを解明し て疫学研究に生物学的妥当性を

与え る一方、 莫大な数に上る環境汚染物質や健康影響の

中か ら疫学研究で検討すべき対象物質やバイオマーカー

を提案する ために、 これを相補 ・ 補完する実験的研究を

あわせて推進する こ と も必須と なっている。

　 本先導研究プロ グ ラ ムでは、 環境汚染物質をはじめ と

する環境因子が小児 ・ 次世代に及ぼす影響を、 疫学的、

実験的研究の双方向か ら総合的に検討、 評価、 解明する

こ と をめざす。 また、 これによ り 、 環境汚染物質をはじ

め と する環境因子が小児 ・ 次世代に及ぼす影響の低減、

未然防止に貢献する。

〔内容および成果〕

　 プロ ジ ェ ク ト １ （疫学的研究） では、 環境汚染物質の

健康影響に関する疫学調査で必要 と される曝露評価に関

する研究を開始し た。 大気汚染物質曝露濃度データベー

スは環境省水 ・ 大気環境局が PM2.5 環境基準妥当性検証

のために計画 し てい る 疫学調査に使用 さ れ る 予定であ

る。 また、 エコチル調査において使用する ための化学物

質曝露評価のための多成分一斉分析法の検討を開始する

と と も に、 化学物質への曝露経路 と し て重要な食物摂取

量を推計する ための調査手法、 特に乳幼児を対象 と し た

調査手法確立のための予備調査計画を立案し た。 エコチ

ル調査の特徴であ る成長過程 （時系列） での繰 り 返し調

査における多要因曝露 - 複数アウ ト カム間関連性解析に

おける統計モデルの検討を行った。

　 プロ ジ ェ ク ト ２ （実験的研究） では、 エコチル調査実

施の背景 と も なっている環境汚染物質の健康影響の メ カ

ニ ズ ム と し て注目 さ れ て い る DoHaD(Developmental

origins of health and disease) 仮説の検討のために無機 ヒ 素

曝露に よ る エ ピ ジ ェ ネテ ィ ッ ク 変化についての検討を

行った。 また、 小児期の重要な疾患であ る喘息に対する

環境汚染物質曝露の影響 メ カニズム解明のためにフ タル

酸ジエチルヘキシルの経気道曝露実験に よ って、 免疫 ・

アレルギー系の各種パラ メ ータの測定を行った。

小児 ・ 次世代環境保健研究プログラム

(8)-1. 　 環境汚染物質曝露によ る健康影響評価に係る疫

学調査手法の高度化に関わる研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA081

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター） ， 田村憲

治， 上田佳代， 佐藤ゆき， 小林弥生， 中山祥嗣，

道川武紘， 鈴木規之， 今泉圭隆， 橋本俊次， 田

邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境疫学研究か ら 得 ら れる知見か ら 健康 リ ス

ク を低減する ための方策を導きだし、 環境政策に活かす

ためには、 多様な環境汚染物質の環境動態や曝露経路に

関する知見を組み込んだ曝露評価を行 う 必要があ り 、 そ

のためにモデルに基づ く 手法 と バイオマーカーによ る手

法の両者についてその高度化を目ざす。 また、 大気環境

や水環境等の地域環境が小児の健康にどのよ う な影響を

与え るかについて解明する ために、 小児の成長 ・ 発達を

考慮し たデータ解析手法や生物統計学的手法、 及び小児

の特性にあわせた調査手法の開発など、 環境疫学手法の

高度化に関する研究を進める。
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〔内容および成果〕

・ 全国の大気汚染物質常時監視局の 1990 年から 2010 年

までの測定データ を収集し、 各測定局データの空間補間

に よ る 地域 メ ッ シ ュ 別推計の妥当性を検討 し、 デー タ

ベースの構築に着手し た。

・ ヒ ト 試料分析によ る化学物質曝露評価のための多成分

一斉分析法について、 一斉分析が可能な物質群の組合せ

と 必要な試料量の見積を行い、 予備的な測定手順を試行

し た。

・ 全国数カ所の保育所などの協力を得て、 数百人規模の

乳幼児 （未就学） を対象 と し た食事調査を実施する計画

を立て、準備が整った地域から順次予備調査を開始し た。

・ ラ イ フ コース疫学で提案さ れているい く つかの統計解

析モデルについて、 エコチル調査におけ る中心仮説の検

証にかかわる環境因子への曝露 と 健康指標 と の関連性の

解析に適用可能かど う かについて検討し、 新たな統計解

析モデル構築のためのエコチル調査で収集されるデータ

構造の類型化を行った。

〔備考〕

(8)-2. 　 環境汚染物質曝露による小児 ・ 次世代への健康影

響の機構解明と評価システムの構築に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA082

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター） ， 野原恵

子， 前川文彦， 鈴木武博， 内匠正太， 佐野友春，

青木康展， 小池英子， 伊藤智彦， Tin-Tin-Win-

Shwe

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国内外で患者数の増加や顕在化が報告 さ れて

いる脳 ・ 神経系、 免疫 ・ アレルギー系、 代謝系等の病態

（自閉症 ・ 広汎性発達障害、 ADHD、 アレルギー疾患、 ２

型糖尿病等） 発症に対する環境汚染物質の影響について、

次世代影響を含めて実験的に検討 ・ 評価する。 また、 地

質由来の無機 ヒ 素が発癌等の健康被害を世界中でひきお

こ し、 近年の疫学研究では脳高次機能、 免疫系への悪影

響も報告されている。 こ の こ と か ら、 ヒ 素について、 ゲ

ノ ミ ク スや、 特に後発影響の発現に重要な関与が示唆さ

れながら未解明であ るエピジェネテ ィ ク スに注目し て影

響 メ カニズムの解明を図る。さ らに特に免疫・アレルギー

疾患への影響に関 し て、 人に外挿 し う る 動物モデルや

種々の細胞を利用し た影響評価手法の確立 と 検証に取 り

組む。 影響評価手法については、 簡易ス ク リ ーニングか

ら詳細評価にいた る評価システムの構築をあわせてめざ

す。 これら の成果を、 疫学的知見に対する生物学的妥当

性の提供や、 疫学調査におけ る 検討対象物質やバ イ オ

マーカーの提案、 リ ス ク評価に役立て る。

〔内容および成果〕

・ 胎児期 ヒ 素曝露によ るマウ ス肝癌増加の機序に関し て、

後発的な酸化ス ト レ スの増加 と レ ト ロ ト ラ ン スポゾンの

活性化によ るゲ ノ ム不安定化の関与の可能性を見いだし

た。 MeDIP アレ イ法によ る網羅的 DNA メ チル化解析の

結果、 癌遺伝子 Fosb を含む 4 遺伝子に、 胎児期 ヒ 素曝露

群の肝癌で特徴的に メ チル化変化する領域がみつか り 、

ヒ 素によ る癌のマーカー と な る こ と や、 発癌機序に関与

する こ と が示唆された。 脳高次機能に関し て、 全自動行

動 ・ 記憶学習測定システム IntelliCage を用いて行動評価

を行った結果、 胎児期 ヒ 素曝露が行動柔軟性等行動に悪

影響を及ぼす可能性を見いだし た。 ヒ 素によ る免疫抑制

の機序について、 リ ンパ球細胞株への ヒ 素長期曝露実験

よ り 、 ヒ 素曝露が突然変異誘導遺伝子の発現増加、 損傷

修復遺伝子の発現減少を介し た細胞老化を誘導し、 細胞

増殖を抑制する こ と が示唆された。

・ フ タル酸ジエチルへキシル （DEHP） の気管内投与が若

齢マウ スのアレルギー性喘息に及ぼす影響について検討

し た。 その結果、 DEHP によ り 、 気管支肺胞洗浄液中の

炎症細胞数や抗原提示細胞の活性化マーカー分子の発

現、 脳海馬内の記憶関連遺伝子の発現が増加する傾向が

みら れたが、 顕著な病理組織学的変化は認めず、 DEHP

の経気道曝露によ る アレルギー性喘息への影響は軽微で

あ る と考え られた。

〔備考〕

〔関連課題〕

0911AQ001 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する

研究 75p.

1011AF005 　 環境 と 社会性行動異常の関連を探る ための

新規行動評価法開発 76p.

1013BD001 　 環境化学物質によ る発達期の神経系な らび

に免疫系への影響におけ る メ カニズム解明に関する研究

76p.

1013CD002 　 細胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワーク に注目し た環

境汚染物質によ る アレルギー増悪機構の解明 77p.

1112CD005 　 ヒ ト 肝癌細胞株におけ る ヒ 素のエピジ ェ ネ

テ ィ ク ス作用を介し た発癌 メ カニズムの解析 77p.

1113CD011 　 環境化学物質が酸化ス ト レ ス を介し てエピ

ジェネテ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明 77p.

【関連課題】

1） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究
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〔研究課題コー ド〕 0911AQ001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター） ， 前川文

彦， 鈴木武博， 内匠正太， 小林弥生

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質が生体調節因子 と 複合作用を介

し てエピジ ェネテ ィ ク ス影響を も た らす可能性がこれま

での研究か ら見いだ されている。 本研究ではその複合作

用の メ カニズムを探る最初のステ ッ プ と し て、 生体調節

因子がどのよ う にエピジ ェネテ ィ ク作用を修飾するのか

検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 エピジェネテ ィ ッ ク作用を持つ環境化学物質に対する

生体感受性に影響を与え る因子の 1つであ る DNA メ チル

基転移酵素 Dnmt3b の肝臓における発現機構を検討し た。

前年度の研究から既に Dnmt3b の遺伝子発現は朝に高 く 、

夕方低い日周変動を示す こ と が明 ら かにな っ ていたが、

今年度はこ の日周変動が、 光周期 と 摂食周期のどち らの

周期によ り 同調するのかマウ ス を用いた動物実験によ り

検討を行った。 その結果、 Dnmt3b の発現変動は摂食周期

によ り 強 く 同調する こ と が明らか と なった。 この結果は、

摂食周期が Dnmt3b 発現変化を介し てエピジェネテ ィ ッ

ク作用を持つ環境化学物質に対する感受性を変化させる

可能性を示唆し ている。

〔備考〕

2） 　 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動

評価法開発

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF005

〔担当者〕 ○前川文彦 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境中化学物質が自閉症を含む広汎性発達障

害 (PDD) の発症に影響する可能性が疑われてお り 、 動物

実験によ る影響評価が求められているが、 症状の主因で

あ る対人 （他者） 理解の異常を検出でき る動物行動評価

法が存在せず、 新たに開発する必要があ る。 本研究は汎

用行動解析装置 IntelliCage に組み込める信頼性の高い行

動評価法の開発を目的 と し、 標準的試験法にまで発展さ

せる こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

（1） Behavioral sequencing task(BST) の導入 : 　 研究担当者

を含むグループが開発し た IntelliCage を利用し た空間学

習 ・ 行動柔軟性測定試験 BST の導入、 並びに、 研究担当

者が汎用し ているマウ ス系統を用いて試験法の再現性確

認を行い、 BST が十分に機能する こ と を確認し た。

（2） 観察学習試験法開発 ： BST を発展させた観察学習試

験 と し て、 空間学習経験群 と 未経験群を混合し、 未経験

群の学習効率の変化を指標に観察学習力を定量する手法

の確立を試みた。 その結果、 学習経験群 と 共に空間学習

を行わせる こ と によ り 、 環境変化に起因する学習成績低

下を防ぐ こ と ができ る可能性が示唆された。 従来、 BST

は各個体が独立し て解法を探索する課題だ と 考えて き た

が、 実際には他個体の模倣を も含めた よ り 複雑な解法を

用いて問題解決し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

3） 　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1013BD001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）， Tin-Tin-

Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 環境化学物質が子ど もの発達段階

におけ る 免疫系への影響を明 ら かにす る こ と を目的 と

し、 アレルギー疾患モデル動物 （アレルギー性喘息、 ア

ト ピー性皮膚炎、 アレルギー性鼻炎） や免疫担当細胞を

使用し、 分子生物学的手法等を用いて、 環境化学物質が

アレルギー疾患に及ぼす影響 メ カニズム と ス ク リ ーニン

グ手法について検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度の結果よ り 、 フ タル酸ジエチルへキシルの経気

道曝露によ る気管支喘息に対する増悪影響は軽微であ る

可能性や、 フ タル酸ジ イ ソ ノ ニルの経口曝露が、 低用量

において、 ア ト ピー性皮膚炎モデルを増悪する こ と など

を明ら かにし た。 これよ り 、 曝露経路、 あ るいはアレル

ギー性炎症部位の相違によ って影響が異な る可能性が示

された。

加えて、 主 と し て担当し ている免疫担当細胞を用いた課

題では、 ビ ス フ ェ ノール A 曝露によ る樹状細胞への修飾

作用が微弱であったのに対し、 ベンゾ [a] ピ レ ン曝露で

は、 樹状細胞のサイ ト カ イ ンやサイ ト カ イ ン受容体、 転

写因子、 リ ン酸化 ・ 脱 リ ン酸化酵素、 細胞外基質、 細胞

分化 ・ 増殖やアポ ト ーシス、 ス ト レ ス応答に関連する因

子等の遺伝子発現の変動が観察された。 さ ら に昨年度検

討し たフ タル酸エステル曝露 と の共通し た変動や物質に

特徴的な変動も見出し た。

〔備考〕

旧執行予算コード ： 36569
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4） 　 細胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワークに注目し た環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1013CD002

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 アレルギー増悪影響において key

role を担っている免疫担当細胞 と そのネ ッ ト ワーク、 及

び、 細胞内分子と そのネ ッ ト ワーク を in vitro, ex vivo, in

vivo で系統的に解析し、絞 り 込み、明らかにする。以上よ

り 、 環境汚染物質によ る アレルギー増悪 メ カニズムの細

胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワーク に着目し た系統的解明 と ス ク

リ ーニング手法の提案をめざす。

〔内容および成果〕

　 本年度は、脾細胞から特定の T 細胞や抗原提示細胞 （B

細胞、 マ ク ロ フ ァージ、 樹状細胞） を単離または除去し

た後、 フ タル酸エス テルを曝露し、 細胞表面分子の発現

の変化を検討し た。 その結果、 フ タル酸エステル曝露に

よ る T 細胞の活性化には、 B 細胞を介し た作用が重要で

あ り 、 抗原提示細胞の活性化には直接的な作用が大きい

可能性が示唆された。

〔備考〕

旧執行予算コード ： 120161

5） 　 ヒ ト 肝癌細胞株における ヒ素のエピジ ェ ネテ ィ ク ス

作用を介し た発癌メ カニズムの解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD005

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヒ 素は長期間曝露で癌が発症する こ と が知 ら

れている。 ヒ 素によ る発癌には、 エピジ ェネテ ィ ク ス作

用の関与が報告されているが、 その メ カニズムは十分に

解明されていない。 INK4b-ARF-INK4a locus か ら発現す

る癌抑制遺伝子の不活化は発癌に極めて重要であ る と 考

え られている。 本研究では、 ヒ ト 細胞株を用いて INK4b-

ARF-INK4a locus から発現する癌抑制遺伝子を中心に、ヒ

素によ る発癌に関する メ カニズムを詳細に検討する こ と

を目的 と し た。 本年度は、 ヒ ト の細胞株で ヒ 素曝露によ

り INK4b-ARF-INK4a locus の遺伝子発現が変化する条件

を決定する。 ヒ 素で発現に変化が見られた遺伝子につい

て、 エピジェネテ ィ ク ス作用に着目し て発現調節 メ カニ

ズムを検討する。

〔内容および成果〕

　 当初、ヒ 素曝露によ り p16INK4a が減少する と い う 報告が

あった ヒ ト 肝臓癌細胞株を用いる予定であったが、 報告

の再現性が得られなかったため、 実験計画に合致する他

の細胞株の探索および曝露条件の検討をおこ なった。 そ

の結果、ヒ ト 尿路上皮細胞株において、ヒ 素によ り p16INK4a

の発現が減少する曝露条件を決定する こ と ができ た。 細

胞周期測定から、 同条件の ヒ 素曝露で S 期が増加し てい

る こ と を明らかにし た。 また、 p16INK4a プロモーター領域

において転写抑制型の ヒ ス ト ン修飾であ る H3K9 ジ メ チ

ル化のレベルが ヒ 素曝露で増加する こ と がわかった。 し

たがって、 ヒ 素によ り プロモーター領域の H3K9 ジ メ チ

ル化レベルが増加する こ と で p16INK4a の発現が減少し、細

胞周期が進行し ている可能性が示唆された。

〔備考〕

6） 　 環境化学物質が酸化ス ト レ ス を介 し て エ ピ ジ ェ ネ

テ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD011

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター） ， 青木康

展， 佐野友春， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 環境化学物質によ る遺伝子発現変化において、

化学物質のエピジェネテ ィ ッ ク作用の関与が報告されつ

つあ る一方で、 化学物質がエピジ ェネテ ィ ッ ク作用を誘

導する機序についてはほ と んど明ら かに さ れていない。

本研究では、 多 く の有害環境化学物質の毒性発現に関与

する酸化ス ト レ ス を発端 と し て、 それによ って活性化さ

れる転写因子、または損傷を受けた DNA を修復する ため

に誘導される DNA 修復酵素群 と、エピジェネテ ィ ク ス関

連因子 と の相互作用に着目し、 化学物質によ るエピジェ

ネテ ィ ッ ク変化誘導の機序の解明を行 う 。 また、 酸化ス

ト レ スや DNA 損傷、エピジェネテ ィ ッ ク変化に対する感

受性の性差に関し て も検討を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） C57BL/6 マウ スに、 DNA メ チル化低下 と酸化ス ト

レ ス を誘導する こ と が報告されている無機 ヒ 素または メ

チル欠乏食を投与し、DNA メ チル化低下の機序を検討し

た。 その結果雄マウ スの肝臓では、 メ チル欠乏食によ っ

て酸化的DNA損傷の増加を介し た損傷修復系の活性化が

グ ローバルDNA メ チル化低下を誘導する可能性が示唆さ

れた。 近年損傷修復系を介し た能動的脱 メ チル化経路が

発見され、 メ チル欠乏食の能動的脱 メ チル化経路への影

響について さ らに検討が必要 と 考え られた。 一方雌では

メ チル欠乏食によ る DNA メ チル化低下の程度は弱 く 、能

動的脱 メ チル化経路の活性化が弱い こ と の関与が示唆さ
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れた。

（ ２ ） 突然変異解析が容易に行え る gpt delta マウ スに無機

ヒ 素を投与し、 肝臓での点突然変異の頻度および変異パ

ターンの解析を行った。 その結果、 変異頻度は高 く ない

ものの、酸化的 DNA 損傷に伴って現れる変異が特徴的に

増加する こ と が検出され、 こ の実験系によ って ヒ 素によ

る酸化的DNA損傷が高感度に検出された もの と考え られ

た。

〔備考〕

持続可能社会転換方策研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP090

〔代表者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕  持続可能な社会の実現にむけて中長期の我が

国のあ るべき姿 （ビジ ョ ン） と そ こ に至る経路 （シナ リ

オ） 及び施策ロー ド マ ッ プを示し、 そ う し た社会への転

換を推進する具体的な方策が求め られている。 一方、 現

実には様々な環境問題が未だ解決されておらず、 更に今

後生じ う る環境問題は、 持続可能な社会を構築する う え

での障害 と な り う る。 種々の困難を も た らす将来の環境

問題を想定しつつ、 持続可能な社会への転換 と い う 喫緊

の課題を解決する こ と が必要と されている。

　 そ こ で、 将来シナ リ オ と 持続可能社会の視点か ら、 環

境問題の現状分析を踏まえ、 問題の引き金 と な る ド ラ イ

ビ ングフ ォースに着目し、 社会 ・ 経済の姿をシナ リ オア

プローチによ り 分析する と と も に、 社会 ・ 経済を重視し

たモデル化を行い、 持続可能な社会を構築するに当たっ

て必要 と な る対策や社会 ・ 経済のあ り 方を定量的に検討

する。 また、 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への転換

の視点か ら、 作成し た将来シナ リ オを も と に、 個人や世

帯が取組むべき対策 ・ 活動を消費の面か ら調査分析、 モ

デル化を行 う こ と によ り 、 環境的に持続可能な社会の実

現方策について提示する。

　 以上の調査 ・ 研究を推進する こ と によ り 、 以下の方向

を目指す。

(1) 将来分析の基礎 と な る ド ラ イ ビ ン グ フ ォース と し て

の社会 ・ 経済の姿を、 シナ リ オアプローチによ り 分析し、

各シナ リ オにおいて生じ う る様々な環境問題を議論し、

持続可能な社会を構築するに当たって必要 と な る対策や

社会 ・ 経済のあ り 方を統合評価モデルを開発、 適用し て、

定量的に提示する。

(2) ラ イ フ ス タ イル変化の要因の分析、 ラ イ フ ス タ イルに

関する定性的、 定量的なシナ リ オ と、 それらに対応し た

環境負荷推移の提示、 に基づいた持続可能な ラ イ フ ス タ

イルのあ り 方について提言する。

(3) 以上を踏まえ、環境的に持続可能な社会への早期実現

に貢献する よ う 、 我が国の中長期の社会 ・ 経済 ・ 環境の

ビジ ョ ン、 そ こ に至る道筋と施策を提示する。

〔内容および成果〕

　 本年 3 月 11 日に発生し た東日本大震災後の、 社会、 経

済、 環境、 人々の意識、 行動の変化を考慮し て、 研究計

画を一部変更し、 研究を遂行し た。 と く にプロ ジ ェ ク ト

１ では、 大震災によ る原子力発電所の停止によ る電力供

給ひっ迫がも た らすエネルギー対策 と 温暖化防止対策の

あ り 方、 プロ ジ ェ ク ト ２ では、 人々の意識や行動の変化

に着目し、 将来シナ リ オ構築に重要な要因について検討

を開始し た。 と く にエネルギー対策 と 温暖化防止対策面

での調査 ・ 分析においては、 大震災対応研究や地球温暖

化研究プロ グ ラ ム （プロ ジェ ク ト ３ ） と の連携を と り つ

つ進めた。 平成 ２ ３ 年度の研究成果の概要は以下の と お

り であ る。

プロ ジェ ク ト １ 　 将来シナ リ オ と持続可能社会の構築

　 ①持続可能性指標のレ ビ ューを行い、 持続可能な社会

が満たす条件を整理し た。

　 ②将来シナ リ オのフ レーム ワーク を既存研究レ ビ ュー

か ら整理し た。 所外の専門家に将来シナ リ オ構築にむけ

たグループ ヒ ヤ リ ングを行い、 技術、 経済、 産業面のシ

ナ リ オ構築に際し有用な知見を得た。

　 ③ IPCC への入力を目的 と し て進め ら れてい る SSP

（Shared Socio-economic Pathway; 世界を対象 と し た共通社

会経済シナ リ オ *1） 作成に協力する と と もに、 世界及び

日本を対象 と し て統合評価モデルの改良、 モデルを用い

たシナ リ オの定量化を行った。

　 ④大震災後のエネルギー供給シス テムの将来シナ リ オ

については、大震災対応型研究 と し て事例分析を行った。

プロ ジ ェ ク ト ２ 　 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への

転換

　 ①研究計画を一部修正し、 大震災後の人々の意識、 行

動変化の調査を行った。

　 ②持続可能な消費について、網羅的にレ ビ ューを行い、

今後シナ リ オ構築に向けての視点 （軸） を抽出し た。

　 ③家計生産 ・ ラ イ フ ス タ イルモデル構築のための、 資

料 ・ データ を収集し て、 データベース を構築し た。

*1: IPCC 第 5 次報告書への入力を目標 と し て作成されて

いる温暖化影響研究の基礎 と な る世界の社会経済シナ リ

オ

持続可能社会転換方策研究プログラム
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(9)-1. 　 将来シナ リ オ と 持続可能社会の構築に関する研

究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA091

〔担当者〕 ○原沢英夫 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 松橋啓介， 藤野純一， 芦名秀一， 久

保田泉， 増井利彦， 肱岡靖明， 高橋潔， 花岡達

也， 金森有子， 日引聡， 岡川梓， 甲斐沼美紀子，

藤森真一郎， 田崎智宏， 南齋規介， 江守正多，

花崎直太， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 持続可能社会転換方策研究プ ロ グ ラ ム を構成

するプロ ジェ ク ト １ が本研究プロ ジ ェ ク ト であ る。 持続

可能社会転換方策研究プロ グ ラ ムは、 持続可能社会が成

立する要件を と り ま と め、 持続可能性を評価する ために

必要な指標、 勘定体系を整備し、 可能な限 り 現状を定量

化する と と も に、 将来ビ ジ ョ ン を明 ら かにする。 ま た、

ド ラ イ ビングフ ォースであ る社会・経済の側面について、

生産活動を中心に将来シナ リ オを記述し、 新たに開発す

る社会 ・ 経済活動や環境変化を評価する個々のモデルや

これら を統合し たモデルを用いて、 将来シナ リ オに対応

し た持続可能社会の実現の可能性 と、 それら に向けた方

策を検討、 評価する。

　 本プ ロ ジ ェ ク ト は、 将来シナ リ オの記述においては、

他の研究プロ ジェ ク ト において も利用可能な も のを作成

する こ と を目指し、 様々な環境問題については、 他のプ

ロ ジェ ク ト の成果、 モデルを適用する こ と で、 総合的な

持続可能社会シナ リ オを形成する。 対象地域は日本及び

世界全域、対象期間は 2050 年までをそれぞれ基本 とする

が、 課題 ・ 対象によ って柔軟に対応する。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ １ 「持続可能社会の系譜の整理 と ビジ ョ ン

検討」 では、 持続可能性に関する概念整理を行い、 今後

指標研究を展開するにあた り 計測が必要な共通条件を整

理し た。 検討すべき と 考え られる分野に着目し、 実践事

例のレ ビ ューを行い、 い く つかの分野が持続可能 と な る

条件、 な らびに既存の持続可能性の条件を も と に、 持続

可能社会が保持するべき共通的な条件を提示し た。

　 サブテーマ ２ 「社会 ・ 経済活動に関する ス ト ー リ ーラ

イ ンの構築」 では、 社会 ・ 経済シナ リ オの基本的な枠組

みを構築する ために、 シナ リ オアプローチのレ ビ ューを

行い、 シナ リ オの方向性を左右する要因 と し て、 社会が

何を目指し て発展し てい く かが重要であ る こ と が分かっ

た。 同時に社会の発展目標に関する レ ビ ューを行い、 将

来の持続可能シナ リ オを記述するには 「環境、 経済、 社

会」 に加えて と 「個人」 も含めた 4 つを軸 とする持続可

能性評価が も っ と も包括的で優れている と 判断し た。 こ

れら を踏まえて、 GDP 重視の場合 と バラ ン ス型の持続可

能社会を目指す場合の 2 パターンの社会 ・ 経済活動を叙

述的に示すこ と を基本的枠組みと し た。

　 また、 持続可能社会の構築に向けた対策や社会 ・ 経済

のあ り 方を明示的に表現する方法の確立を目指し て、 上

記枠組みに沿ったシナ リ オ構築を試行し た。と く に経済・

産業の動向については、 特定非営利活動法人横断型基幹

科学技術研究団体連合 （横幹連合） の メ ンバーか ら な る

持続性評価ワーキンググループを設置し、 メ ンバーを対

象 と し たグループイ ン タ ビ ューを実施し た。 １ ） わが国

の経済 (GDP) 成長を 2050 年まで目指す場合の技術、 産

業、 経済の展望、 ２ ） わが国が持続可能な発展を 2050 年

までに目指す場合の技術、 産業、 経済の展望を質問する

イ ン タ ビ ュー形式で行った結果、 産業が も のづ く り か ら

イ ン フ ラ シ ス テ ムやサービ ス提供にシ フ ト し てい る こ

と、 素材技術やシス テム技術の開発が鍵 と な る こ と、 持

続可能社会シナ リ オでは持続可能な地域や生活のニーズ

に合致し た産業が必要になる こ と などを ま と めた。

　 サブテーマ ３ 「持続可能社会の評価のためのモデル開

発 と 将来シナ リ オの定量化」 では、 統合評価モデル及び

社会経済シナ リ オの開発 と 関連づけ る形で、 世界及び日

本を対象 と し たシナ リ オの定量化 と それを支援する統合

評価モデルの開発作業を行った。 世界を対象 と し た分析

では、 世界の共通社会経済シナ リ オ （SSP) の作成が国際

的に進め られてお り 、 人口、 ガバナン スや制度、 経済活

動、 技術、 社会資本やイ ン フ ラ ス ト ラ ク チャー、 環境へ

の関心について指標化し、 これら を も と に適応策への挑

戦、 緩和策への挑戦 と い う 視点で ５ つの異な る社会像の

叙述的なス ト ー リ ーラ イ ン、 各指標の定量的変化につい

て検討を行った。 また、 世界シナ リ オに対応する日本シ

ナ リ オの定量化に向けた作業を開始し たが、 環境問題に

よ っては日本全体ではな く 、 よ り 詳細な地域を対象 と し

た分析が求められる こ と から、 日本を 9 地域に分割し た

地域モデルの開発を行ってお り 、 本年度は 2005 年地域

間 ・ 地域内産業連関表を も と に、 環境問題の解析を目的

と し て、 エネルギーバラ ン ス表 と の整合性や、 現在提供

されている地域間産業連関表の部門を さ らに詳細に区分

する作業を行った。 今後はこれらのデータ を用いてモデ

ル化を進める と と も に、 サブテーマ ２ で示される叙述シ

ナ リ オについて定量化を行 う 予定であ る。

〔備考〕
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(9)-2. 　 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への転換に関

する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA092

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）， 田崎智宏， 金森有子， 吉田綾

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 本課題では、 世帯も し く はそれ以上の社会 （機

能） 集団ス ケールを対象に、 持続可能な ラ イ フ ス タ イル

と 消費への転換についての検討および転換策の提言を行

う 。 そのため、 ラ イ フ ス タ イルの大き な流れを、 社会の

制度 ・ 慣習などに起因する構造的問題であ る と 考え られ

る ワーク ラ イ フバラ ン スや非正規雇用の増加や、 個人 と

世帯 と い う 重層性を積極的に考慮し て把握し、 それを も

と に 2020 年、 2030 年に向けた ラ イ フ ス タ イル ・ シナ リ

オの構築を行 う 。 さ ら に、 その定量的評価を行い、 持続

可能な消費問題の解決に向けての提言を行 う 。 世帯の所

得が上がるほど人々の環境政策への支持率が上昇する こ

と が多 く の社会調査によ り 明ら かに されているが、 同時

にエネルギー消費について も 所得の上昇に伴い増加す

る。 こ のよ う に、 環境への取組の認識は高ま って も必ず

し も 有効な取組や行動に結びつ く わけではない こ と か

ら、 その背後にあ る様々な社会的、 文化的要因など を把

握し た う えで、 それら をふまえた ラ イ フ ス タ イル転換の

道筋を提示する必要があ る。 本課題では、 メ ゾ （世帯も

し く はそれ以上の社会 （機能） 集団単位） ス ケールを対

象に、 持続可能な ラ イ フ ス タ イル と 消費への転換につい

ての検討および転換策の提言を行 う 。

〔内容および成果〕

１ ） 研究計画を一部修正し、 大震災後の人々の意識、 行

動変化の調査を行った。

２ ） 持続可能な消費について、 網羅的にレ ビ ューを行い、

今後シナ リ オ構築に向けての視点 （軸） を抽出し た。

３ ） 家計生産 ・ ラ イ フ ス タ イルモデル構築のための、 資

料 ・ データ を収集し て、 データベース を構築し た。

〔備考〕

先端環境計測研究プログラム

〔研究課題コー ド〕 1115SP100

〔代表者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境の監視、 環境プロセスの解明、 影響評価や

予防、 対策など、 さ ま ざ まな環境問題に取 り 組む上で実

態を把握する こ と が基本 と な る。 環境計測はそのための

主要な手段であ り 、 その さ ら な る高度化、 体系化を目指

し て （ １ ） 多次元分離技術によ る環境および生体中有機

化学物質の網羅的分析法の開発、 （ ２ ） 新しい環境 ト レー

サーの開発と計測、 （ ３ ） 先端的分光遠隔計測技術の開発

に関する研究、 の ３ つのプロ ジェ ク ト を推進する。

〔内容および成果〕

　 ３ つのプロ ジ ェ ク ト 毎に、 それぞれ以下のよ う な研究

が進められた。

１ ．GC×GC によ る高い分離能 と各種質量分析法によ る高

い選択性を活用し た、 新たな分析手法の開発を進めた。

また高分離、 高選択性を有し た分析手法を実現する ため

の試料採取法や前処理の簡略化を含む、 分析条件の最適

化検討も行った。 その結果、 例えば、 底質、 土壌、 焼却

飛灰などの環境試料中に含まれる多数の有機ハロゲン化

合物と想定される ピーク の選択的検出に成功し た。

２ ． 新たに国際条約制定を目指し て政府間協議が進めら

れている水銀の動態解明のための同位体計測システムの

開発、 エア ロ ゾル中炭素成分の化石燃料起源 と 生物起源

の相対的寄与の分離のための 14C 計測の活用、 光合成 と

呼吸過程を分離する ための ト レーサー候補物質の動態解

明、数 10 年～ 100 年スケールでの海洋循環を追跡する た

めの ト レーサーの同時高精度定量法の開発を行った。 例

えば、 海洋循環の ト レーサーの計測では、 世界で初めて、

海洋中フ ロ ン類の高精度同時定量に成功し た。

３ ． 衛星搭載の能動型センサや分光イ メ ージングセンサ

のセンサ開発な らびにデータ解析手法開発 と そのための

基礎技術開発を進めた。 例えば、 衛星搭載予定の高スペ

ク ト ル分解ラ イ ダーのアルゴ リ ズム開発や検証のための

技術 と し て、 多チャ ンネル高スペク ト ル分解ラ イ ダーの

開発を進め、 532nm な らびに 355nm での自動同調システ

ムを構築し た。

先端環境計測研究プログラム

(10)-1. 　 多次元分離技術によ る環境および生体中有機化

学物質の網羅分析法の開発

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA101

〔担当者〕 ○橋本俊次 （環境計測研究セン ター） ， 高澤嘉

一， 伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行， 中島大介，

滝上英孝， 中山祥嗣

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での研究で一部の環境試料について有効

性を証明し た GCxGCを中心に用いた多次元分離分析技術

によ る 様々な有機汚染物質の迅速で正確な一斉定量法と

網羅分析法の開発を 行う 。 対象媒体を有機物の含有量が

多い底質や土壌、 生体試料など に拡張する と 同時に、 定
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量対象物質の範囲も 拡大する 。 特に、 分析需要や社会的・

行政的関心が高い POPsやその他の規制対象物質について

は、 個別物質群ごと に定めら れている 煩雑な現在の各種

公定法の置き 換えを志向し た定量分析法の開発を行う 。

　 また、 環境や生体試料中の多様な物質の網羅分析手法

を開発し、 健康や生体 リ ス ク研究などの他分野へ貢献す

る ために、 データベースの整備を行い、 化合物の検索手

法の開発や膨大な情報の類型化や化学物質 （ピーク） 組

成の特徴の抽出を試みる。

〔内容および成果〕

　 加熱脱着導入 と 多次元ガス ク ロ マ ト グ ラ フ （GC×GC）

と タ ンデム型質量分析計 （MS/MS） を組み合わせ、 マル

チプルレア ク シ ョ ンモニタ リ ング （MRM） 法によ り 多環

芳香族炭化水素類の超高感度分析法を開発し た。 開発し

た方法によ る定量下限は、 0.09 ～ 0.8 pg (PAHs)、 0.04 ～

0.8 pg (oxy-PAHs)、 0.1 ～ 0.4 pg (nitro-PAHs)、 0.04 ～ 3 pg

(methyl-PAHs) であ っ た。 本手法が極微量の大気粒子や

デ ィ ーゼル排気粒子中の PAH 類を精度よ く 定量でき る こ

と を確認し、デ ィ ーゼル排気中の粒径別粒子に適用し た。

　 また、 GCxGC-MS から得られる大量の情報を高速処理

し、 標的 と する汚染物質を検索 ・ 定量解析する手法の開

発を行った。 開発し た手法の定量精度を確認する ため、

データベースに登録し た標的物質の う ち、 PCDD/Fs につ

いて、 添加試料 と 環境標準試料の分析を行った。 その結

果、 100 pg/ul レベル と なる添加試料については概ね良好

な定量精度を示し たが 10 pg/ul 未満の環境標準試料につ

いては定量下限値や質量分解能が低い等の問題から正確

な値を得る こ と が困難であった。 今後、 高分解能飛行時

間型質量分析計 （HRTofMS） を利用する こ と で改善可能

かを検証する予定であ る。

〔備考〕

(10)-2. 　 新し い環境 ト レーサーを用いた環境動態解析法

の開発と計測

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA102

〔担当者〕 ○横内陽子 （環境計測研究セン ター） ， 荒巻能

史， 斉藤拓也， 瀬山春彦， 田中敦， 内田昌男，

武内章記， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 生態系の変化を捉え る ト レーサー

の開発 ・ 実用化 と 同位体存在度の変動を利用し た化学物

質などの環境動態解明を目指す計測技術の開発 ・ 高度化

を実施し、 その計測技術を環境分析へ応用し て行 く 。

サブテーマ 1「気候変動影響を検出するための ト レーサー

の開発と計測」：亜熱帯 と亜寒帯の自然生態系変動をそれ

ぞれ反映す る 波照間島 と 落石岬のモニ タ リ ン グ ス テー

シ ョ ンで、 大気中自然起源 VOC の高頻度観測を実施し、

その日変化 ・ 季節変動 ・ 長期 ト レ ン ド の支配要因を解明

する と 共に、 生態系 ト レーサー と し て活用する ために必

要なプロ セス研究を実施する。 また、 海水中に含まれる

長寿命ハ ロ カーボ ン類を同時定量す る 分析手法を確立

し、各成分の海洋での鉛直分布、濃度比を水塊 ト レーサー

と し て用い、 海水流動研究に活用する。

サブテーマ ２ 「同位体を ト レーサー と し た環境中化学物

質の動態解析手法開発」：同位体計測技術を多 く の元素の

同位体測定へ と 拡張し、 環境試料分析に応用でき る試料

前処理法も含めたその高度化 （高精度化、 微量試料分析

法開発など） を進める。 特に、 国際的な取 り 組みが進め

られている水銀の同位体高精度分析法の確立、 自然 ・ 人

為起源の有害物質の発生源探索や動態解明の ト レーサー

と し て注目される炭素の放射性同位体などの計測技術の

高度化を推進する こ と によ り 、 化学物質などの動態解析

への利用を目指し た同位体計測法の技術基盤整備 と 体系

化を図 り 、 実際の環境分析に応用する。

〔内容および成果〕

（1） 主に陸上植物の光合成によ って大気から除去される

硫化カルボニル （COS) を陸域生態系変動の ト レーサー と

し て用いる ため、落石岬で COS の大気連続観測を実施し

た。 その結果、 夏季の夜間において COS 濃度の減少がし

ばしば観測され、 それら が比較的近傍の陸域生態系によ

る COS 吸収を反映し ている こ と が示唆された。

（2） 新たな水塊 ト レーサー と し て ク ロ ロ フルオロ カーボ

ン類（CFC-11，CFC-12，CFC-113）及び六フ ッ化硫黄（SF6）

の同時高精度定量法の開発 と 日本海におけ る上記 ト レー

サーを含む化学成分の高精度分析によ る海水循環の解明

研究を進めた。 6 月に日本海縦断観測を実施し， 世界で

はじめて CFC-11/CFC-12/CFC-113/SF6 の高精度同時定量

に成功し た。

（3） ク リ ーンルーム内に設置し た MC-ICP/MS に水銀を連

続的に気化させる試料導入装置 と 同位体標準試料導入装

置の ２ つの異な る試料導入系を組み合わせた装置を取 り

付けた水銀同位体計測シ ス テム を開発し、 水銀濃度 50

ppb の試料溶液で同位体測定が可能と なった。また、国内

外で産出し た辰砂の水銀同位体分析を進め、 その地域変

動を調べた。

（4） AMS によ る 放射性炭素分析では、 微量炭素量での測

定に使用する 試料前処理用真空ラ イ ンを製作し 、試料燃焼

で生成さ れた CO2 のグラ ファ イ ト 化の最適条件を調べた。

〔備考〕
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〔関連課題〕

1012CD006 　 人間が歴史的に利用し て き た水銀の産地特

定に関する研究 82p.

1111MA001 　 微量水銀同位体分析手法に関する研究開発

82p.

1113AQ001 　 環境 と 生体中の元素の存在状態 と 動態解明

に関する研究 82p.

1113CD008 　 高感度還元気化 ＭＣ － Ｉ Ｃ Ｐ Ｍ Ｓ 法の開

発に基づ く 魚類中の大気由来水銀の特定 82p.

【関連課題】

1） 　 人間が歴史的に利用し てきた水銀の産地特定に関す

る研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD006

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヨーロ ッパ、 中国、 そし て国内の様々な辰砂鉱

山か ら採掘された辰砂の水銀同位体比を測定する。 それ

と 同時にローマ帝国の遺跡や西日本各地の弥生 ・ 古墳時

代の王墳かそれに近い墳墓から採集された遺跡朱の水銀

同位体比を測定し て、 遺跡朱の起源を特定する。

〔内容および成果〕

　 中国 と 国内の水銀鉱山から採掘された辰砂の水銀同位

体比に関するデータ蓄積を図った。 その結果、 中国産の

辰 砂 は 国 産 辰 砂 に 比 べ て 比 較 的低 い 水 銀 同 位体 比

（d202Hg) を示すこ と が判明し た。 また遺跡で装飾用 と し

て使用された朱の水銀同位体比計測を開始し た。 遺跡朱

も辰砂 と 同様に王水で加熱分解させる前処理法を確立し

た。

〔備考〕

2） 　 微量水銀同位体分析手法に関する研究開発

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111MA001

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本近海の海底熱水鉱床には数多 く の有用な

金属が濃縮 さ れてい る。 レ ア メ タ ルを代表する よ う に、

様々な金属を輸入に頼っている我が国に と って、 将来の

金属の安定供給には海底熱水鉱床の開発が不可欠であ

る。 そ こ で本研究では海底熱水鉱床の水銀濃度分布や水

銀同位体変動の原因を解明し、 水銀濃度分布 と 水銀同位

体組成を調べる こ と によ って、 水銀を活用し た海底熱水

鉱床の探査技術の理論的裏づけを確立し、 探査技術の概

念設計を行 う こ と であ る。 また人間や生物に強い毒性を

もつ水銀によ る海底熱水鉱床周辺への環境影響を評価す

る。

〔内容および成果〕

　 沖縄 ト ラ フに点在する海底熱水地帯の中で、 伊平屋北

地域で鉱石、底質、そし て深海生物のサンプ リ ングを行っ

た。 計画し ていた鉱石 と 底質試料の水銀同位体分析の前

処理および高精度分析法を確立し て、 測定を行った。 そ

の結果、 熱水噴出孔周辺の鉱石の水銀同位体比は概ね周

辺の底質中の水銀同位体比 よ り も 比較的高い値を示 し

た。 こ の こ と は熱水中に溶存する比較的質量の重い水銀

同位体が鉱石中に晶出し て、 比較的質量の軽い水銀同位

体が周辺に拡散し て、 堆積し た と考え られる。

〔備考〕

3） 　 環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1113AQ001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター） ， 内山政

弘， 田中敦， 内田昌男， 武内章記， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 元素や化学物質の環境、 生体中における動態を

明ら かにし て行 く こ と を目的 と し て、 分析試料中に含ま

れている元素の同位体比、 分布状態 （局所的集積）、 存在

状態 （化学形態） など を詳細に調べる ための分析手法 （質

量分析法、分光分析法、 Ｘ 線分析法など） の開発や改良、

また複数の分析手法の組み合わせなどによ る計測手法の

高度化を目指す。

〔内容および成果〕

　 粉末 Ｘ 線回折法 （XRD） などを用いた状態分析および

蛍光 Ｘ 線分析法 （XRF） などの局所分析を用いた固体環

境試料中の元素分布 と その化学結合状態を調べる計測法

の高度化と その環境試料分析への応用を行った。

　 また、 マルチコ レ ク ター型誘導結合プ ラ ズマ質量分析

法 （MC-ICPMS） を用いた元素同位体比の高精度計測法

を確立する ため、 分析条件、 試料前処理法などについて

検討し た。

〔備考〕

4） 　 高感度還元気化 Ｍ Ｃ － Ｉ Ｃ Ｐ Ｍ Ｓ 法の開発に基づ

く 魚類中の大気由来水銀の特定

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD008

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）
―  82  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 産業革命以後、 化石燃料の使用や産業廃棄物の

焼却などによ る地球規模での水銀汚染の進行が懸念され

てい る。 水銀は環境中で残留性が高 く 、 生物に蓄積 さ れ

やす く 、 毒性が高い金属であ る ために、 人間や野生動物

への健康被害が懸念さ れている。 水銀は様々な環境中に

存在する ために、 生物中の水銀は一般的に地殻か ら地表

に出て き た も のであ る と 考え られている。 し か し、 自然

界におけ る水銀循環を考慮し た場合に、 人為的に大気中

に排出さ れた水銀が地表に堆積し て、 生物中に蓄積し て

いる可能性があ る。 そ こ で本研究では近年確立された水

銀同位体分析を用いて、 魚類中の大気由来水銀を特定す

る。

〔内容および成果〕

　 日本近海で採捕されたマグ ロ と イ ン ド 洋で採捕された

マグ ロ試料をサンプ リ ング し た。 そ し て魚試料の国際標

準試料で、 硝酸 と 塩酸を用いたマ イ ク ロ波加熱酸分解の

最適化を図 り 、 水銀同位体分析用のマグ ロの前処理法を

確立し た。

〔備考〕

(10)-3. 　 先端的分光遠隔計測技術の開発に関する研究

〔区分名〕 研究 PJ

〔研究課題コー ド〕 1115AA103

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター） ， 松井一

郎， 日暮明子， 西澤智明， 松永恒雄， 小熊宏之，

山野博哉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 次世代の地球観測衛星センサーに必要な計測

手法、 データ解析手法の開発を目的 と し、 能動分光セン

サーおよびハイパースペク ト ルセンサーに関する ２ つの

サブテーマの研究を行 う 。 サブテーマ １ は次世代セ ン

サー と し て提案中の大気 ・ 植生 ラ イ ダーの原理検証 と

データ解析技術の開発を行 う 。 サブテーマ ２ は生態系監

視への応用を狙ったハイパースペク ト ル （分光イ メ ージ

ン グ） センサーのデータ解析技術の開発 と 評価を行 う 。

人工衛星や宇宙ステーシ ョ ンか らの環境計測を目的 と し

て先端的な分光計測に基づ く 環境遠隔計測技術を開発

し、 我が国の次世代地球観測衛星用センサの開発 と 利用

に必要な技術基盤を確立する こ と を目的 と する。 能動型

センサ と し ては JAXA/ESA の EarthCARE 衛星に搭載され

る高スペク ト ル分解ラ イ ダー （ATLID） と国際宇宙ステー

シ ョ ン搭載を提案中の植生ラ イ ダーを、 受動型センサ と

し ては同衛星に搭載されるマルチスペク ト ルイ メ ージ ャ

（MSI) と JAXA の ALOS-3 衛星に搭載される経産省のハ

イパースペク ト ルセンサ （HISUI） を想定する。

サブテーマ １ ： 「次世代能動型分光センサーの開発に関

する研究」 宇宙ステーシ ョ ンや低高度軌道衛星への搭載

を想定し た新しい能動型センサー と し て提案されている

植生 ・ 大気ラ イ ダーについて、 原理検証 と データ解析 ・

利用手法の研究を行 う 。 特に、 測定波長の選定 と 地上原

理検証実験、 ２ 次元検出器の評価、 データ利用を含むシ

ミ ュ レーシ ョ ンが主要課題と な る。 （なお、 センサー提案

は、 東北工業大学、 情報通信研究機構など と の協力で進

める。） また、 現在 JAXA と ESA の協力で開発されてい

る EarthCARE 衛星に搭載さ れる高スペク ト ル分解ラ イ

ダー (ATLID) と マルチスペク ト ルイ メ ージ ャー (MSI) を

想定し て、 エア ロ ゾルについて能動センサー と 受動セン

サーの複合解析手法を開発する。 EarthCARE シ ミ ュ レー

ターを用いた評価を行 う と と もに、 既存の CALIPSO と

MODIS データに適用し、高スペク ト ル分解ラ イ ダーやラ

マン ラ イ ダーの地上観測データ と の評価も行 う 。

サブテーマ ２ ：環境分野におけるハイパースペク ト ル（分

光イ メ ージング） センサの実利用に必要な基盤的なデー

タ処理技術の開発を行 う と と も に、 その有効性を船、 航

空機から のハイパースペク ト ル観測データ を用いて評価

する。 特に脆弱な生態系の一つであ るサンゴ礁について

は、 白化後のサンゴの回復状況等をサンゴ及び藻類の分

光特徴を用いて監視する技術の開発を重点的に進め る。

また沿岸域 ・ 故障におけ る アオコ ・ 赤潮発生時や油流出

時におけるハイパースペク ト ルセンサによ るモニ タ リ ン

グ等に関し て も検討を行 う 。 さ らに我が国の衛星搭載ハ

イパースペク ト ルセンサを用いた環境監視を行 う 際の指

針を示す。

〔内容および成果〕

　 サブテーマ １  「次世代能動型分光センサーの開発に関

する研究」 宇宙ステーシ ョ ン搭載植生ラ イ ダーについて、

イ メ ージング ラ イ ダーシステムの概念を検討し、 具体的

な測定感度のシ ミ ュ レーシ ョ ンを行ない測定が原理的に

成立する こ と を確認し た。また、660nm と 1064nm のレー

ザーを用いた植生指数の測定に必要と な る Nd:YAG レー

ザーの基本波の ２ 波長 （1032nm と 1064nm） を同時発振

する技術について実験的検討を行い原理的に実現可能で

あ る こ と を確認し た。

　 また、EarthCARE 衛星搭載 ATLID の解析アルゴ リ ズム

検証用デー タ を取得す る ために高スペ ク ト ル分解 ラ イ

ダーを研究船 「みら い」 に搭載し イ ン ド 洋において観測

を行なった。 こ の他、 EArtCARE 打ち上げ後の検証実験

を想定し た多波長高スペク ト ル分解ラ イ ダー、 ラ マン散

乱ラ イ ダーの研究を並行し て行なった。
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　 サブテーマ 2 　 既存の衛星ハイパースペク ト ルデータ

を利用し て、 観測角度依存性を補正する係数等の決定方

法や大量のデータセ ッ ト の中か ら指定された分光特徴を

有するデータ を抽出する手法の研究等を実施し た。 また

次期陸域観測衛星に搭載予定のハイパースペク ト ルセン

サ等を想定し た水域観測におけ るサング リ ン ト （太陽光

の鏡面反射） の影響範囲の評価を行った。 可視か ら近赤

外までを連続分光し て撮影する連続分光イ メ ージ ャーを

用い、 複数樹種から構成される森林上の分光反射率 と 葉

内生化学成分の観測を生育期間中継続 し た。 連続分光

データの解析によ り 植生の展葉 と 落葉時期を特定する た

めの手法を開発し た。

〔備考〕
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地球環境の戦略的モニ タ リ ングの実施、 地球環境

データベースの整備、 地球環境研究支援

〔研究課題コー ド〕 1115AP010

〔代表者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター） ， 笹野泰

弘， 町田敏暢， 笹川基樹， 三枝信子， 高橋善幸，

中島英彰， 白井知子， 梁乃申， 寺尾有希夫， 遠

嶋康徳， 谷本浩志， 野尻幸宏， 横内陽子， 斉藤

拓也， 荒巻能史， 杉田考史， 横田達也， 吉田幸

生， 森野勇， 曾継業， 打上真一， 福澤謙二， 小

熊宏之， 山野博哉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球環境研究の基盤整備に資する ため、 人工衛

星を利用し た温室効果ガスの観測を含む戦略的かつ先端

的な地球環境モニ タ リ ング事業を実施する と と も に、 こ

れらによ り 収集される観測データ等を、 地球環境研究に

係わ るデータベース と し て整備、 広 く 提供 ・ 発信する。

また、 国内外におけ る連携によ る統合的 ・ 効率的な地球

環境研究の推進を支援する。 さ ら に、 研究者の相互理解

促進、 研究情報 ・ 成果の流通、 地球環境問題に対する国

民的理解向上のための研究成果の普及を図る。

〔内容および成果〕

　 大気 ・ 海洋におけ る温室効果ガス等濃度、 海洋及び陸

域生態系におけ る二酸化炭素フ ラ ッ ク ス、 衛星利用によ

る温室効果ガス濃度プロ ダ ク ト の提供等のモニ タ リ ング

及びその基盤事業を戦略的かつ継続的に実施する と と も

に、 これら の成果をデータベース化し、 広 く 提供 ・ 発信

を行 う ための基盤を整備 ・ 拡充し た。 さ ら に地上観測及

び衛星利用の二酸化炭素濃度データに基づ く 全球の地域

別二酸化炭素収支プロ ダ ク ト の発信を開始し た。

　 また、 グ ローバルカーボンプロ ジ ェ ク ト を始め と する

国内外の研究プロ グ ラ ムや研究ネ ッ ト ワーク に積極的に

参画し地球環境研究の中核的拠点 と し ての機能を果た し

た。 さ ら に、 気候政策にかかる基盤的情報の提供を行 う

と と もに、各種媒体を通じ て研究成果の普及を促進し た。

【関連課題】

1） 　 大気 ・ 海洋モニ タ リ ング

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ035

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 向井人

史， 寺尾有希夫， 野尻幸宏， 谷本浩志， 遠嶋康

徳， 笹川基樹， Maksyutov S.， 白井知子， 高橋

善幸， 杉田考史， 横内陽子， 斉藤拓也， 荒巻能

史， 高見昭憲， 山野博哉， 河地正伸， 中根英昭，

福澤謙二

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球環境の変動に寄与する大気中や海洋中の

物質について、 中長期的に継続 し た観測を行 う こ と に

よ ってその時間変動や空間分布を明ら かにし、 変動要因

を解明する ための基礎データ を取得する。 また、 地球温

暖化のよ う な地球環境の変動の結果 と し て生じ る影響を

中長期的な観測か ら検知 ・ 監視する。 観測は最先端の技

術を導入し て、 国際基準に準拠または ト レーサブルな標

準の も と で実施し、 日本のみな らず国際的に有用なデー

タ を取得する と と もに、 広 く データ利用を推進する。

〔内容および成果〕

　 地上モニ タ リ ングでは、 波照間ス テーシ ョ ン と 落石岬

ス テーシ ョ ンにおいて温室効果ガ ス な らびに関連ガ ス、

エア ロ ゾル等の観測を順調に実施し た。 波照間、 落石 と

も平均濃度は 395ppm にな り 、 17 年前から 35ppm 近 く 増

加し た。 増加量は 10％に達し ている。 2011 年は比較的平

均的な夏を迎えた こ と によ り 、 昨年の夏よ り 大きい吸収

量を示し、 CO2 の濃度の夏の濃度も昨年と同程度か、 落

石ではむし ろ低い値を示し た。CH4 濃度は 2007 年の初め

から 2009 年の終わ り にかけて、波照間・落石共に約 20ppb

程度増加し た よ う に見えるが、 2009 年以降の増加率は少

し抑え られている よ う にも見え る。

　 船舶モニタ リ ングでは、Skaugran、Alligator Hope、Pyxis

と 継続されて き た北太平洋航路の観測の 2008 年までの

データ セ ッ ト を利用し て、 時系列解析、 海域の CO2 フ

ラ ッ ク ス解析 と し て、 ニ ューラルネ ッ ト ワーク を用いる

解析を行った。 こ の結果、 北太平洋におけ る CO2 交換量

の季節変化では、 冬季の海洋 CO2 吸収が強 く 、 夏季には

大気への弱い CO2 放出 と なる こ と が示された。 また年々

変動について見てみる と、 2006 年から 2007 年冬季の海

洋 CO2 吸収量が増加し ている こ と が示唆された。 また年

間の CO2 吸収量は 7 年間で 0.43 PgC/yr から 0.50 PgC/yr

の範囲で変動し、 その振幅は CO2 交換量 と比較し て小さ

いこ と が示唆された。

　 航空機モニタ リ ングでは、 Surgut 上空の CO2 濃度はい

ずれの高度において も 2009 年に冬季、夏季 と もに比較的

低い濃度が観測 さ れて増加率が一時的に鈍化 し たが、

2010 年には再び増加に転じ ている。特に高高度では 2010

年の夏季の濃度が比較的高かったので こ の年の増加率が

高 く なっている。Surgut 上空の CH4 濃度は 2009 年までは

明らかな増加が見られていたが、 2010 年の濃度増加はほ

と んど見られなかった。

　 成 層 圏 オ ゾ ン ・ 有 害 紫 外 線 モ ニ タ リ ン グ で は、

Stratosphere Troposphere Research Assisting System

（STRAS） を運用し、成層圏のポテンシャル渦度 と気温の
―  87  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
状況を配信し た。 有害紫外線モニ タ リ ングで観測された

UV-B はいずれの観測局において も ７ 月に極大、１ 月に極

小を持つ明瞭な季節変動を示し たが、 長期的な増加傾向

や減少傾向は有意には観測されていなかった。

　 温暖化影響評価のための海洋モニ タ リ ングでは、 選定

し た 8 海域において、 定点コ ド ラー ト の設置を行い、 サ

ンゴ分布を記載し水温計の設置を行った。 各海域か らサ

ンゴを採取し て褐虫藻を分離し、 褐虫藻の遺伝子型 （ク

レー ド） を解析し た。 さ ら に、 モニ タ リ ングサイ ト や成

果を活用し、 総合的な温暖化影響評価を進め る ために、

共同研究や研究者ネ ッ ト ワーク の構築を開始し た。

〔備考〕

2） 　 陸域モニ タ リ ング

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 梁乃申， 小熊宏之， 高橋厚裕， 後藤誠二朗

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球環境シ ス テ ムの現状把握 と その変動要因

の解明、 およびそれに基づ く 地球環境変動の予測に資す

るデータ を整備する ため、次のモニ タ リ ングを推進する。

（1） 森林をはじめ と する陸域生態系において、 温室効果

ガス等の収支 と、 その変動を制御する生態系プロ セスの

モニタ リ ングを行 う 。

（2） 地球温暖化の影響を早期に受け る こ と が予想される

高山帯植生において、 気候変動は植物の生育範囲や生理

活性に与え る影響のモニ タ リ ングを行 う 。 また、 これら

の観測に関す る 国内外ネ ッ ト ワー ク の中核的拠点 と し

て、 観測手法の標準化、 データの収集 と 流通促進を主導

的に行 う 。

〔内容および成果〕

　 富士北麓サイ ト においては、 個葉レベル、 林分レベル

の地上観測、 衛星観測 と いった異な る空間ス ケール、 異

な る手法に基づいた炭素収支定量評価のためのモニ タ リ

ン グデータ の収集 と 総合的な整備を引き続き実施し た。

天塩サイ ト については、 カ ラ マツの育成課程を通し た炭

素 ・ 窒素の生態系内の循環過程の追跡調査を継続 し て

行った。 高山帯植生への温暖化影響モニ タ リ ングにおい

ては、 国内の複数の高山帯植生 （平成 23 年度は特に本州

中部の山岳域） において、 自動撮影カ メ ラ等か ら成る観

測システムを新たに設置し、 地球温暖化が降雪をはじめ

と する気象要因の年々変動 と 長期的変化を通し て高山植

生の生育範囲や生理活性に与え る影響を観測する ための

基盤整備を計画通 り 実施し た。

〔備考〕

3） 　 地球環境データベースの整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ004

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター） ， 白井知

子， 向井人史， 町田敏暢， 三枝信子， 野尻幸宏，

曾継業， 眞板英一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球環境セン ターが実施 し てい る地球環境モ

ニ タ リ ング事業等で取得されたデータのデータベース化

を進める と と もに、 これらのデータベース を有効に使い、

地球環境研究を遂行する上で有用な研究 ・ 解析支援シス

テムを構築する。 また、 併せて 2010 年度以前に整備され

たデータベース ・ ツール ・ サーバー等の維持 ・ 管理 ・ 改

良を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 前年度か ら引き続き、 地球環境データベー

スのサーバー群の維持管理、 及び既存コ ンテン ツの公開

を進める と と も に、 セン ター内の他グループ と 連携し て

さ ま ざ ま なデー タ ベース の開発や運用及びその支援を

行った。 具体的には、 以下の作業を行った。

（ １ ） 地球環境モニ タ リ ング事業等によ るデータのデータ

ベース化

波照間島 ・ 落石岬におけ る温室効果ガス観測データに関

し、 これまでの ク イ ッ クル ッ ク での提供に加え、 品質管

理を行ったデータ を新たに提供し てい く ための枠組みに

ついて検討し、 AMES Format での提供の方向性について

合意し た。

（ ２ ） 地球環境データの解析支援ツールの開発

こ れ ま で、 大気中温室効果ガ ス 濃度の Greenhouse Gas

Trend Update ページでの ク イ ッ クルッ ク での提供に加え、

富士北麓や北海道サイ ト での温室効果ガス フ ラ ッ ク スサ

イ ト データの提供ツールを開発し た。 また、 極渦マ ッ プ

作製サーバーの移設と環境整備を行った。

（ ３ ） 地球環境情報統融合プ ロ グ ラ ム （DIAS） へのデー

タ提供

DIAS と の連携に関し、環境研の保有する温室効果ガス関

連データの う ち、DIAS へ投入予定のデータの取捨選別を

行った。 またそれらの一部に関し、 DIAS で要求する メ タ

データの作成を行った。

（ ４ ） グ リ ーンネ ッ ト ワーク オブエク セレン ス （GRENE）

環境分野と の連携

生物多様性 ・ 生態情報の環境情報への統合化、 及び統合

情報を利用し た生物多様性影響評価法開発の 5 年計画の
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研究班に参画し た。 また、 JaLTER データ入力キ ャ ンプを

主宰 し、 多 く の参加者に メ タ デー タ 作成を含む実際の

データ投入のための ノ ウハウ を伝承し た。

（ ５ ） WDS 関連の動きに対応し た連携

2009 年に、 従来の WDC と FAGS を発展させる形で発足

し た World Data System （WDS） のキ ッ ク オフのための国

際会議に参加し、現在の各国・各機関の状況の把握を行っ

た。 また、 WDS-International Program Office （IPO） が設置

される NICT と協力し、 今後の WDS への国立環境研究

所 ・ データベース推進室 と し ての取 り 組みに関し議論を

開始し た。

〔備考〕

4） 　 GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改

訂

〔区分名〕 GOSAT

〔研究課題コー ド〕 1115AL001

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

河添史絵， 田中ゆき， 菊地信行， 高木宏志， 内

野修， Oshchepkov S.， Bril A.， 森野勇， 吉田幸

生， Maksyutov S.

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所、 環境省、 宇宙航空研究開発機

構は、 全球の二酸化炭素及び メ タ ンの濃度分布 と その変

動の観測、 及び全球の二酸化炭素の地域別ネ ッ ト 吸収 ・

排出量の推定精度の向上を主目的 と し て、 共同で温室効

果ガ ス観測技術衛星 「いぶき」 （GOSAT） プ ロ ジ ェ ク ト

を推進し ている。 「いぶき」 は、 平成 21 年 1 月 23 日に打

ち上げられ、 ５ 年間以上の運用を目標に定常観測を続け

ている。 国立環境研究所では、 衛星観測モニ タ リ ングの

一環 と し て、 「いぶき」 の観測データ を定常処理 （受信、

処理、 再処理、 保存、 提供） する こ と を目的に、 必要な

計算機シス テム （ハー ド ウ ェ ア及びソ フ ト ウ ェ ア） を整

備 ・ 運用する と と も に、 維持 ・ 改訂作業を行 う 。 ま た、

衛星モニ タ リ ング情報の発信のため、 必要な広報及び研

究者支援を行い、 観測データが温暖化研究等の推進に十

分に活用される こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 GOSAT 定常処理運用施設の運用を実施し、 平成 23 年

4 月 19 日よ り JAXA が FTS L1B を V130130 にバージ ョ ン

ア ッ プ し たため、 そのプ ロ ダ ク ト を公開する と と も に、

NIES では従来の L1B と同等品質の V128128 に基づ く FTS

SWIR L2 V01.50プロダ ク ト の一般公開を行った。JAXAが

V128128の作成を平成23年11月30日で終了し たため、FTS

SWIR L2 プ ロ ダ ク ト の処理はそれ以降実施し ていない。

こ の他、 CAI L3 全球反射率のプロ ダ ク ト を平成 23 年 6

月 23 日よ り 一般に公開し た。 CAI L3 植生指数プロダ ク

ト と FTS TIR L2 CO2 及び CH4 濃度プロ フ ァ イルプロダ

ク ト を、それぞれ平成 23 年 5 月 13 日と 16 日よ り GOSAT

公募研究 （RA） ユーザに提供開始し た。 さ らに、 平成 21

年 6 月から平成 22 年 5 月までの 12ヶ月分の L4A プロダ

ク ト （全球の月別 ・ 64 地域別の二酸化炭素ネ ッ ト 吸収排

出量） を作成し、 平成 23 年 10 月 28 日に GOSAT データ

利用によ る誤差低減に関するプレ ス リ リ ース を行った後

に、 その妥当性について評価 ・ 比較 ・ 確認を行 う こ と を

目的に RA ユーザの中の関連研究者に提供を行った。 な

お、 GOSAT データ提供サイ ト (GUIG） への一般ユーザの

登録者数は平成 24 年 3 月 28 日現在 1212 名であ る。

　 導入から 5 年を経過するデータ処理運用システム （一

次導入品） および関連機材の更新 と 移設を実施し た。 な

お平成 24 年度に実施予定の二次・三次導入品関連機材の

更新計画作業に着手し た。

　 広報の一環 と し て GOSAT プ ロ ジ ェ ク ト ニ ュ ース レ

ターを平成 23 年 11 月号まで発行し た。

〔備考〕

当課題は、 課題コード 1115AP010 ： 環境研究の基盤整備

「地球環境の戦略的モニタ リ ングの実施、地球環境データ

ベースの整備、 地球環境研究支援」 の一部を構成する。

5） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ011

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 酒井広

平， 早渕百合子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エ

ルザ， 伊藤洋， 玉井暁大， 大佐古晃， 平井圭三，

田辺清人， ホ ワ イ ト 雅子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本の温室効果ガス排出 ・ 吸収目録 （以下、 イ

ンベン ト リ ） の作成およびデータ解析、 策定方法の改善

を継続的に行 う と と も に、 気候変動枠組条約締約国会合

（COP） などにおける国際交渉支援、 イ ンベン ト リ 策定ガ

イ ド ラ イ ン作成 ・ 排出係数データベース等の気候変動に

関する政府間パネル （IPCC） への貢献、 キ ャパシテ ィ ビ

ルデ ィ ン グプ ロ ジ ェ ク ト の実施な ど の国外活動を進め

る。

〔内容および成果〕

【国内活動概要】

（1） 1990 年～ 2009 年の日本の温室効果ガスの排出量及

び吸収量を推計し た。 国連気候変動枠組条約 (UNFCCC)

締約国会議 (COP) にて採択された共通報告様式 (CRF) 及
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び当該データの作成方法の詳細 ・ 分析を記載し た日本国

温室効果ガス イ ンベン ト リ ( 目録 ) 報告書 (NIR)」 を 4 月

に条約事務局へ提出し、 当該報告書及びデータ を ウエブ

上で公表、 CGER レポー ト と し て発行し た。 2011 年提出

イ ンベン ト リ では、 2009 年の日本の総排出量は京都議定

書の基準年か ら 4.1％減少し ている こ と が明ら かになっ

た。 イ ンベン ト リ 提出 と 併せて、 主要排出源 ・ 不確実性

評価な ど の分析及び排出量の ト レ ン ド に関す る 解析を

行った。

（2） 「イ ン ベ ン ト リ 品 質 保 証 ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

(QAWG)」 の運営 と し て、 イ ンベン ト リ のピ ア レ ビ ュー

の実施及び 「イ ンベン ト リ 品質保証 WG 会合」 の開催 (8

月 ) を通じ て、 UNFCCC 及び京都議定書の下で附属書 I

国締約国のイ ンベン ト リ に求め られる品質保証活動の更

なる充実を図った。

（3） 12 月に 20010 年度温室効果ガス排出量速報値の推計

作業を行った。

（4） 温室効果ガス排出量算定方法検討会事務局の一部 と

し て、 算定方法改善の検討プロセスに携わった。

（5） イ ンベン ト リ データ を収集 ・ 蓄積する温室効果ガス

排出 ・ 吸収量データベースの運用、 わが国のイ ンベン ト

リ で使用されている排出係数 ・ 関連パラ メ ーターを ま と

めた排出係数管理データベースの管理 ・ 改善を行った。

【国際活動概要】

（6） アジア地域の温室効果ガス イ ンベン ト リ 作成の支援

及びイ ンベン ト リ の精度向上を図る ため、 2003 年から環

境省の支援の下で開催し ている 「アジアにおけ る温室効

果 ガ ス イ ン ベ ン ト リ 整 備 に 関 す る ワ ー ク シ ョ ッ プ

(WGIA)」第9回会合(WGIA9)を7月にプ ノ ンペン(カンボジ

ア ) において開催し た。 第 6 回の開催以降 「神戸イ ニシ

アテ ィ ブ」 の一環と し て開催され、 WGIA 参加各国が作

成を進めている国別報告書の作成状況及び 「測定・報告・

検証可能な温室効果ガス排出削減活動」 推進の重要性に

主眼を置き、 当該活動に不可欠な イ ンベン ト リ 策定の更

なる発展のため、 今後の WGIA 活動の展開を中心 と し た

議論を行った。

（7） UNFCCC 関連の対応業務と し て、 イ ンベン ト リ 審査

専門家 ト レーニングプロ グ ラ ムへの参加、 主任審査官会

議への参加、2010 年に提出された UNFCCC 附属書 I 国の

イ ンベン ト リ 集中 ・ 訪問審査活動への参加によ る各国イ

ンベン ト リ 審査報告書の作成支援及びイ ンベン ト リ 審査

活動への貢献、 UNFCCC 補助機関会合および締約国会議

(SB34 ・ 35、 COP17) における イ ンベン ト リ 関連議題の交

渉支援等の活動を行った。

〔備考〕

旧研究課題コード  0610BY571

6） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1115BY001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 藤谷徳

之助， 会田久仁子， 伊藤玲子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 「地球観測の推進戦略」 ( 総合科学技術会議決

定） に基づき、 地球温暖化分野の連携拠点を支え る地球

温暖化観測推進事務局を設置し、 国内の関係省庁 ・ 機関

の連携を促進し、 利用ニーズに こ たえ る観測の実現、 国

際共同観測体制であ る全球地球観測シ ス テム （GEOSS）

の構築に貢献する。 国立環境研究所に事務局を置 く 地球

温暖化分野の連携拠点は、 環境省 と 気象庁の協力のも と

で運営される。 本事業では、 連携拠点事務局の運営を支

援し、 地球温暖化観測の現状調査などに基づき、 関係府

省 ・ 機関の地球温暖化に関する観測の効率的実施、 観測

データの流通促進に関する検討などを行 う 。

〔内容および成果〕

　 地球温暖化観測推進事務局 （以下、 事務局） は、 以下

の連携施策を推進し た。

（1） 森林観測の現状及び課題を取 り ま と めた取組案を文

部科学省科学技術 ・ 学術審議会研究計画 ・ 評価分科会地

球観測推進部会に提出し、 「平成 24 年度の我が国におけ

る地球観測の実施方針」 ( 平成 23 年 8 月 24 日 ) の作成を

支援し た。

（2） 事務局主催の連携拠点ワーク シ ョ ッ プ 「観測データ

が語る気候変動－長期観測データの取得 ・ 発掘 ・ 保存－」

を平成 23 年 12 月に東京で開催し た。 総合討論を経て、

長期継続観測の実現、 及びデータの共有 ・ 利用促進に向

けた課題 と 方策について検討し、 取組案の取 り ま と めを

行った。

（3） 温室効果ガス観測データ標準化ワーキンググループ

を設置し、 観測機関間、 及び観測機関 と 標準機関の連携

によ る、 温室効果ガス標準ガス体系の構築に向けた報告

を取 り ま と めた。また、放射観測機器の較正に関する ワー

キンググループを設置し、 放射観測機器の較正体制の機

関間連携のあ り 方に関する中間報告を作成し た。

（4） 平成 22 年度に事務局が設置し た気候変動影響統計

ワーキンググループが取 り ま と めた 「気候変動影響の統

計整備に関する基本方針」 に沿って、 環境省が構築する

「気候変動影響統計ポータルサイ ト 」 へ掲載するデータの

整備を行い、 ポータルサイ ト を公開し た。 また、 観測施

設の相互利用の促進に向けて、 観測施設の共同利用に関
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する情報を取 り ま と め、事務局ホームページで公開し た。

〔備考〕

旧課題コード ： 0610BY573

7） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0712AQ001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター），Dhakal

S.

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 グ ローバル・カーボン・プロ ジェ ク ト (GCP) は、

炭素循環の自然科学的研究に人間社会的側面を統合する

こ と によ り 、 総合的な炭素管理に貢献する こ と を目的 と

する。 特に、 GCP つ く ば国際オフ ィ スでは、 GCP の中心

的活動のひ と つで あ る 「都市 と 地域の炭素管理計画

(URCM) 」 を主導し ている。

〔内容および成果〕

　 GCP の国際的活動への支援を行った。 特に、 炭素の年

間放出量の算定、 国際的な地球変動科学計画 と の連携、

国際的な科学コ ミ ュ ニテ ィ において関連する研究のコー

デ ィ ネー ト を行った。 また、 「都市 と地域における炭素管

理 (URCM)」 イ ニシアテ ィ ブを国際的に推進し、 具体的

には、 水 ・ エネルギー ・ 炭素の関連に関する国際ワーク

シ ョ ッ プ開催 （2012 年 3 月）、 各国際評価への参画 ・ 貢

献、IPCC AR5 WG3 に統括執筆責任者 と し て貢献し た他、

学術誌 “Carbon Management” よ り 特別号、 “Industrial

Ecology” の出版の準備等、 積極的なアウ ト プ ッ ト をおこ

なった。

〔備考〕

8） 　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ タ

リ ングとデータのネ ッ ト ワーク化促進に関する研究

〔区分名〕 環境 - 地球一括

〔研究課題コー ド〕 0711BB570

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター），高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国内の タ ワーフ ラ ッ ク ス観測サ イ ト と 連携 し

て、 観測および解析の標準共有化、 可搬型測器によ る比

較 （検定） 観測を実施し、 国内 ・ アジア地域の観測地点

におけ る観測データの信頼性 と の確保 と 品質管理された

観測データの蓄積を目指す。 また、 比較観測によ ってア

ジア地域の観測体制を整備し、 国内外か ら の科学的 ・ 社

会的要請に対応する と と も に、 アジア地域を中心 と し た

わが国の国際的 リ ーダーシ ッ プを確保する。

〔内容および成果〕

　 引き続き富士北麓サイ ト でのフ ラ ッ ク ス観測体制を強

化する と と も に、 観測手法の検証／相互比較ができ る体

制整備を推進し た。 FLUXNET/AsiaFlux な どの世界的な

ネ ッ ト ワーク活動によ り 確立されつつあ るデータ品質管

理を施す複数の方法について比較検討し最適な手法の確

立を進めた。特に各種放射観測機器の比較観測を実施し、

ネ ッ ト ワーク の観測手法標準化と精度向上に貢献し た。

〔備考〕

研究課題代表者 ： 山野井克己 （森林総合研究所北海道支

所）

9） 　 アジア GEO Grid イニシアチブ

〔区分名〕 文科 - 振興調整

〔研究課題コー ド〕 1012CB001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 高橋厚裕

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本事業は、 アジア地域におけるデータ共有の強

化を目指し、 地上観測や衛星観測など、 アジア諸国が保

有する多種の観測データ を集約、 統一的プロ ト コルで処

理、 統合し、 これを利用し て新たな付加価値を持った情

報を生み出すための情報処理基盤を確立する事を目的 と

する。 我が国が リ ーダーシ ッ プを発揮し て、 観測研究を

行 う 各分野 と 情報技術 と の分野融合を図る と 共に、 国別

の観測的研究のコ ミ ュ ニテ ィ を、 GEO Grid によ り データ

集積 ・ 共有 ・ 利用ネ ッ ト ワーク を介し た分野 ・ 地域横断

的な も の と する。 これによ り 、 環境問題などのアジア地

域に共通の問題に対し、 アジア諸国の研究者や政策決定

者が長期にわた るデータ取得を維持し総合的なデータ利

用に共同で取 り 組む土台を確立し、 問題の解決を促進す

る事を目指す。

〔内容および成果〕

（1） GEO Grid でデータ を共有する国内外のフ ラ ッ ク ス観

測サイ ト と 情報交換を行い、 本事業に必要 と な る観測シ

ス テム と データ処理システムの仕様の策定 と 改修、 よ り

広範囲な観測サイ ト に適用可能なシステムの最適化手法

を策定し た。

（2） 富士北麓をモデルサイ ト と し、 CO2 収支を渦相関法

で算出する ために必要なデータ を自動的に収集し、 GEO

Grid で処理可能な形式に変換するプロ グ ラ ムを開発 ・ 改

良し、 実際の長期連続観測現場への運用を開始し た。

（3） タ イのフ ラ ッ ク ス観測網を リ ー ド する カセサー ト 大

学 ・ キングモン ク ッ ト 大学、 および地球観測の情報基盤

整備を リ ー ド する タ イ国科学技術開発庁を訪問し、 タ イ

におけ る地球観測関連データの収集 と 流通に関し情報収
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集を行 う と同時に、 本事業が開発する技術を AsiaFlux を

通し て タ イ フ ラ ッ ク スへ普及し た。

〔備考〕

10） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 日本の常時監視局で行われてい る オゾ ンの校

正ス ケールを UV 法で統一する。 そのために、 二次基準

を ６ つの地域ブロ ッ ク に導入し、 運営する。

〔内容および成果〕

　 ６ か所の二次基準器を設置し た地域ブロ ッ ク拠点にお

いて、 各地域での校正が行え る よ う にブロ ッ ク ご と の研

修会を行い各自治体担当者への説明を行った。 また、 ブ

ロ ッ ク担当者の運営会議を福岡県で行い、 校正方法な と

についての運営上の課題など を検討し た。 二次基準、 一

次基準などの機器を メ ンテナン ス し、 ス ケールの維持を

行った。 全体 と し て、 日本でのオゾン ス ケールの統一が

進んだ。

〔備考〕

山形県環境科学研究セン ター 　 村岡悟、 千葉県環境研究

セン ター 　 内藤季和、愛知県環境調査セン ター 　 尾崎聡、

兵庫県 （財） ひ ょ う ご環境創造協会兵庫県環境研究セン

ター 　 堀江洋佑、 愛媛県衛生環境研究所 　 白石猛、 福岡

県保健環境研究所 　 山本重一

資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備

〔研究課題コー ド〕 1115AP020

〔代表者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

南齋規介， 中島謙一， 小口正弘， 肴倉宏史， 大

迫政浩， 石垣智基， 稲葉陸太， 蛯江美孝， 遠藤

和人， 加用千裕， 河井紘輔， 倉持秀敏， 徐開欽，

寺園淳， 吉田綾， 山田正人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 資源や廃棄物におけ る情報の非対称性 と その

一方での様々な環境政策 ・ 活動への情報的手法の適用の

拡大と それに伴 う 情報の力の増大を踏まえ、 5 年、 10 年

と いった中長期視点か ら我が国やアジア圏におけ る資源

循環 ・ 廃棄物研究の情報基盤構築を先導する戦略的な整

備を実施する。 具体的には、 我が国におけ る資源 ・ 物質

利用、廃棄物処理の長期データの整備、資源のフ ローデー

タや資源利用に伴 う 環境負荷に関わるデータ整備、 廃棄

物等に含まれる循環資源の賦存量データ整備等を行 う と

と も に、 廃棄物の分別区分や有料化等の自治体政策情報

の整備や処分費用データ、 アジア圏を対象 と し た国際廃

棄物管理に関わ るデータ の調査 ・ 整備を行 う 。 さ ら に、

地球環境問題や環境 リ ス ク等 と の接点で生じ る問題に対

する研究の促進 と 国民的理解向上のための情報整備 と発

信を行い、 我が国におけ る資源循環 ・ 廃棄物研究の中核

拠点と し ての機能を果たす。

〔内容および成果〕

　 国際貿易に伴 う 金属の各国間移動量データベースにつ

いては、 貿易統計 (BACI 等 ) から貿易量を抽出する ため

の品目分類の検討お よ び品目別の元素含有量に関す る

データ収集に着手し た。自治体政策情報と し ては、約 780

自治体 （人口カバー率 83%） の一般廃棄物 と し て排出さ

れる代表的な電気電子機器および乾電池の分別収集区分

についての情報を整理する と と も に、 自治体の分別収集

区分の情報収集を進めた。 また、 製品中の資源賦存量を

把握する ために、 前期中期計画か ら実施し ている製品中

の金属含有量調査を継続し て進めた。 アジアの廃棄物管

理データ整備については、 整備されたデータがどのよ う

に使われるかを的確に見極める必要があ る こ と か ら、 廃

棄物管理計画の策定、 政策の方向性議論、 廃棄物システ

ムの評価 と いった こ と を想定し、 全体の廃棄物管理にお

けるデータ利用の全体像を検討し た。

【関連課題】

1） 　 アジア都市における日本の技術 ・ 政策を活用する資

源循環システムの設計手法

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 蛯江美孝， 徐開欽， 珠坪一晃， 水落元之，

岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 中国及びアジアの拠点的な産業都市を対象に、

国内のエコ タ ウ ンをはじめ と する循環技術 ・ 施策を も と

に、 日本発信の循環マネジ メ ン ト システムを地域特性に

応じ て効果的に設計る ための定量的な計画 ・ 評価システ

ムを構築する。 国内自治体企業 と 連携し て、 エコ タ ウ ン

等の日本国内の先進的な循環技術 ・ 制度シス テムのイ ン

ベン ト リ を構築 し、 ア ジ アの都市の特性に応 じ た技術

パ ッ ケージ と し て展開を支援す る 学術的手法を構築す

る。 資源循環 ・ リ サイ クル技術フ ローの 「 リ エンジニア

リ ング」 プロ セス と、 技術の運用効率を高める資源循環

の社会制度パ ッ ケージの定量的設計プ ロ セ ス を開発 し
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て、 アジアの具体的なモデル都市での中国科学院及び都

市行政等 と の連携で循環経済都市データベース と 技術 ・

制度のシ ミ ュ レーシ ョ ンプロ セス を構築し、 地域の循環

特性に応じ た実現のガ イ ド ラ イ ン と し てアジア都市への

汎用化し、 成果の事業者及び国際政策連携を通じ ての国

内還元を図る。

〔内容および成果〕

　 循環生産関数を同定するプロセスについては、 イ ンベ

ン ト リ データの収集に着手し た。 汚水処理 ・ リ サイ クル

技術については、 アジア都市の適用にむけた技術開発を

実施し た。

　 中国瀋陽市を対象 と し た産廃、 有価資源の発生および

事業拠点、 一廃発生 ・ 処理量の立地に関する GIS データ

ベース構築については、 中国科学院 と 協議を行い、 整備

するデータ項目の確認を行った。 またその開発手法の他

都市への適用の準備を進めた。

　 中核技術のデータ と 都市環境データベース を組み合わ

せて循環経済シナ リ オを計画・評価する手順については、

その基礎的モデルを構築し た。

　 瀋陽市の低炭素工業生態園へ研究情報を発信する日中

連携のプ ラ ッ ト フ ォームを構築する点については、 中国

科学院、 瀋陽大学、 瀋陽市政府機関等 と の協議を行い、

その体制を整えつつあ る。

〔備考〕

生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レンス ・ ラ

ボラ ト リー)、環境リ スクに関する化学物質デー

タベース

〔研究課題コー ド〕 1115AP030

〔代表者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久， 今泉圭隆， 青木康展， 田中嘉成， 鈴木規

之， 菅谷芳雄， 中島大介， 林岳彦

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生態影響試験に関する 標準機関 （レ フ ァ レ ン

ス ・ ラ ボ ラ ト リ ー） と し ての機能を整備し、 生態影響試

験法の精度管理を検討するほか、 試験用水生生物の維持

と 提供を行 う 。 特に、 法規制上位置付け られている試験

用生物 （ メ ダ カ、 ミ ジ ン コ、 ユ ス リ カ等） については、

効率的な飼育体制を整備し、 試験機関への提供を行 う 。

必要に応 じ て ク ロ ス チ ェ ッ ク 等の試験結果の比較を行

い、 標準試験法の整備を行 う 。

　 また、 化学物質の環境 リ ス ク評価の推進に向けた基盤

整備のため、 環境 リ ス ク に関する最新の研究動向や社会

情勢を踏まえて、 関係機関等 と 連携し、 環境 リ ス ク に着

目し た化学物質に関するデータベース等を構築し提供す

る。

〔内容および成果〕

１ ． 生態影響試験に関する標準機関 ( レ フ ァ レ ン ス ・ ラ

ボラ ト リ ー )

　 生物応答によ る排水管理手法 （WET） の導入検討のた

め、9 つの試験機関と連携し リ ングテス ト を実施し た。ま

た、 オオ ミ ジン コの遊泳阻害試験およびニセネコゼ ミ ジ

ン コの繁殖影響試験を取 り 上げ、 生態毒性試験の実習セ

ミ ナーを開催し た。 国際的取 り 組み と し て、 フ ラ ン スで

開催された OECD Fish Testing Framework 専門家会合に参

加し、 魚類に関する試験法の整理についての調整に参加

し た。 金属に関する生態 リ ス ク評価におけ るわが国の状

況を発表し、 金属の生物利用可能量を考慮し た生態影響

試験および影響評価についての情報収集 ・ 国際協調及び

協力を進めた。 第 23 回 OECD 試験ガイ ド ラ イ ンに関す

るナシ ョ ナルコーデ ィ ネーター会合に出席し、 生態影響

試験法に関するガ イ ド ラ イ ンおよび生態 リ ス ク評価に関

するガ イ ダン ス文書の検討 ・ 承認のための論議に参加し

た。

２ ． 環境 リ ス ク に関する化学物質データベース

　 Webkis-plus に農薬出荷量、 登録農薬有効成分、 環境省

化学物質環境実態調査 （黒本調査） などのデータ を追加

し、 EnvMethod に要調査マニュ アル、 化学物質分析法開

発調査報告書の情報を追加し た。平成 21 年の化審法改正

情報を掲載し、 改正以前の対象物質 と と も に改正後の対

象物質を選択可能にし た。 EnvMethod の Web ページの遷

移を一部変更し、 ユーザーの利便性を向上させた。 曝露

情報であ る黒本調査を Ｇ Ｉ Ｓ を利用し た地理情報 と し て

公表する ための準備 と、 新規開発予定の生態毒性データ

ベースのデータ構造の検討を進めた。

【関連課題】

1） 　 平成 23 年度化審法審査支援等検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY008

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 菅谷芳雄， 古濱彩子， 鑪迫典久， 林岳彦

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 平成 21 年 5 月に化学物質の審査及び製造等の

規制に関する法律の一部を改正する法律 （以下 「改正化

審法」 と い う 。） が成立し、 既存化学物質を含むすべての

化学物質について、優先的に評価を行 う べき化学物質（以

下 「優先評価化学物質」 と い う 。） を絞 り 込むためのス ク

リ ーニング評価を行い、 必要に応じ て よ り 詳細な リ ス ク

評価を迅速かつ着実に実施し、 その結果に応じ た適切な
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措置を講じ る こ と と し ている。 こ の改正は、 「2020 年ま

でにすべての化学物質の製造 ・ 使用に伴 う 人及び環境へ

の悪影響を最小化する」 と の国際目標 （以下 「WSSD2020

年目標」 と い う 。） を達成する ためのものであ り 、 2020 年

までにすべての化学物質に対する リ ス ク評価を確実に実

施する こ と が必要であ る。 また、 動物愛護及び事業者の

負担の軽減の観点から、 動植物を使わずに生態毒性を簡

易的に推計で き る 生態毒性に係 る 定量的構造活性相関

（以下 「QSAR」 と い う 。） の開発及び実用化に向けたプロ

グ ラ ムの改良を進め、 改正化審法の リ ス ク評価等に活用

する方策を検討する こ と が不可欠であ る。

〔内容および成果〕

　 反応性の寄与が重要な化学物質の生態毒性を予測する

QSAR を開発し た。反応性の説明には、化学物質の線形記

述子 SMILES から計算可能な部分電荷を用いた。 更に実

用化に向けて重回帰式予測を可能 とするプロ グ ラ ム改良

等を進めている。

〔備考〕

2） 　 化学物質データベース等の整備 ・ 提供

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ013

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之， 菅谷芳雄， 中島大介， 林岳彦， 青木康展，

白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の リ ス ク評価 ・ 管理を行 う 上で、 リ ス

ク関連情報や研究成果の集積 と 効率的な情報発信基盤の

整備は重要な課題であ る。 当研究セン ターでは、 前中期

計画よ り 化学物質データベース （以下、 Webkis-plus と略

す） と環境測定法データベース （以下、 EnvMethod と略

す） を公開し てお り 、 その整備および機能拡張を行って

き た。 継続的な公開情報の更新 と 内容の拡充が必要不可

欠であ り 、 よ り 広範な人々に対し て リ ス ク情報を分か り

やす く 伝え る こ と が重要であ る。 本事業を通し て、 環境

リ ス ク評価に関する多様な情報を広 く 一般に提供する こ

と で、 環境施策の推進 と 安全 ・ 安心な社会実現に貢献す

る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 Webkis-plus に農薬出荷量、 登録農薬有効成分、 環境省

化学物質環境実態調査 （黒本調査） などのデータ を追加

し、 EnvMethod に要調査マニュ アル、 化学物質分析法開

発調査報告書の情報を追加し た。平成 21 年の化審法改正

情報を掲載し、 改正以前の対象物質 と と も に改正後の対

象物質を選択可能にし た。 EnvMethod の Web ページの遷

移を一部変更し、 ユーザーの利便性を向上させた。 曝露

情報であ る黒本調査を Ｇ Ｉ Ｓ を利用し た地理情報 と し て

公表する ための準備 と、 新規開発予定の生態毒性データ

ベースのデータ構造の検討を進めた。 本年度の月平均ア

ク セス数 （ページ遷移ご と カ ウ ン ト ） は、 Webkis-plus へ

は14万ア ク セス、EnvMethodへは16万ア ク セスであった。

〔備考〕

3） 　 生態影響試験に関する標準機関 （レ フ ァ レンスラボ

ラ ト リー） 機能の整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ015

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 田中嘉成， 菅谷芳雄， 林岳彦， 中島大介，

白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生態影響評価手法については、 近年

の化学物質の種類 と 量の増加、 国内外の社会的背景を鑑

み、 常に更新される必要があ る。 また、 内分泌か く 乱化

学物質、 PPCPs、 ナ ノ マテ リ アル等のエマージェ ン ト ・ ケ

ミ カルについては、従来の試験法だけでは評価が難し く 、

国際的な枠組みの中、新たな評価手法の開発が推進され、

試験法の種類や手法に多様 ・ 複雑 ・ 高度化の傾向がみら

れる。 さ ら に、 WET(Whole Effluent Toxicity) 等の新たな

排水管理手法の導入も検討されてお り 、 生態影響試験は

よ り 重要 と な る こ と が予想される。 従って、 環境 リ ス ク

に関する生態影響試験を国内各機関で実施する場合、 標

準化された手法 と バイオ リ ソース を用い、 データの信頼

性を担保する こ と が望まれる。 国立環境研究所は、 中立

的な研究機関 と し てのみな らず、 環境系試験機関の リ ー

ド ラ ボ と し ての機能が期待され、 当研究所か ら発信され

る情報は、 国内外におけ る試験機関の基準 と な る可能性

があ る。 そ こ で、 当研究所の環境 リ ス ク研究 リ ス ク セン

ターにおいて、 生態影響試験に関する レ フ ァ レ ン ス ラ ボ

ラ ト リ ー機能を付与し、 国内外の関連機関 と 連携 ・ 協力

し ながら、 生態毒性試験に係る技術等の普及 ・ 啓発に努

め、 国内の技術的な基盤の向上および環境 リ ス ク評価に

用いられるデータの信頼性および質の向上を図 り 、 国の

政策に科学的側面から貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 連携 ・ 協力

・ 国内 9 研究機関を対象 と し て、 標準排水を も ちいて

ＷＥ Ｔ 試験法の リ ングテス ト を実施し た。

・ ナシ ョ ナルセン ター と し て、 米国 と 共同開発中の魚類

確定試験法 （ メ ダカ多世代試験 (MMT)） および OECD
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TG229 の改良について、環境省を通じ て OECD へ提案し、

試験法の国際標準ガ イ ド ラ イ ン化を目指し た。 TG229 す

でに提案が認められ、H24 年度の OECDWMT 会議におい

て承認される予定であ る。MMT はまだ米国 と の調整が必

要であ るが、 来年度中に OECD に提案でき る よ う に準備

中であ る。

・ OECD 魚類専門者会合等に出席し、 試験法整備に関す

る国際協調及び協力を進めた。

（ ２ ） 普及 ・ 啓発

・ 生態試験の普及啓発を行 う ために短期実習セ ミ ナーを

開催し、 30 名ほどの参加者があった。 セ ミ ナーによ って

専門的技術の標準化が行われた。また実習セ ミ ナーでは、

研修用教材を作成 ・ 配布し、 座学も行った。

（ ３ ） 基盤 ・ 支援

・ 試験生物供給システムの効率化および安定化を目指し、

試験生物の品質を管理し、 供給を行った。

〔備考〕

「子ど もの健康と環境に関する全国調査」 の総括的

な管理 ・ 運営

〔研究課題コー ド〕 1115AP040

〔代表者〕 ○佐藤洋 （理事） ， 新田裕史， 田村憲治， 佐藤

ゆき， 小野雅司， 米元純三， 伊藤裕康， 佐々木

裕子，中山祥嗣，道川武紘，須田英子，柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 2010 年 3 月、 環境省は 「子ど もの健康 と環境に

関する全国調査 （エコチル調査）」 基本計画を作成し、 国

立環境研究所を コ アセン ター と し て、 エコチル調査が開

始される こ と と なった。 エコチル調査は、 環境要因が子

ど も の健康に与え る影響を明ら かにする こ と、 特に化学

物質の曝露や生活環境が、 胎児期か ら小児期にわた る子

ど も の健康にどのよ う な影響を与えているのかについて

明ら かにし、 化学物質等の適切な リ ス ク管理体制の構築

につなげる こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、平成 23 年 1 月から段階的に開始し た調査対

象者の リ クルー ト 活動を本格化し、 平成 23 年 4 月以降、

全国 15 か所 （北海道、 宮城、 福島、 千葉、 神奈川、 甲

信、 富山、 愛知、 京都、 大阪、 兵庫、 鳥取、 高知、 福岡、

南九州 ・ 沖縄） の全ての調査地区において、 リ クルー ト

を実施し た。

　 平成 24 年 3 月 27 日時点のデータ管理システムへの登

録状況 と し て、 エコチル調査への参加を同意いただいた

母親 （妊婦） の数は 29,468 名、 父親の数は 13,235 名、 出

生し た子ど もの数は 10,998 名と なった。 参加者の血液 ・

尿 ・ 毛髪 ・ 母乳等の生体試料の採取、 検査、 保管等の業

務や質問票調査も概ね順調に進展し てお り 、 例えば妊娠

初期に採取する生体試料については、平成 24 年 2 月末ま

でに約 23,000 人分の血液及び尿を収集し た。

　 また、 出生後 ６ 歳に達する までの調査計画の具体化を

進め、 ア ウ ト カムの追跡に関する基本的な枠組みや調査

時期毎の調査内容等について、 フ ォ ローア ッ プ計画を作

成し た。

【関連課題】

1） 　 子どもの健康と環境に関する全国調査

〔区分名〕 エコチル調査

〔研究課題コー ド〕 1032AM001

〔担当者〕 ○佐藤洋 （理事） ， 新田裕史， 田村憲治， 佐藤

ゆき， 小野雅司， 米元純三， 伊藤裕康， 佐々木

裕子，中山祥嗣，道川武紘，須田英子，柴田康行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 44 年度 （2010 ～ 2032 年度）

〔目 　 的〕 　 2010 年 3 月、 環境省が作成し た 「子ど もの健

康と環境に関する全国調査 （エコチル調査）」 基本計画に

基づ き、 国立環境研究所を調査の中心機関 （コ アセ ン

ター） と し て、 エコ チル調査が開始さ れる こ と と なった。

エコ チル調査は、環境要因が子ども の健康に与える 影響を

明ら かにする こ と 、 特に化学物質の曝露や生活環境が、 胎

児期から 小児期にわたる 子ど も の健康にど のよ う な影響

を与えている のかについて明ら かにし 、化学物質等の適切

なリ ス ク 管理体制の構築につなげる こ と を目的と する 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、平成 23 年 1 月から段階的に開始し た調査対

象者の リ クルー ト 活動を本格化し、 平成 23 年 4 月以降、

全国 15 か所 （北海道、 宮城、 福島、 千葉、 神奈川、 甲

信、 富山、 愛知、 京都、 大阪、 兵庫、 鳥取、 高知、 福岡、

南九州 ・ 沖縄） の全ての調査地区において、 リ クルー ト

を実施し た。

　 平成 24 年 3 月 31 日時点のデータ管理システムへの登

録状況 と し て、 エコチル調査への参加を同意いただいた

母親 （妊婦） の数は 30,046 名、 父親の数は 13,451 名、 出

生し た子ど もの数は 11,251 名と なった。 参加者の血液 ・

尿 ・ 毛髪 ・ 母乳等の生体試料の採取、 検査、 保管等の業

務や質問票調査も概ね順調に進展し てお り 、 例えば妊娠

初期に採取する生体試料については、平成 24 年 2 月末ま

でに約 23,000 人分の血液及び尿を収集し た。

　 また、 出生後 ６ 歳に達する までの調査計画の具体化を

進め、 ア ウ ト カムの追跡に関する基本的な枠組みや調査

時期毎の調査内容等について、 フ ォ ローア ッ プ計画を作

成し た。
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〔備考〕

環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環

境測定等に関する標準機関 ( レ フ ァ レンス ・ ラ

ボラ ト リー )
〔研究課題コー ド〕 1115AP050

〔代表者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター） ， 佐野友

春， 高木博夫， 宇加地幸， 永野公代

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境標準物質に関する知的研究基盤事業は、 国

内外における環境計測の精度管理に資する ため1970年代

後半に国立公害研究所 （現、 国立環境研究所） 発足当初

か ら 始 ま っ た。 日 本 初 の 環 境 標 準 物 質 リ ョ ウ ブ

(Pepperbush) を作製し て以来、天然物を対象 とする環境標

準物質28種類を国内外の研究機関や計測機関などに提供

し て来た。 こ のよ う な背景の も と、 国内外の環境化学計

測におけ る一次データの精度管理や ト レーサビ リ テ ィ の

確保に資する ために有用な環境標準物質について作製 と

提供を目的 と する。 作製する環境標準物質は全て世界基

準に合致するだけでな く 、 世界的に希な物質の作製を目

指すも のであ る。 また、 認証値決定過程で用い られる公

定法をはじめ と する各分析法に関する評価 ・ 改良を行 う

こ と も本知的研究基盤事業の目的に入る。 今期の 5 年間

は、 2000 年代以降新たな社会問題 と なった有害化学物質

や注目される元素を対象にし た環境標準物質の開発や需

要が多 く 在庫が無 く なった標準物質の更新を計画し てい

る。 具体的には、 PFOS などの有害化学物質や Ni、 Cd、

As な どの有害元素をはじ め と し様々な化学成分につい

て、 動植物やダス ト を対象 と し た環境標準物質の開発 と

提供を行 う ほか、 地方環境研究所 と の連携など も考慮し

つつ環境監視測定法の精度管理に資す る 応用研究 も 行

う 。

〔内容および成果〕

　 水生植物ホテ イ アオイ中の微量元素を対象に約1000本

の標準物質を作製し、 公的審査をへて COMAR への認証

登録が認められた。 今年度の所外への分譲利用状況は例

年よ り やや少な く 約 100 機関に分譲し た。 また、 最近 5

年間の NIESCRM 利用国数を調べた結果、約 40 カ国あっ

た こ と も判った。 在庫試料の抜き取 り 検査や利用データ

情報などの解析か ら、 認証値対象成分がが保証値か ら著

し く はずれた試料は見当た ら なかった。

【関連課題】

1） 　 大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ004

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気環境試料、水環境試料、土壌環境試料など、

さ ま ざ まな試料を対象 とするモニ タ リ ングや分析手法に

関する問題点を把握し、 確から しい値を得る ための精度

管理手法を検討する。

〔内容および成果〕

　 大気モニ タ ー棟で常時観測 し てい る 大気成分につい

て、 1995 年～ 2010 年までの観測データの精度管理を確

信し、 長期 ト レ ン ド 現象を解析し た。 2000 年半ばか ら、

SPM が明確に低下し、 代わってオゾンの平均濃度が上昇

し ていた。 国環研周囲におけ る大気成分の排出源や社会

システムに何らかの変化があった もの と推察された。

〔備考〕

2） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析 ・ 分析

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ005

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター），高木博夫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 微細藻類は様々な生理活性物質を生産 し てお

り 、 その中には有毒な も のや強い酵素阻害活性を有し て

いる も の も あ る。 本研究では、 微細藻類が生産する新規

生理活性物質を単離 ・ 構造解析する と と も に、 微細藻類

が生産する有毒物質についての精度の高い分析法を開発

する事を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 微細藻類が生産する有毒物質 ミ ク ロ シスチンの標準品

の濃度を決定する ために、 ミ ク ロ シスチン同族体を精製

後、 定量的 NMR によ り 濃度を測定し た。 その溶液の紫

外吸収スペク ト ルか ら分子吸光係数を求め、 標準品の溶

液濃度を補正する こ と ができ た。

〔備考〕

3） 　 環境標準物質の開発と応用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ040

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター） ， 佐野友

春， 高木博夫， 宇加地幸， 永野公代

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 国内外の環境化学計測におけ る一次データ の

精度管理や ト レーサビ リ テ ィ の確保に資する ために有用

な環境標準物質について作製 と 提供を目的 と する。 本研
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究を包括する知的研究基盤事業では長期にわた り 、 天然

物を原料 と する環境標準物質を作製し、 国内外の研究機

関や計測機関などに提供し て来た。 作製する環境標準物

質は全て世界基準に合致するだけでな く 、 他機関で作製

し ていない希な物質を対象と し て作製 / 開発する。 これ

ら の物質の認証値付与および安定性試験を行 う なかで適

用される各種分析法を対象 と し、 分析手法的評価、 手法

の高精度化あ るいは簡便化等、 環境標準物質に関連する

応用研究も行 う 。

〔内容および成果〕

　 NIES CRM No.10( 玄米） の更新物質を作製する ため、

水耕栽培システムを自作し水耕栽培を行った。 9 月末に

10kg 余 り の玄米を確保し た。 また、 ゴビ砂漠において舞

き上げ砂塵を対象に、PM10 粒径以下の黄砂エア ロ ゾルを

収集し た。 これら 2 種類の原料を、 微粉末化 と均一混合

処理を行い、 それぞれ約 600 本の小瓶に分封し た。 これ

ら 2 物質の標準物質化を目指し、 それぞれの物質に対応

し た保存性試験や認証値確定分析などの実施プロ ト コル

も作成し た。

〔備考〕

環境試料の長期保存 ( スペシ メ ンバンキング )
〔研究課題コー ド〕 1115AP060

〔代表者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 将来の新たな汚染の顕在化に対処する ため、 関

連試料採取プロ ジェ ク ト と の連携を強化する と と も に国

際連携も視野にいれて、 環境試料を長期保存する タ イ ム

カプセル棟の体制を維持、 推進する。

〔内容および成果〕

　 本年度は所内研究によ る 採取試料や環境省から のモニ

タ リ ング試料の受け入れ、 保存を継続し た。 ま た、 保存試

料の一部を 用いて精度管理用の共通分析試料を作成し た

ほか、 残留性有機物質 （POPs） 汚染に対処する ス ト ッ ク ホ

ルム条約における 環境モニタ リ ング手法の改訂作業に参

画し 、 その中で環境試料長期保存の章の作成に関わった。

【関連課題】

1） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ018

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）， 武内章記，

苅部甚一， 瀬山春彦， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 将来の新たな汚染 ・ 環境問題の顕在化に備え、

また現在十分な感度、 精度で測定でき ない汚染の進展を

将来の進んだ手法で明ら かにする ために、 環境試料の収

集、 保存を継続する と と も に、 よ り 長期的、 広域的視野

に立った環境試料の探索及び長期保存のあ り 方を検討す

る。 加えて、 計測手法の開発 と 保存試料への適用によ り

保存試料の有効利用を図る。

〔内容および成果〕

　 計画的調査 と し て、 北陸地方、 東京湾内及び八丈島で

の二枚貝採取 と 凍結粉砕、 長期保存を行った。 東日本大

震災によ って津波被害を受けた地域、 原発事故によ る影

響が想定される地域 と し て、 青森県下北半島北端か ら千

葉県房総半島南端までの東日本沿岸域の調査を行い､ こ

れま でに長期保存 し た タ イ ム カプセル試料 と の比較を

行った。 二枚貝などの生物試料や海水中の放射性核種の

濃度分布と経時変化を追跡し た。

　 また、 津波堆積物によ る二枚貝中の多環芳香族炭化水

素の汚染状況について も調査し た。

〔備考〕

環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集 ・ 系統保存 ・ 提

供

〔研究課題コー ド〕 1115AP070

〔代表者〕 ○笠井文絵 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境微生物については、 既に収集された保存株

の維持 ・ 管理を行 う と と も に、 環境研究の基盤 と し て重

要な種を新たに収集し、 これら の株情報をデータベース

に登録し発信する。

　 また、 凍結保存技術の開発を進め、 継代培養保存か ら

凍結保存への移行によ る保存の効率化を図る。タ イプ株、

レ フ ァ レ ン ス株の寄託受入れ、 維持 ・ 管理も行 う 。 絶滅

の危機にあ る藻類については、収集の困難な種を中心に、

可能な範囲で収集に努める と と も に、 保存法の改善を図

り 、 安定し た長期保存を行 う 。 これら の保存株を、 研究

材料 と し て国環研内外の研究者に提供し、 広 く 環境研究

および基礎研究に貢献する。

〔内容および成果〕

　 本年度 2 月末までの分譲株数は、 1,132 株で、 環境研究

や試験研究、 バイオ燃料や生理活性物質の探索等の応用

研究、 分類学や進化系統学的研究等の基礎研究、 教育等

の様々な目的で利用された。 継代培養保存か ら凍結保存

への移行も順次進めてお り 、 今年度までに微細藻保存株

963 株、絶滅危惧種の淡水産紅藻 174 株、合計 1,137 株を凍

結保存に移行し た。
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絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存

〔研究課題コー ド〕 1115AP080

〔代表者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境省版レ ッ ド リ ス ト が指定する絶滅危惧種

の保護増殖や生物学的研究の基盤 と し て、 絶滅危惧種の

細胞や臓器サンプル等の生物資源を検疫終了後に長期凍

結保存する。 特に 「種の保存法」 によ って保護増殖事業

計画が策定されている種について優先的に試料の収集 ・

凍結保存を行 う 。 同時に保存し ている生物資源を利用し

て遺伝的多様性評価および将来活用技術に関する基礎研

究を行 う 。

　 また、 環境省版レ ッ ド リ ス ト 掲載種は日本国外に分布

し てい る場合 も あ る こ と か ら （例 ： ト キ、 コ ウ ノ ト リ 、

カンム リ ワ シ、 ジ ュ ゴン、 ト ド 等） 国外の生息地域 と 連

携し た絶滅危惧種の生物資源採取 ・ 凍結保存を試みる。

〔内容および成果〕

（ １ ） 絶滅危惧哺乳類については 4 種 58 個体よ り 計 917

本の試料を採取し凍結保存し た （オガサワ ラ オオコ ウモ

リ 2 個体、 チ ョ ウセン イ タチ 35 個体、 ツシマテン 2 個

体、 ケナガネズ ミ 19 個体）。 絶滅危惧鳥類については 9

種 53 個体よ り 計 1,417 本分の試料を採取し凍結保存し た

（カンム リ ワシ 12 個体、 ヤンバルク イナ 28 個体、 ノ グチ

ゲラ 3 個体、 タ ンチ ョ ウ 4 個体、 シマフ ク ロ ウ 2 個体、

ハイ タ カ 1 個体、 オオワシ 1 個体、 ク マタ カ 1 個体、 オ

ジ ロ ワシ 1 個体）。保護増殖事業計画対象種であ るエ ト ピ

リ カの死亡個体サンプルが環境省 ・ 釧路湿原野生生物保

護セン ターに凍結保存中であ る と の情報を得た。

（ ２ ） ロ シア連邦 ・ ボロ ン スキー自然保護区 と の間で剥製

ト キの試料輸入について合意を得た。

（ ３ ） ヤンバル ク イナのマ イ ク ロ サテ ラ イ ト マーカー 20

座位分のプ ラ イマーセ ッ ト を作製し た。 こ のプ ラ イ マー

セ ッ ト を使用し て、 飼育個体群の遺伝的多様性が野生個

体群のもの と同等か評価を開始し た。

（ ４ ） 連携し た試料保存先と し て国立科学博物館 （チ ョ ウ

セン イ タチ 35 個体、 ツシマテン 2 個体） を加え る こ と が

でき た。

【関連課題】

1） 　 阿寒湖マ リ モの遺伝的多様性と生活史の解明に関す

る研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ004

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 阿寒湖のマ リ モは国の特別天然記念物で、 糸状

体→球状体→球状体の成長→球状体崩壊を繰 り 返す生活

史を持つ と 推定されているが証明されていない。 阿寒湖

にはかつて ４ ヵ 所で大き な球状体マ リ モが分布し ていた

が、 ２ ヵ 所はすでに絶滅し た。 阿寒湖の球状体マ リ モの

絶滅地を再生する ためには、 分子マーカーを用いてマ リ

モ個体群の遺伝的多様性を解明し た上で、 適切な移植個

体群を選定する必要があ る。 本研究ではマ リ モの個体群

識別用分子マーカーを作成し、 マ リ モ個体群の遺伝的多

様性の解明と生活史の検証を目標とする。

〔内容および成果〕

　 本研究では 2011 年 7 月 25 日から 26 日に阿寒湖内の 7

か所で、 合計 70 個のマ リ モの藻塊を採取し た。 これらの

藻塊 （集合体） から 1 本の糸状体の選別を行い、核の ITS

領域を対象に 1本の糸状体に由来する DNA を鋳型 とする

PCR を行った。PCR によ る DNA の増幅が確認でき たサン

プルを対象に、 ダ イ レ ク ト シーク エン ス法によ り 当該領

域の塩基配列を決定し た。 その結果、 4 種類のハプロ タ

イプを確認し た。 一つはすでに報告されているハプロ タ

イプ A1 と一致し、 残 り の 3 種類は新たなハプロ タ イプ

（A3, A4, A5 と命名） であ る こ と がわかった。

　 過去に報告されたハプロ タ イプ A2 は見つから なかっ

た。 本研究で認識されたハプロ タ イプについて、 生活史

型や採取地点ご と にそれ と の対応関係が認められるかを

解析し た結果、 ハプロ タ イプ A1 は阿寒湖内全域に様々

な生活型を採って分布し ているが、 シ ュ リ コマベツだけ

は A1 よ り も A3 が優先し ている こ と が確認できた。 これ

ら の結果は阿寒湖マ リ モの科学的な保全の基礎データ と

なる。

〔備考〕

本研究は釧路市教育委員会 　 阿寒湖畔エコ ミ ュージアム

セン ターの協力を得て実施し ている。

生物多様性 ・ 生態系情報の基盤整備

〔研究課題コー ド〕 1115AP090

〔代表者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

松崎慎一郎， 今井章雄， 小松一弘， 高津文人，

田中敦， 武内章記， 中川惠， 岩崎一弘， 西川雅

高， 上野隆平， 冨岡典子， 五箇公一， 河地正伸，

角谷拓， 竹中明夫， 岡本卓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 長期にわたる継続的な生物多様性 ・ 生態系の監

視を継続する と と も に、 生物多様性や生態系の評価 ・ 予

測 ・ 保全 ・ 再生に向けた情報基盤整備を推進する。
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1. 陸水域 （湖沼） モニ タ リ ング

（ １ ） GEMS/Water ナシ ョ ナルセン ター事業

　 国連 （UNEP） の地球環境監視シ ス テム陸水監視部門

（GEMS/Water） のわが国のナシ ョ ナルセ ン タ ー と し て、

地方公共団体などから提供される河川 ・ 湖沼におけ る観

測点の水質デー タ を収集 し、 世界最大規模の淡水水質

データベース GEMStat への登録を行 う 。

（ ２ ） 霞ヶ浦 ト レ ン ド モニタ リ ング

　 代表的な富栄養湖であ る霞ヶ浦を、 GEMS/Water ト レ

ン ド モニタ リ ングステーシ ョ ンおよび JaLTER （日本長期

生態学研究） のコ アサイ ト と し て、 定期的な採水 ・ 採泥

調査 と 生物調査を実施し、 分析結果はデータベースで整

備 ・ 公開する。

（ ３ ） 摩周湖ベース ラ イ ンモニタ リ ング

　 GEMS/Water ベース ラ イ ンモニ タ リ ング ス テーシ ョ ン

と し て、 高感度分析技術に基づき、 大陸規模におけ る化

学物質の長距離物質輸送の定量的評価 と その長期変動を

解明する。 また日本最大の透明度を持つ摩周湖の透明度

長期変化に関し て も、 先端的な観測方法 と 生物群集の変

動から、透明度の長期変動 と その要因について解析する。

2. データベースの整備

　 環境微生物の分類 ・ 記載、 絶滅危惧種の保全、 侵入生

物、 ため池の流域データ整備、 霞ヶ浦モニ タ リ ングなど、

これまで個別問題に対応する ために構築されて き た生物

多様性 と 生態系に関係するデータベースの一層の拡充を

図る と と も に、 複数のデータベース を横断利用する ため

の整備を行 う 。

〔内容および成果〕

1. 陸水域 （湖沼） モニ タ リ ング

　 GEMS/Water プロ グ ラ ムに関する日本語版 リ ーフ レ ッ

ト を作成し、 ウ ェブ上でダウ ン ロー ド でき る よ う にし た

ほか、 学会等でポス ター発表を行い、 GEMS/Water の国

際的なプロ グ ラ ムの紹介 とデータの利活用の推進を行っ

た。 霞 ヶ 浦については、 定期調査を継続する と と も に、

新規項目 と し て魚類のモニ タ リ ングデータ をデータベー

ス と し て整備し、 公開を開始し た。 今年度よ り 多項目水

質センサー、 多波長蛍光光度計など を導入し、 モニ タ リ

ング手法の開発 ・ 改良を進めた。 摩周湖においては、 水

質、 湖内係留観測によ る化学的 ・ 物理的連続的データお

よび小渓流水 ・ 大気降下物の経時的観測データ を取得し

た。 また魚類など生物試料について、 微量水銀同位体測

定の開発とデータ収集を行った。

2. データベースの整備

・ ウ ェブサイ ト 「ため池の生物多様性」 の公開

　 兵庫県南部ため池群の研究で蓄積さ れた植生、水質デー

タ を地図上で検索閲覧でき る ウ ェ ブシス テムを開発し 、公

開し た （http://www.nies.go.jp/tameike_web/index.html）。

・ 絶滅危惧種サンプルデータベースの整備

　 環境試料タ イ ムカプセル棟および微生物系統保存施設

で保存されている絶滅危惧種情報のデータベース化に着

手し た。

・ 環境微生物データベースの整備

　 データ項目 と データ フ ォーマ ッ ト を決定し、 淡水産種

5 種、海産種 5 種のデータ登録 と ウ ェブ用ページ出力まで

の動作確認を行った。 微生物系統保存施設ホームページ

のテス ト ページでの試験的な運用を開始し た。

・ 侵入生物データベースの整備

　 国内外におけ る イ ン ターネ ッ ト 上の外来生物情報の流

通状況を分析し、 ウ ェブ上情報源の実用的データベース

の構築の準備を進め、 分析結果を国際会議で発表し た．

加えて、 侵入生物データベースの登録済みレ コー ド につ

いて も、 資料収集を進め， データの更新 ・ 拡充を進めた。

【関連課題】

1） 　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互

作用に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0811AG001

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 林誠二， 冨岡典子，

野原精一， 佐野友春， 佐藤貴之， 岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 湖沼において有機物と微生物生態系 （バク テ リ

ア） 等の相互作用を評価する。 長期モニ タ リ ングデータ

（組成、 分子サイ ズ、 同位体比等） 解析から、 湖沼流域に

おける有機物の循環と DOM の難分解性化 メ カニズムを

明ら かにする。 流域河川流出モデル と 生態系を考慮し た

湖内 3 次元モデルを組み合わせて、 湖内の特定地点にお

いて、 流域の個々の特定発生源や湖水域毎の内部生産源

からの寄与を定量的に算定する。

〔内容および成果〕

　 溶存有機物 （DOM） に対するバク テ リ アのバイオマー

カーあ る D- ア ミ ノ酸 （D- ア ラ ニン等） を使って、 湖水

DOM へのバク テ リ ア起源の寄与を算出する方法を開発

し た。結果、凍結保存サンプル (2003 － 2004 年 ) の DOM

と難分解性 DOM の D- ア ミ ノ酸組成から、 霞ヶ浦湖水

DOM の 40 － 50% がバク テ リ ア由来であ る こ と が判明し

た。 湖沼におけ る有機物循環にバク テ リ アが大き な役割

を果た し ている こ と が具体的に示された。

　 放射性同位体を使用し ないブロデオキシ ウ リ ジン法を
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用いて、 霞ヶ浦 10 地点で 3 月、 5 月、 8 月、 12 月にバク

テ リ アの二次生産速度を測定し た。 わが国の湖沼ではこ

の頻度での測定結果を報告し た例はない。 霞ヶ浦での二

次生産速度は 138 － 694 mgC/m3/d の範囲の値を示し た。

湖心や湖尻付近の値に季節変化は乏しかったが、 多 く の

河川が流入する高浜入 り や土浦入 り で季節変化が顕著で

あった。

　 間隙水中の DOM の分子サイ ズを全有機炭素 (TOC) と

紫外部吸光度(UV)検出のサイ ズ排除ク ロマ ト グ ラ フ ィ ー

によ って測定し た。 どの深さ において も、UV 検出では分

子量数千以下のピーク しか検出でき なかったが、 TOC 検

出では分子量 35,000 以上に も大き なピー ク が検出さ れ

た。 従って、 間隙水 DOM の分子サ イ ズに係る特徴は、

UV 吸収能をほ と んど持たない高分子 DOM が顕著に存在

する こ と と言え る。

〔備考〕

2） 　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性 ・

起源と物質収支

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD003

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 富栄養湖霞ヶ浦において、 全有機炭

素 (TOC) を有機物パ ラ メ ータ と し て、 湖水溶存有機物

(DOM)および難分解性DOM の特性・起源に関する知見を

集積し て、 その知見を基に、 湖内 3 次元流動モデルを用

いた物質収支算定によ り 霞ヶ浦におけ る難分解性 DOM

の主要発生源の寄与 （季節的 ・ 地点別） を定量的に明ら

かにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 DOM 分画分布の長期変動 (1994 － 2010 年 ) から、霞ヶ

浦湖心において DOM 濃度は顕著な変動する こ と がわ

かった。 DOM 濃度は 1994 年以降減少し たが、 2005 年に

反転に向かい、2007 年に急上昇し、それ以降は漸減し た。

フ ミ ン物質の濃度は単調に減少し たが、親水性酸は DOM

の ト レ ン ド に対応し ていた。 霞ヶ浦湖水 DOM の濃度変

動は親水性酸のそれに起因する と 示唆された。 霞ヶ浦で

は、 2005 年以降、 湖内で DOM 濃度を増大させる現象が

起き た と推察された。

　 霞ヶ浦 3 次元流動モデル (100m×100m、5 層 ) を用いて、

霞ヶ浦におけ る難分解性フ ミ ン物質についての供給源の

寄与を起源別に算定でき る長期シ ミ ュ レーシ ョ ン (2001-

2007年 ) を実施し た。計算値 と実測値は比較的良好に一致

し ていた。 相対誤差は 12.2% （サンプル数 420） であっ

た。 霞ヶ浦湖心では、 年平均値でみる と、 難分解性フ ミ

ン物質の 80% 以上は河川水由来、下水処理水由来は 5%、

底泥溶出は 10-20% であった。 2005 年以降、 湖盆 と土浦

入 り 由来の溶出寄与が顕著に増大し た。 当該シ ミ ュ レー

シ ョ ン結果から、 霞ヶ浦での 2005 年以降の DOM 濃度上

昇は湖盆における底泥溶出の増大によ る と推察された。

〔備考〕

3） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 摩周湖は、 かつて世界最高の透明度 (41.7 m) を

記録し た湖であ り 、近年でも日本で最も清澄な湖であ る。

しかし、 こ の 20 年あま り の観測においてその透明度は漸

減傾向を示し てお り 、 最近では 20 m を切る こ と も多 く

なったが、 この要因については明確ではない。 摩周湖は、

地理的 ・ 湖沼的環境か ら高頻度観測が不可能であ る。 そ

こ で、 実地観測 と 係留観測 と の組み合わせによ り 、 高密

度の物理 ・ 化学 ・ 生物学的パラ メ ータ を積み重ねる こ と

で、 摩周湖の透明度低下の要因について、 新たな知見を

得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 摩周湖調査を GEMS/Water 摩周湖モニ タ リ ング と同時

に実施し た。 係留観測データ、 時系列自動採水によ る水

質の季節変化、 現場採取 ・ 観測によ る物理 ・ 化学 ・ 生物

データ を蓄積し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 北海道立総合研究機構環境 ・ 地質研究本

部北海道環境科学研究セン ター

本課題は、 GEMS/Water 摩周湖モニ タ リ ング と 同時に実

施する。

4） 　 長期データ を活用し た陸水生態系評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ006

〔担当者〕 ○松崎慎一郎 （生物・生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 陸水生態系は様々な人間活動の複合的な影響

を受け、 不健全化が著し い。 陸水におけ る生物多様性 ・

生態系の更なる損失・劣化を速やかに回復させる ために、

生物多様性や生態系の状態や ト レ ン ド を評価し、 それら
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に影響をあたえ る駆動要因を特定する必要があ る。 本研

究課題では、 長い間蓄積されて き た統計資料や長期モニ

タ リ ングデータ を広 く 収集し、 それら の様々なデータ を

統合する こ と で、 生物多様性、 生態系機能や生態系の ト

レ ン ド を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

全国 23 湖沼 （濤沸湖 ・ 藻琴湖 ・ 能取湖 ・ 網走湖 ・ 小川原

湖 ・ 十三湖 ・ 十和田湖 ・ 猪苗代湖 ・ 中禅寺湖 ・ 涸沼 ・ 霞ヶ

浦 ・ 北浦 ・ 印旛沼 ・ 手賀沼 ・ 芦 ノ 湖 ・ 諏訪湖 ・ 琵琶湖 ・

北潟湖 ・ 三方湖 ・ 湖山池 ・ 東郷湖 ・ 宍道湖 ・ 神西湖） か

ら、約 50 年にわた る漁獲量 と漁獲努力量のデータ を収集

し た。 階層ベイ ズモデルによ り 、 統計情報の欠損値を補

完し た上で、 各湖沼の努力量あた り の漁獲量 （catch per

unit effort ; CPUE） を推定し、 CPUE の長期 ト レ ン ド を明

ら かにし た。 予備的な解析の結果、 湖沼ご と に異な る長

期 ト レ ン ド のパターンがみられた。直近約 20 年 （1990 年

～ 2000 年代後半） の短期的な ト レ ン ド の変化に注目する

と、 19 湖沼において CPUE が減少傾向にあ る こ と が明ら

か と なった。 一方、 残 り の 4 湖沼については、 CPUE は

増加する傾向を示し た。

　 また、 次年度取 り 組む、 湖沼のレジームシフ ト （跳躍

的な生態系の変化） の検出に向けて、 霞ヶ浦の長期モニ

タ リ ングデータの収集と整備、統計手法の検討を行った。

国立環境研究所や茨城県が霞ヶ浦で実施し てき た過去 30

年のモニ タ リ ングデータ を収集 ・ 整備し、 過去にレジー

ム シ フ ト が生 じ た可能性があ る かについて予備解析を

行った。 予備解析の結果、 霞ヶ浦において、 過去数度の

レジームシフ ト が生じ、 かつその影響は湖内の食物網を

構成する生物によ って異なる こ と が示唆された。

〔備考〕

地域環境変動の長期モニ タ リ ングの実施、共同観測

拠点の基盤整備

〔研究課題コー ド〕 1115AP100

〔代表者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 横内陽子， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 日本の西部、 九州沖縄地区ではオゾンや粒子状

物質の高濃度イベン ト が観測され、 越境大気汚染の寄与

が示唆されている。 長期観測によ り 大気汚染物質の経年

変化を監視し、 大気環境管理や影響評価の基礎データ と

する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所沖縄辺戸岬大気 ・ エア ロ ゾル観測 ス

テーシ ョ ン、 および、 福江島大気観測施設において、 こ

れまで通 り ガス、 粒子状物質の観測を継続し た、 主な観

測項目はエア ロ ゾルの化学組成、 重量濃度、 光学特性、

鉛直分布であ る。 沖縄辺戸ステーシ ョ ンいついては観測

項目をホームページ上に公開し ている。福江観測所では、

粒子状物質に加え VOC、 NO ｙ 、 オゾン、 NOx、 SO2、 CO

などガス状物質も独自に観測し ている。

【関連課題】

1） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生物

影響評価に関する研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 都市沿岸海域では貧酸素水塊 よ る底質環境の

劣化が進行し、 底生生物の生息に甚大な影響を与えてい

る （現行の貧酸素特研によ る知見）。 これを受け、 新規特

別研究では、 貧酸素水塊の形成に伴い底質環境中に発生

し、 生物に高い毒性を示す硫化物に着目し て研究を展開

する。 すなわち、 硫化物の形成 ・ 水柱への供給過程 と、

底生生物におよぼす影響を、 現場調査 ・ 室内実験、 およ

び数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 明ら かにし、 底質環境の

改善に資する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 東京湾奥部での定点観測において、 従来測定されてい

る底泥の AVS に比べて本特研で測定し ている間隙水中の

遊離硫化水素は明確な季節間 ・ 地点間変動を示し、 底生

動物の生息環境 と し ての底質の劣化を よ り 適性に表す指

標であ る こ と がわかった。

　 ま た底泥の酸素消費速度に影響をお よ ぼす因子 と し

て、 調査定点中最も水深があ り （15 ～ 16 m）、 過酷な貧

酸素水塊に見舞われ、 粒度の細かい還元的な状態の底質

環境では、 底泥間隙水中に蓄積された硫化水素が底泥が

巻き上げた時に酸化を受け酸素消費に寄与し、 逆に浅い

調査定点で粒度の粗い底質環境では、 間隙水中に蓄積し

た硫化水素が不攪乱の状態で直上水に拡散する こ と で酸

素消費に寄与し、 攪乱し た場合には有機物が酸素消費に

寄与し ている こ と が示された。

　 京浜運河の大井人工干潟 （品川区） でにおいて底生動

物の餌利用を安定同位体比か ら推定し た。 その結果、 同

干潟では 「栄養塩→微細藻類→底生動物」 と い う 食物連

鎖が重要であ り 、 底生動物が栄養塩の一時的貯蔵体 （シ

ン ク） と し て機能し ている こ と が示唆された。

〔備考〕
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5.(1) 　 地球環境研究分野における研究課題

1） 　 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0612AQ001

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 18 ～平成 24 年度 （2006 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 気候シ ス テ ムは様々な時空間ス ケールで変動

し ているが、 これら の変動が、 何ら かの外的な気候変動

要因によ り 強制された も のか、 あ るいは気候システムが

本質的に持つ揺ら ぎ （内部変動） によ る も のか、 を峻別

する こ と は、 地球温暖化などの人間活動に伴 う 気候変化

シグナルを検出する上で大変重要であ る。 こ のよ う な観

点か ら、 本研究では、 数値気候モデルを用いて、 様々な

気候変動要因によ り 引き起こ される長期気候変化に関す

る知見を得る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 標準的な解像度を持つ大気海洋結合モデルによ る数値

シ ミ ュ レーシ ョ ン結果を用いて、 気候システムが本質的

に持つ内部変動 （気候の揺ら ぎ） に関する知見を得る と

と も に、 何ら かの外的な気候変動要因によ り 引き起こ さ

れる長期気候変化が、 気候の揺 ら ぎでは説明で き ない、

統計的に有意な変化であ る こ と を示す。 また、 そのよ う

な有意な変化の発現 メ カニズムについて も解析を行 う 。

本年度も、 長期気候変化シグナルの統計的有意性の検定

に向け、 大気海洋結合気候モデル MIROC を用いて行っ

た様々な条件下での20世紀気候再現実験結果の解析を継

続し て行った。 特に、 大気中の水蒸気収支および地表面

エネルギー収支に基づいた解析によ り 、 20 世紀後半にお

け るユーラ シア大陸上の春季降水量変化に対する人間活

動の影響について考察を加えた。

〔備考〕

2） 　 総合的気候変動シナ リ オの構築と伝達に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0711BA335

〔担当者〕 ○江守正多 （地球環境研究セン ター）， 高橋潔，

肱岡靖明， 小倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫， 阿

部学， 横畠徳太， 石崎安洋， 申龍熙

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

3） 　 タ ワー観測ネ ッ ト ワーク を利用し たシベ リ アにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

〔研究課題コー ド〕 0711BB569

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター） ， 笹川基

樹， Maksyutov S.， 佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

4） 　 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニ タ

リ ングとデータのネ ッ ト ワーク化促進に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0711BB570

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター），高橋善幸

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

5） 　 アジア ・ オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 野尻幸

宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

6） 　 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験

〔研究課題コー ド〕 0711CE432

〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）， 永島達也，

小倉知夫， 伊藤昭彦， 塩竈秀夫， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

7） 　 グローバルカーボンプロジ ェ ク ト 事業支援

〔研究課題コー ド〕 0712AQ001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター），Dhakal

S.

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

8） 　 統合システム解析による空間詳細な排出 ・ 土地利用

変化シナ リ オの開発

〔研究課題コー ド〕 0712BA337

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 野沢

徹， 中道久美子， 瀬谷創， Dhakal S.， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

9） 　 分かりやすさ を重視し たマス メ デ ィ ア利用型コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

10） 　 都市と地域の炭素管理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0712BA340

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター），Dhakal

S.， 中道久美子
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〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

11） 　 持続的経済発展の可能性

〔研究課題コー ド〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

12） 　 オゾ ン層破壊に関連 し た極成層圏雲の特性評価に

関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0811CD005

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター），杉田考史

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 極成層圏雲 （PSC） がから んだオゾ

ン破壊 メ カニズムの定量的理解のために、 地上の分光観

測と オゾンゾンデ観測、 衛星観測データによ り 、 PSC の

特性評価 と それがオゾン破壊に及ぼす影響を定量的に理

解し よ う と する も のであ る。 将来の温室効果ガスの増加

によ る成層圏の寒冷化の影響を よ り 受け る と 考え られる

北極域において PSC と オゾンの観測を複数年行い、 北極

域におけるオゾン破壊に PSC が及ぼす影響を定量的に評

価し、 オゾン将来予測モデルの不確定性の低減に貢献す

る こ と を本研究の目的とする。

〔内容および成果〕

　 本計画では、 ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンにおける PSC

の観測 と、 ロ シア ・ 西シベ リ ア ・ サレハル ド におけ るオ

ゾンゾンデ観測を 2 つの柱 と し て観測を実施し た。 計画

の最終年度にあたる 2010 ～ 2011 年の春先、 北極域の低

温状態 と 強い極渦状態が観測史上最大級にまで広が り 、

北極上空では最大規模のオゾン破壊が起こ った。 ロ シア

でのオゾンゾンデ観測によ り 、 その一端を明ら かにする

こ と が出来た。 成果は、 ド イ ツ ・ アルフ レ ッ ド ・ ウ ェー

ゲナー研究所が中心 と な るオゾンゾンデ ・ マ ッ チ観測グ

ル―プ と、 ア メ リ カ ・ NASA/JPL を中心 と する人工衛星

Aura/MLS 観測グループが協力し て論文にま と め、2011 年

10 月に Nature に発表し た。 この、 北極域では初めて と な

る 「オゾンホール」 は、 内外のマス コ ミ に も大き く 取 り

上げられた。

〔備考〕

ノ ルウ ェー ・ ニーオルス ンでの観測は、 ノ ルウ ェー極地

研究所、 並びに ド イ ツ ・ アルフ レ ッ ト ・ ウ ェーゲナー研

究所と の共同研究であ る。

13） 　 エア ロ ゾル前駆体の実時間計測によ る二次有機エ

アロゾル生成過程の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD004

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究ではイ ソ プレ ン、 テルペンなどの植物起

源揮発性有機化合物 BVOC を対象と し て、 気相酸化反応

と それに続いて起こ る二次有機エア ロ ゾル生成 ・ 成長の

初期過程に焦点を当て、 これら に直接関与し ている化学

種の特定を行 う と と も に、 各素過程の速度を決定し、 粒

子生成の メ カニズムを定量的に明ら かにする こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 北大 と 共同で、 1m3 テフ ロ ンバッ ク内でのイ ソ プレ ン

と オゾンの反応系について調べた。 気相での反応物、 反

応生成物の時間変化の様子は陽子移動反応質量分析計 と

負イオン科学イオン化質量分析計で測定し た。 二次生成

粒子に関し ては、 濃度を SMPS を用いて測定し、 約 2 ～

3 時間反応させたのち、 PTFE フ ィ ルターに捕集し て、 陽

子移動反応飛行時間型質量分析計で測定し た。 測定の結

果、反応過程で生成する Criegee 中間体と カルボン酸、 ア

ルデ ヒ ド ・ ケ ト ン と の反応生成物が粒子生成の鍵を握っ

ている こ と が分かった。

〔備考〕

研究代表者 ： 廣川淳准教授 （北海道大学大学院地球環境

科学研究院）

科学研究費補助金 　 新学術領域研究 「東アジアにおけ る

エア ロ ゾルの植物 ・ 人間系へのイ ンパク ト 」 の計画研究

班 A01-P02

14） 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ツバル国は標高 １ ～ ３ ｍ と低平で、 今世紀の

海面上昇によ る水没の危機にあ る。 一方で、 急増する人

為圧力によ ってサンゴ礁生態系の劣化が進み、 国土の堆

積物を作るサンゴや有孔虫の生産量が著し く 減少し てい

る可能性が高い。 本研究の目的は、 ツバル国フナフチ環

礁において、 サンゴ と 有孔虫が作る砂の生産－運搬－堆

積過程 と、 生態系劣化に伴 う 減少を評価し て、 生態系の

保全 ・ 復元を通じ て将来の気候変動に対し て復元力の大

き な島を再生する こ と であ る。
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〔内容および成果〕

　 平成 22 年度に作成し たハビ タ ッ ト マ ッ プの検証を進

め、 衛星 リ モー ト センシング と ウ ェ ッ ブカ メ ラによ って

海岸侵食対策や砂浜再生実験の効果を検証する ための技

術を確立し て海岸線のモニ タ リ ングに最適なカ メ ラ の設

置方法を検討し、 砂浜の監視手法の現地への技術移転を

進めた。

〔備考〕

15） 　 全球水資源モデル との統合を目的 と し た水需要モ

デル及び貿易モデルの開発と長期シナ リ オ分析への

適用

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG003

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究セン ター），花

崎直太， 増井利彦， 肱岡靖明， 岡川梓， 金森有

子， 久保田泉， 須賀伸介， 一 ノ瀬俊明， 高橋潔，

藤森真一郎， 宮脇幸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国立環境研究所は東京大学 と こ れま で全球水

資源モデル H08 を開発し てきた。 全球水資源モデルは、

自然の水循環 と 人間の水利用を統合的に扱い、 地球温暖

化が世界の水や食料に及ぼす影響を評価し た り 、 人間 と

自然の水利用の競合を全球規模で評価す る こ と がで き

る。 H08 を拡張し、 世界の水資源評価の高度化を行 う た

めに、 本研究では、 (1) 工業用水需要予測モデルおよび生

活用水需要予測モデルを開発し、 (2) 農作物の貿易モデル

を開発し、(3) これらのサブモデルを H08 に組み入れる こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は生活用水のモデ リ ング、 仮想水貿易のモデ リ

ング、 全球水資源評価、 および、 水不足が懸念される世

界の代表的地域の一つであ る華北平原の地下水利用など

について研究を進めた。

　 生活用水のモデ リ ングについては、 5 カ年 77ヶ国のパ

ネルデータ を用い、 計量経済学的手法を用いて、 水道ア

ク セスモデル と 水道水水需要モデルの開発 と パラ メ ータ

推計を行った。 これらのモデルを利用し て、 水道ア ク セ

ス率や水道水水需要に与え る要因について分析し た。 ま

た、 世帯構造や機器普及率を考慮し て家庭におけ る使途

別水使用量を推計する手法を開発し た。 この手法を 2005

年の日本及び中国の使途別水使用量の推計に適用し、 分

析を行った。

　 仮想水貿易のモデ リ ングについては、 農作物 （米、 ト

ウモロ コ シ、 小麦） を対象に、 二国間相対貿易モデルを

構築し、 経済成長、 気候条件 （降雨量、 気温変化） が二

国間貿易に及ぼす影響を分析 し た結果について分析を

行った。

　 全球水資源評価については、IPCC の新シナ リ オであ る

RCP 排出シナ リ オおよび SSP 社会経済シナ リ オに整合的

な気候シナ リ オ、 水利用シナ リ オの構築を行い、 全球 0.5

度 ×0.5 度の解像度で水ス ト レ スの分布や強度の分析を

行った。

　 華北平原の地下水利用については、 現地データ を収集

する こ と によ り 、 1996 年時点における地下水利用の時空

間分布を推計し た。 その推計結果を使って、 数値シ ミ ュ

レーシ ョ ンを行い、 華北平原を中心 と し た近年の地下水

位変動の特徴を従来よ り 正し く 表現でき る こ と を確認し

た。

〔備考〕

16） 　 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に

関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0911AQ003

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 田中敦

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 長期間や短期間での環境の変動や汚染につい

て、 環境化学的側面か ら アプローチする こ と を目的に各

種の研究を行 う 。

１ ） 隠岐島での粉じんのモニ タ リ ングを行い長期的な気

候変動に対する応答を調べる。

２ ) 鉛同位体比や金属成分比を用いた大気中の元素の起

源に関する研究と し て、地方環境研究所など と協力し て、

おもに大気粉じん中の金属に着目し た調査を行 う 。

〔内容および成果〕

　 島根県隠岐島において、 大気粉じん試料を 3 種類採取

し た。 2 種は国設の隠岐局において、 石英フ ィ ルター と

メ ンブレ ン フ ィ ル ターでそれぞれ採取し た。 こ れ ら は、

有機物、 イオン用 と 金属分析用にわけ分析を行 う 予定で

あ る。 残 り の 1 種は、 港にあ る合同庁舎にサンプラーが

置かれてお り 、 局所的な発生源を含むサンプル と し て、

石英フ ィ ルターに大気粉じんが採取された。

　 これらのフ ィ ルターは、 採取後重さ を測 り 、 粉じん量

などの計測が行われた後、－ ２ ０ 度の部屋に保管された。

〔備考〕

日置正、 辻昭博、 谷口延子 （京都府保健環境研究所）

北村洋子 （宮城県保健環境セン ター）

中込和徳 （長野県環境保全研究所）

溝口敏明 （富山県環境科学セン ター）
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17） 　 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定

システムの開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0911BA001

〔担当者〕 ○秋吉英治 （地球環境研究セン ター）， 中村哲

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 最先端のデー タ 同化手法であ る

EnKF と高性能の化学輸送モデルを用いて、大気微量成分

のための 4 次元データ同化システムを開発する。 また、

炭酸ガス、 オゾン、 エア ロ ゾルのそれぞれについて、 衛

星観測データの利用環境の整備、EnKF の最適化、化学輸

送モデルの精度向上を図 り 、 4 次元データ同化システム

の性能向上を図る。 従来手法のナ ッ ジングによ るデータ

同化結果と比較し、 性能を評価する。 特に、 EnKF の大気

微量成分解析の応用例は欧米で も まだ少ないので日本独

自の研究と し て発展させる。

〔内容および成果〕

　 化学輸送モデルのもつバイ ア スが同化に与え る影響を

調 べ る た め、 日 本 の ３ 研 究 機 関 （環 境 研 ・ 気 象 研 ・

JAMSTEC) で現在開発されている 3 つの異なる化学輸送

モデルへ局所 ア ン サ ン ブル変換 カ ルマ ン フ ィ ル タ ー

（LETKF） を適用し、 Aura 衛星に搭載された Microwave

Limn Sounder （MLS）で観測された 3 次元オゾン濃度およ

び Ozone Monitoring Instrument（OMI）-Total Ozone Mapping

Spectrometer （TOMS） か ら得られたオゾン全量の同化実

験を行った。 同化のための実験設定は、 3 つのモデルに

共通に適用し た。 その結果、 バイ ア スの異な る化学気候

モデルを使って も、 オゾン濃度分布 （主に成層圏） と オ

ゾン全量分布 （全球） の両方を同化する こ と で、 オゾン

全量の誤差をほぼ同程度の小 さ い値にす る こ と がで き

た。 し かし なが ら、 よ り 精度の高い同化のため、 化学気

候モデル自身のバ イ ア ス を小 さ く す る こ と は必要であ

り 、環境研では IPCC の温暖化実験に使われた MIROC モ

デルをベースに新化学気候モデルを構築し、 バイ ア スの

小さ なモデルの開発に取 り 組んでいる。

〔備考〕

18） 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策

決定に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BA002

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

19） 　 温暖化関連ガス循環解析のア イ ソ ト ポマーによ る

高精度化の研究 サブテーマ ２ ： 大気観測 ・ 試料採取

および CH4 アイ ソ ト ポマー化学輸送モデルの構築と

適用

〔研究課題コー ド〕 0911BA010

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），佐伯田鶴

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

20） 　 東アジアにおけるハロ カーボン排出実態解明のた

めの高頻度 ・ 高精度モニ タ リ ング研究

〔研究課題コー ド〕 0911BB001

〔担当者〕 ○横内陽子 （環境計測研究セン ター） ， 斉藤拓

也， 向井人史， Maksyutov S.

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

21） 　 PTR-TOFMS を用いたデ ィ ーゼル車排ガス中ニ ト ロ

有機化合物のリ アルタ イム計測

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0911BD003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）， 谷本浩志，

佐藤圭， 今村隆史， 伏見暁洋， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼルエンジンは、熱効率が高 く CO2 排出

量が低い と い う 特徴を もつ一方、 PM （Particulate Matter,

粒子状物質） および NOx （窒素酸化物） を多 く 排出する

ため、大気汚染や健康影響の観点から PM および NOx の

排出量の大幅削減が強 く 求め られている。 そ こ で、 燃焼

技術、 後処理技術、 燃料 ・ 潤滑油性状の改善 と い っ た

デ ィ ーゼル排ガ ス低減技術の取 り 組みがな さ れてい る。

しかし ながら、 最新の報告では、 後処理装置の部分で人

体に有害 と 考え られる ニ ト ロ有機化合物が生成し ている

可能性が示唆されている。 その生成はエンジンの稼働状

況 ・ 運転条件に大き く 依存する も の と 考え られる。 本研

究では、 デ ィ ーゼル車排ガス中のニ ト ロ有機化合物の排

出状況に関するデータ を収集する ため、 ニ ト ロ有機化合

物の多種類を リ アルタ イ ムに測定する装置の開発を行 う

ものであ る。

〔内容および成果〕

　 本年度はデ ィ ーゼル車と し て 2 台を試験に用いた。1 台

目は、 前年度までの試験と同様の平成 15 年 ( 新短期 ) 規

制に適合し ている酸化触媒が装着された車両で、 ニ ト ロ

有機化合物の排出特性は既に把握し ているので、 酸化触

媒を取 り 外し た試験、 粒子状ニ ト ロ有機化合物の リ アル

タ イ ム計測の試験に用いた。 も う 1 台は平成 17 年 （新長

期） 規制に適合し ている尿素 SCR が装着された車両であ
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る。 まず、 酸化触媒をはずし て測定し た場合、 ベンゼン、

アセ ト ン、 ニ ト ロ メ タ ンは、 酸化触媒有 り の時 と ほぼ同

様の排出が確認された。 ニ ト ロ メ タ ンの排出は、 後処理

システムの有無には関係ない こ と か ら、 エンジン燃焼の

と こ ろで生成し ている こ と が確認された。 一方、 酢酸 と

ニ ト ロ フ ェ ノ ールは酸化触媒をはずし た こ と で排出がな

く なった。 こ の こ と か ら、 ニ ト ロ フ ェ ノ ールは、 ニ ト ロ

メ タ ン と 異な り 、 後処理システムの と こ ろで人工的に作

られている こ と がわかった。 尿素 SCR 車の実験では、 ニ

ト ロ メ タ ンの排出は捉えたが、 ニ ト ロ フ ェ ノ ールの排出

は見られなかった。 また、 PTR-TOFMS によ る粒子状ニ

ト ロ有機化合物の リ アルタ イ ム計測に挑戦し た。 有機化

合物の粒子状成分は捉え る こ と に成功し たが、 ニ ト ロ有

機化合物は粒子中の量が少ないため、 検出に至ら なかっ

た。

〔備考〕

22） 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制

度構築をめざ し て

〔研究課題コー ド〕 0911CD010

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

23） 　 化学気候モデルを用いた太陽活動に伴 う 気候変化

実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD020

〔担当者〕 ○山下陽介 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 冬季北半球の成層圏には北極周辺の強い西風

で特徴づけ られる極渦があ り 、 その年々変動は赤道成層

圏に存在する準二年周期振動 (Quasi-biennial Oscillation ：

QBO) や太陽活動の 11 年周期の影響を受けて変化する傾

向にあ る。 成層圏の極渦の強化／弱化 と 関連し て対流圏

でも北極振動 （Arctic Oscillation ： AO） が変化する傾向が

あ り 、 対流圏の気候を予測する上で成層圏のプロ セスや

成層圏対流圏結合のプロ セス を理解する こ と が重要 と 考

え られる。本研究では、化学気候モデル (Chemistry Climate

Model ： CCM) と客観解析データ を用いて、 これら太陽活

動や QBO が気候に及ぼす影響について、そのプロセスの

解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 モデル実験の結果 と 客観解析データ を解析し、 結果を

50 hPa の QBO の西風相 と東風相、太陽活動の極大期 と極

小期によ り 4 つに分類し、 それぞれ平均的な特徴を調べ

た。 12 月から 1 月にかけ、 太陽活動極大期 （極小期） で

QBO が西風相 （東風相） の場合に極渦の強化 （弱化） 傾

向が見られた。 これら 2 ケースでは、 極渦周辺において

QBO の応答と太陽活動の応答が互いに似てお り 、QBO と

太陽活動の応答が波 と 平均流の相互作用を受けて互いに

強化された と 考え られる。 また、 対流圏において も AO

の変化に対応する東西風変化が見られた。 客観解析デー

タの結果では、 特に日本周辺で変動が大き く 初冬の気候

への影響が示唆された。 さ ら に冬季全体について も細か

い時間ス ケールで調べる と、 強化 （弱化） し た上部成層

圏の極渦が中高緯度で極向き ・ 下向きに移動する特徴が

見られた。 以上よ り 、 太陽活動 と QBO の極渦への影響

は、 初冬にはそれぞれの極渦への影響の重ね合わせで議

論でき、 その後は季節進行の中で波 と 平均流の相互作用

を受けて変化し た と考え られる。

〔備考〕

24） 　 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サン ゴ骨格を用

いた環境変動解析

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

杉原薫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現生お よび化石キ ク メ イ シ科のサン ゴ を用い

て、 千年～百年の時間ス ケールで韓国～対馬海峡地域の

環境変動を広域 ・ 高精度かつ高時間分解能で復元する。

韓国 ・ 日本両方か ら古環境の専門家が新たに共同研究に

参加し、 得られた結果を既存の鍾乳石や深海底コ アの記

録 と 比較 ・ 統合する。 さ ら に、 現在までにキ ク メ イ シの

サンプルを得た地域 （長崎県、 鹿児島県） に加え、 韓国

でのキ ク メ イ シの探索 と 採取を共同で継続し て行い、 日

本～韓国にかけての対馬暖流域全域におけ る環境変動の

復元を目指す。

〔内容および成果〕

　 壱岐で採取されたキ ク メ イ シ年輪の分析を進め、 水温

復元の可能性を示し た。 こ う し た成果に関し て韓国済州

島でワーク シ ョ ッ プを行い、 今後のサンゴモニ タ リ ング

に関する共同研究を進める こ と で合意し た。

〔備考〕

25） 　 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ001
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〔担当者〕 ○秋吉英治 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 オゾン層は様々な原因で変動する。 その変動の

原因を明ら かにする こ と と 同時に、 その変動が成層圏大

気および対流圏大気に及ぼす影響を調べる こ と も、 オゾ

ン層 と 成層圏、 対流圏 と の間の相互作用を理解する上で

必要であ る。 本研究では、 これら の相互作用を含めた新

しい化学気候モデル （新しい気候モデルをベースにし た

化学気候モデル） を開発し、 そのモデルを用いた温室効

果気体、 オゾ ン層破壊物質濃度のシナ リ オ実験を行い、

オゾン層 と 成層圏、 対流圏の間の相互作用の過程を明ら

かにする こ と目的とする。

〔内容および成果〕

　 IPCC の地球温暖化予測で使われた MIROC3.2 モデルを

ベースにし た新化学気候モデルを使って、 温室効果ガス

と ハロゲン濃度の将来シナ リ オの下にオゾン層の過去再

現および将来予測計算を行った。 その結果、 オゾンホー

ルは 1980 年頃から出現し始め 2050 年頃には消滅する と

い う 結果を得た。 これは、 以前の化学気候モデルの将来

予測 と ほぼ同等の結果であ り 、 こ の新化学気候モデルの

開発が う ま く いった こ と を示し ている。 ただし、 オゾン

ホールの年々変動には若干の違いが見られる。

〔備考〕

26） 　 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 人工衛星搭載及び地上設置等の分光遠隔計測

装置や分光法を用いた直接測定装置を用いて地球大気中

の微量成分の存在量及びその変動を よ り 小さ な不確か さ

で測定する と き、遠隔計測及び直接測定 と その解析手法、

大気微量成分の分光パ ラ メ ー タ の高精度化が必要であ

る。 本研究では分光学の視点に立って関連する研究を行

い、 大気計測の高精度化に貢献する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 震災によ る観測装置の停止 と 装置に起因する問題を解

決し、 大気観測用高分解能フー リ エ分光計の観測を再開

し た。 GOSAT の検証作業に適し た観測モード (TCCON)

での通常観測 と 解析を継続し た。 精度が確認されたデー

タは TCCON で公開し た。 また、 メ タ ンやオゾン層破壊

関連の物質であ る フ ッ化水素、 塩化水素の観測 (NDACC

モード によ る観測 ) を継続し た。 フ ッ化水素、 塩化水素

の観測結果と大気化学反応モデル計算値と比較し た。

〔備考〕

27） 　 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ003

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気中に存在する反応性の大気微量成分は、 光

化学反応によ って変化し ながら、 大気環境の変化を も た

らす。 例えば、 大気中に放出される揮発性有機化合物は、

窒素酸化物 と と も に、 大気汚染の原因物質であ る。 それ

ら の中には、 大気寿命が比較的長い も の も あれば、 かな

り 短い も のも あ る。 大気環境の変化を監視する ため、 高

速での大気微量成分のモニ ターが必要であ る。 本研究で

は、 大気微量成分の高速での測定を目的 と し、 化学イオ

ン化質量分析法の開発に取 り 組む。

〔内容および成果〕

　 PTR-MS は、同重体のものの区別ができ ない、 また、 フ

ラ グ メ ン ト イオンの干渉の可能性が考え られた り する欠

点があ る ため、 よ り 選択的な検出のため、 GC と PTR-MS

を組み合わせたシス テムを構築し た。 実際、 排ガスの分

析でニ ト ロ メ タ ンの信号と思われる質量数62のイオン信

号について調べてみた と こ ろ、 ニ ト ロ メ タ ン以外のシグ

ナルはないこ と が確認された。

〔備考〕

28） 　 アジア を対象と し た低炭素社会実現のためのシナ

リ オ開発

〔研究課題コー ド〕 0913BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 明

石修， 岩渕裕子， 高橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美

紀子， 加用現空， 須田真依子， 戴 瀚程， 藤森真

一郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

29） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔研究課題コー ド〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

30） 　 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素お

よび炭素同位体の長期観測研究
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〔研究課題コー ド〕 0913BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター） ， 山岸洋

明，向井人史，寺尾有希夫，荒巻能史，野尻幸宏

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

31） 　 植物の CO2 応答に関する メ タ分析と生態系モデル

の高度化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0913CD001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター） ， 飯尾淳

弘， 安立美奈子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 大気 CO2 の 21 世紀中に予想される増加に対す

る植物 ・ 生態系応答を予測する ため、 独自開発し て き た

モデル VISIT をベースに、 分子から生理生態レベルで得

られる知見を取 り 込んで新しいモデルを開発する。また、

それを国立環境研究所などにおけ る温暖化予測モデルに

組み込まれた陸域コ ンポーネン ト に反映させ、 予測精度

の向上を図る。 本領域課題において遺伝子か ら個体レベ

ルで解明される短期～長期応答を制御する要因を取 り 入

れる こ と によ り ブレーク スルーを達成する こ と が可能に

なる と期待される。

〔内容および成果〕

　 多様な生態系におけ る植物応答を把握しモデル化する

ため、 文献情報に基づ く メ タ分析を実施し た。 今年度は

重要な植生指標の一つであ る葉面積指数を対象 と し て文

献データ を収集し、 環境要因 ・ 生物要因 と の関係性をグ

ローバルス ケールで明らかにする ための解析を実施し投

稿論文にま と めた。 また、 広域ス ケールで植物の高 CO2

応答をシ ミ ュ レー ト する ために生態系モデル VISIT の高

度化を実施し た。

〔備考〕

科学研究費 　 新学術領域研究 「植物生態学 ・ 分子生理学

コ ン ソーシアムによ る陸上植物の高 CO2 応答の包括的解

明」 （領域代表者 　 寺島一郎 　 東京大学理学部教授） 　 伊

藤の担当 ： 総括班および生態系モデル班

32） 　 青海 ・ チベ ッ ト ・ モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0913KB002

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は以下の主な目的があ る。 まず、 青海 ・

チベッ ト 高原 と モンゴル高原の草原生態系において、 炭

素蓄積量の空間パターン と代表的な生態系 CO2 交換速度

の時間変動を明ら かにする。 つぎに、 上記空間パターン

と 時間変動に及ぼす気候変動 と 人為的影響 （主に放牧影

響）、 及びそれぞれの生態的 メ カニズムを解明する。 その

結果を利用し、複数の生理生態ベースのモデルを使って、

異な る気候変動条件下で当該草原生態系の炭素収支の変

化、及びその変化に及ぼす気候変動の影響の予測を行 う 。

さ ら に、 これら の結果か ら、 当該地域の温暖化防止や炭

素管理のための政策提案を行 う 。 一方、 本研究の実施に

よ って、日中両国の若手研究者に研究交流の場を提供し、

今後の交流を深める ための基礎を作る。

〔内容および成果〕

　 まず、 2011 年の夏にチベッ ト 高原広域の炭素収支を明

ら かにする ため、 国立環境研究所、 農業環境技術研究所

と 中国科学院、 南開大学の共同調査を行い、 異な る植生

の土壌炭素蓄積や草原植生の分布上限についてのデータ

を獲得し た。 次に、 青海草原の温室効果ガス と 気候変動

の関係を解明する ため、 青海草原海北地域で これまでの

温暖化実験について合同野外調査を行い、 異な る標高に

おけ る植物の生長、 炭素蓄積、 植物種多様性の変化及び

移植実験の温度上昇によ って ミ ニ生態系の物質循環への

影響に関するデータ を獲得し た。 さ ら に、 青海 と チベッ

ト の当雄において CO2 フ ラ ッ ク スの長期観測を引き続き

行な ってい る。 青海草原に高い窒素含有量が確認し た。

一方、 研究交流の一環 と し て、 EAFES （東アジア生態学

会サ ミ ッ ト ） と ESJ （日本生態学会） の合同学会でシン

ポジウ ムを開催し、研究成果の紹介 と研究交流を行った。

〔備考〕

33） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 水危機の緩和と回避のためには、 様々な将来シ

ナ リ オの下での水需給の長期見通しが作成され、 持続的

な活動 ・ 生産 と生態系の保全を両立する水利用の Critical

Level が決定され、 そし て、 水危機回避の 「道筋」 が示さ

れねばな ら ない。 我々は、 世界全体および代表的な水危

機地域を取 り 上げ、世界最先端の水資源モデルを活用し、

こ の一連の情報創出プロセス を成し遂げる。

〔内容および成果〕

　 平成23年度は将来の世界の食料需要 と バイオ燃料需要

の競合に関する シ ミ ュ レーシ ョ ン、 および、 20 世紀中の

世界の灌漑農地拡大に伴 う 農業水利用拡大に関す る シ
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ミ ュ レーシ ョ ンの支援を行った。 また、 これら の研究を

取 り ま と め、 論文投稿を行った。

〔備考〕

本申請は、 以下の研究課題を分担する ものであ る。

科学技術振興機構戦略的創造推進事業 （CREST）、応募研

究領域 ： 持続可能な水利用を実現する革新的な技術 と シ

ス テム、 研究課題名 ： 世界の持続可能な水利用の長期ビ

ジ ョ ン作成、 研究代表者 ： 鼎 信次郎 （東京工業大学大学

院 ・ 情報理工学研究科 ・ 准教授）

34） 　 化学気候モデルの長期ラ ンを利用し た、成層圏オゾ

ンの対流圏気候への影響評価に関する研究

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF006

〔担当者〕 ○中村哲 （地球環境研究セン ター）， 秋吉英治

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 成層圏オゾ ンの長期 ト レ ン ド と 対流圏気候 と

の関係を指摘する研究が最近活発化し ている (Son et al.,

2008 など )。ス ター ト ア ッ プでは 20 年程度の解析から、中

緯度下部成層圏でオゾン濃度が高い と きに対流圏の気温

が低 く な る メ カニズムについて詳細な解析を行った。 同

様な メ カニズムが化学気候モデルの将来予測実験におけ

る長期的なオゾン層変化 と対流圏気候変化に対し て働い

ているかど う かをグ ローバルに解析する。

〔内容および成果〕

　 国際プロ ジ ェ ク ト 「CCMVal （化学気候モデル検証） 」

に参加し た研究機関の う ち、 成層圏オゾンの長期 ト レ ン

ド と 対流圏気候 と の関係を解析する ためのデータ を提供

し た 5 機関 （環境研を含む） の化学気候モデルのアウ ト

プ ッ ト を解析し た。 その結果、 ス ター ト ア ッ プ研究で明

ら かにし た メ カニズムが、 将来の温室効果気体 と ハロゲ

ンの濃度シナ リ オ下で計算された化学気候モデル尾将来

予測結果に対し て も働いている こ と がわかった。

〔備考〕

35） 　 自動車からのガス状ニ ト ロ有機化合物の排出に関

する実大気観測

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF009

〔担当者〕 ○猪俣敏 （地球環境研究セン ター）， 谷本浩志，

藤谷雄二， 伏見暁洋

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼル車か ら 多 く 排出 さ れ る粒子状物質

や窒素酸化物の排出量を低減する ための取 り 組みがな さ

れているが、 その取 り 組みの と こ ろで、 人体に有害 と 考

え られる ニ ト ロ有機化合物が生成し ている可能性が示唆

されている。 我々はシ ャ シーダ イナモ メ ータ を用いた実

験で、 ニ ト ロ有機化合物が排出されている こ と を見出し

た。 それら のニ ト ロ有機化合物が実際に大気へ排出され

ている こ と を検証する ため、 幹線道路沿道での実大気観

測を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所が持つ川崎の産業道路沿いの池上新町

交差点の観測施設で、 ガス状のニ ト ロ有機化合物の集中

観測を行った。 ニ ト ロ メ タ ンの日変化の様子は、 NOx の

日変化の様子に酷似し ていた。 また数分オーダーでの周

期的な増減が見られたが、 その周期は交差点の信号の切

り 替わ り の周期に同期し てい る こ と がわかっ た。 ま た、

まれに大き な排出があった。 これら の排出は、 左折車が

発進する と きの加速時の も のを捉えた も のであった。 ま

た、 ニ ト ロ フ ェ ノ ール類、 ニ ト ロ芳香族炭化水素類に関

し て、 通常は ノ イ ズレベルであ るが、 まれに有意な イオ

ンシグナルを検出し た。 こ の こ と は、 ニ ト ロ フ ェ ノ ール

類はそ う い う も のを排出する後処理システムを持った車

両が通過し た時に検出されている こ と を意味する と 考え

られた。

〔備考〕

36） 　 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産

への影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD006

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 高CO2 環境下で植物の光合成誘導反応を把握す

る ため、 光合成誘導反応の主なプロセスに関する理解が

必要であ る。 高 CO2 濃度環境下では、 Rubisco 総量や最

大気孔コ ンダ ク タ ン スの低下は一般的であ る。 し たがっ

て、 も し Rubisco の光活性化速度 と気孔の開放速度が変

化し ない場合、Rubisco の完全活性化 と最大気孔コ ンダ ク

タ ン スに到達する時間が短 く 、 光合成誘導反応過程も短

く な り 、 誘導反応の制限によ る光合成生産量の低下が相

対的に少な く なる 【仮説 １ 】。 しかし、 高 CO2 環境下で

Rubisco の光活性化速度 と 気孔コ ンダ ク タ ン スの開放速

度は低下する可能性があ る。 そ う な る場合、 光合成誘導

反応時間は Rubisco と 気孔 コ ン ダ ク タ ン ス の低下量、

Rubisco の活性化速度 と 開放速度の低下量のバラ ン スに

よ って決められるだろ う 【仮説 2】。 本研究はこれらの仮

説を検証する。

〔内容および成果〕
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　 これまでの研究成果は、 以下の通 り であ る。

（ １ ）ポプラ二種は生育環境の CO2 濃度が高いほど光合成

誘導反応速度が速 く 、 高 CO2 濃度環境下では変動する光

環境下での光合成物質生産が高 く な る こ と が示唆 さ れ

た。

（ ２ ） CO2 環境への光合成誘導反応の順応は、 主に気孔の

順応であ る こ と が示唆された。

（ ３ ） 高 CO2 濃度環境での光合成誘導反応の加速は、測定

温度が高 く な る と 加速が大き く な る こ と が示された。 ま

た、 高 CO2 環境下では、 光合成誘導反応の最適温度域は

高 く なる こ と も示し た。

（ ４ ）高 CO2 環境下における光合成誘導反応の生化学的 メ

カニズムを評価する ため、 光変化に対する気孔応答が少

ない Peace について、 光合成誘導反応 と Rubisco 含有量、

Rubisco Activase 含有量及び Rubiso 活性化率の関係を調

べ、 高 CO2 濃度環境下で生育する植物は、 Rubisco 含有

量の増加に伴 う 光合成誘導反応速度の加速が さ ら に有意

に高 く なる こ と がわかった。 これらの結果は、 高 CO2 環

境下での光合成予測に有用な情報になる。

〔備考〕

37） 　 北極振動によるエルニーニ ョ の予知への挑戦

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD010

〔担当者〕 ○中村哲 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 「極域で卓越する大気変動であ る北

極振動が、 熱帯域の大気海洋相互作用に影響を与え、 エ

ルニーニ ョ 南方振動 ( Ｅ Ｎ Ｓ Ｏ) の ト リ ガー と なる可能性

があ る」 と い う 、 20 世紀後半の観測データ解析から導か

れた仮説を、 最新の数値モデルを使った手法によ り 検証

する。 こ の検証によ り 、 中長期予報に重要な Ｅ Ｎ Ｓ Ｏ の

発生予測精度の向上に繋がる基本的な メ カニズムを把握

する こ と が目的であ る。 前年度に行った理想化された大

気大循環モデルによ る再現実験を元に、 本年度は、 客観

解析データか ら得られた大気加熱や渦度収支を イ ンプ ッ

ト と し て数値モデルを駆動し、 その定常応答を見る こ と

で北極振動に伴 う 熱帯大気循環の変化を見積も る。 同時

に、 北極振動 と Ｅ Ｎ Ｓ Ｏ と い う 二つの変動モー ド の

Coherency を評価するための統計解析手法を開発し、対応

する メ カニズムの抽出を試みる。

〔内容および成果〕

１ ） 正の位相に卓越する北極振動に伴い太平洋域で中緯

度か ら 熱帯へ輸送 さ れ る 低気圧性渦度の収支解析を行

い、 熱帯での渦度収支を イ ンプ ッ ト と し て数値モデルを

駆動し た。 その結果、 Ｅ Ｎ Ｓ Ｏ の ト リ ガー と なる西部熱

帯太平洋上の西風バース ト の強化がみられた。

２ ） 西風バース ト の強化に伴 う 、 海か ら大気への熱供給

を評価し、 こ の時の大気応答を計算し た結果、 中高緯度

での応答は北極振動を負位相へ逆転 さ せ る 事がわかっ

た。 これによ り 正位相の北極振動が西風バース ト の強化

に対する応答ではな く 、 原因であ る事を強 く 示唆する。

３ ） 特異値分解 と 固有値分解を応用し た独自の統計解析

手法を開発し、 ＣＭ Ｉ Ｐ ３ マルチモデルア ンサンブル

データに適用し た。 これによ り 大気海洋結合モデルにお

いて北極振動と Ｅ Ｎ Ｓ Ｏ を繋ぐ物理情報の伝播プロセス

を抽出する事に成功し た。その結果、北極振動に伴 う ユー

ラ シア大陸西部と北大西洋におけ る陸面・海面の変化が、

チベッ ト 高原北部のジ ェ ッ ト 気流の強化を も た ら し、 太

平洋域におけ る中緯度か ら熱帯への低気圧性渦度の輸送

を強化する事がわかった。

〔備考〕

38） 　 化学気候モデルを用いたオゾ ン層破壊のハロゲン

量依存性に関する研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1011NA002

〔担当者〕 ○秋吉英治 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 モン ト リ オール議定書に よ る フ ロ ン規制は功

を奏し、 現在オゾン層は減少傾向から増加へ と 転向しつ

つあ り 、 将来は回復する こ と が、 化学気候モデルによ る

オゾン層将来予測によ って示されている。 と こ ろで、 オ

ゾン層破壊がな く な る時期 と いって も、 オゾン層はハロ

ゲンガス濃度のみな らず温室効果ガス濃度の影響も受け

ている。 従って、 将来二酸化炭素濃度が現在よ り かな り

増加する と 予想される大気中で、 大気中のオゾンの単位

面積あた り の気柱量がいつ人為的なハロゲンガス濃度の

影響を受けな く なるのかを、 WMO-A1 シナ リ オに沿った

１ 本の計算結果のみか ら推定するのは困難であ る。 そ こ

で、 ハロ ゲンガス濃度を人為起源の増加以前の濃度に固

定し、 一方温室効果ガスは前述のシナ リ オどお り に変化

させた計算を行い、 前述のシナ リ オによ る計算結果 と の

比較を行えば、 オゾン層がいつ頃人為的なハロゲンガス

濃度の影響を受けな く な るのかを精度よ く 推定する こ と

が可能 と な る。 また これ と は逆に、 も し、 モン ト リ オー

ル議定書によ る フ ロ ン規制がな く 、 フ ロ ンガスの大気中

への放出が続いていた と し た ら現在あ るいは将来の地球

大気はど う なっていたか （オゾン量、 気温、 地表に到達

する紫外線量、 風速などがど う 変わるか） を、 化学気候
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モデルを使って計算し てみる こ と も、 現在のハロ ゲン規

制シナ リ オの有効性を示す別のよい手段の一つであ る。

　 本研究では、 CCSR/NIES 化学気候モデル と異なる ３ 本

のハロゲン濃度シナ リ オを用いた 150 年間のオゾン層将

来予測実験を行ってその結果を解析し、 オゾン層破壊の

ハロゲン量依存性を示し、 現在のハロゲン規制シナ リ オ

の有効性を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 昨年度行った、 1951 年～ 2100 年のについての （ １ ） コ

ン ト ロールラ ン （ ２ ） ハロ ゲン固定実験 （ ３ ） ハロ ゲン

規制な しの実験 　 の 3 つの実験について、 結果の解析を

行った。

（ １ ） ハロゲン固定実験結果－コ ン ト ロールラ ンの結果の

比較

温室効果ガスの増加によ り 、 大気中のハロ ゲンガス濃度

が 1960 年レベルに押さ え られていれば、熱帯を除 く 地域

ではオゾン全量は将来に向かって増加する。 実際は、 大

気中のハロゲンガスが 2000 年 く らいまで増加し、その後

は規制によ って減少し てい く ので、 オゾン層はこ のハロ

ゲンガス濃度増減 と 温室効果ガスの増加の両方に応じ た

増減を起こす。

（ ２ ） ハロゲン規制な しの実験結果－コ ン ト ロールラ ンの

結果の比較

World Avoided と い う シナ リ オを使って、 将来ハロゲンガ

ス を規制な しに放出し続けた場合は、 全球でのオゾン全

量の極端な減少が起こ り 、 成層圏 と 対流圏の区別が明確

でな く なる よ う な予測結果と なった。

〔備考〕

39） 　 光化学オキシダン ト 自動測定機精度管理業務

〔研究課題コー ド〕 1012AC001

〔担当者〕 ○向井人史 （地球環境研究セン ター）， 橋本茂，

谷本浩志

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

40） 　 生態系サービスからみた森林劣化抑止プ ログ ラム

（REDD） の改良提案と その実証研究  （ ２ ） 炭素ス

ト ッ クの強化による劣化抑止プログラムの改良策と

その実現性に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA006

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

41） 　 アジア GEO Grid イニシアチブ

〔研究課題コー ド〕 1012CB001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 高橋厚裕

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

42） 　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素

動態に及ぼす影響

〔研究課題コー ド〕 1012CD018

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

43） 　 熱帯林における土壌呼吸を中心と し た炭素循環モ

ニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1015AF002

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

安立美奈子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 土壌呼吸を中心 と し た炭素循環を長期モニ タ

リ ングする こ と で、 気候変動や土地利用変化に伴 う 熱帯

林の劣化 メ カニズムを解明する こ と を目標 と する。 具体

的には、 マレーシア半島部にあ るパ ソ 保護林において、

物質循環に最も重要なプロセスの土壌呼吸を長期的に観

測する。 落葉量をモニ タ リ ング し、 地上部生産及び土壌

有機炭素供給量の指標にし、 生態系の純生産ポテンシ ャ

ルの年変動を推定する。 また周辺の二次林やオイルパー

ム、 ゴム園などで土地利用変化によ る物質生産や循環の

変化も長期的に観測する。

〔内容および成果〕

　 天然林では樹木が高い密度で生育し、 その樹冠で強い

日射は遮られ深さ 5cm の地温は年間を通し て 24 ～ 25 ℃

で安定し ていた。 一方、 深さ 10cm の土壌体積含水率に

は明確な季節変化が見られた。 連続測定し た土壌呼吸速

度を用いて、 パソ天然林におけ る土壌か ら の炭素放出量

を約 28.4tC ha/y と推定し た。この値は過去に直径約 10cm

の小さ いチャ ンバーを用いて不連続測定し た結果か ら推

定し た値 （14.3-18.4 tC ha/y） よ り も極めて高い値であっ

た。 この結果は、 大きいチャ ンバーを用いた測定であ り 、

かつ連続測定を行っ た調査であ る 事の特徴を示 し てい

た。 また、 こ の熱帯林における、 総土壌呼吸に対する微

生物呼吸の寄与率は 53-63% と推定されたため、微生物呼

吸によ る炭素放出量は 15.1-17.9 tC ha/y と概算された。一

方、 パソ天然林の純一次総生産 （NPP） は 15.4-17.4 tC ha/

y と報告されてお り 、この熱帯林の純生産（NEP） は -0.52-

2.32 tC ha/y であ る と推定された。

〔備考〕
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44） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖

化影響のポテンシャル評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

45） 　 塩素系化学種を中心と し た成層圏化学過程の研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ002

〔担当者〕 ○杉田考史 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 成層圏オゾ ンに関する化学過程の定量的把握

を目的 と し て、 わが国の大気観測センサ、 超伝導サブ ミ

リ 波 リ ム放射サウ ンダ （SMILES） からのデータ を活用し

た解析的研究を実施する。

〔内容および成果〕

　 SMILES の研究公募採択者向けに提供されている定常

プロ ダ ク ト および研究プロ ダ ク ト を用いて、2009 年 11 月

の南極成層圏におけ る塩化水素 と 一酸化塩素のデータ質

評価を実施し た。 さ らにデータ版の改訂が重ねられ 2012

年 3 月 5 日にはデータの一般提供がな された。 このデー

タに基き上記解析結果の論文化を進めた。

〔備考〕

46） 　 海洋からの硫化ジ メ チルおよび関連有機化合物の

フ ラ ッ クス実計測と ガス交換係数の評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1112BA001

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 大森裕

子， 奥沢和浩， 猪俣敏

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 海洋生態系か ら大気への硫化ジ メ チル （DMS）

の供給は、 地球の気候シス テムに大き く 影響する要因の

一つ と し て重要であ るが、 モデル中での取 り 扱いには大

気－海洋間のガ ス交換係数に大き な不確実性があ った。

本研究では、 陽子移動反応－質量分析計 と 係留ブイ シス

テムを組み合わせる こ と によ り 、DMS および関連する揮

発性有機化合物について海洋表層か ら大気へのフ ラ ッ ク

ス と ガス交換係数を実計測する と と も に、 酸素同位体比

の計測によ り 酸素分子のガス交換係数を導出し、 従来法

によ るガス交換係数を検証 ・ 評価する こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 学術調査船 「白鳳丸」 の KH-11-10 次航海 （亜熱帯海域

におけ る生物群集動態および生物地球化学過程に関する

南北太平洋の比較海洋学） および KH-12-01 航海 （太平洋

赤道高生物生産海域におけ る大気海洋間の物質循環 と成

層圏 と の リ ンケージ） に参加し て、 生物生産性の低い太

平洋亜熱帯海域 と、 生物生産性の高い太平洋赤道海域中

央部 ・ 東部 （ペルー沖など） で観測を行い、 プロ ト ン移

動反応質量分析計 (PTR-MS) を用いて海面直上大気中の

硫化ジ メ チル等揮発性有機化合物について濃度勾配の検

出を試みた。

〔備考〕

Ａ Ｑ セン ター調査研究

47） 　 全球水資源モ デル を利用 し た実時間シ ミ ュ レ ー

シ ョ ンによる世界の旱魃 ・ 洪水リ スク検出

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 申請者は こ れま で全球水資源モデル （名前を

H08 と い う ） の開発を行ってき た。H08 に気象データ を与

えてシ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う と、 世界の河川流量や水利

用量を空間解像度 0.5°×0.5°、 １ 日単位で推定する こ と が

でき る。 本研究では H08 に気象予報データ を与えて リ ア

ルタ イ ムシ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 推定された土壌水分

量、 積雪水量、 貯水池貯水量などの状態量の平年か らの

ずれに関する情報を用いて、 世界で起き ている旱魃 ・ 洪

水を リ アルタ イ ムに捉え る と と も に、 これか ら発生する

リ ス ク を検出する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度は 1958 ～ 2001 年の全球河川流量シ ミ ュ

レーシ ョ ンを実施し、 20 世紀後半の大規模な旱魃や洪水

が、 全球水資源モデル H08 でどのよ う に表現されたのか

検証し た。 年流量の年々変動は比較的よ く 再現され、 主

要な洪水イベン ト にも再現性が確認でき た。 しかし、 主

要な旱魃イベン ト には再現性が確認できず、 検出方法も

含めて さ ら な る検討が必要な こ と が明ら かになった。 得

られた知見は、 H08 を旱魃 ・ 洪水 リ ス ク検出に利用する

こ と で被災地の被害を軽減する ために、 また食料自給率

の低い我が国の食料安全保障につなげてい く ために、 重

要だ と考え られる。

〔備考〕

48） 　 オゾン層変動研究プロジ ェ ク ト

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1113AQ003
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〔担当者〕 ○野沢徹 （地球環境研究セン ター）， 秋吉英治，

中島英彰， 杉田考史

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 成層圏のオゾ ン層破壊の進行や今後のオゾ ン

層の回復は、 過去や将来の対流圏気候の変化に無視し得

ない影響を及ぼし ている と の認識が、 近年深ま って き て

いる。 また、 対流圏での温暖化は、 その気象場や化学場

の変化を通し て成層圏での大気循環や化学物質の濃度 ・

分布に影響を及ぼす と 考え られている。 一方で、 地球温

暖化に と も な う 気候変化研究においては、 成層圏オゾン

層の破壊 ・ 回復の影響が必ずし も十分には考慮されてい

ないのが現状であ る。 以上の こ と か ら、 本研究では、 過

去か ら将来にわた るオゾン層破壊物質 と 温暖化ガス濃度

変化に関連し た成層圏および対流圏の 2 つの地球規模環

境問題を一体化し て、 その相互作用の メ カニズムや影響

の大き さ を明ら かにする こ と、 それによ って変化予測の

不確実性の低減を図る こ と、 な らびに温暖化対策 と オゾ

ン層保護の両面か ら の対策 ・ 対応のベス ト マ ッ チ案の立

案のための予測データ を提供する こ と、 を目的とする。

〔内容および成果〕

　 太陽 11 年周期と成層圏準 2 年振動の位相に着目し た成

層圏－対流圏結合、 中緯度下部成層圏オゾンの増加が対

流圏に及ぼす影響の メ カ ニズ ム、 南極におけ る オ ゾ ン

ホールの大き さ ・ 深 さ と 対流圏起源の波動活動の関係、

などに関する解析を行った。 また、 2010 年の北極におけ

る成層圏オゾンや関連化学物質を対象 と し て、 化学輸送

モデル と SMILES 衛星観測データの比較解析を行った。

さ らに、 人工衛星 CALIPSO や地上観測によ る PSC の観

測データ と、 衛星マ ッ チ解析によ るオゾン破壊量 と の見

積も り の比較から、 PSC のタ イプ と オゾン破壊量の関係

に関し て解析し た。

〔備考〕

49） 　 気候変動対策 と生物多様性保全の連携を目指 し た

生態系サービス評価手法の開発

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1113BA001

〔担当者〕 ○伊藤昭彦 （地球環境研究セン ター） ， 山形与

志樹， 三枝信子， 安立美奈子， 庄山紀久子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 現在、 地球規模の気候変動 と土地利用変化に伴

う 生物多様性の喪失が、 これまでにな く 急速に進行し て

お り 、 生態系サービ スが変質 ・ 衰退する こ と で人間社会

にも看過すべか ら ざ る影響が生じつつあ る。 一方、 気候

変動の緩和を目的 と する取 り 組みは、 生物多様性に良い

影響も悪い影響も及ぼし得る。 そのため、 生物多様性対

策 と 気候変動対策の連携を目指し た生態系サービ ス評価

手法の開発が必要であ る。 本研究課題の目的は、 気候変

動対策 と 生物多様性保全 と い う 異な る環境問題におけ る

対策間 ト レー ド オフの解消に寄与する ための、 生態系管

理を実施する上での意志決定に利用し う る生態系サービ

ス指標と その評価システムを開発する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 テス ト サイ ト での生態系サービ ス評価シス

テムに関する研究を実施し た。 北海道 ・ 釧路流域圏では

現地調査に基づ く 森林など生態系機能の把握、 聞き取 り

調査に基づ く 生態系サービ スのニーズ把握、 そ し て生態

系モデルによ る生態系機能のマ ッ ピ ングを実施し た。 横

浜市においては都市内の緑地がも ら たす便益についてヘ

ド ニ ッ ク分析などの手法で気候変動緩和策 ・ 生物多様性

保全に対する評価を行った。 マレーシア ・ ラ ンビルのサ

イ ト では、 プ ラ ンテーシ ョ ン化によ る森林破壊が現地の

生態系サービ スにおけ る変容を評価する ための予備的調

査を行った。

〔備考〕

50） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮

し たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔研究課題コー ド〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 明石修， 戴 瀚程， 岩渕裕子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

51） 　 「いぶき」 観測データ解析によ り得られた温室効果

ガス濃度の高精度化に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1113BA004

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 吉田幸生，

横田達也，菊地信弘，井上誠，中前 久美，内野修

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

52） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニ タ リ ン

グ

〔研究課題コー ド〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

53） 　 広域アジアの市民社会構築と その国際政治的課題

〔区分名〕 文科 - 科研費
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〔研究課題コー ド〕 1113CD001

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題全体では、21 世紀アジアの諸国家 と

地域の変動を と ら え、 その 「国際政治的課題」 を考察す

る。 1980-2000 年代のアジアでは、 「国民国家が動揺 し、

市民社会的な も のが登場しつつあ る中で、 内政が外交に

圧力を加え、 国際関係に緊張が も た ら され、 同時に、 国

際社会か ら各国社会を支援する結びつき も形成 さ れた」

と い う 仮題を検証する。 研究分担者 と し て環境問題を担

当する。

〔内容および成果〕

　 アジア地域では、 急激な経済発展を遂げて大気汚染が

生じ ている中国やイ ン ド 等の新興国、 森林が急速に失わ

れている イ ン ド ネシアやパプアニ ューギニア等、 多様な

国が共存し ている。 アジア地域では環境政策の多 く が国

際社会か ら 外圧 と し て内政に影響を及ぼすケース が多

かったが、 近年ではアジア諸国内の市民社会が環境問題

に関心を持つケースが増えて き ている。 本研究では、 ア

ジア諸国の環境政策の立案に関する資料を収集し、 主要

国の環境政策の意志決定を調査し た。

〔備考〕

54） 　 窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精

度評価手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 高橋厚

裕， 井手玲子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 窒素動態を導入し た精微な二酸化炭素 （CO2）

収支評価システムを実測に基づいて確立し、 CO2 収支の

時空間変化の要因解析を行 う 。 2001 ～ 2010 年の気象変

動に対し て優占種の異な る生態系の物質循環がどのよ う

に応答し たかを空間的に解明する こ と で、 近未来の生態

系変動を日本域および全球規模で予想する知見を得る。

〔内容および成果〕

　 これまで炭素収支を中心に測定し て き た国立環境研究

所の富士北麓フ ラ ッ ク ス観測サイ ト において、 窒素収支

のモデル高度化をすすめる ために必要不可欠なデータの

整備を開始し た。 まず、 生態系内の窒素ス ト ッ ク （葉 ・

木部 ・ 土壌） と フ ロー （大気沈着、 河川への溶脱） のデー

タ整備を行 う こ と をめざ し、 平成 23 年度には、 葉に含ま

れる炭素／窒素比の季節変化を把握する ための実験装置

を確立し、 2010 年 ・ 2011 年に採取し た葉のサンプルの分

析を実施し た。 同時に、 生態系モデルを用いた群落レベ

ルの炭素収支把握に不可欠な個葉の光合成速度の測定 と

分光反射特性の結果を と り ま と め、 個葉の光合成モデル

構築に必要なパラ メ ータの評価を行った。

〔備考〕

55） 　 気候感度の物理パラ メ ー タ 不確実性の メ カ ニズム

解明と制約

〔研究課題コー ド〕 1113CD004

〔担当者〕 ○塩竈秀夫 （地球環境研究セン ター） ， 小倉知

夫， 横畠徳太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

56） 　 アジア ・オセアニア域のモンスーンに伴 う温室効果

ガス濃度分布の変動

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD007

〔担当者〕 ○井上誠 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 主要な温室効果ガ ス であ る二酸化炭素や メ タ

ンの濃度を観測する ために、 温室効果ガス観測技術衛星

GOSAT が 2009 年 1 月に種子島から打ち上げられた。この

衛星データによ り 、 温室効果ガスの詳細な水平構造の把

握及び将来の気候変化予測につなが る こ と が期待 さ れ

る。

　 一方で、 日本を含むアジア域の気候はモン スーン現象

に支配されている。 北半球の夏季モン スーンは 5 ～ 6 月

頃に始ま り 、初秋頃に終息する と い う 季節変化をたど り 、

顕著な時空間変動を持つ。 温室効果ガスは大気の流れに

よ っ て輸送 さ れ る ため、 その物質分布は必然的にモ ン

スーンの影響を受け る こ と にな るが、 そのよ う な視点に

立った研究はこれまでにほ と んどなかった。 そ こ で本研

究では、 アジア ・ オセアニアを中心 と するモン スーン地

域の局所的な大気循環に着目し、 主要な温室効果ガスで

あ る二酸化炭素及び メ タ ン濃度分布の変動を も た らす力

学過程を調べる。

　 広域の場で定期的にデータ を取得でき る GOSAT の特

性か ら、 物質の濃度を数日程度の時間ス ケールで表現で

き る ため、 モン スーンの始ま り やブレ イ ク、 終息などの

小刻みな イベン ト と の対応関係がみられるかど う かを確

認する。 さ ら に、 対流圏界面を通し た物質交換や成層圏

の子午面循環 と の関わ り も含めて解析し、 物質分布の形

成に至る メ カニズムの解明を目指す。

〔内容および成果〕

　 GOSAT データや地上設置高分解能フー リ エ変換分光
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計 ( 地上 FTS) 及び航空機観測によ るデータ を用いて、二

酸化炭素と メ タ ンのカ ラ ム平均濃度 (XCO2、 XCH4) の季

節変動特性を調べた。 その結果、 アジア域の一部で顕著

な時間変動が確認でき た。 季節変動の振幅は、 これまで

の研究結果 と おおむね一致し ていた。 イ ン ド やマニ ラ、

グアムなどの地点におけ る航空機データ と その地点付近

で取得された GOSAT データに有意な正の相関が認めら

れた。 再解析データ に よ る風や降水量な どの物理量は、

北半球夏季か ら秋季にかけてのモン スーンの季節進行に

伴いアジア域で顕著な変動を し ている こ と が確かめ られ

た。

〔備考〕

[ 研究協力者 ]

内野 修 　 　 ( 国立環境研究所 )

高橋 正明 　 ( 東京大学大気海洋研究所 )

森野 勇 　 　 ( 国立環境研究所 )

57） 　 対流圏オゾ ン ラ イ ダーを用いた日本域における対

流圏オゾンに関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD010

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター）， 内野修

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 対流圏オゾ ンは近年特に東アジア地域で増加

し てお り 、 光化学オキシダン ト の主要物質 と し て健康被

害の増加、 農作物の減収、 社会資本の劣化 と い う 形で影

響するほか、 オゾン自身が メ タ ンに匹敵する温室効果気

体であ る。 本研究グループでは世界的にも数少ない対流

圏オゾン ラ イ ダーを使った対流圏オゾンの連続鉛直観測

に加えて、 世界最先端の化学輸送モデルに関する研究を

行ってお り 、 こ の両者を統合する こ と によ って日本域の

対流圏オゾン監視予測技術高度化の基盤の構築が可能 と

なる。

　 本研究では、 従来は難しかった対流圏オゾンの高頻度

監視を行い、日本域における対流圏オゾンの特異現象（高

濃度オゾンベル ト など） の定量化を図る と 共に領域化学

輸送モデルの開発を行い、 対流圏オゾンの監視予測情報

の作成に必要な技術基盤を確立する。 具体的には、 以下

の事項を達成する こ と を目指す。

・ 高濃度オゾン現象の時間空間的スケールの把握

・ 対流圏オゾ ンの起源毎の寄与はどのよ う になっている

かの定量化

・ 成層圏オゾ ン侵入の頻度、 事例毎の侵入量 と 変動幅の

理解

・ 以上を総合する こ と に よ る数年程度の対流圏の各高度

におけるオゾン濃度の動態把握

〔内容および成果〕

　 佐賀大学に移設し たオゾン ラ イ ダーの送信部 ・ 受信部

の調整を念入 り に行った後、 予備観測を開始し た。 3 波

長 （276 nm, 287 nm, 299 nm） 同時発振で各出力が 7 mJ 程

度のレーザー、 口径 50cm の受信望遠鏡、 光電子増倍管

か ら な る検出部、 アナロ グ ・ デジ タルコ ンバーター と 光

子計数法が同時にでき る信号処理部を備えたオゾン ラ イ

ダーによ り 取得された観測データの予備解析を行った結

果、 高度 1-6km のオゾン濃度分布の観測が可能であ る こ

と が明らか と なった。

〔備考〕

上記 【目的または全体計画】 は本研究課題の全体の内容

を記載し た ものであ る。

58） 　 海水中硫化ジ メ チルおよび関連有機化合物の高時

間分解能計測手法の確立

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD012

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 大森裕

子， 奥沢和浩， 猪俣敏

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 硫化ジ メ チル （DMS） は地球の気候システムに

おいて重要な役割を果たす。 それゆえ、 DMS の海洋観測

データベースが整備されて生物地球化学モデルの開発に

利用されているが、 従来のガス ク ロマ ト グ ラ フ法によ る

観測ではデータが極めて少な く 、 そのためモデルに組み

込むパラ メ タ リ ゼーシ ョ ンは経験的ス キームの域を出て

いない。 我々が開発し たオン ラ イ ン質量分析計 （EI-PTR-

MS） は、海水中 DMS の観測データについて質・量 と もに

格段の進歩を も た ら し う る可能性が高いが、 確立のため

にはい く つかの課題が残されている。 本研究では、 計測

の高度化、 較正手法の確立、 従来法 と の相互比較によ る

検証を行い、 EI-PTR-MS 法を海水中 DMS および関連有

機化合物の高時間分解能計測手法 と し て確立する こ と が

目的であ る。

〔内容および成果〕

　 まず、 揺れが大きい船舶で も使用可能な よ う に装置の

耐久性を改良し た。 また、 湿度の高い気体サンプルを測

定可能な よ う に、 PTR-MS のイ ン レ ッ ト シス テムを 100

℃まで加熱でき る よ う に改良する と と も に、 検出感度の

湿度依存性を確かめた。 その後、 学術船 「白鳳丸」 によ

る研究航海 KH-12-01 航海（太平洋赤道高生物生産海域に

おけ る大気海洋間の物質循環 と 成層圏 と の リ ン ケージ）

に参加し て、 生物生産性の低い太平洋亜熱帯海域 と、 生
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物生産性の高い太平洋赤道海域中央部 ・ 東部 （ペルー沖

など） で観測を行い、 従来法であ るガス ク ロ マ ト グ ラ フ

法と の比較を行った。

〔備考〕

Ａ Ｑ セン ター調査研究

59） 　 GOSAT データ定常処理運用システムの運用 ・ 維持

改訂

〔研究課題コー ド〕 1115AL001

〔担当者〕 ○横田達也 （地球環境研究セン ター）， 渡辺宏，

河添史絵， 田中ゆき， 菊地信行， 高木宏志， 内

野修， Oshchepkov S.， Bril A.， 森野勇， 吉田幸

生， Maksyutov S.

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

60） 　 陸域モニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1115AQ003

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 高橋善

幸， 梁乃申， 小熊宏之， 高橋厚裕， 後藤誠二朗

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

61） 　 地球環境データベースの整備

〔研究課題コー ド〕 1115AQ004

〔担当者〕 ○中島英彰 （地球環境研究セン ター） ， 白井知

子， 向井人史， 町田敏暢， 三枝信子， 野尻幸宏，

曾継業， 眞板英一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

62） 　 温室効果ガスイ ンベン ト リ策定事業支援

〔研究課題コー ド〕 1115AQ011

〔担当者〕 ○野尻幸宏 （地球環境研究セン ター） ， 酒井広

平， 早渕百合子， 尾田武文， 赤木純子， 畠中エ

ルザ， 伊藤洋， 玉井暁大， 大佐古晃， 平井圭三，

田辺清人， ホワ イ ト 雅子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

63） 　 物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評

価

〔研究課題コー ド〕 1115AQ028

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

64） 　 メ タ エ コ システム評価によ る環境共生型社会構築

に向けた統合的手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ029

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 土地利用変化や人工構造物等の人間活動に起

因する流域の水 ・ 熱 ・ 物質循環変化に伴 う 生態系機能へ

の影響評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 日本及び中国の都市域を対象 と し て、 人間活動に起因

する流域の水 ・ 熱 ・ 物質循環変化に伴 う 生態系機能への

影響評価を行った。特に、統合型流域管理 NICE （National

Integrated Catchment-based Eco-hydrology） モデルを用いて

水資源の過剰利用に伴 う 水循環及び生態系劣化の再現を

行 う と と も に、 水資源の有効活用によ る複合的な環境汚

染に対する Win-Win 型解決の方策について検討を行っ

た。 本研究に関連し て、 7 件の誌上発表及び 3 件の国際

学会での発表を行った。

〔備考〕

65） 　 気候変動と水・物質循環のフ ィ ー ドバッ ク機構の解

明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ030

〔担当者〕 ○中山忠暢 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 global － regional 間でのフ ィ ード バッ ク機構の

観点から人為活動が洪水 ・ 渇水 リ ス クへ及ぼす影響の評

価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 Regional レベル、 特に中国の長江及び黄河を含む領域

を対象と し て、 統合型流域管理 NICE （National Integrated

Catchment-based Eco-hydrology） モデルのサブモデルの一

部であ る農業生産モデル及び都市モデルを更に高精度化

し、 人為活動が洪水 ・ 渇水 リ ス クへ及ぼす影響評価を行

う 。 並行し て、 長江中下流域の湖沼域を対象 と し て、 気

候変動が洪水 リ ス クへ及ぼす影響についてア ラバマ大 と

の共同研究を行った。 本研究に関連し て、 7 件の誌上発

表 ( う ち 2 件は投稿中 ) 及び 6 件の国際学会での発表を

行った。

〔備考〕

66） 　 民間航空機によ るグローバル観測ネ ッ ト ワーク を

活用し た温室効果ガスの長期変動観測

〔研究課題コー ド〕 1115BB001

〔担当者〕 ○町田敏暢 （地球環境研究セン ター），白井知子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）
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67） 　 地球温暖化観測連携拠点事業支援

〔研究課題コー ド〕 1115BY001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 藤谷徳

之助， 会田久仁子， 伊藤玲子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

68） 　 温室効果ガス観測技術衛星 （GOSAT） 観測デー タ

検証業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1115BY002

〔担当者〕 ○森野勇 （地球環境研究セン ター），内野修，井

上誠， 菊地信行， 中前 久美， 横田達也

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 独立行政法人宇宙航空研究開発機構 (JAXA)、独

立行政法人国立環境研究所 (NIES)、 環境省は、 主要な温

室効果ガスであ る二酸化炭素や メ タ ンの濃度を宇宙か ら

測定する GOSAT( 温室効果ガス観測技術衛星 「いぶき」 )

プ ロ ジ ェ ク ト を 推進 し て い る。 GOSAT 搭載セ ン サ

(TANSO)は、2009年1月23日に JAXA種子島宇宙セン ター

から打ち上げられた。 2009 年 10 月 30 日には、 輝度スペ

ク ト ル と観測画像データの一般提供を開始し、翌 2010 年

2 月 16 日には、 二酸化炭素 ・ メ タ ン濃度等の解析データ

の一般提供を開始し た。GOSAT 観測データから導出され

たプロ ダ ク ト 、 すなわち二酸化炭素や メ タ ンの濃度を信

頼でき るプロ ダ ク ト と し、 科学利用や政策に資する こ と

を可能 と する ためには、 地上観測や航空機観測から得ら

れ る 不確か さ の小 さ いデー タ を用いて、 プ ロ ダ ク ト の

データ質の検証を行 う こ と が必須であ る。

　 平成 22 年度までの 3 年間、検証業務 (1 年は準備業務 )

を実施し て、 一般に公開されているデータ質の検証を行

い、 バイ ア スやばらつき を明ら かにし て き た。 今後、 少

な く と も GOSAT ミ ッ シ ョ ン予定期間 (3 年以上を予定 )

中は、 衛星搭載セ ンサの経年劣化に よ る プ ロ ダ ク ト の

データ質の変化が起こ り 得る ため、 また解析アルゴ リ ズ

ムの改訂が行われこれによ り 新たにプロ ダ ク ト が作成さ

れる ため、 それら GOSAT のプロ ダ ク ト が科学研究等に

的確に利用されるには検証作業を継続する必要があ る。

　 本業務の 5 年間の う ち、 前半 3 年間は GOSAT プロダ

ク ト の検証に重点を置き、 後半 2 年間は森林炭素収支減

少量削減に係る観測技術に資する検証観測等に重点をお

く 。

〔内容および成果〕

・ 地上設置高分解能フー リ エ変換分光計、 ラ イ ダー、 放

射計などの地上設置及び航空機搭載検証用観測装置の運

用及び検証用データ取得、 検証用データの解析及び精度

確認を行った。

・検証データ質の確認、整理、GOSAT プロ ダ ク ト (TANSO-

FTS SWIR L2 Ver. 01.xx) と検証データ と の相関処理、図示

化等の検証解析を行い、 GOSAT プ ロ ダ ク ト の不確か さ

（偏 り とばらつき） の評価を行った。 不確かさの要因を明

ら かにす る ために誤差要因パ ラ メ ー タ と の相関解析を

行った。 こ の結果を基に GOSAT プロダ ク ト の経験的補

正を行った。

・ 過去 ( 平成 21-22 年度 ) に観測され処理された GOSAT

プ ロ ダ ク ト の妥当性について検証デー タ を用いて確認

し、 GOSAT プロ ダ ク ト の経験的補正を行った。

・ 検証に関連する知見を専門家よ り 得る ため、 GOSAT サ

イエン スチーム会合の運営、 研究公募に関連する委員会

の実施等と必要な事務作業を行った。

・平成 23 年 5 月 19 日 , 20 日に第 3 回 GOSAT 公募研究者

代表者会議を英国エジンバラにて開催し、 75 名の参加を

得た。

・ 上記業務に関する業務報告書を作成し た。

〔備考〕

当課題と課題コード 1113BA004 （地球環境研究総合推進

費） によ る 「「いぶき」 観測データ解析によ り 得られた温

室効果ガス濃度の高精度化に関する研究」 が、 地球環境

研究セ ン タ ー独自の プ ロ ジ ェ ク ト と し て の 「国環研

GOSAT プロ ジェ ク ト 」 を構成する。

69） 　 生物多様性 ・ 生態情報の環境情報への統合化、 およ

び統合情報を利用し た生物多様性影響評価法開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 1115KZ001

〔担当者〕 ○三枝信子 （地球環境研究セン ター） ， 中島英

彰， 眞板英一， 山尾幸夫， 田中 佐和子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 本事業では生物多様性観測ネ ッ ト ワー ク に大

量に蓄積されている生態情報を核にし て様々な生物多様

性情報の集積しつつ、 データ形式の標準化や標準形式へ

の調整 （マ ッ ピ ング） によ り 情報統合を行 う 。 また、 他

の環境情報 と 共に用いた生物多様性影響の予測 ・ 評価法

を開発し、環境情報の利活用を通じ て生物多様性の保全、

地球温暖化への適応など を目指す。 さ らに、 本事業を遂

行する過程で、 地球環境分野の問題解決に貢献でき る次

世代の人材を育成する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 国内およびアジア太平洋地域を対象 と し た二酸化炭

素・水・熱収支の観測データベース （AsiaFlux/FLUXNET）
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の整備運用状況の調査を行った。 AsiaFlux の現在の登録

サイ ト 数は 82、地域別ネ ッ ト ワーク と し て、 日本、中国、

韓国、 台湾、 タ イが活動中、 加えてマレーシア、 イ ン ド

ネシア、 イ ン ド などで国内ネ ッ ト ワーク化推進の取組が

進行中であ る。

（ ２ ） CO2 収支のマ ッ ピングデータの整備を行った。 日本

付近の CO2 収支の現状把握を目的 と し て、 衛星重視型モ

デル ( 名古屋大開発 ) で 1km 解像度で算出された CO2 収

支データについて公開準備中であ る。

（ ３ ） 生態系 （特にバイオマス関連） に関する既存データ

収集を促進す る 取組 と し て、 国立環境研究所において

「データ入力キ ャ ンプ in つ く ば」 を開催し た。JaLTER （日

本長期生態系研究ネ ッ ト ワーク） 登録用の メ タデータ作

成方法の解説、 入力支援などを行った結果、 10 機関の協

力を得て 20個の新たなデータパッ ケージを登録する こ と

ができ た。

〔備考〕

【関連課題】

70） 　 分か り やす さ を 重視 し た マ ス メ デ ィ ア利用型 コ

ミ ュニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

71） 　 アジア視点の国際生態リ スクマネジ メ ン ト

〔研究課題コー ド〕 0712ZZ001

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

五箇公一， 江守正多， 田中嘉成， 井上真紀， 魯

保旺

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

72） 　 温暖化対策にかかる リ ス ク コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手

法の検討および地域温暖化対策への適用

〔研究課題コー ド〕 0811AQ001

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

73） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立 と生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

74） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

75） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報

基盤整備

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

76） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

77） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

78） 　 温暖化対策と のコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コー ド〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

79） 　 ラ イ ダーデー タ を用いたエア ロ ゾル ・ 雲マス ク ス

キームの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ002

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

80） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 森田香菜子
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

81） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔研究課題コー ド〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史 （環境計測研究セン ター），田中伸一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

82） 　 ア イ ス コ アに刻まれた十～千年スケールの宇宙線

強度変動と地球環境変動

〔研究課題コー ド〕 1012CD016

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター），内田昌男

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

83） 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 1014BA001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森有子， 日引

聡， 松橋啓介， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

84） 　 国際レベルにおける フ ロ ン類の排出抑制策の促進

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ001

〔担当者〕 ○花岡達也 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 久保田泉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

85） 　 壱岐周辺海域サンゴ礁モニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1111MA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

86） 　 津波に対する海浜植生の維持 ・ 回復機構の解明 - ス

マ ト ラ沖大津波を事例と し て -

〔研究課題コー ド〕 1111NA001

〔担当者〕 ○早坂大亮 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

87） 　 震災 ・ 津波による三陸沿岸域の生物多様性 ・ 機能的

多様性への影響の定量化

〔研究課題コー ド〕 1112AF001

〔担当者〕 ○山田 勝雅 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

88） 　 日本の造礁性イ シサン ゴ類同定ガ イ ド 作成のため

の基礎研究

〔研究課題コー ド〕 1112NA002

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

89） 　 国立環境研究所における省エネルギー対策シ ミ ュ

レーシ ョ ン と 事後分析 に基づ く 持続可能なワー ク

ス タ イルの実証研究

〔研究課題コー ド〕 1113AR001

〔担当者〕 ○芦名秀一 （社会環境システム研究セン ター），

田邊潔， 松橋啓介， 藤野純一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

90） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

91） 　 農林畜産業に由来する温室効果ガス排出量と その

削減ポテンシャルの将来推計

〔研究課題コー ド〕 1113CD014

〔担当者〕 ○長谷川知子 （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

92） 　 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資す

る情報整備

〔研究課題コー ド〕 1115AQ008

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 花岡達也， 金森有子， 明石修， 藤森真

一郎， 申龍熙， 岩渕裕子， 戴 瀚程

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

93） 　 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術

開発

〔研究課題コー ド〕 1115AQ020

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

Salah Aljbour， 魯保旺

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）
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94） 　 環境保全のための環境政策 ・ 制度設計の有効性 ・ あ

り方に関する基礎的研究

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ001

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究セン ター），須

賀伸介， 久保田泉， 岡川梓， 宮脇幸治

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

95） 　 アジア地域の低炭素社会シナ リ オの開発

〔研究課題コー ド〕 1116KB001

〔担当者〕 ○藤野純一 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，芦名秀一，須田真依子，加用現空

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

5.(2) 　 資源循環 ・ 廃棄物研究分野における研究課題

1） 　 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0811BC001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石森洋行， 金喜鍾， 石垣智基

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会において も 発生が避け ら れない リ

サイ クル残さや焼却灰などの廃棄物を適正に処分し、 か

つ、 利用価値の高い土地資源や将来必要な物質資源を確

保する ため、 埋め立て られる廃棄物の質 と 用途に対応し

た環境保全機能を有する安定化促進型埋立、 備蓄 （保管）

型埋立、 土地造成型埋立 と い う 新たな埋立類型を提案す

る。 これら新規埋立類型を実現させる ため、 中間 ・ 資源

回収処理後の廃棄物の質 と 量を把握 ・ 評価し、 新たな埋

立概念、 技術、 維持管理手法を開発 ・ 提示 ・ 検証する こ

と で、 循環型社会に資する埋立技術シス テムの将来像を

示す。

〔内容および成果〕

（ １ ） 土地造成型埋立システムを開発 ・ 提案する ため、 土

地造成型埋立類型を確立す る にあ た っ ての適切な材料

（鉄鋼ス ラ グ、 廃コ ン ク リ ー ト 再生砕石、 建設発生土な

ど） と 環境影響評価項目 （微量有害化学物質の溶出特性

の観点から） に関する基本的考え方を平成 21 年度からの

成果に基づいて整理し、 本埋立類型のフ ィ ージビ リ テ ィ

を明らかにし た。

（ ２ ） 重金属現位置固定化に関する制御技術には、 二次鉱

物組成変化に対応出来る、 も し く は重金属封じ込め と し

て積極的に利用でき る も のが望ま し く 、 シ リ カ主体鉱物

を利用し た物理的封じ込めであれば強酸性条件で も不溶

化が期待でき る こ と を明らかにし た。

（ ３ ） 「循環式準好気性埋立構造」 において、 空気流入を

促進する ためには、 集排水管の断面積≧空気孔の断面積

と な る よ う に浸出水集排水管を設計する こ と が望ま しい

こ と が実験的にわかった。 また、 浸出水に栄養源や酸素

を添加するだけの簡易な手法によ って、 安定化促進が可

能であ る こ と 示し、 新たな施設の建設が困難な場合や不

適正埋立地の改善技術 と し て適用でき る可能性が高ま っ

た。

（ ４ ） 全国の準好気性埋立地 459 か所に対し、 アンケー ト

調査を行った と こ ろ （回収率 52％） 、 集排水管 と ガス抜

き管が未接続、 集排水管末端の水没、 蓋付きガス抜き管

の使用など、 多数の埋立地が適切に管理されていない こ

と が明らかになった。

（ ５ ） ラ イ シ メ ーターを用いた室内実験においては、 廃棄

物か ら の物質の溶出が壁面流れの影響を受け る ため、 長

さ に対し て十分な断面積を確保するか、 壁面流れの防止

対策を講ずる必要があ る こ と が確認された。

（ ６ ） 水平型浸透性反応層 （HPRB) を最終処分場に適用し

た場合、 HPRB によ る水質改善効果の長期持続性及びラ

ンニング コ ス ト の節減効果を確認し た。 また、 室内実験

の結果か ら、 有害物質の中で最も浸出水中濃度の高かっ

たホ ウ素の捕捉について火山灰土壌が有効に機能する こ

と が確認された。

（ ７ ） 海面処分場に新類型 （土地造成型、 複合型） を適用

する際の基本的な考え方が整理され、 新制度の企画 ・ 立

案等に有用な成果が得られた。

〔備考〕

2） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

3） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエアロゾル

排出源と影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0813CD002

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、 本研究では東アジアの種々の発

生源によ る自国内及び越境汚染によ り 生じ る自国 と わが

国への健康 ・ 植物影響など を化学輸送モデルに基づいて

評価する。 それを経済システム と 前駆物質等の排出 と の

関係のモデル化において、 影響ポテンシ ャル と し て一元
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的に導入する こ と で、 日本への越境汚染 と そのイ ンパク

ト に対し、 他国のみな らずわが国の経済活動、 消費が誘

発する効果を定量的に明ら かにする こ と を目的 と し て実

施する。

〔内容および成果〕

　 本年度は Global link input-output model を用いて 2005 年

のわが国の経済活動（国内最終需要）に伴 う 国内外の NOx

排出量の推計を行っ た。 こ の排出構造を理解する ため，

モデルに記述する国内外のサプラ イチェーンを 6 つに区

分し たブロ ッ ク行列を定義し、 各ブロ ッ ク行列の排出量

に対する寄与を構造分解分析手法によ り 同定し た。

〔備考〕

4） 　 東南アジアにおける廃棄物データ ベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

〔研究課題コー ド〕 0911BE001

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

5） 　 石綿含有廃棄物の処理 ・ 再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE002

〔担当者〕 ○山本貴士 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

貴田晶子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物処理 ・ 再資源化における石綿の厳密な測

定法 と 日常モニ タ リ ング測定法 と し て、 全ての媒体及び

処理過程に適用し う る石綿分析法を確立する こ と、 また

石綿分析におけ る精度管理手法 と その態勢を確立し、 石

綿の適正管理におけ る測定データの信頼性を担保し、 石

綿分析の精度向上に資する情報を提供する こ と を第 １ の

目的 と する。 また、 現状で明ら かでない廃棄物処理過程

におけ る石綿曝露 リ ス ク の実態把握や飛散石綿を捕捉す

る集じん装置の性能を検討する こ と によ り 、 リ ス ク低減

方策に資する基礎情報を提供する こ と を第 ２ の目的 と す

る。

〔内容および成果〕

廃棄物処理 ・ 再資源化関連試料の石綿分析におけ る精度

管理に関 し、 位相差顕微鏡法、 電子顕微鏡法の ク ロ ス

チ ェ ッ ク 結果 よ り 分析結果に影響を与え る 要因を抽出

し、 分析留意事項 と し て取 り ま と めた。 震災廃棄物処理

におけ る石綿飛散実態調査をがれき集積場で実施し、 石

綿含有物の搬入実態や周辺大気中の石綿濃度について把

握し た。

〔備考〕

環境研究総合推進費 ( 補助金、 旧循環科研費 )

研究代表者 ： 貴田晶子 （愛媛大学）

共同研究者 ： 酒井伸一 （京都大学）， 豊口敏之 （環境管理

セン ター）， 藤吉秀明 （日本環境衛生セン ター）

6） 　 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための

制約条件の類型化および代替システムの評価

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE003

〔担当者〕 ○河井紘輔 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

蛯江美孝， 徐開欽， 神保有亮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 アジア地域の衛生改善上、 液状廃棄物の適正処

理は最重要の課題であ るが、 途上国の地域特有の制約条

件が原因で、 処理システムが適切に機能 ・ 普及し ない例

は少な く ない。 本研究では、 ベ ト ナム等におけ る フ ィ ー

ル ド 調査に基づき、 地域ご と の特色を適切に把握でき る

汎用性を踏ま え た系統だっ た制約条件の類型化を実施

し、 途上国におけ る液状廃棄物処理システム整備方策の

体系化を目指す基盤を提供する。 また、 ハ ノ イ を対象 と

し て制約条件下での代替システムの設計、 評価の考え方

を提示する。

〔内容および成果〕

　 様々な自然的 ・ 社会的制約条件に整合する液状廃棄物

管理のための技術 ・ シス テム選択の方法 と し て、 既存技

術 ・ システムを踏まえて選択支援アルゴ リ ズムを開発し

た。 質問事項は 「処理に係わる メ イ ン」 25 項目、 「基本

事項 （ ト イ レ関連）」 5 項目 と 「基本情報 （経済性評価）」

4 項目 と し、 選択される技術は上部構造、 貯留 ・ 処理方

法、放流方法の ３ つのカテゴ リ の組み合わせ技術 と し た。

　 質問に対する回答は、 各技術が有する制約条件 と マ ッ

チング ・ 得点化し、 候補 と な る システムが列挙する よ う

にプロ グ ラ ムを組んだ。 海外共同研究者において本アル

ゴ リ ズムを試用し た結果、 対象地域の現状に適合し た も

のであ り 、 妥当であ る と考え られた。

〔備考〕

7） 　 循環過程を含む製品ラ イ フサイ クルにおける BFR の

リ スク コ ン ト ロールに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BE004

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

倉持秀敏， 梶原夏子， 鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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8） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類

型化と改善策の検討

〔研究課題コー ド〕 0911BE006

〔担当者〕 ○吉田綾 （資源循環・ 廃棄物研究セン ター），寺

園淳， 中島謙一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

10） 　 廃油脂類を原料 と し た動脈静脈連携型の次世代バ

イオデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発と評価

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE007

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩， 藤井実， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 廃食用油を含む廃油脂類から、 既存の石油精製

プ ラ ン ト で軽油類似炭化水素であ る次世代バイオデ ィ ー

ゼル燃料 （BDF） を製造する こ と を目標に、 以下の こ と

を行 う 。 廃油脂類の性状を明ら かにし、 原料成分を回収

する ための抽出等の前処理技術開発を行 う 。 次に、 原料

成分を次世代BDFへ変換するために脱硫触媒をベースに

水素化脱酸素技術の開発を行い、燃料の品質を評価する。

技術開発成果 と 原料の回収可能性等の調査よ り 、 石油精

製プ ラ ン ト を拠点 と し た社会経済的成立条件を提示す

る。

〔内容および成果〕

　 グ リ ースか ら油脂分を分離回収する ための実証用技術

と し て、 低速撹拌によ る加温処理 と 静置分離の有用性を

示し た。 メ タ ン発酵を用いて加温処理で生じ る残渣か ら

高い水準のエネルギー回収を実現で き る 可能性 も 示 し

た。 低品質廃油脂に有効な触媒を用いて廃油脂類 と 軽油

留分と の共処理実験を行い、 廃油脂類の割合が 10％以下

であれば、 軽油留分の脱硫を維持 し つつ次世代バ イ オ

デ ィ ーゼル （BDF） を合成でき る こ と を示し、 その反応

特性や品質を明らかにし た。

　 また、 触媒を改良し て水素消費量を低減化し た。 プロ

セスシ ミ ュ レータ を用いて次世代BDF製造が製油所へ与

え る影響を解析し た。次世代 BDF 製造を実証するための

最適な循環圏を提示し、経済的に成立する こ と に加えて、

従来処理の社会コ ス ト や CO2 排出量を大幅に削減ができ

る こ と を示し た。

〔備考〕

11） 　 ナ ノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触

媒改質技術の開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE008

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 廃棄物系バイオマスからのエネル

ギー回収技術 と し て、 熱分解ガス化技術に基づ く 高効率

水素製造および分散型高効率エネルギー利用システムの

確立を最終目標 と し、 ナ ノ 膜分離プロセス組み込み型低

温熱分解ガス化 ・ 触媒改質技術の開発を行 う 。 具体的に

は、 廃棄物系バイオマスに含まれる腐食性成分や灰分の

同時除去を考慮し た熱分解ガス化技術の確立を目的 と し

た未反応チャーによ る吸着除去特性評価、 安価で高い活

性を有 し 耐久性に優れた改質触媒の開発を目的 と し た

ニ ッ ケル含有合金の直接酸化によ る触媒調製 と その性能

評価、 水素分離性能に優れたナ ノ 分離膜の耐食性評価を

目的 と し た模擬ガスによ る分離性能試験を実施する。 各

要素技術の開発および技術的検討に基づき当該システム

の確立に資する有用な知見を得る。

〔内容および成果〕

　 ガス化プロセスに関し ては、 一般的なニ ッ ケル触媒に

セ リ ウ ム酸化物 （CeO2） を添加する こ と で無機ガス回収

効果およびガス中不純物 と な る タール成分除去効果が高

ま る こ と を示し、 これは CeO2 の酸化能によ る と考察し

た。 また、 実用的で安価な触媒 と し て、 ス テン レ ス鋼管

に金属元素を含む材料の評価を、 劣化要因 と な る高級炭

化水素、 芳香族炭化水素、 チオフ ェ ンを用い、 最適な合

金酸化触媒系のス ク リ ーニング試験を行った結果、 水蒸

気改質 と 部分酸化にはハステ ロ イが、 二酸化炭素改質に

はコバル ト 含有材料が最適触媒 と し て選択された。 これ

を実際に木質のガス化改質試験に適用し、 ガス成分およ

びタール成分に関する生成および除去性データ を取得し

た。 その結果、 上記 2 材料が触媒 と し て有効であ る こ と

を示し た。 膜分離に関し ては、 膜製造方法の改良によ り 、

乾燥 H2 ガスの透過率に関し最大で 6×10-7 molPa-1m-2s-1 が

得られ、第 1,2 年度に比較し てかな り 性能が向上し た。ま

た、 CO や CO2 が共存する場合、 これらの透過率は H2 に

比較し て約 1/3 であ る こ と を見いだし た。

〔備考〕
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分担者 ： 田川智彦、 山田博史 （名古屋大学大学院工学研

究科）

12） 　 鉄鋼ス ラ グ と腐植物質によ る生態系修復技術の受

容性と環境リ スクの総合評価

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE009

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 沿岸海域におけ る磯焼けな どの生態系を修復

する手法 と し て、 海水中の溶存鉄の不足に着目し た製鋼

ス ラ グ と 腐植物質によ る磯焼け回復技術の開発 と その実

証が注目 さ れてい る。 製鋼ス ラ グにはふっ素、 ほ う 素、

鉛などの有害元素が含まれ、 有害金属の環境中の動態や

生態系への影響に関す る 環境 リ ス ク の側面 も 重要であ

る。 本研究では、 腐植酸鉄の生成に及ぼす微生物の役割

を明ら かにし、 可溶性のフルボ酸鉄の生成促進 と 長期安

定性 と 環境安全性の総合評価を行い、 生態系修復技術 と

し ての受容性 と 環境 リ ス ク の両面を重視し た技術指針を

作成する。

〔内容および成果〕

　 実海水を用いて、 pH を実海水 と同程度 （約 8.0） に保

持し た場合の、 製鋼ス ラ グ と 腐植物質 と の相互作用によ

る製鋼ス ラ グ含有成分の溶出を評価し た。 その結果、 有

害重金属の溶出はほ と ん ど見 ら れない こ と が確認 さ れ

た。 製鋼ス ラ グが主に港湾施設へ利用されるにあたって

日本工業標準調査会よ り 提案されている環境安全品質基

準 （港湾用途溶出量基準） と の比較等を行い、 環境安全

性に関わる技術的な指針を提案し た。

〔備考〕

研究代表者 ： 産業技術総合研究所 　 駒井武

13） 　 超高速合成 と溶媒抽出を統合 し た新規高効率バイ

オデ ィ ーゼル燃料製造技術の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD011

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 液化ジ メ チルエーテル （DME） の添加によ り 反

応系を均一相にし てバイオデ ィ ーゼル燃料 (BDF) を超高

速に合成する合成技術 と、 副生成する グ リ セ リ ンか ら メ

タ ノ ールを回収する ための液化 DME を用いた抽出技術

を統合し て、従来にない高効率な BDF 製造技術、つま り 、

小型の装置にて高速かつ効率よ く 連続的に BDF を製造す

る技術を開発する こ と を研究の目的 と する。 さ らに、 本

提案の製造技術を核 と し た燃料化 リ サイ クル技術システ

ムを提示し、 技術および技術システムの評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度にグ リ セ リ ンの分離の観点か ら最も連続反応系

に適し たアセ ト ン添加系に対し て、 連続操作を試み、 最

適条件を検討し た。 さ ら に、 前年度提案し た二段反応の

最適化を行い、 連続実験系へ拡張し、 品質 と 反応特性を

解析し た。 また一方、 流通型の リ ア ク ターを用いて、 さ

ら な る反応収率の向上 と 省資源化を目指し、 相溶解性を

考慮し て溶媒フ リ ーな BDF 合成系を構築し て、その反応

特性を明らかにし た。 　 BDF 合成 ・ メ タ ノール回収系の

構成二成分系の相平衡測定を完了し、 抽出系の相平衡計

算を行って、 メ タ ノ ール回収に関する分離操作を提示し

た。 また、 他の技術シス テム と 比較し て、 その優位性を

確認し た。

〔備考〕

14） 　 廃棄物政策のイ ンセンテ ィ ブ設計

〔研究課題コー ド〕 0911CD017

〔担当者〕 ○田崎智宏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

横尾英史

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

15） 　 経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果

ガス排出の抑制に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA003

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

森口祐一， 加用千裕， 中島謙一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 2050 年までに温室効果ガス排出量世界半減 と

い う 目標を実現する ためには、 世界人口の半分以上、 温

室効果ガス排出量の半分以上のシェ アを占める と 言われ

ている アジア地域において低炭素社会を実現する方策を

検討する こ と が不可欠であ る。 本研究は、 先進国が歩ん

でき たエネルギー ・ 資源浪費型発展パスの途を繰 り 返す

のではな く 、 生活レベルを向上させながら も、 低炭素排

出、 低資源消費の社会に移行する方策について検討し、

その発展パス を描 く ための研究プロ ジ ェ ク ト の一環 と し

て、 資源生産性の向上や資源の循環的利用に着目し た低

炭素社会の構築のための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

経済発展に伴 う 資源消費増大に起因する温室効果ガスの

抑制に関する研究については、 ２ ヵ 年で整備し たモデル
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と 基礎データ を も と に、 発展シナ リ オを踏まえた将来の

資源需要推計を行い、GHG の排出量 と削減可能性を算定

し た。 特に紙 ・ 板紙を対象に行った分析を拡張し、 製材 ・

合板 ・ 木質ボー ド と いった木材製品を対象 と し た分析を

行った。

〔備考〕

16） 　 気候変動を考慮 し た農業地域の面的水管理 ・ カ ス

ケー ド型資源循環システムの構築

〔研究課題コー ド〕 0913KB001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

17） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立 と寿

命分布の国際比較分析

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

18） 　 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評

価および有用金属の回収に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD008

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 有用金属 （レ ア メ タル、 コ モン メ タルを含む）

に関する資源価値は年々増加し てお り 、 世界各国で金属

資源のナシ ョ ナ リ ズムが高ま っている。 我が国は、 一部

国内で採掘可能なレア メ タルの産出 ・ 生産を除けば、 金

属資源の大部分を他国に依存し ている こ と か ら、 資源確

保の方策について検討する必要性が高ま っている。 製品

や材料に含有されている金属資源の有効活用はその一手

段であ るが、 製品中の金属含有量に関する規制も高ま る

中、 現在の流通品だけを対象 と するのは持続可能な資源

確保の主要な手段には成 り 得ない。 一方で、 過去に流通

し た製品の う ち含有金属が再資源化されず、 処理処分さ

れた成分の多 く は最終処分場に集積されてお り 、 その蓄

積埋蔵量は相当量に上る こ と が推測 さ れる。 本研究は、

廃棄物最終処分場の有する有用金属類の利用可能性を評

価し、 都市鉱山 と し て位置づける ための技術的な情報を

提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 最終処分場ボーリ ングコ アを 対象に含有金属種およ び

化学的形態のス ク リ ーニングを行い、金属資源と し ての高

いポテンシャ ルが確認さ れた。電気的還元によ り 鉄をサイ

ク リ ッ ク に供給する 電気培養装置を用いた鉄酸化細菌の

培養によ る 、最終処分場埋立物試料から の金属の可溶化を

試みた。 アルミ 、 銅など の金属の他、 ニッ ケル、 マン ガ

ン、 リ チウ ム、 ネオジム、 コ バルト などのレアメ タ ル・ レ

アアース を含む金属の溶出が確認さ れ、鉄酸化細菌によ る

可溶化が認めら れた。低コ ス ト で連続的な金属可溶化・ 回

収を可能と する コ ア技術と し て、最終処分場における 原位

置バイ オリ ーチングの適用可能性が示さ れた。

〔備考〕

19） 　 埋立地ガス放出緩和技術のコ ベネ フ ッ ト の比較検

証に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1012BA001

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 遠藤和人， 金喜鍾， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 埋立地ガ ス放出緩和技術におけ る温室効果ガ

ス と 浸出水の長期的な挙動を、 実験 と 現場観測で得た

データによ り 定式化する こ と で、 温室効果ガス放出削減

と 浸出水汚濁防止 と い う コベネフ ィ ッ ト を定量的に評価

し、 比較検証する。 準好気性埋立技術のコベネフ ィ ッ ト

を東アジアの気候 ・ 廃棄物の条件下で最適化する技術仕

様を提示する。 以上よ り 、 準好気性埋立技術の埋立地ガ

ス放出緩和技術と し ての優位性を示す。

〔内容および成果〕

　 酸素濃度をパラ メ ータ と し て廃棄物埋立地から の温室

効果ガス （ メ タ ン ・ 亜酸化窒素） の排出挙動を定式化し

た。 特に、 既往研究が少な く 、 準好気性埋立および好気

性埋立で支配的な、 好気性ガス化反応 と 嫌気性ガス化反

応が共存する条件下におけ る排出挙動に着目し、 培養試

験 （微好気性条件） な らびにカ ラ ム試験 （好気領域 と 嫌

気領域の偏在条件） によ り 把握し た。

　 ラ イ シ メ ータ実験におけ る浸出水水質等のデータ取得

を進める と 共に、 カ ラ ム実験や培養試験によ り 、 有機物

分解によ る低分子化 （可溶化） と 浸透水によ る洗い出し

効果によ る窒素成分の気相、 液相、 固相への分配 と その

時間変化を定式化し た。 なお、 本業務は福岡大学 と の共

同研究であ る。

　 タ イにおけ る テス ト セルおよびラ イ シ メ ータ実験を継

続する と 共に、 室内カ ラ ムによ り 、 内外温度差によ る大

気浸入量 と 含水率、 微生物代謝量、 浸入面積等の関係を

求め、 多孔質二相流モデルを用いて、 所用条件下で埋立

内部の大気 と 水分の空間分布を表現でき る よ う に定式化

し た。
―  127  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
〔備考〕

20） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

21） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

22） 　 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理シス

テム開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1012BE002

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 産業系 ・ 民生系 ・ 廃棄物系等の幅広い分野で、

国際的動向にあ る地球温暖化対策 と し て、 省エネルギー

化のきめ細かな対策の取 り 組みが強化されている。 水処

理分野で も、 下水道では曝気風量の適正化、 嫌気好気化

に よ る 亜酸化窒素の発生抑制等省エネ化が進んでい る

が、 浄化槽で も取 り 組み強化が必至な状況にあ る。 本研

究では、 これら の点を踏まえ、 低炭素型社会創 り におい

て重要な生活排水対策の要であ る、 浄化槽の曝気効率 ・

ブ ロ ワ エネルギー効率向上に よ る消費電力 50％以上削

減、 電力を要し ない リ ン除去法によ る必要電力の大幅削

減、 システム電力源 と し て従来の化石エネルギー利用を

自然再生可能エネルギー活用に転換し たゼロエ ミ ッ シ ョ

ン化によ る、既存・新技術適用型の地球温暖化ポテンシャ

ル削減最大化 と、 国民の安心性を保持可能な衛生的安全

性確保の両立するパラ ダ イ ムシフ ト 化新技術管理システ

ムの開発 ・ 確立化を目的と し て強化推進する。

〔内容および成果〕

　 前年度の研究成果を踏まえ、 実験データ をベースに活

性汚泥法におけ る省電力化法 と し て、 間欠運転によ る電

力制御を導入し、 排水処理特性に及ぼす影響を明ら かに

する と同時に、 生物反応に伴 う CH4 や N2O 発生量、 窒素

挙動と N2O 発生の関係性を明らかにし た。 温室効果ガス

排出量の内訳は、電力由来の CO2、処理過程における N2O

および CH4、 汚泥処理に伴 う N2O （焼却） および CH4 （埋

立） と し、 12 hr 間欠運転では、 電力消費を半減でき る も

のの、 処理過程における N2O が多く なる ので、 従来法の

10% 程度の削減効果に止ま った。6、4、2 hr 間欠停止では、

電力消費を半減でき 、 処理過程における N2O も 大き く 削

減でき 、 従来法の 20% 程度の削減効果が得ら れた。 今回

の実験では、 電力制御によ り 、 処理水質を維持し ながら 、

総合的な温室効果ガス 排出の削減でき る 成果が得ら れた。

〔備考〕

当課題は循環型社会研究プロ グ ラ ム PJ2「アジア地域に適

し た都市廃棄物の適正管理技術システムの構築」、循環セ

ン ター調査研究「地域環境再生のための総合的環境修復・

循環技術システムの構築」 、 「生活系液状廃棄物の適正処

理と温室効果ガス削減技術システムの構築」 にも関連

23） 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

24） 　 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸と し たレア メ

タル回収システム

〔研究課題コー ド〕 1012CD002

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

橋本征二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

25） 　 熱力学解析と Ｍ Ｆ Ａ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1012CD003

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

小口正弘

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

26） 　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

〔研究課題コー ド〕 1012CD004

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

27） 　 望ま し い地域循環圏形成を支援する評価システム

の構築と シナ リ オ分析

〔研究課題コー ド〕 1013BE001
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〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 大西悟

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

28） 　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニ タ

リ ング方法と除去特性および評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1014CD002

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 廃プ ラ ス チ ッ ク 類が中間処理施設において圧

縮 ・ 摩擦などの物理化学的作用を受け る結果排出される

可能性のあ る多種類の揮発性有機化合物 （VOC） を対象

と し、 新規に建設 さ れ る 施設での実測 と 室内試験等に

よ って以下の内容について明ら かにする こ と を目的 と す

る。 すなわち、 1) 種々の VOC の排出特性を明確にし、 2)

新規に適用される光触媒分解法を用いた低減技術の処理

特性を評価する こ と、 3) 比較的低濃度で多種の化合物が

共存する系について適切なモニ タ リ ング技術を開発する

こ と、 さ らに 4) 排出後の物質の環境濃度を測定および予

測し これら によ る環境 リ ス ク を踏まえた施設での対策水

準を設定する科学的根拠を提示する こ と、 であ る。

〔内容および成果〕

　 捕集管と加熱脱離 (TDS)法およびGC/MS システムによ

る測定法を実際に廃プ ラ スチ ッ ク リ サイ クル施設か ら排

出される VOC等の有害汚染物質のモニ タ リ ング調査結果

に適用し た結果で、 光触媒分解装置の前後で濃度の増大

がみられたホルムアルデ ヒ ド およびアセ ト アルデ ヒ ド に

ついて、 生成前駆体 と 推測される メ タ ノ ールおよびエタ

ノ ールを用いて室内実験を行った。約 1500 ～ 2500μg/m3

の メ タ ノ ール、 エタ ノ ールを光触媒分解装置に導入する

こ と によ り 、入口濃度に対しそれぞれ約 0.3% のホルムア

ルデ ヒ ドおよび約 1.4% のアセ ト アルデ ヒ ド が生成し た。

また、 水蒸気量の増大によ り ホルムアルデ ヒ ド の生成率

は直線的に増加する こ と を明らかにし た。

　 簡易かつ包括的に有害汚染物質を測定する と い う 観点

から、 BTX 類 （ベンゼン、 ト ルエン、 o- キシレ ン、 p- キ

シレ ン、 スチレ ン、 エチルベンゼン） を対象物質 と し た

包括的 VOC 分析法の確立をはかった。その結果、TenaxTA

および CarbotrapB を二層に充てんし た吸着管を用いる こ

と で、 検出下限 と 定量下限がそれぞれ ト ルエン換算 と し

て 0.7μg/m3 および 2.2μg/m3 で、200L の採取量まで破過

等生じ る こ と な く 測定可能であ る こ と を明ら かにし、 お

おむね測定方法を確立し た。

〔備考〕

29） 　 安全 ・ 安心 と 資源循環に資する災害廃棄物処理技

術 ・ システムに関する緊急研究

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1111AR004

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 河井紘輔， 加用千裕， 寺園淳， 滝上

英孝， 鈴木剛， 小口正弘， 藤森崇， 倉持秀敏，

肴倉宏史， 山田正人， 遠藤和人， 石垣智基， 石

森洋行，金喜鍾，蛯江美孝，神保有亮，稲葉陸太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 未曾有の東日本大震災で、 東北沿岸部は津波に

よ り 一瞬の う ちに瓦礫 と 化し た。 想像を絶する膨大な災

害廃棄物の処理は、 生活環境保全 ・ 人の健康確保のため

のみな らず、 被災地におけ る早期の復旧 ・ 復興のために

取 り 組ま なければな ら ない最大かつ喫緊の課題であ り 、

さ らに、 放射性物質に汚染されたおそれのあ る災害廃棄

物への対処も重要かつ喫緊の課題と なっている。

　 本研究では、 安全 ・ 安心で資源循環が十分確保 さ れ、

複雑多様な特徴を もつ災害廃棄物を適切に処理でき る低

コ ス ト かつ頑強な技術を確立する と と も に、 その成果を

で被災地での災害廃棄物処理にフ ィ ー ド バッ ク させる こ

と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 焼却施設におけ る放射性セシ ウ ム等の挙動および媒体

間の移行などに関するデータ を蓄積する こ と は、 放射能

によ り 汚染された廃棄物の処理処分を適正に行 う ために

重要 と 考え られる。 と く に、 溶融工程を備えた施設にお

いて、 施設運転上の条件 と 上記挙動特性など と の関係を

定量的に得る こ と によ って、 当該分野のガ イ ド ラ イ ンの

充実をはかる こ と を目的 と し て、 灰溶融炉付帯焼却施設

におけ る 放射性元素等の測定お よ び除去性等の調査を

行った。 施設はス ト ーカ型焼却炉を備え、 定格ごみ処理

量 40 t/ 日で比較的小規模であ るが、 灰溶融施設を備えて

お り 、わが国の典型的な一般廃棄物処理プラ ン ト であ る。

結果の一部か らは、 以下のよ う な特徴がみられた。 バグ

フ ィ ルターによ る排ガス中放射性セシ ウ ムの単純除去率

は、 焼却側で 99.94% 以上、 溶融側で 99.97% 以上であっ

た。固体試料に関し ては焼却灰が 1,000 ～ 1,900Bq/kg、焼

却飛灰が 4,000 ～ 15,000Bq/kg、溶融飛灰が 1,800 ～ 14,000

Bq/kgおよび飛灰固化物が5,200～9,200 Bq/kgであった。単

位時間当た り の流量収支面では実施設であ る ために生じ

る差も あ るが、 焼却側集じん装置前での量はおおむね飛

灰中の量 と 一致し ていた。 溶融側では溶融対象の灰中の

量がス ラ グ と 冷却水に移行し た と 推定されたが、 残分に
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ついては溶融飛灰の測定値か ら は収支上合わない面が

あった。 また、 固化される飛灰については焼却飛灰の影

響度の方が大きかった。

〔備考〕

30） 　 持続可能な最終処分場に関す る ア ジ ア若手研究

ネ ッ ト ワークの構築

〔研究課題コー ド〕 1111BY015

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

31） 　 浄化槽および汲み取 り 便槽における温室効果ガス

実測調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY016

〔担当者〕 ○蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 現在の我が国の温室効果ガ ス イ ンベン ト リ に

おいて、 浄化槽や汲み取 り 便槽等の分散型生活排水処理

に係る温室効果ガス排出係数は、 調査事例の不足等によ

り 必ずし も十分でない知見に基づき設定し てい る ため、

算定し た温室効果ガス排出量は、 我が国の実際の排出量

と 乖離し ている可能性があ る。 本調査においては、 分散

型生活排水処理に係る温室効果ガス排出係数の実測調査

を行い、 よ り 実態に沿った も のに改善する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

浄化槽および汲み取 り 便槽におけ る温室効果ガス排出量

の調査方法を確立する と と も に、 温室効果ガス排出量の

算定について方法論を検討し た。 また、 合併処理浄化槽

24 施設程度、 単独処理浄化槽 6 施設程度、 汲み取 り 便槽

30 施設程度を対象と し て調査 ・ ガス分析を行い、 冬季に

おけ る温室効果ガス排出量の調査結果を得る こ と ができ

た。

〔備考〕

32） 　 浸出水中の有機化合物に対する海面処分場粘土ラ

イナーの遮蔽性能評価

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 1111KZ002

〔担当者〕 ○石森洋行 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基， 山田正人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 最終処分場の浸出水中に含まれる 1,4- ジオキサ

ン （1,4-DX） と ビ ス フ ェ ノ ール A （BPA） は、 粘土鉱物

と 水分子の水和反応を阻害する低い極性またはフ ェ ノ ー

ル基を もつ有機化合物であ り 粘土ラ イナーの遮水性能を

低下させる恐れがあ る。 本研究では、 海面処分場遮水工

と なる海底粘土を と り あげ、 その 1,4-DX と BPA に対す

る遮水性能評価を明らかにする ために長期透水試験 と吸

着試験を行った。

〔内容および成果〕

　 有機物量の多い海底粘土では BPA の吸着を期待でき る

が、 1,4-DX の吸着は有機物量と の相関は認められず、 海

底粘土のみな らず、 陸上処分場で用い られるベン ト ナイ

ト で も大き な吸着は見込めない。 また透水係数に及ぼす

これら有機化合物の影響は、 BPA の場合では飽和溶解度

の低い限られた濃度レベルでは海底粘土は低い透水係数

を維持で き たが、 1,4-DX の場合ではその濃度が 10,000

ppm を超え る と透水係数は増加し た。

〔備考〕

33） 　 分散型排水処理システムと し ての浄化槽の高度化 ・

適正化に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 1111LA001

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），蛯

江美孝

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 21 世紀は 「環境の世紀」 と いわれ、 環境に与え

る負荷軽減への取 り 組みが進められてお り 、 家庭か ら排

出される生活系排水の水量、 水質が変化し てい く こ と が

推定される。 また、 処理性能の高度化 と と も に、 低炭素

型の浄化槽が注目を集めつつあ り 、 評価手法の開発は非

常に重要であ る。 本研究では生活系排水に関する調査を

含む浄化槽技術の評価手法に関する研究を共同で実施す

る。

〔内容および成果〕

浄化槽研究におけ る生活排水の原水設定について検討を

進める ため、 汚水の有機物濃度、 生分解性等について調

査を実施 し、 基本データーを得る こ と がで き た。 ま た、

浄化槽か ら の温室効果ガ スの排出特性を調査し た結果、

原水の流入に対す る 変動が大 き い こ と な ど が明か と な

り 、 適切なモニタ リ ング ・ 評価方法の基盤を構築でき た。

〔備考〕

34） 　 生ごみ・生活排水等液状廃棄物適正処理技術システ

ムの開発及び評価に関する研究

〔区分名〕 共同研究
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〔研究課題コー ド〕 1111LA002

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環・ 廃棄物研究セン ター），蛯

江美孝

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 生ごみ ・ 生活排水等液状廃棄物の高度処理およ

び温室効果ガス排出量削減を達成する技術システムの開

発 ・ 評価を目的 と し て、 浄化槽におけ る処理性能および

温室効果ガス排出量に影響を及ぼす因子の調査 ・ 解析を

行った。

〔内容および成果〕

恒温実験室に設置し た実規模浄化槽におけ る温室効果ガ

ス排出量の連続モニ タ リ ングによ り 、 生活排水の流入状

況に応じ て メ タ ンおよび亜酸化窒素の排出量が大き く 変

化する こ と、 浄化槽内の嫌気 ・ 好気循環 と い う 簡便な運

転操作条件によ って、 排水の高度処理化 と と も に、 温室

効果ガス排出量を削減でき る こ と など を明か と し た。 ま

た、 浄化槽実設置現場におけ る終日試験を継続的に実施

し、 節水機器等の導入によ る高濃度 ・ 低水量化が処理性

能お よ び温室効果ガ ス排出量に及ぼす影響解析を進め

た。

〔備考〕

35） 　 建設分野における鋼構造 LCA 技術の構築に関する

研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1111NA002

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 鉄お よび競合する素材の環境負荷を削減する

観点から、 ラ イ フサイ クル思考に基づきその適切な評価

方法について検討を行 う 。

〔内容および成果〕

1. 鉄の利用時の環境負荷低減の観点から の評価方法の整

理

1.1 リ サイ クル効果評価時のシステム境界の設定

　 リ サイ クル効果の算定値は、 システム境界の設定範囲

に よ って変化し得る。 境界範囲を狭め る こ と に よ っ て、

社会全体での効果が適切に算出 さ れない可能性も あ る。

様々な素材について、 リ サイ クル効果の評価を行ってい

る既往の研究事例において、 どのよ う なシステム境界が

採用されているかについて整理し た。

1.2 鉄の使用に関する システム境界

　 世界的な鉄鋼の需給バラ ン ス を考慮する と、 現状では

鉄ス ク ラ ッ プの使用が、 間接的に新規の鉄鋼製造を誘発

する こ と を考慮し た評価方法を設定し た。

2. 鉄と他の素材と の比較の観点からの評価方法の整理

使用量／機能単位、 耐用年数、 環境負荷 （隠れたフ ロー

を含む）、 リ サイ クル性、 資源の希少性、 費用など、 評価

で考慮すべき項目の整理を行った。

〔備考〕

36） 　 未利用 リ ン資源の有効活用に向けた リ ン資源循環

モデル開発

〔研究課題コー ド〕 1112BE001

〔担当者〕 ○中島謙一 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

37） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コー ド〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 藤森崇， 中島大

介， 白石不二雄， 稲葉一穂， 岩崎一弘， 村田智

吉， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 今後、 廃棄フ ローへの流入が増加し、 環境排出

や汚染が見込まれる液晶テレ ビ、 携帯電話、 パソ コ ンに

代表される汎用 IT製品を対象 と し てその製品ラ イ フサイ

クルにおけ る金属類 （重金属類やレア メ タル） の環境排

出や動態、 ヒ ト 曝露及び土壌圏影響について対象環境を

分野横断的に と ら えた調査、 考察を行い、 製品ラ イ フサ

イ クルを通じ た当該金属類の リ ス ク評価 と 管理を適切に

実施する上でのプロ ト タ イプ研究と し て実施する。

〔内容および成果〕

　 汎用 IT 製品部材 と し て、 基板、 ブラ ウ ン管ガ ラ ス、 液

晶パネルを重要な対象試料 と 考えて含有される金属類の

分析法検討を行い、 含有 ・ 溶出分析を実施し て、 製品中

の化学情報の把握を行った。 液晶パネルからは砒素また

はアンチモンが % レベルの含有量で検出される試料があ

り 、 リ サイ クルを行 う 際に注意すべき元素 と考え られた。

イ ンジ ウ ムを含めた大気中希少金属の濃度測定法を検討

し、東京の大気粉塵中イ ンジウ ム濃度の過去 30 年間中の

3 時点間の経年変化を調べた。大気体積当た り の濃度は減

少傾向にあ り 、 粉塵重量当た り の濃度は一定傾向にあっ

た。 性状の異な る土壌を対象 と し て、 レア メ タルや重金

属類の製品か らの溶脱、 化学形態変化や地下浸透挙動に

ついて土壌カ ラ ム実験を通じ た検討を開始し た。

〔備考〕
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38） 　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 1113BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

39） 　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1113BE002

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

藤森崇

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

40） 　 東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全

品質管理手法の確立

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE003

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

大迫政浩， 遠藤和人， 石森洋行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東アジア共通化が可能な、 循環資材の環境安全

品質管理手法を確立する。 すなわち、 ラ イ フサイ クルを

通し た品質管理の枠組み と 試験評価 ・ 解析手法を各国の

循環資材へ適用し標準規格化を図る。 また、 循環資材の

環境安全品質向上を目的に、 主に都市ごみ焼却灰利用製

品の製造技術 （溶融 ・ セ メ ン ト 原料化） と 品質管理技術

の高度化を図る。

〔内容および成果〕

　 東アジアにおけ る循環資材の発生 と 利用や法制度、 情

報管理方策等の資料調査、 ヒ ア リ ング調査を行った。 中

国、 韓国、 台湾の専門家に循環資材の環境安全品質管理

に関する枠組みを提案し、 標準化に向けた課題を整理し

た。 乾湿履歴を受け る用途を想定し、 乾湿サイ クル試験

法におけ る試験温度 と 水浸 ・ 乾燥時間設定を促進率の観

点か ら整理し、 実試験を実施し た。 カ ラ ム と バ ッ チ溶出

試験の結果の相互変換のためのシ リ アルバッ チ試験を実

施し、 撹拌強度の影響を環境影響解析モデルへ導入する

手法を検討し た。 製鋼ス ラ グを対象に、 検体数を含めた

適切な代表試料の採取法を理論 と 実証の両面か ら 示 し

た。

〔備考〕

41） 　 アスベス ト 含有建材の選別手法確立 と再生砕石の

安全性評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE004

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 山本貴士

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 廃コ ン ク リ ー ト は再生砕石等と し て97%が再利

用され、 砕石利用量の 29% を占めているが、 アスベス ト

を含有する ス レー ト 板等のアスベス ト の再生砕石への混

入が社会問題化し てお り 、 その防止 と 安全性の確保が緊

急の課題 と なっている。 本研究では、 目視によ る ア スベ

ス ト 含有建材の選別除去手法 と 作業現場等の飛散防止対

策及び一連の工程におけ る健康 リ ス ク を検討する こ と に

よ り 、 建築物の解体か ら再生利用に至る までの安全性を

確保す る ための判定－選別－飛散防止シ ス テ ム を構築

し、 リ サイ クルの推進 と 環境安全性の両立を図る。 その

ため、 (1) 実態調査を行い、 アスベス ト 建材の混入経路 と

要因を把握する。 (2) 目視によ る アスベス ト 建材の判定法

を確立する。 (3) 作業現場等における安全対策のため、 ア

スベス ト 繊維の飛散 ・ 流出挙動を把握し、 飛散防止対策

を提示する。 (4) 一連の工程における アスベス ト 繊維の飛

散量を予測し、 人の健康に対する リ ス ク を求める。

〔内容および成果〕

　 被災地におけ る混合廃棄物か ら のア スベス ト 分別を試

みた。 混合廃棄物のほ と んどが湿潤状態であ り 、 津波堆

積物が付着し ている こ と か ら、 ア スベス ト 含有建材の除

去は不可能な状況であった。 仮置場の破砕施設におけ る

手選別工程を改良し、 有価物 （再生可能品） を手選別で

除去し て、 ア スベス ト 含有の恐れがあ る建材等を埋立処

分する方法を提案し た。 また、 ア スベス ト の迅速判定法

の実証試験を現地で実施し、 1 日に数十検体のアスベス

ト 含有判定が可能であ る こ と が明ら か と なった。 次年度

以降実施する土壌中に含有する ア スベス ト 飛散調査を行

う ための試験装置を開発し て試運転等を実施し た。

〔備考〕

42） 　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じ た埋立地浸

出水対策の適正な技術移転に関する検討

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE005

〔担当者〕 ○石垣智基 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 遠藤和人， 蛯江美孝， 神保有亮

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 アジア特有の地理文化的な背景を踏ま えた う

えで、 都市の発展に応じ た埋立地浸出水の変動に対応可

能な技術を開発 ・ 検証し、 都市の廃棄物管理体系 と 一体

化し た浸出水の管理方策を日本の技術移転パ ッ ケージ と
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し て包括的に提案する。 アジア都市域の廃棄物管理体系

は、 経済成長および環境保全にかかる国際的枠組の影響

を受けて大き な変革を遂げる過渡期にあ る。 なかで も、

廃棄物埋立地は単純な投棄地か ら、 資源回収拠点あ るい

は温室効果ガス管理の対策拠点 と し て、 日本を含む諸外

国か ら注視されている状況にあ る。 しかし多 く の埋立地

の機能 ・ 構造強化に際し て、 浸出水対策の高度化は置き

去 り に されてお り 、 貯留池や地盤への浸透など旧態依然

のま まのケースが多 く 見受け られる。 浸出水対策を単な

る末端技術 と し てではな く 、 都市域の廃棄物フ ローの高

度化 ・ 多様化に伴い問題が集約し た場 と し て捉え、 廃棄

物管理技術 ・ システムの移転および導入を完結させる た

め、 問題低減の最適手法 と 効果について実証的に提示す

る。

〔内容および成果〕

　 アジアの浸出水において総溶存物質問題が顕在化し て

お り 、 膜処理を含めた埋立層循環 ・ 放流システム適用の

余地があ り 、 低コ ス ト 循環水質制御方法 と し て、 酸化池

水の凝集沈殿処理の妥当性が示された。 放流水の生態安

全性確保にはアンモニア除去が重要であ り 、 アナモ ッ ク

ス反応によ る原位置窒素除去におけ る共存物質の阻害要

因 と その回復に関する知見を得た。 実貯留池の簡易な改

変 ・ 高機能化に向け人工湿地化可能な範囲 と 水量を試算

し た。 人工湿地において、 水平浸透流及びステ ッ プ流入

比の制御によ り 効率的な窒素除去が可能であ る こ と が示

された。 また、 吸着 ・ 光酸化型複合触媒によ り 浸出水中

化学物質の除去が可能であ り 、 広大な処分場敷地および

貯留池を活用し た処理可能性が示された。 イ ン ド ネシア

の産業廃棄物管理の履歴 と 実態に関し て調査し、 現実的

に直面し ている処理対象物の管理、 技術上の限界点、 費

用等の問題点が抽出された。 これらの廃棄物管理の問題

の対策パ ッ ケージ と し ての技術シ ス テ ム の提案 ・ 評価

ツールを開発し、 ごみ管理方法 と 処分場の構造が末端の

浸出水の適正な管理に与え る影響が定量的に示され、 技

術選択上の重要な知見が得られた。

〔備考〕

43） 　 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資

源循環システムの設計手法

〔研究課題コー ド〕 1113BE006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 蛯江美孝， 徐開欽， 珠坪一晃， 水落元之，

岡寺智大

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

44） 　 最終処分場機能の健全性の検査手法と 回復技術に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE007

〔担当者〕 ○遠藤和人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

山田正人， 石垣智基

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 共同命令前に設置された古い構造、 も し く は保

有水が長期的に湛水する等管理が不十分な処分場は、 廃

止までの期間が長期化し、 崩落や漏水などの リ ス ク が高

く 、 不健全な負の遺産の予備軍であ る。 最終処分場の健

全性を ス ク リ ーニングする ため、 沈下、 構造、 設備、 地

下水、 保有水量、 浸出水、 ガス発生量等の項目を、 アン

ケー ト や観測井モニ タ リ ング、 物理探査等の検査技術で

把握し、 構造安定性 と 排水機能を数値解析等によ って評

価する。保有水と ガスの質・量の変動を、発生ポテンシャ

ル試験や観測データの ト レ ン ド 解析によ って評価し、 廃

止までに要する期間を処分場諸元 と 対応させて類型化す

る。 以上の情報よ り 、 処分場の健全さ を ス コ ア リ ング し、

必要な対策の優先順位付けをする。 また、 不健全さ の類

型 と 対応し て、 健全さ を回復させる補強や安定化促進の

ための技術の費用対効果を求める。 これら最終処分場の

点検 と 改善技術を記し たマニ ュ アル案を総合報告書 と し

て提示する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 構造的健全性評価のための検査技術開発 ： 実在の産

業廃棄物処分場にて弾性波探査、 電磁波探査、 比抵抗探

査を実施し、 土堰堤構造評価を実施し た。 いずれの物理

探査手法によ って も土堰堤 と 廃棄物層 と の境界部分を明

ら かにする こ と が可能であった。 電磁波探査の場合は測

定が容易で迅速であ るが、 正確な深度を評価する こ と が

難し く 、 比抵抗探査は測定に時間を要するかわ り に深度

を明確に判定可能であ る こ と が明ら か と なった。 弾性波

探査の う ち、 表面波探査は測定が平坦な場所に限定され

る も のの、 精度良 く 土堰堤構造を評価可能であった。 ま

た、 廃棄物粒径ご と の締固め曲線を求め、 最大乾燥密度

は 1.25 ～ 1.30 Mg/m3 の範囲にあ る こ と がわかった。焼却

残さ埋立の場合、 水和反応生成物によ る間隙構造の変化

が日排水船団時の強度特性に影響を及ぼすこ と を明ら か

にし た。 さ ら に、 現地で採取し た廃棄物を用いて、 直径

15cm、30cm の中型圧密排水三軸試験を実施し た結果、不

飽和試料で 35.1 ～ 36.4 度の内部摩擦角が得られ、飽和条

件でも 31.6 度と なった。 地下水への漏洩に関する影響調

査を行 う 際、 地下水観測井戸か らの検液採取方法につい

て検討し、 底泥混入によ る障害を除去する ためには、 採
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水器ではな く 、 ポンプによ る採取を行った方が良い こ と

がわかった。

（ ２ ） 維持管理期間の推定に関する評価技術 ： 8 か所の処

分場におけ る浸出水データ も用いて、 埋立開始から の年

数、 浸出水水量、 BOD/COD、 T-N について ト レ ン ド解析

を実施し た。特に T-N と時間の関係は明瞭であ り 、今後、

埋立処分場要件についての情報を加味し た解析を実施す

る。 また、 産業廃棄物処分場において場内観測孔を用い

たガス発生フ ラ ッ ク ス試験を実施し た。 硫化水素ガス発

生ポテンシ ャル と し て廃石膏埋立に着目し、 室内嫌気性

培養試験を実施し、硫化水素ガス発生量原単位が 150μL/

g- 科学糊 ・ 石膏粉であ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

45） 　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関す

る研究

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE008

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

石垣智基， 大迫政浩， 河井紘輔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 現在、 アジア地域の静脈産業市場では欧米企業

の進出が活発であ り 、 わが国は出遅れている。 わが国の

これまでの公共主導、 箱物型の技術移転の在 り 方を見直

し、 欧米等によ る不適正な技術を用いた利益確定重視な

事業展開に対抗すべきであ る。 本研究では、 日本がアジ

ア と い う 風土で培って き た静脈産業の途上国への持続的

な移転を促すため、 先行事例や日本型技術、 事業環境を

精査し、 日本の廃棄物処理業等が廃棄物 ・ 資源管理事業

をアジア地域で事業を展開する際の戦略を提示する。

　 具体的には、 日本型技術の優位性を技術開発史 と 欧米

技術 と の対峙によ り 評価する。 現地パー ト ナーの資質や

既存市場、 行政 ・ 法制度等の事業環境を特定する。 先行

事例 と 共に事業の適切な展開範囲を分析する。 複数のア

ジア都市で資金調達手法や利益化手法、 環境改善効果評

価を含めた事業モデルを立案し、 複数事例を一般化し て

事業者が活用でき る ツール と な る技術移転戦略を提示す

る。

〔内容および成果〕

　 ベ ト ナム国で我が国の静脈産業移転が有望な事業領域

は、 化学系 （有害） 廃棄物、 建設系廃棄物および都市ご

みであ る と 特定された。 化学系 （有害） 廃棄物では、 日

系および欧米企業を当初のターゲ ッ ト と し、 法整備 と の

一体的展開や段階的な 「ローテ ク」 の商品化、 建設廃棄

物では、ODA 事業によ る リ サイ クル品の基準 と利用率の

指定を契機 と し た、 法整備 と の一体的展開によ る土石系

資源の循環利用事業や段階的な再生資源製造拠点整備の

複数企業連携、 大規模埋立地の確保によ る差別化、 都市

ごみでは、 大都市の周辺都市へアジア適合技術を導入し

てい く こ と を契機 と し、 都市ごみ総合管理や資源化 ・ エ

ネルギー化総合拠点整備に関する官民連携によ る事業展

開や、 日本型技術の優位性理論武装によ る差別化、 コ ス

ト ダウ ンを念頭に置いたアジア適合技術のRe-engineering

によ る段階的進出が戦略と し て考え られた。

〔備考〕

46） 　 有害危険な製品 ・ 部材の安全で効果的な回収 ・ リサ

イ クルシステムの構築

〔研究課題コー ド〕 1113BE009

〔担当者〕 ○寺園淳 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），吉

田綾， 中島謙一， 肴倉宏史， 小口正弘

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

47） 　 中間処理残さ 主体埋立地に対応し た安定化促進技

術の開発

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 1113BE010

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会基本計画での最終処分量の目標は

達成される見込みであ る。 しかし、 量的削減は埋立物の

質的濃縮を も た ら し、 その弊害が処分場管理に現れつつ

あ る。 我が国の埋立物はその大半を無機化の進んだ中間

処理残渣が占める と い う 特殊な状態にあ り 、 従来の有機

物対策を主眼 と し た埋立処分技術では対応でき ない。 焼

却灰の固結によ る通水／通気性の低下、 極端な水みちの

形成、 高アルカ リ 化、 重金属等の蓄積 と その不規則な流

出等の問題が顕在化し ている。

　 本研究では、 これら の問題に対処する ために、 中間処

理残渣の安定化過程に関し、 現場調査か ら実態 と 課題を

把握する。 また、 廃棄物同士も し く は土壌 と の混合によ

る埋立物の物理 ・ 化学特性の改善技術 と、 その効果を埋

立実験から検証する。さ らに、有害物流出に対応し たバッ

ク ア ッ プ技術 と し て機能性中間覆土の導入を検討する。

以上よ り 、 早期に良好な土壌化を達成する新しい日本型

の埋立処分技術を確立する。

〔内容および成果〕

　 原発事故由来の放射性物質によ る汚染で東日本の焼却

残さは水の接触を遮断し た特別な埋立を行わなければな
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ら な く なった。 し たがって、 今後数年～数十年、 混合埋

立の対象から除外される放射性物質に汚染された焼却残

さ の発生量を東日本で推計する手法を検討し た。 = 焼却

施設のごみ収集対象範囲の平均空間線量率 と 焼却飛灰等

の放射性セシ ウ ム濃度は一定の正の相関があ り 、 月を追

う ご と に低下し ていた。 土壌に沈着し た放射性セシ ウ ム

の焼却ごみへの年間移行率は最大で数 % と推計された。

　 水 と の接触を遮断し、 万が一放射性セシ ウ ムが溶出し

た際のバ ッ ク ア ッ プ と し て機能する中間覆土 と し て用い

られる土壌層の役割について数値シ ミ ュ レーシ ョ ンで評

価し た。 焼却飛灰か ら溶け出す放射性セシ ウ ムはその溶

出率、 雨水涵養量、 中間覆土の分配係数によ って盈虚を

受ける こ と が明ら か と な り 、 特に、 雨水涵養量を抑制す

る技術開発が最も重要であ る こ と を示し た。

〔備考〕

48） 　 スペ ク ト ラルグ ラ フ理論を利用 し た二酸化炭素排

出構造の国際比較分析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD013

〔担当者〕 ○南齋規介 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 CO2 排出量を基準 と し たアジア諸国の経済的の

ネ ッ ト ワーク構造を環境産業連関分析モデルを用いて同

定し、 そのネ ッ ト ワーク構造に内在する CO2 排出を通じ

て暗黙的に形成 し てい る ア ジ ア経済の集合体 （ク ラ ス

ター） を スペク ト ラルグ ラ フ理論に基づ く ク ラ ス タ リ ン

グ手法によ り 同定する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 2000 年アジア国際産業連関表の部門別に燃

料種別 CO2 排出量の推計と その精査を行った。また、CO2

以外の温室効果ガス （CH4, N2O, HFCs, PFCs, SF6） の部

門別排出量の推計に着手し た。

〔備考〕

49） 　 アジア沿岸域における未知のダ イオキシ ン類縁化

合物の検索と そのリ スク評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD016

〔担当者〕 ○染矢雅之 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 先行研究から 、 アジア沿岸域には、 人為起源に

加え、海洋起源の臭素化ダイ オキシンが広域的に存在する

こ と が示唆さ れた。こ れら 海洋環境中に残留する 人為・ 海

洋起源のダイ オキシン類縁化合物に関し て、包括的な調査

を展開し た事例は世界的にみても 極めて少ない。 加えて、

海洋起源と 考えら れる 臭素化ダイ オキシンの自然合成メ

カニズム、未同定のダイ オキシン類縁化合物の潜在毒性に

ま で言及し 、 総合的に評価し た研究例は皆無である 。

　 そ こ で本研究では、 (1) 海洋起源 と考え られる臭素化ダ

イオキシン類の生成 メ カニズムの解明、 (2) アジア沿岸域

に残留す る 未知 の ダ イ オ キ シ ン 類縁化合物 の探索、

(3)DR-CALUX を用いた臭素化ダ イ オキシン及び未知の

ダ イオキシン類縁化合物の毒性影響評価、 (4) ダ イオキシ

ン類縁化合物に よ る毒性プ ロ フ ァ イルの構築を試みる。

本研究によ り 、 沿岸域の人為、 自然起源を合わせたダ イ

オキシン類縁化合物によ る汚染実態 と その毒性影響につ

いて明ら かにする こ と に加えて、 自然起源のダ イオキシ

ンの生成 メ カニズムに踏み込んだ研究成果を提示できれ

ば、 アジア沿岸域のダ イオキシン類汚染の全様が解明さ

れるのみな らず、 沿岸海洋におけ る ダ イオキシン類縁化

合物の循環 メ カニズム解明の一端を担 う 学術的成果に繋

がる と期待される。

〔内容および成果〕

　 海洋起源と考え られる 3 臭素化体のダ イオキシン異性

体、 137-TriBDD と 138-TriBDD のダ イオキシン様活性の

程度を把握する ため、標準試料を DR-CALUX ア ッ セイに

供し、 TCDD に対する比活性と し て評価し た。 その結果、

137-TriBDD（0.0043） と 138-TriBDD（0.0017）の EC20 値を

基に算出し た比活性は比較的高 く 、 mono-ortho PCBs や

OCDD よ り も 1-2 桁高いこ と が判明し た。算出し た比活性

を基に、 先行研究で示し たアジア沿岸域から採取し た イ

ガ イのダ イオキシン様活性総量に対する 137-TriBDD と

138-TriBDD の寄与率を算出し た と こ ろ、その寄与率が 10

％を超過する海域も一部みられた。 こ の こ と はダ イオキ

シンの毒性影響評価に際し て、 人為起源のみな らず自然

起源のダ イオキシンに関し て も考慮する必要があ る こ と

を示唆し ている。

　 日本沿岸域か ら採取し た二枚貝を対象に、 OH-PBDEs

と MeO-PBDEsの化学分析を実施し た。OH-PBDEsやMeO-

PBDEsはPBDEsの代謝産物であ る こ と に加えて、近年、海

洋の海藻類が自然合成し、 臭素化ダ イ オキシンの前駆物

質 と な る可能性が指摘されている化合物であ る。 分析の

結果、 すべての試料か ら 高濃度の OH-PBDEs と MeO-

PBDEs が検出された。検出された異性体の大半は、OH 体、

MeO 体いずれに関し て も、 異性体 6OH(MeO)-BDE47 と

2'OH(MeO)-BDE68 が占め、 日本沿岸の二枚貝に残留 ・ 蓄

積する OH-PBDEs と MeO-PBDEs の多 く は海洋起源であ

る こ と が判明し た。今後は、OH-PBDEs と MeO-PBDEs を

測定し た試料 と 同一試料を対象に、 臭素化ダ イオキシン
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の化学分析を実施し、 個別異性体の関係性について解析

する予定であ る。

　 以上の成果については、 国内学会にて、 口頭およびポ

ス ター発表し た。

〔備考〕

50） 　 医薬品等糖質コルチ コ イ ド 様物質によ る環境汚染

レベルの把握と生態影響評価

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1114BY001

〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 糖質コルチコ イ ド （Glucocorticoids: GCs） は抗

炎症薬 と し て使用されてお り 、 含有医薬品の生産量は高

い水準でほぼ横ばいであ り 、 環境中への放出が懸念され

る。 本研究では、 天然および合成 GCs の生態系への影響

を評価する。 平成 23 年度は、 愛媛県、 東京都、 神奈川県

内の下水処理場から放出される処理水および河川水にお

ける GCs および GC 受容体アゴニス ト 活性を測定し検出

一般性や濃度レベルを明らかにする こ と を目的と し た。

〔内容および成果〕

　 医薬品のプロ ピオン酸ク ロベタ ゾールなど 6 種類の合

成 GCs および天然 GCs であ る コルチゾルが数 ppt ～数百

ppt レベルで検出される こ と を明らかにし た。河川水にお

いて も数 ppt 以下と低濃度ではあ る ものの数種類の GCs

を検出し た。 in vitro バイ オア ッ セ イ を実施し た と こ ろ、

下水処理水および一部の河川水から GR アゴニス ト 活性

（デキサ メ タ ゾン等量で、 最大 25 ppt） が検出され、 機器

分析の検出濃度順位 と ほぼ一致する結果が得られた。 一

部河川水 （荒川、中川） では、機器分析で対象 と し た GCs

が検出されていないに も関わ らず、 GR アゴニス ト 活性

（数 ppt レベル） が検出され、 対象外の GCs 様物質の存在

が推測された。

〔備考〕

51） 　 一般家庭およびオ フ ィ ス等の室内環境中化学物質

リ スクの包括的評価と毒性同定評価

〔研究課題コー ド〕 1114CD003

〔担当者〕 ○鈴木剛 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

52） 　 資源利用のラ イ フサイ クル管理に関するシステム

評価と制度研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ009

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

稲葉陸太， 遠藤和人， 小口正弘， 河井紘輔， 倉

持秀敏， 徐開欽， 滝上英孝， 田崎智宏， 寺園淳，

中島謙一， 南齋規介， 山田正人， 横尾英史， 吉

田綾， 日引聡

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 将来の資源需要と国際物質フ ローを解析 ・ 評価

する ためのシス テム評価手法の開発 と、 日本の ク リ テ ィ

カル資源の判定 と 資源依存 リ ス ク評価に向けた応用研究

を展開し、 システム評価の深化によ る学術的貢献 と 我が

国の持続的資源利用に向けた社会的技術的要件の提示を

通じ て政策的貢献を行 う 。

　 また、 物質ラ イ フサイ クルにおけ る リ ス ク調査 ・ 管理

方策等を開発や循環型社会 ・ 廃棄物分野におけ る法令 ・

マネジ メ ン ト 手法の展開を行って、 将来日本が備え るべ

き制度 ・ メ カニズムの具体的内容を提示し、 行政や企業

に対する先導的な知的支援に貢献する。

〔内容および成果〕

　 日本の資源需給構造を動学的に記述する国際サプ ラ イ

チェーンモデルの開発のため、 国際産業連関モデルのマ

テ リ アルフ ロー分析への適用手法の開発、 な らびに資源

の供給国 （国別埋蔵量、 生産能力、 政策動向等） につい

ての調査を進めた。 また、 北米におけ る拡大生産者責任

制度と し て、米国カ リ フ ォルニア州における カーペッ ト ・

スチュ ワー ド シ ッ プ ・ プロ グ ラ ム と 建設解体廃棄物制度

を事例調査し た。 これら の制度は、 いずれも州当局の関

与が限定的で、 リ サイ クルや廃棄物処理の実施主体によ

り 近い主体によ り 多 く の裁量を委ねた制度 と いえた。 ま

た、 製品環境政策において重要な政策の一つであ る製品

規格に着目し、 近年の製品機能の多様化が も た らす持続

可能な生産 ・ 消費への影響を考察する と と も に、 多機能

製品の性能評価のアプローチやその課題を整理し た。 そ

れか ら、 国内外における ２ Ｒ （ リ デュース ・ リ ユース）

の政策動向を レ ビ ューし た。

〔備考〕

経済研究の一部は、 文部科学省科研費 「廃棄物政策のイ

ンセンテ ィ ブ設計」 （課題代表者 ： 神戸大学大学院経済学

研究科 ・ 竹内憲司准教授） において実施し た。 また、 拡

大生産者責任制度の調査な らびに多機能製品の研究は、

ＭＯ Ｕ を締結し ている ス ウ ェーデン ・ ルン ド大の研究者

と の共同研究によ り 実施し た。

53） 　 再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化

と適用

〔区分名〕 セン ター調査研究
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〔研究課題コー ド〕 1115AQ012

〔担当者〕 ○肴倉宏史 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

倉持秀敏， 滝上英孝， 遠藤和人， 鈴木剛， 梶原

夏子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 （1） 廃棄物 ・ 副産物の建設材料利用のための

環境安全品質試験の開発 と 標準化 ： 建設材料利用可能な

廃棄物 ・ 副産物 （循環資材） の環境安全品質試験 と 検査

方法の開発 と 標準化を行い， 実試料に適用し てい く と と

も に、 環境安全品質を確保し た循環利用のための方策を

提示する。

（2） 再生プ ラ スチ ッ ク製品を対象に、 含有される添加剤

等の有害物質分析 （含有量試験、 溶出試験等） を行 う 。

また、 その再生過程や使用過程におけ る光や熱、 加水分

解挙動等について実調査 と と も に試験系をデザ イ ン し、

その メ カニズムを調べ、環境安全性に関する考察を行 う 。

〔内容および成果〕

（1） 建設材料利用のための試験法開発 と 標準化では、 循

環資材共通の基本的な考え方を鉄鋼 ・ 非鉄 ・ 廃棄物溶融

ス ラ グの環境安全品質導入指針へ反映させた。 シ リ アル

バ ッ チ試験の条件検討を実施し、 カ ラ ム通水試験に着手

し た。 製鋼ス ラ グの品質ばらつきについて実験的検討を

実施し た。

（2） 再生プ ラ スチ ッ ク製品研究では、 再生ポ リ エチレ ン

樹脂の品質評価を行い、 不良品において酸化劣化によ る

極性官能基が生 じ てい る こ と を赤外分光法に よ り 確認

し、また熱脱着分析によ り 不良品から脂肪族アルデ ヒ ド、

アルコール類が生成する こ と がわか り 、 これらの分析が

プ ラ スチ ッ ク の再生品質を評価する上でのツール と な る

こ と が分かった。

〔備考〕

54） 　 負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測

手法の開発 ・ 評価

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ016

〔担当者〕 ○山本貴士 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

肴倉宏史， 倉持秀敏， 滝上英孝， 梶原夏子， 鈴

木剛， 小口正弘， 山田正人， 遠藤和人， 寺園淳

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 石綿や POPs 等に代表される負の遺産廃棄物、

または資源の循環利用の障害 と な り う るブ ラ ウ ン管ガ ラ

スのよ う な難循環物質に対し、 安全に無害化でき る処理

技術の開発、 また処理技術評価や実処理モニ タ リ ングに

必要 と な る計測手法の開発を通じ、 負の遺産の適切な処

理や資源循環に貢献する。 負の遺産 と なっている不法投

棄や不適正処分場に対し、 社会に実装でき る修復技術シ

ステムを提示する。

〔内容および成果〕

　 災害廃棄物処理に関し、 仮置場での堆積廃棄物の火災

予防を目標 と し て 100ヶ所以上の仮置場調査を行い、 火

災予防方策を取 り ま と めた。 また、 石綿含有物の迅速判

定法について検討し、JIS 法よ り 短時間で判定でき る こ と

を確認し、 被災建築物のマ ッ ピングに適用し た。 POPs 処

理に関し、 有機フ ッ 素含有製品の焼却処理実験を行い、

全フ ッ素やフ ッ化水素が焼却及び排ガス処理によ り 除去

される こ と を確認し た。 ブ ラ ウ ン管ガ ラ スか らの鉛除去

技術に関し、 「塩化揮発法」 の基礎的検討を行い、 塩素源

と し ての塩化ビニルの活用性を確認し た。

〔備考〕

55） 　 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術

開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ020

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

Salah Aljbour， 魯保旺

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 廃棄物の定常的な減量 ・ 安定化施設 と位置づけ

られる焼却施設 （熱回収施設） に関し、 実施設データの

調査 と 解析等によ って、 低炭素社会の制約のも と で適切

に評価可能な熱回収率等の指標を開発し、 施設特性を定

量化する こ と によ って、 低炭素施設への転換を促しわが

国の焼却施設の全体的レベルを向上させる こ と に寄与す

る。 また、 廃棄物処理 と と も によ り 効率的なエネルギー

回収施設 と な り 得る低温型ガス化改質プロ セスの実機化

を目標に、 重要な要素技術 と な る触媒適用の実機化技術

およびガス精製技術等の高度化研究を進める。最終的に、

施設評価基準のス タ ンダー ド を提示し、 また、 低温型ガ

ス化改質高度エネルギー回収装置を組み込んだ廃棄物処

理 ・ 再生施設の原型モデルを社会に提示する。

〔内容および成果〕

　 焼却施設の低炭素社会適合性評価方法の開発に関し て

は、 エネルギー回収性能の把握の一環 と し て、 東日本大

震災後の電力不足の状況におけ る焼却施設での電力およ

び熱の回収等に関する実態に焦点を当てて、 東北および

関東の 70 の清掃工場においてアンケー ト 調査を行った。

結果は、 31% の工場が発電量を増加させた こ と が明らか

にな り 、 平成 22 年度の発電量平均値と比較する と、 1.25

倍と なっていたほか、 売電量は 1.52 倍 と なっていた。 発
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電効率にも 12% の向上がみられた。 増強の要因は、 平年

以上の夏期の焼却量増加、 平日昼間の焼却量増加、 震災

廃棄物等の受け入れなどであった。 こ のよ う に重大な社

会的状況に対し、 廃棄物処理施設が役立つ一面を抽出す

る こ と ができ た。

　 低温型ガス化改質プロ セス実用設備原型の開発に関し

ては、 民間企業 と の共同研究を通じ て、 ガス化生成ガス

中の低濃度共存成分 （いわゆる不純物） に焦点を絞った

検討を行った。 その結果、 一般的な木質であ る杉材に対

し、 N 分および S 分のやや多いヤナギ材を用いた比較実

験か ら、 これらに起因する アンモニア等の成分濃度が増

加する こ と な どに関し、 定量的に明 ら かに し た。 ま た、

よ り 安価な改質触媒の開発を目指し て、 特定金属を含む

ステン レ ス鋼管を触媒に用いたガス改質試験を行い、 水

素等の無機主要成分およびタール成分等に関する生成お

よび除去性データ を得た。 中間的な結論 と し て、 ハス テ

ロ イ材料およびコバル ト を含む材料が触媒 と し て有効で

あった。

　 ニ ッ ケルを有効成分 と する新規 メ ソ ポーラ ス触媒を活

用し たガス変換技術に関し ては、H2 および CO2 から なる

混合模擬ガスに対する逆シフ ト 反応特性を 600 ～ 900 ℃

において試験し、 CO 2 が高転換率で CO に変換される こ

とおよびその温度特性等を基礎的にを見出し た。

〔備考〕

56） 　 焼却炉メ ーカーにおけるパイ ロ ッ ト プ ラ ン ト 試験

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ022

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 焼却施設は、 従来、 廃棄物に関する基幹的な処

理 ・ 資源化施設 と 位置づけ られるが、 低炭素社会への方

向性の も と でよ り 有効な循環型施設への転換を図る必要

があ る。 そのための有望な施設方式は、 多様かつ不均一

な廃棄物か ら質的に均一なガスへの転換を図 り 、 得られ

る ガス をそのま ま燃料に、 あ るいは液体燃料に変換し さ

ら に化学合成原料等に利用する方式 と 考え られる。 従来

の高温型プロセス よ り 効率的なエネルギー回収施設にで

き る低温型ガス化改質プロセスの実機化を目標に、 実験

室規模の試験に立脚し たパイ ロ ッ ト 規模試験を環境装置

メ ーカー等 と 連携の上種々の観点か ら実施し、 ス ケール

ア ッ プデータ等を蓄積し、 装置設計等に資する。

〔内容および成果〕

　 パイ ロ ッ ト 規模のガス化試験設備を用いて木質 （廃木

材チ ッ プ） および RPF を用いたガス化およびガス精製試

験を行った。 適用設備は、 処理能力 500kg/ 日の循環型流

動層ガス化炉であ り 、 ガス化温度を 750 ℃ と し、 適正に

ガス化可能であ る こ と と と も に、 と く にガス化後段にあ

る タ ール分解設備の性能を評価す る こ と を主目的 と し

た。供給原料組成は、木質 と RPF を 1) 熱量で等量の混合

および 2) 重量比で 3:7 の混合の 2 条件で行った。 操作上

の空気比は 0.31 ないし 0.35 と なった。 結果からは、 原料

中炭素転換率は 91%、 冷ガス効率は 68 ないし 63% と な

り 良好であった。タール分解設備入口のタール濃度は 7.1

ないし 8.3g/m3
N と な り 、 原料組成によ る大き な違いはな

かった。 しかし、 タール分解効率は 1) において 62%、 2)

では 94% と大き く 異なった。 この と きの多環芳香族化合

物の分解効率についてはほぼ同様であ り タールの分解結

果のみ違いがみられた。 共存する各種有機物の組成や濃

度が分解能に影響する と 推測されたが、 今後模擬試験系

において詳細に検討すべき課題と なった。

　 同設備を用いて 2 か年を通じ て全体で 5 条件の実験を

行 う こ と と な り 、 木質と RPF を対象 と し たガス化操作に

関す る プ ロ セ ス、 ガ スお よ び メ タ ノ ール合成に関す る

データ を得た。 一連の結果を踏まえ、 研究所内で進行中

の新規触媒系を用いたガス化プロ セス開発の今後の方向

性を定める こ と にフ ィ ード バッ ク し たい と考え る。

〔備考〕

57） 　 地域環境再生のための総合的環境修復・循環技術シ

ステムの構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ032

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），蛯

江美孝， 佐野彰， 神保有亮， 小林拓朗

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕   地域環境保全再生のための修復技術シス テム

と 循環技術システムのコベネフ ィ ッ ト 型技法構築を目指

し、 生態工学手法によ る汚濁水域の直接浄化や面源負荷

対策技術開発を行 う と と も に、 自然再生可能エネルギー

によ る省エネ ・ 低炭素型排水処理技術の開発 ・ 評価を行

う 。 同時に、 地域特性に適し た未利用バイ オマスの資源

化無害化循環技術システムの開発 ・ 評価を実施する。 さ

らに、流域適正配備に応じ たマニュ アル化を図る こ と で、

流域内自然循環 と 調和し た低炭素型液状廃棄物処理シス

テムの構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 水環境修復再生手法 と し て閉鎖性水域に導入されてい

る フ ロー ト 式水耕植物浄化を用いて、 生態工学技法によ

る植物の浄化効果について検討を行った。 沈水植物生態
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系にフ ロー ト 水耕植物を導入する こ と によ り 、 同一面積

において、 相乗効果が発揮される と同時に、 光量、 水温、

pH 適正に保持され、生物群の活性が強化される と い う 知

見を得た。

　 また、 汚泥 ・ 籾殻 ・ 海藻か ら のアセ ト ン製造プロ セス

に資する水熱処理技術について性能評価を実施し た。 汚

泥 と 籾殻は酢酸生成能が良好であったが、 籾殻は触媒反

応を阻害する カ リ ウ ムが多 く 溶出するので、 アルカ リ 金

属除去プロセスの必要性が示唆された。 総括し て、 汚泥

が最も シンプルなプロセスでアセ ト ン製造が可能 と 評価

でき た。

〔備考〕

当課題は循環型社会研究プロ グ ラ ム PJ2「アジア地域に適

し た都市廃棄物の適正管理技術シス テムの構築」 にも関

連

58） 　 資源循環 ・ 適正処理を支援する基盤技術研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ033

〔担当者〕 ○倉持秀敏 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

滝上英孝， 山本貴士， 肴倉宏史， 梶原夏子， 鈴

木剛

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 安全性を確保しつつ、 更なる廃棄物の有効利用

の推進には、 循環資源 ・ 廃棄物に含有される有害化学物

質 と 資源物質の同定、 毒性、 化学形態、 物性に係る新規

も し く は包括的な各種分析 ・ 試験 ・ 測定手法の開発が今

後も必要であ る。 これら の手法を開発する と と も に、 毒

性等の評価手法の構築お よ び成果の体系化を目的 と す

る。

　 また一方、 よ り 最適な廃棄物処理 ・ 有効利用に向けた

提言を行 う ため、 既存の処理技術全体のフ ローの整備や

未利用な廃棄物、 特に、 廃棄物系バイオマスの性状把握

を行いつつ、 新規 リ サイ クル技術さ ら には実用化に係る

品質規格や基準策定に資する周辺技術の開発も行 う 。

〔内容および成果〕

　 液体ク ロマ ト グ ラ フ四重極タ ンデム飛行時間質量分析

計やエ ッ ク ス線吸収微細構造解析等を用いて廃棄物 ・ 循

環資源中の有害化学物質や資源性物質の検索、 同定、 化

学形態解明のための分析手法の開発に着手し た。 バイオ

ア ッ セ イ を用いた包括的毒性評価法を構築する ための基

礎的データ を蓄積し た。 高粘性 リ ン系難燃剤の蒸気圧お

よびバイオ燃料の原料 と な る廃油脂類の粘性等の物性を

測定しつつ、 今後戦略的に測定すべき代替臭素系難燃剤

やその物性を提示し た。

　 廃棄物の破砕 ・ 選別技術に注目し、 各一次処理技術か

ら発生する破砕物等に係る情報を整備し た。 低品質廃グ

リ ースの湿式脱塩技術の最適化を行った。 また、 グ リ ー

ス中の油脂分の性状分析を充実させ、 軽油以外の化石燃

料を代替する ための利点と課題を整理し た。

〔備考〕

59） 　 生活系液状廃棄物の適正処理と 温室効果ガス削減

技術システムの構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ034

〔担当者〕 ○徐開欽 （資源循環 ・廃棄物研究セン ター），蛯

江美孝

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生活系液状廃棄物の現状の問題解決 と 将来に

向けたシステム構築を進める ため、 主 と し て浄化槽を対

象 と し た廃棄物処理フ ロー全体を捉えた評価を行い、 温

室効果ガス排出量の正確化、 低炭素 ・ 適正処理技術シス

テムの開発 ・ 提案を行 う 。 また、 廃棄物処理フ ローや排

水特性の変化を伴 う デ ィ スポーザ、 節水機器等の導入が

システム全体に及ぼす影響について も把握し、 温室効果

ガス排出量を最小化および適正処理の推進を図 り 、 環境

負荷の少ない （水回 り ） ラ イ フ ス タ イルの提案を検討す

る。

〔内容および成果〕

　 浄化槽における 1 日の流入水量変動に対する CH4、N2O

の排出特性を実規模の浄化槽を用いて解析し た。 その結

果、 浄化槽における CH4、 N2O 濃度は原水流入に伴って

大き く 変化し た こ と から、正確な排出量の評価には、1 日

の変化全体を捉え る こ と が必要であ る と 考え られた。 ま

た、 嫌気 - 好気循環運転は、 窒素除去を可能 とするのみ

な らず、 温室効果ガス排出量の削減に大き く 寄与する こ

と が示唆された。 さ ら に、 汚泥清掃時にイベン ト 的に排

出される CH4、 N2O は高濃度ではあ る ものの、 年間の総

排出量 と 比べる と 小さ い こ と が明ら か と なった。 これら

を踏まえ、 合併処理浄化槽、 単独処理浄化槽、 汲み取 り

便槽および簡易水洗汲み取 り のし尿処理システムについ

て、 温室効果ガス排出量の正確化のための冬季調査を実

施し た。 次年度に予定し ている夏季調査 と 併せて方法論

を確立し、 我が国の温室効果ガス イ ンベン ト リ の精緻化

に貢献する こ と と し ている。 さ ら に、 節水機器を導入し

た実家庭におけ る水使用量変化 と 排水特性の変化につい

て調査に着手し、 処理性能へ及ぼす影響解析を進めつつ

あ る。

〔備考〕
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60） 　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シ

ステムの開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ038

〔担当者〕 ○山田正人 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

遠藤和人， 石垣智基， 金喜鍾， 石森洋行， 肴倉

宏史

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 循環型社会の構築が進むにつれ、 処理処分され

る廃棄物 と 循環利用される資源の峻別 と 流動が複雑にな

り 、 従来の 20 品目のみではよ り 高度、 適正かつ効率的な

廃棄物の循環利用や最終処分場等の維持管理が困難 と な

り つつあ る。 循環利用および処分のために廃棄物の品質

を管理する技術システムの導入が急務であ る。 本研究で

は、 高度循環型社会に向けた廃棄物管理戦略を提示する

ため、 廃棄物の資源価値、 環境負荷な らびに処理費用に

着目し て分類を見直し、 その品質を制御 ・ 管理する、 物

流管理技術および埋立類型から成る技術システムを構築

する。

〔内容および成果〕

　 備蓄対象廃棄物の優先順位を整理し、 それら を備蓄す

る ために必要な廃棄物分別のあ り 方や費用負担のあ り 方

など、 今後の検討展開の基礎 と な る備蓄シナ リ オ案を提

案し た。 ラ イ シ メ ーターを用いた室内実験で、 廃棄物か

ら の物質の溶出が壁面流れの影響を受け る ため、 長さに

対し て十分な断面積を確保するか、 壁面流れの防止対策

を講ずる必要があ る こ と を確認し た。 実現可能な技術シ

ステム と し て総合化し、 新規埋立類型 と し て社会に提案

する ための要件を得た。 弾性波探査、 電磁波探査、 比抵

抗探査のいずれの物理探査手法によ って も土堰堤 と 廃棄

物層 と の境界部分を明ら かにでき た。 焼却残さ埋立の場

合、 水和反応生成物によ る間隙構造の変化が日排水剪断

時の強度特性に影響を及ぼし た。 原発事故由来の放射性

物質によ る汚染で東日本の焼却残さは水の接触を遮断し

た特別な埋立を行わなければな ら な く なった。 今後数年

～数十年、 混合埋立の対象か ら除外される放射性物質に

汚染された焼却残さ の発生量を東日本で推計する手法を

検討し た。 また、 数値シ ミ ュ レーシ ョ ンによ り 、 焼却飛

灰か ら溶け出す放射性セシ ウ ムはその溶出率、 雨水涵養

量、 中間覆土の分配係数によ って盈虚を受け、 特に、 雨

水涵養量を抑制する技術開発が最も重要であ る こ と を示

し た。

〔備考〕

【関連課題】

61） 　 アジア視点の国際生態リ スクマネジ メ ン ト

〔研究課題コー ド〕 0712ZZ001

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

五箇公一， 江守正多， 田中嘉成， 井上真紀， 魯

保旺

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

62） 　 資源作物由来液状廃棄物のコ ベネ フ ィ ッ ト 型処理

システムの開発

〔研究課題コー ド〕 0911AG001

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター） ， 冨岡典

子， 蛯江美孝， 徐開欽， 小野寺崇， 水落元之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

63） 　 グ リーンサプラ イチ ェ ン ・マネジ メ ン ト の日中製造

業間の国際展開モデルの構築

〔研究課題コー ド〕 0911LA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），孫

穎， 陳旭東， 徐開欽， 藤井実， 大西悟

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

64） 　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境 ・

健康影響評価に向けた戦略的サンプ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1111AR001

〔担当者〕 ○中山祥嗣 （環境健康研究セン ター） ， 新田裕

史， 田村憲治， 白石不二雄， 中島大介， 鈴木規

之， 櫻井健郎， 滝上英孝， 鈴木剛， 寺園淳， 柴

田康行， 橋本俊次， 田中敦， 伏見暁洋， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

65） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔研究課題コー ド〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

66） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

67） 　 環境保全のための環境政策 ・ 制度設計の有効性 ・ あ

り方に関する基礎的研究
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〔研究課題コー ド〕 1115ZZ001

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究セン ター），須

賀伸介， 久保田泉， 岡川梓， 宮脇幸治

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

5.(3) 　 環境リ スク研究分野における研究課題

1） 　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期

モニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0711AF303

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 児玉圭太， 李政勲

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 1977-1995 年 （東京大学水産資源学研究室） 並

びに 2002-2006 年 （国立環境研究所） の調査によ り 、 近

年の東京湾では、 80 年代の優占種減少 と、 サ メ 類など大

型種増加が著しい こ と が判明し、 世界的に稀有な知見 と

なった。生態系を構成する生物群集の時系列変化を知 り 、

人間活動 と の関連を解析する ためには、 長期観測が必須

であ る。 一方、 サ メ 類は、 近年増加し ている も のの、 肝

重量指数が減少し、 栄養状態の悪化が疑われる。 東京湾

の環境保全に向けて、 底魚群集 と 共にサ メ 類資源の動向

を長期に追跡し てその要因を調べる。

〔内容および成果〕

　 東京湾 20 定点で環境及び試験底曳き調査を 2 月、5 月、

8 月及び 11 月に実施し ている。 水温、 塩分、 溶存酸素量、

栄養塩類等を測定し、 魚類、 甲殻類、 軟体動物及びウニ

類の種組成と個体数、 重量を調べ、 経年変化を解析し た。

捕食者 と し ての魚介類の動態解析のため、 餌生物の動態

も明らかにすべ く 、2010 年度から動・植物プラ ン ク ト ン、

2011 年度からベン ト スの採集も始めた。得られた 2010 年

データ を解析し、 前年までのデータ と 比較し た結果、 底

棲魚介類の種数が前年に比べてやや増加し た。 また、 個

体数 CPUE （一曳網当 り の個体数） と重量 CPUE （一曳網

当 り の重量） が共に顕著に増加し、 特に重量 CPUE はこ

れまで 30 余年に及ぶ調査期間中で最大値を記録し た。し

かし、 その内訳は、 個体数 CPUE も重量 CPUE も、 主 と

し て コベル ト フネガ イ と い う 二枚貝が激増し た こ と によ

る ものであった。 サンシ ョ ウ ウニ類の個体数 CPUE 及び

重量 CPUE も高水準であった。 一方、 個体数 CPUE では

魚類と甲殻類が低水準のま まであ り 、 重量 CPUE では魚

類が増加し たが甲殻類が減少し た。

〔備考〕

山口敦子 （長崎大学水産学部）

2） 　 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化し たマ ト リ ッ

クスの開発

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG007

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤沼

宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 マウ ス及び ヒ ト ES 細胞を用いて、 種々の組織

に分化誘導する研究が、 世界中で活発に行われてい る。

こ の分化誘導の過程は、 発生の過程全てを代表する も の

では無いが、 毒性学の立場から発生分化に対する健康影

響を検討する際には有力な研究手段にな り 得る。 しかし

ながら、 培養に用いられている市販の細胞外マ ト リ ッ ク

スは、 上記目的に適し ている と は云えず、 不安定な培養

条件下での実験 と なっている。 本研究は、 上記目的に最

適化し たマ ト リ ッ ク ス を開発する こ と で、 分化誘導の過

程を再現性良 く 、 精密に制御する こ と を可能にし、 毒性

研究に有力な手段を提供する こ と を目指す。 すなわち、

マウ ス及び ヒ ト ES 細胞から作製し た胚様体 （EB） を、

神経及び血管内皮細胞に、 効率良 く 分化誘導、 機能成熟

させる ための細胞外マ ト リ ッ ク ス及び分化培養条件の確

立を検討する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 胚性幹細胞を用いた in vitro 毒性試験の確立

のために、 神経系分化 と 血管内皮分化の二つの系につい

て、 それぞれ、 再現性の高い胚様体形成の実験条件、 神

経 と 血管内皮の前駆体細胞の形成時期のマ ト リ ッ ク スの

選定 と それに合致し た培養条件の検討を行なった。 そ し

て、 現時点で最適 と 思われるマ ト リ ッ ク ス及び培養条件

を選定し て、 ビ ス フ ェ ノール A、 4OH 水酸化 PCB などの

環境化学物質について、 影響評価を行っ た。 その結果、

神経分化の系においては、 マウ ス胚性幹細胞 と ヒ ト 胚性

幹細胞について、ラ ミ ニン 511 を主に産生する細胞 rLN10

と シンデカンを主に産生する細胞rSN2から作成し た細胞

外マ ト リ ッ ク スの有用性を調べた。 その結果、 マウ ス及

び ヒ ト の胚様体から神経分化には、 rLN10 細胞由来のマ

ト リ ッ ク ス が有効であ る こ と を明ら かに し た。 さ ら に、

血管内皮細胞の分化能へのマ ト リ ッ ク ス選択 も 検討 し

た。 しかし、 陽性対照 と し て用いた IV 型コ ラーゲンや

フ ィ ブ リ ノ ーゲン よ り も分化効率のよいマ ト リ ッ ク スは

見出せなかった。 毒性試験においては、 あ る程度のハイ

スループ ッ ト 化が必要であ る。 そのためには、 今後、 マ

ト リ ッ ク スの更なる均一化、 薄層化が必要と思われた。

〔備考〕
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3） 　 デ ィ ーゼル排気ナ ノ 粒子の脳、 肝、 腎、 生殖器への

影響バイオマーカー創出 ・ リ スク評価

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0911BD001

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 黒河

佳香， Tin-Tin-Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 健康影響が十分明 ら かに さ れていないナ ノ 粒

子の生体影響を、 これまで研究し て き た生殖 ・ 次世代影

響に加えて、 特に重量の変化がみ ら れた臓器 （肝、 腎）

を中心に研究を行い、 新し いバ イ オマーカーを創出し、

リ ス ク評価の提言を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） デ ィ ーゼル排ガス由来ナ ノ 粒子 （NRDE） を 3 カ月

間吸入曝露させた雌マウ スに、 非空間的な学習能力の評

価 （新奇オブジ ェ ク ト 認知テス ト ） を実施し、 また神経

毒性 メ カ二ズム （海馬内でのグルタ ミ ン酸代謝に関わる

遺伝子の発現） を調べた。 非空間学習では、 NRDE の高

濃度群で機能低下が認め ら れた。 グル タ ミ ン酸受容体、

グルタ ミ ン酸 ト ラ ン スポーターGLT １ には影響がみられ

なかったが、 アス ト ロサイ ト 細胞における EAAT4 の低

下、 グルタ ミ ン酸デカルボキシ ラーゼ増加が見られ、 グ

ルタ ミ ン酸代謝の異常活性化が考え られた。

（ ２ ） NRDE １ ヵ月曝露後に血漿 ALT ・ 炎症性サイ ト カ イ

ンの上昇が観察された雄ラ ッ ト 肝臓、 および NRDE ２ ヵ

月曝露後に血漿テ ス ト ス テ ロ ンの上昇が観察 さ れた雄

ラ ッ ト 精巣を用いてDNAマイ ク ロ アレ イ解析を行なった

と こ ろ、 両臓器でア ラ キ ド ン酸カ スケー ド の関与が示唆

された。 また、 同ラ ッ ト で血漿 ・ 肝臓中の脂肪酸分画の

測定を行った と こ ろ、 血漿中の リ ノ レ イ ン酸量の減少 と

肝臓中の EPA 上昇が見られた。 これらの脂質ホ メ オス タ

シスの撹乱は粒子成分よ り もむし ろガス成分によ る も の

と 考え られた。 腎臓については、 明ら かな影響は観察さ

れなかった。

（ ３ ） NRDE に曝露された雄マウ スで精巣ラ イデ ィ ヒ 細胞

か らのテス ト ステ ロ ン分泌量が増加する メ カニズムを調

べた。 その結果、 分泌増加作用は下垂体か らの性腺刺激

ホルモン分泌を介する も のでは無 く 、 精巣のラ イデ ィ ヒ

細胞への直接作用であ る と 推察された。 いっぽ う 、 ラ イ

デ ィ ヒ 細胞か らのテス ト ステ ロ ン分泌抑制 メ カニズムは

不明であった。

〔備考〕

名古屋大学 　 那須民江教授、 および東京農工大学 　 田谷

一善教授と の共同研究

4） 　 小児先天奇形発症における環境リ ス ク評価法の基盤

整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利

用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 尿道下裂な どの小児先天奇発症を対象 と する

環境 リ ス ク評価法の基盤整備のため、 小児先天奇発症に

影響を及ぼすこ と が懸念される環境化学物質の生体反応

性や感受性を反映し たバイオマーカーの開発を目的 と し

て実施し た。 近年、 停留精巣や尿道下裂などの先天奇形

が増加し ている と い う 疫学的データが蓄積された こ と か

ら、 遺伝因子 と 環境因子の相互作用で出現する表現型を

適切に解析する ためには、 同一集団において両者を解析

する こ と が重要であ る。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 成育医療セ ン タ ーで保存 し て あ る ゲ ノ ム

DNA ・ RNA および包皮由来皮膚細胞を利用し て、 環境化

学物質 と 応答遺伝子の発現量及び環境化学物質の応答遺

伝子の多型などを指標に、尿道下裂 (HS) と停留精巣 (CO)

患者間も し く は正常 と 患者間の比較を行った。 先行研究

か ら、 低酸素応答におけ る ア リ ール炭化水素受容体核 ト

ラ ン ス ロ ケーター (ARNT)2 の多型の う ち、 rs5000770 は、

HS の発症頻度 と 有意な相関が あ る こ と がわか っ た。

ARNT2 の遺伝子発現を指標に HS と CO で比較し た と こ

ろ、 有意に HS が高かった。 そ こで、 HS 患者由来皮膚細

胞における 2,3,7,8 テ ト ラ ク ロ ロ - パラ - ジベンゾジオキ

シン (TCDD)、 エス ト ラ ジオール (E2) 及びビ ス フ ェ ノー

ルA (BPA) の遺伝子発現変動をマイ ク ロ アレ イで調べた。

その結果、 TCDD、 E2 及び BPA に特異的に発現する遺伝

子及び共通に発現す る 遺伝子な ど の化学物質感受性の

マーカー候補 と な る遺伝子を選別し た。 今後、 これらの

候補遺伝子を用いて遺伝―環境相互作用や遺伝子間相互

作用の研究が発展する可能性が示唆された。

〔備考〕

5） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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〔目 　 的〕 大気中に存在する浮遊粒子成分が体内で示す

変異原性 と その メ カニズムは未解明な点が多 く 、 環境衛

生学上の重要な課題であ る。 本研究では、 これまでの研

究成果を発展させ、 体内変異原性検出用に開発された遺

伝子導入マウ ス を用いて、 実際の都市大気中の浮遊粒子

に含まれる成分が総体 と し て標的臓器であ る肺、 および

精巣や精子で発揮する変異原性や次世代影響を評価し、

健康 リ ス ク評価に資する知見を得る。 具体的には、 変異

原性検出用遺伝子導入マウ ス （gpt delta マウ ス ； 標的遺

伝子 ・ 大腸菌 gpt 遺伝子を載せたシャ ト ルベク ターをゲ

ノ ム Ｄ Ｎ Ａ に導入し たマウ ス） を用い、 都市大気から採

取 し た浮遊粒子 よ り 得た多環芳香族化合物等の抽出物

（浮遊粒子抽出物） などの試供化合物が示す体内変異原性

を評価する。 特に実際の曝露経路を想定し、 試供化合物

のマ ウ スへの曝露は主に肺中への経気道投与に よ り 行

う 。 必要に応じ てデ ィ ーゼル排気由来ナ ノ 粒子のマウ ス

への曝露な ど浮遊粒子曝露のモデル実験 も実施しつつ、

大気浮遊粒子中の多環芳香族化合物等が肺や精巣 ・ 精子

のゲ ノ ム上で引き起こす突然変異の発生頻度や、 突然変

異スペク ト ル （塩基置換の種類や欠失の大き さ など突然

変異の性質） の変化を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 大気中浮遊粒子のモデル物質 と し てデ ィ ーゼルナ ノ 粒

子 (DNP) を長期曝露し、DNP が肺 と肝臓で示す変異原性

を検討し た。 30 （L 群）、 100 （H 群） (μg /m3） DNP、 DNP

除粒子 （NOx 等のガス）、 clean air （コ ン ト ロール群） を

各チェ ンバー内で 1 年間飼育し た後 (n=3 ～ 5)、マウ ス肺

および肝臓の変異頻度、 変異スペク ト ルを解析し た。 そ

の結果、 肺の突然変異頻度はコ ン ト ロール群、 DNP 除粒

子群に比べて、 DNP 曝露によ り 濃度依存的に有意に増加

し た。 また、 主要な突然変異は、 G:C → A:T transition で

あった。 しかし、 肝臓では DNP 曝露によ る突然変異頻度

の有意な増加は認められなかった。以上よ り 、gpt delta マ

ウ スによ る変異原性試験は、 粒子状物質のよ う な混合物

が体内で示す変異原性を評価する上で有用であ る こ と が

示され、 都市大気の健康 リ ス ク の評価にも有効な手法で

あ る こ と が示唆された。

〔備考〕

共同研究者 ： 能美健彦 （国立医薬品食品衛生研究所）、 影

山志保 （郡山女子大学）

6） 　 環境因子による多動性障害のエピジ ェ ネテ ィ ッ ク解

析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD006

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れまでの環境化学物質の健康 リ ス ク評価は、

成人の生理学に基づいて行われて き ているが、 小児の生

理学に基づいた リ ス ク評価の体系は全 く 整備されておら

ず、 それに向けての着手が急務であ る。 環境化学物質に

よ る小児への影響に関する疫学調査も実施され、 その影

響を懸念する発表がな されてき ているからであ る。

　 近年、 環境に存在する化学物質によ る発達期中枢神経

系への影響についての動物実験の報告が相次いでい る。

こ う し た中、 私たちはラ ッ ト 多動性障害について報告し

てきている。

　 多動性障害は多因子性疾患 と し て と ら え られて き てお

り 、 遺伝的素因 と 環境因子の何ら かの相互作用によ る も

の と 考え られて き ている。 そ こ で、 本研究では環境化学

物質に よ る ラ ッ ト 多動性障害のエ ピ ゲ ノ ムか ら のアプ

ローチによ り その遺伝 メ カニズムを解析する。

〔内容および成果〕

エピジェネテ ィ ッ ク修飾試薬を用いた陽性試験 ：

　 エピジェネテ ィ ッ ク修飾試薬の慢性曝露 （3mg/kg/ 日）

を行 う ために、 浸透圧カプセルを ラ ッ ト の皮下に埋め込

み、 曝露後、 自発運動量を測定し た。 その結果、 ラ ッ ト

の自発運動量が有意に亢進する こ と が明ら かになった。

こ の系を更に時系列を拡大し て実施する と、 本修飾剤に

よ り 、 自発運動量が低下する こ と が明ら かになった。 す

なわち、ラ ッ ト の自発運動量の調節は、エピジェネテ ィ ッ

ク な作用に よ っ て行われ る こ と が初めて明 ら かにな っ

た。 また、 ターニングポ イ ン ト が存在する こ と は、 実験

系の時系列を厳密に調節し ない と データがばらつきやす

く なる こ と を示唆し ている。

〔備考〕

7） 　 有機スズによる腹足類のイ ンポセ ッ ク ス誘導 ： レチ

ノ イ ド X 受容体関与説の高度化

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD007

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 漆谷博志

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ご く 低濃度の有機スズ （TBT 及び TPT） 化合物

によ って腹足類 （特に、 前鰓類） に特異的に惹起される

イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導機構について、 ア ロ マターゼ

阻害説等の ４ つの仮説が提起されて き た。 しかし、 これ

ら既存の ４ 仮説には、 野外での観察結果や室内実験の結

果にい く つも の矛盾があ る。 研究代表者ら がイ ボニシを
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用いて得た知見か ら、 イ ンポセ ッ ク ス現象の誘導及び増

進には核内受容体の一種 ・ RXR が深 く 関与し ている可能

性がきわめて高い こ と が明ら か と な り 、 既に論文を公表

し てき た。

　 本研究では、 RXR を中心に据えた、 よ り 詳細な イ ンポ

セ ッ ク ス誘導機構の解析を進める。 同時に、 い く つも の

矛盾点があ るにも かかわらず、 前鰓類の種差ゆえであ る

と の主張が欧米で根強 く な されている既存の ４ 仮説の妥

当性の検証も行 う 。

〔内容および成果〕

　 これまでの研究か ら、 巻貝類におけ る有機ス ズ化合物

によ る イ ンポセ ッ ク ス誘導 メ カニズムに、 核内受容体の

一種であ る レチ ノ イ ド Ｘ 受容体 （RXR） が関与し ている

こ と が示唆されている。 そ こ で、 イ ボニシにおけ る有機

スズ化合物によ る RXR遺伝子を介し た遺伝子調節の メ カ

ニズムを明ら かにする ため、 新規 RXR 遺伝子の単離を

行った。 その結果、 2 種類の RXR cDNA (TcRXR-1, -2) が

得られた。 これら の配列を用い、 レポータージーンア ッ

セイ法によ り 解析を行った結果、1 種類の配列 (TcRXR-1)

では 9-cis レチ ノ イ ン酸 (9cRA) や有機スズによ る転写活

性が誘導されたが TcRXR-2 ではほ と んど誘導されず、 さ

らに TcRXR-2 は TcRXR-1 の転写活性を抑制する こ と が

分かった。 また、 RXR タ ンパク質の リ ン酸化修飾 と その

転写活性に対する影響について も ウエス タ ンブロ ッ テ ィ

ング法等によ り 解析を行った。

〔備考〕

太田康彦 （鳥取大学農学部）、 井口泰泉 （自然科学研究機

構 ・ 岡崎統合バイオサイエン スセン ター）、 森下文浩 （広

島大学理学部）

8） 　 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マ

ウス系統の有用性解析

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD016

〔担当者〕 ○藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， Tin-

Tin-Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 こ れま での研究で開発 し た動物モデルの有用

性について、 これまで と は異な る化学物質の曝露によ る

高次機能におけ る炎症反応の誘導を比較する こ と で、 過

敏症の解明に と っ ての有用性を検証 し、 新た なバ イ オ

マーカーを探索する こ と を目的と し ている。 　

〔内容および成果〕

　 海馬における神経栄養因子発現に対する Toll 様受容体

(TLR)4 の関与を明らかにする ために、 ダ イ アジ ノ ン投与

し た正常マウ ス (C3H/HeN) と TLR4 欠陥マウ ス (C3H/HeJ)

を用いて比較検討し た。 両マウ スにダ イ アジ ノ ンを毎週

１ 回、 ３ 回の投与を行い、 海馬におけ る神経栄養因子産

生を リ アルタ イ ム RT-PCR で測定し た。 その結果、 C3H/

HeN マウ スではダ イ アジ ノ ン投与の影響はみられなかっ

たが、 C3H/HeJ マウ スでは nerve growth factor (NGF) と

brain-derived neurotrophic factor (BDNF) 遺伝子発現の低下

が認められた。 さ らに、 ダ イ アジ ノ ン投与し た C3H/HeJ

マウ スでは CCL3 ケモカ イ ン遺伝子発現の増加傾向 と ア

ポ ト ーシス関連Bax遺伝子発現の顕著な増加が見られた。

本研究結果は、TLR4 シグナル経路に欠陥があ る と ダ イ ア

ジ ノ ン投与の影響を受けやすいこ と を示唆し ている。

〔備考〕

9） 　 市民と科学者の協働的研究 ： 電磁場過敏症の検証

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD018

〔担当者〕 ○石堂正美 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 電磁場過敏症を訴え る患者 と研究

者の協働作業によ り 、 電磁場過敏症の病態に即し た実験

プロ ト コルを作成し、 疾患の有無をボ ラ ンテ ィ ア曝露実

験によ り 検証する。旧来のパターナ リ ズム的関係を超え、

被験者 と な る患者が研究プロ ト コル作成 と 検証プロ セス

に積極参加する こ と によ り 、 電磁場過敏症の病態 と 患者

の愁訴の背景にあ る科学観を解明する。 曝露実験プロ ト

コルを患者 と の協働的対話によ り オーダー メ ー ド 的に作

成する こ と で、 多様な病態が予想される電磁場過敏症の

存在を検証する。

〔内容および成果〕

　 電磁場感受性培養乳癌細胞を ド イ ツのグループか ら入

手し、 電磁場によ る生体修飾影響に関する報告が異な る

こ と の原因を探った。

最初に、実験用恒温槽の空間的電磁場を測定し た と こ ろ、

異なる電磁場空間分布 （0.15 ～ 3mico T) であ る こ と が明

ら かになった。 続いて、 これら の異次元空間にそれぞれ

乳癌細胞を １ 週間曝露し た。曝露細胞よ り 核酸を抽出し、

DNA アレ イに供し た。

　 平行し、 電磁場に感受性のない乳癌細胞を同様に処理

し、 対照と し た。

現在、 電磁場によ る遺伝子発現変動に関する ネ ッ ト ワー

ク解析を継続し ている。

〔備考〕

研究代表者 　 本堂毅 （東北大学）
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10） 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

〔区分名〕 厚労 - 厚労科研費

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤沼

宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の安全性評価で最 も 重要な問題であ

る ヒ ト への生体影響を予測する システムの開発及び標準

化を確立する ため、 ヒ ト 胚性幹細胞試験において取得す

る各種のデータ を、 確率推論アルゴ リ ズムに適用する た

めの実験系確立な らびにシス テム標準化を実施する。 ヒ

ト ES 細胞使用は、実際の催奇形性や先天異常症を ヒ ト の

レベルで推測でき る新規性を持つ。 さ らに、 高度な数理

工学理論に基づ く バイオイ ン フ ォマテ ィ ク ス手法を駆使

し て、 ヒ ト 個体レベルの影響を予測する こ と が可能にな

る こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 化学物質の影響評価におけ る ヒ ト 胚性幹細

胞試験データ適用法の標準化のために、 ヒ ト 胚性幹細胞

から胚様体、神経分化への簡素化及び効率化を目指し て、

培養条件の検討を行い、 現時点での最適培養条件を確立

し た。 そ し て、 サ リ ド マ イ ド をモデル化合物 と し て、 神

経系分化影響に関する表現型構成要素間ネ ッ ト ワーク を

作成し、 影響の特性を検討し た。 KhES-3 由来胚様体にサ

リ ド マ イ ド を曝露し た場合、 神経上皮細胞分化後に曝露

し た場合の RNA サンプルをマイ ク ロ アレ イで ｍRNA 発

現解析を行い、 遺伝子オン ト ロ ジー (GO) を自己組織化

マ ッ プに よ っ て類型化 し、 ア ノ テーシ ョ ン間のネ ッ ト

ワー ク 解析を試みた と こ ろ、 初期曝露では、 Embryonic

（胎生） や Forebrain( 前頭脳 ) の GO が Neuro-system( 神経

システム ) を抑制する関係にあ る こ と が予測された。 一

方、後期曝露では、Necrosis( 壊死 ) の GO が Neuro-System

や Neurogenesis （神経新生） の GO を抑制する関係にあ る

事を見出し た。 従って、 遺伝子オン ト ロ ジー (GO) を活用

し たベイ ジアンネ ッ ト ワーク解析において も、 初期 と 後

期曝露で作用 メ カニズムが異な る と い う 予測が可能であ

る こ と を示し た。

〔備考〕

11） 　 医薬品の環境影響評価ガイ ド ラ イ ンに関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚労科研費

〔研究課題コー ド〕 0911DA002

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 岡知

宏， 渡部春奈

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 医薬品の中には環境に放出 さ れた際に生態系

に対する影響が危惧される品目があ り 、 欧米諸国ではす

でに対応が試みられている。 本研究では日本で策定され

ていない医薬品の環境影響評価法について、 海外の最新

情報の入手 と 必要な リ ス ク管理の方法、 リ ス ク に応じ て

実施すべき試験、 対象 と な る医薬品の範囲およびその根

拠等について研究を実施し、 実際の運用に必要なガ イ ド

ラ イ ンを策定する。

〔内容および成果〕

　 環境中に放出された医薬品が生態系に及ぼす影響につ

いて評価を行 う 際に必要 と な る情報を得る ために、 生物

への毒性影響の視点か ら 評価手法について検討を行っ

た。 今年度は、 昨年度に引き続き、 多摩川流域か ら検出

された医薬品 2 種 ( フ ェニ ト イ ン、 スルピ リ ド） につい

て、 藻類 ・ 甲殻類 ・ 魚類を用いた生態毒性試験を実施し、

医薬品の環境影響評価におけ る慢性試験相当のデータの

追加蓄積を行った。 また、 これまでに藻類、 甲殻類およ

び魚類を用いた短期慢性毒性試験のデータが存在し てお

り 、 かつ、 環境中濃度が測定されている医薬品の中から、

多摩川流域で検出濃度の高い上位 14 種類を混合し、下水

処理場の排水に含まれる医薬品の毒性寄与程度を推測す

る ため、 その混合液を用いて藻類、 甲殻類および魚類を

用いた生態影響試験を実施し た。 慢性試験相当のデータ

の追加蓄積のため、 本年度試験を実施し たフ ェニ ト イ ン

は、 藻類への影響が NOEC 2.5 mg/L、 甲殻類の影響は

NOEC 4.5 mg/L と なった。スルピ リ ド は、藻類でのみ影響

が認められ （NOEC 50 mg/L）、 甲殻類では 100 mg/L で影

響が認められなかった。 魚類においては、 両物質 と も影

響を示さ なかった。

　 多摩川流域の環境中検出濃度の1x～10000x(公比 １ ０ )

の混合試験液にて短期慢性毒性試験を実施し た結果、 甲

殻類と魚類においては、 環境中の 10000 倍高い濃度で影

響が認め られた。 今回使用し た医薬品について複合影響

作用は実環境中ではほ と んど影響ない と 考え られる。 試

験に用いた個別物質に対する生物影響について情報を追

加し、実環境水を用いた生物試今後験を実施する こ と で、

実態に基づいた生態影響評価を行 う こ と が必要であ る。

〔備考〕

研究代表者 ； 西村哲治 （国立医薬品食品衛生研究所 　 生

活衛生化学部 　 部長）

共同研究者 ； 鈴木俊也 （東京都健康安全研究セ ン タ ー

環境保健部 　 水質 ・ 環境研究科、 主任研究員）
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12） 　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法

に関する研究

〔区分名〕 厚労 - 厚労科研費

〔研究課題コー ド〕 0911DA003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター），松本理

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 遺伝毒性発がん物質には 「閾値がない」 と い う

考えが規制科学におけ る定説 と なってお り 、 どのよ う に

微量であって も遺伝毒性発がん物質は ヒ ト に対し て リ ス

ク を負わせる もの と考え られている。 解毒代謝、 DNA 修

復、 ト ラ ン ス リ ージ ョ ン DNA 合成、 アポ ト ーシスなど

は、 遺伝毒性物質の作用を抑制し 「実質的な閾値」 を形

成する可能性が考え られるが、 in vivo でのデーターは欠

けている。そ こ で、マウ ス個体を用い、 ト ラ ン ス リ ージ ョ

ン DNA 合成、 DNA 修復、 解毒代謝が 「遺伝毒性物質の

閾値形成」 に及ぼす影響について検討する。

〔内容および成果〕

　 第 2 相薬物代謝酵素や抗酸化たんぱ く 質の発現が抑制

された状態では、酸化ヌ ク レオチ ド などの DNA 付加体の

生成が促進されて、 突然変異発生頻度が上昇し、 「実質的

閾値」 が低下する可能性があ る。 これを検証する実験系

と し て、 第 2 相薬物代謝酵素等の遺伝子発現に必須な転

写因子であ る Nrf2 が欠損し た gpt delta マウ ス （Nrf2(-/-

)gpt(+/+)） の作出を進めた。 Nrf2(-/-) マウ スの活性酸素種

への感受性を明らかにする ために、酸化的 DNA 付加体の

生成を亢進し、 小腸で癌を生成する こ と が知られる臭素

酸カ リ ウ ムを飲水投与し た。標準的な用量 （2 g/l） で 4 週

間飲水投与し た と こ ろ、Nrf2(-/-)-gpt delta では投与期間中

に死亡個体が認め ら れた ため、 投与用量の設定実験を

行った。 その結果、 0.6 g/l を用量 と し て設定し て投与を

行い、 小腸で発生し た突然変異体頻度を解析し た。

〔備考〕

13） 　 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジ ン コ を

用いた総合毒性評価に関する研究

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA003

〔担当者〕 ○多田満 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 河川には、 住居、 事業所、 工場、 農地や家畜飼

育場などか ら雑多な排水が流入し、 そ こ に含まれる化学

物質 （有機・無機汚濁） によ り 生態系に多様な悪影響 （総

合毒性） がも た ら されている も のの、 原因物質が多岐に

わた る ため主因の特定が難しい。 本研究では、 標準試験

生物であ るオオ ミ ジン コ を用いて都市部 と 農村部の河川

水の毒性試験を行な う と と も に、 農薬分析などによ り 主

た る毒性物質の同定を進めて、 総合毒性の発現パターン

を環境の違 う 河川を比較し ながら把握し、 総合毒性発現

プロセスの解明に迫る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 横浜市内 （鶴見川水系） の農耕地の水路 （寺家）、 市街

地の し ら と り 川 と 下流の鶴見川 （亀の子橋） で、 月 １ ～

２  回、 採水 と農薬類 （82 種） の分析 （以上、 横浜市環境

科学研究所）、な らびにオオ ミ ジン コ を用いた繁殖試験を

おこ なった。 殺虫剤などの農薬類は、 農薬散布のおこ な

われる夏期に河川水中から検出され、 寺家や亀の子橋で

オオ ミ ジン コの急性毒性影響がみられた。 また、 冬期に

は、 し ら と り 川で農薬類はご く 低濃度であ っ た も のの、

オオ ミ ジン コの慢性毒性影響がみられた。

〔備考〕

横浜市環境科学研究所 ・ 酒井学

14） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0912AQ001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の生活環境中に身近に存在する揮発性化

学物質 （VOC） に関し て、 ヒ ト の健康状態 と の関連が推

測される VOC への過敏化現象、特に嗅覚過敏を動物モデ

ルを用いて解析する こ と が研究目的であ る。 嗅覚刺激 と

し ての VOC への反復曝露によ り 、 VOC に対する嗅覚過

敏化が起こ る よ う な曝露条件をマウ スにおいて調べる こ

と が研究目標であ る。

〔内容および成果〕

　 オペラ ン ト 実験箱を改造し て作製し たマウ ス用のにお

いガス提示シス テムを用いて、 オペラ ン ト 学習訓練法に

よ る嗅覚検知試験を実施し た。 濃度を固定させたジ ク ロ

ロ メ タ ン ・ ガス をマウ スに提示し、 その検知率を定点観

測する こ と で、 マウ ス個体の嗅覚感度の経時変化をモニ

ターする こ と が可能であ る と考え られた。

〔備考〕

15） 　 大気粉じ んのバイ オア ッ セ イによ る遺伝毒性及び

環境ホルモン活性を指標と し た地域特性の調査研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1011AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 化学物質の受容体を介し た発がんや代謝

活性物質の性ホルモン受容体 と の結合によ る環境ホルモ

ン作用が懸念されている。 本研究では、 複数の都道府県

で四季ご と に採取し た大気粉じんについて、 迅速で簡便

な試験法と し て構築し た発光 umu 試験によ る遺伝毒性作

用やホルモン受容体導入酵母ア ッ セイによ るエス ト ロゲ

ン活性、AhR 結合活性、及び CAR 結合活性などの環境ホ

ルモン活性のモニタ リ ングを行い、採取地別の粉じん量、

気象条件、 機器分析を用いた汚染物質群の差異など を考

慮し て各種活性の地域特性を比較検討する こ と を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 国内 11 地点で採取し た大気試料の AhR 及

び CAR 結合活性について測定を行った。ハイボ リ ウ ムエ

アサンプラ で採取し た粉じん試料及びその後段で捕集し

たポ リ ウ レ タ ン フ ォーム （PUF） についてそれぞれアセ

ト ンでソ ッ ク ス レー抽出し、 その濃縮液を DMSO に転溶

し てバイオア ッ セイに供し た。 その結果、 AhR 結合活性

は PUF 抽出物よ り も フ ィ ルター抽出物で比較的高い値を

示す傾向があった。大気中 AhR 結合活性の全国平均は β

－ナフ ト フ ラ ボン換算で約 700 ng/m3 程度であ り 、 東京、

名古屋及び兵庫では、 単位大気体積あた り 、 及び粉塵重

量あた り と もに高い傾向が認められた。 一方、 CAR 結合

活性については粉じん抽出物よ り も PUF 抽出物の方が高

い傾向が認められた。 なおフ ィ ルターブ ラ ン ク が高いな

どの測定上の課題が示されたが、 加熱処理する こ と で改

善する こ と も明らか と なった。

〔備考〕

16） 　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD005

〔担当者〕 ○多田満 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 通常重金属汚染地域では、 単一の金属によ る汚

染はまれであ る。 これら汚染地域において生態 リ ス ク評

価を遂行し生態系管理手法を確立するには、 重金属の複

合毒性を理解する必要があ る。 Kamo & Nagai (2008) は重

金属の複合影響を予測するモデルを提案し ているが、 多

分に理論的な予測であ り 検証が必要であ る。本研究では、

実験室において重金属の複合毒性試験を行い、 理論の検

証を進める と 同時に、 よ り 精緻なモデルを構築する ため

のデータ を取得する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続きオオ ミ ジン コ を用いて銅 と 亜鉛の複

合急性毒性試験をおこ なった。 銅 （LC50= 10.6 μg/L） と

亜鉛 （LC50= 889.1 μg/L） をそれぞれ、 LC50 の 0 ＋ 1.0、

0.2 ＋ 0.8、0.4 ＋ 0.6、0.6 ＋ 0.4、0.8 ＋ 0.2、1.0 ＋ 0.0 の比率で

混合し て、 48h の生存率を調べた。 それぞれの混合濃度

区で、 オオ ミ ジン コ仔虫 20 頭を用いて、 5 回繰 り 返し試

験をおこ なった （硬度 53） 。 その結果、 銅 と亜鉛それぞ

れの LC50 （1.0 ＋ 0、 0 ＋ 1.0） の生存率が、 0.54 （±0.074）

と 0.37 （±0.172） であ るのに対し て、 0.4 ＋ 0.6 と 0.6 ＋

0.4 の混合比において、 生存率は 0.1 （±0.071） と 0.08

（±0.076） と大き く 低下し た。

〔備考〕

独立行政法人産業総合技術研究所 ・ 加茂将史

17） 　 ポ リ臭素化ジフ ェ ニルエーテル (PBDEs） の沿岸生

態系における生物濃縮機構

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD012

〔担当者〕 ○水川薫子 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 

〔内容および成果〕

　 PBDEs の脱臭素化特性を把握する ために、BDE99 の脱

臭素化率について、 マコ ガレ イ肝 ミ ク ロ ソーム ・ サイ ト

ソル ・ S9 の比較を行った。 結果、 脱臭素化に作用する酵

素の局在が示唆されている ミ ク ロ ソーム よ り サイ ト ソル

の方が高い脱臭素化率を示し た。 また、 PBDEs ・ PCBs の

代謝の受け方の違いを調べる ために、 市販のラ ッ ト 肝 S9

を用いた脱臭素化 ・ 水酸化作用を比較し、 解析を進めた。

〔備考〕

平成 22 年度は JSPS 特別研究員 (DC2) と し て出身大学を

受入研究機関にし ていたが、

平成 23 年度は資格変更 ・ 所属変更を行い、 JSPS 特別研

究員 (PD) と し て国立環境研究所を受入研究機関 と し てい

る。

18） 　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評

価

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH002

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 大気環境において、 大気中における二次生成物

質に注目が集ま ってお り 、 その健康影響が懸念されてい
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る。近年光化学オキシダン ト 濃度が上昇傾向にあ る中で、

多環芳香族炭化水素 （PAH） の水酸化体、 ケ ト ン、 アル

デ ヒ ド 等の酸化体が注目されている。 しかし その毒性や

大気中での挙動に関する知見は未だ少ないのが現状であ

る。 そ こ で本研究では、 PAH の酸化的二次生成物質に焦

点を当て、 その遺伝毒性および発生要因の解析を行い、

大気環境によ る健康影響に関連する基礎資料を提供する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 昨年度に採取し た春季、 夏季及び秋季の大気試料につ

いて、 引き続き PAHs 及びその酸化体の測定を継続する

と と もに、 EC、 OC 及び WSOC の測定を実施し た。 その

結果、 WSOC/OC 比が春季では 2 ～ 5 程度で推移し たの

に対し、 夏季試料では 10 ～ 20 と高 く なる こ と が認めら

れた。 また EC/OC 比の日間変動は、 夏で比較的小さ かっ

た こ と が観測された。PAHs 及び酸化体についてはデータ

を蓄積中であ るが、ジベンゾチオフ ェ ン等の含硫黄 PACs

の濃度は今年度の測定でも鹿児島で比較的高い傾向が認

め られている。 鹿児島では、 メ チルフ ェナン ト レ ン濃度

も高い傾向があ る こ と か ら、 重油などによ る大気の汚染

が示唆された。 なお今年度は震災の影響も あ り 、 計画よ

り も縮小し、 春季、 夏季及び冬季にサンプ リ ングを実施

し た。 これら平成 23 年度捕集試料については次年度に測

定を実施する予定であ る。

〔備考〕

19） 　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法 と底

層 DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BD001

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 木幡

邦男， 白石寛明， 児玉圭太， 李政勲

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

20） 　 デ ィ ーゼル起源ナ ノ 粒子内部混合状態の新 し い計

測法 　 ( 健康リ スク研究への貢献）

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1012BD002

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 デ ィ ーゼルナ ノ 粒子およ びデ ィ ーゼル車が多

く 走行する幹線沿いの大気中ナ ノ 粒子に対し て、 収束イ

オンビーム二次イオン質量分析装置、走査型電子顕微鏡、

レーザー共鳴多光子イオン化法を組み合わせた収束イオ

ンビーム質量顕微鏡を適用し、 従来の分析手法では明ら

かになっていない一粒子単位の化学組成 （有機物 ・ 無機

物） や、 それら の内部混合状態の情報を獲得する為の手

法を確立する。 デ ィ ーゼルナ ノ 粒子の毒性評価、 健康 リ

ス ク研究に、 その情報を提供する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 新 し い分析法で あ る 質量顕微鏡で測定す る た めに、

デ ィ ーゼルナ ノ 粒子を Differential mobility analyzer で 30

nm、 50 nm、 100 nm に分級し、 静電サンプラーによ り シ

リ コ ン ウ ェハおよびコ ロ ジオン膜を張った銅グ リ ッ ド 上

に捕集し た。 透過型電子顕微鏡では粒径 10 nm の一次粒

子が凝集し ている様子が観察され、 粒径が大き く な るに

つれ凝集す る 一次粒子の個数 も 増え る 様子が観察 さ れ

た。 一方で質量顕微鏡によ り 、 50 nm の大き さ の粒子の

内部混合状態の観察に世界で初めて成功し、 カルシ ウ ム

を内部まで含み、 成分が内外で均質なオイル粒子 と 表面

にフ ッ 素が コーテ ィ ン グ さ れた炭素粒子に大別で き た。

2012年1月に、デ ィ ーゼル車が多 く 走行する環境中で粒径

30-600 nm の粒子の捕集を行った。次年度はこれらの粒子

の内部混合状態を明らかにし てい く 予定であ る。

〔備考〕

21） 　 メ タ 個体群の空間構造に不確実性を も つ外来種の

最適管理戦略

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来種の駆除を考え る際、 複数の潜在的な生息

地間で外来種の移動が起こ り う る場合 と、 そ う でない場

合では、 複数の生息地への最適な駆除努力の空間配分は

異な る と 考え られる。 空間構造に関する知識が得られる

事によ って、 不確実性に頑健な意思決定を行 う こ と ので

き る数理的手法を開発する。 空間構造 と 駆除努力の最適

配分の関係を体系的に解析を行 う 。 理論だけではな く モ

デルの実用性も重視し、 オース ト ラ リ アにおける外来植

物 Para grass と Gamba grass の不確実性に頑健な駆除計画

を導出する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 空間構造 と不確実性に頑健な駆除努力の関係の体系

的解析

　 開発し た Dynamic Information-Gap を用いて不確実性に

頑健な駆除戦略を も と め、 空間構造 と 不確実性に頑健な

駆除努力の関係の体系的解析を行った。 不確実性がよ り

大きい場合で も、 最低条件であ る あ る一定根絶確率を達

成する こ と のでき る駆除努力量を、 不確実性に頑健な駆

除努力量と し て求めた。
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（ ２ ） 生態学的特性と最適駆除戦略

　 休眠性種子を もつ植物は根絶が難しい と 言 う こ と が知

られている。 その場合は、 新しい局所個体群に定着する

こ と を阻止する こ と が重要にな る。 そのために、 よ り 他

の局所個体群 と の結びつきがあ る局所個体群に優先的に

管理努力を投資すべきであ る と 言え る。 また、 生物学的

防除などの根絶のための手法が確立されている種 と そ う

でない種では、 駆除のコ ス ト が異な る。 他に も、 繁殖齢

が短い場合や、 繁殖力が強いほど高密度にな る までの時

間が短 く 、 早い段階での管理努力の投資が重要 と な る と

考え られる。 こ のよ う に、 外来種の生態学的特性によ っ

て駆除努力の空間配分がどのよ う に異な るのかをシステ

マテ ィ ッ ク に求め、 個々の外来種の特性にあわせた駆除

手法を提示でき る よ う な一般理論を導出し た。

〔備考〕

関連重点分野 ： 中核研究プロ ジ ェ ク ト 「環境 リ ス ク研究

プロ グ ラ ム （4） 生物多様性 と生態系機能の視点に基づ く

環境影響評価手法の開発」

22） 　 ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシ レー ト の水生生物に対

する急性毒性試験

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ013

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

寛明， 岡知宏， 渡部春奈

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ノ ニルフ ェ ノ ールについて次期の水質目標値

が検討されているが、 環境中で ノ ニルフ ェ ノ ールの前駆

体 と な り う る ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キ シ レー ト につい

て、 その水生生物に対する急性毒性データ を得てお く こ

と は、 水質目標値を策定する上で急務であ る。 し か し、

EO 鎖長の違 う ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシレー ト につい

て、 系統的に整理し て得ら れたデータ は見当た ら ない。

そ こ で、 本研究では、 ミ ジン コ及び メ ダカを用いて EO

鎖長の違 う ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシレー ト についての

急性毒性試験を実施する。

〔内容および成果〕

　 6 種類の供試物質 （ノ ニルフ ェ ノ ールエ ト キシレー ト

NPEO1-6） について、 藻類、 オオ ミ ジン コ及び メ ダカを

用い た生物影響試験 を 行な っ た。 各試験につい ては、

OECD テス ト ガ イ ド ラ イ ン 201,202,203 に従って実施し

た。 ただし、 メ ダカに関し ては、 ガ イ ド ラ イ ンの基準に

し たが う と 二次性徴を過ぎて し まい、 被検物質の分解物

は内分泌か く 乱の疑いがあ る こ と か ら、 性差によ る毒性

発現の違いを懸念し て 2 次性徴前の稚魚 (1.5 か月齢） を

用いた。 また、 藻類については、 緑藻を用いた試験の結

果、 すべてにおいて水溶解限度で影響は認め られなかっ

た。

 甲殻類 魚類

(mg/ L) 48hEC50 96hLC50

NPEO1 0.31 0.49

NPEO2 0.60 0.86

NPEO3 1.37 0.99

NPEO4 2.40 1.11

NPEO5 2.90 1.72

NPEO6 3.61 3.08

（実測値）

〔備考〕

23） 　 健康影響の統合データベース HEALS の整備 ・ 更新

〔区分名〕 基盤整備

〔研究課題コー ド〕 1111AQ014

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤沼

宏美

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 健康影響の統合デー タ ベー ス HEALS (Health

Effects of Alert Systems) は、 動物や細胞実験によ る化学物

質の毒性情報、 作用 メ カニズ ム情報、 遺伝子発現情報、

疫学情報や疾患情報等を収集 し て、 類型化す る ための

データベースであ る。 それによ り 、 化学物質の毒性予測

及び新たな リ ス ク評価手法確立への基盤資料 と する。 限

ら れた情報か ら 効果的に健康 リ ス ク を評価す る ための

ツール と し て役立つ事を目指し ている。 HEALS は、 毒性

遺伝子 ・ 文献データベース ChemToxGen （健康影響 ・ 毒

性に関する文献や遺伝子発現情報など を収集し たシステ

ム） 、 化 学 物 質 マ イ ク ロ ア レ イ 実 験 デ ー タ ベ ー ス

ChemArrayDB （ダ イオキシン等の環境汚染物質の生体影

響研究のために行われたマイ ク ロ アレ イ実験情報を ま と

めたデータベース )、 化学物質の類型化シ ス テム pCEC

（化学物質曝露に よ る遺伝子発現の特徴づけに よ る毒性

影響 と の関連や疾患 と の関連性を ま と めたデー タ ベー

ス）、健康マルチプロ フ ァ イ リ ング解析システム MulCEH

（細胞形態情報、 遺伝子発現情報、 エピジェネテ ィ ク ス情

報などマルチプロ フ ァ イ リ ングによ る化学物質の特徴づ

け と メ カニズムの予見的解析を行 う システム と 事例デー

タベース） の ４ シス テム を搭載し ている。 随時、 健康影

響予測システムのための統合データベース HEALS 内の

各情報を最新情報に更新する と と も に、 予測事例の蓄積

を行 う 。
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〔内容および成果〕

　 本年度は、 主に以下の ４ 点について実施し た。

（ １ ） ChemToxGen の整備 ・ 更新

　 MEDLINE と EPA の DSSTOX のデータベースの整理、

及び事例研究 と し て ２ 年間の発がん試験の詳細情報を有

する化学物質 13 と簡易情報 26 物質のデータのス コ ア化

を搭載し た。

（ ２ ） ChemArrayDB

　 化 学 物 質 マ イ ク ロ ア レ イ 実 験 デ ー タ ベ ー ス

ChemArrayDB （ダ イオキシン等の環境汚染物質の生体影

響研究のために行われたマイ ク ロ アレ イ実験情報を ま と

めたデータベース ) のデザイ ンの統一を行なった。

（ ３ ） pCEC の更新

　 新たに、 ラ ッ ト 初代肝細胞における化学物質 106 個の

遺伝子発現情報を搭載し た。

（ ４ ） MulCEH によ る予測事例の整備 ・ 更新

　 マウ ス及び ヒ ト 胚性幹細胞を用いた胎生プロ グ ラ ミ ン

グへの影響予測データ、 肝毒性予測データの搭載を搭載

し た。

〔備考〕

24） 　 平成 23 年度農薬による水生生物影響実態把握調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY003

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 岡知

宏， 渡部春奈， 高信ひとみ

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 農薬の水域生態系への影響を未然に防止する 観

点から 、農薬取締法に基づき 農薬登録保留基準を個別農薬

ごと に設定し ている が、生態系への影響は未だ解明さ れて

いない。そこ で、登録後の農薬が水域生態系に及ぼす影響

を事後的に評価する シス テムの確立が必要である 。 そこ

で、 事後評価シス テムの確立に向けて農薬が使 用さ れる

圃場周辺の水域において、環境水を用いたバイ オアッ セイ

の実施、 環境水中の農薬濃度の分析を実施する 。

〔内容および成果〕

　 本調査は、 登録後の農薬が実環境におけ る水域生態系

に及ぼす影響に関す る 事後評価シ ス テ ムの確立に向け

て、 農薬が使用される圃場周辺の水域において、 環境水

を用いた生物試験 （バイ オア ッ セ イ） 及び農薬濃度の分

析を実施し た。 また、 農薬散布によ り 影響を受けた水域

におけ る生物影響について、 時間経過によ る農薬の減衰

と 生物影響の変化を調べた。 さ ら に、 除草剤を中心 と し

た、 農薬原体の水生生物慢性毒性試験デー タ の充実を

図った。 除草剤が散布された 1 週間後程度の後に水田か

ら の放流水をサンプ リ ン グ し た。 サンプ リ ン グ場所は、

千葉、 埼玉、 茨城などの 5 か所において実施し た。 それ

ぞれのサンプルについて、 魚類、 藻類、 甲殻類、 発光バ

ク テ リ アを用いた慢性毒性試験を行い、 それぞれの影響

の強さ を測定し た。 同時に一斉分析によ って検出された

農薬の中から 5 種類の農薬について、 甲殻類、 藻類、 魚

類の短期慢性毒性試験を実施し た。

　 上記の結果を も と にし て、 MEC/PNEC を求め、 環境中

で除草剤の複合影響が検出でき るかど う かについて考察

を行った。 その結果、 除草剤の影響は相加的に作用する

こ と が推察された。

〔備考〕

25） 　 平成 23 年度水生生物への影響が懸念される有害物

質情報収集等調査業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY004

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 田中

嘉成， 林岳彦， 鑪迫典久， 松崎加奈恵， 長尾明

子， 藤原好， 蓮沼和夫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本調査は、 新たな水質環境基準設定の検討を推

進する ため、 水生生物保全に係る水質目標値の検討に必

要な信頼性を有する毒性情報の収集 ・ 整理、 文献情報で

は不足する毒性情報を得る ために環境省が実施する毒性

試験の信頼性を確保する ための支援及び中央環境審議会

水生生物保全環境基準専門委員会等において必要 と な る

資料作成等の支援を行 う こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 ノ ニルフ ェ ノ ール、 直鎖アルキルベンゼン スルホン酸

塩など を対象に生態毒性データの収集、 毒性データの信

頼性、 十分性の確認を行 う 一方、 環境中での運命など関

連する情報の収集し、 水質目標値の設定に必要な資料 と

し てま と め作成し た。 それら の資料は、 目標値の検討を

行った各段の検討会で論議され、 それぞれ検討会で出さ

れた疑問への再調査、 意見の集約する など会議の運営に

当たった。 また、 生態毒性データの少ない海産生物を対

象 と し た試験法の検討、 淡水魚類 （ニジマス） を用いた

試験法の普及や毒性データの取得を目的 と し た環境省の

事業の支援を行った一方、 汽水域に生息する生物種 と 淡

水または海水に生息す う 種の感受性比較のためのデータ

収集を行った。 カ ド ミ ウ ムの野外環境中の影響 と 汚染 と

の関係を明らかにする手法の確立のための現地調査を実

施し た。

〔備考〕
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26） 　 平成 23 年度水産動植物登録保留基準設定に関する

文献等調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY005

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 農薬取締法に基づ く 水産動植物の被害防止に

係る登録保留基準を個別農薬ご と に設定する にあた り 、

基準値を よ り 実態に則し た も の と する ため、 申請者か ら

提出される水産動植物の毒性試験成績の他に、 公表され

ている文献や研究報告書におけ る毒性データ を活用する

こ と と し ている。

　 本事業では、 国内外の文献及びデータベースか ら水産

動植物の毒性データ を収集・整理し て信頼性評価を行い、

環境省が設置し、 開催する平成 ２ ３ 年度水産動植物登録

保留基準設定検討会におけ る検討用資料の作成を目的 と

する。

〔内容および成果〕

　 農薬取締法に基づ く 水産動植物のための登録保留基準

設定に関し て、 水生生物を対象 と し た主なデータベース

（US-EPA の AQUIRE， EU-ECHA の IUCLID， ECETOC

データベース） での文献検索や環境省の生態毒性試験結

果か ら農薬登録のための試験データ と 同等 と 見な される

デー タ を検索 し、 ヒ ッ ト し たデー タ についてはデー タ

シー ト を作成し た。 本年度は約 50 物質 （農薬活性成分）

について資料を取 り ま と め、 検討会での資料 と し て作成

し た。 さ ら に、 保留基準設定の高度化に向けて、 国外の

登録制度におけ る詳細な運用手順について調査し、 検討

会での資料作成に携わった。

〔備考〕

27） 　 平成 23 年度化学物質の内分泌か く 乱作用に関する

試験法開発に係る業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY006

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 岡知

宏， 渡部春奈， 高信ひとみ

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境省では、 平成 22 年 7 月に 「化学物質の内

分泌か く 乱作用に関する今後の対応― EXTEND2010 ―」

を取 り ま と め、 化学物質の内分泌か く 乱作用に伴 う 環境

リ ス ク を適切に評価し、 必要に応じ管理し てい く こ と を

目標と し て、評価手法の確立 と評価の実施を行っている。

こ のため、 まだ十分確立されていない内分泌か く 乱化学

物質の試験法について、 引き続き開発を進める必要があ

る と 共に、 OECD 等で進め られている試験法確立に積極

的に協力し、 国際的な貢献を行 う 必要があ る。 これら を

踏まえて、 主に魚類、 両生類及び無脊椎動物を対象 と し

た各種試験の実施や情報収集、 必要な検討を通し て、 試

験法の確立及び影響を評価する ため必要な基礎的知見の

集積を行い、 試験の開発 ・ 適正化に向けた取組みを推進

する。

〔内容および成果〕

　 魚類試験法開発につい て は、 魚類短期間繁殖試験

（TG229） について、 メ ダカを試験魚 と し て実施でき る よ

う に試験条件等を適正化する ための取組みを実施し た。

試験法の改正は専門家会合で認められ、 来年度の OECD

会議で承認される見込みであ る。

また、 日米において議論された、 魚類の繁殖 ・ 生殖 （生

産性） への影響を評価する試験法 （ メ ダカ多世代試験）

の改訂プロ ト コール （案） を作成し、 一部を除き日米の

合意を得た。

　 無脊椎動物試験法開発については、 オオ ミ ジン コ繁殖

試験 （TG211 及び TG211 アネ ッ ク ス ７ ） の課題を整理し、

幼若ホルモン様化学物質に対する ス ク リ ーニング手法の

開発に向けた取組みを実施する。 また、 ミ ジン コ を用い

た多世代試験の開発に向けた取組みを実施し、 試験法の

妥当性について検証作業を進めた。 また、 幼若ホルモン

の短期ス ク リ ーニング試験法の開発を行った。 両生類試

験法開発では、 ト ロ ピカ リ ス を用いた両生類パーシ ャル

ラ イ フサイ クル試験法開発のため、 別途環境省が実施し

た業務の結果及び最新の論文等の情報を収集し、 概要を

取 り ま と めた。 また、 その結果を基に、 ば く 露条件、 エ

ン ド ポ イ ン ト の妥当性等の観点か ら検討し、 今後取 り 組

むべき課題等を整理し た。

〔備考〕

28） 　 WET 手法を活用し た水環境管理手法の検討調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY007

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 渡部

春奈， 岡知宏， 松崎加奈恵， 菅谷芳雄， 青木康

展， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 工場 ・ 事業場からの排水には低濃度であって も

多種多様な化学物質が含まれている場合があ り 、 それら

の生態系への悪影響や複合影響については未知な部分が

多い。 安心安全な水環境を確保し、 事業場排水に起因す

る水質汚濁および水生生物等への悪影響を未然かつ効率
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的に防止する ために、 環境影響を総和的に管理する手法

と し て WET(Whole Effluent Toxicity) プロ グ ラ ムの導入に

ついて調査検討を行 う 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 生物応答手法の導入に際し ての制度及び運用に関し

て、 平成 22 年度調査で挙げられた検討方針に基づき、 生

物応答手法の導入の具体化に向け、 生物応答手法の導入

の在 り 方 （導入効果、 導入方法等） や、 生物応答手法導

入の具体化に向けた枠組み （実施機関、 評価機関等） に

ついて検討を行った。

（ ２ ） 昨年度調査で作成された技術的な作業手順書等の素

案を基に、平成 24 年度に予定し ている作業手順書等の最

終案の作成に向け、 生物応答手法の導入に必要な手順書

等の案の作成し、 パイ ロ ッ ト 試験を実施し た。 具体的に

は、 （ １ ） で作成された作業手順書等の実効性の確認及び

修正に資する ため、 9 機関にて リ ングテス ト を実施し た。

バイオア ッ セ イ試験は国環研にて準備し た事業場排水を

試料 （混合排水 １ 試料程度） と し、 ゼブ ラ フ ィ ッ シ ュ、

ニセネコゼ ミ ジン コ、 藻類の ３ 試験種を実施し た。 また、

今後の調査検討内容及び導入に向けた工程表を作成 し

た。

（ ３ ） 検討委員会を設置 し、 検討会及び分科会を開催し

た。 さ ら に、 地方自治体関係者及び試験機関等か ら の参

加者を募った 「生物応答手法に関するセ ミ ナー」 を開催

する し た。 セ ミ ナーでは、 カナダ、 米国、 韓国で生物応

答手法に係る業務 ・ 研究に携わる担当者を 4 名招聘し、

講演依頼し た。

〔備考〕

29） 　 平成 23 年度化審法審査支援等検討調査

〔研究課題コー ド〕 1111BY008

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 菅谷芳雄， 古濱彩子， 鑪迫典久， 林岳彦

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

30） 　 自動車から排出 される粒子状物質の粒子数等排出

特性実態に関する調査研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY009

〔担当者〕 ○藤谷雄二 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 平野

靖史郎， 伏見暁洋， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本調査研究は、 自動車から排出される微小粒子

について、 道路沿道における粒子数等の測定や、 バ ッ ク

グ ラ ウ ン ド 大気や交通環境の異な る道路沿道の観測地点

における測定を実施する こ と によ り 、 微小粒子の挙動を

広範囲に把握する こ と に加え、 排気規制によ る粒径分布

や個数濃度の変化を把握する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年から継続し て道路沿道 （川崎市池上新町および

東京都千代田区北の丸）において、走査型モビ リ テ ィ パー

テ ィ クルサイザーおよび低圧イ ンパク ターを用いた粒子

状物質の粒径分布および個数濃度の測定を行い、 自動車

の排気規制によ る経年変化を把握し た。 池上新町におい

て、 デ ィ ーゼル粒子に特有な粒径領域の黒色純炭素は減

少傾向にあ る こ と、ナ ノ 粒子領域の質量濃度は 2007 年度

を起点にみる と 減少傾向にあ り 、 個数濃度やナ ノ 粒子領

域の炭素成分は2007年度から変動の範囲内に収ま ってい

る現状が確認された。

〔備考〕

31） 　 平成 23 年度化学物質環境リ スク初期評価等実施業

務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY010

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 長尾

明子， 藤原好， 兵頭 栄子， 蓮沼和夫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 環境中に存在する多数の化学物質の中から、 人

の健康や生態系に対し て有害な影響を及ぼす可能性のあ

る も のを効果的に抽出し、 効率的に環境 リ ス ク管理施策

を進めてい く ため、 化学物質の環境 リ ス ク初期評価を進

めてお り 、 その結果を 「化学物質の環境 リ ス ク評価」 （通

称 「グレー本」） と し て公表し てき ている。 内外の動向を

踏まえ評価手法の さ ら な る改善を図 り つつ、 同評価を効

率的かつ整合的に進める必要があ る。

　 本調査では、 「化学物質の環境 リ ス ク評価」 に係る検討

全体の企画 ・ 立案、 運営 ・ 調整及び総合 と り ま と めを行

う と と も に、 内外の科学的知見を最大限に活用し ながら

ば く 露評価及び生態 リ ス ク 初期評価の作業を進め る ほ

か、 評価手法を高度化する ための検討、 化学物質の環境

リ ス ク評価に関連する OECD の検討に必要な対処及び貢

献をする ための作業等を行 う こ と を目的とする。

　 本調査の目標は、「化学物質の環境 リ ス ク評価第 10 巻」

を取 り ま と める こ と、 および化学物質の リ ス ク評価に係

る国際的動向を把握し、 環境省が行 う 各種 リ ス ク評価に

貢献する こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 化学物質の環境 リ ス ク評価第10巻を取 り ま と め刊行に

向けての作業を完了し た。 その中で健康 リ ス クおよび生
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態 リ ス ク の初期評価を実施し、 結果 と し て詳細な評価を

行 う 候補 （計 4 物質）、 情報収集が必要 （計 9 物質） と の

評価を行い、 残る計 9 物質については、 現時点ではさ ら

な る作業は不必要 と し た。 また、 化学物質の環境 リ ス ク

評価に関する海外の動向を調査し た。

〔備考〕

32） 　 平成 23 年度生態毒性 Ｇ Ｌ Ｐ 査察支援業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY011

〔担当者〕 ○菅谷芳雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 蓮沼

和夫， 松崎加奈恵

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 化学物質審査規制法の審査等のため、 事業者が

国 に 提 出 す る 毒 性 試 験 デ ー タ は、 優 良 試 験 所 基 準

（Ｇ Ｌ Ｐ ： Good Laboratory Practice） 適合施設において作

成する こ と を義務付けてい る。 こ の適合性については、

国が試験施設を査察し、 その結果を基に確認する こ と と

されている。 生態毒性 Ｇ Ｌ Ｐ 施設については、 環境省が

査察を実施し ているが、 査察官の教育訓練、 マニ ュ アル

の整備等、 専門家によ る支援が必要であ り 、 加えて、 平

成 24 年度には Ｏ Ｅ Ｃ Ｄ が実施する Ｇ Ｌ Ｐ 相互合同査察

において、海外の査察官の受け入れての Ｇ Ｌ Ｐ 査察の調

査も予定し ている こ と から、その準備を行 う 必要があ る。

　 本業務では、 Ｇ Ｌ Ｐ 施設への査察体制の向上に資する

ため、 必要な検討を行 う と と もに、 今年度の Ｇ Ｌ Ｐ 施設

の査察及び平成24年度に行 う 海外の査察官の受け入れ準

備の支援を行 う こ と とする。

本業務の目標は、 上記の Ｇ Ｌ Ｐ 査察に必要な、 査察官の

研究教育、 査察実施要領などのマニ ュ アルを整備し、 あ

わせて本制度を解説す る 英文資料を提供す る こ と であ

る。

〔内容および成果〕

　 化学物質審査規制法に基づ く GLP 制度の円滑で透明性

の高い運用のため、 環境省が実施し ている生態毒性試験

のための GLP 基準適用調査に係る諸規定の見直し を行っ

た。 同様の管理を行っている経産省、 厚労省の規程を参

照し、 不足し ていた規程の案を作成し、 さ らに査察官を

対象 と し た研修資料 と し て再構成し、 また来年度に予定

される OECD 相互合同査察チーム受け入れのため、 これ

ら諸規定 （こ の調査で提案し た案を含む） の英訳を行っ

た。

〔備考〕

33） 　 有害大気汚染物質の健康 リ ス ク評価手法等に関す

るガイ ド ラ イ ン策定検討委託業務

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY013

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター），松本理

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本業務では、 有害大気汚染物質の指針値等の評

価値を設定する基本的な方針を示すも の と し て、 現在の

「指針値算出の具体的手順」 よ り 詳細な運用ルール と なる

べき考え方を示すこ と を目標 と し て、 最も適切な リ ス ク

評価値の算出方法のガ イ ド ラ イ ン素案の作成を目的 とす

る。

〔内容および成果〕

　 我が国の環境行政におけ る有害大気汚染物質の健康 リ

ス ク評価 ・ 指針値設定の基本的な考え方は 「今後の有害

大気汚染物質の健康 リ ス ク評価のあ り 方について」 （中央

環境審議会第七次答申）、 および 「指針値算出の具体的手

順」 （中央環境審議会第八次答申） と し て示 さ れてい る

が、 実際の算出にあたっては、 動物か ら人への外挿や不

確実係数の設定な ど を物質ご と に検討 ・ 実施し てお り 、

この点に関し ては、 現時点では具体的な算出手順は明確

に規定されていない。 今後、 評価値を設定する基本的な

方針 と し て、 現在の 「手順」 よ り 詳細なガ イ ド ラ イ ン と

な るべき考え方を示すこ と を目標に、 これまで我が国や

国際機関、 諸外国の従来の リ ス ク評価手法を整理し、 適

切な リ ス ク評価値の算出に関する基本的情報を得て、 必

要な検討事項 と 問題点を整理し、 特に健康影響の閾値の

問題に注目し て評価手法を検討し て き た。 今年度は、 前

年度までの検討を取 り ま と めた骨格案を基に現行の 「今

後の有害大気汚染物質の健康 リ ス ク評価のあ り 方につい

て」 および 「指針値算出の具体的手順」 の改訂のための

ガ イ ド ラ イ ン素案を作成し た。 また、 評価手順を俯瞰す

る全体フ ロー図案 と ガ イ ド ラ イ ンで使用する用語を解説

し た用語集案を作成し た。

〔備考〕

34） 　 水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証 と モ

デル向上に資する調査研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1112AH001

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 多 く の化学物質の リ ス ク 評価が様々な形で進

め ら れてい る。 リ ス ク 評価で必要 と な る曝露評価では、
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よ り 正確に把握する ために、 日本全土において環境中の

化学物質を把握する必要があ る。Ｐ Ｒ Ｔ Ｒ 制度において、

製造輸入量等の把握を し ている物質の中で農薬は大き な

割合を占めてお り 、 環境中の農薬の時間的、 空間的な濃

度変動を把握する こ と は重要な課題であ る。 農薬の時空

間変動を把握するにはモデルの活用が現実的な方法であ

り 、 実測によ る検証を踏まえたモデル性能の向上が必要

であ る。

　 本研究では、 開発中の水田農薬についての排出推定モ

デルについて、 その予測の信頼性の検証のために、 日本

各地で河川水調査を実施する。 また、 各地の実情を把握

する こ と によ り 、 モデル性能の向上を目指す。

〔内容および成果〕

　 全国 ７ 地点で定期的な河川中農薬残留実態調査を実施

し た。 その う ち、 6 地点では 16 回、 1 地点では 30 回サン

プ リ ングを実施し た。 殺菌剤 12 種類、 殺虫剤 12 種類に

ついて LC/MS/MS を用いて濃度の定量を試み、 すべての

殺菌剤 ・ 殺虫剤がいずれかの河川水か ら定量された。 ま

た、 開発中の農薬排出量推定モデルの対象農薬を拡大さ

せる ために、 モデルの開発と検証を進めた。

〔備考〕

35） 　 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に

関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ007

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ペルフルオロ（オ ク タ ン -1- スルホン酸）（PFOS）

を ウズ ラ親鳥に摂餌投与し た結果、 若鳥の孵化率及び 14

日間生存率が有意に低下する こ と が知られている。 本研

究では、 摂餌投与し た親鳥のペアか ら産卵された卵中の

PFOS 濃度を定量する こ と で、 PFOS の卵への濃縮率、 移

行率を算出する。 卵中濃度 と 若鳥への影響の関係を解析

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 ペルフルオロ （オク タ ン -1- スルホン酸） （PFOS） を ウ

ズ ラ親鳥に摂餌投与し た親鳥のペアから産卵された卵中

の PFOS 濃度を定量するために異性体別の分析法を検討

し た直鎖の PFOS の卵への濃縮率、 移行率を算出するた

めに LC-MS/MS 法によ り 卵中濃度の分析を行った結果、

餌 と 同程度の濃度検出され、 投与期間 と 欄中濃度の関係

は有意ではなかった。

〔備考〕

36） 　 ク ロマ ト グラ フ - 質量分析法における物質同定のた

めの測定 ・ 解析手法に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ008

〔担当者〕 ○白石寛明 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鑪迫

典久

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 スキ ャ ン法によ り 得られた GC-MS や LC-MS 法

での測定データには、 試料中に含まれる多数の化学物質

情報 （マ ス スペ ク ト ル と 保持時間） が記録 さ れてい る。

本研究では、 試料に特徴的な物質を抽出する手法を開発

する。 開発された手法を環境試料に適用し、 共通し て検

出される物質や未知汚染物を特定する。

〔内容および成果〕

　 環境試料をス キャ ン法によ り GC-MSやLC-MS法で測定

し 、 得ら れたマス ス ペク ト ルデータ を用い、 多変量解析等

の統計的手法を用いて解析する ための基盤を整備し た。こ

れま でに蓄積し た国内外の多数の測定データ を解析し 、長

江河川水から 4 －ク ロ ロ －６ －フルオロ ブタ ン （CASRN

　 375-34-8， CFC316) と その異性体の存在が認めら れた。

ま た、 北九州市内、 ベト ナム、 カン ボジア、 黄河など で

も 、 全てに存在する 可能性がある こ と が確認さ れた。

〔備考〕

37） 　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 1112KZ001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の減少は地球上のあ ら ゆ る環境で

進行し ている。2010 年には名古屋で国際会議 COP10 が催

され、 生物多様性の持続的な保全は、 人類共通の重要課

題であ る こ と が一般人の間でも浸透しつつあ る。一方で、

特定の生物種が増えすぎて、 われわれ人間 と さ ま ざまな

軋轢を起こ し ているの も周知の と お り であ る。 外来種は

も ちろん、 在来種で も人間活動が間接的に正の駆動因 と

な り 急増し ている。 さ ら に不幸な こ と に、 人間活動に不

利益を も た らす複数の生物種は、 しばしば同じ地域で同

時に増加し、 農作物や生態系などに大き な影響を与えて

いる。 なかで も シカ、 イ ノ シシ、 サル （在来種） や、 ア

ラ イ グマ （外来種） などの哺乳類は、 全国的にセ ッ ト で

問題になっている こ と が少な く ない。 こ う し た状況下で

は、 地方の自治体は大変な苦難に直面し ている。 しばし

ば、 どの種、 どの地域を管理対象 と し て優先させた ら よ
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いか、 と い う 重層的なジレ ンマが発生するからであ る。

　 こ う し た状況に対応するには、 個々の種の問題を別個

に捉え るのではな く 、 一括し て解決の道を探るのが合理

的であ る。 その理由は、 以下の 3 つに集約される。 第 １

に、 当該の自治体は、 一定の予算や人的資源の範囲内で

複数の問題を取 り 扱 う 必要があ るか ら であ る。 個々の種

についてではな く 、 複数種を同時に取 り 扱 う こ と で管理

上の ト ータルな最適解が見つかるはずであ る。 こ う し た

認識自体は従来か ら あ る も のの、 方法論的枠組みが確立

されていないため、 管理の実践には十分生か されていな

い。 第 ２ に、 各種の動態や被害発生の仕組みが、 相互に

関連し ている可能性があ る こ と であ る。 増加し た哺乳類

は、 農作物や生態系へのイ ンパク ト が大きいため、 競合

関係や人間活動を介し た促進的関係 （例えば、 A 種によ

る耕作放棄は、B 種の進入を促進する） も予想される。第

３ に、 不確実性のあ る限られた情報 （データ） か ら個体

群パラ メ ータ を推定する場合には、 一括し て解析する こ

と で情報量が増え る ため、 よ り 精度の高いパラ メ ータ推

定が可能にな る こ と であ る。 ベイ ズ統計学の発展は、 こ

う し た一括推定の利点を高めている。

　 本研究では、 千葉県房総半島で分布を拡大し、 農作物

や生態系に大き な影響を及ぼ し てい る イ ノ シシ、 シカ、

ア ラ イ グマを対象に、 (1) 個体群の空間動態を予測するモ

デルの構築、 (2) それに基づ く 空間明示の個体群動態 と被

害予測、 (3) 様々なシナ リ オのも と で、 3 種哺乳類の費用

対効果の高い管理戦略を探索し、 その結果を行政に提示

する こ と、 を目的 と し ている。 千葉県におけ る これら の

3 種哺乳類の個体群は、 いずれも孤立個体群であ るため、

多 く の自治体で行われている行政区分で切 り 取った 「個

体群」 ではな く 、 真の個体群を丸ご と 捉え る こ と ができ

る と い う 利点があ る。 ま た、 房総半島は、 南北に長 く 、

南部は森林が広がる山地帯であ るが、 北部はいわゆる里

山丘陵地であ り 、 景観構造や農地利用区分も大き く 異な

る。 こ う し た自然条件、 社会条件が異質な地域を含む場

合には、 地域間での住民意識などの違い も大き く 、 管理

戦略の立案には、そ う し た異質性の考慮は不可欠であ る。

　 複数の野生動物の個体群動態や被害動態を一括し てモ

デル化し、 費用対効果を統合的に捕ら えた管理戦略を構

築する試みは、 申請者の知る限 り 国内外を問わず、 いま

だ存在し ない。 本研究は、 在来種、 外来種を問わず、 異

質環境下での複数の野生生物の管理を科学的に行 う 新た

な手続き を開発する も のであ り 、 学際性 と 地域性を兼ね

備えた研究課題であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究は、 以下の ４ つのプロセスから構成される。 （1）

農作物被害や駆除個体についての経年的な空間分布情報

の整備、 （2） 哺乳類 3 種の個体群動態に関わるパラ メ ー

タの推定、 （3） 各種作物の被害率を予測する統計モデル

の構築、 （4） 複数のシナ リ オを も と にし た哺乳類 3 種の

最適管理戦略の探索。

（1） 千葉県が収集し て き た各種哺乳類によ る農作物の被

害データ、駆除データ を電子化する と と もに、新たなデー

タ をアンケー ト 等によ り 収集し た。 さ らに綿密な被害予

測を可能にする ために、 農地利用区分などの基盤データ

を整えた。

（2） 哺乳類の被害分布、 駆除個体数分布、 および個体の

遺伝子情報を も と に、 ベイ ズ推定を用いて個体群の密度

と増加率、 移動率を推定をおこ なった。

〔備考〕

三井物産環境基金2010年度研究助成金公募の助成研究 と

し て行 う 。

38） 　 震災廃棄物 ・ 津波汚泥及びその仮集積 ・ 埋立処理に

よ っ て引き起こ される化学物質汚染の一次スク リ ー

ニング

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1113AH001

〔担当者〕 ○中島大介 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 白石

不二雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 震災によ る津波被災地域では、 汚泥に含まれて

いる化学物質や、 津波が無差別に撒き散ら し た地域内の

油や農薬等によ る汚染の可能性が考え られる。 し たがっ

て復興初期には、 土壌 ・ 河川等におけ る化学物質汚染の

実態把握がまず必要であ り 、 中長期的には震災廃棄物の

仮集積所周辺環境におけ る簡易 ・ 迅速な化学物質モニ タ

リ ングが求められる。 そ こ で本共同研究では、 震災直後

の汚泥撤去、 震災廃棄物等の仮集積地の汚染実態把握を

真っ先に行い、復興作業手順に有効なデータ を提供する。

続いて中長期的には汚染地域、 震災廃棄物処分地の追跡

調査を継続的に行い、 復興過程におけ る リ ス ク管理に資

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 石巻市内の南堺地区 と 気仙沼市内の沖の田

地区の震災廃棄物仮置き場周辺の調査を実施し た。 南堺

地区では、 仮置き場に囲まれた用水路 と、 その下流の金

沢川、 更に下流で合流する旧北上川について、 ７ 月か ら

継続的に採水し ている。 沖の田地区では、 仮置き場脇の

溝に流れる水 と、 その流入する沖 ノ 田川上流及び下流の

３ 地点において ９ 月よ り 調査を継続し ている。 両地域の
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試料について、 AhR 及び CAR 結合活性、 GCMS 一斉分

析によ る化学分析を実施し た と こ ろ、 南堺地区ではフ タ

ル酸エステル類やコプロ ス タ ノ ール等が高濃度に検出さ

れ、 強い CAR 結合活性が認められた。 沖の田地区でも比

較的高い CAR 結合活性が認められた。いずれの地点でも

上流側で高い活性を示し てお り 、 化学物質の浸出が示唆

された。

〔備考〕

39） 　 底棲魚介類の初期減耗要因の解明：再生産期の異な

る種の比較によるアプローチ

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD005

〔担当者〕 ○児玉圭太 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東京湾の底棲魚介類の資源量は近年低水準で

推移し てお り 、 回復の兆しがみられない。 資源回復を図

る ためには、 資源量増加を抑制し ている要因を明ら かに

する こ と が不可欠であ る。 本研究は、 東京湾の優占種で

あ り 、 再生産時期の異な る シ ャ コ と マコガレ イ を対象 と

し て、 両魚種の生活史初期の生残に影響する因子を解明

する。 特に、 生活史初期の餌料条件および環境因子 （水

温、 溶存酸素濃度） に着目し、 これら の因子が初期減耗

に及ぼす影響について野外調査 と 飼育実験によ り 明ら か

にする。 幼仔稚の食性を分子生物学的に調査する手法の

開発も行 う 。 得られた結果を総括し、 再生産時期の異な

る両魚種の初期減耗要因の共通点 と相違点について評価

する。

〔内容および成果〕

　 東京湾においてシ ャ コ幼生および稚シ ャ コの棲息環境

中におけ る生活史特性および初期減耗要因を解明する た

め、 生物試料採集および環境調査を毎月 1 回実施し た。

2011 年におけ る シ ャ コ幼生の密度は極めて低水準であ

り 、産卵資源量も低水準であ る と推察される。 また、2011

年においては着底後の稚シ ャ コの個体数密度も低水準で

あ り 、 幼生の着底に好適な環境条件ではなかった と 推察

される。 2004 年からのデータ と あわせて経年変化を調査

し た結果、幼生の密度は 2007 年と 2008 年に比較的多かっ

たが、 稚シ ャ コの密度は 2007 年に高 く 2008 年に低かっ

た。 こ の結果は幼生か ら着底までの生残率が加入量の多

寡を規定し ている こ と を示唆する。着底完了し た 12 月の

稚シ ャ コ の空間分布を調べた結果、 生残率が高か っ た

2007 年には湾全域に稚シ ャ コが分布し ていたのに対し、

2008 年には湾奥に稚シ ャ コがみられなかった。 両年の貧

酸素水塊の消長を調査し た結果、 2007 年には着底盛期で

あ る 10 月以降に貧酸素水塊の面積規模は小さ く 11 月下

旬に解消し たのに対し、 2008 年には 10 月から 11 月にか

けて湾奥で貧酸素水塊が広域に発生し、 11 月下旬にも解

消がみられなかった。 以上の結果は、 湾奥におけ る貧酸

素水塊の発生時期が幼生の着底盛期 と 重なった こ と によ

り 、 湾奥への幼生の着底が阻害された可能性を示す。 一

方、 貧酸素水塊の影響がみら れない湾南部において も、

2007年と 2008年の稚シャ コ密度には有意差があ る こ と か

ら、 貧酸素水塊だけではな く 餌条件や幼生の輸送経路な

ど、 浮遊生活期の生残率に影響する他の要因も精査する

必要があ る。

　 シ ャ コ幼生の餌料生物推定においては、 幼生のサイ ズ

が微小であ る ため消化管内容物のみを摘出する こ と が困

難であ る。そのため消化管組織を含めた DNA 抽出を行わ

ざ る を得ず、 餌生物のみな らずホ ス ト 生物 （シ ャ コ） の

遺伝子 も 抽出 さ れる ため、 餌生物の同定が困難 と な る。

そ こ で、ホス ト 生物の遺伝子を選択的に除外でき る PNA-

directed PCR clamping の適用可能性を検討し た。コ ピー数

が多 く 微小サンプルから も検出可能であ る 18S rDNA と

隣接する非転写領域の ITS1 を解析対象候補の遺伝子 と し

て選定し、 シ ャ コの 18S rDNA および隣接する非転写領

域の ITS1 のの全長塩基配列を決定し た。東京湾内湾部に

おいてシ ャ コ以外の口脚類幼生は見られないため、 塩基

配列の種内変異が大きい ITS1 領域ではな く 、 18S rDNA

を用いて他分類群の生物 と の種判別を検討する こ と が妥

当と判断し た。 現在、 18S rDNA において PNA プローブ

を設計する ため、 シ ャ コ を特異的に識別でき る部位の探

索を行っている と こ ろであ る。

〔備考〕

40） 　 ヒ 素結合タ ンパク質のキャ ラ ク タ リ ーゼーシ ョ ン

と生体影響評価への応用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD006

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 小

林弥生

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ヒ 素によ る井戸水 ・ 大気の汚染は、 中国、 イ ン

ド やバング ラデ ィ ッ シ ュ などの途上国で大き な環境問題

と なってお り 、 世界で数千万人も の慢性 ヒ 素中毒疾患者

がいる と 報告されている。 ３ 価の ヒ 素化合物は ５ 価に比

べて毒性が高い こ と、 有機 ヒ 素化合物の毒性は価数の違

いによ り 、 無機 ヒ 素の場合よ り さ ら に大き く 変化する こ

と などが指摘されている。 本研究では、 ヒ 素反応性タ ン

パク質を包括的に調べ、 そのキ ャ ラ ク タ ラ リ ゼイーシ ョ
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ンを行 う こ と によ り 、 生体内におけ る ヒ 素の標的分子 と

反応機構を明ら かにする こ と によ り 、 環境汚染物質であ

り 、 また前骨髄性白血病の治療薬 と し て も実際用い られ

ている ヒ 素化合物 と、 生体分子 と の反応性を直接調べる

こ と によ り 、 環境毒性学 と 臨床応用の両面に資する こ と

を目的とする。 　

〔内容および成果〕

　 まず、 ヒ 素化合物であ る アニサ リ ル酸をチオール化合

物を用いて ５ 価か ら ３ 価へ還元し た、 セフ ァ ロースに固

定化し た。 固定化された ヒ 素を、 プ ラ ズマ質量分析計を

用いて測定し た。 　 HepG2 細胞を溶解し た細胞可溶性画

分の タ ンパ ク 質を用いて、 担体に結合 し た ヒ 素 と のア

フ ィ ニテ ィ ーを調べる と と も に、 グルタチオンやジチオ

ス レ イ ト ールを用いて結合タ ンパク質の溶出条件を検討

し た。

　 また、 ヒ 素結合生のの高いタ ンパク質に関し て電気泳

動法を用いて調べた。 併せて、 非特異的に結合する タ ン

パク質に関し て も同様に電気泳動法を用いて確認し た。

〔備考〕

41） 　 化学物質データベース等の整備 ・ 提供

〔研究課題コー ド〕 1115AQ013

〔担当者〕 ○今泉圭隆 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 鈴木

規之， 菅谷芳雄， 中島大介， 林岳彦， 青木康展，

白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

42） 　 生態影響試験に関する標準機関 （レ フ ァ レンスラボ

ラ ト リー） 機能の整備

〔研究課題コー ド〕 1115AQ015

〔担当者〕 ○鑪迫典久 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展， 田中嘉成， 菅谷芳雄， 林岳彦， 中島大介，

白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

43） 　 化学物質の リ ス ク評価手法の体系化に関する基盤

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ019

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 菅谷

芳雄， 鑪迫典久， 松本理， 林岳彦， 古濱彩子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の人への健康影響、 生態系への影響の

評価に必要な有害性や曝露にかかわるデータ を取得する

手法を開発し、 さ ら に、 リ ス ク評価に必要な情報を体系

的に整備する こ と によ り 、 環境 リ ス ク評価の実施や指針

値の策定等の環境施策を推進する基盤を構築する。また、

化学物質の毒性予測手法を開発する こ と によ り 、 施策へ

の活用に必要な毒性予測の不確実性に対する定量的な情

報の提供を可能にする。

〔内容および成果〕

　 本年度は特に、 生体分子及び周囲の環境を考慮にいれ

た化学物質の毒性理論手法の開発を進めた。 量子化学計

算によ る生体分子内のタ ンパク質のチオール基 と 化学物

質 と の間の水の効果を考慮に入れた反応経路を考慮に入

れた毒性の説明付けの研究を進め、 特に、 ア ク ロ レ イ ン

と チオール基 と の顕著な反応性の高さ に着目し て結果を

ま と めた。

〔備考〕

44） 　 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ021

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎， 今泉圭隆

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境基準等の設定な ど政策に対応する リ ス ク

評価においては、 評価のための確実な情報 と 諸手法が求

められる。近年の化学物質の リ ス ク評価の進展に伴って、

有害性や曝露に関する情報の系統的な整備や情報基盤の

必要性が増し ている。 特に近年は化学物質の製造か ら最

終廃棄に至る全過程か ら の排出 と 曝露 ・ リ ス ク の管理の

必要性がた と えば欧州 REACH や改正化審法などの枠組

みにおいて重視されてお り 、 製品の使用過程など新たな

排出 ・ 曝露経路や排出 ・ 曝露の時間変動など、 新たな評

価課題を実行可能 と する諸手法の整備が急務であ る。 本

課題では、 これまで開発を進めて きた MuSEM を基礎 と

する排出推定ツールを も と に、 製造過程に加えて使用過

程か ら の排出 と 曝露、 排出 と 曝露の時間変動などに関す

る近年の諸知見を反映させる システム開発を行い、 化審

法 リ ス ク評価や OECD などでの国際協力など政策実施に

おいて応用可能な基盤とする こ と を目指す。

〔内容および成果〕

　 既存の排出推定方法を比較する ため、 日本の改正化審

法によ る手法、EU の TGD （Technical Guidance Document）

に よ る 手法、 ECHA （European Chemicals Agency） の

REACH 規制における手法を中心に情報整理を進めた。関

連し て欧州 REACH における化学品安全性評価の実施の

ために配布されている ツールプロ グ ラ ムであ る Chesar に

ついて、 排出推定の観点か ら情報収集を進めた。 ま た、
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難燃剤等について、 既存モデル （MuSEM） の機能を拡張

する ためにシステムの基本設計について検討を進めた。

〔備考〕

45） 　 化学物質リ スク管理戦略研究のための基礎的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ023

〔担当者〕 ○鈴木規之 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 櫻井

健郎， 今泉圭隆， 水川薫子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質のリ ス ク 管理戦略研究を効果的に推進

する ため、 研究に用いる 種々の数理モデルや社会調査、 シ

ナリ オなどの構築、 解析、 評価等にかかわる 基礎的手法の

研究を行う 。 具体的には、 数理モデル構築に資する 基礎的

研究、 不確実性解析のための基礎的手法の研究、 社会調査

等の質的データ の解析手法等について検討を行う 。こ れに

よ り 、 化学物質のリ ス ク 管理戦略研究の推進に資する 。 さ

ら に、 プロ ジェ ク ト 研究等で行われる モデルやシナリ オ、

調査結果のよ り 客観的な解析や評価を可能と する 。

〔内容および成果〕

　 数理モデル構築に資する基礎的研究 と し て、 生物移行

実験に関する検討およびモデル化手法の検討を行った。

生物移行に関するデータ取得については、 水環境の さ ま

ざまな媒体か ら底生魚であ るマコガレ イへの各種化合物

の移行データの解析を進めた。 また、 底生動物への化学

物質の移行にかか る実験条件の基礎的な検討を行った。

モデル化手法については、 一次反応速度論に基づ く マス

バ ラ ン ス モデルにおい て、 速度定数パ ラ メ ー タ ーの

フ ィ ッ テ ィ ング方法を検討し た。

〔備考〕

46） 　 環境 リ ス ク因子の環境経由によ る生物への曝露及

び影響実態の把握 ・ 検証手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ024

〔担当者〕 ○堀口敏宏 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 児玉

圭太， 白石不二雄， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境 リ ス ク因子の う ち、 化学的因子 と し て有機

スズ化合物を、 また物理的因子 と し て貧酸素水塊を対象

と する。 有機ス ズ化合物については、 それが惹起する ア

ワ ビ類の雌の卵巣におけ る精子形成 と 受精能力の低下等

を介し た繁殖成功率の低下 と の関係、 また個体群減少に

対する寄与率を解析する。 一方、 貧酸素水塊については、

貧酸素誘導因子 （HIF） が貧酸素水塊への曝露履歴マー

カー と し て有用であ るかを検証し、 貧酸素水塊のシ ャ コ

個体群減少あ るいは増殖阻害因子 と し ての寄与率につい

て解析 ・ 評価を行 う 。 これによ り 具体的方法論を提示し、

細胞レベル以下の曝露／影響マーカー と 個体レベルの影

響、 また個体レベルの影響 と 個体群レベルの影響 と の間

を結ぶ基本概念を提示する。

〔内容および成果〕

　 東京湾産シ ャ コおよびハタ タ テ ヌ メ リ を研究対象種 と

し、 フ ィ ール ド お よ び飼育下におけ る 低酸素誘導因子

（HIF） の mRNA 発現特性を調査し た。 シ ャ コについて

HIF-1α、 ハタ タ テヌ メ リ について HIF-1α と HIF-2α の

cDNA 完全塩基配列を得た。貧酸素状態において、シャ コ

HIF-1α は脳、 心臓および生殖腺、 ハタ タ テヌ メ リ HIF-

1α、 HIF-2α は鰓、 心臓、 腎臓、 肝臓、 脾臓および生殖

腺で強 く 発現し ていた。 夏季の東京湾で採集し た個体の

mRNA 発現レベルを測定し た結果、 いずれの遺伝子も貧

酸素エ リ アの方が酸素濃度の高い対照エ リ アに比べ有意

に高 く 発現し ていた。 室内実験において、 いずれの遺伝

子も貧酸素曝露後1週間後に有意に発現レベルが上昇し、

その後に酸素濃度を上昇させた回復試験では24時間以内

に発現レベルが貧酸素曝露前の水準に低下し た。 以上よ

り 、 HIF の mRNA が野外で採集された個体の過去の貧酸

素曝露履歴を推定する ためのバイオマーカー と し て有用

であ る こ と が示された。

　 また、 福島第一原発事故に由来する放射性核種によ る

沿岸域の汚染 と 生物影響を調べ る ための予備調査 と し

て、 東京湾の底質における放射性核種 （γ 線核種） の測

定を進めている。 湾全域の表層泥から放射性セシ ウ ムが

検出されてお り 、 時空間的な経時変化等を追跡する。

〔備考〕

化学物質等の生態 リ ス ク評価 ・ 管理手法に関する研究

47） 　 化学物質リ スク評価・管理に資する生態毒性評価方

法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ025

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古濱

彩子， 林岳彦， 鑪迫典久， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 化学物質の生態毒性に関する情報は、 化審法等

の下での化学物質の審査や リ ス ク評価を実施するに必須

であ る。 また同時に、REACH 制度などの化学物質の リ ス

ク評価の推進が国際的に進む中で、 極めて多種多様の化

学物質について生態毒性情報の取得が求め ら れてい る。

数多 く の化学物質の試験実施は時間 ・ コ ス ト の両面で困
―  158  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
難であ り 、 既存の試験データ を有効に活用し た毒性予測

が必要であ る。

　 本課題では第一に、化学物質の構造から 毒性を予測する

手法を開発し 、急性毒性を中心に化学物質の審査やリ ス ク

評価に必要な生態毒性情報の取得の加速化を図る 。 一方、

野外環境中の実際の生物を守る と いう 観点から は、急性毒

性よ り も 、長期間の曝露によ る 影響を知る こ と も 重要であ

る 。し かし 現実には、長期曝露によ る 影響のデータ の数は

急性毒性データ の数に比べて非常に少なく 、急性毒性デー

タ から 外挿的に推定する こ と が日常的に行われている 。そ

こ で、現行の方法を検証し 、さ ら に既存毒性データ から 統

計的外挿によ り 毒性を予測する 手法を開発する 。

〔内容および成果〕

（ １ ） 化学物質の構造に基づ く 毒性予測手法の開発

　 OECD における QSAR Toolbox 開発・ 活用状況を把握し

つつ、 生態毒性予測モデル開発を進めた。 化学物質の 2 次

元構造（ 線形記述子 SMILES） から 計算可能な Gasteiger の

部分電荷 PEOE を用いた毒性予測 QSAR 式を開発し た。 特

定の部分構造・ 特徴を持つ物質では、 オク タ ノ ール / 水分

配係数と 相補的にPEOEを用いた記述子が活用可能である 。

（ ２ ） 既存毒性データからの外挿的推定によ る長期間の暴

露によ る毒性予測手法の開発

　 既存の TG202、TG203 等よ り 得られた急性毒性データ、

および TG201、 TG211 等よ り 得られた慢性毒性データの

統計解析を行い、 現行の急性毒性 / 慢性毒性比を用いた

外挿的推定手法の問題点を検討し た。 また、 従来の外挿

係数を用いる も のよ り も よ り 適切な統計的手法に基づ く

もの と し て、 (1) 回帰分析に基づ く 外挿法および、 (2) 事

象の同時確率表を用いたベイ ジアンネ ッ ト ワーク の方法

論に基づ く 外挿法、 の適用の検討を行った。 現在までの

予備解析では両者 と も に良好な結果が得られてお り 、 実

用化のために研究を さ らに進展させる予定であ る。

〔備考〕

48） 　 化学物質の作用機序に基づ く 生物試験手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ026

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中島

大介， 松本理， 鑪迫典久， 白石不二雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 実際の環境で曝露 さ れ る化学物質の総体の リ

ス ク を把握する ために、Combined Exposure （複合的曝露）

によ るハザー ド の評価を行い、 リ ス ク を評価する手法を

開発する。

　 本課題では (1) 大気中の有害化学物質（特に多環芳香族

炭化水素、 PAH） や内分泌攪乱物質について、 複合的曝

露の初期的 （primary） リ ス ク評価のケース ス タデ ィ ーを

行い、 さ らに (2)in vitro あ るいは in vivo の生物試験法を

活用し て、詳細な リ ス ク評価に必要な有害性情報を得る。

〔内容および成果〕

（ １ ） 有害大気汚染物質の変異原性 ・ 発がん性の評価手法

の開発

　 大気浮遊粉じん抽出物の体内変異原性試験 と 変異原物

質の分画を行った。 即ち、 つ く ば市で採取し た大気浮遊

粉じんをジ ク ロ ロ メ タ ンで ソ ッ ク ス レー抽出し た抽出物

について、 i) 体内変異原性検出用遺伝子導入マウ ス ・ gpt

delta マウ スの気管内に投与し た。 肺中の突然変異頻度は

用量に依存し て増加し、 肺での体内変異原性 （0.76 x 10-

5/mg 抽出物重量） は、 抽出物中の既知の高い活性を示す

変異原物質であ るベンゾ [a] ピ レ ン （1.7 x 10-5/mg） の値

と比べて も遜色な く 高かった。 ii) シ リ カゲルカ ラ ムカー

ト リ ッ ジを用いて極性ご と に分画し た。 これらの変異原

性を TA98 株及び TA100 株を用いたエーム ス試験に供し

た と こ ろ、 既知のニ ト ロ アレーン、 多環芳香族及びその

酸化体 よ り も 極性の強い画分か ら 主な活性が認め ら れ

た。 以上の結果よ り 、 大気浮遊粉じんの変異原性には未

同定の変異原物質の寄与が大きいこ と が示唆された。

（ ２ ） 生物試験法によ る内分泌攪乱物質の複合的曝露によ

る リ ス ク評価手法の開発

　 各種受容体結合活性の う ち、 今年度は生体異物セ ン

サー と 言われる多環芳香族炭化水素受容体 （AhR） 及び

構成的アン ド ロ ス タ ン受容体（CAR）を導入し た酵母ア ッ

セ イ法を用いて化学物質の受容体結合活性を ス ク リ ーニ

ング中であ る。 これまでに AhR 酵母ア ッ セイでは 578 物

質中 173 （30%） から、 CAR 酵母ア ッ セイでは 575 物質

中 262 （46%） から アゴニス ト 活性が認められている。

〔備考〕

49） 　 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高

度化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ037

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 河原純子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 さ ま ざ ま な曝露経路におけ る化学物質の複合

的な曝露 ・ 影響について評価する ための計測手法を高度

化し、 実試料へ適用する。 即ち、 分解物や代謝物を含め

た LC-MSMS 等によ る計測手法の高度化 と適用、 複合的

な曝露影響を評価する ための in vitro ハザー ド評価法の開
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発 と 適用を行 う 。 また曝露 と 影響の関係を把握する ため

に、影響因子 と なる物質、あ るいは影響の指標 と なるマー

カーの探索も試みる。

〔内容および成果〕

　 本年度は震災対応課題 と し て位置づけ、 津波被災地に

おけ る堆積物分析及び震災がれき仮置き場周辺の環境水

の測定を実施し た。 化学物質分析は GCMS によ る一斉分

析データベース を適用し た。 影響については AhR 及び

CAR 結合活性を酵母ア ッ セイによ り 実施し た。特に AhR

結合活性が強い試料が岩手県宮古で採取し た津波堆積物

から認められたが、 化学分析によ り BaP 等の PAHs 類が

高濃度に含まれている こ と などが確認された。

〔備考〕

50） 　 曝露形態別毒性学的知見に基づ く 有害化学物質の

健康リ スク評価手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ001

〔担当者〕 ○平野靖史郎 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 古

山昭子， 藤谷雄二， 黒河佳香， 石堂正美， 曽根

秀子， 藤巻秀和

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目 　 的〕 環境有害化学物質の健康リ ス ク 評価は、 曝露形

態の違いから 経口曝露と 吸入曝露に分けて行われている 。

　 環境有害化学物質の健康 リ ス ク評価は、 毒性試験あ る

いは疫学データ を基にし て、 実際起こ り う る曝露量 と 無

毒性量と の比(Margin of Exposure)によ って判定されるが、

曝露形態や毒性試験方法の違いによ り 必ずし も判定方法

が最適化されているわけではない。 こ こ では、 データが

不足し ている吸入曝露を主 と し て想定し、 ナ ノ マテ リ ア

ルなどの新規素材や大気粒子状物質も含め、 化学的あ る

いは物理的性状の異な る物質に対し、 神経毒性、 免疫毒

性、 生殖発生毒性、 遺伝毒性、 あ るいは呼吸器毒性等の

影響指標の最適化と環境有害物質の安全性評価を行 う 。

〔内容および成果〕

　 曝露方法が未だに確立されていない吸入毒性試験方法

に関する研究 と 経気道曝露し た有害化学物質の毒性試験

方法の開発 と 健康 リ ス ク評価への応用に関する研究を中

心に研究を進めた。

　 大気浮遊粒子状物質に含まれる有害化学物質には、 ア

リ ルハイ ド ロ カーボン受容体活性化物質、 酸化的ス ト レ

ス 応答性遺伝子活性化物質等が多 く 含 ま れてい る。 In

vitro では、 上皮細胞等を用いて酸化ス ト レ ス応答を調べ

る ため、 NF-kB 等の遺伝子を組み込んだレポータージー

ンア ッ セ イ系を確立し、 酸化ス ト レ ス応答性の用量依存

的変化を調べた。 また、 細胞培養液中の増殖因子活性の

変化に伴い、 酸化ス ト レ ス応答性が変化する ため、 血清

量を コ ン ト ロールし ながら正確なレポータージーンア ッ

セイ方法を確立し た。

〔備考〕

51） 　 定量的生態 リ ス ク評価の高精度化に資する数理生

態学的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ005

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 真野浩行， 多田満

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 様々な環境かく 乱要因の生態リ ス ク 評価を、 生

態学に基づく 数理モデルによ って高精度化する 。生態リ ス

ク のエンド ポイ ント に対し て生態学上の意味づけをよ り

明確にし 、それを定量化する こ と によ って、異なった生態

リ ス ク 因子の大き さ を比較評価する 理論的な枠組みを 研

究する 。 本研究では特に、 化学物質、 気候変動、 侵入生物

など、様々な環境リ ス ク 因子の生態影響を評価する 基盤と

なる 数理モデルの研究を行う 。さ ら に化学物質の生態リ ス

ク と 侵入生物その他の生態リ ス ク と の相対リ ス ク 評価を

目指し て、各リ ス ク 因子に対する 管理コ ス ト と リ ス ク 削減

便益に基づく 費用対効果分析手法を開発する 。

〔内容および成果〕

　 外来植物の分布拡大が、 在来種の分布の不均一性にど

のよ う に影響を受け るのかを フ ラ ク タルラ ン ド ス ケープ

によ って解析し、 在来種の分布面積の縮小、 分断化、 在

来種の分布域のエ ッ ジ効果が外来植物の分布拡大面積を

増加させる こ と を定量的に示すこ と ができた。

　 横浜市鶴見川水系 （3 地点） の採水を用いたオオ ミ ジ

ン コ繁殖試験によ り 、 4 月から 6 月にかけて、 上流 と下

流の地点で急性毒性影響 と 慢性毒性影響によ る産仔数の

低下が確認された。 今後は農薬類の分析 と 毎月の採水 と

試験を予定し ている。

〔備考〕

【関連課題】

52） 　 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

〔研究課題コー ド〕 0812CD001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）
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53） 　 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態 と毒性に関す

る研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究センタ ー）， 平野靖史

郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷雄二， 佐

藤圭，大原利眞，新田裕史，瀬田孝将，上田佳代

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

54） 　 廃棄物 リ サイ クル制度展開の国際比較 と化学物質

管理の統合システム解析

〔研究課題コー ド〕 0911BE005

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

鈴木剛， 梶原夏子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

55） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

56） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

57） 　 廃プ ラ スチ ッ クの リ サイ クル過程における有害化

学物質の排出挙動と制御に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BC001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

58） 　 有機フ ッ 素化合物の最終処分場における環境流出

挙動の解明と対策技術に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BE001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

渡部真文

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

59） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 1014BX001

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

早坂大亮

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

60） 　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニ タ

リ ング方法と除去特性および評価

〔研究課題コー ド〕 1014CD002

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

61） 　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境 ・

健康影響評価に向けた戦略的サンプ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1111AR001

〔担当者〕 ○中山祥嗣 （環境健康研究セン ター） ， 新田裕

史， 田村憲治， 白石不二雄， 中島大介， 鈴木規

之， 櫻井健郎， 滝上英孝， 鈴木剛， 寺園淳， 柴

田康行， 橋本俊次， 田中敦， 伏見暁洋， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

62） 　 放射性物質の多媒体モデ リ ング と 長期モニ タ リ ン

グに関する研究

〔研究課題コー ド〕 1111AR005

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター） ， 柴田康

行， 田中敦， 鈴木規之， 今井章雄， 林誠二， 東

博紀，森野悠，野原精一，上野隆平，松崎慎一郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

63） 　 津波に対する海浜植生の維持 ・ 回復機構の解明 - ス

マ ト ラ沖大津波を事例と し て -

〔研究課題コー ド〕 1111NA001

〔担当者〕 ○早坂大亮 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

64） 　 阿寒湖マ リ モの遺伝的多様性と 生活史の解明に関

する研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ004

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

65） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔研究課題コー ド〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 藤森崇， 中島大

介， 白石不二雄， 稲葉一穂， 岩崎一弘， 村田智

吉， 山村茂樹
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〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

66） 　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 1113BE001

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

67） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 　 ～バイオア ッ セイ を中心と し た包括

的ハザー ド調査～

〔研究課題コー ド〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター） ， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

68） 　 環境変化に対する生物群集の応答 と機能形質動態

に関する数理生態学的研究

〔研究課題コー ド〕 1115CD002

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

69） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試

験法の体系化に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

5.(4) 　 地域環境研究分野における研究課題

1） 　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ

びその変動の抽出に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0711AQ001

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

2） 　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互

作用に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0811AG001

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 林誠二， 冨岡典子，

野原精一， 佐野友春， 佐藤貴之， 岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

3） 　 界面活性剤 ミ セルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0812AQ001

〔担当者〕 ○稲葉一穂 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 高濃度の界面活性剤が作る ミ セルは、 均一溶液

であ り ながら水溶液の中に擬似的な二相系の性質を有し

ている ため、 水に溶けに く い様々な物質が ミ セル内部へ

と 可溶化する。 こ のため、 水に溶けに く い物質の存在位

置が純粋な水溶液内 と は異な り 、 その結果分解や吸着な

どの反応性が大き く 変化する。 こ のよ う な ミ セル水溶液

系の持つ特徴を明ら かにする こ と で、 新たな分離濃縮法

や反応性の制御方法を開発する こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 臨界 ミ セル濃度以上の界面活性剤を共存 さ せた系で

の、鉄粉によ る ク ロ ロエチレ ン類 (XCEs) の化学的還元分

解反応への影響を検討し た。 シス -1,2- ジ ク ロ ロエチレ ン

の分解速度は鉄粉濃度に対し て １ 次 と なったが、 テ ト ラ

ク ロ ロエチレ ン と ト リ ク ロ ロエチレ ンでは、 分解速度の

鉄粉濃度依存性は変化し、 低濃度では １ 次、 高濃度では

２ 次に近似でき た。 また、 鉄粉への XCEs の吸着性が高

いほど、発生する水素ガス量が高 く なる傾向が見られた。

これらから、 XCEs の分解経路を検討し た。

〔備考〕

4） 　 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

〔研究課題コー ド〕 0812CD005

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）， 高見昭憲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

5） 　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフ ィ ッ ト 型処理シ

ステムの開発

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG001

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター） ， 冨岡典

子， 蛯江美孝， 徐開欽， 小野寺崇， 水落元之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東南アジア を中心 と す る地域には、 資源作物

（サ ト ウ キビ、 パームヤシ等） の生産が集中し てお り 、 そ

れら を原料と し た製品 （砂糖 , パーム油） の製造 ・ 加工

工程 （バイオ燃料の生産を含む） か らは、 高有機物濃度

の液状廃棄物 （廃液） が多量に排出される。 現状、 その

殆どが開放型の池 （安定化池） で放置され、 メ タ ン等の
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温室効果ガ スの発生 と 水環境汚染の要因 と なってい る。

本研究開発では、 これら の資源作物由来廃液 （主 と し て

糖蜜系バイ オエタ ノ ール廃液） の適切処理技術 （ メ タ ン

発酵を中心 と する創 ・ 省エネ処理技術） の開発に よ り 、

温室効果ガス発生抑制、 エネルギー回収、 水環境保全等

を実現化す る コ ベネ フ ィ ッ ト 型処理技術の確立を目指

す。

〔内容および成果〕

　 糖蜜系廃液の メ タ ン発酵処理技術の実用化上必要な無

希釈での処理に対する基礎知見を得る ため、 異な る廃液

希釈条件下での メ タ ン発酵特性を評価し た。 廃液の メ タ

ン発酵処理試験は、 酸生成槽 と 気固液分離装置を多段に

備えた メ タ ン発酵槽を組み合わせた ラ ボス ケール装置を

用い 35 ℃条件下において行った。 また後段処理 と し て

は、 UASB 法 と好気性ろ床を組み合わせた処理システム

を用いた。 その結果、 流入 COD 濃度 45 gCOD/L 条件下

（3 倍希釈） では有機物容積負荷 45 kgCOD/m3/day を許容

するが、流入 COD 濃度の増加に伴い許容可能な有機物負

荷は徐々に低下し、 流入 120 gCOD/L 時 （無希釈） には

15 kgCOD/m3/day と なった。負荷低減の主要な要因は、廃

液に含まれる カ リ ウ ムによ る嫌気性微生物への阻害 （活

性低下） であ り 、 高濃度カ リ ウ ム含有廃液の処理では、

メ タ ン生成細菌のみな らず、 酸生成細菌への阻害も生じ

る事が明らかになった。なお最終的な処理水質は、T-BOD

25 mg/L, T-COD 1,300-1,800 mg/L であ り 、良好な有機物除

去性能を示し た。 また、 提案する処理システムのエネル

ギー収率について試算を行った と こ ろ、熱基準で 30 倍以

上、 電力基準で 10 倍以上の収率を達成し、 処理に伴 う エ

ネルギーの循環利用が効率的に行え る事が分かった。 最

終処理水については、色度成分や残存 COD 成分を含むた

め、 処理液の循環利用法 と し てサ ト ウ キビへの液肥 と し

ての利用効果 と、 廃液散布時の畑地か らの温室効果ガス

の発生量の評価を タ イの試験圃場において行った。 その

結果、 処理液はサ ト ウ キビの液肥 と し て利用可能であ る

こ と、 畑地か らの温室効果ガス発生量は既存の安定化池

（廃液処理に利用） と比較し て大き く 抑制される こ と が明

ら かにな った。 以上の結果よ り 、 提案処理シ ス テムは、

優れた有機物除去効率、 エネルギー回収効率、 温室効果

ガス発生抑制効果を示し、 糖蜜系廃液の循環型処理 ・ 利

用の基礎を本研究を通じ て確立する こ と が出来た と いえ

る。

〔備考〕

6） 　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する

研究

〔区分名〕 特別研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 平野靖

史郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷雄二，

佐藤圭， 大原利眞， 新田裕史， 瀬田孝将， 上田

佳代

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 二次生成有機エ ア ロ ゾ ル （Secondary Organic

Aerosol : SOA） は、 VOC から大気中の光化学反応の酸化

過程によ って生成し、 大気中に浮遊する粒子状物質の主

要な成分と なっている。 SOA は光化学反応で生成し酸化

物を含むため、 酸化性ス ト レ スの観点か ら健康被害を も

た らす と 考え られるが、 毒性や健康影響については明ら

か と なっていない。本研究では、SOA の毒性評価を行い、

毒性を示す SOA の組成分析を行 う 手法を開発し、SOA 観

測と シ ミ ュ レーシ ョ ンによ る動態解明を行い、 SOA の対

策に資する結果を得る こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度には排出量の多いキシレ ン、 ト リ メ チルベ

ンゼンなど人為起源の VOC から SOA を小型チャ ンバー

などで生成し、 細胞への影響を評価し た。 その結果、 キ

シレン由来の SOA は ト リ メ チルベンゼン由来の SOA よ

り も酸化ス ト レ スに応答する遺伝子が多 く 発現し た。 大

気微粒子を捕集し、 抽出液を細胞に曝露し た結果、 酸化

ス ト レ スに応答する遺伝子が発現し た。

〔備考〕

7） 　 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たな コ

モンズによる自然共生社会の再構築  

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0911BA007

〔担当者〕 ○岡寺智大 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の里山 ・ 里地 ・ 里海がも た らす生態系サー

ビ ス を対象と し、 これに ミ レニアム生態系評価 (MA) の

概念的枠組みを適用し、 生態系サービ ス （供給機能、 調

整機能、 支持機能、 文化的機能） の変化、 その直接的 ・

間接的要因、 人間の福利への影響 と いった要素を総合的

に評価する こ と によ り 、 生物多様性を損なわずに生態系

サービ ス を最大化させられる人為的関与の程度を明確化

させ、 これに基づき、 持続可能な自然共生社会の再構築

に向けた政策提案を導 く こ と を目的とする。

〔内容および成果〕
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　 本研究では、 水循環が も た らす生態系サービ スの経済

的価値の評価手法を構築し、 1985 年、 1995 年、 2005 年

の 3 カ年へ適用し、 日本の水循環がも た らす生態系サー

ビ スの経済的価値の変遷を定量的に評価し た。その結果、

日本の水循環が も た ら す生態系サービ ス の経済的価値

は、 1985 年で 18 兆円、 1995 年で 24 兆円、 2005 年 31 兆

円と な り 、1985 年から 20 年で 1.7 倍に増加し ている事が

明ら か と なった。 しかし なが ら、 生態系サービ スに対し

て実際に支払われた価値の割合は、 1985 年、 1995 年 と

14% であったのに対し て、2005 年は 11% に減少し てお り 、

生態系サービ スの価値が外部化される傾向にあ る こ と も

明ら か と なった。 また、 洪水調節サービ スおよび気温調

節サービ スの変化が生態系サービ スの価値に与え る影響

が大きい と の知見が得られた。

〔備考〕

8） 　 ブナ林域の総合モニ タ リ ング手法の開発と衰退リ ス

ク評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BC002

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

9） 　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性 ・

起源と物質収支

〔研究課題コー ド〕 0911CD003

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

10） 　 芳香族炭化水素の光酸化で生 じ る二次有機エア ロ

ゾルのエイジングに関する室内研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD009

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気エア ロ ゾルの気候や健康への影響を評価

するには、 二次有機エア ロ ゾル （SOA） の生成や組成変

性 （エイ ジング） に関わる反応過程を正確に理解する必

要があ る。 本研究では、 長距離輸送によ るエイ ジングを

シ ミ ュ レー ト する こ と を想定し、 人為起源の揮発性有機

物であ る芳香族炭化水素の長時間の光酸化実験を行 う 。

生成するエア ロ ゾルの質量スペク ト ル、 分子組成、 密度

などのエイ ジングに対する変化や初期反応物濃度に対す

る変化を測定する。 結果から、 SOA のエイ ジングに関わ

る反応過程を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 昨年度までのエア ロ ゾル質量分析計 （AMS） を用いた

研究から、 前駆体芳香族分子のアルキル基の数が多いほ

ど生成する SOA の酸化が遅れる こ と を明らかにし た。本

年度は、 SOA 前駆体と し てベンゼン と 1,3,5- ト リ メ チル

ベンゼン （TMB） を選び、 NOx 存在下の光酸化実験で生

成する SOA を、 AMS および液体ク ロマ ト グ ラ フ飛行時

間型質量分析計 （LC/TOF-MS） で分析し た。 AMS で得ら

れる SOA の O/C および H/C 比の値から、 SOA 中の有機

物はカルボン酸あ るいは ヒ ド ロ キシカルボニルに富むこ

と を明らかにし た。LC/TOF-MS の分析結果は、1,3,5-TMB

の反応で生成する粒子状生成物がケ ト カルボン酸に富む

こ と を示し ていた。 SOA のエイ ジングは主にカルボン酸

生成によ って進み、 ケ ト ンの酸化がチャ ンバー実験にお

ける SOA のエイ ジング速度を制限する と考え られる。

〔備考〕

11） 　 西部北太平洋域における炭素同位体観測によ る黒

色炭素粒子の発生源寄与 ・ 広域分布評価－数値モデ

ルによる黒色炭素粒子の広域輸送計算－

〔研究課題コー ド〕 0911CD019

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター） ， 西澤匡

人， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

12） 　 アジアの メ ガシテ ィ におけるオゾ ン と 二次粒子の

生成メ カニズムに関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911KB001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 田邊潔，

横内陽子， 高見昭憲， 菅田誠治， 清水厚， 永島

達也， 伏見暁洋， 森野悠， 栗林正俊

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

13） 　 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴ リ

ズムの開発

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0912KZ001

〔担当者〕 ○王勤学 （地域環境研究セン ター），

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 GCOM-C1 に搭載する SGLI の可視バン ド、 近

赤外線バン ド 及び熱赤外線バン ド のデータ を用いて、 地

表面の蒸発散量 （ET） を推定する アルゴ リ ズムを開発す

る こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 本研究で開発 し た地上観測データ に依存 し ない Sim-
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ReSET モデルを用いて、GCOM-C1 に基づいた地表面蒸発

散量の推定アルゴ リ ズムを開発し た。 また、 典型的生態

系におけ る 地上観測デー タ を用いてモデルの検証を行

い、 モデルの適用範囲、 感度解析及び不確定性などにつ

いて討論し た。さ らに、MODIS データ を用いた 2001-2010

年の蒸発散量の算定を試みた。 今後、 アルゴ リ ズムの改

良を行い、 ATBD 改善版およびプロ グ ラ ムの作成を行 う 。

〔備考〕

14） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ004

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）， 田邊潔，

内田昌男， 近藤美由紀， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 自動車や工場な どの大規模発生源の排出削減

によ って、 二次生成粒子や自然起源粒子の寄与が増加し

て き た。 しかし二次生成粒子や自然起源粒子の動態や発

生源には不明な部分が多い。 有機物は、 一次粒子 ・ 二次

粒子の大き な割合を占めるにも かかわらず、 その由来や

動態の解明が遅れている。 本研究では、 大気浮遊粒子に

含まれる一次 ・ 二次有機指標成分、 14C、 元素、 イオンを

測定し、 ケ ミ カルマスバラ ン ス （CMB） 法によ る解析を

行い、 その由来や環境動態に関する知見を得る こ と を目

的とする。

〔内容および成果〕

　 標準試薬を用い、 一次 ・ 二次有機指標成分測定のため

の誘導体化法を検討し た。 近年、 重要性が増し て き てい

る稲藁など農作物残渣の野焼き を模擬し た屋外実験を行

い、 その排気粒子を フ ィ ルターに捕集し、 主要成分 （有

機炭素、 元素状炭素、 各種イ オン、 各種元素） を測定し

た。 指標成分 と し ての妥当性を検証する ために必要なガ

ス態 ・ 粒子態別測定のための準備を進めた。

〔備考〕

共同研究者： 斉藤勝美 （環境計測 ( 株 )）、高橋克行 （（財）

日本環境衛生セン ター）

15） 　 オ イ ラー型モデル出力 との整合性の観点で見た ト

ラジ ェ ク ト リ解析手法の研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ005

〔担当者〕 ○菅田誠治 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 客観解析気象データ の風デー タ等を利用 し た

バ ッ ク ト ラ ジェ ク ト リ 解析は、 大気中物質の発生源推定

等において大き く 活用されている。 しかし、 その精度や

適応限界は必ずし も系統的に把握されている と は言えな

い。 本研究は、 オイ ラー型の気象モデルの出力を基に計

算し た ト ラ ジェ ク ト リ の精度を詳細に分析し、 また、 基

と な る出力 と の整合性を調べる こ と によ り 、 バッ ク ト ラ

ジ ェ ク ト リ 解析の計算手法や適用法の問題点の有無を詳

細に調べ、 今後の発生源推定研究等に資する こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ト ラ ジ ェ ク ト リ ーモデルに与え る風速デー

タ を計算するオイ ラー型の気象モデルを変更し た場合の

影響につい て 調べ た。 前年度 ま で用い た 気象モデル

RAMS と、今年度導入し た気象モデル WRF に同じ客観解

析気象データ を与えて風速場を計算し た後に、 地上付近

での ト ラ ジェ ク ト リ ー計算を行って比較検討し た。

〔備考〕

16） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コー ド〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

17） 　 地上・衛星ラ イダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0913BA004

〔担当者〕 ○清水厚 （地域環境研究セン ター）， 原由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

18） 　 大気汚染物質のソ ース レセプ タ ー解析と 削減感受

性評価

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0913BA005

〔担当者〕 ○永島達也 （地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 日本を含む東アジアにおける大気汚染 （オゾン

と エア ロ ゾル） に対し て、 世界中の汚染物質排出源がど

れ く らいの寄与を持っているかを明ら かにする ため、 全

球規模及びアジア領域規模の化学輸送モデルを相互に用

いて、 大気汚染物質のソース ・ レセプター （SR) 関係を

定量的に評価し不確実性を議論する。 また、 温室効果ガ

スの削減シナ リ オに準拠し た将来の大気汚染物質排出量

の削減シナ リ オ等に関し てその有効性を評価する。

〔内容および成果〕
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（1） 領域規模化学モデル用いた SR 関係評価実験の結果

を、 大気常時監視測定局データ を用いて、 詳し く 検証し

た。 その結果、 モデルはオゾン濃度増減のタ イ ミ ングを

比較的良 く 表し ている一方、 全般的に過大評価傾向であ

る こ と が分かった。 また、 よ り バイ ア スの小さ いポテン

シ ャルオゾン （≒ O3+NO2） を利用し た補正を行い、 モ

デル実験の結果を使って日本におけ る春 ・ 夏の日平均 8

時間値が米国 EPA の基準であ る 75ppbv を上回ら ないた

めに必要なオゾ ン前駆物質の削減量を試算し た と こ ろ、

日本 ・ 中国 ・ 朝鮮半島の 3 領域で同時にそれぞれ約 32％

の削減率が必要と の結果を得た。

（2） 半球規模越境大気汚染に関するモデル間相互比較プ

ロ ジ ェ ク ト （TF-HTAP） に準拠し た実験を完了させ、 計

算結果を指定されたデータ フ ォーマ ッ ト に変換し て提出

し た。 また、 大気化学 と 気候変化に関するモデル間相互

比較プ ロ ジ ェ ク ト （ACCMIP） の仕様に準拠し た実験を

行った。 今年度は特に将来の大気汚染物質 ・ 温室効果ガ

スの排出シナ リ オに沿った計算を複数の年代に関し て行

い、 指定されたデータ フ ォーマ ッ ト に変換し た後にデー

タの提出を行った。

〔備考〕

S-7-1 テーマ代表者 ： 海洋研究開発機構 　 金谷研究員

19） 　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン ・

エアロゾル現場観測 （揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定）

〔研究課題コー ド〕 0913BA007

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター）， 猪俣敏，

齊藤伸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

20） 　 温暖化対策 とのコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 統合評価モデルであ る AIM を使用し、サブテー

マ １ で推計される最新のイ ンベン ト リ 情報を踏まえ る と

と も に、 サブテーマ ２ と 連携し て、 地球環境研究総合推

進費 A-0808 で分析されている IPCC 第 5 次評価報告書に

向けて検討されている温暖化対策シオ リ オや地球環境研

究総合推進費 S-6 のアジアの低炭素社会シナ リ オをベー

スに、 社会経済活動及び総合的な大気汚染物質削減シナ

リ オを策定し、 サブテーマ １ の詳細な排出量予測に資す

る 2050 年頃までのデータ を作成し、 提供する。 総合的な

大気汚染物質削減シナ リ オでは、 大気汚染対策の実施に

よ る温暖化対策へのコベネフ ィ ッ ト （大気汚染対策によ

る温室効果ガス削減効果） について も定量的に評価する。

〔内容および成果〕

　 REAS を用いて将来の排出イ ンベン ト リ を作成する た

めに、 これまでに開発し て き た世界を対象 と し た応用一

般均衡モデルの改良 （エネルギー集約産業の詳細化等）

を行い、 将来シナ リ オに対するエネルギー需要の変化を

計算する ための準備を行 う と と も に、 将来の温室効果ガ

ス排出の試算を行った。

〔備考〕

S-7-2 のテーマ代表は、 大原利眞セン ター長であ る。

21） 　 樹木葉圏において微生物群集がア ンモニア酸化に

及ぼす影響

〔研究課題コー ド〕 1011AF007

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （地域環境研究セン ター），渡邊未来

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

22） 　 河川水の溶存無機炭素の安定同位体比によ る河川

を含めた流域の炭素循環の解析

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF010

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター），今井章雄

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 霞 ヶ 浦集水域を中心に さ ま ざ ま な土地利用特

性を も った 80 弱の小流域で採水し、 その pH、 全炭酸濃

度 (DIC)、炭素安定同位体比を測定する こ と で、河川水中

の DIC の起源 （呼吸由来、 大気由来） を解析する。 同時

に、 pH から pCO2 を算出し大気への放出に寄与する DIC

の起源を推定する。 最終的に流下過程での呼吸や光合成

等も含めた流域の炭素循環を解明する。

　 人間活動は水界への有機物負荷を増大させ、 河川も そ

の多 く が過飽和の状態で、 多 く の炭酸ガスが昼夜問わず

放出されている と推察される。 河川水中の DIC の起源を

同位体混合モデルによ り 明ら かにし、 流下過程での呼吸

や光合成の影響も考慮し、 流域の炭素循環を解明する こ

と を最終目標 と する。 本研究成果は流域への内湾や湖沼

の水質悪化の主た る原因であ る、 流域か ら の易分解性有

機物の供給プロセスの解明に役立つ。

　 流域内には回転時間の異な る様々な水が存在し、 それ

らが集ま り 流下する河川水の DIC の濃度 と同位体比から

は、 １ ） 流域での易分解性有機物の種類、 ２ ） 滞留、 流
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下過程での DIC の消費と生成のプロセス、 ３ ） 大気由来

炭酸ガス と の交換、 に関する情報が得られる。 水文学的

特性 と 合わせて解析を行 う こ と で、 流域に負荷される易

分解性有機物の種類と寄与率が明らか と な り 、 DIC の炭

素安定同位体比によ る流域環境評価の体系化が期待でき

る。

〔内容および成果〕

　 DIC の炭素安定同位体比を測定するための自動前処理

ラ イ ンを開発し た。 その後、 2011 年 5 月下旬に霞ヶ浦集

水域を中心にさ まざまな土地利用特性を も った 80弱の小

流域で採水し、 その pH、 全炭酸濃度 (DIC)、 炭素安定同

位体比を測定し た。ほ と んどの地点で再計算し た H2CO3*

の同位体比は -23.5±2‰ の範囲に収ま り 、河川水中の DIC

の起源は -22.5‰ 程度の土壌呼吸由来の CO2 と考え られ

た。 他方、 上流に湿地や池 と いった水の滞留時間の長 く

な り やすい水系のあ る採水地点の一部では、 大気 と の交

換が進んだ時に見られる H2CO3* の濃度が 10-20μM でそ

の炭素同位体比が -9‰ と いった特徴に近い性質を示し

た。 採水時が増水時 と い う こ と も あ り 、 集水域が多様な

土地利用であったにもかかわらず、 河川水中の DIC の起

源は概ね陸上も土壌呼吸由来であった。 今後、 低水時の

サンプ リ ング も併せて解析する こ と で、 河川へ輸送され

る DIC の起源が出水イベン ト で変化するか否かを明らか

にする こ と ができ る と考えている。

〔備考〕

23） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構 と その底生生

物影響評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

24） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 従来の湖沼水質保全対策は、 おもに外部から流

入する汚濁負荷 （外部負荷量） を低減する こ と であった。

本研究では、 これに加え、 生物多様性や生態系のバラ ン

ス を回復する こ と によ って、 汚濁負荷の う ちの内部生産

（異常発生し た植物プ ラ ン ク ト ンの蓄積に起因する栄養

素の回帰） を低減し、 湖沼を持続的に管理する手法の開

発を目指す。 研究の対象と し ては、 (1) 内部生産の把握、

(2) 生態系内の種間相互作用の定量化、(3) 生態系の構造 と

水質の関係の定量化の 3 点 と考え られる。 同様の課題を

抱えている地方環境研究所 と 国立環境研究所が共同で こ

の課題に取 り 組み、 地域の環境保全に貢献し たい。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度は、 生態系内の種間関係の定量化に必要な

数理モデルを作成し 、モデルのパラ メ ータ 設定に関する 基

礎的な情報収集を 行った。 基本的なモデルの構造と し て

は、 小型藻類 - ゾウ ミ ジンコ - ワ カサギ系と 大型藻類－ミ

ジンコ －ヒ メ マス 系が、最上位捕食者と し てのサク ラ マス

の下位に連結する 7 種系を想定する こ と と し た。十和田湖

の過去 30 年間にわたる 、 ヒ メ マス 、 ワ カサギの漁獲統計

資料を解析する と と も に、ゾウ ミ ジンコ 、ハリ ナガミ ジン

コ を中心と する 動物プラ ンク ト ン群集の消長も 整理し 、群

集モデルを適合さ せる 準備を行った。魚類の動物プラ ンク

ト ンの捕食強度のモデル化には、 従来の Holling 方程式で

はなく 、 魚類の餌探索行動を考慮し た Gliwicz の式がよ り

良く 適合する こ と が示唆さ れた。 解析ツ ールと し て の

Scilabなどの数理演算アプリ ケーショ ンソ フト に関する 実

践的な情報を共同研究者間で共有し た。

〔備考〕

25） 　 PM2.5と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH004

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター），菅田誠治

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

26） 　 ブナ林生態系における生物・環境モニ タ リ ングシス

テムの構築

〔研究課題コー ド〕 1012AH005

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

27） 　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾ ン

および酸性霧による森林影響

〔研究課題コー ド〕 1012AH006

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

28） 　 半乾燥地に生育する植物種の水ス ト レ ス耐性 と水

利用に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1012AQ004

〔担当者〕 ○清水英幸 （地域環境研究セン ター），伊藤祥子
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 中国やモン ゴル等の砂漠化が進行す る半乾燥

草原地域に生育する植物の中には、 砂漠化指標あ るいは

砂漠化対策に有望な種も多い。 しかし、 これら の植物種

の各種環境要因に対す る 反応特性に関す る 実験的解析

は、 ほ と んど行われていない。 本研究では、 砂漠化に関

連する主要な環境要因 と し て水ス ト レ ス を取 り 上げ、 水

環境の変動が植物の生長、 形態、 生理活性に及ぼす影響

を検討し、 水ス ト レ ス耐性を明ら かにする と と も に、 植

物の水利用を植物の地上部および地下部の形態や生理活

性か ら解析する。 特に、 砂漠化回復過程でその重要性が

明ら かになって き た灌木種の、 水ス ト レ ス耐性および水

利用特性等の機作を解明する こ と によ り 、 各地域の砂漠

化対策に有用な植物種の適性を提示する。

〔内容および成果〕

土壌水分環境が植物の地上部立体構造および地下部根系

の鉛直分布 と 走出角度分布に及ぼす影響 を、 灌木種

Artemisia halodendron を実験材料 と し て精査し た。ホルチ

ン沙地の平均的夏期降水量 と 乾燥化時に相当する灌水処

理を行い、茎長、葉数、根系の鉛直 ・角度の形態パラ メ ー

タ を取得し、L-system によ る シ ミ ュ レーシ ョ ンを行った。

A. halodendron の地上部立体構造 （主茎伸長 ・ 側枝発生 ・

総葉数） と地下部立体構造 （主根伸長 ・ 側根発達） を L-

studio-4.2.13 を用いてシ ミ ュ レーシ ョ ン し た結果、水ス ト

レ スによ る形態変化 と 乾重生長抑制や分配率変化等を再

現可能と なった。 更に、 新たに 4 種の草原植物の環境制

御実験を実施し、 水ス ト レ スの影響を解析する と 共に、

地下部の形態形成への解析手法 と そのモデル化について

考察し た。

〔備考〕

共同研究機関 ： 鳥取大学乾燥地研究セン ター、 中国科学

院植物研究所、 中国科学院沈陽応用生態研究所、 中国環

境科学研究院、 華東師範大学、 モンゴル農業大学

29） 　 先端的単一微粒子内部構造解析装置によ る越境汚

染微粒子の起源 ・ 履歴解明の高精度化

〔研究課題コー ド〕 1012BA002

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

佐藤圭， 三好猛雄

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

30） 　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリ ングの妥当性検証と予測精度評価－

〔研究課題コー ド〕 1012BD003

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

31） 　 陸水中における カルシウムの化学形態が森林生態

系の物質循環におよぼす影響

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD009

〔担当者〕 ○越川昌美 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 酸性降下物等に よ り 森林土壌か ら のカルシ ウ

ム流出が増加する と、 カルシ ウ ム欠乏が動植物の生育に

悪影響を及ぼすこ と が懸念されている。 本研究では、 水

に溶解しやす く 土壌に保持されに く い有機錯体カルシウ

ムに よ り カルシ ウ ム流出が加速 さ れる可能性に着目し、

「森林土壌から渓流に流出する溶存態カルシウ ムは、カル

シ ウ ム イオン と し て存在するのか、 可溶性有機錯体 と し

て存在するのか」 を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

有機錯体カルシ ウ ムの定量法 と し て， カルシ ウ ム イオン

選択性電極がカルシ ウ ム イ オンは検出し， 有機錯体カル

シ ウ ムは検出し ない現象を利用する可能性を検討する た

めに， モデル溶液で実験を行った。 今年度は EDTA-Ca 錯

体について検討し た。 EDTA-Ca 錯体溶液中カルシウ ム イ

オン濃度の実測値は， 0.05mM以上では理論値 と一致する

のに対し て，0.03mM 以下では理論値の 1.5 倍以上 と なっ

た。 前年度に検討し た ク エン酸 と比較する と， EDTA で

は実測値 と 理論値が一致す る 濃度範囲がやや広い も の

の， ク エン酸 と 同様に低濃度でカルシ ウ ム イオン濃度が

過大評価される問題が明らかになった。

〔備考〕

32） 　 東アジアにおける エア ロ ゾル数濃度の空間分布 と

その変動要因の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD017

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルの数濃度は雲生成に影響を与え る。

本研究はエア ロ ゾルの空間分布 と その変動要因を明ら か

にする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度には、沖縄辺戸ステーシ ョ ンにおいてエア

ロ ゾル質量分析計によ る観測を行った。 個数濃度上昇時

の微小粒子に含まれる主な成分は硫酸塩 （SO4） と有機物

（Org） であった。 カルボキシル基 （COO+） と有機物総量
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の比は平均で 0.12 であった。 粒子中の有機物も親水性が

あ り 、 雲凝結核 と し て作用する可能性があ る こ と をを示

唆し ている。

〔備考〕

33） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 石原光則， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 南西諸島は、 世界的に見て も貴重な自然環境が

今も残る場所であ り 、 世界自然遺産の候補地に選定され

ているが、 外来種対策や保護区設定が十分でない こ と な

どか ら遺産登録には至っていない。 また、 サンゴ礁域の

大規模埋め立てや林道敷設等の計画 ・ 実施も、 保全対開

発 と い う 対立図式を深化させている。 一方、 南西諸島の

各地では、 自然観察、 環境教育、 環境保全を目的 と し た

地域団体が数多 く 存在し ているが、 人材 ・ 資金 ・ 情報の

不足等の問題でその活動は必ずし も持続的 と はいえず、

地域住民、 地域団体、 研究者、 NGO、 行政等の連携、 協

働の重要性、 可能性が高ま っている。 自然資源の保全 と

利用を効果的 ・ 持続的に進める地域モデルを沖縄県久米

島において構築、 普及させ、 南西諸島の生物多様性を保

全する。

〔内容および成果〕

　 久米島の儀間川流域において、 衛星画像よ り 最新の土

地利用図を作成し た。 また、 濁度観測を行って開発し た

土砂流出モデルを検証し た。 モデルを活用する こ と によ

り 、 対策を優先的に進めるべき農地を特定し た。 こ う し

た成果を町役場、 小学校や地元住民に普及啓発を行って

グ リ ーンベル ト や緑肥などの対策を共同で進めた。

〔備考〕

34） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用

〔研究課題コー ド〕 1014CE001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

35） 　 大気環境物質のためのシームレ ス同化システム構

築と その応用 ( ２ ) 大気汚染物質 ・ ダス ト の同化と

逆問題システムの構築

〔研究課題コー ド〕 1014CE002

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 森野悠

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

36） 　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖

縄辺戸 ・ 長崎福江におけるモニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1015AF001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 横内陽子， 佐藤圭， 清水厚， 鈴木規之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

37） 　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発 （特異的

プラ イマーを用いて）

〔研究課題コー ド〕 1111AN001

〔担当者〕 ○冨岡典子 （地域環境研究セン ター） ， 今井章

雄， 小松一弘， 高津文人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

38） 　 産業排水処理技術の最適化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ010

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 有機性産業排水の処理においては、 処理効率の

向上や処理エネルギーの低減が求め ら れてい る。 特に、

量的に多 く 排出される低濃度排水への メ タ ン発酵処理の

適用はな されておらず、 基礎技術開発 と 共に応用的な研

究が必要であ る。本研究では、所内特別研究で開発を行っ

て来た低濃度排水の メ タ ン発酵処理技術を よ り 実用的な

技術にし てい く ための実排水への適用性評価を民間企業

と の連携によ り 行 う 。

〔内容および成果〕

　 低濃度有機性排水 （0.5-0.8 gCOD/L） の メ タ ン発酵処理

では、 得られる メ タ ンの量が十分で無 く 、 排水の加熱を

行 う こ と が困難であ る。 そのため、 低濃度有機性廃水の

低温条件下 （20 ℃） での処理試験を ラ ボスケール装置を

用いて行い、 排水処理特性 と 保持汚泥の性状 （濃度、 メ

タ ン生成活性） を調査し た。 その結果、 水温 20 ℃程度の

低温条件下で も、 保持汚泥の滞留時間を十分に維持する

こ と （50 日以上の値で維持） で、 安定的な有機性廃水の

メ タ ン発酵処理を行え る こ と が明ら かになった。 また保

持汚泥の メ タ ン生成活性の調査の結果、 メ タ ン生成細菌

の低温下への順応 （20 ℃ メ タ ン生成活性の優位な増加）

を確認し た。

〔備考〕
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39） 　 ラ ク ト バチルス属によ る メ チル水銀の代謝に関す

る研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ011

〔担当者〕 ○永野匡昭 （地域環境研究セン ター），岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 消化管か ら吸収さ れた メ チル水銀 （MeHg） は

胆汁を介し て腸管内へ排泄されるが、 大部分は再び吸収

される。 腸管内に残った MeHg の大部分は消化管からの

吸収率が低い無機水銀 と し て糞便中か ら 検出 さ れてい

る。 こ の MeHg の無機化には腸内細菌も関与し てお り 、

腸内細菌によ る無機化は糞便への排泄を促進する と 考え

られている。 しかし なが ら、 どのよ う な細菌がどれだけ

の能力を有し ているのかは明ら か と なっていない。 本研

究ではプレバイオテ ィ ク ス等によ る MeHg の排泄促進効

果の可能性を探るにあた り 、 腸内細菌の う ち ラ ク ト バチ

ルスによ る MeHg の無機化への関与等について明らかに

する。

〔内容および成果〕

　 本研究では生来かつ、 小児 ・ 成人 と も に優勢な種の う

ち、入手可能な Lactobacillus reuteri ATCC 23272 株および

Lactobacillus ruminis ATCC 25644 株の 2 株を研究対象 と し

た。 2 つの菌株はいずれも、 MeHg および塩化第二水銀に

対し て耐性であ り 、 塩化第二水銀に対し て よ り 強い耐性

を示し た。 一方、 これら 2 株における MeHg の代謝につ

いて検討し た と こ ろ、 MeHg の分解 （脱 メ チル化） 活性

はいずれも認め られなかった。 一方、 水銀還元活性につ

いては Lactobacillus reuteri  ATCC 23272 株のみ、 観察さ

れた。 さ らに、水銀還元酵素遺伝子 merA について検討し

た と こ ろ、 目的 とする PCR 産物のバン ド が観察され、 現

在 そ の 塩基配列 を 解析中 で あ る。 以上 の こ と か ら、

Lactobacillus reuteri ATCC 23272 株は、 ヒ ト 腸内環境にお

いて水銀イオンを金属水銀に還元する反応に関与し てい

る可能性が明らか と なった。

〔備考〕

40） 　 大津波による干潟環境と底生動物への影響評価

〔研究課題コー ド〕 1111AR002

〔担当者〕 ○金谷弦 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

牧秀明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

41） 　 放射性物質の多媒体モデ リ ング と長期モニ タ リ ン

グに関する研究

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1111AR005

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター） ， 柴田康

行， 田中敦， 鈴木規之， 今井章雄， 林誠二， 東

博紀，森野悠，野原精一，上野隆平，松崎慎一郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 原発事故に伴 う 放射性物質の放出に よ っ て環

境汚染が引き起こ され、その広域的な影響が懸念される。

本研究では、 環境動態 ・ 環境影響の メ カニズム を大気 ・

海洋―多媒体結合モデルによ って解明する。 また、 環境

影響の長期的推移を把握する ために、 筑波地域周辺での

大気 ・ 湖 ・ 土壌 ・ 水道 ・ 水生生物などの戦略的 ・ 長期的

なモニ タ リ ング体制を整備する。 モデ リ ング と モニ タ リ

ングの連携によ り 、 広域的 ・ 長期的な汚染動態を把握す

る。

〔内容および成果〕

　 福島第一原発から放出された放射性物質の環境動態を

解明する ために、 大気－海洋－陸域を結合し た多媒体モ

デ リ ングシステムを設計し、 開発を進めた。 また、 放射

性物質の推移を把握する ために、 大気 ・ 湖水 ・ 森林 ・ 水

生生物のモニ タ リ ングを進め、 データの初期解析を行っ

た。 その結果、 以下の成果が得られた。

（1） 多媒体モデ リ ングシステムの基本設計が終了し、 そ

の構築の見通しが立った。

（2） 大気輸送 ・ 沈着モデルによ って、 放射性物質の大気

輸送と沈着の実態と メ カニズムが明らかにし た。

（3） 筑波地域周辺での大気 ・ 湖 ・ 土壌 ・ 水道 ・ 水生生物

な ど におけ る 放射性物質の時間的推移 と 動態を把握 し

た。

〔備考〕

放射能分析において、 土井妙子 ・ 高度技能専門員 と 連携

し て進めた。

42） 　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関

する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ009

〔担当者〕 ○越川昌美 （地域環境研究セン ター） ， 渡邊未

来， 村田智吉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 関東地域などの市街地土壌には、 大気降下物に

由来する有害金属類が慢性的に負荷されている。 有害金

属類が土壌表層に高濃度に蓄積する と、 土壌生態系や ヒ

ト の健康に悪影響を及ぼす危険性があ る。 こ の リ ス ク を

評価する ためには、 まず、 市街地土壌で高濃度に蓄積し

ている有害金属類を特定し、 それら の土壌中現存量を把
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握する こ と が必要であ る。 本研究の目的は、 茨城県を中

心 と し た関東地域の市街地土壌を対象 と し て、 大気降下

物によ る市街地土壌の有害金属汚染の現状を把握する こ

と であ る。

〔内容および成果〕

　 大気汚染度の異なる東京～茨城の 4 地点で、 林外雨 と

林内雨を採取 ・ 分析し、 雨水中に含まれる微量元素を測

定し た。 雨水中に濃縮 さ れた微量元素を特定する ため、

各元素の濃縮係数 (EF) を算出し た。あ る元素 X の EF は、

EF=[雨水中のX/Al比]/[地殻中のX/Al比]で表され、地殻以

外の影響の目安と なる。 EF の中央値が 10 を超えた微量

元素は、 高いものから順に Sb、 Bi、 Cd、 Zn、 Ag、 Pb、 W、

Cu、 Ni であった。 なかでも、 Sb、 Bi、 Ag、 Pb、 W は、 植

物葉中の含有量が低 く 、 市街地土壌の表層にも蓄積し て

いる こ と か ら、 人為汚染の影響を受けて、 雨水中に濃縮

された と考え られた。

〔備考〕

43） 　 湖沼における浮遊細菌を介 し た溶存有機物の動態

解明に向けた新たな展開

〔研究課題コー ド〕 1112CD002

〔担当者〕 ○渡邊圭司 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

44） 　 揮発性ビン ・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

〔研究課題コー ド〕 1112CD003

〔担当者〕 ○森野悠 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

45） 　 社会経済活動のグローバル化を考慮 し たエア ロ ゾ

ル排出源と影響の評価

〔研究課題コー ド〕 1112CD006

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター），西澤匡人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

46） 　 Ｄ ＯＭ の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響

評価

〔研究課題コー ド〕 1112CD007

〔担当者〕 ○小松一弘 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

47） 　 物理場に応答する浅い湖沼における リ ンの動態の

解明と そのモデル化に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD009

〔担当者〕 ○篠原隆一郎 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 霞ヶ浦における リ ンの動態の解明を

最終的な到達点 と する。 そ こ で、 以下の研究目的を設定

し、 それを実行する。

１ ． 霞ヶ浦の底泥 ・ 懸濁物に含まれる リ ン画分を把握し、

その変動を明らかにする。

２ ． 霞ヶ浦周辺 ・ 内部の懸濁物の ソース と な り 得る水生

植物や、プラ ン ク ト ンなどに関し て リ ンの画分を計測し、

それらの組成を明らかにする。

３ ． 霞ヶ浦におけ る懸濁物中に含まれる リ ン画分別の分

解速度を定式化し、 既に開発済みのモデル内に導入を行

う こ と で溶存性無機態 リ ンのソースの把握を行 う 。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 霞ヶ浦における底泥， 懸濁粒子中に含まれ

る リ ンの画分の把握を行った。 本研究は、 懸濁物、 底泥

に含まれる有機態 リ ンを分画する新たな手法 と し て、 水

酸化ナ ト リ ウ ムを用いた抽出物に対し て核磁気共鳴装置

(31P NMR) を用いる こ と で リ ン化合物の検出を行い、懸濁

物、 底泥に存在する有機態 リ ンや、 その組成の違いを把

握する こ と を目的 と し た。 本手法は、 リ ンの中で も オル

ト リ ン酸態 リ ン、 モ ノ エステル結合態 リ ン、 ジエステル

結合態 リ ン、 ピ ロ リ ン酸、 ポ リ リ ン酸の 5 画分を分析可

能であ る。 31P NMR を用いて霞ヶ浦におけ る底泥、 懸濁

物を分画し た と こ ろ、 懸濁物には生物由来の リ ンの割合

が 70% 程度以上存在するが、 底泥には、 鉄 ・ アル ミ ニウ

ムなどに吸着し ている と思われるオル ト リ ン酸態 リ ンが

70% 程度以上存在し てお り 、 有意な差が見られた。 生物

由来の リ ンの組成について も底泥中 と 懸濁物中 と では異

なってお り 、 ジエステル結合態 リ ン / モ ノ エステル結合

態 リ ン比が、懸濁物には約 0.25-0.40 程度であった ものが、

底泥では約 1.0 程度であった。 この組成比の変化は、 本

来ジエス テル結合態であ る リ ン脂質や RNA の分解 と、

DNA の生産が主たる要因によ って行われてお り 、本研究

の結果は、 こ のジエステル結合態 リ ンの形態変化や分解

が、 霞ヶ浦の リ ンの動態に大き く 影響を与えている こ と

を示し ている。来年度は懸濁物を対象と し、多様な気象・

物理条件下におけ る有機態 リ ンの分解について観測し、

実験を行 う こ と で定式化 ・ モデル化を行 う 予定であ る。

〔備考〕

(6)-1 　 流域圏におけ る生態系機能 と 環境因子の連動関係

の定量評価に関する研究
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48） 　 東アジア地域における影響評価のための観測デー

タ収集

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 1112LA001

〔担当者〕 ○王勤学 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 慶応大学 と 共同で実施する環境省の委託事業

「脆弱な途上国における影響評価・適応効果の現地実証業

務」 の一環 と し て、 東アジア地域において、 温暖化影響

の監視、 評価及び観測情報収集を行 う 早期観測ネ ッ ト

ワーク （ウルムチ近郊に設置されている衛星受信システ

ム、 （独） 国立環境研究所に設置されている衛星データ解

析システム及び適応実証サイ ト におけ る地上統合観測シ

ステムか ら な る早期観測ネ ッ ト ワーク） の維持管理を行

い、 東アジア地域をカバーでき る MODIS 衛星高次処理

データ と ７ つの代表的な実証サイ ト ( 畑地、 水田、 草原、

森林、 砂漠、 森林凍土、 草原凍土 ) での地上観測データ

を取得し、 温暖化などの影響評価データベースの構築を

行 う 。 さ ら に、 これらの衛星 ・ 地上観測データ を用いて

広域的な陸域環境影響の早期診断シ ス テ ムの開発を行

う 。

〔内容および成果〕

　 温暖化影響の監視、 評価および観測情報提供を行 う た

め、 ウルムチに設置されている衛星受信システム、 （独）

国立環境研究所 (NIES) に設置されている衛星データ解析

システム及び地上統合観測システム 7 地点 （中国 5、 モ

ンゴル 2、 計 7 地点） から なる早期観測ネ ッ ト ワーク の

適宜保守を行い、 東ア ジ ア地域を カバーす る 衛星観測

データ と 7 つの代表的な観測点 ( 畑地、 水田、 草原、 森

林、 砂漠、 森林凍土、 草原凍土 ) での地上観測データ を

取得し た。 取得された衛星データ を高次処理システムで

処理 し、 東ア ジ ア地域の 1km メ ッ シ ュ の地表面温度

（LST）、 植生指数 （NDVI）、 葉面積指数 （LAI） および総

一次生産量 （GPP） の季節変動を明らかにし た。 また、 地

上観測ス テーシ ョ ンでは、 最新型の自動観測機器を設置

し てお り 、 各地点での日射量、 純放射、 顕熱 ・ 水蒸気フ

ラ ッ ク ス など熱収支関係、 気温， 風速、 降水量など気象

関係、地温、土壌水分、 熱伝導率など土壌関係、及び CO2

フ ラ ッ ク ス、 生物量など植生関係、 と 多 く の環境要素の

日、 月、 季節的な変動を明ら か と なった。 さ ら に、 東ア

ジア地域の MODIS 衛星高次処理データ を用いて、 地表

面乾燥度、 永久凍土分布指数など広域の環境変動の早期

診断シス テムを開発し、 地域ご と の影響評価を可能 と す

る アルゴ リ ズムを開発し た。 その結果、 東アジア地域に

おいて、 1km メ ッ シュ単位、 地域単位及び流域単位での

最近 11 年間 （2000 から 2010 年） の地表面の乾燥化傾向

及び永久凍土指数の動態解析が可能と なった。

〔備考〕

49） 　 硝酸イオンの窒素、酸素安定同位体比および溶存有

機物、 懸濁態有機物の窒素同位体比による流域から

の窒素負荷源の特定と流出機構の解明

〔研究課題コー ド〕 1112NA001

〔担当者〕 ○高津文人 （地域環境研究セン ター），今井章雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

50） 　 地球温暖化対策と し てのブ ラ ッ ク カーボン削減の

有効性の評価

〔研究課題コー ド〕 1113BA003

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター）， 伊禮聡，

三好猛雄

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

51） 　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染

の実態解明と発生源寄与評価

〔研究課題コー ド〕 1113BA007

〔担当者〕 ○菅田誠治 （地域環境研究セン ター），大原利眞

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

52） 　 アジアのエアロゾル ・ 雲 ・ 降水システムの観測 ・ モ

デルによる統合的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1114CD001

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 三好猛

雄， 伊禮聡

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾル ・ 雲 ・ 降水過程は、 将来の気候変動

予測におけ る最大の不確定要因の一つであ る。 本研究で

は、 エア ロ ゾルの数濃度 ・ 粒径分布を中心軸 と し て、 雲

粒の数 ・ 粒径、 そ し て雲粒の衝突併合によ り 生成する降

水を、 素過程に基づき統合的に理解する こ と を目指す。

鍵 と な るプロ セス を正確に表現し た数値モデルを開発す

る ため、 最先端の計測技術を用いてエア ロ ゾル ・ 雲の航

空機 ・ 地上観測を行い、 鍵 と な るプロセスの理解を格段

に進展させる。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度には、 国立環境研究所辺戸岬大気 ・ エア ロ

ゾル観測ス テーシ ョ ン （以下辺戸ステーシ ョ ン） におい

て、 エア ロ ゾル質量分析計によ る測定を行った。 これに

よ る と微小粒子に含まれる主な成分は硫酸塩 （SO4） と有
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機物 （Org） であった。 （1 月 24-25 日は装置の ト ラブルで

測定を中断し た。） 質量濃度が 1 月 22 日の午後から上昇

し、1 月 26 日午後まで全体で 10μgm-3 を超え る高濃度を

記録し た。 同時期に測定し た個数濃度の変動 と も一致し

てお り 、 個数濃度上昇は、 硫酸塩、 有機物など を含む微

小粒子の濃度が上昇し たため と考え られる。

〔備考〕

53） 　 微生物によ る ヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物

質の影響の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1114CD002

〔担当者〕 ○山村茂樹 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 抗生物質を含めた医薬品が広範な水環境か ら

検出されてお り 、 環境中におけ る薬剤耐性細菌の発生や

耐性遺伝子の伝播 ・ 拡大が憂慮されている。 一方、 その

影響は環境微生物の群集構造に も及び、 物質の挙動を大

き く 変化させる可能性があ る。 特に、 ヒ 素のよ う な毒性

を持つ微量元素の場合は、 微生物を介し た環境動態の変

化が ヒ ト の健康影響に直結する恐れがあ る。本研究では、

環境中におけ る ヒ 素の可溶化／不溶化に関与する ヒ 素お

よび鉄の酸化 ・ 還元に着目し、 これら を担 う 微生物反応

に及ぼす各種抗生物質の影響を評価する。それ と と もに、

微生物相の変遷をモニ ターし、 抗生物質が各微生物反応

に影響を与え る メ カニズムを解明し た う えで、 その リ ス

ク を詳細に評価する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所構内の池、 及び霞ヶ浦か ら採取し た底

泥サンプルを微生物植種源 と し て、 無機 ヒ 素の酸化 ・ 還

元に及ぼす各種抗生物質の影響を個別の培養試験によ り

調べた。 その結果、 好気性の ヒ 酸塩還元細菌は各種の抗

生物質に対し て幅広い耐性を持つが、 亜 ヒ 酸塩酸化細菌

は一部の抗生物質への感受性が高い こ と が明ら か と なっ

た。 これまでの研究か ら、 好気環境では ヒ 酸塩還元 と 亜

ヒ 酸塩酸化が同時に起き る こ と で、 結果的に吸着性の高

い ヒ 酸塩が優先し ている可能性が示されている。従って、

あ る種の抗生物質が、 環境微生物によ る ヒ 素の酸化 ・ 還

元のバラ ン ス を崩し、 ヒ 素を水相へ と 移行し易 く する可

能性が示唆された。

〔備考〕

54） 　 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合デー

タベース構築と植生群落の空間解析

〔区分名〕 分野横断

〔研究課題コー ド〕 1115AO001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・生態系環境研究セン ター），野

原精一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 経済発展の目覚ま し い東南アジアにおいては、

生態系サービ スの面で価値の高い沿岸性湿地の生態系が

急激に減少し ている。 特にその大き な理由は地域経済活

性化のための推進されている水産養殖地域の急拡大であ

る。 しかし近年、 生物多様性保全の側面か ら マング ロー

ブ林をはじめ とする湿地生態系の保全や再生がグ ローバ

ルな環境政策と し て大き な注目を集めている。

　 本研究では、 過去数十年間に大き く 人為改変されたマ

ング ローブ林を含む沿岸性湿地に注目し、 その変容の解

明 と 自然再生計画の支援目的 と する。 そ し て過去に行わ

れた植林に関する統合型のデータベース構築 と 植生群落

の時空間的な解析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 1980 年代から マング ローブ湿地を改変しつつ急増し た

養殖用の池は、 既にその何割かが放棄されてお り 、 マン

グ ローブ再生事業の主要な候補地であ る。 しかし本養殖

池については、 ベ ト ナムにおいて国家レベルか ら地方自

治体まで一元的な GIS データは整備されておらず、 この

ため放棄養殖池の分布をはじめ広範囲な現状把握すら不

可能な状態であ る。 こ のため研究所年度では、 主にデー

タ ベース構築において衛星画像等の基盤情報整備に加

え、 主に植林候補地と なる人工養殖池の GIS データ化を

中心に実施し た。 具体的には高解像度衛星画像のデジ タ

イ ジングを通し、約 3000 地点の養殖池のデジ タル化が完

了し ている。 全体の養殖池数に対し て整備率は約 30％程

度。 基盤情報収集に関し ては現在過去の衛星情報収集、

紙地図のデジ タル化を順次進めた。

　 将来的に養殖池の GIS データは、 ベ ト ナム赤十字およ

び現地関連機関 （マ ン グ ロ ーブ生態系研究セ ン タ ー

(MERD) 等） と共有し、統計的な経営情報などの現地情報

を属性化し た後に、 再生候補地の絞 り 込みのために再度

高度化する方針であ る。

〔備考〕

55） 　 二次有機エア ロ ゾル生成に関わる反応プ ロセスの

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ002

〔担当者〕 ○佐藤圭 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 室内実験で二次有機エア ロ ゾ ルを 生成し 、
―  173  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
SMPS、AMS、LCMS、LC-TOFMS、CCN 計、KI 法など様々

な分析法を用いて、 エアロ ゾルの生成収率、 化学組成、 吸

湿性、 有害成分含有率を明ら かにする 。 様々な前駆体を用

いた研究から 、 有機エアロ ゾルの大気中での物理・ 化学的

特性の変質プロ セス を明ら かにする と と も に、二次有機エ

アロ ゾルの環境影響評価に資する こ と が目的である 。

〔内容および成果〕

　 O3- イ ソ プレ ン反応について、 （1） 捕捉剤を加えない

場合、 捕捉剤 と し て （2） シ ク ロヘキサンおよび （3） 一

酸化炭素を加えた場合の SOA 収率を調べた。 SOA 収率

は、 （1） 1.2%、 （2） 1.3% および （3） 0.3% と測定された。

（2） や （3） の実験では、 イ ソ プレ ン濃度の減少速度から

求めた速度定数が既知の O3- イ ソ プレ ン反応の速度定数

に一致し、 期待通 り OH 反応が抑制されていた。 LCMS

分析によ り 、 （2） のサンプルにのみシ ク ロヘキサンに由

来する C6 ジカルボン酸が検出された。O3- イ ソ プレ ン反

応によ る SOA 収率は OH- イ ソ プレ ン反応に比べて非常

に低いが、O3/ イ ソ プレ ン / シ ク ロヘキサン系ではシ ク ロ

ヘキサン由来の生成物の寄与によ って SOA収率が増大す

る と考え られる。

〔備考〕

56） 　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研

究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ031

〔担当者〕 ○岩崎一弘 （地域環境研究セン ター），山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境保全 ・ 浄化に向けて微生物機能を積極的に

活用し てい く ための基礎技術並びに影響評価法の開発を

目的 と する。 そのために本研究では、 １ ） 有機塩素化合

物、 油、 重金属等の環境汚染物質を分解 ・ 除去する微生

物の探索を行い、 その機能の解明および強化を試み、 環

境保全に有用な微生物を開発する、 ２ ） これら有用微生

物あ るいは組換え微生物の微生物生態系への影響を分子

生物学的手法によ り 解析する と と も に新たな評価手法の

開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 ガ ソ リ ン ス タ ン ド や製油工場跡地など油によ る環境浄

化は、 日本全国に顕在化し てお り 、 広大な土地のブラ ウ

ン フ ィ ール ド 化が問題 と な っ てい る。 そ こ で安価で ク

リ ーンな浄化手法 と し て植物 と その根圏微生物によ る油

汚染浄化技術の開発を試みた。 実汚染現場か ら採取し た

地下浸出油で汚染させた砂質土壌 （油濃度 10.000ppm） を

充てんし た コ ンテナを用いて イ ネ科、 芝などの草本類及

び木本類 （ナギナタ ガヤ） の生育及びその油分減少につ

いて評価し た。 これらの供試植物では、テ ィ フ ト ン、バー

ニングフ ィ ール ド、 高麗芝、 野芝が良好に生育し、 また

こ の う ちテ ィ フ ト ンが最も油浄化効果が高 く 、 試験開始

後約 500 日で 65％程度の油の減少が確認された。 しかし

ながら、 栽培 2 年目からの生育が悪 く なる こ と が認めら

れ、 油汚染土壌において植物の生育を長期間維持する こ

と が非常に重要な課題であ る こ と が示された。

〔備考〕

57） 　 ゴム廃水の温室効果ガス排出能 ・ 分解機構評価

〔区分名〕 地球規模課題対応国際科学技術協力事業 (JST-

JICA)

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ002

〔担当者〕 ○珠坪一晃 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 生物資源の持続可能な利用およ び気候変動の緩

和策に資する 研究と し て、 天然ゴムに関する 基盤技術や

ゴムナノ テク ノ ロ ジーを 確立する こ と によ っ て、 合成ゴ

ムを 天然ゴムに置き 換え、 化石資源の消費量削減と 二酸

化炭素排出量削減を目指す （長岡技術科学大学担当）。 ま

た、 天然ゴム製造工程廃液を 対象と し た廃水処理技術と

ゴム廃木から の次世代バイ オ燃料生産技術を 同時に開発

する こ と によ り 、 ク リ ーン開発メ カニズムに貢献する 環

境調和型天然ゴム利用シス テムを 構築する 。 さ ら に、 天

然ゴムにかかわる 新産業を支える 人材およ び環境保全に

資する 人材の育成を 行う 。 国立環境研究所では、 ゴム製

造・ 加工廃水の既存処理シス テムの調査によ る 温室効果

ガス の排出量の評価、 ゴム廃水の分解特性の調査によ り 、

適切な廃水処理シス テムを開発する ための基礎知見収集

を行い、 現地と の共同研究によ る 実証処理試験を行う 。

〔内容および成果〕

　 ハ ノ イおよびホーチ ミ ン周辺の天然ゴム製造工場か ら

排出される廃水を採取し、 組成分析および嫌気条件下に

おけ る生分解性評価を行い、 廃水 ・ 汚泥試料の分析方法

および生分解性 （= 温室効果ガス排出特性） 評価の方法

を確立し た。 また、 既存の嫌気性ラ グーン汚泥の菌相解

析によ り 、 酢酸や蟻酸を資化する メ タ ン生成細菌群の存

在を確認し た。 ゴム製造廃水を用いた嫌気集積培養試験

を行い、 その生分解特性の把握を行った と こ ろ、 ゴム製

造廃水の嫌気条件下におけ る 分解性は比較的良好であ

り 、 除去有機物の 80％程度を メ タ ン と し て回収可能であ

る事が明らかになった。

〔備考〕
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58） 　 小型移動手段の利用によ る環境負荷 と健康影響に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ005

〔担当者〕 ○近藤美則 （地域環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 車移動を減 ら し 徒歩や自転車等の人力移動や

小型の移動手段を増やすこ と が、 都市大気の改善 と 温暖

化対策にな る。 公道走行でき る小型手段 と し て、 電動ア

シス ト 自転車が一般に普及し て き た。 また、 公道走行は

でき ないが、 特区制度の活用によ り 、 倒立振子型の電動

車両や次世代型の電動車椅子等は実証試験中であ る。 一

方、 人力を使った移動は、 人工力移動に比べて身体活動

量が増え る と 予想され、 肥満や生活習慣病の抑制等の健

康面の改善に有効であ る。

　 効率向上、 環境負荷の低減が進んだ と はいえ、 車の環

境影響は依然大き い。 先に挙げた移動手段はいずれ も、

本来な ら使わな く て も よい用途での車利用を削減でき る

可能性を持つ。

　 そ こ で、 本研究では、 自動車以下の移動手段について、

人力、 人工力に関わ らず、 環境に与え る負荷を導出 ・ 推

定する と と も に、 移動手段の変更によ る健康面への効果

を含む影響を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 最新の電動アシス ト 自転車と 電動原付バイ ク のエネル

ギー消費量を計測し 、 従来の手段と 比較し た。 調査し た車

両の単位移動距離あたり のエネルギー消費量や交流 100V

から の直流充電効率は、 2 ～ 3 年前の同形式の車両と ほぼ

同じ である こ と 、アシス ト 自転車はよ り 細かな出力制御を

し ている こ と がわかった。 一方、 人力のみの移動手段に関

し て、 公道走行可能な手段の用件と 実現方法を検討し た。

〔備考〕

【関連課題】

59） 　 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

〔研究課題コー ド〕 0711BB571

〔担当者〕 ○谷本浩志 （地球環境研究セン ター） ， 野尻幸

宏， 向井人史， 横内陽子， 遠嶋康徳， 奈良英樹

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

60） 　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0812AQ003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物・ 生態系環境研究セン ター），玉

置雅紀

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

61） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と 生態系修復の

ための調和的管理手法の開発

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

62） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

63） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔研究課題コー ド〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

64） 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

65） 　 植物のオゾン被害と ス ト レス診断に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

久保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

66） 　 有機フ ッ素化合物の環境汚染実態と排出源について

〔研究課題コー ド〕 0911AH002

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター） ， 高澤嘉

一， 中山祥嗣， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

67） 　 浅海域における干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・生態系環境研究セン ター），石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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68） 　 風送ダス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデルの精

緻化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BA005

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 松井一郎， 清水厚， 西澤智明， 原由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

69） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

70） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

71） 　 ラ イ ダーデー タ を用いたエア ロ ゾル ・ 雲マス ク ス

キームの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ002

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

72） 　 有機フ ッ 素化合物の環境負荷 メ カ ニズムの解明 と

その排出抑制に関する技術開発

〔研究課題コー ド〕 1011BD002

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター），吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

73） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イ ダーでのデー タ品質評価手

法の検討

〔研究課題コー ド〕 1012AQ002

〔担当者〕 ○松井一郎 （環境計測研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 清水厚， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

74） 　 生態系サービスからみた森林劣化抑止プ ログ ラム

（REDD） の改良提案と その実証研究  （ ２ ） 炭素ス

ト ッ クの強化による劣化抑止プログラムの改良策と

その実現性に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA006

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

75） 　 底質酸化によ る閉鎖性浅海域の生物生息環境の改

善

〔研究課題コー ド〕 1012BC002

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・生態系環境研究セン ター），石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

76） 　 地域活性化をめざ し たバイ オマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

77） 　 遺伝子発現プ ロ フ ァ イルに基づ く 植物のス ト レ ス

診断と水稲葉枯症の原因究明

〔研究課題コー ド〕 1012CD015

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部） ， 清水英幸， 伊藤祥子， 佐

治章子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

78） 　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素

動態に及ぼす影響

〔研究課題コー ド〕 1012CD018

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

79） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖

化影響のポテンシャル評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

80） 　 壱岐周辺海域サンゴ礁モニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1111MA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

81） 　 震災 ・ 津波による三陸沿岸域の生物多様性 ・ 機能的

多様性への影響の定量化

〔研究課題コー ド〕 1112AF001
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〔担当者〕 ○山田 勝雅 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

82） 　 阿寒湖マ リ モの遺伝的多様性 と生活史の解明に関

する研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ004

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

83） 　 汎用 IT 製品中金属類のラ イ フサイ クルに着目し た

環境排出 ・ 動態 ・ 影響に関する横断連携研究

〔研究課題コー ド〕 1113AO001

〔担当者〕 ○滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

梶原夏子， 鈴木剛， 小口正弘， 藤森崇， 中島大

介， 白石不二雄， 稲葉一穂， 岩崎一弘， 村田智

吉， 山村茂樹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

84） 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ンス ト レ ス

診断手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1113CD002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

85） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コー ド〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

86） 　 河川水温変動シ ミ ュ レーシ ョ ン を用いた全国の淡

水魚類に関する自然再生支援システム

〔研究課題コー ド〕 1115CD001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

87） 　 環境変化に対する生物群集の応答 と機能形質動態

に関する数理生態学的研究

〔研究課題コー ド〕 1115CD002

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

88） 　 定量的生態 リ ス ク評価の高精度化に資する数理生

態学的研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ005

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 真野浩行， 多田満

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

5.(5) 　 生物 ・ 生態系環境研究分野における研究課題

1） 　 アジア視点の国際生態リ スクマネジ メ ン ト

〔区分名〕 文科 - グ ローバル COE

〔研究課題コー ド〕 0712ZZ001

〔担当者〕 ○川本克也 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

五箇公一， 江守正多， 田中嘉成， 井上真紀， 魯

保旺

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 23 年度 （2007 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国立大学法人横浜国立大学が文部科学省か ら

採択されたグ ローバル COE プロ グ ラ ムでは、国立環境研

究所 と 連携し、 人口増加や経済発展に伴って生態系の破

壊 と 生態系サービ スの劣化が著しいアジア発展途上国等

の生態 リ ス ク の適切な管理に貢献するため、 (1) 国連 ミ レ

ニアム生態系評価 (MA) にアジア視点を加えた国際的な

リ ス ク管理の理念･基本手法･制度を解析し て提示する と

と もに、 (2) アジア等の森林植生･土壌･沿岸域等の生態系

機能を調査･解析し て外来生物管理を含めた具体的な順

応的 リ ス ク管理手法を提示し、 (3) 農薬･肥料･有害物質管

理、 バイ オマス高度利用、 遺伝子操作作物利用、 廃棄物

循環利用等、 具体的実践的なアジア途上国の生態系サー

ビ スの リ ス ク管理手法を開発･応用し、 (4) これらの｢基礎

研究｣と具体的な｢事例応用研究｣、 新たな政策ア イデアに

基づ く ｢社会制度提案｣の ３ 者を繋げる研究者･行政･企業･

市民のネ ッ ト ワー ク を国際的に構築し、 それ ら を基に、

(5) 若手研究者等の国際的な人材育成拠点形成を目的 と

する。

〔内容および成果〕

（五箇） セイ ヨ ウオオマルハナバチ、 外国産ク ワガタ ムシ

およびカエルツボカビ菌を具体的材料 と し て、 その生態

影響を評価する と と も に、 問題を引き起こ し ている要因

について生物学的側面から のみな らず、 経済学的および

社会学的側面か ら も アプローチする こ と を目指し た。 得

られた成果か ら、 外来生物の生物学的問題は生物進化の

歴史の撹乱であ り 、 生態系 と 生物種の共進化の歴史を崩

壊させる こ と で、 様々な生態影響が生じ る こ と を示す と

と も に、 外来生物の問題の背景には、 経済のグ ローバ リ

ゼーシ ョ ン と、 それに と も な う 人 と モ ノ の移送が活発に

なっている こ と が大き く 関わっている こ と を示し た。 問
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題の根本的解決には、 我々人間のラ イ フ ス タ イルを見直

すこ と が必要 と される。 これら一連の成果 と 示唆を、 学

術発表のみな らず、 マス コ ミ を通じ て広 く 発信し た。

（川本） 廃棄物系バイオマスのガス化によ る生成ガスに対

し CO への有効な触媒変換技術を開発するため、 直接合

成法で高比表面積で規則的構造 を 持つ メ ソ ポー ラ ス

SBA-15 材料の構造に、NiO を高密度に分散する触媒調製

技術の研究開発を行った。調製触媒の XRD 分析、細孔測

定、 TEM 観察および EDX 分析によ り 触媒の微細構造を

明らかにし、 NiO 粒子が SBA-15 材料の構造に分散され

る こ と を明ら かにし た。 この触媒を用い、 温度や触媒量

などの条件を変化させて H2/CO2/ 系模擬ガスの逆シフ ト

反応特性を明らかにし、 CO2/ が高転換率で CO に変換さ

れる こ と を見出し た。 また、 比較のために、 ポス ト 合成

法で調製し た NiO (10 wt%)/SBA-15 を参照触媒 とする逆

シフ ト 反応も行った。 こ の結果では、 高温の場合には触

媒の合成法に関係な く 、CO の選択率が 100％であったが、

低温の場合には、 CO の選択率が触媒の合成法に依存し

た。 すなわち、 直接合成法で得られた触媒を用いた場合

には、低温時に CO の選択率が 100％であったが、 ポス ト

合成法で調製し た触媒を用いる と、 メ タ ンが生成する た

め、 CO の選択率が 100％ではなかった。 この成果を も と

に、 バイオマス廃棄物の有効利用に関する方向性を示し

た。

〔備考〕

プロ ジ ェ ク ト リ ーダー ： 松田裕之 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）

プ ロ ジ ェ ク ト メ ンバー ： 鈴木邦雄 （横浜国立大学理事 (

教育担当副学長 ) ・ 環境情報研究院･教授）、 伊藤公紀 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）、 及川敬貴 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）、 加藤峰夫 （横浜国立大学 　 国

際社会科学研究科 ( 国際開発 ) ・ 教授）、 金子信博 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境 と情報部門 ) ・ 教

授）、 有馬 　 眞 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）、 藤原一繪 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授）、小池文人 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・准

教授）、 雨宮 　 隆 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然

環境と情報部門 ) ･准教授）、菊池知彦 （横浜国立大学 　 教

育人間科学部 ( 自然環境講座 ) ・ 教授）、 佐土原聡 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 人工環境 と情報部門 ) ・ 教

授）、 益永茂樹 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 教授）、 嘉田良平 （横浜国立大学 　 環境

情報研究院 ( 自然環境と情報部門 )・教授）、藤江幸一 （横

浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・教

授）、 亀屋隆志 （横浜国立大学 　 環境情報研究院 ( 自然環

境と情報部門 ) ・ 准教授）、 本田 　 清 （横浜国立大学 　 工

学研究院 ・ 准教授）、 平塚和之 （横浜国立大学 　 環境情報

研究院 ( 自然環境と情報部門 ) ・ 教授）、 本藤祐樹 （横浜

国立大学 　 環境情報研究院 ( 社会環境と情報部門 ) ・准教

授）

2） 　 重金属汚染土壌の修復を目的と し た有用植物資源の

活用に関する研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0811CD002

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本申請における研究ではセレ ン耐性 ・ 高蓄積性

の性質を付与し た遺伝子組換え植物の開発を最終的な目

的 と する。 具体的な内容は北米に自生し セレ ン耐性 ・ 高

蓄積性を示す Stanleya pinnata と い う アブラナ科の植物に

おけ るセレ ン耐性 ・ 高蓄積性に関与する遺伝子の特定を

行い、 その成果を用いてセレ ン汚染土壌の修復が可能な

遺伝子組換えカ ラ シナを育成する。

〔内容および成果〕

　 本年度はジ ャ ス モン酸やエチ レ ン な ど がセ レ ンハ イ

パーアキ ュ ミ レーター植物であ る Stanleya pinnata におけ

る セレ ン耐性 ・ 高蓄積性に関与し ているのかについての

実証実験を行った。 セレ ン ノ ンアキ ュ ミ レーター植物で

あ る Stanleya albescens に濃度勾配を与えてジャ スモン酸

メ チル ま た はエチ レ ン の前駆体で あ る 1-

aminocyclopropane-1-carboxylic acidをセレ ン と共に投与し

て栽培し た。 その結果、 Stanleya albescens のセレ ン耐性

及びセレ ン蓄積性は植物ホルモン投与に よ り 増加し た。

一方、 これらの物資の投与によ る Stanleya pinnata におけ

る セレ ン耐性 ・ 高蓄積性に変化は見られなかった。 以上

の結果、 Stanleya pinnata における植物ホルモンの構成的

な合成 ・ 蓄積がセレ ン耐性 ・ 高蓄積性の獲得に必要であ

る こ と が示された。

〔備考〕

3） 　 植物の環境ス ト レス影響評価と ス ト レス応答機構の

解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0812AQ002

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部） ， 久保明弘， 青野光子， 佐

治章子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）
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〔目 　 的〕 人為的要因に よ る環境変化や環境中に存在す

る様々なス ト レ ス因子が植物にどのよ う な影響を及ぼす

かについて、 効果的解析法を開発しつつ評価する と と も

に、 植物のス ト レ ス応答機構の一端を主に遺伝子レベル

で解明する。

〔内容および成果〕

　 モデル植物であ る シ ロ イ ヌナズナを用いて、 植物のス

ト レ ス応答 ・ 耐性機構を遺伝子レベルで解明する研究を

行ってい る。 産業技術総合研究所 と の共同研究の結果、

気孔開閉 を 制御 し て オ ゾ ン 耐性に関与す る 転写因子

OTC1 を明らかにし た。 OTC1 の発現を抑制し た植物は、

気孔開度が小さ く 、 オゾン耐性を示し た。

〔備考〕

4） 　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0812AQ003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物・ 生態系環境研究セン ター），玉

置雅紀

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来水生植物であ る淡水生の水草や海産生の

海藻を主な材料 と し て、 それら の種の我が国におけ る侵

入状況、定着状況を、文献および現地モニ タ リ ングによ っ

て明ら かにする。 定着に関する特性については室内実験

を交えて検証する。

〔内容および成果〕

　 以前よ り 北米原産外来種コ カナダモの侵入が報告され

て き た栃木県湯の湖におけ る コ カナダモの分布を追跡し

た結果、 分布域の減少が認められる と 同時に在来種の増

加も認められた。 本衰退現象については、 湯の湖におけ

る人力回収によ る管理が起因する も のか、 尾瀬沼でのコ

カナダモ衰退減少の要因 と し て考え られた ク ローン繁殖

の結果生じ る内的要因に起因する も のなのかについて検

討し た。

　 また、 東京湾の浅海域においてグ リ ーン タ イ ド を形成

する浮遊性アオサの種組成の季節変化を調査し た結果、

三番瀬において以前は秋のみに生息が確認された リ ボン

アオサであったが、冬 と春にも確認される よ う になった。

こ の変化の原因は定かではないが、 リ ボンアオサは他の

アオサに比べ比較的高水温を好むこ と か ら東京湾の水温

上昇の影響が関与し ている と推察された。

〔備考〕

生物 ・ 生態系環境研究分野における研究課題

地域環境研究分野における研究課題

5） 　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

〔研究課題コー ド〕 0812BB001

〔担当者〕 ○野原精一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

広木幹也， 林誠二， 亀山哲

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

6） 　 ス ト レス とサンゴ礁の歴史的変化

〔研究課題コー ド〕 0812CD007

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

小熊宏之， 林誠二， 石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

7） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁に関し て、 1) 学際的な研究の連携を進

め、 2) フ ィ ール ド 支援体制を整備し、 3) 学術的な成果を

社会に適用し、 4) そのための人材を育成する。

計画研究間の連携や共同研究、成果の相互利用を促進し、

共同で研究を進める ためのフ ィ ール ド 拠点の支援体制を

整備する。 学術成果を実際の現場に適用する ために、 総

括班をハブ と し て、 日本サン ゴ礁学会の活動を通じ て、

実際のサンゴ礁の再生を進める と と も に、 政府、 地方行

政機関、 Ｎ Ｐ Ｏ、 民間、 国際機関など様々なセ ク ター と

協力し て、 サンゴ礁 と 人 と の共生 ・ 共存の技術的 ・ 社会

的枠組みを作る。

〔内容および成果〕

　 計画研究間の連携を強化する ための会議を開催し た。

沖縄県瀬底島の琉球大学の研究施設でサマース クールを

開催し、 大学生の人材育成を行った。 また、 白保住民向

けの講演会や展示等によ って成果の普及を行った。

〔備考〕

8） 　 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD009

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 サンゴ礁は、 温暖化によ る白化、 CO2 濃度上昇

に伴 う 酸性化によ る石灰化抑制、海面上昇によ る水没 と、

地球温暖化シナ リ オの全要因によ って重大な影響を受け
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る。 各要因に対するサンゴ礁の応答は単純ではな く 、 し

か も相互に関係し合っている。 さ らに、 こ う し たス ト レ

スにサンゴ礁が適応する可能性も示唆されている。 本研

究目的は、 すでに現れた温暖化、 酸性化、 海面上昇の影

響を、 サン ゴ群集やサン ゴ礁生態系ス ケールで検出し、

温暖化に対するサンゴ礁応答を評価する こ と であ る。 そ

のために、 現在および過去の環境要因の変化に対する群

集変化を野外において明ら かにする と と も に、 飼育実験

によ って応答過程を明ら かにし て、 地球温暖化の様々な

シナ リ オに対するサンゴ礁の非線形応答を評価 ・ 予測す

る。

〔内容および成果〕

　 石垣島白保のサンゴ礁内での長期定量モニ タ リ ング結

果から、 白保のサンゴ群集は過去 12 年間で被度は 1/5 ～

1/10 に、種数は 1/3 に低下し た こ と が明らかになった。ま

た、 サンゴ被度の増減の度合は、 以下に示すよ う に分類

群によ って異なる こ と が明らかになった。

タ イプ １ ． 1/10 ～ 1/100 に激減→ ミ ド リ イ シ科 ・ ハナヤ

サイサンゴ科 ・ シコ ロサンゴ属

タ イプ ２ ．1/2 ～ 1/3 に減少→ハマサンゴ属・キ ク メ イ シ科

タ イプ ３ ． 2 ～ 3 倍に増加→ヤ ッ コ ア ミ メ サンゴ ・ ヨ ロ

ンキ ク メ イ シ

タ イプ ４ ． 変化な し→アオサンゴ

　 さ ら に、 サンゴ と は対照的に、 同期間内での海草 と ソ

フ ト コーラルの被度は と もに 1.5 倍程度増加し ている こ

と が明らかになった。

〔備考〕

9） 　 オイル産生緑藻類 Botryococcus （ボ ト リ オコ ッ カス）

高アルカ リ株の高度利用技術 　 ( 最適増殖・オイル生

産に導 く 培養基盤技術と高度品種改良技術の開発 )

〔区分名〕 JST

〔研究課題コー ド〕 0813KB001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 五百城幹英， 出村幹英

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 単位面積あた り のオ イ ル生産効率を一桁向上

する ための生物学的基盤を確立する こ と を目的と し て、

1） オ イ ル産生微細藻類の有用株の選定 と 評価をお こ な

う 。

2） オイル産生藻類に関する既存の情報並びに各グループ

の研究よ り 得られたデータ ・情報について統合的に登録・

利用可能なデータベース を管理する情報セン ターの構築

をおこ な う 。

3） 有用株の突然変異誘起及び遺伝子組換えによ る高増殖

活性、 広環境適応性、 高オイル生産性、 高 CO2 利用性等

高機能性変異株の作成を行 う 。

〔内容および成果〕

　 沖縄県、 茨城県、 千葉県、 青森県等から 95 の試料を採

取し、 選択培養条件下 （高アルカ リ 培地、 塩分含有培地

等） で培養を行い、 増殖能 と オイル生産能に優れた細胞

を選別し た。 これまでに確立し たボ ト リ オコ ッ カ ス株は

94 株、オイル産生株は 9 株 と なった。ボ ト リ オコ ッ カス株

の中には比増殖速度が 0.15 以上を示す株も 6 株含まれて

いた。 また、 サンプ リ ングを行った 45 の地点情報につい

て Google マ ッ プ上に記載し共同研究者であれば閲覧可能

な状態にし た。 株情報について も単離場所、 オイル分析

結果など を記載でき る フ ォーマ ッ ト を作成し、 これまで

に確立し た 103 株のボ ト リ オコ ッ カス と オイル産生藻類

株に関する情報を登録し た。 さ らにボ ト リ オコ ッ カ ス株

の系統と品質管理のためにボ ト リ オコ ッ カ ス 74 株の 18S

rRNA 遺伝子配列を遺伝的タ グ情報 と し て決定し、新たな

株情報と し て登録し た。

　 ボ ト リ オコ ッ カス  Bot22 に EMS 処理し て得られた、14

株の除草剤パラ コー ト 耐性変異株について増殖曲線 と オ

イル含量を調べた。 その結果、 増殖速度、 オイル含量 と

もに野生型と ほぼ同等の変異株が 1 株得られた。 ボ ト リ

オコ ッ カス  Bot22 の遺伝子導入系を開発する目的で、 ボ

ト リ オコ ッ カス  Bot22 のプロ ト プラ ス ト を作製し た。 現

時点でボ ト リ オコ ッ カス  Bot22 のプロ ト プラ ス ト は得ら

れている も のの、 数が少ないため効率を上げる方法を検

討し ている。

〔備考〕

こ の研究の全体研究代表者は筑波大学 渡邉 信 教授であ

り 、 国立環境研究所はサブテーマの １ つを担当する。

10） 　 植物のオゾン被害と ス ト レス診断に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911AH001

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

久保明弘

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

11） 　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研

究

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0911AH003

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・生態系環境研究セン ター），石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 良好に保存された浅海域において干潟 ・ 藻場は
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水辺の移行帯の主要構成景観要素で、 浅海域を里海 （さ

と う み） と する ために不可欠であ る。 干潟 ・ 藻場はその

多 く が隣接し、モザイ ク状に配置されている こ と も多い。

そ こ では海域 と 陸域か らの水、 栄養塩の供給や流出を受

け、 潮汐の リ ズム と 相ま っ て多様な環境が形成 さ れる。

その結果、 干潟は水鳥の来訪を支え る場を提供し、 藻場

は魚貝類の産卵場、 生育場、 隠れ家を提供する。 さ ら に

干潟の付着藻や藻場の海藻、 海草は栄養塩を吸収し酸素

を放出する。 こ のよ う に干潟 ・ 藻場は景観上の重要性の

みな らず、 生物多様性 と 物質循環の観点か ら重要な役割

を果た し、 それら の生態系機能に基づ く 環境浄化能は浅

海域の環境保全に必要不可欠であ る。 しかし、 近年は干

潟 ・ 藻場の減少が指摘され海域環境改善が停滞し ている

一因 と なってお り 、 これら の再生が各地で個別に試みら

れているが必ずし も期待通 り の結果が得られていない。

　 本研究では、 底泥か ら の汚濁負荷の制御、 ベン ト スの

生物生息環境の保全手法、 藻場構成種の生態学的特性に

関する比較検討、 それら の移植 と 大量増殖手法にわた る

多様な視点を通じ た干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する知

見の集積を行い、 これら の保全 ・ 修復のための有効な手

法 （住民活動 ・ NPO 等への普及および企業等への技術移

転を含む。） の集積と共有を目標とする。

〔内容および成果〕

　 各研究所分担の継続課題に加え、 富栄養の人工河口干

潟、 横浜市高島水際公園 と 富栄養の天然河口干潟、 多摩

川河口干潟におけ る野外調査、 貧栄養で生産力の低い河

口干潟、 山口県椹野川河口干潟におけ る富栄養化試験を

の共同実施し た。 再生試験に用いる コ アマモマ ッ ト の大

量増殖技術のブ ラ ッ シ ュ ア ッ プ と 他水域におけ る運用に

ついての条件検討を進めた。 また、 分解活性試験の実施

（尼崎 ・ 椹野川 ・ 広島 ・ 川崎 ・ 横浜 ・ 東京） 、 上記に連動

し た生産力試験の簡便法策定、 各地の干潟におけ る生産

力 と 分解力を分類キーにし た性格付けを行い、 これまで

の結果を整理し た。

　 年 ２ 回の連絡会議 （23 年度は川崎市 と 横浜市で開催）

と 学会 （水環境学会年会） におけ る発表によ る学術報告

を進めた。

〔備考〕

生物 ・ 生態系環境研究分野における研究課題

地域環境研究分野における研究課題

12） 　 博多湾における円石藻の非円石細胞ステージのモ

ニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 0911AH005

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

13） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報

基盤整備

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、JaLTER を中心 と し てモニ 1000、

JapanFlux、 PEN と いった現状の各生態系観測ネ ッ ト ワー

ク の連携を強化する こ と によ って森林生態系におけ る生

態系総合監視システムを構築し、 生態系機能の時空間的

変動を明ら かにする ための指標生物群を特定する こ と を

目的とする。

〔内容および成果〕

　 ハイパースペク ト ルカ メ ラ画像の解析によ り 、 可視域

の分光指標がフ ェ ノ ロ ジー観察に有効であ る こ と を確認

し た。 こ の指標を簡便に取得する目的で、 市販デジ タル

カ メ ラ の利用によ る撮影システムの開発を行なった。 前

年度に試作し たデジ タル一眼レ フカ メ ラ の利用によ る撮

影システムは、 カ メ ラ本体の制御や電源管理が比較的容

易であ る反面、 ハウ ジングの大型化が設置場所の制約 と

なる こ と が問題であった。そ こ で、オ リ ジナルの画像デー

タであ る RAW 画像が記録でき る コ ンパク ト カ メ ラの比

較 ・ 選定を行 う と 同時に、 電源管理や任意のシ ャ ッ ター

間隔での撮影を可能 と する コ ン ト ロールボー ド を作成し

た。 併せて、 定点カ メ ラ の運用上ハウ ジング内部の結露

が これまで大き な問題 と され、 定期的な乾燥剤の交換が

必要 と されて き た こ と から、 ハウ ジング内部の湿度を調

整 し 結露を緩和す る 調湿プ レー ト の性能評価を行な っ

た。

〔備考〕

課題代表者 ： 日浦勉 （北海道大学）

14） 　 文理融合に基づ く 淡水生態系の生物多様性保全・管

理手法の開発

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD001

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

今井葉子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 日本の灌漑用ため池は、 生物多様性の宝庫で、

淡水域の生物資源の保全の場 と し て極めて高い価値を持

つ。 しかし、 都市化や農業の衰退が進む現在、 その環境

も脅か されている。 ため池の維持管理は社会的な営みで
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あ る ため、 その保全は自然科学 と 社会科学双方の知識を

融合し て実施する こ と が望まれる。 そ こ で、 まず、 自然

科学の手法で リ ス ク 因子や生物間相互作用を明確化し、

さ らに社会科学の手法で人々の選好を探 り 、 双方の知識

を融合し て、 淡水域の生物多様性の効果的な保全 ・ 管理

に有効な手法の開発を目指す。

〔内容および成果〕

　 ため池の生態系サービ スの価値を経済的に評価する こ

と を目的と し て、アンケー ト 調査を実施し た。調査は 2012

年 1 月に実施し、 一般市民 845 名、 農業従事者 429、 計

1274 名から回答を得た。

　 評価手法と し て、仮想評価法（contingent valuation method：

CVM） を用いた。 農業の衰退や都市化によ り 、 ため池の

数が減少し たり 、適切な管理が行われないため池が増えた

り する こ と で、 10 年後に全国のほと んどのため池で生態

系サービス が大幅に低下し 、絶滅危惧種や希少種の大半が

姿を消す状況を回答者に想像し ても ら ったう えで、そのよ

う な状況を回避する ためにど れだけの負担を し ても いい

と 思う かを尋ねた。 負担の形態と し て、 ため池保全に取り

組む NPO やボラ ンティ アを支援する ための寄付（ 金銭的

負担） に加え、 ため池保全のためのボラ ンティ アへの参加

（ 労働の提供） を用いた。

　 どのよ う な人がため池の生態系サービ スの価値を高 く

評価するかを明ら かにする ため、 回答者の個人属性、 環

境意識、ため池と の関わ り など と WTP および WTW と の

関係を分析し た。 その結果、 一般市民については、 自宅

か ら徒歩圏内にため池があ る人、 ため池に行った こ と が

あ る人、 自然や環境問題に関する テレ ビ番組を よ く 見る

人、 ボ ラ ンテ ィ ア ・ 募金 ・ 献血など を よ く する人は、 そ

れぞれそ う でない人よ り も WTP が高いこ と、男性よ り も

女性の方が、 WTP が高いこ と、 所得が高いほど WTP が

高い こ と などが確認された。 また、 自宅か ら徒歩圏内に

ため池があ る人、 ため池に行った こ と があ る人、 自然や

環境問題に関する テレ ビ番組を よ く 見る人、 ボ ラ ンテ ィ

ア ・ 募金 ・ 献血など を よ く する人、 つ り ・ ハイ キ ン グ ・

キ ャ ンプなどのレ ク リ エーシ ョ ン活動を よ く する人、 花

や植物を育てた り 、 ペッ ト を飼った り し ている人、 ボ ラ

ンテ ィ ア ・ 募金 ・ 献血など を よ く する人は、 それぞれそ

う でない人よ り も WTW が高いこ と、 小学生以下の子供

の人数が多いほど WTW が高いこ と などが確認された。

　 農業従事者については、 自然や環境問題に関する テレ

ビ番組を よ く 見る人は、そ う でない人よ り も WTP が高い

こ と などが確認された。 また、 自宅か ら徒歩圏内にため

池があ る人、 自然や環境問題に関する テレ ビ番組を よ く

見る人、 つ り ・ ハイ キング ・ キ ャ ンプなどのレ ク リ エー

シ ョ ン活動を よ く する人、 花や植物を育てた り 、 ペッ ト

を飼った り し ている人は、 それぞれそ う でない人よ り も

WTW が高いこ と、所得が高い人ほど WTW が低いこ と な

どが確認された。

〔備考〕

柘植隆宏 （甲南大学） 西川潮 （新潟大学）

15） 　 小笠原諸島における十脚目甲殻類のイ ンベン ト リ

作成および保全に関する基礎的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD008

〔担当者〕 ○佐竹潔 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 海洋島の小笠原諸島では近年その陸水域にお

いて十脚目甲殻類などの分類群で固有種が相次いで発見

されている。 その う ちオガサワ ラ ヌマエビなどは絶滅の

おそれがあ る 生物種 と し て レ ッ ド リ ス ト に掲載 さ れた

が、 これら の種を保全する う えで重要な初期生活史がま

だ未解明であ る。 また、 サンゴ礁海域は白化現象によ り

危機的な状況にあ るが、 十脚目甲殻類の調査は不十分で

あ る。 そ こ で、 本研究では、 小笠原諸島の陸水域やサン

ゴ礁海域な どで十脚目甲殻類を対象 と し た調査を行い、

固有種の発見に努め、 絶滅危惧種や隔離分布種など を含

めた十脚目甲殻類のイ ンベン ト リ を作成し、 併せて絶滅

危惧種の初期生活史を解明し、 今後の保全施策に資する

こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 平成22年度に引き続き小笠原諸島母島地先のサンゴ礁

海域において十脚目甲殻類の分布調査を行った。 その結

果、 サンゴガニ類などの十脚目甲殻類を採集する と と も

に、 生息時の色彩を可能な限 り 残し ての撮影を行 う こ と

ができ た。 これらの標本については、 持ち帰って精査し、

分類学的な検討を行い、 種の リ ス ト を作成し ている と こ

ろであ る。 また、 小笠原諸島陸水域よ り 持ち帰った固有

種オガサワ ラ ヌマエビ を安定し て飼育する こ と が可能に

な り 、 生活史の初期において全 く 採餌し ない こ と などが

確認された。

〔備考〕

［連携研究者］

千葉県立中央博物館 　 駒井智幸

大阪工業大学工学部 　 三橋雅子

琉球大学亜熱帯島嶼科学超域研究推進機構 　 成瀬 　 貫

［研究協力者］

国立環境研究所 　 山野博哉

小笠原自然文化研究所 　 佐々木哲朗
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16） 　 フ ローサイ ト メ ト リ 分離細胞の全ゲ ノ ム増幅に基

づ く 非培養海産微細藻のメ タゲ ノ ムと分類

〔研究課題コー ド〕 0911KB002

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

17） 　 遺伝子組換えセ イ ヨ ウアブ ラ ナのこぼれ落ちおよ

び拡散に関するモニ タ リ ング

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 0913AF001

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 海外での遺伝子組換え （GM) 農作物の栽培面積

増大に伴い、 国内の一般環境中への GM 農作物の侵入圧

が上昇し ている と 推測されるが、 その長期的な生育の実

態は不明であ る。 本課題では、 既に GM セイ ヨ ウがブラ

ナの生育が確認されている 3 ヵ 所を対象にモニ タ リ ング

を実施し、 長期的な個体数変動 と 場所によ る生育状況の

違いを明らかにする。 こぼれ落ちに起因し た GM セイ ヨ

ウ アブラナが拡散し、 近縁種 と 交雑するかど う かを判定

する と と も に、 封じ込めのエン ド ポ イ ン ト を明ら かにす

る。

〔内容および成果〕

（ １ ） 種子輸送道路沿いにおける分布の経年調査 　 GM の

比率が国道23号および博多港はきわめて高 く 昨年度 と同

様に 70％程度になっていた。 この値は、 輸出国における

GM セイ ヨ ウ アブラナの栽培面積から推定される GM 種

子混入率 （70 ～ 80％） に近い。 一方で国道 51 号では最

大出現頻度は昨年度 と 同様であったが、 春季の個体数変

動は例年よ り も かな り 大き く 、 震災後の道路復旧工事等

の人為的な撹乱が例年よ り も大きかった こ と が考え られ

る。 国道 23 号および博多港周辺では、 導入された除草剤

耐性遺伝子の異な る系統の個体がそれぞれ出現し ている

のに対し て、国道 51 号周辺では一つの系統しか出現し な

い傾向が近年続いている。国道 23 号周辺では ２ 種類の除

草剤耐性遺伝子を保有する個体 （ス タ ッ ク系統） が 0.9％

程度見つかったが、 昨年の出現率 （2.4%） よ り は低下し

ていた。

（ ２ ）種子輸送道路沿いにおける GM 個体分布の周年変化

　 いずれの調査地において も、 １ 年を通じ てセ イ ヨ ウ ア

ブ ラナの生育が認められ、 冬季で も開花個体や実生個体

が確認された。 種子輸送道路沿いでは、 陸揚げ港から各

地に至る （陸揚げ港か ら離れる） 車線側の方が、 陸揚げ

港に至る車線側よ り も多 く の個体が生育し てお り 、 生育

個体数の変動パターンは昨年度 と ほぼ同様の傾向を示し

た。 昨年度、 三重県の雲出大橋周辺の国道 23 号沿いで

は、 四日市港に至る側の車線で多 く の個体が生育し てい

たが、 今年度はこ の傾向が逆転し た。 これは、 土砂が詰

ま った排水溝の溜め枡の清掃が行われた結果、 これらの

場所に生育し ていた幼個体が減少し た事によ る。 溜め枡

か らの排水は直接河川敷に流れ込む場所があ り 、 溜め枡

に集積し た土砂中に含まれる GM セイ ヨ ウ アブラナの種

子の挙動を把握する事は、 組換え体の拡散防止を図る上

で重要であ り 、 今後も モニ タ リ ングを継続する必要があ

る。

〔備考〕

18） 　 都市緑地は棲みよいか？チ ョ ウに注目 し たネ ッ ト

ワーク構造の評価

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1011AF008

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 野生生物の生息地の急速な減少 と 孤立化に よ

る絶滅 リ ス ク を緩和する手段 と し て、 都市地域の一部を

生息地間の移動通路 と し て機能させる可能性が注目され

ている。 都市部において も、 点在する緑地全体が生態系

ネ ッ ト ワーク と し て機能し、 １ つの緑地では存続不可能

な生物種が、 複数の緑地に生息し行き来する こ と で存続

し得る。 本研究は、 チ ョ ウ を指標 と し て都市部におけ る

緑地の生息地 と し ての好適度を評価し、 緑地間を移動す

る程度を推定する こ と で緑地生態系ネ ッ ト ワーク の現状

把握と改善策の検討する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 東京都心 18 か所の公園においてチ ョ ウの分布と、分布

に影響する と 予想 さ れる公園内外の環境要因について、

その関連性を統計モデルに よ り 解析 し た。 観察 さ れ る

チ ョ ウの種数や個体数は単純に面積に比例するのではな

く 、 食草の有無や近隣の緑地数に影響を受けている可能

性が示唆された。 また、 チ ョ ウの緑地間移動の程度を推

定する ためのマーカー開発を行い、 候補と な る SSR マー

カーを得た。

〔備考〕

19） 　 北岳における高山生態系の長期モニ タ リ ング

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1011MA001

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）
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〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 我が国の代表的な生態系の状態を把握し、 継続

的にモニ タ リ ングする こ と で、 生態系の変異を捉え、 適

切な生物多様性保全施策に貢献する こ と を目的 と し たモ

ニタ リ ングサイ ト 1000 の高山帯の う ち、昨年度に引き続

き、 北岳調査の一部を担当する。

〔内容および成果〕

　 北岳南東斜面に設置された ２ ケ所の調査サイ ト の土壌

表面と地表下 10cm、 さ らに北岳山荘脇の百葉箱内に温度

計を設置し 1 時間毎の温度を記録し た。 さ らに、 ２ ケ所

の調査サイ ト に加えて北岳山荘にイ ン ターバルカ メ ラ を

7月始めから 10月までの設置し、高山植物の開花状況や小

屋周辺の紅葉の状況を記録し た。 その結果、 データ を回

収し た平成 22 年秋から 23 年夏までの土壌表面の温度記

録から、 尾根に近 く 風が良 く 当たるサイ ト では、 23 年冬

の積雪深が例年に比べて少な く 、 日平均気温が大き く 変

動し た。 一方、 尾根から標高が下がった調査サイ ト では、

平成 22 年 12 月から平成 23 年 ６ 月半ばまで、積雪深が大

き く 、 ほぼ ０ ℃が続いた。

　 23 年度の夏は大き な台風の影響によ り 設置し たカ メ ラ

がダー メ ジを受け、 例年どお り の画像データが得られな

かった。 現在、 修復可能な画像について解析を進めてい

る と こ ろであ る。

〔備考〕

20） 　 マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐ る女王 ・

ワーカー間の対立関係の解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1011NA001

〔担当者〕 ○井上真紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 1 回交尾は、 真社会性昆虫において祖先的形質

と されている。 一方、 多回交尾はコ ロ ニー内血縁度が低

下する だけではな く 、 メ スに と っ て コ ス ト と な る ため、

多 く の分類群でみられる も のの一般的ではない。 マルハ

ナバチは多 く の種で 1 回交尾であ り 、 近年分断性比であ

る こ と が報告された。 しかし これら先行研究は、 野外で

採集 し た女王を室内で営巣 さ せた コ ロ ニーを用いてお

り 、 室内飼育コ ロ ニーが野外での繁殖様式を再現し てい

るかは不明であ る。 本研究では、 マルハナバチの野生巣

を用いて、 個体群内およびコ ロ ニー内遺伝構造の解析を

実施し、 交尾回数および血縁度を解析し、 コ ロ ニー間に

おけ る血縁度不均衡の有無や分断性比の要因を解明する

こ と を目的 と する。 さ ら に、 野生化し たセ イ ヨ ウは、 工

場で累代飼育されてお り 、 人為的選抜を受けている と 考

え られる。 そ こ で在来種の採集コ ロ ニーにおいて も同様

の分析を実施し、 セ イ ヨ ウの侵略性に寄与する生態特性

を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 マ イ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子マーカーを用いて遺伝解析

を実施し た。

（1）女王の受精嚢の精子 DNA の遺伝子型から父系を推定

し た。その結果、10巣の う ち2巣で2型、8巣で1型であった。

（2） 18 巣において、 ワーカーの遺伝子型から Matesoft を

用いて女王の遺伝子型を推定し、 交尾回数を算出し た。

交尾回数は、 1 ～ 8 回、平均 2.78±0.55 回であった。 また、

有効交尾回数は、 2.18±0.39 回であった。

（3） 18 巣の う ち、 創設女王を有する 11 巣において、 女

王およびワーカーの遺伝子型か ら交尾回数を算出し た。

交尾回数は、 1 ～ 4 回、平均 1.91±0.31 回であった。 また、

有効交尾回数は、 1.23±0.14 回であった。

　 原産地では、 セ イ ヨ ウオオマルハナバチの交尾回数は

1 回であ る こ と が報告されてお り 、いずれの推定値も原産

地よ り 大きかった。 こ の理由と し て、

（1） 商品化の過程における人為選抜の結果であ る可能性、

（2） 異種間交尾によ り 繁殖阻害が起き る ため、 1 回交尾

よ り 多回交尾が選択された結果であ る可能性が示唆され

た。

〔備考〕

共同研究者 ： 土田浩治 （岐阜大学）、 五箇公一 （国立環境

研究所）

21） 　 東京湾東部における未確認有害植物プ ラ ン ク ト ン

のモニ タ リ ング

〔研究課題コー ド〕 1012AH007

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

22） 　 底質酸化によ る閉鎖性浅海域の生物生息環境の改

善

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 1012BC002

〔担当者〕 ○矢部徹 （生物 ・生態系環境研究セン ター），石

井裕一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 水質総量規制に よ り 陸域か ら の汚濁負荷を削

減し続けているに も かかわ らず、 停滞傾向を示す閉鎖性

浅海域の環境改善には、 干潟や藻場の生態系サービ スで

あ る水質浄化機能の改善が不可欠 と 考え る。 しかし当該

生態系サービ ス を生み出す生態系機能の担い手であ る付
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着藻、 海草や海藻の藻場、 底生動物群集には底質環境の

悪化や貧酸素水塊の発生によ り 、 突然の消滅など群集の

不安定化が報告されている。 こ う いった現象を回避する

ため、 これまでに国立環境研究所 と 地方公共団体環境研

究所 と の共同研究において扱って き た様々な底質酸化手

法、 および効果的な藻場の形成技術を組み合わせる こ と

で、 本課題における生物集団の生息環境改善を目指す。

〔内容および成果〕

　 各地で試みられている複数の底質酸化手法を、 現場の

環境や対象 と する生物相に応じ て、 室内実験 と 現場試験

を通じ た比較検討を行った。

　 平成 ２ ３ 年度は以下の研究を行った。

（ １ ） 室内実験

　 底質酸化 と し て リ ス ト ア ッ プ された手法の う ち酸素供

給効果の高かったバブ リ ン グ と 酸素供給膜法について、

室内実験 と 野外試験を組み合わせたオフサイ ト 試験を実

施し、 底泥中および直上水におけ る酸素濃度、 酸化還元

電位、 酸揮発性硫化物、 窒素および リ ンの動態、 底泥中

の強熱減量等について各手法の酸化効果を検証し た。

（ ２ ） 野外実験

　 室内実験で確認された底質酸化手法に加え、 硝酸塩添

加法、 浮上海底法、 地盤高操作法を実施し、 尼崎人工干

潟における それらの効果を確認し た。 また、 室内実験で

活用し た評価項目に加えて、 物理項目、 化学項目、 生物

項目の分析、 さ ら に、 海草アマモおよびアサ リ の成育試

験について各手法の効果を確認し た。

〔備考〕

生物 ・ 生態系環境研究分野における研究課題

地域環境研究分野における研究課題

23） 　 ニホンジ カが南アルプス国立公園の自然植生に及

ぼす影響と その対策に関する研究 分担 （1） 地域絶

滅が危惧される植物種の保全技術の確立

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 1012BC003

〔担当者〕 ○名取俊樹 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 南アルプ スは広い範囲が国立公園に指定 さ れ

てお り 、 また、 長期的な環境変動に対し て植物が退避す

る場所 （レ フ ェージア） の一つ と 考え られてお り 、 生物

多用性を確保する ための重要な場所であ る。 近年、 ニホ

ンジカが高山帯まで進出し、 高山植物に食害が認め られ

る よ う にな り 、 緊急な対策が必要 と なっている。 本研究

は、 ニホンジカによ る影響を緩和し、 希少な野生植物を

保全する ために必要な情報 と 技術を提供し、 対策の推進

を支援する こ と を目的 と し ているプロ ジ ェ ク ト の一部を

分担する。

〔内容および成果〕

　 本調査地に山梨県絶滅危惧種種が多い要因のひと つと

し て、山梨県に分布する 北方系植物の南限域付近である こ

と が対応分析によ り 具体的示唆する こ と ができ た。生育地

内保全と し て、キタ ダケソ ウ の生育場所と し て見過ごさ れ

た場所が再発見でき た。 「キタ ダケソ ウ 生育地保護区」 内

のシカの出現状況は、 保護区下部での出現頻度が 2010 年

に比べ高かかった。 ま た、 裸地化し た場所近く に設置し た

赤外線センサー付カメ ラ の写真の画像から 、シカは主に夜

間ゆっく り 移動し ながら 1 ～ 3ｍ 2/ ３ min 程度のス ピード

で食害し ている と 結論し た。 シカ食害防止柵内では、 特

に、 キ タ ダケ ソ ウの競争種 と な り 得るハク サン イチゲの

生育が旺盛になってき ている よ う にも見受け られた。

　 生育地外保存と し て、国立環境研究所の環境制御温室内

で栽培し たキタ ダケソ ウ を、その栽培装置と 共に環境省新

宿御苑の冷温室に移譲し た。

〔備考〕

24） 　 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ

ルの開発と検証

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD011

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 生態系の機能やサービ ス を管理 し 保全する う

えで、 食物網構造の定量的な理解は欠かせない。 本研究

の目的は、 安定同位体比データ を利用し て食物網構造を

一括推定するベイ ズ推定モデルの開発であ る。 こ のベイ

ズ推定モデルは、 食物網 リ ン ク の定性的な有無を表す二

値食物網データ と、 定量的な食物網構成種の安定同位体

比データ を統合し、 食物網を構成する全消費者への異な

る餌資源の貢献比率を推定する も のであ る。 また、 開発

し たモデルを野外食物網に適用し、 モデルの精緻化を図

る。 こ の推定モデルは大量の食物網データの蓄積を可能

にし、 未知の食物網構造 と 生態系機能の関係を解明する

道を拓 く こ と で、 生態系機能の管理 ・ 保全に役立つ と 期

待でき る。

〔内容および成果〕

　 本研究では、 胃内容分析や糞分析、 文献調査等か ら得

られる食物網構成種の間の食 う －食われる関係の有無を

0 （無い場合） と 1 （有る場合） で記述し た二値食物網デー

タ と、 食物網構成種の安定同位体比データ を取得する こ

と によ って、 その食物網におけ る全ての消費者について
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異な る餌資源の貢献比率を同時に推定するベイ ズ推定モ

デル IsoWeb を開発し た。

　 さ らに、仮想食物網データ を用いた IsoWeb の推定精度

の検証お よ び実デー タ への適用 を 行 っ た。 その結果、

IsoWeb は現実的な構造やデータの不確実性を もつ食物網

において、 各餌資源の貢献比率を十分な精度で一括し て

推定でき る こ と が示された。 また、 安定同位体比データ

にも と づいた妥当な食物網構造の選択など新たな応用の

可能性も示された。

〔備考〕

25） 　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環に与える イ ンパク ト

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD012

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 多く の固有種を有する 海洋島の生態系を保存す

る 上で、外来種が大き な問題と なっており 、実際に小笠原

諸島などでは外来種の駆除事業が行われている 。外来種の

中には、在来種と 相互作用をし ていたり 、増殖し て大き な

バイ オマス を持つよ う になったも のも 知ら れている が、こ

れら を駆除し た場合、物質循環を介し て在来種の存続に影

響がでる 可能性がある 。そこ で本研究では、小笠原諸島に

おいて、外来種の駆除が物質循環を介し て在来の生態系に

どのよ う な影響を与える のかを明ら かにする 。

〔内容および成果〕

　 小笠原諸島媒島の物質循環を再現する生態系モデルを

構築 し、 物質循環に影響を与え る パ ラ メ ー タ の探索を

行った。 生態系内の栄養塩量を最も強 く 増加させる効果

を持つのは海域の魚の量であった。 一方、 栄養塩量を最

も強 く 減少させる効果があったのは、 無脊椎動物の捕食

努力量であった。

　 こ の生態系から 外来生物のヤギと ネズミ を 駆除する シ

ミ ュ レーショ ンを行い、生態系内の栄養塩量の変化を解析

し た。ヤギと ネズミ のどちら かだけし か駆除し なかった場

合、 生態系内の栄養塩量はあま り 増加し なかったが、 両方

を同時に駆除する と 栄養塩量は劇的に回復し た。 し かし 、

ネズミ を根絶し ないう ちにネズミ に対する 駆除努力を中

止し てし ま う と 、 生態系は再び破壊さ れ、 栄養塩量は駆除

前の状態にま で減少する こ と が明ら かと なった。

〔備考〕

生物 ・ 生態系環境研究セン タープロ ジ ェ ク ト 「海洋島に

おけ る外来生物の駆除が生態系の物質循環を介し て在来

種に与え る影響」

26） 　 遺伝子発現プ ロ フ ァ イルに基づ く 植物のス ト レ ス

診断と水稲葉枯症の原因究明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD015

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部） ， 清水英幸， 伊藤祥子， 佐

治章子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 長崎県高標高地域の水田で発症する水稲葉枯

症の原因究明のための研究を、 可視障害の発現、 生理活

性の変動および植物の遺伝子発現プロ フ ァ イル解析に基

づいて実施し、 ス ト レ ス診断法の開発を目指す。 これま

での研究で原因 と し ての可能性が示唆されている、 酸性

霧、 強光、 オゾン等のス ト レ ス因子の単独および複合処

理によ る環境制御実験を実施し、その影響解析を行 う が、

特にイ ネの遺伝子発現変化をマ イ ク ロ アレ イ法によ り 計

測し、 我々の有する も のを含めた既存データベース と 相

互比較する。 その結果に基づいて、 これら の条件下にお

け る遺伝子発現プロ フ ァ イルを類型化し、 特徴的な代謝

変化やシグナル応答に関わる反応を抽出し、 葉枯症の原

因究明を試みる。

〔内容および成果〕

環境制御室で育てた イネを pH 3.3 の 3 種類の組成の異な

る 酸性霧 （H2SO4, HNO3, H2SO4+HNO3(2:1)） のいずれか

で処理し た と こ ろ、 処理開始後 2 週間目から葉に小白斑

状の可視障害が発現し、 処理日数の増加に伴いその程度

も増加し た。 一方、 酸性霧の溶液組成の違いによ る有意

差は認められなかった。

ま た、 環境制御室で同様に育てた イ ネを酸性霧 （pH 3.0

／ H2SO4） またはほぼ中性の霧 （pH 5.6） で処理し、 １ 日

または ７ 日後に葉から RNA を抽出し、 DNA マイ ク ロ ア

レ イ を用いて遺伝子発現解析を行った結果、 それら の処

理によ り ク ロ ロ フ ィ ル代謝系の遺伝子発現が抑制される

一方、 病原抵抗性に関わる転写因子やシグナル物質であ

る ジ ャ スモン酸の合成に関わる酵素群の遺伝子発現が誘

導され、 その程度は中性霧よ り も酸性霧で処理し た場合

の方が大きいこ と が分かった。

〔備考〕

共同研究機関 ： 農業生物資源研究所 （菊池尚志）

27） 　 侵略的外来種アルゼンチンア リ におけるスーパー

コ ロニーの進化と維持機構の解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1013CD001

〔担当者〕 ○井上真紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 多 く のア リ 類では、 女王 と その娘ワーカーから

成る コ ロ ニーを作 り 、 女王が産卵を、 ワーカーが育児や

採餌を担 う 。 ワーカーは、 同種を含む侵入者か ら巣を守

り 、 血縁選択を通じ てワーカーの形質が子孫へ と 伝え ら

れる と 考え られている。 しかし、 アルゼンチンア リ のコ

ロ ニーは多数の女王を有し、 そのサイ ズは巨大で、 数百

あ るいは数千の巣がネ ッ ト ワーク で繋が り 、 女王やワー

カーは巣間を自由に移動する こ と ができ る。 こ の社会構

造を スーパーコ ロ ニー と い う 。 スーパーコ ロ ニー内の個

体間血縁度はきわめて低 く 、 なぜこ のよ う な社会構造が

進化し維持されているかは、 社会性進化におけ る大き な

謎と されてき た。

　 本研究は、 アルゼンチンア リ のスーパーコ ロ ニーの生

態特性およびスーパーコ ロ ニー間での遺伝子流動の有無

を明 ら かにす る こ と に よ り 、 アルゼンチン ア リ の巨大

スーパーコ ロ ニー と 小規模スーパーコ ロ ニーの進化 と 維

持機構の解明を目的 と する。 それによ り 、 アルゼンチン

ア リ の侵略性の解明および本種の防除対策への提言のみ

な らず、 スーパーコ ロ ニー形成 メ カニズムの仮説を検討

する こ と によ り 、 これまで謎 と されて き た社会性昆虫に

おけ る スーパーコ ロ ニー進化の解明に寄与する も のであ

る。

〔内容および成果〕

　 ア メ リ カ南東部およびカ リ フ ォルニアにおいて、 アル

ゼンチンア リ の複数のスーパーコ ロ ニーのサンプルを採

集し た。 こ のサンプルに加え、 日本および ヨ ーロ ッ パ、

オセアニアで採集し た ワーカーを用いて ミ ト コ ン ド リ ア

DNA 遺伝解析を行った結果、 単一の遺伝子型に属する

スーパーコ ロ ニーが世界中に分布し ている一方、 異な る

遺伝子型を持つ小規模スーパー コ ロ ニーが日本、 ヨ ー

ロ ッパ、ア メ リ カに分布し ている こ と が明らかになった。

ア メ リ カの小規模スーパーコ ロ ニーは同一の遺伝子型で

あったが、 日本の小規模スーパーコ ロ ニーは異な る複数

の遺伝子型を持ち、 日本が侵入地の中で も っ と も遺伝的

多様性が高 く 、 ご く 短期間で複数回の侵入が起き ている

こ と が示唆された。 また、 他の侵入地ではみられない遺

伝子型があ る こ と から、 原産地か ら直接侵入し た可能性

も示された。

　 兵庫県神戸港に分布する アルゼンチン ア リ の 4 つの

スーパーコ ロ ニーを対象に、 遺伝子流動の有無を明ら か

にする ために、 行動実験および遺伝解析を実施し た。 敵

対性試験の結果、 異な る スーパーコ ロ ニー由来のオスに

対する ワーカーの攻撃性は、 ワーカーに対する レベルよ

り 低 く 、オス を介し た遺伝子流動の可能性が示唆された。

一方、 マイ ク ロサテ ラ イ ト 遺伝子座の対立遺伝子頻度に

基づ く 集団遺伝解析を行った結果、 4 つのスーパーコ ロ

ニーは遺伝的に独立 し てお り 、 隣接す る スーパー コ ロ

ニー間で も遺伝子流動は低頻度でしか起き ていない こ と

が明ら かになった。 これら の結果か ら、 アルゼンチンア

リ は安定し た環境下ではスーパーコ ロ ニーの個体群構造

は容易に変化し ない可能性が示された。

　 ワーカー同士の敵対性レベルの季節変動を調べた結

果、 世界中に広 く 分布する スーパーコ ロ ニーの敵対性レ

ベルの変動パターンが他のスーパーコ ロ ニーに同調する

傾向がみられた。 そ こ で、 逃避行動および集団敵対行動

を明ら かにする ために、 行動実験を行った結果、 小規模

スーパーコ ロ ニーに逃避傾向がみられ、 巨大なスーパー

コ ロ ニーは集団で侵入者に攻撃を行 う こ と が明 ら かに

なった。 こ の こ と か ら、 巨大なスーパーコ ロ ニーを形成

し てい る 個体は非常に攻撃性が高 く 、 それに よ り 他の

スーパーコ ロ ニーを排除し ている こ と が推測された。

〔備考〕

28） 　 農薬による生物多様性への影響調査

〔研究課題コー ド〕 1014BX001

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

早坂大亮

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

29） 　 造礁性イ シサン ゴ類の分子系統および化石と現世

の形態多様性に基づ く 分類体系の再構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1014CD001

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 本研究では、 日本のサンゴ礁域から非サンゴ礁

域 （高緯度域） にかけて分布する現世の造礁性イ シサン

ゴ類 （以下、 サンゴ） およびそれら の化石の両方を用い

る こ と で、 過去か ら の形態変化や分布の変遷、 さ ら に固

有種の存在を明ら かにし た上で、 従来これら の分類体系

で最も有効 と 考え られていた骨格の形態的特徴を再検討

し、 近年行われている分子系統解析結果 と 調和的な骨格

形質の発見 と、 現在混乱し ているサンゴの分類体系の再

構築を目指す。

〔内容および成果〕

　 ウ ミ バラ科 と オオ ト ゲサンゴ科のサンゴを中心に、 そ

れら の分類形質の再検討を行った。 その結果、 個体の配

列様式などの無性生殖に関係する出芽様式の違いを反映

し ている骨格形態が、 これら の分子系統関係 と 非常に調
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和的で、 これらの骨格形態が従来のサンゴの分類体系を

再構築す る 上で非常に有効であ る こ と が明 ら かにな っ

た。

〔備考〕

30） 　 外来種セ イ ヨ ウオオマルハナバチによ る希少種 ノ

サッ プマルハナバチへの生態リ スク

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ003

〔担当者〕 ○井上真紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 セイ ヨ ウオオマルハナバチは、 ハウ ス ト マ ト の

授粉昆虫 と し て導入されたが、 北海道で野生化し、 在来

マルハナバチ類や在来植物への生態影響が明 ら かにな

り 、 2006 年には外来生物法における特定外来生物に指定

された。 近年、 国内で最も希少な在来種 ノ サ ッ プマルハ

ナバチの限られた生息地であ る野付半島および根室半島

の海岸植生に も侵入を果た し た。 侵入後、 セ イ ヨ ウオオ

マルハナバチは当該地域で増加傾向にあ り 、 ノ サ ッ プマ

ルハナバチへの生態 リ ス ク が懸念される。

　 本研究では、 侵入 4 年後のセイ ヨ ウオオマルハナバチ

の定着状況を明ら かにする と と も に、 近縁種 と されてい

る ノ サ ッ プマルハナバチ と の生殖隔離機構の実態につい

て把握す る こ と でセ イ ヨ ウ オオマルハナバチ商品 コ ロ

ニーの導入によ る生態 リ ス ク を評価する。

〔内容および成果〕

　 2007 年に実施し たセイ ヨ ウオオマルハナバチおよび在

来マルハナバチ類の分布調査に比べ、 2011 年では、 セイ

ヨ ウオオマルハナバチが 57.1% 増加し たのに対し て、 エ

ゾオオマルハナバチが 83.5%、 ノ サ ッ プマルハナバチが

28.6%、 エゾ ト ラ マルハナバチが 100% 減少し た。

　 一方、 春の越冬女王の受精嚢から精子 DNA を抽出し、

ロ ド プシン遺伝子の解析を行った結果、 セイ ヨ ウオオマ

ルハナバチおよび在来 2 種 （エゾオオマルハナバチ、 ノ

サ ッ プマルハナバチ） は異種間交尾を行っていない こ と

が明らかになった。

　 野付半島は、 セ イ ヨ ウオオマルハナバチの全マルハナ

バチ相における割合が 2011 年で 5.7% と他の地域に比べ

低 く 、 2007 年よ り 増加し た と はいえ低密度であ る。 この

ため、 異種間交尾が起き ていない と 考え ら れる。 一方、

地中に営巣する在来 3 種の個体数が大き く 減少し ている

こ と から、 営巣場所をめぐ る競争が起き ている こ と が示

唆された。

〔備考〕

31） 　 伊豆諸島八丈島へ侵入し たニホン ト カゲ外来個体

群による在来種オカダ ト カゲに対する遺伝的攪乱の

動態解析

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ004

〔担当者〕 ○岡本卓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 オカダ ト カゲは、 伊豆半島 ・ 伊豆諸島に固有分

布し、 その分布 と 地理的変異などから学術的価値の高い

動物 と し て注目 さ れてい る が、 八丈島な どの個体群は、

外来種の影響によ り 絶滅が危惧されている。 近年、 八丈

島に新た な外来種 と し て近縁種のニ ホ ン ト カゲが定着

し、 在来集団 と 交雑し ている こ と が明ら かにな り つつあ

る。 そ こ で、 在来集団の絶滅 リ ス ク評価を目的 と し て研

究を行った。

〔内容および成果〕

　 DNA データに基づ く 集団遺伝学的解析によ り 、島内の

遺伝子流動動態の推定を行った結果、 外来集団から在来

集団に向か う 方向の遺伝子流動速度が大きい こ と が明ら

か と なった。 よ って、 今後こ の状況が続けば、 外来集団

か らの浸透性交雑によ り 、 在来集団が絶滅に向か う と 予

測される。

〔備考〕

32） 　 マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 窒素固定

菌の役割と その環境応答

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ005

〔担当者〕 ○井上智美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

今藤夏子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 マング ローブ生態系は、 多様な生物を育む生産

性の高い生態系 と し て着目されているにも関わ らず、 世

界レベルで衰退と減少が進行し ている。今後、マング ロー

ブ生態系の維持 と 保全について科学的知見に基づいた指

針を得る ためには、 こ の生態系の基盤を構成し ているマ

ング ローブ植物に関する生理生態学的知見を得る こ と が

急務であ る。 特に窒素不足に陥 り がちな沿岸域におけ る

植物の窒素獲得機構は、 マング ローブ生態系におけ る有

機物生産の肝であ る と 考え られるが、 明ら かに されてい

ないこ と が多い。 本研究課題では、 「マング ローブ生態系

の高い生産性の鍵は植物 と 窒素固定菌 と の相互関係にあ

る」 と い う 視点の下、 マング ローブ植物の窒素獲得様式

を明らかにする事を第一の目的とする。

〔内容および成果〕
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　 マング ローブ植物の窒素獲得 メ カニズムを明ら かにす

る ため、 代表的な植物 3 種の根圏窒素動態を調査し た と

こ ろ、 根近傍において高い土壌窒素固定活性 と 土壌窒素

含有量が確認された。 マング ローブ植物の根圏は通気組

織によ る微好気環境が維持されてお り 、 窒素固定菌の増

殖に最適な環境であ る こ と が推察される。 さ ら に、 樹木

を と り ま く 窒素固定活性の空間分布 ト レ ン ド を明ら かに

する ため、 ヤエヤマ ヒ ルギの根圏窒素固定活性を調査し

た と こ ろ、 樹木の生育ステージが進むにつれて、 樹木周

辺の土壌窒素固定活性が高 く な り 、 明瞭な コ ン ト ラ ス ト

を形成し てい く 事が明らか と なった。支柱根近傍数十 cm

以内に土壌窒素固定活性のピー ク が検出 さ れた こ と か

ら、 支柱根の発達が窒素固定菌の活性化に寄与し ている

可能性があ る。

〔備考〕

33） 　 長期データ を活用し た陸水生態系評価

〔研究課題コー ド〕 1111AQ006

〔担当者〕 ○松崎慎一郎 （生物・生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

34） 　 農業生態系に お け る 生物多様性指標 （Satoyama

Index） のグローバルパターンを規定する社会 ・ 経済

要因の抽出

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ008

〔担当者〕 ○角谷拓 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 生物の生育 ・ 生息場所 と し てみた と きに里地里

山を特徴づけ る重要な特性であ る農地 と その周辺の土地

利用のモザイ ク性に注目し た指標 （Satoyama Index) のグ

ローバルス ケールでの空間パターンがどのよ う な自然環

境および社会的要因によ って規定されているかを明ら か

にする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 日本の代表的な里地里山地域を有する福井県を事例 と

し、 対象地域内の里地里山に典型的な水辺の生物の分布

と よ く 対応す る 土地利用のモザ イ ク 性指標 （Satoyama

Index） の算出に適 し たユニ ッ ト 空間サ イ ズ （以下、 ユ

ニ ッ ト サイ ズ） と 土地被覆解像度 （指標の算出に用いる

土地被覆図の解像度 ： 以下、 解像度） を検討し た。

　 モザイ ク性指標 （ユニ ッ ト 空間の内部に含まれる土地

利用のシンプソ ン多様度指数と非農地率の積） を 3 段階

（50m、 500m、 1000m） の解像度および 4 段階 （2km 四方、

5km 四方、 6km 四方、 10km 四方） のユニ ッ ト サイ ズを用

い計 12 通 り の組み合わせで算出し、同県によ る市民参加

型調査で把握された魚類 6 種、 カエル類 8 種、 カ メ 類 2

種、昆虫類 5 種の計 21 種の出現率 と の関係を階層ベイ ズ

法を用いて解析し た。

　 最適なユニ ッ ト サイ ズ と 解像度の組み合わせを出現率

推定結果の DIC で検討し た と こ ろ、解像度 50m およびユ

ニ ッ ト サ イ ズ 6km を用いて算出さ れたモザイ ク性指標

（以下、 L-SI） が一部の魚類を除 く 種の分布を最も よ く 説

明する こ と が明らかになった。 すなわち、 対象 と し た 21

種の う ち、カエル類、昆虫類など、マルチハビ タ ッ ト ユー

ザー種を中心と し た 13 種が L-SI に対し有意な正の応答

を示し た。

〔備考〕

35） 　 鳥類胚発生における近交退化現象の実験的解析

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ009

〔担当者〕 ○川嶋貴治 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 有性生殖を行 う 生物は、 近親交配を持続する と

繁殖力などの弱化を招き （近交退化）、 雑種化する こ と に

よ って活力を増大する こ と （雑種強勢） が知られている。

近交退化が起こ る原因について、 様々な仮説が提唱され

ている も のの、 依然 と し て不明のま まであ る。 近交退化

な らびに雑種強勢の発現機序を解明する こ と は、 古 く か

ら遺伝学上の中心課題であったが、 最近では個体数が減

少し た野生生物の生物多様性の保全戦略を立て る上で も

重要な検討課題 と なっている。 本研究では、 近交化ニホ

ン ウ ズ ラ を用いて、 鳥類胚発生に及ぼす近交退化現象を

実験的に解析し、 その原因を追究する。

〔内容および成果〕

　 NIES 近交系ウ ズ ラ （L 系） の孵化率は約 40％と WE 系

閉鎖集団 （約 60％） に比べて も低 く 、 発生初期での発生

停止や発育異常 （頭部 と 体節障害、 羊膜の形成不全） が

認められた。 近親交配によ る孵化率の低下は、 初期胚で

の発生停止 と 形態異常に起因する も の と 考察でき る。 ま

た、 近親交配によ って初期発生段階ですでに発生遅延を

起こ し ている こ と が明ら か と なった。 鳥類胚の卵殻外培

養法の改良に成功し、 胚発生の リ アルタ イ ムかつ連続観

察を可能にする イ メ ージング技術を開発し た。本年度は、

大震災、その後の余震な らびに夏季節電対応等によ って、

実験動物の飼育管理は厳しい状況におかれたが、 外部 と

の共同研究契約の締結等によ って研究遂行の危機管理体

制も構築し た。

〔備考〕
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36） 　 シ ロ イ ヌ ナズナの自然変異 （ナチ ュ ラルバ リ エー

シ ョ ン） を用いた環境適応遺伝子による適応的分化

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ012

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 植物種の地域個体群は、 生育する環境の変化を

受けて適応する こ と で、 徐々に遺伝的な構造が他の地域

のもの と異なって く る （適応的分化）。 植物では、 根から

吸収された水は、葉の裏側にあ る気孔から蒸散するため、

その開閉制御は植物の乾燥耐性に大き く 影響する。また、

葉面か ら蒸散する水は気化熱を奪 う こ と によ り 葉温を下

げる働きがあ る。 こ のよ う に、 陸上植物では、 気孔の働

き を通し て 「温度」 と 「乾燥」 に適応し ているが、 こ の

過程に関与する遺伝子の変化 と 環境適応を関連づけた研

究はほ と んど行われていない。 本研究では、 世界各地に

分布するモデル植物シ ロ イ ヌナズナの複数の異な る生態

型を用いて、気孔開閉に関与する遺伝子の構造 と機能が、

それら の高温 ・ 乾燥耐性 と どのよ う に対応し ているかを

比較する こ と で、 植物の高温 ・ 乾燥に対する適応機構の

解明を行 う 。

〔内容および成果〕

　 オゾン耐性の異なる シ ロ イ ヌナズナ生態型Col-0 と Ws-

2 について、乾燥耐性を調べた と こ ろ Col-0 が Ws-2 に比べ

よ り 乾燥耐性であった。 次にこれらの 2 つの生態型を掛

け合わせた自殖後代系統を用いて乾燥耐性に関与する遺

伝子の単離を試みた。 その結果、 Ws-2 において染色体 1

番の At1g12490 遺伝子が欠失 し てお り 、 隣接す る

At1g12480 (Slac1) 遺伝子の転写制御領域にも欠失が見ら

れた。 Col-0 における At1g12490 遺伝子の欠損株は乾燥

（オゾン）耐性に変化がないこ と から、Slac1 遺伝子が Col-

0 の乾燥耐性に関与し ている こ と が示された。 現在 Slac1

遺伝子の制御領域の欠失が こ の遺伝子の転写に与え る影

響を解析中であ る。

〔備考〕

37） 　 放射性物質汚染 と塩害を同時に受けた土壌からの

植物による汚染物質吸収に関する予備的研究

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1111AR003

〔担当者〕 ○玉置雅紀 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

矢部徹， 西沢徹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東日本大震災に伴 う 福島第一原発事故によ り 、

放射性物質によ る広域の土壌汚染が進行し ている。 こ の

汚染に よ り 農耕地では作物への影響が懸念 さ れてい る。

一方、 本震災では津波によ る塩害を被った土地も広 く 存

在する。 そ こ で、 本研究は津波によ る塩害を受けた土壌

において、 放射性物質が植物にどれ く らい吸収 ・ 濃縮さ

れるのかを網羅的に解析し、 植物によ る土壌か ら の放射

性セシ ウ ム除去技術開発を行 う 。 これによ り 塩害を受け

た土壌から の放射性物質浄化に対応する ための選択肢を

与える こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

（ １ ） 20 種 26 品種の植物の 137Cs の吸収量を評価し た結

果、 137Cs の吸収量には植物への移行係数よ り も地上部

のバイオマスが大き く 関与する こ と が明らかになった。

（ ２ ）植物の部位別に 137Cs の蓄積量を調べた結果、137Cs

は花器官 よ り も 葉に多 く 蓄積す る こ と が明 ら かにな っ

た。

（ ３ ） ポ ッ ト 栽培を行った植物から 137Cs の吸収量、 移行

係数、 耐塩性な ど を考慮 し た結果、 コ キ ア （ホ ウ キギ）

が試験し た植物の中で浄化能力に影響を与え る要素を高

いレベルで満た し ている こ と が明らかになった。

（ ４ ） ヒ マワ リ を用いて得られた結果 と他の研究機関にお

いて ヒ マワ リ を用いて得られた研究結果 と を付き合わせ

た と こ ろ、 植物によ る汚染土壌を効率的に行 う こ と が出

来る 137Cs 濃度は 1,000-2,000Bq/kg の土壌であ る こ と が

明らかになった。

〔備考〕

38） 　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY001

〔担当者〕 ○佐治光 （企画部）， 青野光子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 　 生物多様性条約カル タ ヘナ議定書に基づ く

国内法においては、「遺伝子組換え生物の使用等によ り 生

ずる生物多様性影響に関する科学的知見の充実を図る」

こ と が位置づけ られてお り 、 使用されている遺伝子組換

え生物の環境中での生育状況の実態及び生物多様性影響

が生ずるおそれについて、 データの収集を継続的に行っ

てい く こ と が必要 と されている。 本業務では、 現在国内

で使用 （主に加工用に輸入） されている遺伝子組換えナ

タ ネ及びその近縁野生種等を対象 と し て、 生物多様性影

響につながる現象が生じ ていないかど う かを監視する た

め、 野外で採取された試料の分析を行い、 自然環境中に

おける導入遺伝子の拡散状況を調査する。
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〔内容および成果〕

　 鹿島、 四日市、 博多の各港湾周辺地域において、 主要

道沿いの河川敷周辺 と 橋梁の上下流の河川敷に注目し て

調査を行った。 西洋ナタ ネ と 近縁種の試料 （母植物や種

子） を調査し た と こ ろ、 鹿島以外の地域の西洋ナタ ネか

ら除草剤タ ンパク質が検出されたが、 確認された除草剤

耐性ナタ ネの生育地点は、 昨年度まで と 同様に主要道路

が河川 と 交差する橋梁の近辺に集中し てお り 、 上下流で

の分布拡大は確認されなかった。

　 また、 除草剤耐性ナタ ネ と 西洋ナタ ネの交配や、 除草

剤耐性ナ タ ネ間での交配を示唆する結果が得ら れたが、

いずれも輸送経路 と 考え られる主要道路沿線で得られた

も のであ る。 今後も これらの地域において、 除草剤耐性

ナタ ネ及び交雑個体が定着し、 主要道路沿線を離れて分

布が拡大し てい く 可能性の有無等に着目し て、 モニ タ リ

ングを継続し てい く 予定であ る。

〔備考〕

1010BY

39） 　 高病原性鳥イ ン フルエンザウイルス保有状況調査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY002

〔担当者〕 ○大沼学 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 平成 16 年、 19 年、 20 年、 22 年および 23 年に

日本国内で発生し た高病原性鳥イ ンフルエンザの感染経

路について渡 り 鳥等の野生鳥類が ウ イ ル ス の伝搬に関

わっている可能性があ る。 高病原性鳥イ ンフルエンザウ

イルスが希少種へ感染し死亡率が通常よ り も上昇する可

能性が懸念される こ と か ら、 渡 り 鳥を含む野生鳥類につ

いて高病原性鳥イ ン フルエンザウ イルスの保有状況を年

間を通し てモニタ リ ングする。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年 4 月から平成 24 年 3 月にかけて、 環境省が

指定し た各都道府県のサンプ リ ング地点52箇所よ り 水禽

類の糞を採取し検査用サンプル と し た。 また、 各都道府

県で回収された死亡野鳥の気管ス ワブ と 総排泄腔ス ワブ

について も検査用サンプル と し た。 サンプル数は水禽類

等の糞サンプルが 2,412 検体および死亡野鳥ス ワブサン

プルが 759 検体の合計 3,171 検体であった。 これらの検

体か ら EZ1 Virus Mini Kit v2.0 （QIAGEN 社） あ る いは

MagMAX AI/ND Viral RNA Isolation kit（Ambion社）でRNA

を抽出し、 LAMP 法 （栄研化学株式会社） によ って イ ン

フルエンザ A 型ウ イルス遺伝子の検出を実施し た。 その

結果、 イ ンフルエンザ A 型ウ イルス遺伝子陽性反応を示

し たのは、 3,171 検体の中で 43 検体であった。

〔備考〕

当課題は生物多様性重点研究プ ロ グ ラ ム ・ PJ-3 「人為的

環境撹乱要因の生物多様性影響評価 と 管理手法に関する

研究」 サブテーマ １ 侵略的外来生物によ る生物多様性影

響評価と管理にも関連する。

40） 　 未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査

〔区分名〕 環境 - 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111BY012

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 未承認遺伝子組換えパパイヤ （台農 ５ 号） が沖

縄県、 鹿児島県において広範囲に栽培されていた こ と が

判明し た こ と を受けて、 カルタヘナ法に基づき、 輸入者

に報告徴収を行 う 等によ り 、 ほ場等におけ る栽培につい

てはこれを特定し、 生産振興の観点か ら伐採を し て き た

と こ ろであ るが、 複数年にわた り ほ場や民家庭先等の野

外において栽培されていた こ と を踏まえ、 自然環境に逸

出し ている可能性が否定でき ない と こ ろであ る。

台農 ５ 号については、 カルタヘナ法未承認であ り 、 生物

多様性影響評価が行われていないため、 自然環境下への

逸出の有無を確認する と と も に、 逸出個体があれば土地

所有者等に協力を求めた上で伐採する こ と によ り 、 我が

国において台農 ５ 号によ る生物多様性影響を防止する こ

と目指し ている。

　 本業務は、 野外にて確認されたパパイ ヤについて、 当

該遺伝子組み換えパパイ ヤ若し く はその雑種個体であ る

かど う かを特定する ための遺伝子検査を行 う こ と を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 PCR によ る遺伝子検査を行った結果、 導入遺伝子が検

出された試料が遺伝子組換えパパイヤ と判定された。

〔備考〕

41） 　 サンゴ礁形成史の新仮説 ： New Caledonia 産サンゴ

礁掘削コ ア試料を用いた Key species の解明

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 1111KZ001

〔担当者〕 ○本郷宙軌 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 仮説 『サン ゴの種数は礁形成には無関係であ

り 、 礁形成には Key species が必要であ る』 を検証 ・ 一般

化し、 礁形成に関する基本かつ重要なルールを発見する

こ と が目的であ る。本研究では、南太平洋のNew Caledonia
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産等のサンゴ礁掘削コ ア試料 （計 6 サイ ト ） を用いて、

最終氷期以降に生息し ていた化石サンゴの種数 ・ 種構成

を明らかにし Key species を決定する。 解析と同時に、 掘

削地点における潜水調査を実施し、 産出し た Key species

の生態的戦略を明ら かにする。 さ らに、 過去の海面変動

などの海洋環境データ と比較し、 Key species の生態的戦

略の獲得 メ カニズムを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 日本のサンゴ礁の掘削試料を解析し、 礁形成に重要な

サンゴ種を明らかにし た。New Caledonia の掘削試料解析

を行って比較する こ と を予定し ていたが、 本研究のカ ウ

ン ターパー ト であ る Guy Cabioch 博士が 2011 年末に亡 く

なったため、 深田財団の了承のも と、 New Caledonia での

掘削コ ア試料の観察を今年度は中止し た。

〔備考〕

外部資金 ： 平成 23 年度 「深田地質助成」

42） 　 壱岐周辺海域サンゴ礁モニ タ リ ング

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1111MA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 環境省の 「モニタ リ ングサイ ト 1000

事業」 の一環 と し て、 国内の重要なサンゴ群集の生息地

域の一つ と な っ てい る長崎県の壱岐周辺海 域でのサン

ゴ礁 ・ サンゴ群集の長期モニ タ リ ングを行 う こ と を主目

的 と する。 現地調査は、 長崎県の五島列島、 壱岐 ・ 対馬

の中の 15 地点で行われる。 これらの地点では、 スポ ッ ト

チェ ッ ク法 と 呼ばれる ス ノ ーケ リ ングによ る目視観察を

行い、 生息するサンゴの群体形、 サンゴ被度や物理環境

と いった基礎情報に加え、 様々な撹乱の状況を集計シー

ト に取 り ま と める。 同時に調査地点を代表する景観 と 特

筆すべき撹乱事象を写真撮影し、 写真票に記録する。

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続き、 長崎県周辺海域でのサンゴモニ タ

リ ングを進め、 2012 年 3 月に行われた全体会合で報告を

行い、 他地域の状況と の比較を行った。

〔備考〕

43） 　 津波に対する海浜植生の維持 ・ 回復機構の解明 - ス

マ ト ラ沖大津波を事例と し て -

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1111NA001

〔担当者〕 ○早坂大亮 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年、 世界的に台風や竜巻 と言った恒常的な攪

乱のほか、地震由来の津波等 ( 一過性 ) の様々な自然災害

が多発し てお り 、 そのス ケールも甚大化し ている。 しか

し、 大規模自然攪乱が沿岸環境や固有生態系へ及ぼす影

響に資する研究は こ れまで十分に行われて こ なかった。

そ こ で、 本研究では、 一過性の大規模自然攪乱事例の一

つ と し て、 スマ ト ラ沖大津波を対象に、 津波に対する海

浜植生の維持・回復機構の解明を行 う こ と を目的 とする。

特に、 人為改変様式や程度の違いによ る海浜生態系の津

波攪乱に対する影響の変化に着目し、 攪乱前後の同一地

点におけ る植物群集及び土地的環境データについて追跡

調査を実施し、 時空間の動態解析を行った上で、 海浜植

生の攪乱指標性の整理を行 う 。

〔内容および成果〕

　 津波によ る海岸浸食や漂着物等の堆積によ り 形成され

た植生ギ ャ ッ プや裸地に侵入し た非海浜植物の海浜植生

への生態 リ ス ク について、 7 年後のモニ タ リ ングを実施

し た結果、 その多 く が消失し てお り 、 影響は小さ く ・ 一

時的な ものであった と想定される。

　 人為的影響度の異なる 海岸間での津波後の海浜植生の

生態遷移プロ セス については、自然性の高い海岸では震災

前と 同様の種組成に戻り つつある が、人為的影響の強い海

岸においては、時間の経過に伴い種組成が大き く 変化し て

いた。 こ のこ と から 、 津波後の生態遷移プロ セス に人為的

イ ンパク ト の程度が大き く 関わる こ と が明ら かと なった。

〔備考〕

東日本大震災対応関連研究 ( 特に、 津波によ る海浜生態

系への影響評価 ) に寄与するバッ クデータ と なる。

44） 　 震災 ・ 津波による三陸沿岸域の生物多様性 ・ 機能的

多様性への影響の定量化

〔区分名〕 奨励

〔研究課題コー ド〕 1112AF001

〔担当者〕 ○山田 勝雅 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 現在、 東日本大震災復興のための沿岸域の港湾

整備が急速に進められている。 社会的 ・ 経済的復興が最

優先課題であ る ため産業活動 （漁業等） に対する配慮が

行き届 く 一方で、 その産業活動を支え る沿岸生態系 （特

に潮下帯） が震災後の現在どの よ う な状態にあ る のか、

震災によ って生物多様性 （種組成） や機能はどの程度変

化し たのか等の基礎的知見は欠落し ている。 震災によ る

生態系の変動を考慮 し ない人為的な港湾環境の改変に

よ って 2 次災害 （例えば、 鍵種の損失） の危険性も否め
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ない。 生物多様性を軸に、 沿岸域生態系の保全 ・ 持続的

利用を考慮し た港湾整備のあ り 方を提案する ための科学

的根拠を得る こ と が急務であ る。

　 本研究は三陸地方の南北に連なる 各湾において、 震災・

津波によ る 三陸沿岸域の生物多様性・ 機能的多様性への影

響の定量化を目的と する 。本研究では特に、沿岸域の生物

多様性の回復の起点 （ソ ース ） と なる 基質 （藻場・ 海草

場） の震災前後の空間分布の変化に注目し 、 (1) 震災前後

の基質 （藻場・ 海草場） の空間配置の変動、 (2) 震災前後

の基質に蝟集する 動物群集の多様性 （種構成） の空間変動

から 、 震災前後の生物群集 （動物群集） の生物多様性、 機

能的多様性、生物間相互作用網の空間変動パタ ーンを解明

する と 共に各場間の連結度 （Connectivity） の変化を見積も

る こ と で、 震災・ 津波（ 大攪乱） によ る こ れら 指標の損失

の程度を定量的に把握する 。さ ら にこ れら の結果を基礎的

パラ メ ータ ーと し て用い、 今後 （震災後） の生態系回復

（遷移） 過程を予測する こ と を目標と し ている 。

〔内容および成果〕

　 震災前後の基質 （藻場 ・ 海草場） の空間配置の変動を

解明する ために、 震災直後の三陸沿岸域の衛星写真を用

いて藻場 ・ 海草場の教師付分類を行った。 しかし、 直後

の衛星写真では、 瓦礫や砂が入 り 混じ っている ため、 適

切な判別を行 う こ と ができ なかった。 今後、 震災か ら 1

年半後のあ る程度基質 （藻場 ・ 海草場） の回復が見込ま

れる時期の衛星 ・ 航空写真を用いて再度解析を行 う 。

　 震災前の海草場に蝟集する小型無脊椎動物の空間変動

から、 群集形成 メ カニズムの解析を行った。 本研究では、

基質 （海草） の利用様式が異な る こ と で、 生態系へ異な

る機能を果たす 3 つの機能群に注目し た。 その結果、 機

能群間で （ １ ） 環境動態への応答、 （ ２ ） 群集形成に対す

る空間自己相関の貢献度が異なってお り 、 震災前の動物

群集は環境要因 と 生物的要因の相対重要性のバラ ン スの

と れた機能群集が形成されていた こ と が示唆された。 例

えば、 海草葉への定着 ・ 移動を繰 り 返す機能群の形成に

は、空間自己相関よ り も環境動態が高い寄与率を示し た。

一方で、 海草葉に定着する こ と な く 遊泳 （浮遊） する機

能群の形成には、 環境動態よ り も空間自己相関が高い寄

与率を示し た。 こ の空間自己相関が群集形成の貢献度 と

し て高い こ と は、 海草場パッ チ間によ り 堅固な メ タ群集

が形成されている こ と を示唆し てお り 、 空間自己相関の

程度は各場間の連結度 (Connectivity) の指標 と なる こ と が

期待される。 今後、 衛星 ・ 航空写真を撮影する時期に合

わせて動物群集の採集を行い、 空間自己相関の寄与率の

年変動に注目し、 それを回復の指標 と みな し て解析を行

う 。 なお、 今後の調査には、 東北沿岸域を拠点 と する多

く の大学 ・ 行政機関にご協力をいただ く こ と と なった。

〔備考〕

45） 　 生物多様性に対する社会的認知の測定と 合意形成

についての手法の開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ001

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

今井葉子， 角谷拓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究は、 生物多様性に対する一般市民の認知

の現状を、 その構造や特性から明ら かにする こ と を目的

と する。 具体的には、 社会心理学で用いられる実験手法

を応用し、 全国規模のウ ェブ調査を設計 ・ 実施し、 生物

多様性に対する人々の認知の傾向 と、 それに影響する自

然環境 ・ 社会要因を探る。

さ らに、 実際に生物多様性を保全する活動がみられる地

域か ら得られた意識調査の結果にも と づき、 保全に対す

る人々の意識の違い と その要因について考察する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 心理学で用いられる質問票を活用し た Web

調査を設計 ・ 実施し、 全国か ら生物多様性の認知度や危

機要因の認知度、 生態系サービ ス の認知度等に関す る

6468 件の回答を得た。 その上で、 様々な環境資源に対し

一般市民は環境的な側面か ら の価値観を感じ てい る か、

個人の価値観の評価は環境保全行動の意図にどのよ う な

プロ セス を持って影響を及ぼし ているのか明ら かにする

ための分析を開始し た。 分析結果の一部 と し て、 近年生

物多様性に対する認識が急速に広がっている こ と、 また

生物多様性の保全や生態系サービ スの恩恵に関する意識

は、 居住する地域や都市の規模などに強 く 影響を う け る

こ と が明らかになった。

〔備考〕

46） 　 阿寒湖マ リ モの遺伝的多様性と 生活史の解明に関

する研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ004

〔担当者〕 ○中嶋信美 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

西沢徹

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

47） 　 外来種オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエの侵入によ るオオ ミ

ノ ガの絶滅可能性

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ005
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〔担当者〕 ○石井弓美子 （生物 ・ 生態系環境研究セ ン

ター），今藤夏子，高村健二，高村典子，田中嘉成

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 外来生物の侵入は、 在来の生物個体群の存続に

大き な影響を与え る。 オオ ミ ノ ガは、 かつては関東以南

でど こ にで も見られる普通種であったが、 近年個体数が

著し く 減少し ている。 こ の最大の原因は、 90 年代にオオ

ミ ノ ガの捕食寄生者であ るオオ ミ ノ ガヤ ド リ バエが日本

へ侵入し たためであ る と 考え られている。 現在では、 北

は関東までオオ ミ ノ ガヤ ド リ バエの分布が確認され、 幾

つかの地域でオオ ミ ノ ガは絶滅危惧 I 類 ・ II 類などに指

定されている。 本研究では、 ヤ ド リ バエ寄生状況の調査

を行いオオ ミ ノ ガ個体群の推移 と 絶滅の可能性について

調べる。 また、 本来の分布域は東南アジアであ るオオ ミ

ノ ガヤ ド リ バエが、 どのよ う な経路で日本に侵入し たか

を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本研究では日本全国のオオ ミ ノ ガヤ ド リ バエの寄生状

況の調査を行い、 オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエが現在九州か ら

関東まで広 く 分布し ている こ と を明ら かにし た。 オオ ミ

ノ ガヤ ド リ バエは調査を行ったほ と んどの地域でオオ ミ

ノ ガに高率で寄生し ていたが、 九州を含む日本各地でオ

オ ミ ノ ガ個体群は維持されていた。 また、 遺伝マーカー

を用いた集団遺伝解析によ って、 日本国内に侵入し たオ

オ ミ ノ ガヤ ド リ バエには 2 つの遺伝型が存在し、 両者 と

も中国大陸のヤ ド リ バエ個体群の遺伝型 と 一致する こ と

が分かった。 こ の結果か ら、 オオ ミ ノ ガヤ ド リ バエは中

国大陸由来であ る可能性も あ るが、 日本への移入経路の

推定には海外サンプルを含めた他地域ヤ ド リ バエの さ ら

なる遺伝的解析が必要であ る。

〔備考〕

48） 　 ため池における湿生植物及び水生植物の種多様性

を規定する要因

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ010

〔担当者〕 ○石田 真也 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ため池は、 農業用水の水源確保のために造成さ

れた人工的な止水域であ る。 こ のよ う なため池では、 他

の陸水生態系 と 比較し て種多様性及び固有性が高い生物

相が維持されて き た。 しかし近年、 改修工事によ る池そ

のも のの物理的消滅 ・ 改変をはじめ、 周辺の土地利用の

変化によ る水質の富栄養化や、 池干し ・ カ イ ボ リ の廃止

によ る水位変動 ・ 物理的攪乱の減少など、 ため池の環境

は量 ・ 質の両面で劣化が進み、 それに伴って、 ため池が

本来有し ていた生物多様性も急速に喪失し て きている。

　 陸水生態系において、 湿生植物 と 水生植物の種多様性

は、 系全体の生物多様性を支え る基盤であ る。 今後、 た

め池が生物のハビ タ ッ ト と し て持続的に機能する ための

管理体制を検討する上で、 ため池におけ る湿生植物及び

水生植物の出現パターンについて理解し てお く こ と は必

須であ る。

 そ こ で本研究では、 ため池における湿生植物及び水生植

物の種多様性を規定する要因について現地調査を行い、

両者のパターンの違いを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 本研究は平成 23 年度後期からの採択であ る こ と から、

平成 23 年度後期は 24 年度から実施する現地調査のため

の準備期間に充てた。 調査地は、 ため池の数 ・ 密度共に

国内最大であ る兵庫県東播磨 ・ 北播磨地域 （700km2） で

あ る。 23 年度の秋季から冬季にかけて、 当地における た

め池を網羅的に踏査し、 各ため池の立地 ・ 環境について

の概況を把握し た。 その後、 周囲の土地利用 （森林 or 水

田 or 市街地） と水位変動パターン （秋季から翌春まで全

面干出 or 一部干出 or 干出な し） の全ての組み合わせ （9

パターン） について、 複数個のため池を選定し、 調査対

象と し た （パターンあた り 5 池、 全 45 池）。 全ての調査

対象のため池について、 管理者の方々に連絡し、 調査実

施の許可を得た。

　 平成 24 年度は、 各ため池において、 (1) 湿生 ・ 水生植

物の在 / 不在、 (2) 水質、 (3) 干出面積について季節ご と に

測定する。 植物調査のために必要な調査用具 ・ 図鑑、 水

質調査のために必要な分析器具、 干出面積調査に必要な

高精度 GPS を購入し た。

〔備考〕

49） 　 日本の造礁性イ シサン ゴ類同定ガ イ ド 作成のため

の基礎研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1112NA002

〔担当者〕 ○杉原薫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 造礁性イ シサンゴ類 （以下、 サンゴ） の分類は、

その分類基準 と なっている形質が少な く 、 形質 と なって

いる骨格形態の種内変異や生息環境への可塑的変化が大

きいために、 近縁 と されている種間での違いが不明瞭な

も のが多い。 よ って、 生時つま り その骨格表面が軟体部

で覆われた状態では、 属あ るいは科間ですら、 その違い

を認識する こ と が難しい分類群が存在する。 従って、 そ
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の同定を よ り 正確に行 う には、 種内変異や可塑的変化の

影響を受けない骨格形態を見極める と と も に、 それらが

反映された生時の特徴を明ら かにする必要があ る。 本研

究では、 まず日本周辺で見られるサンゴの種同定の困難

度を表す区分表を作成する。 次に、 その中で明確な同定

基準を示せば容易に識別でき る種については、 その同定

基準と生時・骨格写真を掲載し た同定ガイ ド を作成する。

そ し て、 こ う し た汎用性 ・ 利便性の高い成果物を、 将来

的に日本のサンゴ ・ サンゴ礁の調査者や研究者に広 く 利

用し て も ら う こ と で、 現在混乱し ている日本のサンゴの

種同定や分類の現状の改善に取 り 組むこ と が、 本研究の

目的であ る。

〔内容および成果〕

　 日本で最も普及し ている造礁サンゴ図鑑 （西平 ・ Veron

1995） に掲載されている全 409 種について、 それらの生

時 ・ 骨格写真の誤掲載の有無を調査し た。 その結果、 全

体の 1/4 に相当する 102 種について誤掲載が認められた。

また、 その う ちの 29 種について、 正しい生時 ・ 骨格写真

と明確な同定基準を示し た同定ガ イ ド を作成し た。

〔備考〕

50） 　 外来動物の根絶を目指し た総合的防除手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1113BA005

〔担当者〕 ○五箇公一 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

横溝裕行， 井上真紀， 森口紗千子， 深澤圭太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

51） 　 オゾ ン応答遺伝子を用いた植物のオゾ ンス ト レ ス

診断手法の開発

〔研究課題コー ド〕 1113CD002

〔担当者〕 ○青野光子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

52） 　 日本在来ナマズ属の地域集団 と保全対象水域の特

定および遺伝的モニ タ リ ングの実践

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD009

〔担当者〕 ○松崎慎一郎 （生物・生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 生物多様性の保全を進める上で、 保全単位の特

定、 地域固有性や遺伝的多様性の評価は極めて重要な課

題であ る。 本課題では、 個体数の縮小が危惧されている

在来ナマズ属 3 種 （ナマズ Silurus asotus、 イ ワ ト コナマ

ズ Silurus lithophilus、 ビ ワ コオオナマズ Silurus biwaensis）

を対象 と し、 分子遺伝マーカーを用いた全国ス ケールの

地域集団 （進化的に重要な単位） の特定、 遺伝的多様性 ・

系統多様性の評価を行 う 。 これらの分析 ・ 評価を も と に、

優先的に保全 ・ 管理 ・ モニ タ リ ングすべき水域を選定す

る。 さ らに地域 と協働し た遺伝的モニ タ リ ングを実践し、

その基礎を築 く こ と を目標とする。

〔内容および成果〕

　 在来ナマズ属 3 種 （ナマズ、 イ ワ ト コナマズ、 ビ ワ コ

オオナマズについて、 系統関係および地域集団を明ら か

にし た。 日本全国 （養殖場を含む）、 中国、 韓国の河川や

湖沼から 592 個体を採集し、 すべての個体について、 ミ

ト コ ン ド リ ア DNA の調節領域の部分塩基配列 （469 bp）

を決定し た。最尤系統樹を作成し た結果、ナマズ （Silurus

asotus） については、 独自の進化史を も った複数の地域集

団が存在する こ と がわかった。 日本で採集されたいずれ

の個体も、 中国および韓国で採集された個体 と ハプロ タ

イプを共有し ていない こ と か ら、 国外移入はおこ ってい

ない可能性が高い と 考え られた。 しかし、 複数の地域に

おいて、 養殖個体 と 共有し たハプロ タ イプが検出された

こ と から、 全国的に国内移入がおこ っている こ と が確認

された。 また イ ワ ト コナマズ、 ビ ワ コオオナマズについ

て、 遺伝的多様性の現状な どがあ き ら かになっ て き た。

なお、 こ の研究は、 東京大学、 琵琶湖博物館、 滋賀県立

大学、 九州大学と共同で実施し た。

〔備考〕

53） 　 真核ピ コ プラ ン ク ト ンの多様性の解明：分類学とゲ

ノ ム生物学からのアプローチ

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD015

〔担当者〕 ○山口晴代 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 真核ピ コプラ ン ク ト ン と は細胞径が 2 μm 以下

のプ ラ ン ク ト ンであ り 、 外洋海域におけ る一次生産 と バ

イオマスの双方で非常に重要な役割を果た し ている こ と

が知られている。 しかし ながら、 その潜在的な生物多様

性の高さ が指摘されている も ののその微少な細胞サイ ズ

ゆえ、 実体が明ら かにな ってい る種はご く 僅かであ る。

そ こ で本研究では、 日本周辺の外洋海域から真核ピ コプ

ラ ン ク ト ンを採集し、 その多様性を調べる と と も に、 培

養株を作成し、 分類学的に整理する事を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2011 年 8 月 26 日から 9 月 4 日、 （独） 水産総合研究セ

ン ター中央水産研究所調査船 「蒼鷹丸」 に乗船し、 黒潮

流軸 （北緯 32 度 ・ 東経 138 度） および黒潮外側 （北緯 33

度 15 分 ・ 東経 138 度） から表層水を採水し た。 採水し た
―  195  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
海水に含まれ る ピ コ プ ラ ン ク ト ンの多様性を調べ る た

め、 18S rDNA によ る ク ローン ラ イブラ リ を作成し た。 約

400 配列をシーク エン ス し た結果、両観測点から寄生性ア

ルベオラータの配列および従属性ス ト ラ メ ノ パイルの配

列が主 と し て得られ、 他に緑藻植物、 ク ロ ラ ラ ク ニオン

植物、 ピ コ ビ リ 藻の配列も含まれていた。 これらの中に

は綱レベルで新規だ と 思われる配列や新属 ・ 新種レベル

で新規だ と 思われる も の も多数含まれてお り 、 日本周辺

の外洋海域に未培養 ・ 未記載の真核ピ コプ ラ ン ク ト ンが

多数存在する こ と が示された。

〔備考〕

54） 　 コスモポ リ タ ンを使った種の壁の操作実験

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD017

〔担当者〕 ○今藤夏子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究は本来種分化 し ないはずの コ ス モポ リ

タ ンの中に潜む外来性の種分化機構 （細胞内共生細菌ボ

ルバキア） を利用し、 種の壁を実験的に操作する こ と を

目的とする。生物多様性の創出機構であ る種分化研究は、

種の壁がどのよ う にし てでき るかを明ら かにする重要な

研究であ る。 世界各地に広 く する分布する コ スモポ リ タ

ン種の害虫は、異所的な環境にあって も種分化しに く い。

本研究では、 本来種分化し ないコ スモポ リ タ ン種におい

て、 室内実験によ り 種の壁の操作を試みる こ と で、 遺伝

的、 生態的な要因で起こ る急速な種分化現象を再構築す

る。 これによ り 、 生態的な種の壁が遺伝子に焼き付け ら

れてい く こ と を明ら かにする こ と で、 種分化の直接的な

メ カニズムの解明へとつなげる。

〔内容および成果〕

　 コ スモポ リ タ ン種であ るマ メ ゾ ウ ムシ 5種を DNA によ

り 簡易判別する方法を開発し た。 1 日以内で、 マ メ ゾ ウ

ムシから簡易 DNA 抽出から、開発し たプラ イマーセ ッ ト

によ り PCR を行い、 DNA の増幅の有無から種判別まで

を行 う こ と が可能 と なった。 簡易種判別法の開発は、 今

後の本研究に有用であ るだけでな く 、 害虫防除等の現場

での使用が期待でき る。

〔備考〕

55） 　 環境利用の空間的不均一性に対する ヒ グマ生息密度推

定手法の感度分析 ・ および調査計画支援ツールの構築

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1113MA001

〔担当者〕 ○深澤圭太 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ヒ グマは北海道において在来生態系の頂点に

あ る アンブレ ラ種であ るが、 人身への被害や農作物への

被害な どの人間社会 と の軋轢が絶えない生物であ った。

順応的な個体群の管理において、 生息状況を把握する た

めの統計モデル構築が必要であ る。

　 本研究においては、ヒ グマのハビタ ッ ト 不均一性を考慮

し た空間明示型標識再捕獲モデルを構築し 、環境条件の不

均一性が生息密度推定に与える 影響を評価する 。 なお、 本

研究の成果は北海道における ヒ グマのモニタ リ ングにか

かる ガイ ド ラ イ ン策定に用いら れる と 共に、渡島半島地域

における ヒ グマ保護管理計画改訂の基礎情報と なる 。

〔内容および成果〕

　 2003 年度から 2005 年度にかけて北海道渡島地方にて

実施されたヘア ト ラ ッ プによ る ヒ グマの標識再捕獲デー

タ を用いて、 近年開発された空間明示型標識再捕獲モデ

ル と従来のClosed population modelによ る密度推定の比較

を行った。 その結果、 従来の手法では推定生息密度が非

現実的な幅で年変動し たのに対し、 空間明示型標識再捕

獲モデルでは現実的な範囲に と ど ま った。 こ のよ う な違

いの背景 と し て、 従来の手法ではク マの行動圏サイ ズの

変化に伴 う 有効 ト ラ ッ プ範囲の変化を考慮でき ない こ と

が推定のバイ アス と なっている こ と が考え られる。

〔備考〕

受託事業名は 「環境利用情報を活用し た遺伝子マーカー

に よ る個体識別を用いた ヒ グマ生息密度推定法の開発」

であ る。

56） 　 未知の藻類：パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪

藻の進化

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1113NA001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 珪藻は海洋の炭素循環に重要な一次生産者で

あ るが、 その起源 ・ 繁栄機構は不明な点が多い。 珪藻同

様にシ リ カの殻を も ち、 珪藻 と 共通祖先から進化し たパ

ルマ藻 と 珪藻について、 生活史、 生態、 生理、 ゲ ノ ミ ク

ス、 生物地球化学的解析等の総合的な比較解析を行 う こ

と で、 珪藻の出現か ら現在の繁栄にいた る進化過程につ

いて解明する。 国立環境研究所担当者は、 パルマ藻の生

活史の解明を担当する。

〔内容および成果〕

　 パルマ藻およびボ リ ド 藻 （パルマ藻の遊泳細胞ス テー

ジに酷似） 培養株のフ ローサイ ト メ ト リ (FCM) によ る解
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析か ら、 2 種類の培養株はいずれの条件下で も細胞集団

が重な り 、 FCM での識別は困難 と言えた。 珪酸殻の染色

などの特異的な生体染色法を用いた識別について検討す

る必要があ る。 生活史に関する調査では、 シ リ カ欠乏培

養条件下で増殖し たパルマ藻培養株において、 シ リ カ外

殻が失われ、 細胞の一部が伸長する特異な細胞形状を確

認でき た。

〔備考〕

57） 　 ギシギシ亜属における絶滅危惧種・外来種間の交雑

の生態的メ カニズムの解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1114AQ001

〔担当者〕 ○石濱史子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 外来生物 と の交雑は、 遺伝子汚染や雑種 と の競

争を通じ て、 在来生物の存続に大き な影響を及ぼす。 外

来種 と 在来種 と の間で交雑頻度が高い可能性が指摘され

ている分類群と し て、タデ科ギシギシ亜属が挙げられる。

ギシギシ亜属の絶滅危惧種であ る ノ ダ イオウおよび外来

種エゾ ノ ギシギシ ・ ナガバギシギシを対象 と し て、 野外

での これらの種の開花時期 ・ 生育環境がお互いに重複し

てい る かど う かか ら、 交雑の可能性を評価する。 ま た、

ギシギシ属植物は、 倍数性系列が発達し ている こ と で も

知ら れる。 雑種は両親種の中間的な倍数性を示すので、

野外に生育する個体の倍数性を分析し、 どの種の間で交

雑が起き ているか、 また、 その頻度がどれ く ら いかを調

査し、 開花時期 ・ 生育環境か ら推定された交雑頻度 と 比

較を行 う 。

〔内容および成果〕

　 渡良瀬遊水地での調査の結果、 フ ローサイ ト メ ト リ ー

で推定 し た倍数性か ら 推定 さ れ る 種 と 核お よ び葉緑体

DNAの遺伝子型から推定される種が一致し ない個体が生

育環境に関わ ら ず高い頻度で存在す る こ と が確認 さ れ

た。 花粉稔性 ・ 結実率の調査では、 雑種 と 推定される個

体は稔性が低い場合が多い も のの、 稔性が回復し ている

個体も観察された。 開花期間は、 ノ ダ イオウ ・ ナガバギ

シギシ ・ エゾ ノ ギシギシの ３ 種 と も重な る期間があ り 、

また、 雑種個体は開花期間が両親種に比べて長かった。

〔備考〕

旧課題コード  0910AE005

58） 　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循

環を介し て在来種に与える影響

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ010

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 小笠原諸島は こ れま で一度 も 大き な陸地 と つ

ながった こ と がないため、 多 く の固有種を含む独特の生

態系が発達し ている。 しかし外来種の影響で多 く の固有

種が絶滅の危機に瀕し ている ため、 現在外来種の駆除事

業が行われている。 外来種の中には、 すでに在来種 と 密

接な関わ り を持って大繁殖し て し ま った も の もお り 、 そ

れら を駆除する と 生態系の物質循環が大き く 変化し、 そ

れを介し て在来種に悪影響がでる こ と が危惧される。 そ

こ でその影響を評価する ため、 島の生態系の物質循環を

再現する シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルを開発し、 外来種を駆

除する コ ンピ ュータ シ ミ ュ レーシ ョ ンを行い、 外来種を

駆除し た後に、 生態系は元の状態に回復し てい く のか、

かえって駆除前よ り も個体数を減らすよ う な在来種は出

て こ ないか、 を予測する。 また、 影響を受けやすい在来

種の性質を明らかにし、 島の生態系の保全施策策定に貢

献する。

〔内容および成果〕

　 外来ヤギを駆除し た場合、島は植物で覆われる こ と にな

る が、海鳥の多様性はあま り 回復し なかった。ネズミ だけ

を駆除し た場合、植生の回復は遅れ、在来草本植物の多様

性が減少し た。ヤギと ネズミ を同時に駆除する と 、植生は

劇的に回復し 、在来の動物のバイ オマス は劇的に回復する

が、在来植物の多様性が減少し た。ネズミ に対する 駆除努

力量が小さ く 、駆除前後でネズミ のバイ オマス が変化し な

い場合、 草本植物の多様性が大き く 減少し た。 こ の結果

は、不十分な駆除努力はかえって生態系に悪影響を与える

こ と を示し ている 。ネズミ に対する 駆除努力の継続期間が

長く なる ほど、駆除努力を中止し た場合に、草本植物の絶

滅の規模が大き く なる こ と が明ら かと なった。

〔備考〕

科学研究費補助金 「海洋島におけ る外来生物の駆除が生

態系の物質循環に与える イ ンパク ト 」 （課題代表者 　 可知

直毅 （首都大学東京））

59） 　 気候変動に伴 う 生物の分布変化が多様性と生態系

の構造に与える影響の解明

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ014

〔担当者〕 ○吉田勝彦 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 温暖化が進行 し た と き に多様性や生態系の性

質がどのよ う に変わるのかを明ら かにする こ と は重要な
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課題であ り 、 現在盛んに研究が行われている。 これまで

の研究では、 あ く まで生物の性質は変化せず、 基本的に

それぞれの生物が現在住んでいる場所 と 同じ環境条件に

な る場所に移動する こ と を前提 と し ていた。 しかし、 温

暖化に対する生物の反応は様々であ り 、 あ ま り 敏感に反

応し ない生物も いれば、 素早 く 反応し て住む場所を変え

る ものも知られている。 そのため、 それぞれの生態系は、

暖かい地域から の生物の移入 と、 寒冷な地域への一部の

生物の移出 と い う 撹乱を同時に受け る こ と にな る。 さ ら

に温暖化に対応できずに滅びる生物もいる と 考え られる

し、 変化に対応し て性質を変化させる生物も知られてい

る。 また、 移入し て き た生物 と 新たな相互作用を構築す

る こ と も 考え ら れる。 こ の よ う に、 温暖化が起 こ る と、

新しい生物の移入、 今までいた生物の移出や絶滅、 生物

の性質の変化、 新しい相互作用の形成など、 複数の撹乱

要因が生態系に同時に加わる こ と にな るが、 これまでの

研究ではその点が考慮されていなかった。 そ こ で本研究

では、熱帯域から極域にわたって多数の生態系を配置し、

その中で生物がお互いに相互作用 し なが ら 進化す る シ

ミ ュ レーシ ョ ンモデルを作成し、 そのモデル内で温暖化

を起こ し、 温暖化後に生態系に加わる上記のよ う な撹乱

によ って多様性や生態系の構造がどのよ う に変わるのか

を明らかにする こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 緯度勾配に沿って複数の仮想的な生態系が配列し、 そ

の中で生物が相互作用、 進化、 移動を繰 り 返し ながら生

態系を構築し てい く よ う な生態系モデルを開発し た。 こ

のモデルを用いて、 全体を温暖化させる シ ミ ュ レーシ ョ

ンを行った。 その結果、 それぞれの生物が移動先の温度

に適応する と い う 仮定を導入し ない と 多様性の緯度勾配

（低緯度ほど多様性が高い） が生じ ない こ と が明 ら か と

なった。 また温暖化させた場合、 高緯度の方が絶滅率が

大きい こ と、 移動先の温度への適応を考慮し ない と 絶滅

率の温度勾配を見逃し、 低緯度地域での絶滅率を過大評

価する可能性が示唆された。

〔備考〕

60） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コー ド〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

61） 　 植物の広域デー タ 解析によ るホ ッ ト スポ ッ ト 特定

と その将来の定量的予測

〔研究課題コー ド〕 1115BA002

〔担当者〕 ○竹中明夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石濱史子， 角谷拓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

62） 　 湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評

価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1115BA003

〔担当者〕 ○高村典子 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

松崎慎一郎， 小熊宏之， 角谷拓

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 湖沼 ・ ため池 ・ 湿地などの淡水止水生態系を対

象に、 生物多様性損失 ・ 生態系劣化の評価 ・ 監視手法を

開発 ・ 改良する。 具体的なモデル地域において、 生物多

様性損失 と 生態系劣化の評価を行ない、 生物多様性損失

と 駆動因を明らかにする こ と で、 それらの駆動因の軽減

によ る回復を予測する。 生物多様性の保全上重要なホ ッ

ト スポ ッ ト を提示する。

〔内容および成果〕

　 ため池におけ る水生植物相の調査が継続的に実施され

ている兵庫県東播磨地方 と 東広島市の 2 地域を対象に、

紙媒体に記録された調査結果のデジ タル化 と、 調査を実

施し たため池の位置と形状の GIS データ化を実施し た。

　 兵庫県のため池の生物多様性広域評価を実現する ため

に、 ベイ ズ統計の枠組みを用いて、 生物多様性の個別指

標 と 複数の駆動因 と の相互の関係を定量化す る と 同時

に、 多数の生物多様性の個別指標の値を一括し て推定可

能な統合指標を開発し た。 複数のため池データ セ ッ ト で

検証し た結果、 開発し た統合指標は、 生物多様性の個別

指標の挙動を良 く 説明する こ と が示された。

　 ため池のク ロ ロ フ ィ ル a 量 （Chl.a） を広域的に評価す

る ために、 衛星画像から Chl.a を推定する手法を検討し

た。 ため池が密集し て存在する兵庫県明石市周辺を対象

と し、 現地にて計測し た分光反射率 と 室内実験で定量し

た Chl.a と の関係を解析し、 人工衛星 ALOS AVNIR-2 用

の Chl.a 推定モデルを開発し た。 また、衛星からの水生植

物の被覆マス ク には、 NDVI （植生指数） によ る し きい値

法が有効であ る こ と が分かった。それらの Chl.a 推定モデ

ル と NDVI マス ク を使って明石市周辺の個々のため池の

Chl.aを視覚的にわか り やす く マ ッ ピングでき る こ と が確

かめられた。

　 ため池の生物多様性を低下させる要因 と し て重要な外
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来魚の侵入しやすさ を評価する ために、兵庫県の 64 のた

め池を対象に、 道路か ら の視認性 と 外来魚侵入 と の関係

を調べた。 3 次元空間解析によ り 、 視認性 と 外来魚 と の

関係を調べた結果、 視認性の上昇に従い外来魚 （ブルー

ギル） の個体数は増加し たが、 視認性が一定以上高 く な

る と 逆に外来魚 （ブルーギル） の個体数は減少し た。 ま

た、 ため池周辺の市街地率 も変数 と し て加えた と こ ろ、

視認性 と 市街地率から外来魚の個体数を有意に説明でき

るモデルが得られた。

〔備考〕

共同研究者 ： 木塚俊和 ( 特別研究員 )、 石田真也 ( 特別研

究員 )、 作野裕司 （広島大 ・ 助教）、 赤坂宗光 （東大 ・ ポ

ス ド ク）、 下田路子 （富士常葉大学 ・ 教授）、 角野康郎 （神

戸大学 ・ 教授）、 志賀隆 （大阪自然史博物館 ・ 学芸員）

63） 　 河川水温変動シ ミ ュ レーシ ョ ン を用いた全国の淡

水魚類に関する自然再生支援システム

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1115CD001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 気候変動や人為的な開発に対し、 特に脆弱 と さ

れる流域生態系の効果的な保全 ・ 再生事業計画の策定を

目的 と し、 絶滅危惧種を含む全国の淡水魚を対象 と し た

生息地解析を行い、 その現状分析 と 過去か ら現在までの

地空間変化抽出、 およびシナ リ オ分析によ る将来予測を

行 う 。 特に本研究では、 流域の歴史的変遷が河川水温の

変動に与え る影響に注目し、 流域の熱収支モデルを開発

し て広域かつ長期的な生態影響を解析する。 さ ら にその

水温変動を生息地パラ メ ータ と し た生息地環境評価モデ

ルを活用し、 水温変化が淡水魚類の生息地ポテンシ ャル

および季節的行動パターンに与え る影響の解明を行 う 。

最終的に、 一連の研究フ ローを一元化し、 効率的な自然

再生支援シス テム （対象種 ・ 事業区間の選定、 生息場の

制限要因 と 環境改善項目の特定， 事業前後の評価手法の

提示等） と し て実用化を図る。

〔内容および成果〕

　 初年度は主に GIS データベース構築を実施し た。 整備

が完了し たデータは以下の とお り であ る。 1） 魚類の生息

地情報 （水辺の国勢調査データ を基に 1996-2008 年まで

整理） 。 2） 流域構造基盤データ （温度推定を可能 とする

水文物理モデルの境界条件 と し て使用、 国土交通省の国

土数値情報･水文水環境情報・環境省公共用水域水質デー

タ を基に加工）。 3) 河川水温データ （対象流域 （北海道釧

路川を選定） に関し て水温ロ ガーを設置し、 得られた観

測データ を GIS データ と し て整理し た。 こ こ では流域内

に 40 地点のモニ タ リ ング地点を設定し、 20 分間隔で最

長 14ヶ月のデータ を取得し た。 GIS データ フ ォーマ ッ ト

は全て ESRI 社の ArcGIS で使用可能な Shp フ ァ イル と し、

属性情報は Ms Access によ って リ レーシ ョ ナル可能な構

造と し た。

　 水温変動モデルでは DHI 社製の Mike シ リ ー ズ

（MikeSHE,11C） をベースに改良を加え、 1 次元水文モデ

ル と 熱収支モデルを組み合わせて流域全体での河川水温

の変換変動を再現する予定であ り 、 本年度はその初期稼

働を確認し た。

〔備考〕

64） 　 環境変化に対する生物群集の応答と 機能形質動態

に関する数理生態学的研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1115CD002

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 環境変化によ る生態系の変化を、 生物群集を構

成する種の機能形質 （環境耐性や生態系の機能を担 う 種

の特性） の変化 と し て予測する数理モデルを開発し、 人

為的か く 乱要因によ る生態系機能の変化を予測する理論

的枠組みを提案する こ と であ る。 すなわち、 環境変化に

よ って種の相対的個体数 （個体密度） が変化し、 その結

果、 群集レベルにおけ る形質の種間平均や分散が変化す

る過程を、 ロ ト カボルテ ラ モデルなどの生態学モデルに

量的遺伝モデルなどの形質進化モデルを取 り 入れた数理

モデルによ って記述し、 群集の形質変化、 ひいては生態

系機能の変化や安定性に左右する要因 （種数、 種間相互

作用の強さ、 形質の分散や ト レー ド オフなど） を明ら か

にする。 さ ら に、 得られた数理モデルを、 実際の生物群

集の時系列データ （霞ヶ浦プラ ン ク ト ン群集） に適用し、

群集の変動を も た ら し た環境駆動因を推定する。

〔内容および成果〕

　 生物の形質進化が群集の安定性に与え る影響を 3 栄養

段階群集モデル と 量的遺伝モデルに基づいた数理モデル

で解析し た。 中間消費者 （一次消費者） の対捕食者形質

が、 捕食者 （二次消費者） によ る一次消費者の捕食圧に

よ って生じ る自然選択によ って進化する場合、 形質が進

化し ない系では見られない非常に長い周期を もつ律動を

3 種の個体数変動にも た らすこ と をシ ミ ュ レーシ ョ ンで

示し た。 さ ら に、 非線形力学系におけ る特異摂動法 （変

数の時間ス ケールが十分異な る と き、 変動の遅い変数を

近似的に平衡値に固定し て系の動的性質を明ら かにする
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解析方法） によ って、 こ のよ う な現象が、 対捕食形質の

適応度コ ス ト （捕食圧がない と きのコ ス ト ） があ る一定

の範囲にあ る こ と と、 捕食率が形質の進化的変化に対し

て線形 も し く は ２ 次関数的に低下する場合にのみ生じ、

さ ら に高次のべき関数の と きは生じ ない こ と を示し た。

長期的な周期的律動は、 形質の進化速度が、 群集の個体

数変動の時間ス ケールよ り 十分に遅い場合に生じ る こ と

が分かった。

〔備考〕

広島大学理学部吉野正史教授と の共同研究

65） 　 Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測

法の開発

〔研究課題コー ド〕 1115KB001

〔担当者〕 ○河地正伸 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

山口晴代

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

66） 　 大気中オゾ ン と野生草本植物 との相互作用の評価

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ002

〔担当者〕 ○戸部和夫 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目 　 的〕 オゾンによ る 大気汚染は、 陸生植物に対し 、 生

理機能阻害や組織傷害などを引き 起こ し 、陸生植物生態系

の動態に影響をおよ ぼし ている と 考えら れる 。 一方、 陸生

植物は、 主と し て葉面の気孔を通じ てオゾンを吸収し 、 大

気中オゾン濃度の低減に寄与し ている と 推定さ れる 。野生

草本植物では、 栽培植物等に比べ、 オゾンと の相互作用に

ついての報告は少ない。 そこ で、 日本の代表的な野生草本

植物を研究対象と し て、大気中オゾンと こ れら 植物と の相

互作用を評価する こ と を目標と し て研究を行なう 。

〔内容および成果〕

　 実験に使用する 野生植物の種子収集と 栽培方法の検討

を行なった。 ま た、 関連する 文献の収集を行ない、 こ れら

の文献から 関連情報を収集し た。 さ ら に、 植物葉のガス 交

換速度測定のための手法を検討する と と も に、植物葉のガ

ス 交換速度測定のための装置類の試験運転を行なった。

〔備考〕

【関連課題】

67） 　 湖沼における有機物の循環 と微生物生態系 との相

互作用に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0811AG001

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 林誠二， 冨岡典子，

野原精一， 佐野友春， 佐藤貴之， 岩崎一弘

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

68） 　 海面上昇に対する ツバル国海岸の生態工学的維持

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0812KB001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

石原光則

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

69） 　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性 ・

起源と物質収支

〔研究課題コー ド〕 0911CD003

〔担当者〕 ○今井章雄 （地域環境研究セン ター） ， 小松一

弘， 高津文人， 川崎伸之， 佐藤貴之

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

70） 　 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サン ゴ骨格を用

いた環境変動解析

〔研究課題コー ド〕 0911LA002

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

杉原薫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

71） 　 都市部と 農村部における河川水のオオ ミ ジ ン コ を

用いた総合毒性評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA003

〔担当者〕 ○多田満 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

72） 　 青海 ・ チベ ッ ト ・ モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

〔研究課題コー ド〕 0913KB002

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

73） 　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構と その底生生

物影響評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1011AG001

〔担当者〕 ○牧秀明 （地域環境研究セン ター）， 中村泰男，

東博紀， 金谷弦， 越川海

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）
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74） 　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価

〔研究課題コー ド〕 1011CD005

〔担当者〕 ○多田満 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

75） 　 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産

への影響評価

〔研究課題コー ド〕 1011CD006

〔担当者〕 ○唐艶鴻 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

76） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔研究課題コー ド〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

77） 　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012AH003

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

78） 　 生態系サービスからみた森林劣化抑止プログラム （REDD）

の改良提案と その実証研究  （２） 炭素ス ト ッ クの強化によ

る劣化抑止プログラムの改良策とその実現性に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1012BA006

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 小熊宏之

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

79） 　 メ タ個体群の空間構造に不確実性を も つ外来種の

最適管理戦略

〔研究課題コー ド〕 1012CD001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

80） 　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素

動態に及ぼす影響

〔研究課題コー ド〕 1012CD018

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

81） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔研究課題コー ド〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 石原光則， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

82） 　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖

化影響のポテンシャル評価に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1015BB001

〔担当者〕 ○梁乃申 （地球環境研究セン ター）， 向井人史，

寺尾有希夫， 伊藤昭彦， 荒巻能史， 三枝信子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

83） 　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発 （特異的

プラ イマーを用いて）

〔研究課題コー ド〕 1111AN001

〔担当者〕 ○冨岡典子 （地域環境研究セン ター） ， 今井章

雄， 小松一弘， 高津文人

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

84） 　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1112KZ001

〔担当者〕 ○横溝裕行 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

85） 　 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合デー

タベース構築と植生群落の空間解析

〔研究課題コー ド〕 1115AO001

〔担当者〕 ○亀山哲 （生物 ・生態系環境研究セン ター），野

原精一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

86） 　 定量的生態 リ ス ク評価の高精度化に資する数理生

態学的研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ005

〔担当者〕 ○田中嘉成 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 横溝

裕行， 真野浩行， 多田満

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

5.(6) 　 環境健康研究分野における研究課題

1） 　 エアロゾルによる生体影響の評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD006

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 微小粒子等のエア ロ ゾルの健康影響は、 疫学的

にも実験的に も、 アレルギー疾患や呼吸器疾患を有する

集団に発現しやすい。 そ こ で本研究では、 アレルギー疾
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患の内在 メ カニズムにおいて重要な役割を演ずる免疫応

答や、 呼吸器 と エア ロ ゾルの第一の物理化学的接点であ

る気道上皮にそれら が及ぼす影響について検討し、 健康

影響を規定する要因の絞 り 込み と 影響 メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ナフ タ レ ンおよびピ レ ンを基本骨格 と する

ニ ト ロ化合物やア ミ ノ 化合物を評価対象物質 と し、 免疫

担当細胞 と 気道上皮細胞に及ぼす影響について比較検討

し た。 その結果、 まずこれまでに、 基本骨格の化学物質

と し て検討し たナフ タ レ ン (2 環 ) と フ ェナン ト レ ン (3 環

) が、免疫担当細胞にも気道上皮細胞にも毒性および炎症

に関わる明ら かな作用を示さ なかったのに対し、 ピ レ ン

(4 環 ) は、それらの修飾作用が一部観察された。 また、ニ

ト ロ基、 ア ミ ノ 基によ る免疫応答 と 気道上皮への修飾作

用が一部観察され、1- ニ ト ロナフ タ レ ン と 1- ア ミ ノ ナフ

タ レ ン よ り も、1- ニ ト ロ ピ レ ン と 1- ア ミ ノ ピ レ ンの影響

が強い こ と も明ら かにし た。 以上よ り 、 官能基の有無や

その種類以外に も、 ベンゼン環の数等、 影響を規定する

要因があ る可能性も示唆された。

〔備考〕

旧執行予算コード ： 124032

2） 　 エピジ ェ ネテ ィ ク作用の修飾因子に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911AQ001

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター） ， 前川文

彦， 鈴木武博， 内匠正太， 小林弥生

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

3） 　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介し た作用

メ カニズム

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0911AQ002

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター） ， 鈴木武

博， 前川文彦， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 種々の環境化学物質が転写因子や核内受容体

に作用し て遺伝子の転写を変化させ、 生体に悪影響を及

ぼすこ と が報告されている。 本研究では、 ダ イオキシン

や無機 ヒ 素を中心 と し た環境化学物質の転写因子依存的

な作用 メ カニズムの検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 Nrf2 は活性酸素種 （ROS） によ り 活性化され、 核内移

行し て酸化ス ト レ ス応答遺伝子の転写を誘導する転写因

子であ る。 ヒ 素も ROS を発生し Nrf2 を活性化する こ と

が報告されている。 マウ ス肝臓におけ る ヒ 素の作用経路

を検討する目的で、 ヒ 素または酸化ス ト レ ス を誘導する

メ チオニン ・ コ リ ン欠乏食 （MCD 食） を C57BL/6 マウ

スに投与し、肝臓における Nrf2 の活性化について検討し

た。 ヒ 素 (50 ppm 亜 ヒ 酸ナ ト リ ウ ム ) または MCD 食投与

3週間後の肝臓では、いずれの群において も Nrf2の局在変

化は見られなかった。 Nrf2 の発現量は MCD 食群でのみ

増加傾向が観察され、Nrf2 標的遺伝子の発現も Nrf2 と同

様の傾向を示し た。 以上よ り 、 C57BL/6 マウ スにおいて

は ヒ 素によ る Nrf2 活性化能は MCD 食投与に比較し てご

く 弱いこ と が示唆された。

〔備考〕

4） 　 廃棄物リサイ クル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

〔区分名〕 環境 - 推進費 ( 補助金 )

〔研究課題コー ド〕 0911BE010

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 家庭系有害廃棄物の代表例と し て、 臭素系難燃

剤 （BFRs） を含む電気機器や繊維製品が挙げ られるが、

BFRs 等の化学物質は、室内ダス ト あ るいは循環廃棄関連

ダス ト と し て存在する こ と か ら、 主に経気道あ るいは経

皮的に曝露 さ れ る 可能性が あ る。 そ こ で本研究では、

BFRs の呼吸器・免疫系に対する健康影響を実験的に評価

する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 BFRs が主要な抗原提示細胞である 樹状細胞

の分化 ・ 成熟過程に及ぼす影響と 、 気道上皮細胞に及ぼす

影響機構について検討を加えた。 その結果、 作用強度と し

ては弱いが、 BFRs は、 樹状細胞の分化・ 成熟、 活性化に

影響を及ぼし う る こ と が明ら かになった。 一方、 少なく と

も 一部の BFRs は、 気道上皮細胞の毒性や炎症反応に関わ

る 因子の発現修飾と と も に、上皮成長因子 (EGF) の産生を

増加する こ と によ っても 呼吸器系に影響を 及ぼし う る こ

と が示さ れた。 ま た、 こ れま での結果を総合し て、 気道上

皮細胞における IL-6 や IL-8、 sICAM-1、 EGF の産生、 脾細

胞における CD86の発現や IL-4の産生等が影響ス ク リ ーニ

ング指標と し て有用である 可能性が示唆さ れた。

〔備考〕

5） 　 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動

評価法開発

〔研究課題コー ド〕 1011AF005

〔担当者〕 ○前川文彦 （環境健康研究セン ター）
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〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

6） 　 大気中粒子状物質の成分の短期曝露による健康影響

評価

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 1011AH002

〔担当者〕 ○上田佳代 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 2009 年 9 月に微小粒子状物質 (PM2.5) に係る環

境基準が告示された。 その際、 日本におけ る微小粒子状

物質の短期健康影響に関する資料 と し て用いられた全国

20 市町における、 日死亡データ と粒子状物質 と の関連に

関する検討で、 粒子状物質の単位濃度上昇に対する日死

亡の リ ス ク は、 市町によ って大き なばらつきがみられた

（環 境 省、 2007。 http://www.env.go.jp/air/report/h19-03/

index.html） 。 海外の報告において も、 このよ う な粒子状

物質の健康影響の地域差や季節性変動が認め ら れてお

り 、 その原因の一つ と し て、 粒子状物質中の成分組成に

よ り 、 その健康影響に違いが出て く る可能性が指摘され

ている。 しかし、 粒子状物質の各成分の健康影響評価は

十分には行われていない。 そ これ、 本研究では、 名古屋

市で測定された粒子の成分データ を用いて、 健康に対す

る影響について評価する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 2003 年 4 月 1 日～ 2007 年 12 月 31 日に名古屋市環境

科学研究所にて捕集された PM2.5 を用い、測定された イオ

ン成分および炭素成分の短期変動と 6 名古屋市における

65 歳以上の死亡と の関連について、 疫学的手法を用いて

解析し た。 呼吸器疾患死亡 と 硫酸イオン濃度 と の間に正

の関連が認められた。 これは、 粒子状物質の特定の成分

がよ り 大き な健康影響を示し た知見と なる。

〔備考〕

7） 　 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的

研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1012AQ001

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 環境汚染物質の生体影響評価には環境汚染物

質の総濃度だけでな く 、 その化学形を含めた評価が重要

と な る。 こ のよ う な観点か ら、 環境汚染物質の毒性評価

のみな らず、 同時に生体内におけ る環境汚染物質の化学

形を安定かつ高感度に分析し て毒性評価を行 う 、 分析毒

性学的手法を用いて、 影響 メ カニズムを解明する こ と を

目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 本年度は腸管から 吸収さ れたヒ 素化合物の胆汁への排

泄に着目し 、 ヒ 素の化学形の違いによ る 、 ヒ 素の胆汁排泄

量と その化学形態について調べた。無機３ 価のグルタ チオ

ン抱合体 （ATG） と モノ メ チルヒ 素のグルタ チオン抱合体

（ MADG） を腸管から 投与し た際に、 ATG 群の方が胆汁へ

のヒ 素の排泄が多く 、 その化学形態は主に MADG であっ

た。 腸管から 吸収さ れた ATG が肝臓中でメ チル化さ れ、

MADG と なり 胆汁へ排泄さ れたと 示唆さ れる 。

〔備考〕

8） 　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響における メ カニズム解明に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1013BD001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）， Tin-Tin-

Win-Shwe

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

9） 　 細胞間 ・ 細胞内ネ ッ ト ワークに注目し た環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

〔研究課題コー ド〕 1013CD002

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 25 年度 （2010 ～ 2013 年度）

10） 　 子ど もの健康と環境に関する全国調査

〔研究課題コー ド〕 1032AM001

〔担当者〕 ○佐藤洋 （理事） ， 新田裕史， 田村憲治， 佐藤

ゆき， 小野雅司， 米元純三， 伊藤裕康， 佐々木

裕子，中山祥嗣，道川武紘，須田英子，柴田康行

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 44 年度 （2010 ～ 2032 年度）

11） 　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境 ・

健康影響評価に向けた戦略的サンプ リ ング

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1111AR001

〔担当者〕 ○中山祥嗣 （環境健康研究セン ター） ， 新田裕

史， 田村憲治， 白石不二雄， 中島大介， 鈴木規

之， 櫻井健郎， 滝上英孝， 鈴木剛， 寺園淳， 柴

田康行， 橋本俊次， 田中敦， 伏見暁洋， 田邊潔

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 被災地域の避難所などの居住区では、 津波堆積

物や震災廃棄物から の飛散粉塵中の有害化学物質によ る

健康被害が想定される。 また、 堆積物の腐敗によ る カビ

等微生物への曝露も予想される。 現地では、 大気 ・ 粉塵
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を介し た有害化学物質等への曝露経路の解析のための基

礎データが存在せず、 本研究では、 屋外屋内同時測定に

よ る長期的環境健康影響評価を行 う ための、 資料採取を

行 う こ と を目的とする。 宮城県下 3 市町において、 大気、

室内粉塵、 ダス ト 、 津波堆積物および環境水を採取する。

〔内容および成果〕

調査地点

宮城県気仙沼市 （2 避難所）、 南三陸町 （1 避難所）、 石巻

市 （2 避難所、 1 高等学校） にて当初 2 週間おきに、 計 24

回サンプ リ ングを行った。

調査内容および成果

　 ハイ ボ リ ュームサンプラーを用いて、計 98 の大気試料

を捕集し た。 試料の一部は重金属分析を行い、 他の試料

については冷凍保存し た。 避難所内において、 小型サン

プラーを用いて日中の PM10 および PM2.5 の重量濃度を

測定し た。 計 46 試料を捕集 ・ 分析し た。 避難所内の静置

ダス ト を避難所が解散にな る まで、 計 35 試料を採取し

た。 石巻赤十字病院を受診し、 肺炎等の健康被害を認め

られた方の軒下で、 津波堆積物の採取を行った。 計 4 試

料を採取し た。 震災廃棄物仮集積場周辺の環境水 （60 試

料） を採取 し た。 ま た、 宮城県石巻商業高校において、

微生物採取 ・ 分析を行った。

〔備考〕

12） 　 ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の

役割

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD004

〔担当者〕 ○小林弥生 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 中国、 イ ン ド、 バング ラデ ィ ッ シュ などにおい

て、 高濃度の ヒ 素が地下水に混入し、 それを生活用水 と

し て利用し ている住民に深刻な被害を与えているが、 そ

の毒性発現機構は未だに明ら かに されていない。 腸内細

菌叢は、 宿主の老化、 アレルギー、 免疫、 感染や発癌に

密接に関連し ている と 言われている こ と か ら、 哺乳類に

おけ る ヒ 素化合物の代謝を考え る際に、 腸内細菌によ る

代謝も考慮に入れる必要があ る。 本研究では、 腸内細菌

に よ る ヒ 素の代謝を化学形態別分析に よ っ て明 ら かに

し、 ヒ 素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役

割について明らかにする こ と を目的と し ている。

〔内容および成果〕

　 精製食で成育し た ラ ッ ト に抗生物質を処理し、 腸内細

菌を低下させた ラ ッ ト と 無処理ラ ッ ト に対し てジ メ チル

アルシン酸を経口投与し、 ヒ 素の分布 と 化学形態別分析

を行った。 全血、 血漿、 肝臓での ヒ 素蓄積は抗生物質群

が対照群よ り 低い傾向にあ り 、 肝臓では有意差がみられ

た。 尿および糞中への ヒ 素の排泄は、 ３ 日目の糞中排泄

が抗生物質群が有意に高か っ た事を除いて、 ほぼ同様

だった。 尿および糞抽出液の ヒ 素化学形態別分析の結果

か ら、 抗生物質群において、 含硫 ヒ 素化合物の生成が有

意に低下し ている こ と が分かった。

〔備考〕

13） 　 ヒ ト 肝癌細胞株における ヒ 素のエ ピジ ェ ネテ ィ ク

ス作用を介し た発癌メ カニズムの解析

〔研究課題コー ド〕 1112CD005

〔担当者〕 ○鈴木武博 （環境健康研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

14） 　 黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼

吸器系 ・ 生殖器系 ・ 免疫系への影響と その メ カニズ

ム解明

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1113BD001

〔担当者〕 ○小池英子 （環境健康研究セン ター），西川雅高

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 黄砂は東アジア一帯の国境を ま た ぐ環境問題

と なってお り 、 我が国では黄砂現象時にアレルギー疾患

であ る花粉症や小児喘息等に影響が認め られる こ と が報

告され、 その対応が迫られている。 本研究では、 他機関

と 連携し、 黄砂エア ロ ゾル及び分離微生物や化学物質を

用いて、 細胞毒性、 呼吸器系、 免疫 ・ アレルギー系への

影響を評価し、 種々の生体影響について生物学的 ・ 化学

的 ・ 物理的側面か らの多角的な解析 と メ カニズムの解明

を目的とする。

〔内容および成果〕

　 気道上皮細胞に黄砂やその含有成分を曝露し、 細胞毒

性および細胞の活性化に関わ る分子等を解析し た結果、

各黄砂イベン ト によ って気道上皮細胞が受け る影響は大

き く 異な る こ と が明ら か と なった。 また、 一部の影響指

標の変化は、 加熱処理によ り 有意な軽減を示し た こ と か

ら、 その影響は黄砂に付着し た様々な化学要因や微生物

要因が関与し ている可能性も示された。 一方、 IL-6、 IL-

8、 ICAM-1 等の炎症性分子は、 健康影響を き たす内在 メ

カニズム と し て重要な役割を演じ ている こ と が示唆され

る と 共に、 健康影響のバイオマーカー と し て も有用であ

る可能性が示された。

〔備考〕
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15） 　 環境化学物質が酸化ス ト レ スを介 し てエ ピジ ェ ネ

テ ィ ッ ク変化を誘導する機序の解明

〔研究課題コー ド〕 1113CD011

〔担当者〕 ○野原恵子 （環境健康研究セン ター） ， 青木康

展， 佐野友春， 内匠正太

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

16） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 　 ～バイオア ッ セイ を中心と し た包括

的ハザー ド調査～

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター） ， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 今回の震災によ る津波被害では、 拡散し た化学

物質の特定が困難であ る上に、 復興過程 と と も に考慮す

べき物質の種類や汚染域な どが変化する と 考え ら れる。

そ こ で本研究では、 バイオア ッ セ イ を用いたハザー ド 評

価を中心にし た時系列的モニ タ リ ングを展開し、 復興過

程におけ る健康 ・ 環境影響を把握する と と も に、 化学物

質曝露の低減化対策の効果を検証する こ と を通じ、 被災

地における人々の健康で安全な復興を支援する。

〔内容および成果〕

　 気仙沼市、 南三陸町及び石巻市を調査対象 と し、 避難

所等の室内浮遊粉じん、 ダス ト 及び大気試料を中長期的

に採取し ている。 こ れら試料について肺炎 ・ 生体異物 ・

内分泌か く 乱 ・ 発がん等の指標 と な るバイオア ッ セ イ を

実施し ている。 現地での肺炎等の症例調査や網羅的化学

分析も実施し、 これら を基に化学物質の曝露経路を解析

する と と もに、 総合的健康影響評価を行 う 予定であ る。

〔備考〕

【関連課題】

17） 　 分か り やす さ を 重視 し た マ ス メ デ ィ ア利用型 コ

ミ ュニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

18） 　 健康的なア ロマ環境創生をめざ し た植物成分の中

枢作用に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

19） 　 胚様体 を 用いた発生分化毒性学に特化 し た マ ト

リ ッ クスの開発

〔研究課題コー ド〕 0911AG007

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤沼

宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

20） 　 小児先天奇形発症における環境 リ ス ク評価法の基

盤整備 ： 残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を

利用し たバイオマーカーの開発に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BD004

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 青木

康展

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

21） 　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異

原性と次世代影響の評価

〔研究課題コー ド〕 0911CD004

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 松本

理， 中島大介

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

22） 　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評

価

〔研究課題コー ド〕 0911CD015

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター） ， 橋本俊

次， 吉兼光葉， 中山祥嗣

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

23） 　 確率推論型アルゴ リ ズムに対する ヒ ト 胚性幹細胞

試験データ適用法の標準化

〔研究課題コー ド〕 0911DA001

〔担当者〕 ○曽根秀子 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 赤沼

宏美

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

24） 　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911DA003

〔担当者〕 ○青木康展 （環境 リ ス ク研究セン ター），松本理

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）
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25） 　 ニ コ チン及び メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果

に関する神経薬理学的研究

〔研究課題コー ド〕 0911KZ002

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

26） 　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの

作成

〔研究課題コー ド〕 0912AQ001

〔担当者〕 ○黒河佳香 （環境 リ ス ク研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 24 年度 （2009 ～ 2012 年度）

27） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試

験法の体系化に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

5.(7) 　 社会環境システム研究分野における研究課題

1） 　 分かりやすさ を重視し たマス メ デ ィ ア利用型コ ミ ュ

ニケーシ ョ ンに関する実証的研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0712BA339

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 19 ～平成 24 年度 （2007 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 温暖化の現状や因果関係、 不確実性などを正し

く 認識でき る よ う にする ために、 気候未来像の映像 と レ

ク チャーを合わせたセ ミ ナー形式のコ ミ ュ ニケーシ ョ ン

手法の開発を行い、 また、 日本の地域ご と の気候未来像

を用いて、 イ ン ターネ ッ ト など を活用し た、 幅広い地域

で実施可能な コ ミ ュ ニケーシ ョ ン手法の開発 と 評価を行

う 。

〔内容および成果〕

　 マス メ デ ィ アの報道について、 他のサブテーマで実施

し た メ デ ィ アフ ォーラ ム等の成果も含め、 マス メ デ ィ ア

利用型コ ミ ュ ニケーシ ョ ンが人々の認知 と 行動にどのよ

う に影響するかを把握、 検討する予定であったが、 気候

変動 リ ス ク の評価にあたって重要なエネルギー源の評価

に関し て東日本大震災の影響を看過でき ない こ と か ら予

定を変更し、 気候変動影響 と エネルギー選択にかかる世

論調査を、また イ ギ リ スの研究者の協力を得て、イ ン ター

ネ ッ ト 調査および個人面接調査方式で実施し た。

　 イ ン ターネ ッ ト 調査は 2012 年 2 月下旬の週末 （23 ～

24 日） に実施し た。 サンプル数 520 （完了） で （株） マ ク

ロ ミ ルのモニ ターを対象に年代、 性別、 居住地域、 最終

教育歴を そ ろ え る 方法で対象者を抽出 し た上で実施 し

た。 個人面接調査は、 2012 年 2 月 2 ～ 12 日全国 20 歳以

上の男女 4000 人を電子住宅地図を元に層化 3 段階無作為

抽出法で個人を抽出 し て実施し た。 有効回答数は 1190

（有効回答率 29.8%） であった。 両調査の設問の大部分は

同じであ るが、 若干異なった設問も含まれる。 以下では、

回答の主な も のについて両者を比較し ながら結果を述べ

る。

　 「あなた個人の考え と し て、 最近、 地球上の気候が変

わってき ている と思いますか。」 に対し て、日本では 2006

年には 95％、 2011 年には約 93％、 今回 （2012 年） は、

個人面接で 90.8％、 イ ン ターネ ッ ト では 86.3% が 「そ う

思 う 」 と回答し た。 イ ギ リ スでは、 2005 年に 91％であっ

た 「そ う 思 う 」 の回答が、 78% に減少し ている。 担当の

研究者等への聞き取 り によ る と、2008 年の経済危機、2009

年の East Anglia 大学の事件などの影響と考え られる。

　 イ ン ターネ ッ ト 調査 と 個人面接調査で数字がやや離れ

るが、 最も多いのが、 「今までよ り 極端な気候が起き る」

でそれぞれ 39％、 49％であ り 、 農業生産への影響、 洪水

や干ばつ、 海面上昇、 ヒ ー ト ア イ ラ ン ド、 今よ り 頻繁な

洪水など、 農業生産への影響などがこれに続 く 。 「このよ

う な変化は一時的な も ので、 長期的に見た場合、 特別に

深刻な影響はない」 とする否定的な選択肢は 0.1％にすぎ

ず、 日本においては、 ほ と んどの成人が何ら かの温暖化

影響を懸念し ている状況にあ る と 推測でき る。 気候変動

リ ス ク についての認知度は高 く 、 日本においては 9 割程

度の成人がその リ ス ク を感じ ている。 ただ、 イ ギ リ スの

状況をみる と わかる よ う に、 メ デ ィ アの報道や関連事項

の取 り 扱いによ ってはその リ ス ク の認知が低下する こ と

も あ り 得る こ と に注意する必要があ る。

　 予想される気候変動の影響については、 かな り 認知が

進んでお り 、 台風、 干ばつ、 洪水など気候の様々な事象

が今よ り も極端な幅で送る こ と に関し て、 特に高 く 認知

されている こ と がわかった。

〔備考〕

課題代表者 ： 神奈川大学 　 松本安生

2） 　 温暖化対策にかかる リ スク コ ミ ュニケーシ ョ ン手法

の検討および地域温暖化対策への適用

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0811AQ001

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）
―  206  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 23 年度 （2008 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 気候変動に関わ る リ ス ク が顕在化 し つつあ る

中で、 一般市民が対応行動を取る必要も出て き た こ と に

鑑み、 気候変動問題に関わる リ ス ク についていかに効果

的にコ ミ ュ ニケーシ ョ ンを行 う かについての調査分析が

必要 と なって き た。 本課題は、 適応策、 緩和策の様々な

側面から その実際の適用について調査検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 リ ス ク ・ ガバナン スに関わる新たな考えの整理を試み

た。 IRGC( 国際 リ ス ク ガバナン スカ ウ ンセル） によ る新

たな提案 と し て、 リ ス ク ・ ガバナン スの欠如 と その影響

についての考察がでている。リ ス クへの対応と し て、様々

な主体の参加によ る合意形成や対応が求められている と

こ ろに、 従来型の規制対応で対応する こ と によ る、 リ ス

ク管理の不徹底などであ る。一方、 リ ス ク ・ コ ミ ュニケー

シ ョ ンに関し ては、 双方向のコ ミ ュ ニケーシ ョ ンのため

の様々な手法が提案されてき てお り 、フ ォーカス・グルー

プ ・ デ ィ ス カ ッ シ ョ ンによ る合意形成方策など様々な方

法が考案されている。

〔備考〕

3） 　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0813CD001

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 本研究の全体の目的は、 農村空間の多目的利用

構造を生かし て、 活力あ る地域社会を形成する ために必

要な農村の再建のための制度改革の姿を地域計画論的総

合研究によ ってあ き らかにする こ と であ る。

〔内容および成果〕

　 今年度は、 気候変動問題への対応についての ヒ ア リ ン

グ調査を実施し た。 気候変動の影響の一つ と し て、 気温

の変動が大き く な る こ と が指摘されているが、 一昨年の

夏の高温に関し て、 日本 ( 特に関東以西） における農業

者の対応について、 果樹農家 （千葉県柏市、 長野県須坂

市）、 野菜農家 （東京都八王子市） の 3 件に ヒ ア リ ング調

査を実施し た。 野菜農家においては、 高温の時期に種を

まいた野菜が発芽せず、 秋の出荷がほ と んどでき ない状

態であった こ と、 果樹農家においては、 実 り の時期のず

れによ り 作業が圧迫され労働時間 ・ 雇用労働者の手配に

支障を き た し た こ と、作物の品質低下などが報告された。

それぞれ、 品種の変更や労働時間の再配分などで対応を

おこ なっているが、 従業者の高齢化の問題等も あ り 、 今

後の対応が難し く なっている こ と もわかった。

〔備考〕

（研究代表者） 名古屋大学大学院農学生命科学研究科 　 教

授 　 生源寺眞一

4） 　 地球温暖化適応策 （洪水対策） の費用便益分析

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 0910AQ002

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究セン ター），日

引聡

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 22 年度 （2009 ～ 2010 年度）

〔目 　 的〕 わが国では、 これまでも継続し て治水対策が強

化されて き たが、 これか らは、 既存の治水対策に地球温

暖化適応策の観点を取 り 入れてい く 必要があ る。 本研究

では、洪水 リ ス クがも た ら し ている社会的費用を計測し、

温暖化によ る期待被害額の推計を洪水について行 う 。 推

計結果に基づいて、 米 ・ 仏に見られる政府主導の洪水保

険制度 ・ 雨水浸透施設導入のための自治体によ る助成制

度 ・ ハザー ド マ ッ プ公開によ る不動産価値低下の可能性

と 地主への補償など、 ソ フ ト 面の対策の導入について検

討する。

〔内容および成果〕

　 除去変数バイ アス を考慮し た上で、 ヘ ド ニ ッ ク地価関

数を推計し た。 その結果、 洪水 リ ス ク に直面し ている地

点の地価は、 平均で約 14.5％低下し ている こ と がわかっ

た。 こ の推計結果を用いて単位面積当た り の洪水被害額

を計算し た と こ ろ 141 万円／ m2 に上 り 、東京都によ る試

算結果約 50,000 円／ m2 や、 水害統計によ る 33,199 円／

m2 に比べて著し く 大きい値と なった。

〔備考〕

課題コー ド ： 1112AQ006 「気候変動 と 洪水 リ ス ク の経済

分析～洪水被害額の推計 と 洪水 リ ス ク モデルの構築」 と

し て新規登録。

5） 　 日本におけ る環境政策 と 経済の関係を統合的に分

析 ・ 評価するための経済モデルの作成

〔区分名〕 環境 - その他

〔研究課題コー ド〕 0911BX001

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 人口 ・ 資源価格 ・ 世界経済などの社会情勢の変

化やそれを踏ま えた環境政策が経済活動に与え る 影響

と、 経済活動が環境に与え る影響を相互に評価でき る環

境統合型経済モデルの構築を目的 と する。 本研究の基礎

と な る経済モデルは計量経済モデル と 応用一般均衡モデ
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ルであ るが、 それら を統合し たハイブ リ ッ ト 型モデルを

構築する。

〔内容および成果〕

　 CGE モデルのシ ミ ュ レーシ ョ ン結果に大き な影響を持

つ代替の弾力性パラ メ ータのパネル推計を行った。 推計

結果から、 代替弾力性パラ メ ータの値は産業間でかな り

異なる こ と が示された。 また、エネルギー集約的な産業・

非エネルギー集約産業 と ひ と く く り にはできず、 エネル

ギー集約的な産業の代替弾力性が、 その他の産業に比べ

て小さい と は必ずし も言えないこ と がわかった。

また、 首都圏および北海道、 東北地方の家庭部門を対象

に行った調査を基に、 家庭部門のエネルギー関連機器の

保有状況を把握する と と も に、 エネルギー需要の要因を

分析し た。 調査結果か ら、 住宅の属性によ って暖房器具

の保有状況やエネルギー利用が異な り 、 借家住宅でエネ

ルギーの使用量が多い こ と がわかった。 また世帯のエネ

ルギー使用量は、 所有し ている暖房器具に影響を受け る

こ と、 製造年が新しい家電製品ほどエネルギー使用量が

抑え られている と い う 結果 と なった。 ま た、 東北地方の

灯油使用量は、高気密高断熱住宅に住んでいる 世帯で有意

に少ない結果と なった。 以上の結果から 、 家庭部門の排出

削減のためには、高効率エネルギー機器への買い替えや高

断熱高気密住宅への改修の促進、ま た借家住宅に住む世帯

や家主に対し て、どのよ う に省エネルギーのイ ンセンティ

ブを付与する かが重要と なる こ と が示さ れた。

〔備考〕

課題代表者 ： 伴 金美 （大阪大学）

6） 　 グ リ ーンサプ ラ イチ ェ ン ・ マネジ メ ン ト の日中製造

業間の国際展開モデルの構築

〔区分名〕 共同研究

〔研究課題コー ド〕 0911LA001

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），孫

穎， 陳旭東， 徐開欽， 藤井実， 大西悟

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 国境を超えた生産連携の進む日中の生産セ ク

ターに注目し、 日中の製造業 と 素材生産業を含む企業 と

を対象 と する研究プラ ッ ト フ ォームを活用し て、 そのグ

リ ーンサプラ イチェーンマネジ メ ン ト （以下 　 GSCM） の

横断的な実証解析に基づいて、 先進的な GSCM が資材の

調達連鎖 と 業種間連携を通じ て、 拡大展開する アジアの

統合型 GSCM 展開モデル （Diffusion model） を検討する。

　 日中双方の研究者が行っている企業調査 と 集中的な相

互交流を も と に、 1.GSCM の統合型展開モデルの理論フ

レームを検討し て、 2. その検証に向けての国際基準 と な

り う る GSCM の企業調査フ ォーマ ッ ト を設計する。 3. そ

の う えで、 国際市場に強い影響力を持つ日中連携の強い

生産製品を対象の調査を通じ て、素材生産から部品加工、

組み立て、 流通のネ ッ ト ワーク での GSCM の展開モデル

を検証する。

〔内容および成果〕

　 川崎、 中国企業に対する アンケー ト 調査の結果 と と も

に、 因子分析、 相関分析、 回帰分析によ って、 GSCM の

拡散に関する因果関係モデルを構築し た。 結果について

日中企業の GSCM 実践 と業績について比較分析を行い、

中国の日系企業を対象に ヒ ア リ ング調査を実施、 日系企

業が GSCM を行 う 動機および中国企業が相対的に遅れて

いる原因を明らかにでき た。

　 理論研究 と 事例研究 と を結びつけながら、 定性 と 定量

の研究手法で GSCM の拡散研究を行 う こ と で、 理論研究

においては、 システム論に基づき GSCM の概念枠組みモ

デルを構築し、 そし て制度理論に基づき GSCM の拡散外

部促進要因を明ら かにする こ と ができ た。 日中企業が直

面し ている異な る政策 ・ 法律下での環境配慮型のサプ ラ

イ チ ェーン マネジ メ ン ト の特性を明 ら かにす る と と も

に、 今後の持続的な経営に対し ての課題を明ら かにする

こ と ができ た。 こ の結果については、 日中の環境ビジネ

ス連携についての、 中国瀋陽市政府への情報提供 と と も

に、 日本での川崎市での国際連携指針、 および環境省の

静脈 メ ジ ャー事業支援政策に対する出力を行 う こ と がで

き た。

〔備考〕

中国 NSFC と の共同研究

7） 　 東京都を対象と し た総合的温暖化影響評価の検討

〔研究課題コー ド〕 0911ZZ001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 林誠二， 増井利彦， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東京都の特徴 （土地利用形態、 気候、 社会経済

状況） を的確に把握し、 予定されている都市計画や防災

計画、 様々な将来ビジ ョ ンを基に、 将来の影響評価を実

施し、 長期的な視点で適応策の検討 ・ 実施を科学的に支

援する 　

〔内容および成果〕

(1) 地域レベルの気候シナ リ オ開発

・ 地域レベルにおける温暖化影響評価を実施する ために、

バイ アス補正やパターン ス ケー リ ング手法について決定

し、本プロ ジェ ク ト で利用する気候シナ リ オを整備し た。

(2) 分野別温暖化影響評価の実施
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・ 気候シナ リ オ等を用いた影響評価を実施し た。

・ 影響モデルを用いた定量的評価を実施する と 共に、 定

量的な評価が困難な指標に関し ては定性的な評価に行っ

た。

(3) 分野別の評価結果の と り ま と め

・ 東京におけ る気候変動の影響について研究の成果を報

告書と し て と り ま と めた。

〔備考〕

8） 　 温暖化防止のためのエネルギー ・ 経済モデル比較分

析

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ003

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 温暖化問題を防止する ためには、 成長著しいア

ジア諸国の温室効果ガス排出量を どのよ う にコ ン ト ロー

ル し てい く かが重要なポ イ ン ト と な っ てい る。 エネル

ギー ・ 経済モデルは、 経済成長 と エネルギー利用、 温室

効果ガスの排出経路を分析する ための有用なツールであ

るが、 アジア諸国に焦点を当てたモデル分析は不足し て

いる。 本研究では、 各国の研究機関で開発された温暖化

防止のためのモデル比較プ ロ ジ ェ ク ト （Asian Modeling

Exercise） への参加を通し て、 アジアの経済発展 と温暖化

対策に関する分析を行 う 。

〔内容および成果〕

　 気候変動対策と し て CCS や原子力発電など、多 く の技

術オプシ ョ ンが存在する。 これらは温室効果ガス排出削

減のための費用を著し く 低下させる可能性があ るが、 一

方で、 その社会的受容性について不確実性が存在する。

本研究では、 こ う し た CCS、 原子力発電、 再生可能エネ

ルギーの持つ入手可能性に関する不確実性に注目し なが

ら、 温室効果ガスの頑健な排出パス を評価する こ と を目

的 と し ている。 これらの技術オプシ ョ ンに関する制約下

で、放射強制力を 2.6 W/m2 および 3.7 W/m2 とする シナ リ

オを CGEモデルによ ってシ ミ ュ レーシ ョ ン分析し た と こ

ろ、 これら の技術オプシ ョ ンが排出削減費用の低下に重

要な役割を果たすこ と がわかった。 ま た、 技術オプシ ョ

ンの導入可能性の規模や、地域偏在性が異なる こ と から、

それぞれの技術オプシ ョ ンの使用が制約される場合、 異

なる経済影響がも た ら される。 また、 CCS や原子力発電

が使えない場合、 大規模な再生可能エネルギーの導入を

行わなければ、 商社強制力目標を達成する よ う な排出削

減が難し く なる こ と が示された。

〔備考〕

9） 　 東アジアの経済発展と環境政策

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1011CD011

〔担当者〕 ○孫穎 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 本研究課題は、 経済面 ・ 環境面での相互依存関

係が進む東アジア地域で、 ナシ ョ ナルレベル及びローカ

ルレベルの貧困削減や環境汚染の克服、 リ ージ ョ ナルレ

ベルの物質移動 ・ 循環、 及びグ ローバルレベルの気候変

動問題の連関性を念頭に置きつつ、 その全ての面で持続

可能な発展を実現する ための環境政策 と 制度、 地域間国

際協力のあ り 方、 及び具体的なプ ロ ジ ェ ク ト を構想し、

検討する こ と を目的 と し ている。 具体的には、 東アジア

の経済発展 ・ 相互依存関係の深化に伴 う 環境負荷の変化

やそれへの リ ージ ョ ナル ・ ナシ ョ ナル ・ ローカルレベル

の政策対応の変化を定量分析 と 比較制度分析を用いて行

う と と も に、 中国 と タ イ を対象 と し て、 グ ローバルレベ

ルの気候変動問題への対応がナシ ョ ナル及びローカルレ

ベルの環境汚染や貧困削減を同時に も た らすプロ ジ ェ ク

ト を構想し、 そ こ か ら生じ る様々な便益 と その帰着を評

価し、 実現可能性を検討する。

〔内容および成果〕

　 世界経済のグ ローバル化や地球規模の環境問題が進行

する中、 企業の環境配慮型経営の実施 と 促進が求め られ

る よ う になっている。 一方、 国際比較研究を も と に環境

配慮型経営の推進構造を解明し、 その推進条件を検討し

た研究は、 これまで十分でなかった。 そ こ で本研究では、

日本企業及び中国企業におけ る環境配慮型経営の実施内

容 と その促進要因を定量化し て抽出し た上で、 環境配慮

型経営の促進要因 と 実施の因果関係モデルを構築し、 促

進要因によ る環境配慮型経営の実施への影響度を解析し

た。 その上で、 日中企業におけ る環境配慮型経営の推進

構造を比較し、 中国企業の環境配慮型経営の推進条件を

検討し た。 こ の結果、 以下の点が明ら かになった。 日本

企業においては、 環境配慮型経営の主要な推進要因は、

厳しい国内の法規制 と、 ステーク ホルダーの要求及び海

外の規制であ る。 他方、 中国企業においては、 海外の規

制に影響を受けた国内の法規制 と、 ステーク ホルダーか

ら の要求によ る影響の下で、 業績の報酬への直結など と

いった社内体制の整備が行われ、 環境配慮型設計及び資

源回収などの利益追求的活動が推進されている。

〔備考〕
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10） 　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評

価指標に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1012BA003

〔担当者〕 ○久保田泉 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 アジア太平洋地域は気候変動に対 し て最 も 脆

弱な地域の一つであ り 、 今世紀中に急速な人口増加 と 経

済開発が進む結果、 気候変動に対する脆弱性は一層増大

かつ複雑化する と 懸念される。 また、 政策立案 ・ 実行面

で も、 適応策の効果を評価する実践的方法の確立が強 く

望まれている。 以上の国際的背景をふまえて、 本研究で

は、 (1) 国際的な適応政策の現状の把握、 (2) 気候変動に

対する脆弱性 ・ 影響 ・ 適応効果評価指標の開発、 (3) その

検証のためにアジアの 2 つのデルタ ( メ コ ン、 ガンジス )

における ケース ス タデ ィ の実施、 (4) 研究 ・ 教育 ・ 政策検

討の国際的ネ ッ ト ワーク に向けた発信を目指す。

〔内容および成果〕

(1) 　 国際レベルにおけ る適応支援策が多国間協力を志向

するのか否か、 並びに、 拘束力の強い も のあ るいは自主

的な も ののいずれを志向するかについて、 各種文献に基

づいて分析し た。 その結果、 同枠組みは、 今後、 「拘束力

の強い」 「多国間中心」 の世界を志向 し てい る こ と がわ

かった。

(2) 　 ベ ト ナムの適応策を支援し ている資金供与制度の効

果 ・ パフ ォーマン ス を比較 ・ 分析し た。 その結果、 ベ ト

ナムの適応策推進において、二国間 ODA 国家・省レベル

資金供与制度が相対的に効果 ・ パフ ォーマン スが高い こ

と を導いた。

(3) 　 現行制度の資金配分についての メ リ ッ ト 及びデ メ

リ ッ ト を明ら かにし、 資金供与制度設計にあたって留意

すべき点を明らかにし た。

〔備考〕

11） 　 モバイルテ ク ノ ロジーを応用 し た新 し い都市環境

モニ タ リ ングシステムの研究

〔研究課題コー ド〕 1012CD008

〔担当者〕 ○一 ノ 瀬俊明 （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

12） 　 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発 と その

応用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD010

〔担当者〕 ○宮脇幸治 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 本研究の目的は、 分位点回帰モデルに対し て、

(1) シ ミ ュ レーシ ョ ンに よ る新たな推定方法の開発、 (2)

新たな分位点回帰モデルの開発、 (3) 現実の経済問題への

応用を行 う こ と であ る。

〔内容および成果〕

平成 23 年度は、分位点回帰モデルに応用する ための基盤

的研究を引き続き行い、 空間情報を考慮し た統計的モデ

ル及びその推定手法に関する研究を行った。 また研究し

た方法を用いて実証研究を行った。

〔備考〕

本研究は、 神戸大学古澄英男教授を研究代表者 と し、 下

関市立大学森邦恵准教授、 千葉大学各務和彦准教授 と の

共同研究であ る。

13） 　 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に

関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1014BA001

〔担当者〕 ○肱岡靖明 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 増井利彦， 花崎直太， 金森有子， 日引

聡， 松橋啓介， 原沢英夫

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 26 年度 （2010 ～ 2014 年度）

〔目 　 的〕 日本全国を対象と し て、 複数の異なる気候安定

化レベルや適応政策に応じ た影響量及び適応策の効果を

評価する ための統合評価モデルを開発 ・ 改良する。 また、

S-8-1(2)-(9) な らび S-8-2 と連帯し て、都道府県や市町村レ

ベルで利用可能な温暖化影響の簡易推計ツールを開発す

る。 さ ら に、 各テーマが比較 ・ 総合化が可能な形で温暖

化影響及び適応策効果の評価を実施出来る よ う に、気候・

社会経済シナ リ オに関する手法整理 ・ 開発を支援する。

〔内容および成果〕

・ 統合評価モデルを用いて作成される影響関数を実装し、

複数の気候安定化シナ リ オ下におけ る全国レベルの影響

と、 その影響を適応策によ ってどの程度軽減でき るかに

ついて予備的見当を行った。 ま た、 テーマ 1(2) ～ (9)、

テーマ 2 と連携し て温暖化影響の簡易推計ツールを試作

し た。

・ IPCC 第五次評価報告書にむけ各国気候モデルチームか

ら新規に提供される気候予測情報を網羅的に収集 ・ 整理

し、 サブテーマ (1)( 温暖化影響評価 ・ 適応政策支援のた

めの統合評価モデルの開発 ) で開発 ・ 改良される統合評

価モデルへの取入れを試みた。 また、 テーマ 1(2) ～ (9)
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が必要 と する気候シナ リ オの開発を支援し た。 さ ら にサ

ブテーマ (1) ・ テーマ 1(2) ～ (9) で必要な全国レベルの社

会経済シナ リ オを検討し た。

〔備考〕

環境省環境研究総合推進費 S-8-1(1)「統合評価モデルによ

る温暖化影響評価 ・ 適応政策に関する研究」

14） 　 高解像度気候変動シナ リ オに基づ く 大都市圏の風

水害脆弱性評価

〔区分名〕 委託請負

〔研究課題コー ド〕 1015MA001

〔担当者〕 ○山形与志樹 （地球環境研究セン ター） ， 瀬谷

創， 中道久美子， 哈斯巴干， Yang Jue

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 27 年度 （2010 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 人間活動に起因する地球温暖化に よ る気候変

動の影響は、 生態系、 淡水資源、 食糧、 産業、 健康など

広範囲の分野に及ぶ。 緩和策を講じ た と し て も気候変動

は数世紀にわたって続 く ため、 今後さ らに頻度が上がる

可能性があ る異常気象 （極端な高温、 台風 ・ 梅雨などに

よ る集中豪雨、 渇水） が海面上昇など と 重複し て発生し

た場合、 これまでの リ ス ク評価に基づ く 都市 ・ 地域計画

では対処でき な く な る こ と が懸念される。 そのため、 異

常気象に伴 う 水災害 ・ 農業被害の頻度や規模など気候変

動影響の特性及び社会システムの脆弱性変化について分

析 ・ 予測 ・ 評価を実施し、 大都市圏におけ る気候変動影

響への適応策を検討する ための研究開発が急務 と なって

いる。 本研究では、 低炭素化社会 と 気候変動へ適応し た

社会の実現のために、 大都市圏特に東京都市圏を対象 と

し て、 自治体の適応戦略の策定 ・ 検討に資する科学的知

見を提供する ためのシ ミ ュ レーシ ョ ン技術の開発を目的

とする。

〔内容および成果〕

　 温暖化適応策検討のための、 土地利用 ・ 交通の相互作

用を扱 う 土地利用シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルの構築のため

に必要不可欠なデータセ ッ ト の整備を行った （建物密度、

人口、 地域内総生産、 建物、 所得、 交通、 資産分布など）。

また、 東京 23 区、 東京都市圏を対象 と し たプロ ト タ イプ

モデルの構築に取 り 組み、 整備 し た実デー タ を用いて

キ ャ リ ブレーシ ョ ンを行った。 さ ら に、 実務者 ・ 研究者

と の意見交換会を実施し、 現実的な適応策に関する検討

を開始し た。

〔備考〕

15） 　 国際レベルにおける フ ロ ン類の排出抑制策の促進

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ001

〔担当者〕 ○花岡達也 （社会環境システム研究セン ター），

亀山康子， 久保田泉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 気候変動やオゾ ン層破壊に対する国際条約は

個別に存在し、 条約間での連携が十分ではない。 例えば、

京都議定書は CO2, CH4, N2O, HFCs, PFCs, SF6 のみに限

定し た排出削減目標であ り 、 他の温室効果ガス排出に関

し ては規制の対象外であ る。 一方、 モン ト リ オール議定

書は、 CFCs や HCFCs 等をオゾン層破壊物質 と し て定め

たが、 これらは温室効果ガスで も あ り 、 生産量 ・ 消費量

の段階的廃止が定め られている も のの、 排出への規制は

定められていない。 特に、 途上国の HCFCs はまだ規制段

階でないため消費量は増加傾向にあ り 、 排出量規制がな

いため排出が容認されている。 近年、 特に途上国におけ

る対処を促す声が高ま っているが、 国際的な議論は十分

に進んでいないため、 こ の問題に注目し、 国際制度を分

析し、 その対処の効果を検討する。

〔内容および成果〕

　 (1) モ ン ト リ オール議定書で規制対象 と な っ てい る

CFCsやHCFCs等のバン ク対策、(2)京都議定書で先進国だ

けが排出規制されている HFCs, PFCs, SF6、(3) 現在どち ら

の議定書でも対象と なっていないその他ガス、に分けて、

それぞれいかな る 制度で対策を講 じ る べ き か を検討 し

た。(1) に関し ては、二国間協力が促進する よ う な枠組み、

(2)(3) については、 モン ト リ オール議定書で生産 ・ 消費規

制しつつ、気候変動枠組条約の下で 2015 年の合意を目指

し て交渉されている新たな国際枠組みで排出規制を同時

並行で課す可能性を検討し た。

〔備考〕

16） 　 金属鉱山の採掘跡を利用し た地下揚水発電の検討

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1111AQ007

〔担当者〕 ○内山政弘 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 風力発電の季節変動を緩和する ためには大容

量の蓄電システムが必要 と な る。 揚水発電はそのよ う な

シ ス テ ムの候補 と 考え ら れる。 揚水発電は上池、 下池、

立坑および発電機か ら構成される システムであ るが、 金

属鉱山の採掘跡には上池、 下池 と し て利用可能な空間、

および立坑が既設であ る。 こ こ では、 ( 旧 ) 新日鉄釜石鉱

山の採掘跡を用いた地下揚水発を検討する。

〔内容および成果〕
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　 釜石鉱山採掘跡の詳細なデジ タル立体図を作成し た。

実証試験予定地付近の湧水および温湿度の測定を行って

いる。 コ ス ト を低減でき る採掘方法および池の構造の検

討を行った。

〔備考〕

17） 　 有限性を考慮し た資源・環境に関する評価手法開発

〔区分名〕 名古屋大学管理

〔研究課題コー ド〕 1111ZZ001

〔担当者〕 ○藤井実 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 持続可能な社会の構築のためには、 適切な評価

指標を作成し、 適宜必要な対策の提言、 修正を行ってい

く 必要があ る。 本研究では主 と し て環境効率指標の分母

に相当する、 広義の環境負荷 （汚染物質の排出に加え、

資源消費など も含む） について定量化する指標 （占有率

指標） を作成し、 その有効性について事例研究を通し て

確認し、必要に応じ て指標体系の修正を行 う もの とする。

〔内容および成果〕

　 有限性を考慮し た資源 ・ 環境に関する評価手法 と し て

これまで開発し て き た、 占有率時間を指標 と する評価体

系を よ り 精緻化する と と も に、 評価事例を拡充し てその

有効性の確認や改善を行った。 森林の整備によ る生態系

保全や、 バイオマス活用によ る温室効果ガス及び資源消

費の削減 と、 経済性の両立の観点か ら、 低コ ス ト の木材

生産技術に関する事例を調査 ・ 分析する と と も に、 リ サ

イ クルの事例において、 労働を加えた評価を実施し た。

〔備考〕

18） 　 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する

最新研究情報の収集と整理

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ002

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター），増

井利彦， 肱岡靖明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 温暖化影響 ・ 適応な らびに持続可能な開発に関

する、 特に 2006 年以降に公表された研究論文 ・ 報告等を

幅広 く 調査 ・ データベース化し、 当該分野の研究の進展

状況を把握する と と もに、 研究担当者らの IPCC 第 5 次

評価報告書 （IPCC-AR5） での執筆分野に関し て、 政策支

援の視点か ら、 それらの研究論文 ・ 報告が示す科学的知

見の評価を実施する。

〔内容および成果〕

　 IPCC-AR5 において評価対象 と な る研究文献の網羅的

収集 と 整理を実施し た。 また、 収集 ・ 整理し た文献か ら

情報抽出し、適応の実施事例、評価事例、評価手法 と いっ

た括 り での整理を行 う ための仕組みについて検討し た。

〔備考〕

19） 　 地球温暖化問題における リ ス ク アプ ローチの概念

整理と課題検討

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ003

〔担当者〕 ○高橋潔 （社会環境システム研究セン ター），久

保田泉

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 温暖化問題に関する リ ス ク評価 ・ 管理を扱 う 研

究への注目が高ま っているが、 各研究での 「 リ ス ク」 の

捉え方はまちまちであ り 、 各研究の位置関係について も

う ま く 整理されていない。 本研究では、 国立環境研究所

内での温暖化 リ ス ク管理に関する研究展望の検討の支援

を視野におき、 温暖化問題におけ る リ ス ク アプローチの

概念整理を目指すものであ る。

〔内容および成果〕

　 既存文献の収集 ・ 整理を進める と と も に、 所内の多分

野の研究者を集めた所内意見交換会を複数回実施し た。

温暖化 リ ス ク管理について概念提案する文献が近年様々

公表されているが、 適応策の検討 ・ 実施に関する地域的

な ス ケールの リ ス ク管理について論じ ている も の と、 主

と し て緩和策の検討 ・ 実施に関する全球的なス ケールの

リ ス ク管理について論じ ている も のがあ り 、 両者を区別

し て概念整理する こ と の重要性が指摘された。

〔備考〕

20） 　 気候変動と 洪水 リ ス クの経済分析～洪水被害額の

推計と洪水リ スクモデルの構築

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ006

〔担当者〕 ○岡川梓 （社会環境システム研究セン ター），日

引聡， 宮脇幸治， 須賀伸介

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 現在の治水対策は、 １ 級河川で 50 年に一度、 ２

級河川以下では 30 ～ 40 年に一度の豪雨に対する安全性

を目標に進められてき た。 しかし、将来、気候変動によ っ

て、 洪水の強度 ・ 頻度が上昇する こ と が指摘されてお り 、

現在の治水対策ではこれまで と 同じ安全レベルが確保さ

れな く な る と 言われている。 し たがって、 将来、 気候変

動によ る影響が深刻化し た場合に備えて、 適応策 と し て

の視点を組み入れて、 現行の治水対策を見直すこ と が求
―  212  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
められている と言え る。 

　 こ う し た背景から、本研究は東京都を対象と し て、（ １ ）

気候変動によ る洪水被害の変化の可能性を定量的に把握

し、 （ ２ ） 堤防や下水整備 と いったハード面の対策だけで

な く 、 土地利用の見直し と いった制度によ る対策の費用

と便益を明らかにする こ と で、 （ ３ ） 温暖化適応策 と し て

の視点を組み入れた治水対策を提案する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 データの収集 と 整備を行い、 洪水 リ ス ク モ

デルの構築を行 う と と もに、洪水被害額の推計を行った。

　 まず、 プロ ビ ッ ト モデルを応用し、 地理情報や行政区

分 と いった情報をを説明変数 と し て用いて、 あ る地点が

浸水区域に含まれる確率をモデル化し た。 こ こ で、 説明

変数の中に 「その地点の浸水 リ ス ク レベルには影響する

が、 地価には影響を持たない変数 （操作変数）」 を加えて

モデルを構築し、 推計されたモデルに基づ く 浸水予測確

率をヘ ド ニ ッ ク地価関数の浸水 リ ス ク変数 と し て使用す

る こ と で、 除去変数バイ ア ス を考慮し た洪水被害額を計

測する こ と ができ る。 「最寄 り 河川までの距離」 と 「 く ぼ

地指標」 が操作変数 と し て妥当であ る こ と を統計的に検

証されたため、 説明変数に加えた。

　 次に、操作変数を加えた洪水 リ ス ク モデルに基づいて、

各地点の予想浸水確率を説明変数 と し、 除去変数バイ ア

ス を考慮し た上で、 ヘ ド ニ ッ ク地価関数を推計し た。 そ

の結果、 洪水 リ ス ク に直面し ている地点の地価は、 平均

で約 9.29％低下し ている こ と がわかった。 この推計結果

を用いて単位面積当た り の洪水被害額を計算し た と こ ろ

1,085,666 円 /m2 に上 り 、東京都によ る試算結果約50,000円

／ m2 や、水害統計によ る 33,199 円／ m2 に比べて著し く

大きい値と なった。

〔備考〕

2011 年終了予定の課題 「地球温暖化適応策 （洪水対策）

の費用便益分析」 から変更。

旧課題コード ： 0911AE008

21） 　 コベネフ ィ ッ ト 型都市開発プロジ ェ ク ト

〔研究課題コー ド〕 1112MA001

〔担当者〕 ○藤田荘 （社会環境システム研究セン ター），金

田百永

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

22） 　 国立環境研究所における省エネルギー対策シ ミ ュ

レーシ ョ ン と 事後分析 に基づ く 持続可能なワー ク

ス タ イルの実証研究

〔区分名〕 震災対応

〔研究課題コー ド〕 1113AR001

〔担当者〕 ○芦名秀一 （社会環境システム研究セン ター），

田邊潔， 松橋啓介， 藤野純一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 東日本大震災等に よ る東京電力管内の電力需

給逼迫を受けて、 大口需要家に対し て夏期のピーク カ ッ

ト が要請されている。 また、 昨夏の猛暑ではエネルギー

費用の増加によ り 財政逼迫を招 く など、 研究所の活動に

おいて省電力化を進める必要性は高ま っている。

　 本研究では、 実績値に基づ く 分析や対策事前事後の

フ ォ ローア ッ プを通じ て、 研究所において短期的に夏場

のピーク カ ッ ト を、 中長期的に省電力型のワーク ス タ イ

ルの実現を目指す。

〔内容および成果〕

１ . 実績値データの収集 ・ 分析

　 研究所のエネルギー管理担当部署で収集し ている毎時

の電力データ を も と に、 年度ご と に毎時棟別電力消費量

を集計し、 大型機器設置状況、 PC の通信状況等の所内統

計データ を加えた分析によ り 、 （1） 実験機器等によ る定

常的な負荷、 （2） PC 等の職員の勤務によ り 生じ る負荷、

（3） 空調負荷、 等に分解し た。

　 こ れま で研究所においては毎月の電力消費量のみ集

計、 公開されていたが、 どのよ う な要因によ り 電力が消

費されているかを明示的に示すこ と ができ、 節電計画策

定および評価におけ る基礎資料を準備、 逐次提供する こ

と ができ た。 後述する事後アンケー ト の結果を受けて も

なお、 5％程度の電力消費要因が不明であ るが、 ほぼ国立

環境研究所におけ る電力消費要因を同定でき、 当初の目

標は達成でき た と いえる。

２ . 省電力オプシ ョ ン と 目標達成プ ラ ンの検討 と 見え る

化によ る リ アルタ イ ムモニタ リ ングシステムの整備

　 前項にて整備し たデータに基づき、 研究活動への影響

を最小限に し つつ省電力が達成で き る オプシ ョ ン を整

理、 定量評価し、 節電目標値 （契約電力比マイナス 20%）

は、 所全体の努力が必要ではあ る も のの、 達成可能であ

る こ と を確認し た。 また、 電力消費量計測機器を用いて、

PC や実験機器等複数のサンプルを対象に、実験機器の設

定変更、 特殊空調の設定変更や実験設備集約等によ る電

力消費変化を実測し て積み上げ的に省電力効果を把握し

た。 また、 イ ン ト ラ ネ ッ ト 上に毎分の所全体の電力消費

量 と、 毎時の棟別電力消費量の見え る化シス テムを設置

し、 昨年度の電力消費量も表示する こ と で、 現在の所全

体や棟別の節電努力の効果を把握でき る よ う にし た。 ま

た、 こ のシス テムで記録される電力消費量データ を各自

の PC へ取 り 込み、 毎時電力消費量の推移や合計値、 平
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均の算出が可能と なるプロ グ ラ ム群を開発し た。

　 これまでの電力情報収集システム （SOINS50 と電源監

視盤） では、 情報は毎正時に出力される こ と と、 棟別の

電力消費量の算出には手作業での計算を要する など、 即

時性に欠け る も のであった。 そ こ で、 本研究の一環 と し

て、 他の資金 と 組み合わせる こ と で リ アルタ イ ムモニ タ

リ ングシステムを設置し、 毎分の所全体の電力消費量 と

毎時の棟別電力消費量を イ ン ト ラ ネ ッ ト 上で確認でき る

システム を設置し た。 これによ り 、 電力消費量が節電目

標値に近づいた時に、 所員が自律的に節電行動を と る こ

と のでき る基盤を整備し た。

３ . 対策のフォ ロ ーアッ プと 省電力ワ ーク ス タ イ ルの提案

　 今夏の実デー タ に基づ く 対策の フ ォ ロ ーア ッ プ と し

て、 実際の削減効果を分析、 検証する と と も に、 研究活

動今夏の実デー タ に基づ く 対策の フ ォ ロ ーア ッ プ と し

て、 各室の節電への対応や研究活動への影響を把握する

ためのアンケー ト を実施し た。 こ のアンケー ト よ り 、 24

室が部屋その も のを閉鎖し た こ と、 2 割のプ リ ン タが停

止し ていた こ と、 7 割のポ ッ ト が停止し ていた こ と、 8 割

の部屋が照明の削減 ・ 間引き など を実施し ていた こ と が

明ら かになった。 また、 節電ア ク シ ョ ンプ ラ ンに示され

た対策の採用有無については、 冷房や待機電力カ ッ ト 、

ポ ッ ト 等の削減 と いったすぐに対応でき る対策について

は 8 割～ 9 割の回答者が実施し たが、 囲い等の導入によ

る空調対象容量の削減や部屋単位での夏期休暇、 業務時

間シフ ト と いった費用やラ イ フプ ラ ンそのも のに関わる

対策は1割強の実施率に と ど ま る こ と が明らか と なった。

　 照明については、 節電期間終了後 （10 月以降） も 65%

の部屋が削減 ・ 間引き を実施し てお り 、 継続性の高い節

電対策であ る こ と が示唆されている。

〔備考〕

本研究は、 電力抑制委員会並びに同委員会下に組織され

た電力使用状況等情報整理ワーキンググループの活動 と

緊密な連携を維持しつつ実施する ものであ る。

23） 　 低炭素社会を実現する街区群の設計 と社会実装プ

ロセス

〔研究課題コー ド〕 1113BA006

〔担当者〕 ○藤田壮 （社会環境システム研究セン ター），藤

井実， 平野勇二郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

24） 　 農林畜産業に由来する温室効果ガス排出量 と その

削減ポテンシャルの将来推計

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1113CD014

〔担当者〕 ○長谷川知子 （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 アジアに重点を置 く 世界 35 地域を対象に、2005

～ 2050 年における農林畜産業に由来する GHG 排出量 と

GHG削減対策の導入によ る削減の可能性について検討す

る こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 農畜産業・森林・土地利用変化 (Agriculture, Forestry and

Other Land Use, AFOLU) 部門での対策の選択や削減効果

を推計する ため、 AFOLU 排出削減評価モデル (AFOLU

Bottom-up Model, AFOLUB) を開発し、東南アジア諸国 ( イ

ン ド ネシア、 マレーシア、 ベ ト ナム等 ) へ適用し た。 モ

デル開発は京都大学 と の共同で行い、 関連する文献のレ

ビ ューを基に、 特に、 温室効果ガス排出 と それに対する

具体策の実施について、 実際の現象はどのよ う でその中

のどの部分をモデル と し てど う 記述するかについて重点

を置いて議論を重ね十分に検討し た。 モデルへの入力 と

なる将来のシナ リ オ (想定 ) の策定及び温暖化対策のデー

タベースの構築に当た り 、 対象 と する国固有の条件を反

映させる ため、 各国政府によ る統計書や将来計画書等を

参照し た。 AFOLUB の一部であ る森林 ・ 土地利用変化モ

ジ ュールの開発に当たっては、 イ ン ド ネシアの専門家 と

の打ち合わせを開催する機会を頂き、 そ こ で頂いたア ド

バイ ス、 関連文献及びデータ をモデルの定式化及びデー

タに反映させた。 マレーシア、 ベ ト ナムについて も各国

の行政機関及び専門家か ら頂いたア ド バイ ス を フ ィ ー ド

バッ クする こ と でモデルの改良を進めた。

　 以上か ら得られた成果の一部 と し て、 農畜産業に関す

るモジュールの開発と マレーシアへの適用、 AFOLUB の

イ ン ド ネシアへの適用についてそれぞれ和文論文 と し て

ま と め、 現在投稿中であ る。 また、 AFOLUB の各国への

適用をそれぞれ国際学会にて発表する予定 (受理済み ) で

あ る。

〔備考〕

25） 　 市民および企業などの自主的な環境活動の理論お

よび効果に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ001

〔担当者〕 ○森保文 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 良好な環境を維持 ・ 改善し てい く 上で、 市民参

加および企業の協力が重要であ る こ と は今や論を待たな
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い。 これら自主的な環境事業への参加についての理論や

効果を明ら かにする こ と で、 今後の支援策の方向決定に

有用な情報を提供する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 ボ ラ ンテ ィ アを効果的に募集する ため、 ボ

ラ ン テ ィ ア活動の種類に よ る 参加要因の差異について

WEB 調査のデータ を用いて解析し た。 その結果、 応募者

の持つボ ラ ンテ ィ アに対する動機および社会背景か ら、

興味を持ちやすいボ ラ ンテ ィ ア活動の種類を選択する こ

と が可能と考え られた。

〔備考〕

26） 　 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資す

る情報整備

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ008

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

高橋潔， 花岡達也， 金森有子， 明石修， 藤森真

一郎， 申龍熙， 岩渕裕子， 戴 瀚程

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 社会環境シ ス テ ム研究セン タ ーが中心 と な っ

て行 う 持続可能社会転換方策研究プロ グ ラ ムでは、 持続

可能社会の実現に向けたモデル開発 と 対策の評価が主た

る課題 と な る。 こ う し たモデル開発に資する情報を提供

する こ と を目的 と し て、 持続可能社会や温暖化問題を対

象に、 既存の将来予測や将来シナ リ オの収集、 対策の評

価手法の検討、 モデル開発に必要 と な るデータ整備を経

常研究と し て実施する。

〔内容および成果〕

　 わが国を対象 と し た持続可能者のモデル化に必要 と な

るデータ を地域別に収集する と と もに、推進費 A-1103 で

議論されている共通社会シナ リ オ SSP の日本への適用に

ついて議論を行った。

〔備考〕

持続可能社会転換方策研究プロ グ ラ ム、 地球温暖化研究

プロ グ ラ ム と関係する課題であ る、

27） 　 環境計画、 ラ イ フス タ イルのための基礎的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ017

〔担当者〕 ○青柳み ど り （社会環境シ ス テ ム 研究セ ン

ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 持続可能性のあ り 方 ・ 実現方策に資す る ため

に、 地方自治体におけ る環境計画策定、 ラ イ フ ス タ イル

のための基本的考え方、 手法等についての基礎的な知見

を提供する ための研究を行 う 。

〔内容および成果〕

　 UNEPの持続可能な ラ イ フ ス タ イル調査などに協力し、

報告書の分担執筆を行 う と と もに、 UNEP の監修のも と

にパー ト ナーであ る電通総研 と と もに全体報告書の和訳

版を作成し一般に配布を行った。

〔備考〕

28） 　 環境保全のための環境政策 ・ 制度設計の有効性 ・ あ

り方に関する基礎的研究

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ001

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究セン ター），須

賀伸介， 久保田泉， 岡川梓， 宮脇幸治

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 環境問題を解決する ために、 炭素税や排出量取

引制度、 税のグ リ ーン化、 グ リ ーン電力固定料金買取制

度や RPS(renewables portfolio standard) 制度など、 さ まざ

ま な政策手段が提案 さ れてい る。 どの よ う な政策に も、

望ま しい効果 と 副作用が存在する。 こ のため、 これらの

政策効果を明ら かにする と と も に、 望ま しい政策 ・ 制度

のあ り 方を明らかにする こ と は、 持続可能な社会を作 り

上げてい く 上で重要な研究課題であ る。

　 環境政策の実施は、 企業や消費者に さ ま ざ まな イ ンセ

ンテ ィ ブを与え る。 し たがって、 企業や消費者の行動を

低環境負荷的な方向へ誘導する ために、 企業や消費者の

イ ンセンテ ィ ブの構造を分析する （企業や消費者の意思

決定の構造をモデル化） 必要があ り 、 それに基づいて、

環境政策の有効性 （環境負荷を低減させる効果を もつか

ど う か、 その政策が社会的利益を増進するかど う か） を

評価する必要があ る。

　 こ のよ う な観点から、 本研究では、

(1) さ まざまな環境政策を対象に、 その有効性を理論モデ

ルを用いて明らかにし た う えで、 企業や消費者の意思決

定をモデル化 （定量モデルの構築） し、 環境政策の有効

性の評価お よ び制度設計に関す る 基礎的研究を実施す

る。

(2) さ らに、 望ま しい環境政策 ・ 制度設計のあ り 方を検討

する。

〔内容および成果〕

今年度は以下の研究を実施し た。

(1) 環境政策が家計行動や家計負担に与え る影響の研究

　 本研究では、 2010 年 1 月に首都圏の家庭部門を対象に

行った調査を基に、 家庭部門のエネルギー関連機器の保

有状況を把握する と と も に、 エネルギー需要の要因を分
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析し た。 調査結果か ら、 住宅の属性によ って暖房器具の

保有状況やエネルギー利用が異な り 、 賃貸住宅でエネル

ギーの使用量が多い こ と がわかった。 また世帯のエネル

ギー使用量は、 所有し ている暖房器具に影響を受け る こ

と、 製造年が新しい冷蔵庫ほどエネルギー使用量が抑え

られている と い う 結果 と なった。 以上の結果から、 家庭

部門の排出削減のためには、 高効率エネルギー機器への

買い替え促進や、 賃貸住宅に住む世帯や家主に対し て、

どのよ う に省エネルギーのイ ンセンテ ィ ブを付与するか

が重要と なる こ と が示された。

(2) 自然エネルギー導入 ・ 普及先に関する研究

　 固定料金買取制度、 RPS 制度の経済分析に関する理論

研究のレ ビ ューを行い、 ベース と 理論的なフ レーム ワー

ク を構築し、 政策の効果の有効性を比較し た。 その結果、

1) 固定料金買取制度の導入は、 自然エネルギーの導入促

進効果が、 RPS よ り も大きいこ と、 2) しかし、 RPS 制度

の方が、 非自然エネルギーの発電量を抑制する効果が大

きいこ と、 3) このため、 費用便益の観点から、 固定料金

買取制度と RPS 制度のどち らが望ま しいかについて明ら

かにする ために、 今後、 経済厚生を考慮し た分析を実施

する必要があ る こ と、 が明らか と なった。

(3) 気候変動によ る災害の被害救済に関する制度研究

　 本研究では、 気候変動への適応 と リ ス ク管理をめぐ る

議論の状況や、 途上国におけ る天候保険に関する事例等

を踏まえ、 適応関連の支援のための国際保険 メ カニズム

構築に向けて乗 り 越え るべき課題を抽出し た。関連文献・

資料のレ ビ ューよ り 、 こ のよ う な天候保険プロ グ ラ ムの

形式での先進国や国際機関によ る介入は、 途上国におい

て災害保険を利用可能な も のにし、 災害 リ ス ク の低減に

つながる こ と、 また、 保険開発に必要なデータ収集など

についての能力構築を併せて行えば、 途上国の能力構築

にも貢献する可能性があ る こ と を明らかにし た。

〔備考〕

29） 　 アジア地域の低炭素社会シナ リ オの開発

〔研究課題コー ド〕 1116KB001

〔担当者〕 ○藤野純一 （社会環境システム研究セン ター），

甲斐沼美紀子，芦名秀一，須田真依子，加用現空

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

【関連課題】

30） 　 持続的経済発展の可能性

〔研究課題コー ド〕 0811CD004

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

31） 　 サンゴ礁共存 ・ 共生未来戦略

〔研究課題コー ド〕 0812CD008

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

32） 　 全球水資源モデルとの統合を目的と し た水需要モデ

ル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適用

〔研究課題コー ド〕 0911AG003

〔担当者〕 ○日引聡 （社会環境システム研究セン ター），花

崎直太， 増井利彦， 肱岡靖明， 岡川梓， 金森有

子， 久保田泉， 須賀伸介， 一 ノ瀬俊明， 高橋潔，

藤森真一郎， 宮脇幸治

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

33） 　 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策

決定に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0911BA002

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

34） 　 里山･里地･里海の生態系サービ スの評価 と 新たな

コ モンズによる自然共生社会の再構築  

〔研究課題コー ド〕 0911BA007

〔担当者〕 ○岡寺智大 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

35） 　 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制

度構築をめざ し て

〔研究課題コー ド〕 0911CD010

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

36） 　 東アジアにおける排出イ ンベン ト リ の高精度化 と

大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コー ド〕 0913BA001

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 藤田壮，

増井利彦， 花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

37） 　 アジア を対象と し た低炭素社会実現のためのシナ

リ オ開発

〔研究課題コー ド〕 0913BA002
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〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

藤野純一， 花岡達也， 金森有子， 芦名秀一， 明

石修， 岩渕裕子， 高橋潔， 肱岡靖明， 甲斐沼美

紀子， 加用現空， 須田真依子， 戴 瀚程， 藤森真

一郎

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

38） 　 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプシ ョ ン と その形成過程の研究

〔研究課題コー ド〕 0913BA006

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター），

久保田泉， 森田香菜子

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

39） 　 温暖化対策 とのコ ベネ フ ィ ッ ト 評価も含めた総合

的な大気汚染物質削減シナ リ オの策定

〔研究課題コー ド〕 0914BA001

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

花岡達也

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

40） 　 世界の持続可能な水利用の長期ビジ ョ ン作成

〔研究課題コー ド〕 0914KB001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 26 年度 （2009 ～ 2014 年度）

41） 　 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立 と寿

命分布の国際比較分析

〔研究課題コー ド〕 1011CD003

〔担当者〕 ○小口正弘 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

42） 　 地域活性化をめざ し たバイオマス利用技術戦略の

立案手法の構築

〔研究課題コー ド〕 1012BE003

〔担当者〕 ○稲葉陸太 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

松橋啓介

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

43） 　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ

ル活動の展開と普及 『久米島応援プロジ ェ ク ト 』

〔研究課題コー ド〕 1012MA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

浪崎直子， 石原光則， 林誠二

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

44） 　 全球水資源モ デル を利用 し た実時間シ ミ ュ レ ー

シ ョ ンによる世界の旱魃 ・ 洪水リ スク検出

〔研究課題コー ド〕 1112CD001

〔担当者〕 ○花崎直太 （地球環境研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

45） 　 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮

し たわが国の温暖化政策の効果と影響

〔研究課題コー ド〕 1113BA002

〔担当者〕 ○増井利彦 （社会環境システム研究セン ター），

肱岡靖明， 花崎直太， 金森有子， 高橋潔， 藤野

純一， 花岡達也， 芦名秀一， 甲斐沼美紀子， 藤

森真一郎， 明石修， 戴 瀚程， 岩渕裕子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

46） 　 広域アジアの市民社会構築と その国際政治的課題

〔研究課題コー ド〕 1113CD001

〔担当者〕 ○亀山康子 （社会環境システム研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

5.(8) 　 環境計測研究分野における研究課題

1） 　 ラ イダーおよび地上モニ タ リ ングネ ッ ト ワークによ

るエアロゾル動態解明

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0812CD003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター），西澤智明

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 24 年度 （2008 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク、 地上観測データ と地域

化学輸送モデルを用いてエア ロ  ゾル分布 と 動態を把握

し、 地域毎のエア ロ ゾル種、 エア ロ ゾル濃度の気候学的

な特徴、 イベン ト 毎のエア ロ ゾル濃度変化などを明らか

にし て、 植物影響、 健康影響研究と連携する こ と を目 的

と する。 特に気象条件に依存する高い時間分解能のエア

ロ ゾル濃度分布の変化に注目し、 植物影響、 健康影響の

指標と なるパラ メ ータ と時間ス ケールを検討する。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所を中心に東アジアに展開し ている ラ イ

ダーネ ッ ト ワーク の主な地点のラ イ ダー (2 波長偏光ラ イ

ダー) に窒素のラマン散乱測定用チャ ンネルを追加し、夜

間大気下層の消散係数を後方散乱 と は独立に自動計測で

き る よ う に改良し た。 本年度はタ イ国ピマ イのラ イ ダー

のラ マン散乱受光系を整備し、 本研究で計画し た全 ５ 地

点のラ イ ダーの改良を完了し た。 継続的なネ ッ ト ワーク

観測を行 う と と も に、 ラ マン散乱を含むデータ処理手法
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を開発し た。 硫酸塩、 ブ ラ ッ ク カーボン、 黄砂、 海塩の

４ 種類のエア ロ ゾルの分布を推定する アルゴ リ ズムを開

発し観測データに適用し て評価し た。 一方、 昨年度に引

き続き、 ラ イ ダーネ ッ ト ワーク から得られる地上付 近の

黄砂消散係数 と 球形エア ロ ゾルの消散係数の継続的デー

タ を エア ロ ゾルの健康影響に関す る 疫学研究に提供 し

た。 健康影響研究において重要な黄砂 と 大気汚染の混合

状態を連続的にモニ タ リ ングする ために偏光パーテ ィ ク

ルカ ウ ン ター （偏光 OPC） を導入し、 前方散乱 と後方散

乱の偏光成分の ３ チャ ンネルの信号を粒子毎に記録する

計測システムを開発し た。 松江と福岡において偏光 OPC

によ る連続観測を開始し た。

〔備考〕

2） 　 健康的なアロマ環境創生をめざ し た植物成分の中枢

作用に関する研究

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 0813NA001

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 20 ～平成 25 年度 （2008 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 ス ト レ ス過多等現代の生活環境は悪化 し つづ

けている。 そ こ で、 香 り を活用し て、 健康的な環境を創

造する ための研究を行 う 。 具体的には、 香 り 成分の有効

作用を探索し、 明ら かにする こ と で、 健康的な環境を創

造するのに適し た香 り は何かを明らかにする。

〔内容および成果〕

　 23 種類の植物精油がマウ スの移所運動活性に及ぼす効

果について検討 し た。 結果、 ペパー ミ ン ト 、 テ ィ ー ト

リ ー、 カモ ミ ル、 タ イ ムに移所運動増加作用が見いだ さ

れた。 カモ ミ ルを GC/MS によ り 分析し た と こ ろ、含有成

分 と し てアンゲ リ カ酸イ ソ ア ミ ル、 アンゲ リ カ酸イ ソ ブ

チル等が見いだされた。

〔備考〕

3） 　 有機フ ッ素化合物の環境汚染実態と排出源について

〔区分名〕 地環研

〔研究課題コー ド〕 0911AH002

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター） ， 高澤嘉

一， 中山祥嗣， 吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス ト ッ ク ホ ル ム 条約への追加が決定 さ れた

PFOS 等のフ ッ素系界面活性剤の環境汚染実態な らびに

主要な汚染源の探索を、 全国の地方自治体環境研究機関

と の共同で推進する。 また、 あわせて分析手法の確立や

分析精度管理、 分析法立ちあげの支援などの活動を推進

し、 環境分析の底上げを図る。

〔内容および成果〕

　 関連学会を利用し た集会、 並びに参加機関全体会合を

通じ て、 全国各地におけ る フ ッ素系界面活性剤によ る汚

染実態、 発生源、 その増減傾向、 サンプ リ ング／分析法

の詳細などに関する情報交換を進めた。 また、 標準配付

な らびに共通試料の分析によ り データの相互比較検討や

精度管理作業を進めた。 これまでに見つかった各地の発

生源から の減少傾向が認め られる中で、 地下水汚染の存

在や、 大気を経由し た拡散などの状況がわかって きた。

〔備考〕

4） 　 風送ダス ト の飛来量把握に基づ く 予報モデルの精緻

化と健康 ・ 植物影響評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 0911BA005

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 松井一郎， 清水厚， 西澤智明， 原由香里

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 風送ダス ト （黄砂 ・ バイオエア ロ ゾル） の大気

物理 ・ 大気化学的解析、 気象学的解析 と モデル技術開発、

生物化学的検証、 動物実験学的検証を基にし て、 深刻化

する黄砂問題に関する社会的 ・ 行政的要求に応え る こ と

を基本目的 と する。 それに資する具体的な研究目的は、

（ １ ） 黄 砂 予 報 精 度 の 向 上 の た め の 実 用 モ デ ル

（MASINGAR） の改良、 （ ２ ） 影響評価研究のための黄砂

および大気汚染粒子の混在化情報を含む飛来量、 沈着量

分布および発生量の定量的把握、 （ ３ ） 動物実験研究によ

る健康被害の検証・機構解明 と疫学調査によ る影響評価、

（ ４ ） 沈着後の健康 / 自然生態系に影響を与え る よ う な風

送ダス ト 中の微生物種の同定 と その同定種の影響評価の

ためのサーベイ、 であ る。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所を中心に東アジアの20点に展開する ラ

イ ダーを中心 とする黄砂モニ タ リ ングネ ッ ト ワーク によ

る観測を継続し、 日本に飛来する黄砂の 3 次元的動態を

捉えた。 今年度観測し た主な黄砂は、 2011 年 4 月 9 ～ 14

日、 5 月 1 ～ 4 日、 5 月 12 ～ 17 日であった。 この う ち、

5月1～4日は比較的規模の大き な黄砂であった。2011年5

月上旬～中旬に発生し た黄砂現象日 （ラ イ ダーで確認）

おけ る健康影響を解析し た結果、 黄砂現象時にはアレル

ギーの有無を問わず、 眼、 鼻、 咽頭や下気道に影響があ

る こ と が明ら か と なった。 また、 日本に飛来し た黄砂を

係留気球 ・ 航空機を用いたサンプ リ ング し、 その試料の

分離培養 ・ 同定法によ って 21 菌株が、 メ タゲ ノ ム解析に
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よ って 107 菌株が、 耐塩性細菌分析によ って 39 菌株が、

それぞれ新たに発見された。

〔備考〕

大分県立看護科学大学、 金沢大学、 中国科学院大気物理

研究所、 日中友好環境保全セン ター、 モンゴル気象水文

科学研究所

5） 　 藍藻類が生産する ミ ク ロシスチンのモニ タ リ ング手

法と その評価に関する研究

〔区分名〕 環境 - 公害一括

〔研究課題コー ド〕 0911BC001

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター） ， 高木博

夫， 西川雅高， 梅津豊司

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ミ ク ロ シス チンによ る 汚染は、 工場などから 排

出さ れる 一般的な化学物質の汚染と は異なり 、汚染源が富

栄養化によ る 藍藻類である こ と から 、その棲息及び生育状

態によ って汚染状況は影響を受ける 。 こ のため、 環境中の

ミ ク ロ シス チン量をモニタ リ ングし そのリ ス ク を 評価す

る ためには、 高精度な分析法の他、 採水条件や採水方法な

どモニタ リ ング手法全般の検討が必要である 。ミ ク ロ シス

チンには多く の同族体が知ら れており 、同族体毎の高精度

な分析法の開発や精度管理手法の検討を行う 。

　 また、 それら同族体ご と の毒性を評価し、 ミ ク ロ シス

チンによ る水質の リ ス ク評価手法の検討を行 う 。 　 ミ ク

ロ シスチンのモニ タ リ ング手法の開発や リ ス ク評価手法

の検討をする こ と によ り 、 ミ ク ロ シスチン汚染の現状及

び有毒藍藻類の発生状況を明ら かにし、 水資源の有効利

用促進や湖沼の水質管理に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 サンプ リ ング場所および水深を変えたサンプルの分析

結果から、 ミ ク ロ シスチンの汚染は一般的な化学物質に

よ る汚染挙動と は異な り 、藻体 と共に移動する こ と から、

水平方向および垂直方向に も大き な濃度差があ る こ と が

明ら か と な り 、 定点のみのサンプ リ ングでは ミ ク ロ シス

チン汚染の実態を把握でき ない こ と が示唆された。 ミ ク

ロ シスチン と フ ィ コ シアニン、 ク ロ ロ フ ィ ル a 濃度 と は

相関があ り 、 センサーで色素をモニ ターする こ と によ り

効率的なサンプ リ ングができ る可能性を見いだすこ と が

でき た。 また、 高濃度の ミ ク ロ シスチン含有試料を希釈

し て分析する際には、 採取し て き た試料中の藍藻細胞を

均一に分散させる工夫をする等、 希釈する際の試料の取

り 方に も注意が必要であ る こ と が示唆された。 ラ ッ ト 初

代肝細胞に ミ ク ロ シスチン -YR および ４ 種類の YR 同族

体を暴露し毒性を評価し た と こ ろ、ATP および LDH と も

に同傾向の結果が得られた。 ミ ク ロ シスチン -YR は ミ ク

ロ シスチン -LR よ り も細胞毒性が低かったが、４ 種の YR

同族体はいずれも ミ ク ロ シスチン -LR よ り 高い細胞毒性

を示し た。

　 これまでの成果をふまえて、 効率的なサンプ リ ング手

法 と 高精度な分析手法を用いたモニ タ リ ング手法につい

て検討を行 う と と も に、 本研究で調べた同族体の細胞毒

性を ミ ク ロ シスチン -LR を基準 と し た相対的な細胞毒性

と し て現し、 湖沼中 ミ ク ロ シスチンの毒性を ミ ク ロ シス

チン -LR 相当の毒性 と し て評価する手法について も検討

を行った。

〔備考〕

地域密着型研究

共同研究先 ： 国立医薬品食品衛生研究所、 福岡県保健環

境研究所

6） 　 実測可能な滞留時間別コ ンパー ト メ ン ト から なる土

壌炭素動態モデルの構築

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD012

〔担当者〕 ○内田昌男 （環境計測研究セン ター） ， 近藤美

由紀

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 土壌炭素動態シ ミ ュ レーシ ョ ンモデルは、 気候

変動や人間によ る管理の変化によ る土壌炭素量の変動を

長期的に予測する際に必須のツールであ る。 既存のモデ

ルは複数の概念的な コ ンパー ト メ ン ト か ら構成されてい

る ため、 仮想的な初期値の設定が必要であ り 、 炭素の分

解 ・ 蓄積プロ セス を実測によ り 検証でき ないなどの問題

点があ る。 これを解決し、 さ ら な るモデルの信頼性向上

を実現する ためには、 実測可能な コ ンパー ト メ ン ト か ら

な るモデルの構築が必要であ る。 しかし、 土壌中に存在

する分解速度の異な る炭素プールの分離方法、 各プール

の中 ・ 長期的分解速度の評価法は確立されていない。 本

研究では、 我が国で も数少ない長期データの蓄積のあ る

連用圃場の土壌を利用し、 物理的分画法を主 と し た複数

の分画法か ら得られる各画分 （炭素プール） の分解速度

を、放射性炭素同位体 ト レーサーの分析を基に定量化し、

代表的なモデル RothC の各コ ンパー ト メ ン ト の分解速度

と 比較する こ と に よ り 土壌炭素動態プ ロ セ ス を解明し、

実測可能な  コ ンパート メ ント から なる モデルの構築を行

う 。 そのモデルを用いる こ と によ り 、 農耕地においてどの

よ う な管理が土壌への炭素蓄積を促進し 、気候変動の緩和

に役立つのかを、 よ り 確実に予測でき る よ う になる 。

〔内容および成果〕
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　 本年度は、 RothC のコ ンパー ト メ ン ト の う ち、 不活性

有機物 （IOM） 画分の量を実測によ り 決定する こ と によ

り 、 バルク土壌の全炭素量 と 14C 値について、 実測 と モ

デル値の一致する と こ ろ までモデルの精度の向上ができ

た。 しかし、 各画分の 14C 値は、 RothC のモデルで定義さ

れている平均滞留時間 と は一致し なかった。 RothC モデ

ルの ５ つのコ ンパー ト メ ン ト の う ち、 IOM はひ とつだけ

突出し て滞留時間が長 く 50000 年 と設定されているのに

対し、 実測画分の 14C 年代は古い も ので 3000 年程度で

あ っ た。 すなわち、 実測に比べて、 モデル中の画分は、

年代の極端に若い も の と 極端に古い も ので構成されてお

り 、 各画分を平均し たバルク土壌の全炭素量 と 14C 値は

見かけ上一致し ているだけであ る こ と が推測された。

〔備考〕

研究代表：白戸康人 （独立行政法人農業環境技術研究所・

主任研究員）

平成 21 年度科学研究費補助金 　 基盤研究 （B）

7） 　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 0911CD015

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター） ， 橋本俊

次， 吉兼光葉， 中山祥嗣

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 尿お よび血液中の有害化学物質お よびその代

謝物を精密かつ網羅的に測定し、 曝露化合物およびその

代謝物の組成 と 健康指標 （ス ト レ ス関連） 物質 と の関連

をプロ フ ァ イ リ ングする こ と によ り 、 曝露状況および健

康影響を把握する手法の確立を目指す。

〔内容および成果〕

　 尿中代謝物のオンラ イ ン固相抽出－ LCMSMS 法によ る

手法の検討を進める と と も に、 GCxGC/MSMS によ る 化学

物質一斉分析法を尿試料に適用し て、一斉分析可能な化学

物質のス ク リ ーニングを進めた。 10μ リ ッ ト ルレ ベルの

尿を酵素処理し て上記のオンラ イ ン分析法で分析する こ

と で、一般人を対象と する 尿中フタ ル酸エス テル代謝物の

一斉分析を可能にする 感度が達成でき る こ と が示さ れた。

〔備考〕

8） 　 ニ コ チン及び メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果に

関する神経薬理学的研究

〔区分名〕 その他公募

〔研究課題コー ド〕 0911KZ002

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 近年の生活環境の悪化 と 関連 し て う つ病が増

えつつあ る。一般人口に比べ う つ病患者に喫煙率が高 く 、

また重度の喫煙者の多い こ と 知られている。 しかし、 そ

の理由は明ら かではない。 タバコ煙には様々な化学物質

が含まれているが、 ニ コチンには中枢作用があ り 喫煙行

動を維持する原因であ る。 加えて、 主な添加プレーバー

であ る メ ン ト ールにも中枢作用のあ る こ と が近年明ら か

と なった。 これら中枢作用のあ る タバコ煙成分が う つ症

状を変化させる こ と が う つ病患者が喫煙を好む理由であ

る可能性が考え られた。 そ こ で、 本研究ではニ コチン と

メ ン ト ールが う つ症状に及ぼす効果について検討する。

〔内容および成果〕

　 メ ン ト ールの標的分子をバイ ンデ ィ ングア ッ セ イによ

り 探索し た と こ ろ、 シグマ σ １ 受容体、 ド パ ミ ン ・ ト ラ

ン スポーター、 GABA A 受容体、 ボンベシン受容体、 ア

デノ シン A2a 受容体、 ド パ ミ ン D4 受容体、 ヒ ス タ ミ ン

H2 受容体、L 型カルシウ ム・チャネルが見いだされた。こ

れらの分子を通じ て メ ン ト ールは抗 う つを始め種々の中

枢薬理作用を発揮する と 考え られる。 メ ン ト ールによ り

活性化されるマウ ス脳部位を FOS タ ンパクの発現を指標

と し て探索し た と こ ろ、 線条体が活性化される こ と 及び

線条体の活性化 と マウ ス移所運動活性に相関が認められ

た。 従来の研究成果 と 合わせる と、 メ ン ト ールは ド パ ミ

ン ・ ト ラ ン スポーターやアデ ノ シン A2a 受容体等に作用

する こ と によ り 線条体におけ る ド パ ミ ン神経伝達を変化

させ、 精神刺激様作用を発揮する も の と 考え られる。 尾

懸垂試験によ り 検討し た と こ ろ、 メ ン ト ールは抗 う つ薬

であ る イ ミ プ ラ ミ ン同様無動時間を短縮し た。 一方、 ニ

コチンは無動時間を延長する傾向を示し た。 ニ コチン と

メ ン ト ールを併用する と 両者の作用が相殺された。 メ ン

ト ールタバコ喫煙には メ ン ト ール と ニ コチンの相互作用

が関与し ている と思われる。

〔備考〕

9） 　 センサネ ッ ト ワーク を用いた都市大気モニ タ リ ング

システムの開発

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ001

〔担当者〕 ○内山政弘 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 大気汚染の深刻な都市域での汚染質は、 局所的

に偏在する と と も に、 時間的にも変動し ている こ と が知

られている。 こ のよ う な都市大気汚染質を測定する ため

相応しいセンサネ ッ ト ワーク を開発する。

〔内容および成果〕
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　 札幌市が設置し ている大気汚染監視局の 5 ヶ所にてセ

ンサネ ッ ト ワーク ・ ノ ード ( オゾン、 微粒子 ) を併設し、

3 年間の平行測定を行ってきた。携帯電話網によ るデータ

取得は良好であった。 オゾンセンサ と 監視局のオゾン測

定の間には良い平行関係が得られるが、 測定値は異なっ

ていた。 しかし、 実大気の詳細な観測によ り その原因が

判明し た。 なお、 その改良は容易であ る。 更に、 ノ ー ド

に搭載可能な NOx センサの平行測定を開始し た。

〔備考〕

北海道大学工学研究科、 札幌市

10） 　 ラ イ ダーデー タ を用いたエア ロ ゾル ・ 雲マス ク ス

キームの開発に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ002

〔担当者〕 ○西澤智明 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 エア ロ ゾルや雲の大気環境や気候への影響を

評価す る 上でそれ ら の時空間分布の把握は不可欠であ

る。 これまでにラ イ ダーデータ を用いてエア ロ ゾルや雲

の光学特性 （濃度、 種類 （組成） 、 粒径分布など） の時

間 ・ 鉛直分布を抽出する手法の開発 と データ解析を行っ

て き た。 そ こ で本研究ではエア ロ ゾル ・ 雲の光学特性を

評価するのではな く 、 エア ロ ゾル ・ 雲のタ イプ毎 （黄砂

や氷雲など） の出現分布 （有る無し分布） を評価する解

析手法 （エア ロ ゾル ・ 雲マス ク） の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 国立環境研究所で展開し ている ラ イ ダーデータ を用い

たエア ロ ゾル ・ 雲識別アルゴ リ ズムの開発を行った。 開

発し たアルゴ リ ズムは、1064nm での信号強度を用いて各

高度で大気分子、 エア ロ ゾル、 ないしは雲が多 く 含まれ

ているかを判別し、 フ ラ グを立てる。 また、 532nm での

偏光解消度データ も併用し て、 球形粒子ないしは非球形

粒子が多 く 含まれているかを判別し、 黄砂 （非球形） か

大気汚染粒子 （球形） かを判別する。 アルゴ リ ズム を実

測データ に適用し、 アルゴ リ ズムの妥当性 も確認し た。

開発し た ス キーム を地上ラ イ ダーデータ だけではな く 、

衛星ラ イ ダーデータにも今後応用し てい く 。

〔備考〕

11） 　 大気環境試料の分析 と精度管理に関する基盤的研

究

〔研究課題コー ド〕 1011AQ004

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

12） 　 有機フ ッ 素化合物の環境負荷 メ カ ニズムの解明 と

その排出抑制に関する技術開発

〔区分名〕 環境 - 環境技術

〔研究課題コー ド〕 1011BD002

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター），吉兼光葉

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 23 年度 （2010 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ス ト ッ ク ホ ル ム 条約への追加が決定 さ れ た

PFOS 等のフ ッ素系界面活性剤の環境負荷の機構をあ き

ら かにする と と も に、 その削減技術の基礎的な検討を進

める。 その う ち、 国環研では昆虫を使った市民参加型の

環境監視技術開発を推進する。

〔内容および成果〕

　 ト ンボを使った市民参加型環境モニ タ リ ング手法の確

立 と 運用を目的 と し て、 本年度は試料採取の呼びかけ と

分析を継続する と と も に、 近隣の小学校 と の連携で、 羽

化後の ト ンボの蓄積の経時変化を追跡する試料採取を進

めた。 ２ 年間で 2000 体を越え る ト ンボが全国各地から集

ま り 、 その分析結果か ら い く つかの比較的高い地域が見

いだされた。その中で、人口密集地の関東 と近畿ではフ ッ

素系界面活性剤組成に違いがあ る こ と がわかって きた。

〔備考〕

13） 　 摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的

要因解析

〔研究課題コー ド〕 1012AH001

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

14） 　 連続観測 ミ ー散乱ラ イ ダーでのデー タ 品質評価手

法の検討

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1012AQ002

〔担当者〕 ○松井一郎 （環境計測研究セン ター） ， 杉本伸

夫， 清水厚， 西澤智明

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 遠隔計測研究室で展開 し てい る連続観測小型

ラ イ ダーは 2 波長 (532， 1064nm) 散乱強度 と 532nm での

偏光解消度の測定が行える。 現在、 このラ イ ダーは約 20

台稼働し てネ ッ ト ワーク観測を行っている。 稼働以来数

年が経過し て き てお り 経年変化に伴 う 各種構成部品の劣

化状況を把握でき るデータ品質評価手法を確立し、 現地

での装置の保守を円滑に行 う 必要が生じ て き ている。 ま

た、 黄砂予測モデルやエア ロ ゾル気候モデルのデータ同

化などの応用研究へのデータ提供において、 データ品質
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管理を適切に行な う こ と が求められている。本研究では、

定常的なデータの監視手法および保守時に行 う データ品

質評価方法の検討を行 う 。

〔内容および成果〕

　 前年度に引き続き、 連続観測小型ラ イ ダーの連続的観

測データか ら、 ラ イ ダー装置の状態を把握し問題を早期

に検知する と と も に、 観測データの品質を適切に評価す

る ための手法を検討し た。 具体的には、 観測データの劣

化の状況 と、 その原因 と な る問題を事例毎に調査し関連

を考察し た。

〔備考〕

15） 　 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1012AQ003

〔担当者〕 ○杉本伸夫 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 国際宇宙ス テーシ ョ ンや小型衛星な ど を利用

し た能動的光遠隔計測手法によ る大気、 植生などの計測

について基礎的検討を行 う こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 衛星搭載光コ ムヘテ ロ ダ イ ン受信装置を用いた地上衛

星間レーザー長光路システムの概念に関する検討を行っ

た。 なお、 前年度の主要課題でであった植生ラ イ ダーの

研究は本年度よ り 先端計測プロ ジェ ク ト に移行し た。

〔備考〕

16） 　 日本海深層の無酸素化に関する メ カ ニズム解明 と

将来予測

〔区分名〕 環境 - 総合推進

〔研究課題コー ド〕 1012BA005

〔担当者〕 ○荒巻能史 （環境計測研究セン ター），田中伸一

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 日本海深層では、 温暖化の影響を受けて海水中

の溶存酸素濃度が過去数十年間にわたって漸減、 同時に

水温がわずかに上昇傾向にあ る こ と が分かって き た。 本

研究では、 海水の流動過程を追跡する こ と が可能な海水

中の化学成分 （化学 ト レーサー） と し て利用可能な複数

の化学成分の同時測定法 と その解析法を開発する と と も

に、 これを日本海底層水の起源や循環過程解明に適用し、

地球温暖化と底層水の関係を明らかにする。

〔内容および成果〕

　 海水約 300mL から溶存する CFC-11、CFC-12、CFC-113

及び SF6 のハロゲン化合物 ４ 成分の高精度同時定量する

ための分析装置を開発し た。 2011 年 6 月の北海道大学お

し ょ ろ丸航海において、 同装置を船上に搭載し、 日本海

盆及び大和海盆において長時間連続測定に成功し た。 な

お、 測定精度は CFC-12 ： 0.53%、 CFC-11 ： 0.23%、 CFC-

113 ： 0.76%、 SF6 ： 0.86% であ り 、 ハロゲン化合物 ４ 成分

の同時測定と し ては現時点で世界最高水準であ る。

　 新たな日本海底層水形成が確認された直後の 2001 年 4

月に、 形成域の南側に当た る対馬海盆 （別称 ウルルン海

盆） 周辺海域において得られた海水試料を韓国海洋研究

院よ り 譲渡され、 その炭素 14 濃度を測定し た。 得られた

鉛直分布はいずれの観測点で も 表層を極大に深層に向

かって減少する傾向が見られたが、 日本海盆西部域南端

に位置する最も水深の深い観測点では水深 1000m 付近か

ら海底直上において他の観測点 と 比べて明ら かに高い濃

度が検出された。 こ の結果は、 新形成し た底層水がわず

か 2ヶ月の う ちに日本海盆西部域を南方へ移動し たが、水

深 1000m 程度のシルに阻まれて対馬海盆には影響が及ば

なかった こ と を示唆し ている。 過去の研究では、 2001 年

7 月に、その北東に位置する大和堆周辺の水深 3000m以深

において高い炭素 14 濃度が検出されている こ と から、ロ

シア ・ ウ ラ ジオス ト ッ ク沖で形成し た と みられる底層水

が反時計回 り の循環を し ている こ と を観測からはじめて

明らかにし た。

〔備考〕

研究代表者 ： 荒巻能史

参画機関 ： 海洋研究開発機構、 九州大学、 北海道大学

17） 　 人間が歴史的に利用し て きた水銀の産地特定に関

する研究

〔研究課題コー ド〕 1012CD006

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

18） 　 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌によ る

水温決定に関する同位体地球化学的検討

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD014

〔担当者〕 ○近藤美由紀 （環境計測研究セン ター） ， 内田

昌男

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 堆積物に保存されている海洋性古細菌 （マ リ ン

ク レ ンアーキオータ） 細胞膜脂質 （GDGTs） を用いた水

温 （TEX86） 復元プロ キシーの実用化をめざすため、 堆

積物コ アを採取する現場海域におけ る GDGTs を作る マ

リ ン ク レ ンアーキオータのバイオマス量の水深分布やク

レ ンアーキオータの起源について明ら かにする。 すなわ
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ち、堆積物コ アに保存される GDGTs がどの水深に生息す

る ク レ ンアーキオータであ るのかを解明する。 具体的に

は、北西太平洋域において CTD によ る様々な深度での大

量採水を実施し、 現場海域におけ るマ リ ン ク レ ンアーキ

オータの微生物生態学的情報 （バイオマス量の把握） と

各深度における TEX86 を計算する際に使用する GDGTs

の組成、 存在量について調査を行 う 予定であ る。 これに

よ り 、堆積物に保存されている GDGTs から求められる水

温 （TEX86） がどの水深を反映し ているのか特定する。 さ

ら に現場海域の表層堆積物について も同様の調査を行 う

も の と する。 最終的に、 こ れら の GDGTs の自然レベル

14C 存在量（以下、Δ14C） と海水中 DIC, DOC, POC の Δ14C

の比較から、現場海域各深度における GDGTs の炭素源を

明らかにし、 堆積物に記録され GDGTs 水温 （TEX86） の

有効性を確認する。

〔内容および成果〕

　 本年度は、 LC/MS によ る GDGTs 定量の精度向上のた

め、 海外の研究機関 と の間で、 赤道域、 温帯、 高緯度域

で採取された海洋堆積物、 土壌試料を用いた比較検討実

験を行った。それらの測定結果は､各ラ ボ間での誤差につ

いて統計的に処理が行われ、異なる LC/MS 間での測定値

の相互比較のための重要な基礎データ と な る。 さ ら に、

フ ィ ルター試料を用いた GDGTs の抽出条件について、脂

質のバルク抽出の方法について主に検討を進め、 最適な

抽出条件を決定する こ と ができ た。 これらの条件を用い、

静岡県深層水施設で採取 し た フ ィ ル タ ー試料か ら の

GDGTs の抽出、 定量分析をすすめている。

〔備考〕

19） 　 ア イ ス コ アに刻まれた十～千年スケールの宇宙線

強度変動と地球環境変動

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1012CD016

〔担当者〕 ○柴田康行 （環境計測研究セン ター），内田昌男

〔期 　 間〕 平成 22 ～平成 24 年度 （2010 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 地球大気に到達する銀河宇宙線の強度は、 太陽

活動や地球磁場強度変動 と と も に変動する。 従って銀河

宇宙線は、 それ自体が高層大気に影響を与え る外力 と な

るだけでな く 、 地球の環境に影響を及ぼす太陽活動や地

球磁場強度変動の指標に も な る。 高層大気において、 銀

河宇宙線 と 大気中の原子 と の相互作用によ り 生成される

宇宙線生成核種の生成率は、 こ う し た銀河宇宙線の強度

変動を推定する良い指標と なる。

〔内容および成果〕

　 震災の影響を う けて加速器 MS の再立ち上げに時間が

かかってお り 、 本年度は試料調製法の作成 と 検討を中心

に、 共同研究先の東京大学 と のデータ比較、 並びに海外

研究機関 と の連携に よ る 試料測定を進めた。 得 ら れた

データは リ ーズナブルであったが、 国環研で使用し てい

る キ ャ リ アのバッ ク グ ラ ウ ン ド が比較的高 く 、 よ り よい

試薬の探索が必要であ る こ と がわかった。

〔備考〕

20） 　 ヒ ト 脳健康影響指標を指向する無侵襲 3D 全脳生体

鉄イ メ ージング法の研究

〔区分名〕 新発想

〔研究課題コー ド〕 1111AN002

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト 脳内に多 く 存在する生体鉄と、 パーキン ソ

ン病やアルツハイ マー病などの神経変性疾患発症 と の関

連の報告が近年相次いでお り 、 生体鉄は健康影響の有力

な指標と期待される。 本研究では、 MRI 測定量の ヒ ト 脳

内組織水 1H 横緩和速度 （1/T2） と生体鉄濃度 と の良好な

相関を利用し た、 無侵襲 3D 生体鉄イ メ ージングの実現

を目標とする。

〔内容および成果〕

　 MRI 測定量である ヒ ト 脳内組織水 1H 横緩和速度（1/T2）

は、 ヒ ト 脳内生体鉄濃度と 良好な相関を示し 、 従って T2

イ メ ージングによ って生体鉄濃度イ メ ージングが可能と

なる 。 こ の T2 イ メ ージングは従来、 2D 単一面イ メ ージ

ングに留ま ってたが、 本研究では、 ヒ ト 脳 3D イ メ ージン

グ実現を目指し て、 研究開発を行った。 測定方式の提案、

机上検討を行った後、 MRI 装置上にパルス プロ グラ ムを

開発し 、 実装し た。 方式評価を模擬試料を 用いた実験や

ヒ ト 脳測定など によ っ て実施し 、 改良を 加えた結果、 20

分程度でのヒ ト 脳 3D T2 イ メ ージングが実現でき た。

〔備考〕

21） 　 微量水銀同位体分析手法に関する研究開発

〔研究課題コー ド〕 1111MA001

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

22） 　 Ｍ Ｓ ／ Ｍ Ｓ 及び Ｔ Ｏ Ｆ Ｍ Ｓ による網羅分析手法

の開発 ・ 評価及び東京湾底質コ アへの適用

〔区分名〕 文科 - 科研費

〔研究課題コー ド〕 1112CD008

〔担当者〕 ○頭士泰之 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）
―  223  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
〔目 　 的〕 環境中には、 自然・ 人工起源の微量化学物質が

無数に存在し 、 ヒ ト 健康や生態系に影響を与えている と

考えら れる 。 一方で現在の化学物質モニタ リ ング手法の

多く は、 一部の標的物質を 高選択的に測定・ 評価する も

の（ タ ーゲッ ト 分析） である 。 最近になり 、 高分解能の

飛行時間型質量分析計 (HR-TOFMS) の開発が進み、 Scan

モード 測定によ る 高感度ノ ンタ ーゲッ ト 分析が可能と な

り つつある 。 こ の測定手法によ り 得ら れる 複雑かつ大量

の化学物質情報を効率的に解析する 手法を開発・ 適用す

る こ と で、 実環境における 網羅的な化学物質監視が可能

と なる 。本研究では HR-TOFMS の Scan 測定及びタ ンデム

型質量分析計 (MS/MS) によ る ニュ ート ラ ルロ ス ス キャ ン

(NLS) を利用し た網羅分析手法を発展さ せ、汚染物質の歴

史ト レ ンド 情報を保存し た東京湾底質コ ア試料に適用す

る こ と で、 新たな分析手法の有望性と 応用可能性を示す。

〔内容および成果〕

　 本年度は主に、MS/MS によ る Scan 測定と NLS 及び HR-

TOFMSによ る 精密質量のScan測定から 得ら れる 大量の信

号情報を 高速に処理する ツ ールの開発に取り 組んだ。 こ

れら の測定モード で定量的に分析可能と する ため、 ま ず

既知物質群の標準試薬を 測定し 、 物質固有のリ テンショ

ンタ イ ムと イ オンフ ラ グメ ント 情報を 取得し データ ベー

ス 化し た。続いてこ のデータ ベース に基づき Scan(NLS) 測

定データ から 、 対応する 化学物質のク ロ マト グラ ムピ ー

ク を 高速自動抽出する ツ ールを開発し た。 本事業は初年

度限り での助成辞退と さ せて 頂いた が、 引き 続き こ の

ツ ールを 利用し た 際の測定精度について、 従来のタ ー

ゲッ ト 分析手法における 測定精度と 比較評価し 、 東京湾

底質コ ア試料に適用する こ と で新たな分析手法と し ての

有望性を提示する 予定である 。 こ の結果については第 21

回環境化学討論会にて成果発表予定と なっている 。

〔備考〕

23） 　 福島沖で放出 された放射性物質を ト レーサー と し

た親潮潜流の動態解明

〔区分名〕 寄付

〔研究課題コー ド〕 1112NA003

〔担当者〕 ○荒巻能史 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

〔目 　 的〕 東日本大震災に伴 う 福島第一原発事故では、 高

濃度放射能汚染水が太平洋へ と 流出し た。 同原発沖合に

は、 東北沿岸を南下する親潮が黒潮の下に潜 り 込み、 東

京湾や相模湾へ と 注ぐ親潮潜流 と 呼ばれる海流が存在す

る。 こ の親潮潜流は、 低温低塩分の特徴を もつ と と も に

豊富な栄養塩を含み、 日本南岸に亜寒帯性プ ラ ン ク ト ン

を運ぶ水塊 と し て、 古 く か ら海洋生物学者の間では知ら

れていたが、 その海洋物理学的動態や物質輸送の メ カニ

ズムについては未解明のま まであ る。 し たがって、 親潮

潜流によ る日本南岸域への物質輸送については、 現行の

沿岸生態系モデルには一切反映されていない。 そ こ で本

研究では、 原子炉や使用済み核燃料を由来 と する放射性

物質を海水流動の ト レーサー （追跡子） と し て活用する

こ と で、 親潮潜流の流動過程な らびに同水塊によ って東

北沿岸から日本南岸域へ輸送される物質量について詳細

な解析を行 う こ と を主目的 と する。 こ の解析に よ っ て、

相模湾やさ ら に南方の海域に輸送される （された） 放射

能汚染水の拡が り を も見積も る こ と が可能にな る。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年 5 月と 12 月な らびに平成 24 年 2 月に東京海

洋大学所属青鷹丸を用いて、 東京湾口 ・ 房総半島沖で黒

潮下の水深 300 ～ 400m に低温低塩分で特徴付け られる

親潮潜流水塊の出現調査を実施する と と も に、 表層か ら

水深 750m において放射性セシウ ム同位体（セシウ ム -134

およびセシウ ム -137）、 炭素同位体比 （炭素 13 および炭

素 14）、 溶存酸素、 栄養塩測定用試料の採取を行った。 5

月実施の航海では、 水深 275m 付近をピーク に厚み 50m

程度の低温低塩分水塊が確認され、炭素 14 および溶存酸

素濃度か ら 親潮潜流で あ る と 判断 さ れた。 水深 10m、

150ｍ、275m、750m の 4 層で得られた放射性セシウ ム同位

体濃度は、 いずれ も 1mBq/kg 程度 と 極微量なが ら水深

10m と水深 275m でのみ検出された。 こ の結果から、福島

第一原発を由来 と する放射性セシウ ムが微量ながら親潮

潜流によ って日本列島の南方海域深層に運ばれている こ

と が明らか と なった。

〔備考〕

住友財団 2011 年度環境研究助成

24） 　 環境と 生体中の元素の存在状態と 動態解明に関す

る研究

〔研究課題コー ド〕 1113AQ001

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター） ， 内山政

弘， 田中敦， 内田昌男， 武内章記， 近藤美由紀

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

25） 　 生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1113AQ002

〔担当者〕 ○瀬山春彦 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

〔目 　 的〕 自然界には金属イオンを酸化や還元し て、 金属
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酸化物を作る微生物が生息し ている。 本研究では、 こ の

生体鉱物形成作用 （バイ オ ミ ネ ラ リ ゼーシ ョ ン） によ り

生成し たマンガンや鉄酸化物 （生体鉱物） を Ｘ 線分析な

ど様々な方法で分析し、その構造や化学的特性を調べる。

さ らに、 生体鉱物形成作用および生物起源の金属酸化物

が水環境中の金属イ オンの吸着や表面反応などに よ り 、

自然環境へどの よ う な影響を与えてい る か明 ら かにす

る。

〔内容および成果〕

　 水中でマンガン酸化活性を有する微生物（菌類）によ っ

て形成された生物起源マンガン酸化物へのコバル ト の吸

着について調べた。 溶存酸素存在下におけるマンガン酸

化物と菌類の混合系への Co(II) の吸着では、 マンガン酸

化物から有意な Mn(II) の溶出は認められず、 コバル ト 吸

着機構と し て、 マンガン酸化物によ る Co(II) から Co(III)

への酸化 (Mn は Mn(IV) から Mn(II) に還元 ) と菌類によ

る Mn(II) の再酸化が同時進行し ている と推定された。 8

日間のコバル ト 連続吸着における Co(II) の収着量は Co/

Mnモル比で2.6にまで達し、効率の高い水中の溶存コバル

ト の吸着が示唆された。

〔備考〕

共同研究機関 ： 静岡県立大学環境科学研究所

26） 　 高感度還元気化 Ｍ Ｃ － Ｉ Ｃ Ｐ Ｍ Ｓ 法の開発に基づ

く 魚類中の大気由来水銀の特定

〔研究課題コー ド〕 1113CD008

〔担当者〕 ○武内章記 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

27） 　 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析

に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ005

〔担当者〕 ○佐野友春 （環境計測研究セン ター），高木博夫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

28） 　 環境試料のタ イムカプセル化に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ018

〔担当者〕 ○田中敦 （環境計測研究セン ター）， 武内章記，

苅部甚一， 瀬山春彦， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

29） 　 高磁場 MRI 法の高度化と ヒ ト 健康影響指標への応

用

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ027

〔担当者〕 ○渡邉英宏 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 ヒ ト の健康影響評価手法と し て、 無侵襲で生体

の解剖学的構造や、 代謝、 機能発現を計測する こ と が可

能な高磁場 MRI 法の測定 ・ 解析手法の提案、 開発 と高度

化する こ と を目的 と する。 開発し た方法を用いて、 ヒ ト

の健康影響指標の探索およびモニ タ リ ングや、 実験動物

の環境負荷に対する応答の解析への応用をはかる。

〔内容および成果〕

　 高磁場 MRI を用いた ヒ ト 脳の形態情報の蓄積を進め

た。 測定法の高度化 と し ては、 3D 形態情報をベース と し

た解析を可能 と す る 新規プ ロ ト コ ル開発の検討を開始

し、 縦緩和時間 T1、 横緩和時間 T2 の 3D 画像化パルス

シーケン スの開発を行った。 これに加えて、 統計手法に

必須な定量化精度向上を目指し て、高磁場 MRI 特有の問

題であ る高周波磁場分布によ る不均一画像補正法を提案

し、 開発し た。 こ の方法は、 これまで取得困難であった

受信分布を、 測定可能な送信分布から計算する方法であ

り 、 本方法を用いて ヒ ト 脳均一補正が可能であ る こ と を

実証し た。

〔備考〕

科研費 「MRI 横緩和速度を用いる生体鉄 と ヒ ト 神経変性

疾患に関する研究」 と併せて研究を推進

30） 　 大量、多次元の環境計測データからの情報抽出技術

に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ039

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター） ， 小熊宏

之， 加藤創史， 開和生， 横田康弘， 山本聡

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 大量、 多次元の環境計測データから環境に関す

る情報を抽出する ソ フ ト ウ ェア技術の開発を行 う 。

〔内容および成果〕

　 有人／無人航空機から撮影された高空間分解能画像 （1

～ 10cm 分解能） を用いて、 雪面上の動物の足跡や移動

中の野生動物の自動抽出を行い、 人間によ る画像判読作

業を支援する ソ フ ト ウ ェ アを完成させる と と も に、 作成

された ソ フ ト ウ ェアを組み込んだシステムを開発し た。

　 また、 山岳地域に設置し た定点撮影カ メ ラから 3 分お

きに転送される画像か ら、 雲や霧、 あ るいは山陰など を

除去 し 積雪箇所の特定を行 う 手法を開発 し た。 さ ら に

GPGPU を利用し たデータ処理の高速化に関する検討や

情報収集を実施し た。

〔備考〕
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31） 　 環境標準物質の開発と応用に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1115AQ040

〔担当者〕 ○西川雅高 （環境計測研究セン ター） ， 佐野友

春， 高木博夫， 宇加地幸， 永野公代

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

32） 　 衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環

境観測に関する研究

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ003

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター），加藤創史

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 地球観測衛星に搭載 さ れた熱赤外センサを有

効に利用する ためには、 高精度の輝度校正やデータ処理

を行 う 必要があ る。 本研究では衛星センサ と 同期し た地

上観測等によ り 衛星センサの輝度校正の高精度化を進め

る と と も に、 地表面放射率、 地表面放射率の推定手法の

改良を行 う 。

〔内容および成果〕

　 平成 23 年度は 8 月及び 12 月に米国ネバダ州及びカ リ

フ ォ ルニア州の塩湖において衛星同期地上実験を実施

し、 衛星搭載熱赤外センサの輝度校正に必要なデータ を

取得し た。過去 10 年程度の衛星搭載熱赤外センサによ る

地表面分光放射率プロ ダ ク ト を収集し、 塩湖におけ る地

表面分光放射率推定結果の時間変動について検討を行っ

た。 衛星データ を用いた都市域の画素内日向面の地表面

温度を推定する手法を開発し、 その有効性の検討を行っ

た。

　 また、 赤外観測によ る火災検出に関する情報収集 （ ヒ

ア リ ング、 実験見学、 予備的データ処理） を行った。

〔備考〕

33） 　 衛星ハイパースペ ク ト ル リ モー ト センシ ングの活

用に関する基礎的研究

〔研究課題コー ド〕 1115ZZ004

〔担当者〕 ○松永恒雄 （環境計測研究セン ター）， 山本聡，

加藤創史

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）

〔目 　 的〕 現在世界各国で衛星搭載用のハ イ パースペ ク

ト ルセンサの開発が進んでいる。 こ のよ う なセンサは地

表面、 沿岸域に関する詳細な環境情報が得られる と 期待

されている反面、 その莫大なデータ量や複雑なデータ処

理が、 特に環境分野におけ る実利用の障害にな る恐れも

あ る。 そ こ で本研究では衛星ハイパースペク ト ル リ モー

ト センシングの活用に関する基礎的研究を行い、 そのよ

う な障害の解消に資する こ と を目的とする。

〔内容および成果〕

　 昨年度に引き続き、 我が国の次期陸域観測衛星に搭載

されているハイパースペク ト ルセンサ等によ る観測の長

期シ ミ ュ レーシ ョ ンを行 う ソ フ ト ウ ェ アの開発を継続し

た。 特に実際の衛星デー タ か ら 作成 し た全球日毎 1km

メ ッ シ ュ の雲分布データ を使った 2 年間のシ ミ ュ レー

シ ョ ンを新たに実施し、 様々な運用条件におけ る観測達

成度等の評価を行い、 全球観測等を行 う 場合に必要な

データ ダウ ン リ ン ク量等を求めた。

　 また、 既存地球観測衛星によ る観測データか ら円状地

形を含むデータ を収集し、 地形 と 地表面分光特性の関係

の調査を行 う と と も に、 将来のハイパースペク ト ルデー

タの利用方法に関する予備的な検討を行った。

〔備考〕

34） 　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試

験法の体系化に関する研究

〔区分名〕 セン ター調査研究

〔研究課題コー ド〕 1116AQ004

〔担当者〕 ○梅津豊司 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 28 年度 （2011 ～ 2016 年度）

〔目 　 的〕 人の精神機能に影響を及ぼ し う る化学物質が

環境中に種々存在する と 考え られるが、 その影響評価手

法は十分には確立し ていない。 本研究では、 環境化学物

質の脳 ・ 神経影響の評価手法 と し ての神経行動試験法に

ついて、 神経科学的手法や分析化学的手法等によ る作用

発現 メ カニズム研究の成果を踏まえつつ、 体系化を目指

す。

〔内容および成果〕

　 ド パ ミ ン取 り 込み阻害作用を有し、 マウ ス移所運動活

性増加作用を発揮するブプロ ピオンが脳に及ぼす影響に

ついて FOS タ ンパク の発現を指標に検討し、 移所運動活

性増加作用 と の関連を検討し た。 10 の脳部位について

FOS タ ンパク の発現を免疫組織化学によ り 検討し た。FOS

発現 と 移所運動活性 と の関連性を重回帰分析に検討し た

と こ ろ、 線条体での FOS 発現 と移所運動活性にのみ有意

な関連性が見いだされた。

　 また、 線条体での FOS 発現 と移所運動活性の間に高い

相関が確認された。 ブプロ ピオンは線条体を活性化する

こ と によ り マウ スの移所運動活性を増加する と 考え られ

る。

〔備考〕

【関連課題】
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35） 　 二次生成有機エア ロ ゾルの環境動態 と毒性に関す

る研究

〔研究課題コー ド〕 0911AG004

〔担当者〕 ○高見昭憲 （地域環境研究セン ター） ， 平野靖

史郎， 伏見暁洋， 森野悠， 古山昭子， 藤谷雄二，

佐藤圭， 大原利眞， 新田裕史， 瀬田孝将， 上田

佳代

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

36） 　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価 と情報

基盤整備

〔研究課題コー ド〕 0911BD002

〔担当者〕 ○小熊宏之 （環境計測研究セン ター）

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 23 年度 （2009 ～ 2011 年度）

37） 　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究

〔研究課題コー ド〕 0913AQ004

〔担当者〕 ○伏見暁洋 （環境計測研究セン ター）， 田邊潔，

内田昌男， 近藤美由紀， 藤谷雄二

〔期 　 間〕 平成 21 ～平成 25 年度 （2009 ～ 2013 年度）

38） 　 放射性物質の多媒体モデ リ ング と長期モニ タ リ ン

グに関する研究

〔研究課題コー ド〕 1111AR005

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター） ， 柴田康

行， 田中敦， 鈴木規之， 今井章雄， 林誠二， 東

博紀，森野悠，野原精一，上野隆平，松崎慎一郎

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

39） 　 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に

関する研究

〔研究課題コー ド〕 1112AQ007

〔担当者〕 ○白石不二雄 （環境 リ ス ク研究セン ター） ， 中

島大介， 白石寛明

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 24 年度 （2011 ～ 2012 年度）

40） 　 国立環境研究所における省エネルギー対策シ ミ ュ

レーシ ョ ン と 事後分析 に基づ く 持続可能なワー ク

ス タ イルの実証研究

〔研究課題コー ド〕 1113AR001

〔担当者〕 ○芦名秀一 （社会環境システム研究セン ター），

田邊潔， 松橋啓介， 藤野純一

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

41） 　 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニ タ リ ン

グ

〔研究課題コー ド〕 1113BB001

〔担当者〕 ○遠嶋康徳 （地球環境研究セン ター），横内陽子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 25 年度 （2011 ～ 2013 年度）

42） 　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における

健康影響評価 　 ～バイオア ッ セイ を中心と し た包括

的ハザー ド調査～

〔研究課題コー ド〕 1114NA001

〔担当者〕 ○新田裕史 （環境健康研究セン ター） ， 白石不

二雄， 中島大介， 中山祥嗣， 鈴木剛， 小池英子，

伏見暁洋， 田邊潔， 柴田康行

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 26 年度 （2011 ～ 2014 年度）

43） 　 サン ゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量

評価と将来予測

〔研究課題コー ド〕 1115BA001

〔担当者〕 ○山野博哉 （生物 ・ 生態系環境研究セン ター），

河地正伸， 杉原薫

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 27 年度 （2011 ～ 2015 年度）
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放射性物質によ り汚染された廃棄物等の効率的な処理 ・

処分等に関する研究

〔区分名〕 基盤整備

〔研究課題コー ド〕 1215AP110

〔担当者〕 ○大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター），

川本克也， 滝上英孝， 鈴木剛， 小口正弘， 藤森

崇， 倉持秀敏， 山本貴士， 肴倉宏史， 山田正人，

遠藤和人， 石垣智基， 石森洋行， 蛯江美孝

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東日本大震災からの復旧 ・ 復興にあた り 、 放射

性物質に汚染された災害廃棄物への対応や環境中に拡散

し た放射性物質への対応を着実かつ早急に行 う こ と が、

喫緊の課題 と なっている。 特に、 放射性物質に汚染され

た廃棄物及び土壊等に関し ては、国が主体 と なった処理、

除染を進めてい く こ と と し ているが、 今般のよ う に事故

由来放射性物質によ って一般環境が広 く 汚染され、 放射

性物質に汚染された廃棄物や土壊等が多種多量かつ広範

囲にわた り 発生す る 事態への対処は我が国で経験がな

く 、 また、 その対処に必要 と な る科学的知見が極めて不

足し ている状況にあ る。

本業務は、 環境中の放射性物質の実態を把握し、 その動

態を解明する こ と によ り 今後の動向を予測する こ と を目

的に、 放射性物質汚染廃棄物等の処理処分等プロ セスで

の放射性物質の挙動把握、 処理処分等技術の実証 ・ 評価、

放射性物質の調査測定モニ タ リ ング技術の標準化等に関

する調査を緊急に実施する ものであ る。

〔内容および成果〕

主な研究内容及び明ら か と なった結果は以下の と お り で

あ る。

（ １ ） 処理処分等の各プロセスにおける放射性物質の実態

把握及び挙動解明並びに処理処分等技術に関する評価

・ 放射性セシ ウ ムおよびス ト ロ ンチウ ムは塩 と し て存在

する可能性が高い。

・ 都市ごみ焼却飛灰中の放射性セシ ウ ムは非常に溶出し

やすいが、 それ以外の廃棄物等には安定な化学形態で存

在する こ と が明ら か と な り 、 長期的に も溶出可能性は低

い と考え られる。

・放射性セシウ ムは土壌への吸着を伴いながら移動し、非

吸着性物質よ り も遅れて流出する。

（ ２ ） 放射性物質汚染廃棄物等の基本属性に関する分析 ・

定量化及び処理処分等のロ ジステ ィ ッ ク ス構築

　 ・ 放射性セシウ ムを含む焼却灰等の発生量を放射性セ

シ ウ ム濃度レベル別， 時系列的に推計する ための定量的

な関係を得た。

（ ３ ） 処理処分等の各プロセスにおける放射性物質の実態

把握、 挙動解明に関する調査研究及び安全かつ効率的な

技術 ・ システムの評価等

・ 焼却灰、 焼却飛灰、 溶融飛灰への移行割合に関し ては

焼却飛灰がも っ と も高 く 、 次いで焼却灰、 溶融飛灰の順

であった。

・ コ ンガ ラ、 ア ス コ ン、 木 く ず破砕施設の粉塵中放射性

セシウ ム濃度はほぼ N.D. であ る。

・ 堆肥化過程における Cs のガス ・ 水蒸気を通じ た環境放

出の可能性は低 く 、原料に含有される Cs はたい肥中に濃

縮される。

・ 直接埋立、 袋詰め埋立の両方 と も海水中のセシ ウ ム濃

度が廃棄物層内の濃度に比べ 1/20 程度であ る。

・ 逆浸透膜に よ る処理試験を実施し、 浸出水中の放射性

セシ ウ ムを高効率に分離 ・ 濃縮可能であ る こ と が確認さ

れた。

（ ４ ） 放射性物質等の調査測定 ・ モニ タ リ ング技術の確立

及び標準化

・ イ ン ク リ メ ン ト 試料の ラ ンダムな組み合わせによ る分

析 （想定） 値を算出し、 代表試料を得る ための最適手法

の検討を行い、 環境省測定ガ イ ド ラ イ ンの妥当性を確認

し た。

〔備考〕

多媒体での放射性物質実態把握 ・ 動態解明

〔区分名〕 基盤整備

〔研究課題コー ド〕 1215AP120

〔担当者〕 ○大原利眞 （地域環境研究セン ター）， 林誠二，

東博紀， 森野悠， 越川昌美， 渡邊未来， 今井章

雄， 小松一弘， 高津文人， 鈴木規之， 今泉圭隆，

野原精一， 松崎慎一郎， 上野隆平， 中嶋信美，

玉置雅紀， 新田裕史， 中山祥嗣， 田中敦， 苅部

甚一， 高木麻衣， 柴田康行， 土井妙子

〔期 　 間〕 平成 23 ～平成 23 年度 （2011 ～ 2011 年度）

〔目 　 的〕 東北地方太平洋沖地震に伴 う 原子力発電所の

事故によ り 放出された放射性物質によ る環境汚染へ対処

する ために、 環境中の放射性物質の実態を把握し、 その

動態を解明する こ と によ り 今後の動向を予測する こ と を

目的 と する。 具体的には、 放射性物質の環境動態計測 と

そのデータ を活用し た多媒体環境モデ リ ングを進める こ

と によ って、 湖沼、 河川、 森林、 土壌等の環境中におけ

る放射性物質の挙動を解明する。

〔内容および成果〕

（ １ ） 環境動態計測

環境中におけ る放射性物質の実態を把握する と と も に、

「 （ ２ ） 多媒体環境モデ リ ング」 で使用する測定データ を
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取得する ため、 湖沼、 河川、 森林、 土壌等の環境中にお

け る放射性物質の動態を計測し た。 対象地域は、 福島県

東部およびつ く ば周辺域 と し、 対象試料は、 森林 （土壌

柱状試料、 土壌流出水、 植物）、 湖沼 （柱状底質試料も し

く は表層泥、 水、 湖水中生物）、 河川 （水、 懸濁粒子、 抽

水植物、 土壌） 、 沿岸域 （海産生物） などであ る。 また、

空間線量の高い地域におけ る協力者の同意の も と、 食事

試料によ る内部被ば く 計測 と と も に、 個人用線量計の携

行によ る外部被ば く 量を計測し た。 更に、 加速器質分析

計によ る I-129 の測定など、採取試料中の極微量放射性核

種の分析法の開発を進めた。

（ ２ ） 多媒体環境モデ リ ング

放射性物質の環境動態を解明する ために、 大気－海洋－

陸域を結合し た多媒体モデ リ ングシステムを設計し、 開

発を進めた。 具体的には、 地域環境研究セン ターで開発

し た大気輸送 ・ 沈着モデル と 沿岸海域モデル、 並びに、

環境 リ ス ク 研究セ ン タ ーで開発 し た多媒体モデル G-

CIEMS の陸域モデルを結合する こ と によ って、 阿武隈川

水系か ら福島県沿岸海域の広域におけ る震災発生直後か

ら の放射性物質の環境動態を、 メ ッ シ ュ単位または媒体

特性に応じ た地理区画分解にて予測する こ と を目標にし

て開発を進めた。

〔備考〕
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７ . １ 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

環境に関する総合的な情報の提供の役割を果たすた

め、様々な種類の環境情報を統合的に利用することがで

きるプラットフォームとして、「環境展望台」（http://

tenbou.nies.go.jp/）を平成22年7月より公開している。

環境展望台は、利用者が、様々な環境情報の中から必

要な情報にたどり着きやすいように、「情報源情報（メタ

データ）」と「検索システム」を整備している。

なお、本年度は、従前から実施しているアクセス解析

に加え、新たにウェブアンケートを実施して利用者ニー

ズを把握し、トップページのリニューアルやコンテンツ

の改善等を行った。また、新着情報メール配信サービス

を開始し、利用者の利便性の向上に努めるとともに、情

報提供の充実を図った。

「環境展望台」のコンテンツの概要は以下のとおりであ

る。

ア．ニュース・イベント ･･･ 国内・海外ニュース、イベント情報

イ．研究・技術･･･ 環境研究・環境技術に関する情報

ウ．政策・法令･･･ 環境政策・環境法令に関する情報

エ．環境学習 ･･･ 環境学習に役立つ情報

オ．環境GIS ･･･ 環境の状況、環境指標・統計等に関する情報

カ．検索・ナビ･･･ 様々な環境情報の検索サービス

７ . １ . １ 環境の状況等に関する情報

（１）環境 GIS

環境 GIS は、環境省策定の「環境省国土空間データ基

盤整備等実施計画」に基づいて整備したデータを利用す

ることにより構築したサイトであり、平成 14 年９月より

公開を開始し、平成 22 年度にシステムの再構築を行うと

同時に「環境展望台」との統合を図った。コンテンツに

は、環境の状況、環境指標・統計、環境規制・指定、研

究成果等があり、地理情報システムを使用し、さまざま

な調査データ等を地図やグラフで表示し、視覚的にわか

りやすく提供している。また、環境 GIS は、地理空間情

報活用推進基本計画（平成 20 年４月 15 日閣議決定）に

おいて、環境保全の情報に係る情報を提供するサイトと

しても位置づけられている。

本年度は、以下の業務を実施した。

ア．調査結果データ（大気汚染状況の常時監視結果、

公共用水域の水質測定結果、有害大気汚染物質調査

結果、自動車騒音の常時監視結果等）を追加し、デー

タの拡充を図った。

イ．「環境 GIS ／環境の状況」について凡例の見直し、

調査地点 ID の統一、測定地点位置情報等の訂正を行

い、より正確で信頼性の高い情報の提供を図った。

ウ．騒音・振動・悪臭に係る情報を提供している「環

境 GIS ／生活情報サイト」の全面的な改修を行い、

GIS 機能の拡充、地図操作性およびユーザビリティ

の向上を図った。

エ．「環境 GIS ／大気汚染予測システム」においては環

境省が国立環境研究所の技術支援を受け、新たに開

発した「大気汚染予測ソフトウェア」を利用するこ

ととなった。日本全国（北海道、沖縄を除く。）５ km

メッシュでの予測が可能となったため今までの予測

地域について見直しを行い、当該サイトの改修を

行った。また、新たに硫酸塩エアロゾルを予測測定

物質に追加した。

オ．サーバの集約化および OS 更新に伴うアプリケー

ションの移植を行った。対象となったアプリケー

ションは「東アジアの広域大気汚染マップ」、「大気

汚染予測システム」、「海洋環境モニタリングマッ

プ」、「全国星空継続観察」等である。また老朽化し

たサーバのアプリケーションを仮想サーバへ移植し

た。

カ．「環境指標・統計」に熱中症患者数（総数）を追加

した。

キ．「環境調査 GIS 支援ツール」の所内向けの利用説明

会を開催し、その利用・普及に努めた。

（２）環境情報の整備と提供

環境情報部では、従来から、環境モニタリング調査に

係るデータを整備し提供する業務を行っている。

（ｉ）環境情報の整備

本年度は、前年度に引き続き下記の調査データを収集、

整理し、データベース化を行った。

ア．大気汚染状況の常時監視結果

イ．公共用水域の水質測定結果

ウ．有害大気汚染物質調査結果

エ．酸性雨調査結果

オ．自動車騒音の常時監視結果

カ．ダイオキシン調査結果

キ．騒音・振動・悪臭規制法施行状況調査結果

ク．海洋環境モニタリング調査結果

（ii）環境情報の提供

ア．ホームページによる提供

環境 GIS では、各種調査データを地図やグラフ等で表

示するほかダウンロードによるデータの提供を行ってい

る。
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また国立環境研究所ホームページ内の「環境数値デー

タベース」サイトにおいては、大気汚染状況の常時監視

結果と公共用水域の水質測定結果のデータ閲覧や集計値

データ等のダウンロードを行っている。

イ．貸出による提供

大気汚染状況の常時監視結果の１時間値データについ

ては、環境情報部が独自に収集、整備を行った 2008 年度

までのデータについて、環境省をはじめとする行政機関・

研究者等への貸出提供を行っている。本年度は、計３，

７８８ファイルの貸出を行った。

７ . １ . ２ 環境研究・ 環境技術に関する情報

環境研究･環境技術に関する収集･整備を図るとともに

「環境展望台」において、研究･技術、ニュース･イベント等

のコンテンツを通じて情報を提供してきた。

本年度は、国内・海外の最新ニュースの情報収集・更新

を日常的に実施するなど、コンテンツの充実を図った。な

お、各ニュースと関連性のある環境技術解説へのリンクを

表示するなど、関連する情報同士をつなげて統合的に利用

してもらえる機能を実装させている。

７ . ２ 研究部門及び管理部門を支援する業務

７ . ２ . １ コ ンピュ ータ ・ ネッ ト ワーク システム管理業務

環境情報部では、スーパーコンピュータを含む各種のコ

ンピュータシステム及び国立環境研究所ネットワークに

関する管理、運用等業務を行っている。業務を行うにあ

たっては、「国立環境研究所電子計算機処理管理規程」及

び「国立環境研究所ネットワーク運営管理規程」を定め、

適正な管理、運用等に努めている。

（１）コンピュータシステム管理業務

平成 19 年３月のシステム更改により導入された現行シ

ステムは、大規模なスーパーコンピュータを中核に、複数

の各種サブシステムを加えた分散型のシステムであり、夜

間及び休日を含めて 24 時間連続運転を行っている。スー

パーコンピュータについては、３ヵ月に１度の定期点検を

実施している。

各システムのうち、ベクトル処理用計算機及びスカラ処

理用計算機の利用に係る調整は地球環境研究センターが

行い、それ以外のシステムの利用に係る調整、全システム

の管理及び運用を環境情報部が行っている。

本年度の利用登録者数は、所外の共同研究者を含めて、

ベクトル処理用計算機 97名、スカラ処理用計算機 77名と

なっている。

また、利用者支援の一環として、オープンソースの CMS

を利用した利用者向け情報発信サーバによる運用情報・統

計情報、利用情報・支援情報等に係る発信体制の整備・充

実のほか、利用者講習会やプログラム移行に伴う支援を中

心とした対応を実施した。

さらに、次期システムの導入検討の準備として、地球環

境研究センターと協力し、これまでのスーパーコンピュー

タの利用実績や研究成果などをとりまとめるとともに、資

料招請等によりスーパーコンピュータに係る各種情報収

集と技術動向の調査を進め、仕様書原案の公表を行った。

（２）ネットワークシステム管理業務

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET） の代表的な利用

例は、各研究室等に配置されたパーソナルコンピュータ等

によるスーパーコンピュータを始めとする各種コン

ピュータの利用、国外を含む所内外との電子メール、ファ

イル転送及びWebの利用等である。

ネットワークシステムの管理業務の中で特に重要とな

るネットワークセキュリティ対策については、ファイア

ウォールの設置・運用、非武装セグメント（DMZ）に設置さ

れた各種の WWWサーバ、データベースサーバ等の監視を始

めとする各種の不正アクセスの監視のほか、イントラネッ

トを通じて研究ユニットのサーバ管理者向けにセキュリ

ティ情報を提供し、より積極的な注意喚起を行っている。

さらに、所内における不正接続を防止するため、ネット

ワークに接続されている機器をリアルタイムで監視し、不

正利用発見時に接続を停止できるシステムを運用してい

る。

コンピュータウイルス対策としては、コンピュータウイ

ルス対策サーバを設置し、メール添付ファイル等をフィル

タリングすることによるウイルス対策を講じるとともに、

Web 閲覧についても、コンテンツフィルタリング機能を導

入してウイルス感染の危険性があるサイトの閲覧を遮断

している。

また、フィルタリングによる対策に加え、メール添付

ファイル以外のネットワークを利用した情報交換、CD や

DVD 等の電子メディア、インターネットからのダウンロー

ド等によるコンピュータウイルスの感染を防止するため、

ウイルス対策ソフトウェアの一括購入によるイントラ

ネットからのダウンロード方式において、別のパーソナル

コンピュータについてもウイルス対策を講じることので

きる環境を提供している。

さらに、Web 改ざんを行うコンピュータウイルスに対す

る対策としては、関係者へのセキュリティ情報の周知を行
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うとともに、Web コンテンツの改変について定期的に監視

を行っている。

迷惑メールの対策として、迷惑メール対策サーバによる

フィルタリングの実施やパーソナルコンピュータ上での

対策の周知等を継続的に実施しているが、今後は、さらに

迷惑メールの検出精度を高める検討や、複数手法による対

策の強化が必要である。

また、昨今、社会的な問題となっている Winnyを始めと

する P2Pファイル共有ソフトウェアについて、情報セキュ

リティ研修等で利用者への周知・指導を行うとともに、特

に Winny については監視ツールを用いた常時監視を実施し

ている。

なお、次期システムの導入検討の準備として、これまで

の利用実績や所内要望調査などをとりまとめるとともに、

資料招請等によりネットワーク機器、ネットワークサービ

スに係る各種情報収集と技術動向の調査を進めた。

７ . ２ . ２ 研究情報の整備・ 提供

（１）文献データベースの利用

環境情報部では、環境研究を側面から支援するために国

内外の文献データベースの効果的な活用体制の整備を

図っている。

ア．オンライン学術データベースの利用

JDream Ⅱ（(独 )科学技術振興機構(JST)）、G-Search

（(株 )ジー・サーチ）、CiNii（国立情報学研究所論文

情報ナビゲータ）機関定額制による利用契約を引き続

き行ったほか、新たに、環境関連法令情報データベー

ス「エコブレインセレクション（第一法規）」等の利

用を開始した。

イ．学術論文データベース等の利用

①引用文献データベース Web of Science（Thomson

Reuters）（平成 14 年（2002 年）７月導入）の利用

契約を行い、自然科学分野及び社会科学分野の２分

野について、学術文献(1981-現在 )及び国際会議、

学会等の会議録 (1990- 現在 ) 等の検索利用を行っ

た。

②以下の電子ジャーナルパッケージの利用契約によ

り、論文フルテキストの検索、ダウンロード利用を

行った。

・エルゼビア社 SciVerse Science Direct（平成 17

年（2005年）１月導入）の環境科学分野サブジェク

トコレクション

・シュプリンガー社 SpringerLink（平成 23 年１月

導入）の分野別電子ジャーナルパッケージ（２種）

（２）文献入手サービスの利用

ア．外部機関への文献複写依頼

イントラネット「国立環境研究所文献複写申込書」に

より、所内で入手できない学術文献について、当該文

献を所蔵する外部機関に対する複写物の提供依頼を

行っている。本年度も、ILL:InterLibrary Loan 図書

館相互貸借制度にもとづき、国立情報学研究所が運営

する「目録所在情報サービス」及び「国立情報学研究

所ILL文献複写等料金相殺サービス」に参加し、国立

大学附属図書館に依頼したほか、本年度から新たに

「ILL- グローバル」に参加し、試行的に北米大学図書

館への依頼を行った。その他に、JST、国立国会図書

館、及び The British Libraryなどの複写サービスを

利用した。本年度の外部機関への複写申込件数は 707

件、ILLによる外部機関からの複写依頼件数は46件で

あった。

イ．論文購読（Pay-per-View）の利用

本年度から、エルゼビア社学術誌の論文購読（トラン

ザクション）利用契約を行った。論文購読件数は５件

であった。

（３）研究成果発表情報の整理

引き続き、研究所の活動状況の把握のため、イントラ

ネット「研究者データベース」に申請された研究成果発表

情報を、誌上（所外の印刷物）発表論文と口頭発表（講演

等）に区分ごとに、研究課題コード、発表者、題目、掲載

誌（発表学会名称等)、巻号、ページ（開催年）、及び刊行

年の項目を区分して整理する。

また、研究所ホームページ「成果発表一覧（誌上）、（口

頭）」のデータ更新を実施し、研究成果がWeb公開されてい

るときは、「成果発表一覧」から掲載誌の原著論文へのリ

ンクを行えるよう、研究活動状況の速報性強化を図った。

（４）図書関係

図書室の運営は、環境情報部情報管理室が担当し、研究

活動に不可欠な学術雑誌を始めとする図書資料の収集・管

理，閲覧等利用サービスを行っている。学術雑誌の収集に

ついて、本年度は、所内委員会において「今後の方針」を

検討し、雑誌の性格に応じ、「優先購読外国雑誌」と「一

般購読外国雑誌」に区分した上で、優先購読外国雑誌は、

電子ジャーナルの利用が可能な雑誌の中から選定し、４年

間継続講読することとした。また、一般購読外国雑誌につ

いても、電子ジャーナル利用が可能なものは、2012年契約

分から、その講読形態を冊子から電子ジャーナル購読に切

り替えた。さらに、シュプリンガー、Nature、Science 等
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の電子アーカイブの買取購入を進め、過去の雑誌バックナ

ンバーに遡り、論文フルテキストの利用ができるようにし

た。

引き続き、利用者向けイントラネット、「図書利用案内

ページ」の充実を図るとともに、「オンライン所蔵目録デー

タベース」の整備を行った。また、本年度は、電子ジャー

ナルリンクナビゲーターの導入を行い、「国立環境研究所

ジャーナルポータル」を構築して、オープンアクセス誌を

含め所内利用が可能な電子ジャーナルの利用促進を図っ

た。さらに、利用者支援の新たな取り組みとして、利用者

講習会及び図書館見学ツアーを月１回程度開催した。

本年度末現在の図書室の蔵書数は、単行本58,976冊、選

定雑誌276誌（国内・外国雑誌、電子ジャーナルを含む）、

環境分野の米国政府技術報告書122,268件（マイクロフィッ

シュ）であった。

本年度末現在の図書室の施設は、雑誌閲覧室 (254m2) 内

に電動書架（延べ 3,290 棚）と雑誌展示書架（210 誌分）

を、単行本閲覧室（194m2）内に固定書架（延べ708棚）と

ニュース展示書架（280誌分）を、報告書閲覧室（74m2）内

に電動書架（延べ918棚）をそれぞれ整備している。また、

マイクロ資料閲覧室（101m2））内の一部には、研究成果パ

ネル展示スペースを整備している。

本年度の図書室利用は、外来者 15 人、所内利用者を含

めた延べ利用者数は 22,515 人であった。なお、本年度は、

東北地方太平洋沖地震被害の復旧作業のため、６月までの

間、室内立入禁止の措置をとったが、その間も研究活動の

遅滞がないよう、イントラネットを通じて電子ジャーナル

の提供、文献入手サービス等を実施した。

（５）環境省委託調査報告書等の収集

環境省が委託等により実施した調査研究等の成果は、研

究者や一般の国民にとっても貴重なものである。本年度

は、環境省が前年度中に実施した調査研究等の成果物を中

心に、1,058 種の報告書を収集、整備した。この結果、累

積総数は、10,487種に達している。

また、国、地方公共団体、大学等から337種の寄贈及び

寄贈交換の報告書等があり、累積総数では、18,260種を数

える。

７ . ２ . ３ 情報技術を活用し た業務の効率化

（１）所内IT化支援業務

企画部及び総務部等の管理部門等を中心とし、情報技術

を活用した業務の効率化のための支援を行った。本年度に

実施した主なものは以下のとおりであり、データベースに

ついてはイントラネットでの稼動を基本とするが、一部は

研究所ホームページのコンテンツとしても公開されてい

る。これらの支援は、今後も継続して行っていくこととし

ている。

ア．業務用PC一括管理システムの運用管理

イ．職員等基本データベースのシステム更新・運用

ウ．研究課題データベース更新・運用

エ．研究者データベースの更新・運用

オ．高信頼性データ共有システム運用

カ．委員委嘱等申請（総務課・企画部）データベースシステム運用・システム更新

キ．環境マネジメント評価シートシステムの運用

ク．各種システムの運用支援（人事･給与システム／会計システム）

（２）業務の効率化

平成 12 年に成立した「高度情報通信ネットワーク社会

形成基本法」に基づく「高度情報通信ネットワーク社会推

進本部」（略称「IT戦略本部」。内閣総理大臣が本部長）に

おいて、国の行政事務等を対象として業務・システムの最

適化を実現するため、平成 15 年度に各府省に CIO（Chief

Information Officer）を設置するとともに、「各府省情報

化統括責任者（CIO）連絡会議」を組織し、所要の検討を

行っている。

CIO 連絡会議では平成 17 年６月、「独立行政法人等の業

務・システム最適化実現方策」を策定し、平成17年度中に

独立行政法人に CIO及び CIO に対するアドバイス等を行う

情報専門家として CIO補佐官を設置することとされ、本研

究所においても CIO（企画・総務担当理事が充て職）、CIO

補佐官（本研究所における呼称は「CIO補佐」）を置くこと

とし、平成18年３月からCIO関連業務を環境情報センター

が行うこととされ、現在に至る。

平成 21 年 2 月に策定された「第二次情報セキュリティ

基本計画」において、政府機関はセキュリティ対策に係る

民間専門家を活用した最高情報セキュリティアドバイ

ザー（CISO補佐官）の設置を進めるべきとされ、当研究所

においても平成22年度からCIO補佐に加え、民間の専門家

であるCISO補佐を置き、関連業務を推進している。

本年度は、平成 19 年度に策定し当研究所ホームページ

で公開した「国立環境研究所コンピュータシステム最適化

計画」に基づき、その最終年度として業務の効率化に取組

んだところである。

また、情報セキュリティ対策については、「独立行政法

人国立環境研究所情報セキュリティポリシー」を政府統一

基準第４版に準拠させ、平成23年 10月には実施手順書を

追加整備した。さらに、ポリシー及び実施手順等の内容を

所内に周知・解説するための研修を実施し、平成24年３月
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には管理部門・研究部門に対する情報セキュリティ内部監

査を行い、イントラネットを通じた自己点検も実施した。

７ . ３ その他の業務

７ . ３ . １ 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

（１）国立環境研究所ホームページの運営

本研究所の案内情報、研究情報等のインターネット上で

の発信手段として、平成８年３月から「国立環境研究所

ホームページ」の運営を開始している。

運営開始当初は、本研究所の業務紹介やデータベースの

提供等本研究所の基本的な紹介情報を主としたもので

あった。その後、順次、個別研究テーマごとのページや、

データベース等の研究成果等を提供・紹介するページを追

加掲載するとともに、ホームページ情報検索システムの導

入や刊行物等の掲載を行ってきたところである。

本年度は、 昨年度に引き続き、公開シンポジウムや環境

科学特別講座においての講演を録画・編集し、「ビデオラ

イブラリー」から動画コンテンツとして配信するととも

に、「トピックス」の記事を連載するなど、掲載データの

継続的な拡充を進め、より多くの情報をわかりやすく効果

的に提供することに努めた。その他に、 研究所の広報活動

の一環としてのホームページの役割を踏まえ、ホームペー

ジにおけるユーザビリティ向上と管理運用の効率化を実

現することを目的として、ホームページの再構築について

検討を進めた。

以上に加えて、本年度は「温暖化影響評価・適応政策に

関する総合的研究プロジェクト英文」、「ため池ＧＩＳ」の

ページを公開し、プロジェクトの概要や、個別の研究内容

等の情報を提供するとともに、今後、研究の成果について

順次提供していくこととしている。

さらに、昨年発生した東北地方太平洋沖地震における環

境に関連する情報を「東日本大震災 関連ページ」として、

引き続きトップページ上から発信した。

本年度１年間における国立環境研究所ホームページ（基

幹システム）へのアクセス件数（ページビュー件数）は、

35,542,487件であった。

国立環境研究所ホームページの構成は、図1及び 図 2の

とおりである。

（２）編集・刊行

本研究所の活動状況及び研究成果等については、刊行物

として関係各方面に配布するとともに、研究所ホームペー

ジにおいて広く提供している。本年度も引き続き指定刊行

物の PDF化を進め、研究所ホームページから閲覧や印刷を

可能にした。

本年度においては、平成22年度年報、NIES Annual Report

2011、平成 23 年度研究計画、特別研究報告（６件）、研究

報告（２件）、業務報告（１件）、地球環境研究センター報

告（３件）、国立環境研究所ニュース（６件）を刊行した

ほか、本研究所の研究成果を国民にわかりやすくリライト

した研究情報誌「環境儀」第41～ 43号を刊行した（９.1

研究所出版物参照）。

「年報」や「研究計画」の作成にあたっては、XML自動組

み版システムにより、校正作業の省力化やコスト軽減が図

られている。また、ホームページに掲載された「年報」（平

成 16年度～平成 22年度）の全文 PDFファイルでは、当該

年報に掲載した人名索引などから、当該年報のそれぞれの

研究課題のページにリンクできるようになっており、さら

に活用しやすいものとなっている。

「環境儀」については、より充実したものとするための

基礎資料を得るため、アンケート調査を実施している。実

施方法として、主な発送先にアンケート用紙を配布すると

ともに、研究所ホームページからも入力可能としている。

今後、得られた回答を基に編集作業に反映させていくこと

としている。

なお、これらの刊行物は、国立国会図書館、国内外の環

境関係試験研究機関、各省庁及び地方公共団体環境担当部

局等に寄贈交換誌として配布した。
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図 1 　 国立環境研究所ホームページ （和文） によ る情報提供

日本語ホームページ　http://www.nies.go.jp/
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７ . ３ . ２ 環境省から の請負等業務

本研究所は、平成 13 年４月に独立行政法人化したこと

により、国や民間の機関等からの業務の委託、請負実施が

可能となった。環境情報部においても、本年度、環境省か

ら１件の請負業務を実施した。その概要は以下のとおりで

ある。

○平成 23 年度生活環境情報総合管理システムの整備業

務（請負、水・大気環境局大気環境課大気生活環境室）

近年における感覚公害問題の実情を踏まえ、平成 13 年

度から全国の騒音・振動・悪臭などの生活環境情報の整備

を進め、本部が整備する環境GISから広く一般に提供する

ことを目的として、生活環境情報総合管理システムを開発

し、平成19年度に環境GIS内「生活環境情報サイト」を公

開した。本年度は、昨年度に引き続き「生活環境情報サイ

ト」において、騒音・振動・悪臭に係る法施行状況調査

データ、発生源データ、及び「かおり風景100選」「残した

い日本の音風景 100選」などのコンテンツを提供するとと

もに、全国星空継続観察調査システムの運用を行った。ま

た、地球温暖化やヒートアイランド現象に伴う高温下での

発生が数多く報告されている熱中症の予防を喚起するた

め、「環境省熱中症予防情報サイト」を公開し、気象庁数

値予測情報に基づく熱中症予防情報（WBGT情報）を広く一

般に提供するとともに、WBGTの観測ネットワークを構築し、

WBGT等観測実況値の提供を行った。なお、熱中症予防情報

の公開に係る業務は、環境健康研究センターが実施した。

英語ホームページ　http://www.nies.go.jp/index.html

図 2 　 国立環境研究所ホームページ （英文） によ る情報提供
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８ . １ 運営体制

本研究所の大型施設等については、大型施設調整委員会

において管理・運営に係る基本的事項が審議され、研究部

門の主体運営部署を中心に関連部署との連携や専門業者

の活用が図られつつ、運営されている。

８ . ２ 主な研究施設

８ . ２ . １ 大気化学実験棟（ 光化学反応チャ ンバー）

本施設は、工場や自動車などから排出される一次汚染物

質や植物から放出される有機物が大気中での化学反応に

よって、二次汚染物質に変質するメカニズムを実験的に研

究する施設である。本施設は、都市域における光化学ス

モッグや対流圏バックグラウンドの大気汚染に関連した

光化学オゾンやエアロゾルの生成・消滅に係わる大気光化

学反応の解明、並びに大気中での光化学反応が大気質の変

化や放射収支に及ぼす影響を評価するための基礎データ

の提供を主目的としている。そのための大型実験装置とし

て光化学反応チャンバーが設置されている。

本年度は、地域環境研究センターと環境計測研究セン

ターによって、特別研究、民間からの受託研究、科学研究

費補助金による研究及び経常研究等が行われた。

８ . ２ . ２ 大気モニタ ー棟

本施設は、大気質の自動測定装置等の精度や安定性の

チェック、あるいは相互比較、さらに妨害因子の検討など

を行うための施設である。本施設には、国設大気測定所な

どで実際に使用されている機器を中心として７種類の自

動測定器（NOx 、 SO2 、O3 、CO2 、非メタン、SPM、ガス状

Hg、酸性雨に関する各測定機器）が設置され、機器性能を

維持するための精度管理が常時行われている。東日本大震

災で被害があったが、酸性雨計を除き5月から常時観測が

復帰した。気象要素（風向、風速、雨量、気圧、日射量、

紫外線放射量、地表温度）や大気質の測定結果は、ホーム

ページによる公開やデータ提供サービスされ多くの所内

外の研究者や学生に利用された。

８ . ２ . ３ 水環境実験施設

本施設は、水界における汚染物質の挙動及び影響を生態

学、生物学、水処理工学等の見知から解明すること及び、

汚染環境の浄化・再生手法の開発を目的とした施設であ

る。水処理実験装置等が設置されている他、有害汚染物質

が水生生物へ与える影響及びその評価手法を研究する目

的で毒性試験装置が設置されている。

本施設を利用して、本年度は循環型社会研究プログラ

ム、及び化学物質評価・管理イノベーション研究プログラ

ムが実施され、特に微生物工学、生態工学等を活用した水・

土壌環境修復・改善に係る技術開発と液状廃棄物の適正処

理システムの構築を目的とした現象解明、発生源・面源対

策研究等を実施しており、液状廃棄物対策、有害藻類対策、

重金属汚染対策等を推進した。また、本施設の人工環境室、

培養室を用いては、環境研究の基盤整備の一環として実験

水生生物の飼育・繁殖・培養を行っており、今年度は約50

種の実験水生生物等を所内外での研究に提供した。そのほ

か、文科省科研費、民間からの受託等の外部競争的資金に

よる研究も実施された。

８ . ２ . ４ 環境試料タ イムカプセル棟

本施設は、将来の環境問題の顕在化に備え、現在の地球

環境の状況を適切に保存し、技術が進歩した未来における

分析や個体群増殖・再生を可能にするため、大気・生物・

底質・母乳等の環境・ヒト生体試料を長期的に保存する施

設であると共に、環境汚染や環境変化により絶滅の危機に

瀕している野生動物種がますます増加している状況から、

絶滅のおそれのある野生動物の保護増殖や生物学的研究の

基盤として、絶滅の危機に瀕する野生動物の細胞・遺伝子

を保存する施設でもある。試料を超低温で保存する -60 ℃

の超低温室のほか、-80℃のフリーザーや-160℃の気相保

存が可能な液体窒素タンクが設置され、厳密な検疫システ

ム及び保存環境監視システム下で業務が遂行されている。

本年度は、東日本大震災によって津波被害を受けた地域、

原発事故による影響が想定される地域の一斉調査を行っ

た。凍結粉砕された貝類・アカエイ等の環境試料が 13 地

点、絶滅危惧鳥類 9種 53個体、絶滅危惧哺乳類 4種 58個

体より培養細胞及び遺伝子保存用サンプルを採取し凍結保

存を行った。最終的に今年度凍結保存した培養細胞及び凍

結組織は合計で 2,334 本となった。内訳は絶滅危惧鳥類

1,417本（培養細胞：361本、組織：1,056本）、絶滅危惧哺

乳類917本（培養細胞：118本、組織：799本）である。

８ . ２ . ５ 土壌環境実験棟

本施設は、土壌・底質環境の保全、並びに汚染土壌の浄

化に関する研究を行うことを目的とした施設であり、気

温、地温、土壌水分などの制御下で土壌－植物系における

汚染物質（主に重金属類）の挙動を調べるための土壌環境

シミュレーター（大型及び小型ライシメーター）が設置さ

れている。この装置には不攪乱土壌が充填されており、現

地の土壌構造が室内に再現されている。本施設には他に、

土壌中化学物質の動態解析生態影響のための実験室、土壌

試料の前処理施設なども設置されている。
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本年度は、本施設を利用して、経常研究、先導研究プロ

グラム、分野横断型提案研究、文部科学省科学研究補助金

による研究などが行われた。

８ . ２ . ６ 動物実験棟

本施設は、環境汚染物質が人の健康に及ぼす影響を、

Biomedical Scienceの立場から、動物を用いて実験的に研

究することを目的とした研究施設である。

本施設は、重点研究プロジェクトである「感受性要因に

注目した化学物質の健康影響評価」、「環境中におけるナノ

粒子等の体内病態と健康影響評価」の２課題、政策対応型

調査・研究「効率的な化学物質環境リスク管理のための高

精度リスク評価手法等の開発に関する研究」と経常研究及

び奨励研究などに使用された。

これらの内容として、大気汚染物質、重金属及びその他

の環境汚染物質の生体影響の解明に関する基礎的研究・リ

スク評価研究に加えて、地球規模の環境変化としての地球

温暖化の健康影響に関する研究が含まれている。

「生体用NMR装置」

本装置は実験動物を生かした状態でNMR計測を行い、そ

の代謝機能や体内構造を解析する装置である。これまで、

経常研究、文科省科学研究補助金による研究、科学技術振

興調整費による研究などに使用され、ラット脳の代謝解

析、精巣の微細構造の描出等の研究が行われている。本年

度は、経常研究、文科省科学研究補助金による研究が行わ

れた。

８ . ２ . ７ ナノ 粒子健康影響実験棟

ナノ粒子健康影響実験棟の１～３階はディーゼル排気

中のナノ粒子発生装置と小動物への吸入曝露装置が設置

されており、４～５階は ＧＬＰ 対応の動物実験施設であ

る。平成20年度からは「自動車排気ガス由来の環境ナノ粒

子の健康影響研究」において慢性吸入曝露実験が進められ

てきた。また H23年度からは「ディーゼル排ガス由来二次

生成有機エアロゾルの生体影響調査」が開始した。また、

ナノマテリアルの健康影響評価に関する研究も行われて

いる。

８ . ２ . ８ 生物環境調節実験施設

本施設は、実験植物を供給するとともに、植物を主な対

象として、大気汚染ガスやその他の様々な環境要因が生物

に及ぼす影響の解明や生物影響診断モニタリング、生物に

よる環境浄化・修復（バイオレメディエーション）に関す

る研究、遺伝子組換え生物の生態系影響評価に関する研究

等に利用するため、環境制御温室、種々の型式・性能のグ

ロースキャビネット、遺伝子組換え実験室・培養室等が設

置されている。本年度は本施設を利用して、公害一括研究、

重点・先導プログラム研究、センタープロジェクト、地方

環境研究所等との共同研究、科研費による研究等が実施さ

れた。

８ . ２ . ９ 環境生物保存棟

本施設は、研究材料及び試験生物としての環境微生物の

系統保存、及び絶滅の危機にある水生植物の系統保存、凍

結保存を行う施設である。現在、約 2,800 株の藻類が保存

されており、そのうち微細藻類及び原生動物約 1,900 株、

絶滅の危機にある水生植物（車軸藻類と淡水産大型紅藻）

約300株が分譲用に公開されている。また、これらのうち

シアノバクテリア、単細胞性紅藻、緑藻、トレボキシア藻

などの微細藻類約700株と、絶滅危惧種の淡水産紅藻約140

株が凍結保存されている。

本年度は、645株が所外（うち84株が国外）、278株が所

内の研究者に提供され、環境研究、環境浄化研究、生理活

性物質の探索や生理機能の解析等の応用研究をはじめと

して、分類や系統解析等の基礎研究や教材等、多様な目的

で利用された。また、微生物系統保存施設ホームページ

（http://www.mcc.nies.go.jp）については、株情報及び文

献検索結果をCSVファイルでダウンロード可能にするなど、

より使い勝手のよいホームページへの更新を行った。

８ . ２ . １ ０ 生態系実験施設

本施設は、地球環境問題や生態系保全などに関連して、

制御された環境条件下で、動植物の個体、個体群と群落に

及ぼす種々の環境要因の影響を解明するための実験研究

施設である。現在、昆虫や植物を培養するための光強度、

温度、湿度制御施設を保有している。本年度は、上記の施

設を利用して、引き続き科学技術研究費補助金と重点特別

研究プロジェクト研究などが実施された。特に、高二酸化

炭素濃度環境下で植物栽培と光合成特性の解明に関して

一連の実験結果を得た。

８ . ２ . １ １ RI・ 遺伝子工学実験棟

本施設は、放射性同位元素を利用する施設（RI 棟）、遺

伝子組換え実験を行うためのP2レベル封じ込め施設（遺伝

子棟）と通常の実験室から構成されている。RI棟では放射

性同位元素を利用した環境中の汚染物質の挙動や、生態系

への影響、物質循環の解明、生物を用いた汚染物質の除去

技術の開発等を行っている。文部科学省より使用許可を受

けている核種は23核種である。本年度は 16課題、放射線
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業務従事者数は職員、客員、共同研究員、研究生、放射線

管理委託職員合わせて25人であった。

遺伝子棟では、組換えDNA技術を環境保全に利用するた

めの手法の開発や、遺伝子を組換えた生物の環境中での挙

動や生態系への影響を解明するための基礎的知見を収集

することを目的とした施設である。

本年度に承認された本研究所における組換えDNA実験は

28 課題、登録された組換え DNA 実験従事者は 82 人であっ

た。遺伝子組換えによる環境ストレス耐性の植物の作成、

組換え微生物の水中及び土壌中での挙動の解明、動物遺伝

子のクローニングなどの実験が本施設内で実施された。ま

た、P2 管理区域外の分析機器室には多重蛍光画像解析装

置、ペプチドシークエンサーや DNAシークエンサー等の分

析機器が設置されており、共用機器として活発に使用され

た。

８ . ２ . １ ２ 環境リ スク 研究棟

本施設は、環境リスクに関する調査・研究の中枢を担う

総合研究施設であり、生態影響評価、健康影響評価、曝露

評価の研究を実施するとともに、関連する情報を収集・解

析し、成果の外部発信を行っている。１階は水生生物の生

態影響評価研究エリアとなっており、流水式曝露装置を用

いたメダカへの化学物質曝露による毒性評価、海水系曝露

施設を用いた有機スズ曝露によるイボニシ（巻き貝）の生

殖器異常のメカニズム解明や、マゴガレイ稚魚に対する貧

酸素耐性に関する研究、底質環境シミュレーターを用いた

魚類への化学物質の曝露挙動などの研究を行っている。２

階は主に化学物質の計測のためのエリアで、水環境や大気

環境の化学物質を計測するための機器（GC/MS/MS、LC/MS/

MSなど）や、免疫染色を施した細胞を観察するための共焦

点レーザー顕微鏡が設置され、また、環境質のin vitroバ

イオアッセイ手法による評価研究が行われている。４階は

環境リスクに関する情報の収集・解析・評価を行うエリア

と、ヒトの健康に関する感受性要因を解明するための動物

実験エリアからなっており、化学物質を曝露した実験動物

の行動解析などが行われている。

「核磁気共鳴断層撮像分光装置（MRI）」

本装置は磁場強度4.7 T、ボア径92.5cm の超伝導磁石を

主要構成機器とし、ヒト全身を無侵襲で計測できる研究機

器である。形態解析、代謝解析、機能解析を通じて化学的、

物理的、社会的環境がヒトに及ぼす影響の解明に用いられ

る。これまで、重点研究プログラム、経常研究、文科省科

学研究補助金による研究に使用され、ヒト脳の形態データ

の集積、鉄代謝や神経伝達物質に関する研究が行われてい

る。本年度は、経常研究、所内公募型研究、文科省科学研

究補助金による研究が行われた。

８ . ２ . １ ３ 地球温暖化研究棟

本施設は、温暖化現象の解明・評価のための観測技術の

開発や観測試料の分析・準備、温暖化の影響評価・予測の

様々なシミュレーション・モデル開発、温暖化の社会経済

的影響の評価・予測など、さらには、研究交流にいたる地

球温暖化に係わる一連の研究を効率よく推進するための

総合研究施設である。以下に示す研究設備が設置されてい

る。

（１）生態系パラメータ実験設備

地球温暖化による植物影響の解析や二酸化炭素吸収源

としての植物機能のリモートセンシングによる解析手法

の開発などを目的として、植物を育成できる大型の人工光

型グロースキャビネット群が設置されている。これらの設

備の特徴は、自然光に劣らない強光条件や温湿度の制御範

囲が広く、かつ二酸化炭素とオゾンを濃度制御できるとこ

ろにある。

（２）大気微量成分スペクトル観測室

世界最高水準の波長分解能を誇るフェーリエ変換分光

計（FTS）と太陽光をFTSに導入するための太陽光追尾装置

を有する大気観測室である。FTS は、大気中の温暖化関連

物質のスペクトルを高波長分解能で観測し、温室効果ガス

などの気柱全量や鉛直分布を観測することができる。衛星

搭載観測装置による温暖化物質などの観測に対する地上

からの検証観測機器として活用されている。

８ . ２ . １ ４ 低公害車実験施設

自動車の環境負荷を実際の走行を再現しながら測定す

ることを目的とした世界最高水準の施設である。本施設に

は、自動車の走行状況や排ガス濃度をリアルタイムに計測

する車載装置、自動車の走行を屋内で再現するシャシーダ

イナモ装置、温度湿度を高精度に制御可能な特殊空調設備

を備えた環境実験室、高精度な排ガス分析計及び粒子計測

装置、排ガスが大気と混ざる瞬間を再現した高希釈倍率ト

ンネル及び大気放出後の変化を観察する排出ガス拡散

チャンバ等を装備している。

本年度は、ガソリン車及びハイブリッド車の燃費影響要

因解明試験、アイドリングストップの排ガス影響試験、排

ガス中未規制物質の排出実態調査、新開発モータ採用電気

自動車の性能評価試験のために使用された。
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８ . ２ . １ ５ 循環・ 廃棄物研究棟

本施設は、大量生産、大量消費、大量廃棄型の社会から、

天然資源の消費が少なく環境への負荷が小さい循環型社

会への転換を進めるための研究拠点として整備され、2002

年 3月に竣工した。

廃棄物の適正処理に関する研究を実施するための大型

の実験施設である熱処理プラント、埋立処分シミュレータ

や、有害物質によるリスクの管理・制御に資するため、資

源循環や廃棄物処理の過程で関係する様々な物質を物理・

化学・生物学的に分析するために必要な機器等が設置され

ている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プログ

ラム」を中心に、競争的資金による研究などが行われた。

８ . ２ . １ ６ 基盤計測機器

本研究所では、大型で高価な分析機器等を基盤計測機器

として管理・運営し、広く研究者が利用できるようになっ

ている。どの機器も性能を維持するために専門技術者によ

る維持管理業務が行われている。その中でも、［ ①透過型

電子顕微鏡（TEM）②走査型電子顕微鏡（SEM）③超伝導磁

石核磁気共鳴装置（NMR）④ガスクロマトグラフ質量分析計

（GC/MS）⑤パージ＆トラップガスクロマトグラフ質量分析

計（P&T-GC/MS）⑥プラズマ発光分光分析装置ICP-AES（J.A

及び T.I.S）の２機種⑦ ICP 質量分析装置（ICP-MS）⑧元

素分析計（CHN）］は特に分析希望が多い装置である。分析

希望試料も難度の高い前処理や分析技術を必要とするも

のが多いため、この９装置については、専門技術者による

依頼分析業務を行っている。

依頼分析を行った研究テーマは、約 30 課題、約 10,000

検体の分析希望があった。このようにして、所内約４割の

研究者が基盤計測機器を毎年利用しており、環境にかかわ

る分野の応用研究や基礎研究に役立つデータを提供して

いる。

８ . ２ . １ ７ 情報関連施設

（１）コンピュータシステム

平成 19 年３月に導入した、スーパーコンピュータを含

むコンピュータシステムは、比較的大規模のスーパーコ

ンピュータを中核に、複数の各種サブシステムを加えた

分散型のシステムとなっている。

本システムの主な構成としては、システムの中核をな

すベクトル処理用計算機（NEC SX-8R/128M16、128CPU、

総合演算ピーク性能：4.096Tlops、主記憶容量：1.5TB）、

ベクトル処理の必要のないプログラムの実行のためのス

カラ処理用計算機（CPU：Intel Xeon 4core × 22node、

総合演算ピーク性能：約 1TFlops、主記憶容量：192GB）、

膨大な計算結果を格納するための大容量ファイルシステ

ム と し て 超 高 速 な フ ロ ン ト ラ イ ン（SGI

InfiniteStorage4500(FC disk) 約 34TB）、大容量のニア

ライン（SGI InfiniteStorage4500(SATA disk)、約 320TB）

及び大容量テープライブラリ（STK StreamLine SL8500、

約 360TB）を備えるほか、ベクトル及びスカラ処理用計

算機の利用における前処理・後処理を行うためのフロン

トエンドサーバ、プログラムの開発時に活用する大容量

メモリを搭載したデバッギングサーバ等を備えている。

（２）国立環境研究所ネットワーク

国立環境研究所ネットワーク（NIESNET）は、当初、平

成３年度にスーパーコンピュータシステムが新規に導入

されたことに伴い、構内情報通信網（ローカルエリアネッ

トワーク：LAN）として、FDDI を基幹ネットワークとして

構築されたものである。

その後、各年度ごとに、所外との接続回線（IMnet：平

成 14年度より SINET）を増強（512Kbps、1.5Mbps、6Mbps、

135Mbps（ATM 専用サービス））、平成 13 年度末には、国内

の主要な超高速研究ネットワークに相互接続された「つく

ば WAN」を筑波研究学園都市内の 10の研究機関と連携して

整備したことにより、155Mbps の高速回線による所外接続

環境を整備し、更に平成 19 年４月からは 1Gbps × 5 系統

の利用環境へと拡充した。また、ネットワークの機能とし

ては、WWW サーバ、ファイアウォール、イントラネット、

コンピュータウィルス対策サーバ、非武装地帯（DMZ）、個

別ウイルス対策ソフト、常時監視型セキュリティシステ

ム、Webメールサーバ、会議室無線 LAN等の導入・開発及

び汎用 jp ドメイン取得等を実施するなど、常にシステム

の高度化、多様化に対応してきたところである。

本システムは平成 19 年３月に基幹ネットワークシステ

ムのシステム更改を行い、つくば WAN との接続のための

ファイアウォール（NOKIA IP390 × 2台）、所内 LANの中核

となるセンタースイッチ（NEC IP8800/S402× 2台）、各建

物に設置されるエッジスイッチ（NEC IP8800/S2430,Dell

PowerConnect5324）などのネットワークスイッチ機器（サ

ブエッジスイッチ、分岐用スイッチ等を含め全 35 台）に

より各研究棟間を 1Gbpsで接続するほか、研究所のホーム

ページが稼働する WWWサーバ、ウイルス検出、スパムメー

ル対策等の機能を含む電子メールサービスを提供する

メールサーバ、各種データベースが稼働するデータベース

サーバなどのサーバ機器（NEC Express5800，全 20台）を

備えている。
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８ . ２ . １ ８ 生態系研究フ ィ ールド

本施設は、植物・動物及び土壌生物の様々な生物学的特

性と生態的機能を野外条件下において測定・検証すること

及び上記の実験用生物を維持・供給することを目的とした

生物系野外実験施設である。施設は、本構内にあるフィー

ルドⅠとその西約４ km のフィールドⅡ（つくば市八幡台

３）の２区画により構成されている。

本年度は 26 件の研究課題が登録された。特に生態系を

構成する生物の多様性把握と影響評価に関わる利用が多

い。あらたに、立地域の環境変化を反映しやすく、また実

験区画が大きい特性を利用して、別団地の露場実験区にお

いて、植物による放射性セシウム（137Cs）吸収特性の評価

実験が行われた。

８ . ２ . １ ９ 水環境保全再生研究ステーシ ョ ン

（１）霞ヶ浦臨湖実験施設

本施設は、霞ヶ浦を中心とした陸水の調査・研究を行う

共同研究施設である。施設は研究所の東方約23 km離れた

霞ヶ浦（西浦）の湖畔、湖心から南西約４km離れた小野川

河口付近に位置している。霞ヶ浦の湖水を定期的に採取

し、湖沼の汚濁メカ二ズムの解明、汚濁した湖沼の再生、

湖沼生態系の保全や物質循環の解明を目的とした研究が

行われている。また、我が国の陸水研究において広く注目

を集めている施設であり、所外機関からも多くの研究者や

研究生が見学等の目的で来訪している。

本年度は、流域圏生態系研究プロジェクト（PJ-1）、特別

研究、経常研究、奨励研究、科研費研究、民間からの受託

研究や生物・生態系環境研究センターのモニタリング事業

など、多くの研究課題やモニタリングにおいて本施設が利

用された。

（２）バイオ・エコエンジニアリング研究施設

本施設は、近隣の集落排水処理施設から実生活排水を用

いた液状廃棄物対策技術の開発・解析・評価が可能な実験

施設である。

開発対象としては、バイオエンジニアリングとしての分

散型の高度処理浄化槽システム、ディスポーザ破砕生ごみ

に対応した排水処理システム、リン除去・回収資源化シス

テム及び水素・メタン発酵システム等があり、自然生態系

に工学の技術を導入したエコエンジニアリングとしては

無動力型土壌トレンチシステム、水耕栽培浄化システム、

人工湿地システム等の研究が行われている。これらの処理

システムについては、水質とともに温室効果ガスとしての

メタン、亜酸化窒素にも着目し、特性解析、性能評価が可

能となっている。

本年度は、重点研究プログラム「循環型社会研究プログ

ラム」を中心に、外部競争的資金、所外機関との共同研究

等多くの課題が本施設を利用して実施されている。また、

国際的研究拠点として国内外の研究機関等との連携も進

め、多くの技術研修、現場研修・見学等にも活用されてい

る。

８ . ２ . ２ ０ 地球環境モニ タ リ ングステーシ ョ ン

地球温暖化に関連する物質の濃度変化を監視するため、

人為的な発生源の直接影響を受けることが少ない沖縄県

竹富町波照間島と北海道根室市落石岬に無人の自動観測

ステーションを設置している。ここでは大気中の温室効果

ガス等を高精度自動測定し、それらの変化を短期的、長期

的両側面から調査観測している。

これら観測所と国立環境研究所とはネットワークで結

ばれ、データの取得や監視の頻度をあげ、観測や管理をよ

り安定に行えるようになっている。各ステーションの観測

項目は表のとおりである。

（１）地球環境モニタリングステーション－波照間

本施設は、沖縄県八重山郡竹富町にあり、西表島の南方

約20 kmの有人島としては日本最南端である波照間島の東

端に位置している。

本施設では、日本の低緯度域、特に大陸近傍における大

気中の温室効果ガスなどの長期的な変化を観測するため

に、36.0ｍの観測塔上で大気を採取して、表にあげたよう

に温室効果ガスの他、関連物質の観測も行っている。反応

性の高いガスや粒子状物質はガラス製の10ｍのガス取り込

み塔を使って観測を行っている。　観測は1993年秋より開

始しており、16年以上のデータが蓄積している。

表 　 地上モニ タ リ ングステーシ ョ ンの観測項目

観測項目 波照間 落石岬

二酸化炭素 ○ ○

メタン ○ ○

一酸化二窒素 ○ ○

六弗化硫黄 ○ ○

オゾン ○ ○

フロン等 ○ ○

黒色炭素 ○ ○

一酸化炭素 ○ ○

水素 ○ ○

窒素酸化物 ○ ○

硫黄酸化物 ○ ○

気象要素 ○ ○
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（２）地球環境モニタリングステーション－落石岬

本施設は、波照間ステーションに続く第二のステーショ

ンとして根室半島の付け根にある落石岬の先端部（海抜

50ｍ）に建設された。

本施設は、55ｍの観測塔上で大気を採取して、波照間ス

テーションと同様に温室効果ガス・指標性ガス・気象要素

を1995年秋より観測している。蓄電池付防災型太陽光発電

システム（10kW）により、温暖化に対する負荷の低減を図

ると共に停電時の非常用電源として活用している。

８ . ２ . ２ １ 陸別成層圏総合観測室

本施設は、地球環境モニタリングの一環として「成層圏

モニタリング」を行うための施設であり、北海道陸別町の

町立「りくべつ宇宙地球科学館（銀河の森天文台）」の一

室を名古屋大学太陽地球環境研究所と共同で借り受け、ブ

リューワ分光光度計等による有害紫外線の観測を行って

いる。

８ . ２ . ２ ２ 森林炭素収支モニ タ リ ングサイ ト

本施設は、地球環境モニタリングの一環として「森林生

態系の炭素収支モニタリング」を行うためのフィールド施

設である。観測サイトは北海道に２ヵ所と山梨県１カ所の

計３ヵ所あり、育林段階の異なる林分で、森林の二酸化炭

素の吸収/放出（フラックス）をはじめとする森林生態系

の炭素循環機能について総合的な観測研究を行っている。

（１）苫小牧フラックスリサーチサイト

本施設は、林野庁北海道森林管理局との共同事業とし

て、樽前山麓の緩傾斜地（苫小牧市丸山）に所在するカラ

マツ林に、森林－大気間の二酸化炭素・水蒸気・熱フラッ

クスや、林内及び土壌の観測システム、森林機能のリモー

トセンシング観測システム等を整備し、平成12年８月より

観測を開始した。しかし、2004年 9月に台風18号により、

カラマツ林・観測システムが壊滅的な被害を被り、観測を

中断した。それ以降、台風の自然撹乱を受けた森林跡地で

の炭素収支機能の変化を調査するために、簡便な観測シス

テムによる観測を行っている。

（２）天塩CC-LaGサイト

本施設は、北海道大学、北海道電力（株）と国立環境研

究所との共同研究として、北海道大学北方生物圏フィール

ド科学センター森林圏ステーション天塩研究林（天塩郡幌

延町字問寒別）に所在するカラマツ林（約14ha）で、観測

林が一つの集水域を構成していることに特徴がある。本サ

イトの目的としては、二酸化炭素フラックスを含めた森林

生態系の物質循環機能が、育林過程でどのように変遷する

かを長期間観測することである。そのため、平成15年２月

に既存の針広混交林を皆伐し、平成 15年 10月にカラマツ

苗を植林した（2500本 /ha）。観測内容は苫小牧サイトと同

様であるが、カラマツ苗からの成長を通して観測を行って

いる。 

（３）富士北麓フラックス観測サイト

本施設は、台風で全壊した苫小牧フラックスリサーチサ

イトの機能を担うべく、富士山北麓の緩傾斜地（山梨県富

士吉田市）に所在するカラマツ林（150ha、約45年生）に、

森林－大気間の二酸化炭素フラックスや林内微気象観測

システム群、及びカラマツや土壌の諸機能の観測システ

ム、森林機能のリモートセンシング観測システム等を整備

し、平成18年１月より観測を開始した。本サイトでは、森

林生態系の炭素収支機能の観測・評価手法を確立すること

を目指すとともに、アジア地域のフラックス観測ネット

ワーク “AsiaFlux”の基幹拠点として、観測手法の検証や

技術研修に活用される。

８ . ２ . ２ ３ GOSAT データ処理運用施設

GOSATデータ処理運用施設は、平成21年 1月に打ち上げ

られた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）の観

測データを処理し、データの保存・解析・提供を行うため

の計算機施設である。

８ . ２ . ２ ４ 高度化学計測施設

（研究本館I（計測棟）並びに研究本館Ⅲ）

環境中の有害物質の高感度、高選択的な検出や、環境試

料中の有害物質の分布の局所分析による調査、あるいは地

球温暖化の現象解明や汚染物質の起源解明などのための

各種元素（炭素，鉛など）の安定、放射性同位体比の精密

測定により、環境汚染の状況を把握し汚染機構を解明した

り、環境リスク評価を行うための重要かつ基本的な情報を

得ることができる。高度化学計測施設は、このような分析・

測定を行うための装置（高度な分析機器など）及びそれら

を有効に使用するための施設（クリーンルームなど）を維

持・管理し、必要に応じて高精度の測定データを提供して

いる。また、新しい分析法を研究・開発するための装置と

しても利用されている。

（１）主要分析機器

１）同位体測定用誘導結合プラズマ質量分析装置

　　　（MC/ICP/MS）

２）二次イオン質量分析装置（SIMS）
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３）高分解能質量分析装置（HRMS）

４）タンデム質量分析装置(タンデムMS)

（２）計測棟主要設備

１）クリーンルーム

２）純水製造装置

（３）加速器分析施設

本施設は、最大加速電圧５百万ボルトの静電型タンデム

加速器を擁する加速器質量分析装置（AMS）と AMS用試料調

製クリーンルームを中心に構成される。AMS は、質量分析

の原理と高エネルギー粒子の弁別測定技術とを組み合わ

せて、 極めて微量にしか存在しない同位体（安定同位体の

10-10以下）を精度、感度良く測定するためのシステムで、

特に炭素 14 等の、宇宙線起源の長寿命放射性同位体をト

レーサーとする環境研究に用いられる。 AMS は放射線発生

装置であり、放射線防護の観点から、放射線モニターと連

動したインターロックシステムの設置など、様々な工夫が

凝らされた施設になっている。

所内外研究者との共同研究を含めて、本施設を利用して

地球温暖化研究プログラムや特別研究等に関連した様々

な環境試料に含まれている14Ｃ測定が進められ、原著論文

や学会発表などの成果発信が継続して行われた。

８ . ２ . ２ ５ 研究本館Ⅱ （試 ・ 資料庫）

環境試料の長期保存並びに試料の保存性に関する研究

のために設立されたものであるが、環境試料タイムカプセ

ル棟の建設にともない試料調製並びに超低温下での長期

保存の機能がそちらに移り、試・資料庫はフィールド研究

者を中心とする中期的試料保存に機能を集約する形と

なった。- 20℃の低温室３室からなり大量の試料の保存が

可能で、生物や底質試料を始め様々なフィールド調査試料

の保存に活用されている。

８ . ２ . ２ ６ 研究本館Ⅲ （化学物質管理区域）

本施設は強い有害性を有するダイオキシン類などの特

殊化学物質の分析、毒性評価を行うための実験施設であ

る。

安全な実験環境の確保、かつ区域外への有害物質の漏出

を防ぐため、管理区域内の気圧を大気圧より低くし、実験

用ドラフトや空調の排気口に焼却可能な活性炭フィル

ター等を設置してガス状、粒子状の有害物質が漏れ出るこ

とを抑える工夫がなされている。実験排水も、活性炭処理

されたあと、さらに研究所全体の化学排水処理施設で処理

される二重構造になっている。また区域内利用者は登録制

で、カードキーで出入を管理記録している。

実験室としては GC/MS 室、試料調整室、微生物実験室、

物性実験室、低温室、水生生物実験室、細胞実験室、毒性

実験室、動物飼育室、マイクロコズム等がある。

ダイオキシン類をはじめとする有害化学物質を取り

扱った研究が、様々なユニットにまたがって進められてい

る。また、利用者に対する講習会も例年どおり実施した。

８ . ３ 共通施設

８ . ３ . １ エネルギー供給施設

生物系研究室に対するエネルギーの安定した供給と、理

工系研究室の負荷変動の大きい間欠的な需要に応じるた

め、各研究室との密接な連絡をとり、安定したエネルギー

の供給を行った。

また、適切な運転管理と計画的な保守管理により、省エ

ネルギーに努めた。

本年度における、エネルギーセンターの施設概要は次の

とおりである。

（１）電気設備

１）特高受電需要設備　66,000V

　　変圧器容量　10,000ｋVA×２台、

　　特高受電所　１ヵ所、　２･３次変電所　27ヵ所

２）蓄電池設備

　　NAS電池システム　(1,000kW・蓄電能力 7,200kWh)

（２）機械設備

１）蒸気ボイラー

　　炉筒煙管式ボイラー（都市ガス）10ｔ/ｈ×２台

　　貫流ボイラー（都市ガス）2.5t/ｈ×４台

２）冷凍機

　　蒸気二重効用吸収式冷凍機 600USRT×２台

　　高効率ターボ冷凍機　　 600USRT×２台（COP 5.8）

　　高効率スクリューチラー 600USRT×１台（COP 6.4）

　　　　　　　　　　　　　（150USRT×４台）　

８ . ３ . ２ 廃棄物 ・ 廃水処理施設

廃棄物・廃水処理施設は、各処理施設と共に順調に稼働

した。本年度における廃棄物・廃水処理施設の概要は次の

とおりである。

処理能力

１）一般実験排水処理能力 300ｔ/D
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２）特殊実験排水処理能力 100ｔ/D

３）一般固体焼却処理能力 160㎏ /h

４）特殊固体焼却処理能力  35㎏ /h

５）再利用水処理能力（RO水） 370m3/D

８ . ３ . ３ 工作室

研究活動に伴い、金工室、材料工作室、木工室、溶接室

の各室が利用され研究機器等の加工、製作が行われた。
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９ ． １ 　 研究所出版物

刊行物名 シ リ ーズ№ タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 著 　 　 者

特別研究報告 SR-94-2011 エピジ ェ ネテ ィ ク ス作用を包括し た ト キシ コ ゲ ノ ミ ク スによ る環

境化学物質の影響評価法開発のための研究 （特別研究） 平成 19 年

～ 22 年度

野原恵子、 鈴木武博、

前川文彦、 内匠正太、

塚原伸治

SR-95-2011 九州北部地域におけ る光化学越境大気汚染の実態解明のための前

駆体観測と モデル解析 （特別研究） 平成 20 ～ 22 年度

横内陽子、 高見昭憲、

大原利眞

SR-96-2011 地球温暖化研究プロ グ ラ ム （終了報告） 平成 18 ～ 22 年度 笹野泰弘、 向井人史、

横田達也、 江守正多、

甲斐沼美紀子、 野沢 　 徹、

名取俊樹、 山形与志樹、

山野博哉、 肱岡靖明、

増井利彦、 内田昌男

SR-97-2011 循環型社会研究プロ グ ラ ム （終了報告） 平成 18 ～ 22 年度 森口祐一、 寺園 　 淳、

大迫政浩、 川本克也、

倉持秀敏、 滝上英孝、

徐 　 開欽

SR-98-2011 環境 リ ス ク研究プロ グ ラ ム （終了報告） 平成 18 ～ 22 年度 白石寛明、 青木康展、

鈴木規之、 藤巻秀和、

平野靖史郎、 高村典子、

野原恵子、 中嶋信美、

高村健二、 田中嘉成、

白石不二雄、 曽根秀子、

菅谷芳雄、 堀口敏宏、

五箇公一

SR-99-2011 アジア自然共生研究プロ グ ラ ム （終了報告） 平成 18 ～ 22 年度 中根英昭、 高見昭憲、

佐藤 　 圭、 清水 　 厚、

大原利眞、 谷本浩志、

永島達也、 杉本伸夫、

西川雅高、 王 　 勤学、

岡寺智大、 越川 　 海、

東 　 博紀、 藤田 　 壮、

藤井 　 実、 野原精一、

福島路生、 亀山 　 哲、

井上智美、 清水英幸

研究報告 R-206-2011 国立環境研究所公開シンポジ ウ ム 2011 ミ ル ・ シル ・ マモル

 ～命はぐ く む環境を目指し て～

国立環境研究所セ ミ ナー委

員会

R-207-2012 Development of a roadside atmospheric diffusion model MCAD 神田 　 勲、 山尾幸夫、

上原 　 清、 大原利眞

業務報告 F-116-2011 ため池に出現する生物と その環境 （ メ タデータ集） 高村典子、 今田美穂、

赤坂宗光、 上野隆平、

西川 　 潮、 中川 　 惠、

及川康子、 佐治あずみ、

広木幹也、 芹澤滋子、

平井いずみ、 白石寛明、

加藤秀男、 柚木秀雄、 他

地球環境研究

セン ター報告

CGER-I099-

2011

国立環境研究所スーパーコ ンピ ュータ利用研究年報 　 平成 22 年度

NIES Supercomputer Annual Report 2010

塩竈秀夫、 永島達也、

秋吉英治、 柴田清孝、

花崎直太、 渡辺 　 宏、

シャ ミ ル・マ ク シ ュー ト フ､

中島映至、 佐藤正樹、

林 　 祥介、 小森 　 悟、

阿部彩子、 他 　

CGER-I100-

2011

National Greenhouse Gas Inventory Report of JAPAN

 -April, 2011-

温室効果ガス イ ンベン ト リ

オフ ィ ス (GIO)

CGER-I101-

2011

日本国温室効果ガス イ ンベン ト リ 報告書 -2011 年 4 月 - 温室効果ガス イ ンベン ト リ

オフ ィ ス (GIO)
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環境儀 No.41 宇宙から地球の息吹を探る - 炭素循環の解明を目指し て 横田達也、

シャ ミ ル ・ マ ク シ ュー ト フ

No.42 環境研究 for Asia/in Asia/with Asia 持続可能なアジアに向けて 中根英昭

No.43 藻類の系統保存－微細藻類と絶滅が危惧される藻類 笠井文絵

国立環境研究所

ニュース

Vol.30 No.3 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明 と その将来予測に関する研

究

向井人史

新しい環境動態 ト レーサーの開発と計測 横内陽子

地球上の植物はどれだけ光合成を行っているか？ －純一次生産力

に関する メ タ分析－

伊藤昭彦

熱処理プラ ン ト を用いた災害廃棄物燃焼試験の取 り 組み 滝上英孝

Vol.30 No.4 国際的な流れを意識し て、 製品中の資源性 ・ 有害性物質の適正な

管理をめざす

寺園  淳

環境と 経済の両立する都市の実現をめざ し て 藤田  壮

アスベス ト 含有廃棄物の無害化処理の評価について 山本貴士

福島第一原子力発電所か ら 放出 さ れた放射性物質の大気シ ミ ュ

レーシ ョ ン 

大原利眞、 森野  悠

Vol.30 No.5 化学物質 リ ス ク管理の戦略的アプローチに関する研究 鈴木規之

環境化学物質に よ って次世代に継承される健康影響 と エピジ ェ ネ

テ ィ ッ ク変化の解明

野原恵子

水田除草剤の環境中残留濃度予測モデルの構築と検証 今泉圭隆

Vol.30 No.6 東アジアにおける国際的な環境問題を科学し解決する ために 

－東アジア広域環境研究プロ グ ラ ムが目指すもの－

大原利眞

持続可能な社会を目指す研究プロ グ ラ ム 原澤英夫

ミ セル可溶化を支配する ものはなに？ 

－タ コが入 り やすいタ コ壷の話－

稲葉一穂

刊行物名 シ リ ーズ№ タ 　 　 イ 　 　 ト 　 　 ル 著 　 　 者
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９ ． ２ 　 国立環境研究所研究発表会

公開シンポジウ ム 2011 　 『 ミ ル ・ シル ・ マモル －命はぐ く む環境を目指し て－』

発表年月日 　 ： 平成 ２ ３ 年 ６ 月 １ ８ 日 （土） 　 よみ う り ホール （東京会場） 　

平成 ２ ３ 年 ６ 月 ２ ５ 日 （土） 　 シルク ホール （京都会場） 　

題 　 　 　 　 　 　 　 目 発 　 　 　 表 　 　 　 者

第 １ 部 緊急報告 ： 大震災後の復旧復興に向けた取組み

「国立環境研究所の取組み」

「災害廃棄物処理の現状 と今後」

「生活に密着し た し尿や ト イ レの問題」

「地域の環境力を活かす復興まちづ く り にむけて」

大迫 　 政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

滝上 　 英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

蛯江 　 美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

藤田 　 　 壮 （社会環境システム研究セン ター）

第 ２ 部 環境研究の最前線

「大気シ ミ ュ レーシ ョ ンで解明する広域大気汚染の実態」

「海洋酸化性－地球温暖化と同時進行する CO2 問題

「化学物質によ る健康影響を受けやすい性質 と は？

　 ～感受性に関わる要因について～」

大原 　 利眞 （地域環境研究セン ター）

野尻 　 幸宏 （地球環境研究セン ター）

藤巻 　 秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）
―  257  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
９ ． ３ 　 研究成果の発表状況

（ １ ） 年度別研究成果の発表件数
　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 　 （単位 ： 件）

（ ２ ） 誌上発表 ・ 口頭発表一覧

　 国立環境研究所ホームページの下記の URL から ご覧 く ださい。

・誌上発表 （http://www.nies.go.jp/db/shijo/index.html）

・口頭発表 （http://www.nies.go.jp/db/koto/index.html）

区分 誌上発表件数 口頭発表件数

  年度 和　 文 欧　 文 計 国　 内 国　 外 計

平成５ 284 165 449 479 138 617

６ 304 167 471 508 157 665

７ 237 173 410 569 153 722

８ 287 199 486 519 163 682

９ 248 191 439 489 187 676

10 295 243 538 597 189 786

11 218 220 438 542 227 769

12 253 246 499 619 292 911

13 227 310 537 756 185 941

14 289 271 560 773 184 957

15 345 287 632 955 198 1,153

16 278 318 596 882 239 1,121

17 301 273 574 885 260 1,145

18 257 330 587 852 262 1,114

19 279 286 565 811 305 1,116

20 276 343 619 917 321 1,238

21 303 396 699 1097 352 1,449

22 283 417 700 1040 382 1,422

23 306 349 655 942 330 1,272
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国立環境研究所年報（平成 23 年度）
１  ． 独立行政法人国立環境研究所第 ３ 期中期計画の概要 ( 平成 23 ～ 27 年度 )
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２  ． 平成 23 年度独立行政法人国立環境研究所年度計画の概要
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３  ． 組織の状況
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４  ． 人員の状況

（ １ ） 役員及び常勤職員 （平成 24 年 3 月 31 日）
職 　  　 　 名 氏 　 名

理事長 大　垣　眞一郎

理事（研究担当） 佐　藤　　　洋

理事（企画・総務担当） 鏑　木　儀　郎

監事（非常勤） 小　林　伸　行

監事（非常勤） 有　信　睦　弘

企画部長 徳　田　博　保

次長 佐　治　　　光

次長 滝　村　　　朗

企画室長 広　兼　克　憲

研究企画主幹 松　﨑　裕　司

企画係長 喜　多　さやか

研究推進室長（兼） 佐　治　　　光

研究企画主幹（兼） 石　堂　正　美

　〃　　   　（兼） 秋　吉　英　治

研究企画主幹 久　米　　　博

外部資金調整専門職 工　藤　常　男

広報室長 渡　邊　　　充

研究企画主幹（兼） 欠

係長 吾　妻　　　洋

係員 高　柳　幹　矢

国際室長（兼） 中　根　英　昭

研究企画主幹（兼） 岩　崎　一　弘

係長 欠

係員（兼） 高　柳　幹　矢

主席研究企画主幹（兼） 田　邊　　　潔

　　〃　　　　 　（兼） 是　澤　裕　二

　　〃　　　　 　（兼） 清　水　英　幸

　　〃　　　　 　（兼） 五　箇　公　一

総務部長 笠　井　俊　彦

総務課長 石　塚　文　彦

課長補佐 安　西　正　浩

総務係長（兼） 赤　塚　輝　子

秘書係長 赤　塚　輝　子

厚生係長 名　取　美保子

人事係長 長　濱　　　強

人事係員 小　澤　克　美

　〃 鈴　木　　　愛

安全衛生専門職 川　村　和　江

女性支援専門職（兼） 宮　下　七　重

主査 佐　藤　二　郎

（兼） 佐　治　　　光

（兼） 松　﨑　裕　司

会計課長 中　込　　　昭

課長補佐 成　島　克　子

経理係長 安　西　大　成

経理係員 今　井　祐　太

環

監

地

―  
経理係員 西　川　　　唯

出納係長 井　原　啓　太

契約第一係長 高　津　奈　保

契約第一係員 草　間　綾　子

〃 照　井　唯　香

〃 丸　尾　武　史

契約第二係長 田　中　秀　志

財産管理係長 欠

財産管理係員 吉　川　　　覚

会計システム専門職 欠

財産管理専門職 欠

主査 林　　　大　祐

施設課長 高　見　晃　二

課長補佐 小　島　繁　雄

管理係長 木　村　幸　子

共通施設係長 濱　名　智　宏

営繕係長 山　口　哲　也

施設整備専門職 宮　原　　　修

主査（兼） 佐　藤　二　郎

境情報部長 岸　部　和　美

情報企画室長 久　保　恒　男

室長補佐 欠

企画調整係長 望　月　昌　弘

出版普及係長 山　口　和　子

情報企画専門職（兼） 榧　場　新　一

情報整備室長 種　瀬　治　良

整備係長 欠

研究協力係長 欠

情報整備専門職 榧　場　新　一

地理情報専門職 古　田　早　苗

主査 宮　本　哲　治

情報管理室長（兼） 種　瀬　治　良

研究情報係長 欠

電算機係長（兼） 山　﨑　　　学

ネットワーク係長 山　﨑　　　学

図書・文献情報専門職 宮　下　七　重

情報システム専門職 欠

査室長 坂　本　文　雄

監査主幹 星　野　哲　也

球環境研究センター長 笹　野　泰　弘

副研究センター長 向　井　人　史

上級主席研究員 野　尻　幸　宏

炭素循環研究室長 向　井　人　史

主任研究員 梁　　　乃　申

研究員 寺　尾　有希夫

地球大気化学研究室長 谷　本　浩　志

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 猪　俣　　　敏

〃 杉　田　孝　史

衛星観測研究室 横　田　達　也

主任研究員 森　野　　　勇

吉　田　幸　生

物質循環モデリング・解析研究室長 Shamil Maksyutov

主任研究員 伊　藤　昭　彦

〃 中　山　忠　暢

気候モデリング・解析研究室長 野　沢　　　徹

主任研究員 秋　吉　英　治

〃 小　倉　知　夫

気候変動リスク評価研究室長 江　守　正　多

主任研究員 花　崎　直　太

研究員 塩　竈　秀　夫

〃 横　畠　徳　太

大気・海洋モニタリング推進室長 町　田　敏　暢

研究員 笹　川　基　樹

陸域モニタリング推進室長 三　枝　信　子

主任研究員 高　橋　善　幸

地球環境データベース推進室長 中　島　英　彰

主任研究員 白　井　知　子

主席研究員 遠　嶋　康　徳

〃 山　形　与志樹

主幹 福　澤　謙　二

〃 風　間　千　尋

観測第一係長 坂　川　信　昭

観測第二係長 打　上　真　一

研究支援係長 欠

交流推進係長 欠

（兼） 高　見　昭　憲

〃 横　内　陽　子

〃 山　野　博　哉

〃 一ノ瀬　俊　明

〃 荒　巻　能　史

〃 小　熊　宏　之

〃 斉　藤　拓　也

〃 松　永　恒　雄

資源循環・廃棄物研究センター長 大　迫　政　浩

副研究センター長 川　本　克　也

研究調整主幹（兼） 松　﨑　裕　司

循環型社会システム研究室長（兼） 大　迫　政　浩

主任研究員 稲　葉　陸　太

〃 田　崎　智　宏

国際資源循環研究室長 寺　園　　　淳

主任研究員 南　齋　規　介

研究員 吉　田　　　綾

〃 中　島　謙　一

ライフサイクル物質管理研究室長 滝　上　英　孝

研究員 梶　原　夏　子
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研究員 鈴　木　　　剛

〃 小　口　正　弘

循環資源基盤技術研究室長 倉　持　秀　敏

主任研究員 肴　倉　宏　史

〃 山　本　貴　士

廃棄物適正処理処分研究室長 山　田　正　人

主任研究員 石　垣　智　基

〃 遠　藤　和　人

環境修復再生技術研究室長 徐　　　開　欽

主任研究員 蛯　江　美　孝

研究開発連携推進室長（兼） 大　迫　政　浩

境リスク研究センター長 白　石　寛　明

副研究センター長 青　木　康　展

研究調整主幹（兼） 菅　谷　芳　雄

境リスク研究推進室長（兼） 青　木　康　展

主任研究員 菅　谷　芳　雄

〃 鑪　迫　典　久

〃 松　本　　　理

研究員 林　　　岳　彦

〃 古　濱　彩　子

曝露計測研究室長 白　石　不二雄

主任研究員 中　島　大　介

研究員 河　原　純　子

生態リスクモデリング研究室長 田　中　嘉　成

主任研究員 多　田　　　満

研究員 横　溝　裕　行

生態系影響評価研究室長 堀　口　敏　宏

研究員 児　玉　圭　太

健康リスク研究室長 平　野　靖史郎

主任研究員 石　堂　正　美

〃 黒　河　佳　香

〃 曽　根　秀　子

〃 古　山　昭　子

研究員 藤　谷　雄　二

リスク管理戦略研究室長 鈴　木　規　之

主任研究員 今　泉　圭　隆

〃 櫻　井　健　郎

域環境研究センター長 大　原　利　眞

大気環境モデリング研究室長（兼） 大　原　利　眞

主任研究員 永　島　達　也

研究員 森　野　　　悠

〃 五　藤　大　輔

広域大気環境研究室長 高　見　昭　憲

主任研究員 佐　藤　　　圭

〃 清　水　　　厚

都市大気環境研究室長（兼） 大　原　利　眞

主任研究員 近　藤　美　則

〃 菅　田　誠　治

水環境管理研究室長 稲　葉　一　穂

職 　  　 　 名 氏 　 名
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主任研究員 岩　崎　一　弘

〃 永　野　匡　昭

〃 山　村　茂　樹

湖沼・河川環境研究室長 今　井　章　雄

主任研究員 小　松　一　弘

〃 冨　岡　典　子

〃 高　津　文　人

研究員 篠　原　隆一郎

海洋環境研究室長 中　村　泰　男

主任研究員 越　川　　　海

〃 東　　　博　紀

〃 牧　　　秀　明

研究員 金　谷　　　弦

土壌環境研究室長 林　　　誠　二

主任研究員 越　川　昌　美

〃 村　田　智　吉

研究員 渡　邊　未　来

地域環境技術システム研究室長（兼） 大　原　利　眞

主任研究員 珠　坪　一　晃

〃 水　落　元　之

研究員 岡　寺　智　大

主席研究員 王　　　勤　学

主席研究員 清　水　英　幸

生物・生態系環境研究センター長 高　村　典　子

上級主席研究員 竹　中　明　夫

生物多様性評価・予測研究室（兼） 竹　中　明　夫

主任研究員 石　濱　史　子

〃 井　上　智　美

〃 山　野　博　哉

研究員 角　谷　　　拓

〃 深　澤　圭　太

生物多様性保全計画研究室 高　村　健　二

主任研究員 上　野　隆　平

〃 佐　竹　　　潔

〃 吉　田　勝　彦

研究員 今　藤　夏　子

〃 松　崎　慎一郎

生態系機能評価研究室 野　原　精　一

主任研究員 亀　山　　　哲

〃 広　木　幹　也

〃 福　島　路　生

生遺伝情報解析研究室 中　嶋　信　美

主任研究員 川　嶋　貴　治

〃 玉　置　雅　紀

〃 矢　部　　　徹

研究員 大　沼　　　学

環境ストレス機構解明研究室（兼） 佐　治　　　光

主任研究員 青　野　光　子

〃 久　保　明　弘

職 　  　 　 名 氏 　 名

環

社

―  
主任研究員 唐　　艶　　鴻

〃 戸　部　和　夫

〃 名　取　俊　樹

生物資源保存研究推進室 笠　井　文　絵

主任研究員 河　地　正　伸

主席研究員 五　箇　公　一

境健康研究センター長 新　田　裕　史

次長 是　澤　裕　二

上級主席研究員（兼） 柴　田　康　行

生体影響研究室長（兼） 新　田　裕　史

主任研究員 伊　藤　　智彦

〃 小　池　英　子

研究員 Tin Tin Win Shwe

分子毒性機構研究室長 野　原　惠　子

主任研究員 小　林　弥　生

〃 前　川　文　彦

研究員 鈴　木　武　博

総合影響評価研究室長 田　村　憲　治

主任研究員 中　山　祥　嗣

研究員 佐　藤　ゆ　き

環境疫学研究室長（兼） 新　田　裕　史

研究員 上　田　佳　代

〃 道　川　武　紘

小児健康影響調査企画推進室長 中　村　邦　彦

室長補佐 松　井　文　子

企画調整係長（兼） 松　井　文　子

業務管理係長 高　澤　賢　司

係員 澤　田　史　哉

小児健康影響調査解析・管理室長（兼） 田　村　憲　治

データ管理係長（兼） 猪　爪　京　子

データ管理専門職 猪　爪　京　子

研究員（兼） 佐　藤　ゆ　き

〃 上　田　佳　代

〃 道　川　武　紘

会環境システム研究センター長 原　澤　英　夫

環境経済・政策研究室長 日　引　　　聡

主任研究員 久保田　　　泉

　〃 須　賀　伸　介

研究員 岡　川　　　梓

環境計画研究室長 青　柳　みどり

主任研究員 一ノ瀬　　俊明

総合評価モデリング研究室長 増　井　利　彦

主任研究員 高　橋　　　潔

　〃 花　岡　達　也

研究員 金　森　有　子

持続可能社会システム研究室長 亀　山　康　子

主任研究員 肱　岡　靖　明

　〃 藤　野　純　一

研究員 芦　名　秀　一

職 　  　 　 名 氏 　 名
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環境都市システム研究室長 藤　田　　　壮

主任研究員 松　橋　啓　介

〃 藤　井　　　実

研究員 平　野　勇二郎

主席研究員 森　　　保　文

環境計測研究センター長 今　村　隆　史

上級主席研究員 柴　田　康　行

上級主席研究員 田　邊　　　潔

環境計測化学研究室長 西　川　雅　高

主任研究員 佐　野　友　春

〃 高　木　博　夫

有機計測研究室長（兼） 田　邊　　　潔

主任研究員 高　澤　嘉　一

〃 橋　本　俊　次

研究員 伏　見　暁　洋

同位体・無機計測研究室長 瀬　山　春　彦

主任研究員 内　田　昌　夫

職 　  　 　 名 氏 　 名
―  

任期付研究員等

（ア）任期付職員就業規則（平成１８年４月施行）に規定さ

※平成 １ ７ 年度までの採用者数は、 「一般職の任期付

９ 年 ６ 月施行） によ る任期付任用制度に基づ く 採用者

期付研究員であ る。

（イ） 契約職員就業規則 （平成 １ ８ 年 ４ 月施行） に規定され

任期を定めて採用し た者の数

（単位

（ウ） 外国人の任用

年　　　　度
平成
１０ １１ １２

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 3 1

年　　　　度
平成
２１

平成
２２

平成
２３

招へい型任期付研究員

研究テーマ型任期付研究員 8 12 17

年　　　　度
平成
１８ １９

ＮＩＥＳ特別研究員 5 4

年　度
平成
６ ７ ８ ９ １０ １１

任用者数 1 1

年　度
平成
２１

平成
２２

平成
２３

任用者数 1
主任研究員 内　山　政　弘

〃 田　中　　　敦

研究員 武　内　章　記

〃 近　藤　美由紀

動態化学研究室長 横　内　陽　子

主任研究員 荒　巻　能　史

〃 斉　藤　拓　也

生体応答計測研究室長 柴　田　康　行

主任研究員 梅　津　豊　司

〃 渡　邊　英　宏

遠隔計測研究室長 杉　本　伸　夫

主任研究員 西　澤　智　明

〃 日　暮　明　子

〃 松　井　一　郎

環境情報解析研究室長 松　永　恒　雄

主任研究員 小　熊　宏　之

職 　  　 　 名 氏 　 名
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れる任期付研究員を任期を定めて採用した者の数

（単位 ： 人）

研究員の採用、 給与及び勤務時間の特例に関する法律」 （平成

数であ り 、 若手育成型任期付研究員は現在の研究テーマ型任

る特任研究員 （平成 22 年度まで 「Ｎ Ｉ Ｅ Ｓ 特別研究員」） を

： 人）

（単位 ： 人）

１３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

5 3

11 8 6 4 7 7 3 1

２０ ２１ ２２ ２３

6 4 4 7

１２ １３ １４ １５ １６ １７ １８ １９ ２０

2 3 1 1
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（ ２ ） 研究系契約職員

【フ ェ ロー 　 ５ 名】 （平成 24 年 ３ 月 31 日）

【特別研究員 　 ９ ４ 名】

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター Shobhakar DHAKAL 4 環境健康研究センター 米　元 純　三

2 社会環境システム研究センター 甲斐沼　美紀子 5 持　立 克　身

3 環境健康研究センター 小　野　雅　司

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター 奈　良　英　樹 48 地域環境研究センター 孫　　　志　剛

2 中　岡　慎一郎 49 小　林　祥　子

3 後　藤　誠二朗 50 生物・生態系環境研究センター 石　井　弓美子

4 大　森　裕　子 51 石　田　真　也

5 井　上　　　誠 52 木　塚　俊　和

6 菊　地　信　弘 53 石　原　光　則

7 Belikov Dmitry 54 杉　原　　　薫

8 飯　尾　淳　弘 55 本　郷　宙　軌

9 金　　　憲　淑 56 Sawicka Edyta

10 中　村　　　哲 57 五百城　　幹英

11 阿　部　　　学 58 岡　野　　　司

12 石　崎　安　洋 59 山　田　勝　雅

13 宮　崎　千　尋 60 沈　　　妙　根

14 高　橋　厚　裕 61 冨　松　　　元

15 平　田　竜　一 62 出　村　幹　英

16 眞　板　英　一 63 井　上　真　紀

17 哈　斯　巴　干 64 岡　本　　　卓

18 楊　　　　　 65 森　口　紗千子

19 安　立　美奈子 66 早　坂　大　亮

20 中　道　久美子 67 環境健康研究センター 須　田　英　子

21 庄　山　紀久子 68 内　匠　正　太

22 安　中　さやか 69 Ng Chris Fook Sheng

23 早　渕　百合子 70 社会環境システム研究センター 宮　脇　幸　治

24 尾　田　武　文 71 明　石　　　修

25 赤　木　純　子 72 藤　森　真一郎

26 資源循環･廃棄物研究センター 魯　　　保　旺 73 申　　　龍　熙

27 河　井　紘　輔 74 森　田　香菜子

28 横　尾　英　史 75 加　用　現　空

29 藤　森　　　崇 76 Silva Herran Diego

30 石　森　洋　行 77 孫　　　　　穎

31 金　　　喜　鍾 78 有　賀　敏　典

32 神　保　有　亮 79 環境計測研究センター 吉　兼　光　葉

33 佐　野　　　彰 80 高　木　麻　衣

34 小　林　拓　朗 81 中　宮　邦　近

35 環境リスク研究センター 岡　　　知　宏 82 瀬　田　孝　将

36 渡　部　春　奈 83 苅　部　甚　一

37 真　野　浩　行 84 頭　士　泰　之

38 漆　谷　博　志 85 星　野　亜　季

39 宮　山　貴　光 86 田　中　伸　一

40 河　合　　　徹 87 原　　　由香里

41 地域環境研究センター 西　澤　匡　人 88 大　石　　　優

42 伊　禮　　　聡 89 山　本　　　聡

43 三　好　猛　雄 90 加　藤　創　史

44 佐　藤　貴　之 91 横　田　康　弘

45 渡　邊　圭　司 92 亀　井　秋　秀

46 小野寺　　　崇 93 堀　　　久美子

47 楊　　　永　輝 94 石　黒　聡　士
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【准特別研究員 　 １ ３ 名】 （平成 24 年 ３ 月 31 日）

【リサーチアシス タ ン ト 　 ３ ７ 名】

（ ３ ） 特別客員研究員等の状況

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター 須　永　温　子 8 社会環境システム研究センター 岩　渕　裕　子

2 中　前　久　美 9 須　田　真依子

3 佐　伯　田　鶴 10 朝　山　由美子

4 千　田　昌　子 11 村　山　麻　衣

5 瀬　谷　　　創 12 Dong Liang

6 環境リスク研究センター 高　信　ひとみ 13 金　田　百　永

7 赤　沼　宏　美

No 所　属 氏　名 No 所　属 氏　名

1 地球環境研究センター 中　河　嘉　明 20 地域環境研究センター 水　谷　千亜紀

2 門　脇　正　尚 21 宮　地　賢　一

3 吉　田　あ　い 22 Yi Carine Joungyeon

4 斉　藤　裕　佑 23 張　　　　　帆

5 村　上　大　輔 24 環境健康研究センター 岡　村　和　幸

6 嶋　田　　　章 25 生物・生態系環境研究センター 中　村　雅　子

7 爲　季　和　樹 26 Saghar Zarenezhad

8 松　井　加奈絵 27 社会環境システム研究センター 李　　　重　頡

9 武　田　真　憲 28 Lin　　Ye

10 鈴　木　美　季 29 戴　　　瀚　程

11 資源循環･廃棄物研究センター 小　島　英　子 30 日　置　彩　子

12 朱　　　文　率 31 桑　田　智　幸

13 環境リスク研究センター 中　村　　　中 32 木　村　正　典

14 印　文　　　 33 白　木　裕　斗

15 朴　正　　　彩 34 近　藤　晴　香

16 渡　辺　喬　之 35 鈴　木　昭　平

17 秦　　　咸　陽 36 陳　　　旭　東

18 地域環境研究センター 木　部　亜有美 37 大　西　　　悟

19 吉　倉　智　美

① 特別客員研究員 ９名 ③ 共同研究員 ７１名

国立大学法人等 ６名 国立大学法人等 １８名

地方環境研究所 １名 公立大学等 ２名

その他 ２名 私立大学 ３名

国立機関 １名

② 客員研究員 １９２名 地方環境研究所 ２名

国立大学法人等 ８３名 独立行政法人等 １６名

公立大学等 １０名 民間企業 １３名

私立大学 １９名 その他 ３名

国立機関 ３名 国外機関 １３名

地方環境研究所 ３０名

独立行政法人等 １３名 ④ 研究生 ８６名

民間企業 ５名 国立大学法人等 ６０名

その他 ２５名 公立大学等 ２名

国外機関 ４名 私立大学 １３名

民間企業 １名

その他 ３名

国外機関 ７名

特別客員研究員等合計 ３５８名
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５  ． 収入及び支出の状況

（単位 ： 円）

* １ ． （） 「カ ッ コ」 書きは， 前事業年度からの繰越額内数であ る。

２ ． 「対前年度」 は繰越額を除 く 前年度比であ る。

３ ． 施設整備費補助金には平成 23 年度 3 次補正予算を含む。

区 　 　 　 　 　 　 　 　 分 収 　 入 　 額 対前年度 支 　 出 　 額 差 　 　 　 額

運営費交付金 13,522,931,000 111.5％ 12,103,679,623 1,419,251,377

施設整備費補助金
636,208,691
(74,660,691)

192.3％ 77,005,955 559,202,736

政府受託 2,586,989,418 78.8％ 2,586,989,418 0

（競争的資金） 1,237,551,897 84.0％ 1,237,551,897 0

環境研究総合推進費 847,330,771 86.7％ 847,330,771 0

環境技術開発等推進事業費 385,021,126 97.2％ 385,021,126 0

科学技術振興調整費 （補助金） 5,200,000 13.2％ 5,200,000 0

（業務委託） 1,349,437,521 109.6％ 1,349,437,521 0

環境省 ( 一般会計 ) 852,928,044 101.5％ 852,928,044 0

地球環境保全等試験研究費 362,214,000 136.8％ 362,214,000 0

科学技術振興費 （補助金） 13,971,891 116.5％ 13,971,891 0

科学研究費補助金等 （間接経費のみ） 120,323,586 106.0％ 120,323,586 0

民間受託
520,476,815
(1,111,000)

161.5％ 520,476,815 0

環境標準試料等分譲事業 13,294,379 103.8％ 13,294,379 0

民間寄附金
74,117,965

(25,641,059)
448.9％ 32,440,406 41,677,559

知的所有権収益 175,884 32.7％ 131,250 44,634

事業外
18,954,149

(3,000)
164.0％ 15,271,363 3,280,646

その他の臨時利益 689,379 430.2％ 688,458 921

合 　 　 　 　 　 計 17,373,837,680 115.4％ 15,349,977,667 2,023,860,013
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６  ． 施設の整備状況一覧

（平成 24 年 ３ 月 31 日現在）

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積

研究本館Ⅰ （研究Ⅰ棟， 研究Ⅱ棟） RC － 3 5,667 11,644 Ⅰ期昭和49年3月竣工

Ⅱ期昭和52年5月竣工

研究本館Ⅱ （共同利用棟， 共同研究棟） RC － 3 2,416 5,685 Ⅰ期昭和54年11月竣工

Ⅱ期昭和57年2月竣工

研究本館Ⅲ RC － 4 1,082 4,021 平成 7 年 8 月竣工

管理棟 RC － 2 734 1,107 Ⅰ期昭和49年5月竣工

Ⅱ期昭和54年1月竣工

大気化学実験棟 （スモ ッ グチャ ンバー） RC － 1 752 908 昭和 51 年 10 月竣工

大気拡散実験棟 （風洞） RC － 2， 地下－ 1 1,080 2,410 昭和 53 年 3 月竣工

大気汚染質実験棟 （エア ロ ドーム） SRC － 8 176 1,322 昭和 54 年 4 月竣工

大気モニター棟 RC － 1 81 81 昭和 53 年 3 月竣工

大気共同実験棟 （フ リ ースペース） RC － 3 506 886 昭和 58 年 12 月竣工

ラ ジオア イ ソ ト ープ実験棟 RC － 3 941 1,586 昭和 53 年 3 月竣工

平成 23 年 3 月増築

水生生物実験棟 （ア ク ア ト ロ ン） RC － 3， RC － 2 1,285 2,081 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

水理実験棟 S － 1 1,205 1,168 Ⅰ期昭和51年10月竣工

Ⅱ期昭和55年11月竣工

動物実験棟Ⅰ （ズー ト ロ ンⅠ） SRC － 7 909 4,064 Ⅰ期昭和51年3月竣工

Ⅱ期昭和51年10月竣工

動物実験棟Ⅱ （ズー ト ロ ンⅡ） RC － 3 935 1,862 昭和 55 年 5 月竣工

土壌環境実験棟 （ペド ト ロ ン） RC － 3 684 1,769 昭和 53 年 2 月竣工

植物実験棟Ⅰ （フ ァ イ ト ト ロ ンⅠ） RC － 3 1,628 3,343 昭和 50 年 12 月竣工

植物実験棟Ⅱ ・ 騒音保健研究棟 RC － 4， 地下－ 1 1,242 3,722 昭和 56 年 7 月竣工

実験ほ場 （本構内） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和57年3月竣工

　 　 管理棟 373 427

　 　 温室 3 棟 576 576

　 　 ほ場 5,600

実験ほ場 （別団地） Ⅰ期昭和52年11月竣工

Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 管理棟 RC － 2 179 214 Ⅱ期昭和 57 年 3 月竣工

　 　 ほ場 11 面 7,000

生物生態園 15,000 昭和 54 年 10 月竣工

工作棟 RC － 2 227 257 昭和 49 年 10 月竣工

危険物倉庫 B － 1 82 82 昭和 55 年 11 月竣工

エネルギーセン ター RC － 2 2,423 3,010 昭和 49 年 10 月竣工

（昭和 51 年一部増築）

廃棄物処理施設Ⅰ 特殊実験廃水処理能力 昭和 49 年 10 月竣工

　 　 　 　 　 100m3/ 日

廃棄物処理施設Ⅱ 一般実験廃水処理能力 昭和 54 年 2 月竣工

　 　 　 　 　 300m3/ 日 平成 7 年 3 月更新

廃棄物処理Ⅰ期場内倉庫 Ｓ － １ 92 92 平成 22 年 9 月竣工

環境遺伝子工学実験棟 RC － 3 790 1,693 平成 5 年 6 月竣工

特高受電需要設備棟 RC － 1 525 525 平成 9 年 3 月竣工

環境ホルモン総合研究棟 RC － 4 1,850 5,274 平成 13 年 3 月竣工

平成15年12月一部増築

地球温暖化研究棟 RC － 3 2,385 6,399 平成 13 年 3 月竣工

平成23年5月一部増築
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循環 ・ 廃棄物研究棟 RC － 3 1,583 4,228 平成 14 年 3 月竣工

環境生物保存棟 RC － 3 490 1,386 平成 14 年 5 月竣工

微生物系統保存棟 RC － 2 380 800 昭和 58 年 1 月竣工

環境試料タ イ ムカプセル棟 RC － 2 1,041 2,046 平成 16 年 ２ 月

鳥飼育舎 W － 1 76 64 平成 16 年 5 月竣工

ナ ノ粒子健康影響実験棟 RC － 6 502 2272 平成 17 年 3 月竣工

野生動物検疫施設 RC － 1 108 102 平成 18 年 3 月竣工

霞ヶ浦臨湖実験施設 昭和 58 年 3 月竣工

　 　 実験管理棟 RC － 2 1,045 1,748

　 　 用廃水処理施設 RC － 1 913 913

　 　 附属施設 RC － 1 286 286

　 　 臨湖実験施設電気室 S － 1 166 149 平成 17 年 3 月竣工

バイオ ・ エコエンジニア リ ング研究施設 S － 1 1,339 1,339 平成 13 年 12 月竣工

奥日光環境観測所

　 　 管理棟 RC － 2 121 189 昭和 61 年 10 月竣工

　 　 実験棟 RC － 1 198 198 昭和 63 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－波照間 観測棟 ： RC － 1 建 / 延面積 160.7m2 平成 4 年 3 月竣工

観測塔 ： 自立型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H39.0m

平成 4 年 3 月竣工

地球環境モニタ リ ングステーショ ン－落石岬 観測棟 ： アル ミ パネル

　 　 　 　 構造 1 階建

建 / 延面積 83.4m2 平成 6 年 3 月竣工

観測塔 ： 支線型鉄骨造

　 　 　 　 　 　 H55.5m

平成 6 年 3 月竣工

黒島 NOAA 受信施設 受信アンテナ塔 ：

　 自立型鉄骨造 H13.0m

平成 7 年 1 月竣工

建 　 設 　 時 　 施 　 設 　 名 構 　 　 　 造
建物面積 （m2）

竣 　 工 　 年 　 月
建面積 延面積
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７  ． 研究に関する業務の状況

（ １ ） 独立行政法人国立環境研究所外部研究評価委員会構成員 平成 23 年 5 月現在

氏 　 　 名 所属及び役職

磯 　 部 　 雅 　 彦 東京大学大学院新領域創成科学研究科 　 教授

岩 　 熊 　 敏 　 夫 独立行政法人高等専門学校機構函館工業高等専門学校 　 校長

植 　 松 　 光 　 夫 東京大学大気海洋研究所国際連携研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

岡 　 田 　 光 　 正 放送大学 　 教授

酒 　 井 　 伸 　 一 京都大学環境安全保健機構環境科学セン ター 　 セン ター長

( 京都大学大学院 　 工学研究科 )

坂 　 本 　 和 　 彦 埼玉県環境科学国際セン ター 　 総長

田 　 尾 　 博 　 明 産業技術総合研究所環境管理技術研究部門 　 部門長

中 　 澤 　 高 　 清 東北大学大学院理学研究科大気海洋変動観測研究セン ター 　 セン ター長 ・ 教授

長谷川 　 眞理子 　 総合研究大学院大学先導科学研究科 　 研究科長

林 　 田 　 佐智子 奈良女子大学理学部情報科学科 　 教授

藤 　 江 　 幸 　 一 横浜国立大学大学院環境情報研究院自然環境と情報部門 　 教授

安 　 井 　 　 　 至 独立行政法人製品評価技術基盤機構 　 理事長

矢 　 原 　 徹 　 一 九州大学理学研究院 　 教授

吉 　 田 　 尚 　 弘 東京工業大学大学院総合理工学研究科 　 教授

吉 　 村 　 健 　 清 福岡女子大学国際文理学部 　 教授

渡 　 辺 　 知 　 保 東京大学大学院医学系研究科 　 教授
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（ ２ ） 共同研究等の状況

（注） １．一つの契約であっても、複数の種類の機関と共同研究を行っている場合には、それぞれ該当する機関の欄

に計上する。（複数あり）

２．「国研等」は、国、国立研究機関、独法研究機関。

３．「国立大学」には、大学共同利用機関を含む。

４．「特殊法人等」は、特殊法人および認可法人。

５．国際共同研究は二国間政府協定に基づいて実施されているものと、研究所間協定に基づいて実施されてい

るものの合計。

区 　 分

  年 度

共 　 　 同 　 　 研 　 　 究 　 　 等 　 　 の 　 　 件 　 　 数

国 　 　 　 　 　 　 　 内

国 　 外 計
国研等

国 　 立
大 　 学

公 ・ 私
立大学

特 　 殊
法人等

公 　 益
法 　 人

民 　 間
企 　 業

その他
地 　 方

23 共 同 研 究 17 6 2 3 5 16 1 124 174

受 託 研 究 84 20 3 0 9 11 5 0 132

委 託 研 究 10 56 26 6 5 5 17 2 121

合 　 　 計 111 82 31 3 19 32 23 126 427
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（ ３ ） 平成 23 年度地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧

地環研機関名 課 　 題 　 名

北海道立総合研究機構環境科学研究セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

ダ イオキシン類及び PCBs の発生源解析に関する研究

摩周湖の透明度変化に関する物理 ・ 化学 ・ 生物学的要因解析

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧によ る森林影響

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

北海道立総合研究機構さ けます ・ 内水面水

産試験場

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

青森県産業技術セン ター 内水面研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

秋田県健康環境セン ター 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 （Ⅱ型研究代表）

宮城県保健環境セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

非意図的に生成さ れた化学物質が排出さ れる 水環境の包括的評価に関する パイ ロ ッ ト 研究

水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する 調査研究

震災廃棄物・ 津波汚泥及びその仮集積・ 埋立処理によ って引き 起こ さ れる 化学物質汚染の

一次ス ク リ ーニング

湖沼の生物多様性・ 生態系評価のための情報ネッ ト ワ ーク 構築

福島県内水面水産試験場 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

群馬県衛生環境研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

茨城県霞ヶ浦環境科学セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

霞ヶ浦流域の河川と 湖内における底泥の脱窒作用に関する調査研究

埼玉県環境科学国際セン ター 震災廃棄物等の適正処理のための現場計測技術の開発 （新規）

千葉県環境研究セン ター 東京湾東部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

沿岸海域環境の診断 と地球温暖化の影響評価のためのモニ タ リ ング手法の提唱 （Ⅱ型研

究代表）

植物のオゾン被害と ス ト レ ス診断に関する研究 （Ⅱ型研究代表）

神奈川県水産技術セン ター 東京湾西部における未確認有害植物プラ ン ク ト ンのモニ タ リ ング

神奈川県水産技術セン ター内水面試験場 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

横浜市環境科学研究所 都市部 と農村部における河川水のオオ ミ ジン コ を用いた総合毒性評価に関する研究

川崎市公害研究所 川崎市におけ る大気シ ミ ュ レーシ ョ ンに関する研究

山梨県衛生環境研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

長野県環境保全研究所 八方尾根における アジア大陸起源大気粉じんの成分特性の解明

内陸山間地域におけ る揮発性有機化合物の動態に関する研究

湖沼における水草帯の保全と復元手法に関する研究

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

静岡県環境衛生科学研究所 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する調査研究

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

富山県環境科学セン ター 山域地域における黄砂エア ロ ゾルの動態に関する研究

ラ イ ダー観測データ を用いた富山県における黄砂エア ロ ゾルの影響に関する研究

石川県水産総合セン ター 　 内水面水産セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

福井県衛生環境研究セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

北陸地方における安定化促進と 安全な跡地利用のための最終処分場の分析評価と 基礎技

術開発

福井県海浜自然セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

愛知県環境調査セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

名古屋市環境科学研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

大気中粒子状物質の成分の短期暴露によ る健康影響評価

土壌 ・ 地下水汚染物質の微生物分解に関する研究

滋賀県琵琶湖環境科学研究セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

京都府保健環境研究所 エア ロ ゾル中の微量金属元素濃度比及び鉛同位体比を用いた長距離輸送現象の解析

化学成分組成を指標 と し た都市大気エア ロ ゾルの越境大気汚染によ る影響評価

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

大阪府環境農林水産総合研究所 ラ イ ダー観測データ を用いた近畿地方の対流圏大気環境の調査
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大阪市立環境科学研究所 PM2.5 と光化学オキシダン ト の実態解明と発生源寄与評価に関する研究 （Ⅱ型研究代表）

兵庫県環境研究ｾﾝﾀｰ 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

有機フ ッ素化合物の環境実体調査と排出源の把握について （Ⅱ型研究代表）

浅海域におけ る干潟 ・ 藻場の生態系機能に関する研究 （Ⅱ型研究代表）

鳥取県衛生環境研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

鳥取県内湖沼 （湖山池） における難分解性溶存有機物の特性

鳥取県水産試験場 / 栽培漁業セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

島根県保健環境科学研究所 高濃度エア ロ ゾル現象に関する PM2.5 の影響調査と ラ イ ダー観測データの応用

湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

島根県水産技術セン ター 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

福岡県保健環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質のモニ タ リ ングに関する研究

ブナ林生態系におけ る生物 ・ 環境モニ タ リ ングシステムの構築 （C 型研究代表）

博多湾におけ る円石藻の非円石細胞ステージのモニ タ リ ング

福岡市保健環境研究所 大気中の酸化的二次生成物質の測定と 遺伝毒性評価

熊本市環境総合研究所 湖沼の生物多様性 ・ 生態系評価のための情報ネ ッ ト ワーク構築

鹿児島県環境保健セン ター 大気粉じんのバイオア ッ セ イによ る遺伝毒性及び環境ホルモン活性を指標と し た地域特

性の調査研究

水田農薬を対象と し た排出推定モデルの検証と モデル向上に資する調査研究

沖縄県衛生環境研究所 微細藻類が生産する有毒物質のモニ タ リ ングに関する研究

沖縄県におけ る赤土流出削減対策に関する研究

地環研機関名 課 　 題 　 名
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（ ４ ） 国立環境研究所における研究評価について

中期計画の見直しに併せて所内の評価規程を見直し、 第三期中期期間 （平成 23 年度～ 27 年度） の各研究の評価を下

記のよ う な方針で行っている （独立行政法人国立環境研究所研究評価実施要領よ り 抜粋）。

平成 23 年度においては、 平成 23 年 12 月に開催された外部研究評価委員会において、 環境研究の柱 と なる研究分野

の研究活動、 課題対応型の研究プロ グ ラ ム、 環境研究の基盤整備について、 年度評価を受けた。

内部評価と し ては、 平成 24 年度開始分野横断型提案研究、 平成 23 年度新発想 ・ 震災対応型提案研究、 平成 24 年度

開始新発想型提案研究について事前評価を実施し、 研究課題の採択を行った。 また、 平成 22 年度奨励研究 （後期募集

分）、 平成 23 年度新発想 ・ 震災対応型提案研究等の事後評価を行った。

評価の種類 評価の実施時期と方法 結果の取扱い

事前評価

研究の開始前に、 期待される研究成果及び波

及効果の予測、 研究計画及び研究手法の妥当

性の判断等を行 う 。

研究の方向性、 目的、 目標等の設定 と と もに、

研究資源 （研究資金、 人材等をい う 。） の配分

の決定に反映させる。

終了時の評価

研究終了若し く は中期計画終了の一定期間前

に、 研究の達成度の把握、 成功又は不成功の

原因の分析を行 う 。

次期中期目標期間に実施する研究課題の選定、

研究の進め方等の検討に反映させる。

事後評価

研究の終了若し く は中期計画終了年度に、 研

究の達成度の把握、 成功又は不成功の原因の

分析を行 う 。

今後の研究課題の選定、 研究の進め方等の検討

に反映させる。

年度評価
各年度中、 研究の達成度の把握、 成功又は不

成功の原因の分析を行 う

目標設定や研究計画の見直しに反映させる。
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（ ５ ） 国際交流及び研究協力等

　 １ ） 国際会議 （国立環境研究所主催 ・ 共催の主な国際会議）

　 ２ ） 国際共同研究 （二国間環境保護協力協定、 科学技術協力協定等に基づき実施されている国際共同研究）

会 　 議 　 名 開催地 場所 開催期間

ベ ト ナム低炭素社会国際モデルキ ャパシテ ィ ・ ビルデ ィ ング

ワーク シ ョ ッ プ

ベ ト ナム ・ ハ ノ イ 天然資源環境戦略政策研

究所
23.4.18 ～ 23.4.19

第 3 回 　 GOSAT 研究公募代表者会議 イ ギ リ ス ・ エジンバ

ラ

 ジ ョ ンマ ッ キン タ イ ア

カンフ ァ レ ン スセン ター
23.5.19 ～ 23.5.20

第 9 回 　 アジアにおける温室効果ガス イ ンベン ト リ 整備に関す

る ワーク シ ョ ッ プ

カンボジア ・ プ ノ ン

ペン

イ ン ターコ ンチネン タル

ホテル
23.7.13 ～ 23.7.15

ベ ト ナム天然資源環境戦略政策研究所 (ISPONRE) Ｌ Ｃ Ｓ チーム

ト レーニング コース

茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所
23.9.20 ～ 23.9.22

持続可能な発展と 地域環境安全保障についての北東アジアエコ

フ ォーラ ム

中国 ・ 瀋陽 中国科学院瀋陽応用生態

研究所
23.9.21 ～ 23.9.22

第 2 回 　 アジア低炭素研究プロ ジェ ク ト 国際シンポジウ ム マレーシア ・ プラ ウ

ピナン

マレーシア工科大学
23.10.31

アジアフ ラ ッ ク ス ワーク シ ョ ッ プ 2011 マレーシア ・ ク ア ラ

ルンプール

ル ・ メ リ デ ィ アン ク ア ラ

ルンプールホテル
23.11.9 ～ 23.11.11

ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者記念講演 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 23.11.11

第 8 回 　 日韓中三カ国環境研究機関長会合 沖縄 ・ 名護市 沖縄マ リ オ ッ ト リ ゾー ト

＆スパ、　 万国津梁館
23.11.21 ～ 23.11.24

国連気候変動枠組条約第 17 回締約国会議 （COP17) 及び第 7 回

京都議定書締約国会合 （COP7) 公式サイ ド イベン ト 「アジア低

炭素社会 ： 計画策定から社会実装へ」

南アフ リ カ ・ ダーバ

ン

ダーバン コ ンベンシ ョ ン

セン ター 23.11.28 ～ 23.12.9

海洋プラ ン ク ト ンに関する日仏共同シンポジウ ム 茨城 ・ つ く ば市 国立環境研究所 　 23.12.1 ～ 23.12.2

フ ィ リ ピ ンにおけ る E-waste 問題啓発ワーク シ ョ ッ プ

" （第 8 回国立環境研究所 E-waste ワーク シ ョ ッ プ） "

フ ィ リ ピン ・ ケ ソ ン ス ロ リ ビエラ ホテル
24.1.24

第 3 回 アジアにおける排出イ ンベン ト リ に関する国際ワーク

シ ョ ッ プ

神奈川 ・ 横浜市 独立行政法人海洋研究開

発機構 ・ 横浜研究所 ・ 三

好記念ホール

24.2.24 ～ 24.2.25

GOSAT ワーク シ ョ ッ プ 2012 - GOSAT-2 ミ ッ シ ョ ンに向けて 東京 ・ 文京区 東京大学 　 24.2.29 ～ 24.3.2

国際ワーク シ ョ ップ 「都市における水－エネルギー－炭素の関連」 東京 ・ 文京区 東京ガーデンパレ スホテル 24.3.1 ～ 24.3.2

「東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び廃棄物処理

システムの評価」 研究最終成果報告セ ミ ナー

ベ ト ナム ・ ハ ノ イ ハ ノ イ ホテル
24.3.2

平成 23 年度タ イ洪水廃棄物管理国際セ ミ ナー タ イ ・ バン コ ク サイ アムシテ ィ ホテル 24.3.20 ～ 24.3.21

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等

ア メ リ カ合衆国 海洋の CO2 吸収量解明に向けた太平洋の CO2 観測の共同推進

（科）

米国海洋大気局 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

衛星によ る温室効果ガス観測に関する共同推進 （科） ジェ ッ ト 推進研究所 地球環境研究セン ター

カ 　 　 ナ 　 　 ダ 北太平洋における大気 ・ 海水間の二酸化炭素交換の研究 （科） 海洋科学研究所 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

韓 　 　 　 　 　 国 日本及び韓国に分布する造礁サンゴによ る環境変動解析 （環） 韓国海洋研究院 生物･生態系環境研究セ

ン ター

両国におけ る外来生物についての情報交換 （環） 国立環境研究院 生物･生態系環境研究セ

ン ター

IPCC ウ ェ イ ス ト モデル （埋立地ガス放出モデル） のパラ メ ー

ター及び式構造の改善 （環）

ソ ウル市立大学 資源循環･廃棄物研究セ

ン ター

黄砂観測のための日韓 LIDAR 観測網における リ アルタ イ ムデー

タ交換システムの構築 （環）

国立気象研究所 環境計測研究セン ター

希少動物種の遺伝子･細胞保存 （環） ソ ウル大学 生物･生態系環境研究セ

ン ター

ス ウ ェ ー デ ン 人間活動の増大に伴 う 重金属暴露の健康 リ ス ク評価 （科） カ ロ リ ン スカ研究所 環境 リ ス ク研究セン ター

北極海における海洋表層の二酸化炭素分圧測定 （科） エーテボ リ 大学 地球温暖化研究プロ ジェ

ク ト

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 排水処理プロセスの開発に関する研究 （環） 中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の国情に合 う 高効率低コ ス ト 新排水高度処理技術の開発に関

する研究 （環）

国家環境保護総局環境工

程研究所 ・ 清華大学  

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 
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（注） １ ． 一部のプロ ジェ ク ト については採否が協議中のものがあ り 、 数が確定し ていない。

２ ． 課題名の後の括弧書きは、 二国間協定の種別を表す。

（環） ・ ・ ・ 環境保護協力協定 　 　 （科） ・ ・ ・ 科学技術協力協定

中 　 　 　 　 　 国 中国の国情に合 う 土壌浄化法を組み込んだ生活排水高度処理シス

テム開発に関する研究 （環）

中国科学院沈陽応用生態

研究所 

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国太湖流域のバイオ ・ エコエンジニア リ ング導入によ る水環境

修復技術開発に関する研究 （環）

中国環境科学研究院 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

貴州省紅楓湖， 百花湖流域における生態工学を導入し た富栄養化

抑制技術の開発に関する研究 （環）

貴州省環境保護局 循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

生活排水処理過程で発生する温室効果ガスの生物工学 ・ 生態工学

を活用し た抑制技術の開発に関する研究 （環）

上海交通大学環境科学与

工程学院

循環型社会形成推進 ・ 廃

棄物研究セン ター 

中国の VOCs 及びアンモニアの排出に関する研究 （環） 中国環境科学研究院 大気圏環境研究領域 

アジアにおける温室効果ガス、 安定同位体および酸素窒素比の観

測と 校正 （科）

中国気象科学研究院

大気環境研究所

地球環境研究セン ター

東アジアの大気環境の実態解明に関する研究 （科） 中国環境化学研究院

大気環境研究所

地域環境研究セン ター

温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワーク の構築プロ ジェ ク ト （科） 中国科学院地理科学与資

源研究所

地域環境研究セン ター

中国の産業拠点都市における資源環境の技術イ ノ ベーシ ョ ン評価

システム （科）

中国科学院 　 瀋陽応用生

体研究所

社会環境システム研究セ

ン ター

フ 　 ラ 　 ン 　 ス 植物の環境適応機構の分子生物学的研究 （科） ピカルデイー大学 生物圏環境研究領域

大西洋及び太平洋域における微細藻類の多様性に関する研究

（科）

フ ラ ン ス国立科学研究セ

ン ター

生物圏環境研究領域

ロ 　 シ 　 ア 凍土地帯からの メ タ ン発生量の共同観測 （環） 凍土研究所 地球環境研究セン ター

湿地からの メ タ ン放出のモデル化に関する共同研究 （環） 微生物研究所 地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける温室効果気体の航空機観測 （環） 中央大気観測所 地球環境研究セン ター

シベ リ ア生態系の影響を受けた温室効果気体の観測 （科） ロ シア科学アカデ ミ ー 　

ズエフ大気光学研究所

地球環境研究セン ター

シベ リ アにおける ラ ン ド ・ エコ システムの温室効果ガス収支

（科）

ロ シア科学アカデ ミ ー ・

ウ ィ ノ グ ラ ツキー微生物

研究所

地球環境研究セン ター 

ハバロ フ ス ク地域の野生動物遺伝資源の保存 （科） ロ シア連邦天然資源省ボ

ロ ン スキ自然保護区

環境研究基盤技術ラ ボ ラ

ト リ ー 

国 　 　 　 名 ・
レ ビ ュー年次

課 　 題 　 名 相手先研究機関名等 担当部等
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３ ） 国際研究協力協定等

注 ： ( 　 ) は締結年度。

①国際研究協力協定等 （GOSAT に係る研究公募 （GOSAT-RA） によ る共同研究協定を除 く 。）

国名等 国際研究協力協定等

ア メ リ カ合衆国 Technical Assistance Agreement between the California Institute of Technology at the Jet Propulsion Laboratory and NIES (2008)

MoU Agreement between Advanced Global Atmospheric Gas Experiment (AGAGE) and NIES (2009)

MoU between the University of Alaska, Fairbanks and NIES on Cooperation in Research (2011)

Technical Services Agreement between California Institute of Technology and The National Institute for Environmental Studies (2011)

イ ン ド MoU between Anna University, Chennai, India and NIES for Collaborative Research on Atmospheric Science (2007)

オース ト ラ リ ア Consultancy Agreement (2011)

カ 　 　 ナ 　 　 ダ Agreement between NIES and Institute of Ocean Sciences (1995)

韓 　 　 　 　 　 国 Implementing Agreement between NIES and National Institute of Environmental Research of the Republic of Korea to Establish 

Cooperative Framework regarding the Environmental Protection Technologies (1994)

Memorandum of Understanding for Joint Research Agreement on Lidar Station and Production of High Quality Data through 

Observation Activities (2011)

ス ウ ェ ー デ ン MoU on Joint Research on Product and Waste Oriented Environmental Management and Policy between NIES and International 

Institute for Industrial Environment Economics at Lund University , Sweden (2008)

Memorandum of Understanding Joint Research on Product and Resource/Waste Oriented Environmental Management and 

policy (2011)

タ イ MoU between NIES and Ubon Rajathanee University, Thailand on Joint Research on Alternative Dam Construction Schemes 

and Their Effects on Freshwater Fish Diversity in the Mekong (2009)

MoU between Asian Institute of Technology, Thailand and NIES (2010)

MoU Joint Research on Development of 　 Co-benefits Treatment System of 　 Molasses-based Wastewater, Utilization of 

Wastewater as Fertilizer for Sugarcane between NIES and Mitr Phol Sugarcane Research Center 　 CO., LTD. Thailand (2010)

MoU Joint Research on Development of Co-benefits Treatment System of Molasses-based Wastewater, Optimization of 

Treatment Technology between Water and Soil Environment Division, NIES and Department of Environmental Engineering, 

King Mongkut's University of Technology Thonburi Thailand (2010)

MoU on Research Collaboration between NIES and Sirindhorn International Institute of Technology, Thammasat University, 

Thailand (2010)

MoU Joint Research on Development of Susutainable Sewage Treatment Sysytem Coresponding to Decentralized-Treatment, 

Optimization of Treatment System (2011)

中 　 　 　 　 　 国 環境保護の分野における協力に関する独立行政法人国立環境研究所と 国家環境保護総局日中友好環境保全セン ターと

の間の総括協議書 (2006)

日本国立環境研究所と中国浙江海洋学院の 「東シナ海の海洋生態環境及び生物資源の順応的管理技術開発研究」 に

関する協議書 (2007)

日中科学技術協力委員会協力プロ ジェ ク ト 「温暖化影響早期観測ネ ッ ト ワークの構築プロ ジェ ク ト 」 実施協議書 

(2008)

日本国独立行政法人国立環境研究所バイオエコ研究室と 中国住宅 ・ 都市農村建設部農村汚水処理技術北方研究セン

ターにおけ る農村汚水処理技術関係分野の研究協力実施に関する覚書 (2009)

MoU between Department of Ecology, Peking University, China and Center for Global Environmental Research, NIES for Joint 

Research on Response and Feedback of Alpine Grassland Carbon Cycle to Global Change on the Tibetan Plateau (2010) 

MoU between NIES and Xinjiang Institute of Ecology and Geography, Chinese Academy of Sciences, China (2010)

Memorandum of Understanding Between National Institute for Environmental Studies, Tsukuba, Japan the Institute of Applied 

Ecology, Chinese Academy of Sciences, Shenyang, China for The Establishment of a Cooperatative Program of Academic and 

Scientific Exchange (2011)

ド イ ツ Contract for the research support (2011)

ニュージーラ ン ド Independent contractor agreement (2011)

フ 　 ラ 　 ン 　 ス Development and Application of a Software to Estimate Carbon Dioxide and Methane Sources and Sinks from the GOSAT 

Observations, and Initial Validation of the GOSAT-FTS Data Products (the “Field” ) (2010)

ベ 　 ト 　 ナ 　 ム MoU on Joint Research on Development of Future Visions for Municipal Solid Waste Management Systems in Vietnam between 

NIES and Institute of Science for Environment Management, Vietnam (2009)

MoU on Joint Research on Accumulation of Municipal Solid Waste Data in Vietnam between NIES and Institute for Urban 

Environment and Industry of Vietnam, Vietnam (2009)

MoU on between NIES and the Institute of Ecology and Biological Resources Vietnam Academy of Science and Technology, 

Vietnam (2010) 

Project Agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute of Science for Environment 

Management Vietnam (2011)

Project Agreement by and between National Institute for Environmental Studies Japan and Institute for Urban Environment and 

Industry of Vietnam Vietnam (2011)

マ レ ー シ ア MoU between Forest Research Institute Malaysia (FRIM), University Pertanian Malaysia (UPM) and NIES for Collaborative 

Research on Tropical Forest Ecology and Biodiversity (1991)
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②国際研究協力協定 （GOSAT-RA 関係）

モ 　 ン 　 ゴ 　 ル MoU on Joint Research on Quality Assurance/Quality Control (QA/QC) of the Dust and Sandstorm (DDS) Monitoring 

Network System in Mongolia and the Data Analysis for early warning implemented by NIES and The National Agency for 

Meteorology, Hydrology and Environment Monitoring, Mongolia (2007)

ロ 　 　 シ 　 　 ア Agreement on Cooperative Research Projects between Central Agrological Observatory, Committee for Hydrometeorology and 

Monitoring of Environment, Ministry on Ecology and Natural Resources of the Russian Federation and NIES (1992)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Microbiology, Russian Academy of Sciences (1994)

Agreement on Cooperative Research Projects between NIES and Institute of Atmospheric Optics, Russian Academy of Sciences (1997)

MoU on Joint Research concerning the Evaluation of Genetic Diversity and Cell Preservation of Rare Birds between NIES and 

Bolonski State Nature Reserve (BSNR) 　 (2009)

欧 州 宇 宙 機 関 Globemission project (2010)

国際連合環境計画 MoU between UNEP and NIES （国際連合環境計画と NIES の合意文書） (1991)

国名等 研究所間の共同研究

ア メ リ カ合衆国 Early Detection of Leakage from Siberian and Alaskan Gas Pipelines (2008)

Infrared Validation and Mid-Tropospheric CO2 from the FTS GOSAT Sensor (2008)

Trace gas remote sensing using near IR and longwave IR (2008)

Validation of LIDAR System for the Measurement of CO2 (2008)

Evaluation and Validation of GOSAT CAI Vegetation Index Products Using MODIS, AVHRR, and In Situ Data over the 

Conterminous United States and Hawaii (2008)

Assessment of GOSAT TIR FTS absolute calibration through validation (2009)

Validation of GOSAT Data Products (2009)

GOSAT and Oceanographic Observations of CO2 and CH4 on the Laptev and East Siberian Shelf Seas (2009)

Comparison of GOSAT CH4 and CO2 with NOAA/NESDIS operational trace gases products retrieved from AIRS, IASI and CrIS 

and use of CAI aerosol product for NOAA synergy studies of using satellite data for air quality applications (2009)

Assessment of GOSAT Radiance Responses to the Lower Atmospheric CO2 Concentration Change and Impact of Aerosols and 

Clouds on CO2 Concentration Retrievals (2009)

Comparison of GOSAT retrievals of the CO2 and CH4 column mole fractions with in-situ data and estimates produced by the 

CarbonTracker data assimilation system. (2009)

Application of GOSAT/TANSO-FTS to the Measurement of Volcanic CO2 Emissions (2009)

Global Analysis of Carbon Sources and Sinks with a Comprehensive Model Optimized with GOSAT/TANSO Observations (2009)

GOSAT Synergies for Ground-Reference of CH4-Emissions from Geologic and Biologic Mid-Latitude and Arctic Sources (2009)

Tracing and quantifying power plant CO2 emissions with GOSAT: Validation and Modeling in the Four Corners New Mexico to 

Oklahoma Region (2010)

Assessment and monitoring of CO2 and CH4 in wildfire and healthy boreal forest, Interior Alaska (2011)

Assessment of GOSAT/TANSO-FTS CO2 variations in relation to biomass burning and vegetation fires (2011)

Validation of satellite-derived methane budgets from fugitive fossil fuel industrial emissions (2011)

イ 　 ギ 　 リ 　 ス Application of GOSAT data in a 4D-Var data assimilation system in combination with other greenhouse gas observations to 

better estimate CO2 and CH4 fluxes (2008)

The UK Universities contribution to the analysis of GOSAT L1 and l2 data: towards a better quantitative understanding of 

surface carbon fluxes (2008)

Validation of TANSO FTS spectra using RFM line-by-line model (2010)

Using Envisat MERIS MTCI to characterize the response of the terrestrial biosphere to spatio-temporal variability in 

atmospheric carbon dioxide as measured by GOSAT FTS (2009)

Using GOSAT to help improve the representation of wetlands and associated CH4 cycle in the next generation global land 

surface models (2009)

イ 　 タ 　 リ 　 ア Cross-validation of IASI/METOP-A and TANSO-FTS/GOSAT level 2 products for carbon dioxide (2009)

Definition, implementation and validation of a prototype software system aimed at the atmospheric corrections for the retrieval 

of solar-induced fluorescence (2009)

イ ン ド Interaction Between Atmospheric Greenhouse Gases & Terrestrial Biospheric Processes Over Indian Subcontinent (2009)

Estimation of tropical forest biophysical parameters using near UV and NIR reflectance from GOSAT TANSO-CAI sensor (2011)

イ ン ド ネ シ ア REDD Plus and Estimation of land-atmosphere carbon exchange using ground-based and GOSAT data in Industrial Plantation 

Forest: Paser-East Kalimantan and Jambi 　 (2011)

オ ラ ン ダ Retrieval of methane, carbon dioxide and water vapor from GOSAT near-infrared spectra (2008)

Intercomparison of CO2 fluxes estimated using inverse modeling of GOSAT and OCO measurements (2008)

Study of aerosol and cloud properties using the polarization of the O2A-band (2008)

国名等 国際研究協力協定等
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オ ラ ン ダ Retrievals of atmospheric CO2 from GOSAT observations based on accurate vector radiative transfer modeling of scattering 

atmospheres (2009)

Retrieval of CH4 from GOSAT-FTS measurements using a full physics approach based on accurate radiative transfer and an 

approach using the CO2 column as a light path proxy (2011)

オース ト ラ リ ア Assimilating GOSAT CO2 into a combined weather/climate model (2011)

Integrated mapping and modeling of water and carbon footprints of Australian irrigated agricultural systems (2011)

カ ナ ダ Validation of GOSAT Measurements Using Ground-Based and Satellite Data (2009)

Evaluation of Applicability of GOSAT Data for Monitoring of Green House Gases (GHG) Emissions from Tailing Ponds and 

Upgrader Operations in Oil Sands Production Area, Alberta, Canada (2009)

Chemical data assimilation and inverse modeling of atmospheric CO2 (2009)

Assimilation of GOSAT observations in the Environment Canada Carbon Assimilation System (EC-CAS) and complementary 

systems (2011)

Estimation and attribution of global CO2 surface fluxes using satellite observations of CO2 and CO from TES, GOSAT, and 

MOPITT (2011)

韓 国 Quantification of radiative forcing of CO2 and black carbon from GOSAT measurements with the aid of Asia Carbon Tracker 

and numerical models (2009)

Evaluation of long-range transport of greenhouse gases (hereinafter refer to as “ GHGs” )(CO2 and CH4) and estimation of GHGs 

emission sources using GOSAT data and atmospheric chemistry model for the better understanding of carbon cycle (2011)

シ ン ガ ポ ー ル Satellite-Borne Quantification of Carbon Dioxide Emissions from Volcanoes and Geothermal Areas (2009)

ス ペ イ ン Space-based analysis of the relationship between vegetation functioning and atmospheric CO2 and CH4 greenhouse gases (2009)

The role of oceanic mesoscale structures in the air-sea fluxes (2011)

台 　 　 　 　 　 湾 Comparing path radiances estimated using GOSAT CAI images and Formosat II images （2011）

チ ェ コ Modeling of the CO2 and CH4 fluxes using advanced mathematical techniques (2009)

中 国 Analysis of Spatial and Temporal Relationship Between Greenhouse Gases and Landuse/Landcover in China (2008)

The validation of GOSAT CO2 flux product over the grasslands (2011)

Spatial and temporal dynamics detection of the greenhouse gas emissions from the Three Gorges region of China 　 (2011)

ド イ ツ Cloud remote sensing using GOSAT instruments (2008)

Towards CONsistent long-term SCIAMACHY and GOSAT greenhouse gas data sets (CONSCIGO) (2008)

Distributions of CO2 and CH4 over Eurasia between 30oN-90oN (2008)

Non standard cloud, aerosol, and albedo products (2008)

Quantification of the carbon cycle in Europe and Western Africa by the top-down method (2008)

Validation of TANSO CH4 columns and profiles by ground-based solar absorption FTIR (2008)

Validation of GOSAT methane, carbon dioxide, and water vapor at the Ground-Truthing Facility Garmisch/Zugspitze (2009)

Validation of Vertical Profiles and Column Densities Retrieved from Nadir Infrared Sounders (2010)

ニュージーランド Southern Hemisphere validation of GOSAT XCO2 and XCH4 from TCCON solar FTS measurements in Australia and New 

Zealand (2008)

ノ ル ウ エ ー Greenhouse Gas Emissions in South Asia using Inverse Modeling (2009)

フ ィ ン ラ ン ド Validation of GOSAT/TANSO GHG observations through surface-, tower- and FTIR measurements at the Sodankyla-Pallas 

Satellite pixel (67oN, 27oE) (2009)

CO2 Balances using Remote Sensing, FTIR spectroscopy, In Situ Measurements and Earth System Modeling (2009)

Carbon balance of selected agricultural soils in southern Finland estimated using GOSAT/FTS satellite sensory data - effect of 

soil type and management practices on CO2 and CH4 vertical flux estimates (2011)

ブ ラ ジ ル Assimilation and validation in Coupled Aerosol Tracers and Transport model to the Brazilian developments on the Regional 

Atmospheric Modeling System and the version of CPTEC General Circulation Atmospheric Model Including chemistry and 

aerosol (2009)

フ ラ ン ス Geophysical parameters derived from TANSO/FTS and CAI data (2008)

Correlative TIR, SWIR and NIR measurements for GOSAT (2009)

Quality control of radiances, validation of greenhouse gas products, and study of CO2 diurnal cycle. (2009)

Estimation of CO2 and CH4 surface fluxes (2009)

Transport processes over the Mediterranean Basin as diagnosed from the evolution of long-lived species: Spaceborne 

measurements and modeling studies (2011)

ベ ル ギ ー Atmospheric Composition and Chemistry-Climate interactions with GOSAT (2009)

ロ シ ア Simulation of cirrus clouds and humidity in UTLS by using coupled cirrus/trajectory model and the modification of the transport 

models used for the purposes of greenhouse gases inversion (2008)

Development of methods and software for retrieval of CO2 and CH4 spatial distributions from TANSO-FTS and TANSO-CAI 

sensors data and application of these methods for atmosphere over Western Siberia (2008)

Development of radiative transfer technique for arbitrary 3D geometry with consideration of polarization effect (2008)

Development of the column amount and concentration profiles retrieving algorithms for CO2 and CH4 from satellite data using 

a priori information (Neural Network approach) (2008)

国名等 研究所間の共同研究
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　 ４ ） 外国人研究者一覧 （研究系契約職員を除 く ）

①客員研究員 （6）

②共同研究員 （14）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

中 　 　 　 国  （JIAHUA, Xing） 今村 　 隆史 大気エア ロ ゾルの生成 ・ 消滅と環境影響に

関する研究

23.6.15 ～ 24.3.31

劉 　 晨 （LIU, Chen） 王 　 勤学 長江流域における人間生活が環境負荷量に

与え る影響の評価

23.4.1 ～ 24.3.31

李 玉友 （LI Yuyou） 徐 　 開欽 バイオマスからの水素 ・ メ タ ン発酵に関す

る技術開発

23.4.1 ～ 24.3.31

タ 　 イ PAIRAYA Choeisai 珠坪 　 一晃 糖蜜系エタ ノ ール蒸留廃液の処理技術開発  23.6.15 ～ 24.3.31

WILASINEE Yoochatchaval 珠坪 　 一晃 嫌気性排水処理技術と後段処理システムの

最適化

23.6.15 ～ 24.3.31

TUANTONG Jutagate 福島 　 路生 戦略的環境アセス メ ン ト 技術の開発と自然

再生の評価に関する研究 （流域プロ グ ラ ム

PJ2）

23.7.1 ～ 24.3.30

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

ア メ  リ  カ GOSNELL Kathleen J. 柴田 　 康行 水銀 23.6.21 ～ 23.8.23

イ 　 ン 　 ド AASHISH Deshpande 金森 　 有子 イ ン ド の低炭素社会に向けたシナ リ オ作成

に関する研究

23.12.5 ～ 24.2.24

PRIYADARSHI R.SHUKLA 原澤 　 英夫 気候変動のための AIM イ ン ド モデルの開発

に関する研究

23.11.14 ～ 24.3.31

DARSHINI MAHADEVIA 原澤 　 英夫 気候変動のための AIM イ ン ド モデルの開発

に関する研究

23.11.14 ～ 24.3.31

オ ラ ン ダ SCHUTGENS, Nicolaas 

Alexander Johannes

横田 　 達也 GOSAT データ処理のためのエア ロ ゾル輸送

モデルの開発 ・ 改良 ・ 検証に関する研究

23.6.15 ～ 24.3.31

韓 　 　 　 国 奇 　 文奉 (KI, Moon-Bong) 日引 　 聡 日本 ・ 韓国の環境政策及び制度の比較研究 23.4.1 ～ 23.6.30

中 　 　 　 国 　 平 　 (JIANG, Ping) 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

23.4.1 ～ 24.3.31

呉 　 通華 (U Tonka) 王 　 勤学 東アジア地域における温暖化が永久凍土に

与え る影響の早期検出

23.4.1 ～ 23.6.30

姜 　 克 (JIANG Kejun) 原澤 　 英夫 気候変動のための AIM 中国モデルの開発に

関する研究

23.11.14 ～ 24.3.31

ド 　 イ 　 ツ BLEI,E. Manuel 横内 　 陽子 熱帯植物から Ｕ Ｖ に誘発されて放出される

メ タ ン及びハロゲン化 メ チルの定量

22.9.1 ～ 24.3.31

フ ラ ン ス DREYFUS, Magali Isabelle 藤田 　 壮 アジアのコベネフ ィ ッ ト 都市研究の実践と

解析手法の構築

22.9.10 ～ 24.3.31

ポーラ ン ド GAJEWICZ Agnieszka 鈴木 　 規之 QSPR-MM 手法によ る PPCP の残留性と長距

離移動性推定の研究

23.9.21 ～ 24.3.31

MOSTRAGSZLICHTYNG 

Aleksandra

鈴木 　 規之 QSPR-MM 手法によ る PPCP の残留性と長距

離移動性推定の研究

23.9.21 ～ 24.3.31

PUZYN, Tomasz 鈴木 　 規之 QSPR-MM 手法によ る PPCP の残留性と長距

離移動性推定の研究

23.9.21 ～ 24.3.31
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③研究生 （15）

国 　 　 名 氏 　 　 　 名 受入先 研 　 究 　 課 　 題 　 名 期 　 　 間

韓 　 　 　 国 朴 　 正彩 (PARK, Jeongchae) 堀口 　 敏宏 東京湾における ホシザ メ 個体群の減少要因

の解析

23.4.1 ～ 24.3.31

朱 　 文率 (JU, Mun-Sol) 大迫 　 政浩 フード ラ イ フサイ クルシステムを対象 と し

た消費行動変革がも た らす環境負荷削減効

果の予測

23.7.1 ～ 24.3.31

金 　 奈  (KIM NAKYUNG) 大原 　 利眞 Improvement of emission inventories for air 

pollutants

23.4.1 ～ 23.2.20

朴 　 淳永 (Park, SoonYoung) 杉本 　 伸夫 Earth Environmental Sysytem 24.1.10 ～ 24.2.16

朴 　 泰珍 (Park, Taejin) 唐 　 艶鴻 Environmental Planning and Landscape 

Architecture

24.1.10 ～ 24.2.16

中 　 　 　 国 王 鶴鳴 (WAN, Heming) 大迫 　 政浩 物質フ ロー ・ 資源生産性に関する研究 23.6.13 ～ 23.9.30

黄 忠偉 (HUANG, Zhongwei) 杉本 　 伸夫 ヒ 素の DNA メ チル化変化を介し たエピ

ジェネテ ィ ク ス作用に関する研究

23.4.1 ～ 23.10.22

印 文  (YIN, Wenyue) 鑪迫 　 典久 産業排水の生物影響及びその毒性要因評価 23.4.1 ～ 24.3.31

呂 　 志江 (LU, Zhijiang) 徐 　 開欽 水生植物を活用し た浄化 ・ 資源化 ・ 環境影

響評価技法の開発に関する研究

23.4.1 ～ 24.3.31

常 佳寧 (CHANG Jianing) 瀬山 　 春彦 バイオ Ｍ ｎ 酸化物形成真菌を用いた重金

属イオン処理

23.7.1 ～ 24.3.31

呉 　 亜鵬 (WU, Ya-Peng) 徐 　 開欽 水素 ・ メ タ ン二相発酵システムによ る生ご

みのバイオ燃料化

23.10.1 ～ 24.3.31

ベ ト  ナ ム Tran Thanh_Tu 原澤 　 英夫 低炭素政策の社会経済的影響分析 23.11.21 ～ 23.12.16

Tran ThiPhuong 山形 与志樹 ボー河川流域の水資源利用に関する土地利

用変化 ・ ステ ク ホルダー分析

24.2.5 ～ 24.3.31

Ngo ThanhSon 福島 　 路生 東西ベ ト ナムにおける土地利用変化によ る

堆積物 と その流出の影響

24.2.5 ～ 24.3.30

モ ロ ッ コ BADISS Mahmoud 鈴木 　 規之 活性汚泥法における AOSD システム導入に

よ る省エネ ・ 浄化機能解析

23.1.4 ～ 23.3.31
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④ 国際協力等に係わる外国への依頼出張

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間

ア メ リ カ 藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

INCOSE 事務局 INCOSE 学会発表 23.6.18 ～

23.6.23
亀山　康子 社会環境システム研究セン

ター

Council on Foreigh 
Relations

COUNCIL on FOREIGN RELATIONS 
Workshop へスピーカーとして参加

23.9.7 ～

23.9.11
増井　利彦 社会環境システム研究セン

ター

一般財団法人日本

気象協会

IPCC 第 5 次評価報告書第 2 回主要執筆者

会合

23.12.11 ～

23.12.16
徐　開欽 資源循環・廃棄物研究セン

ター

慶応義塾大学 「平成 23 年度脆弱な途上国における影響

評価・適応効果の現地実証業務」打合せ

23.8.25 ～

23.9.11
鑪迫　典久 環境リスク研究センター いであ株式会社 メダカフルライフサイクル / 多世代試験法

標準化の日米二国間協力実務者会議に参加

するため 

23.9.12 ～

23.9.16

中山　祥嗣 環境健康研究センター 一般財団法人環境

情報科学センター

平成 23 年度エコチル調査に関する企画調

査実施に係る ISEES (The International 
Society of Exposure Science 21st annual 
meeting) 学会等出席

23.10.23 ～

23.10.28

高橋　潔 社会環境システム研究セン

ター

一般財団法人日本

気象協会

IPCC 第５次評価報告書第２回主要執筆者

会合

23.12.11 ～

23.12.17
肱岡　靖明 社会環境システム研究セン

ター

一般財団法人日本

気象協会

IPCC WG2 LAM2 会合 23.12.11 ～

23.12.17
菅田　誠治 地域環境研究センター NOAA/ARL 第 3 回大気質予報研究に関する国際ワー

クショップ参加のため

23.11.28 ～

23.12.3
野尻　幸宏 地球環境研究センター 一般財団法人日本

気象協会

IPCC 第 5 次評価報告書 第二作業部会 第
2 回主要執筆者会合　出席

23.12.11 ～

23.12.17
江守　正多 地球環境研究センター 一般財団法人日本

気象協会

IPCC Task Group on Data and Scenario 
for Impact and Climate Analysis 出席

24.2.5 ～

24.2.9
鑪迫　典久 環境リスク研究センター いであ株式会社 第 8 回日米二国間協力実務者会議に出席 24.2.27 ～

24.3.3
オーストラリア 高橋　潔 社会環境システム研究セン

ター

一般財団法人日本

気象協会

IPCC-SREX-LAM4 と専門家会合　出席 23.5.14 ～

23.5.22
野尻　幸宏 地球環境研究センター CSIRO "CSIRO で研究打ち合わせシンポジウム

「海洋酸性化が南半球の海洋生物資源に及

ぼす影響」に出席 "

23.6.11 ～

23.6.17

肴倉　宏史 資源循環・廃棄物研究セン

ター

地盤工学会 ISO/TC190 に出席 23.9.18 ～

23.9.24
小口　正弘 資源循環・廃棄物研究セン

ター

CleanUp2011 
Conference

CleanUp2011 に参加、発表と、廃棄物再

資源化施設の見学会に参加

23.9.10 ～

23.9.19
イ ギ リ ス 町田　敏暢 地球環境研究センター IAGOS IAGOS-ERI Annual Meeting 2011 参加 23.9.11. ～

23.9.15
寺園　淳 資源循環・廃棄物研究セン

ター

英台 E-waste 共同

プロジェクト

「電気電子機器と環境 2011」会議出席と

E-waste に関する意見交換

23.11.12 ～

23.11.19
イ タ リ ア 谷本　浩志 地球環境研究センター International 

Council for Science
Task Force on Hemispheric Transport of 
Air Pollution Workshop と IGBP Air 
Pollution & Climate workshop への出席

23.6.4 ～

23.6.11

韓 国 大垣眞一郎 総務 韓国水環境学会 韓国水環境学会　招待講演 23.4.21 ～

23.4.22
高橋　善幸 地球環境研究センター 日本学術振興会 2011 CarboEastAsia セミナーに出席 23.7.11 ～

23.7.14
三枝　信子 地球環境研究センター 日本学術振興会 2011 CarboEastAsia セミナーに出席 23.7.10 ～

23.7.14
柴田　康行 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

環境省請負「平成 23 年度東アジア POPs
モニタリング調査業務」に係わる「第 6
回東アジアインフォメーションウェアハウ

スワークショップ」講師

23.7.7 ～

23.7.8
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韓 国 中根　英昭 総務 牧園大学

（MOKWON 
UNIVERSITY）

韓国（Mokwon 大学）との MOU 及び調

印セレモニーに出席

23.8.24 ～

23.8.26

杉本　伸夫 環境計測研究センター Mokwon 大学 ライダー観測に関する式典出席・打ち合わせ 23.8.24 ～

23.8.26
菅谷　芳雄 環境リスク研究センター 社団法人海外環境

協力センター

日中韓の化学物質における共同研究に関す

る専門家会合参加

23.8.30 ～

23.9.1
高橋　潔 社会環境システム研究セン

ター

Korea 
Environment 
Institute, Korea 
Adaptation for 
Climate Change

Korea-Japan Joint Workshop for Climate 
Change Impact and Adaptation に出席

23.9.29 ～

23.10.1

川本　克也 資源循環・廃棄物研究セン

ター

ISWA 2011 
Secretariat

ISWA2011 での講演及び参加 23.10.16 ～

23.10.20
大垣眞一郎 総務 National River 

Restoration
International Conference on River 
Restoration for Ｇreen Growth, Seoul 
South Korea 招待講演 

23.10.6 ～

23.10.8

藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

INCOSE 日本支部 「APCOSE2011」出席 23.10.18 ～

23.10.20
川本　克也 資源循環・廃棄物研究セン

ター

ISWA 2011 
Secretariat

ISWA2011 での講演及び参加 23.10.16 ～

23.10.20
寺園　淳 資源循環・廃棄物研究セン

ター

ISWA World 
Congress

ISWA World Congress 2011（国際廃棄物

学会 2011 年世界大会）への参加　及び施

設見学

23.10.16 ～

23.10.21

中島　英彰 地球環境研究センター 延世大学 延世大学での講演依頼 23.10.31 ～

23.11.2
高見　昭憲 地域環境研究センター National Institute 

of Environmental 
Research, Korea

The 14th Expert Meeting for Long-range 
Transbounda Air Pollutants in 
Northeast Asia(LTP Project) 出席

23.11.7 ～

23.11.10

中嶋　信美 生物・生態系環境研究セン

ター

特定非営利法人国

際生命科学研究機

構

ILSI CERA シンポジウムへの出席 23.11.17 ～

23.11.19

梁　乃申 地球環境研究センター 北海道大学大学院

農学研究院

Asia Flux トレーニングコース参加 23.7.11 ～

23.7.13
藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

①東京ガス株式会

社

②福島県

① IGRC2011 に出席、ガス関係技術動向

の調査に参加

②福島県再生可能エネルギー導入推進連絡

会専門部会に参加

23.10.18 ～

23.10.21

ス イ ス 田崎　智宏 資源循環・廃棄物研究セン

ター

京都大学 電池の循環・廃棄システム構築に向けた環

境負荷解析及び政策比較研究に関する調査

24.1.19 ～

24.1.21
中根　英昭 総務 （株）ダイナックス

都市環境研究所

第 8 回オゾン研究管理者会議出席 23.5.1 ～

23.5.6
タ 　 　 イ 福島　路生 生物・生態系環境研究セン

ター

ウボンラチャタニ

大学

バンコク、ウボンラチャタニにて講演およ

び試験教官施設見学

23.7.17 ～

23.7.24
花崎　直太 地球環境研究センター 科学技術振興機構 全球水資源モデル H08 講義および

IMPAC-T ワークショップ参加

23.8.1 ～

23.8.8
柴田　康行 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

第９回東アジア POPs モニタリングワー

クショップに出席

24.1.28 ～

24.2.2
鈴木　規之 環境リスク研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

第 9 回東アジア POPs モニタリングワー

クショップに出席

24.1.29 ～

24.2.2
花崎　直太 地球環境研究センター ①科学技術振興機

構

②東京大学生産技

術研究所

①平成 23 年度日中若手異分野研究交流会

② IMPAC-T ワークショップおよび The 
9th international symposium on 
Southeast Asian water environment シン

ポジウム

23.11.28 ～

23.12.1

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
―  291  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
タ 　 　 イ 高橋　潔 社会環境システム研究セン

ター

AsianDevelopment 
Bank

Asia-Pacific Climate Change Adaptation 
Forum 2011 に出席

23.10.27 ～

23.10.30
山田　正人 資源循環・廃棄物研究セン

ター

JGSEE Capacity Building on Landfill Gas 
Utilization in AWEAN での講義

24.3.5 ～

24.3.7
台 湾 芦名　秀一 社会環境システム研究セン

ター

台湾経済研究院 The 6th TIER Economy, Energy and 
Environment Conference 2011

23.8.18 ～

23.8.21
中 国 藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

JFE テクノリサー

チ

環境にやさしい都市構築モデル事業支援検

討会国際会合

23.8.31 ～

23.9.3
ティンティ

ン ウィン 
シュイ

環境健康研究センター 南京農業大学 南京農業大学においてセミナー講演と研究

活動の意見交換をする

23.10.16 ～

23.10.20

梁　乃申 地球環境研究センター 中国科学院シーサ

ンバンナ植物園

中国雲南省熱帯林・亜熱帯林における土壌

呼吸観測

23.5.25 ～

23.6.5
藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

環境省 第 3 回日中低炭素研究会および日中低炭

素セミナー 2011 に参加

23.6.1 ～

23.6.4
水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国黒竜江省ハルピン市における現地調査

及び中国環境保護部等との打ち合わせ

23.5.10 ～

23.5.14

芦名　秀一 社会環境システム研究セン

ター

アジア開発銀行 ワークショップ「Measuring the Asia's 
Progress in Tackling Climate Change 
and Promoting Green Growth」参加

23.6.12 ～

23.6.15

西川　雅高 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

「平成２３年度日中韓越境大気汚染調査検

討業務」に係る WG1 及び WG2 合同会合

に出席

23.6.28 ～

23.7.2

水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国新疆ウイグル自治区ウルムチ市におけ

る現地調査及びウルムチ市環境保護局等と

の打ち合わせ

23.6.12 ～

23.6.16

徐　開欽 資源循環・廃棄物研究セン

ター

上海交通大学環境

科学与工程学院

途上国の環境修復技術研究打合せと資料収集 23.7.18 ～

23.7.24
田村　憲治 環境健康研究センター 金沢大学 砂漠地域視察と東アジア大気汚染に関する

研究打合せ及び情報収集

23.8.16 ～

23.8.23
水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国環境保護部等との打ち合わせのため 23.8.4 ～

23.8.6

水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国環境保護部等との打ち合わせのため 23.8.25 ～

23.8.27

水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国山東省威海市における現地政府及び中

国環境保護部等との打合せのため

23.9.6 ～

23.9.9

藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

中国環境科学院 日中産業共生ワークショップ打合せ及び講演 23.9.19 ～

23.9.28
中山　祥嗣 環境健康研究センター HPLC2011Dalian

学会事務局

The 37th International Symposium on 
High Performance Liquid Phase 
Separations and Related Techniques 
(HPLC2011Dalian) 学会での基調講演

23.10.9 ～

23.10.11

水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

清華大学関係者等との打ち合わせのため 23.10.11 ～

23.10.13

西川　雅高 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

「平成 23 年度日中韓越境大気汚染調査検

討業務」に係る WG1 会合

23.11.9 ～

23.11.12
杉本　伸夫 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

「平成２３年度日中韓越境大気汚染調査検

討業務」に係る WG1 会合に出席

23.11.10 ～

23.11.12
一ノ瀬　俊

明

社会環境システム研究セン

ター

大連民族学院 大連民族学院全学院公開講座および大連と

瀋陽の現地調査

23.11.20 ～

23.11.26

派遣国名 氏 　 　 名 所 　 　 属 依 　 頼 　 元 内 　 　 　 容 期 　 間
―  292  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
中 国 藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

日本学術振興会 「日中科学フォーラム」出席 23.11.20 ～

23.11.23
花崎　直太 地球環境研究センター ①科学技術振興機

構

②東京大学生産技

術研究所

①平成 23 年度日中若手異分野研究交流会

② IMPAC-T ワークショップおよび The 
9th international symposium on 
Southeast Asian water environment シン

ポジウム

23.11.25 ～

23.11.27

杉本　伸夫 環境計測研究センター 西安大学 ライダー保守および観測研究打ち合わせ 23.12.1 ～

23.12.10
水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

清華大学関係者等との打ち合わせのため 23.11.8 ～

23.11.10

中山　祥嗣 環境健康研究センター Institute of Urban 
Environment, 
Chinese Academy 
of Sciences

the Chinese 1st International Workshop 
on Environment and Haelth (1st int 
WOEH) 出席

23.12.13 ～

23.12.16

一ノ瀬俊明 社会環境システム研究セン

ター

名古屋大学地球水

循環センター

JST-MOST ワークショップ及び、南京・

名大ワークショップに出席、発表

23.12.20 ～

23.12.25
水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

清華大学関係者等との打ち合わせのため 23.12.22 ～

23.12.24

藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

JFE テクノリサーチ 川崎市 • 瀋陽市の連携による「環境にやさ

しい都市構築モデル事業」第 2 回国際検

討会出席

24.1.10 ～

24.1.12

水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

日中水環境パートナーシップ事業に係る新

規モデル施設設置場所の現地調査

24.1.9 ～

24.1.12

杉本　伸夫 環境計測研究センター 一般財団法人日本

環境衛生センター

黄砂ライダー観測に関する打ち合わせおよ

び黄砂共同研究運営委員会に出席

24.2.7 ～

24.2.11
水落　元之 地域環境研究センター 財団法人地球環境

戦略研究機関

（IGES）

中国雲南省大理白族自治州における分散型

排水処理モデル施設の点検確認作業及び

「日中汚染物質総量削減に関する国際セミ

ナー」出席

24.2.24 ～

24.3.1

藤田　壮 社会環境システム研究セン

ター

JFE テクノリサーチ 川崎市 • 瀋陽市の連携による「環境にやさ

しい都市構築モデル事業」の国際検討会合

出席

24.3.20 ～

24.3.22

花崎　直太 地球環境研究センター ①科学技術振興機

構

②東京大学生産技

術研究所

①平成 23 年度日中若手異分野研究交流会

② IMPAC-T ワークショップおよび The 
9th international symposium on 
Southeast Asian water environment シン

ポジウム

23.11.25 ～

23.11.27

藤井　実 社会環境システム研究セン

ター

JFE テクノリサー

チ

川崎市 • 瀋陽市の連携による「環境にやさ

しい都市構築モデル事業」の国際検討会合

出席

24.3.20 ～

24.3.22

ド イ ツ 町田　敏暢 地球環境研究センター CARIBIC CARIBIC annual meeting 講演 23.10.4 ～

23.10.8
中山　祥嗣 環境健康研究センター 一般社団法人環境

情報科学センター

平成 23 年度エコチル調査に関する企画調

査実施に係る WHO Working Group for 
Coordination of the Next Generation of 
Largescale Birth Cohorts 会議等出席

24.12.4 ～

24.12.8

肴倉　宏史 資源循環・廃棄物研究セン

ター

鐵鋼スラグ協会 欧州環境調査 23.10.15 ～

23.10.16,
23.10.23 ～

23.1024
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ド イ ツ 花崎　直太 地球環境研究センター ポツダム気候影響

研究所

ポツダム気候影響研究所 (PIK) の ISI-
MIP キックオフ workshop 参加

24.2.5 ～

24.2.9
横田　康弘 環境計測研究センター JAXA ベルリン工科大学 (Technische 

Universitaet Berlin) およびドイツ航空宇

宙センター(Deutsches Zentrum fur Luft- 
und Raumfahrt) にて月面地形の論文作成

に関する打ち合わせ

23.9.25 ～

23.9.27

ニュージー

ランド

清水　英幸 地域環境研究センター 株式会社プレック

研究所

地熱発電事業に係る自然環境影響検討会・

現地調査

23.9.12 ～

23.9.16
福島　路生 生物・生態系環境研究セン

ター

Wild Salmon 
Center, Portland, 
Oregon U.S.A

ワークショップ「Conserving the largest 
salmon in the world」にて講演

23.12.5 ～

24.12.11

フィリピン 一ノ瀬俊明 社会環境システム研究セン

ター

フィリピン大学 International Conference on Green 
Urbanism 2011 参加 

24.10.17 ～

24.10.21
高橋　潔 社会環境システム研究セン

ター

Asian 
Development Bank

International Expert Meeting on 
Development of Climate Senarios に出席

24.1.15 ～

24.1.18
フ ラ ン ス 野尻　幸宏 地球環境研究センター UNESCO IOCCP SSC SOLAS-IMBER 出席 23.9.11 ～

23.9.19
鑪迫　典久 環境リスク研究センター いであ株式会社 OECD　VMG-eco 会議出席のため 23.11.7 ～

23.11.11
平野靖史郎 環境リスク研究センター 日本エヌ・ユー・

エス株式会社

OECD WPMN 第 9 回会合及び連合会合出

席

1. Meeting of Steering Group 4-
Manufactured Nanomaterials and Test 
Guidelines
2. Review Meeting of the Sponsorship 
Program on the Testing of Manufactured 
Nanomaterials
3. 9th Meeting of the WPMN

23.12.4 ～

23.12.9

江守　正多 地球環境研究センター 独立行政法人海洋

研究開発機構

IPCC Working Group I Fifth Assessment 
Report Second Lead Author Meeting 出席

23.7.17 ～

23.7.23
松永　恒雄 環境計測研究センター JAXA ボルドー第一大学 (Universite Bordeaux 

1) にて月面観測機器間の相互校正に関す

る研究打ち合わせ

23.9.28 ～

23.10.2

田崎　智宏 資源循環・廃棄物研究セン

ター

京都大学 電池の循環・廃棄システム構築に向けた環

境負荷解析及び政策比較研究に関する調査

24.1.22 ～

24.1.23
肴倉　宏史 資源循環・廃棄物研究セン

ター

鐵鋼スラグ協会 欧州環境調査 23.10.20 ～

23.10.22
横田　康弘 環境計測研究センター JAXA ボルドー第一大学 (Universite Bordeaux 

1) にて月面観測機器間の相互校正に関す

る研究打ち合わせ

23.9.28 ～

23.10.9

ベ ト ナ ム 珠坪　一晃 地域環境研究センター 長岡技術科学大学

（JICA）

「天然ゴムを用いる炭素循環システムの構

築プロジェクト」に関する研究打ち合わせ

23.6.13 ～

23.6.16
野尻　幸宏 地球環境研究センター 国際協力機構

（JICA）

JICA ベトナムインベントリプロジェクト 
キックオフワークショップに参加

23.11.1 ～

23.11.4
蛯江　美孝 資源循環・廃棄物研究セン

ター

財団法人日本環境

整備教育センター

分散型汚水処理の国際展開に関する現地調

査

23.12.19 ～

23.12.23
珠坪　一晃 地域環境研究センター 長岡技術科学大学

（JICA）

「天然ゴムを用いる炭素循環システムの構

築プロジェクト」に関する研究打ち合わせ

23.12.18 ～

23.12.22
菅谷　芳雄 環境リスク研究センター 海外環境協力セン

ター　OECC
ベトナムにおける化学物質対策に関する行

政施策講習

24.2.15 ～

24.2.18
香 港 一ノ瀬俊明 社会環境システム研究セン

ター

香港中文大学 Interdisciplinary Architectural 
Postgraduate Workshop (IAPW) への参

加

23.4.26 ～

23.5.1
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マレーシア 藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 「アジア地域の低炭素社会シナリオの開発

（SATREPS）」の研究詳細打合せ

23.8.12 ～

23.8.16
芦名　秀一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 アジア地域の低炭素社会シナリオの開発

（SATREPS）の研究詳細打合せ

23.8.11 ～

23.8.16
三枝　信子 地球環境研究センター 日本学術振興会 Asia Fiux Workshop 2011 に出席 23.11.7 ～

23.11.14
高橋　善幸 地球環境研究センター 日本学術振興会 Asia Fiux Workshop 2011 に出席 23.11.7 ～

23.11.14
芦名　秀一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 アジア低炭素社会研究プロジェクト国際

ワークショップ及び研究者会合出席

23.10.30 ～

23.11.3
梁　乃申 地球環境研究センター 日本学術振興会 アジアフラックスワークショップ 2011 参

加・パソにおける土壌呼吸観測

23.11.7 ～

23.11.17
藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 マレーシア・イスカンダル地域を対象とし

た低炭素都市開発研究会への出席

23.12.10 ～

23.12.14
藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 ①アジア低炭素社会研究プロジェクト国際

ワークショップ及び研究者会合への出席、

MJIIT での講演

23.10.30 ～

23.11.3

藤野　純一 社会環境システム研究セン

ター

京都大学 低炭素社会シナリオについての打合せ 24.1.15 ～

24.1.17
ロ シ ア 越川　海 地域環境研究センター POMRAC UNEP/NOWPAP/POMRAC 第 9 回

フォーカルポイント会合出席 
23.10.24 ～

23.10.27
大沼　学 生物・生態系環境研究セン

ター

財団法人自然環境

研究センター

「渡り鳥と鳥インフルエンザに関する日露

間専門家会合」に出席

24.3.14 ～

24.3.17
メ キ シ コ 野尻　幸宏 地球環境研究センター 日本気象協会 IPCC WG2 CH6 chapter meeting 参加 23.5.24 ～

23.5.31
松橋　啓介 社会環境システム研究セン

ター

国立大学法人愛媛

大学

メキシコシテイにおける大気汚染と気象の

観測・環境動態の調査

24.3.1 ～

24.3.16
カ ナ ダ 野尻　幸宏 地球環境研究センター 財団法人自然環境

研究センター

海洋酸性化に関する会議出席 23.10.18 ～

23.10.22
ジンバブエ 蛯江　美孝 資源循環・廃棄物研究セン

ター

三菱 UFJ リサーチ

＆コンサルティング

IPCC 人工湿地ガイドラインに関する第 2
回執筆者会合

24.2.12 ～

24.2.18
スコットランド 蛯江　美孝 資源循環・廃棄物研究セン

ター

三菱 UFJ リサーチ

＆コンサルティング

IPCC 人工湿地ガイドラインに関するサイ

エンスミーティング

24.1.22 ～

24.1.28
ス ペ イ ン 中山　祥嗣 環境健康研究センター 一般財団法人環境

情報科学センター

平成 23 年度エコチル調査に関する企画調

査実施に係る ISEE (International 
Society for Environmental 
Epidemiology)、WHO Working Group 
Meeting ならびに I4C (International 
Childhood Cancer Cohort Consortium) へ
の会議等出席

23.9.15 ～

23.9.22

ツ バ ル 山野　博哉 生物・生態系環境研究セン

ター

東京大学大学院理

学系研究科

ツバルにおける地形生態調査および研究打

ち合わせ

23.8.21 ～

23.8.31
ノルウェー 内田　昌男 環境計測研究センター 国立極地研究所 10th Ny-Alesund Seminar にて学会発表

を行うため

23.10.23 ～

23.10.28
マーシャル

諸島

山野　博哉 生物・生態系環境研究セン

ター

クイーンズランド

大学社会科学研究

科

マーシャル諸島共和国エボン環礁の発掘調

査

24.1.15 ～

24.1.26

イ ン ド 芦名　秀一 社会環境システム研究セン

ター

アジア開発銀行研

究所

ADB/I flagship study climate change and 
green asia on tackling climate change 
and accelerating grees growth: New 
knowledge towerds policy solutions 出席

23.9.11 ～

23.9.13

デンマーク 田崎　智宏 資源循環・廃棄物研究セン

ター

京都大学 電池の循環・廃棄システム構築に向けた環

境負荷解析及び政策比較研究に関する調査

24.1.17 ～

24.1.19
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ベ ル ギ ー 肴倉　宏史 資源循環・廃棄物研究セン

ター

鐵鋼スラグ協会 欧州環境調査 23.10.17
23.10.25 ～

23.10.28
オ ラ ン ダ 肴倉　宏史 資源循環・廃棄物研究セン

ター

鐵鋼スラグ協会 欧州環境調査 23.10.18 ～

23.10.19．
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（ ６ ） 表 　 彰 　 等

氏 　 　 名 所 　 　 属 賞 の 名 称 受 賞 内 容 受賞年月日

中島　謙一 資源循環・廃棄物研究センター Sir  Richard  Stone  Prize
(International Input-Output
Association)

Improving the completeness of product
carbon footprints using a global link
input-output model: the case of Japan,
Econ.Syst.Res. ,21 (3), 267-290,2009

23.6.16
稲葉　陸太 資源循環・廃棄物研究センター

南齋　規介 資源循環・廃棄物研究センター

小林　弥生 環境健康研究センター POSTER AWARD 2nd Place(3rd
International Symposium on Me
tallomics)

Distribution and biliary excretion of
arsenic in rats orally administered with
dipheney larsinic acid,3rd International
Symposium on Metallomics, － ,2011

23.6.18

滝上　英孝 資源循環・廃棄物研究センター 第20回環境化学学術賞 (一般社団

法人日本環境化学会 )
生物検定法を用いた、廃棄物焼却施設

や土壌中からダイオキシン類の計測を

行う手法の開発と構築

23.7.17

鈴木　規之 環境リスク研究センター 第20回環境化学学術賞 (一般社団

法人日本環境化学会 )
環境汚染物質のリスク管理における統合

情報モデルの構築に関する多大な研究

23.7.17

石垣　智基 資源循環・廃棄物研究センター 第13回環境技術学会論文賞 (環境

技術学会 )
微生物の基質利用性・系統分類に基づく

最終処分場の安定度評価 , J.Environ.
Conserv.Eng. ,39 (6), 355-364,2010

23.9.5
遠藤　和人 資源循環・廃棄物研究センター

山田　正人 資源循環・廃棄物研究センター

甲斐沼美紀子 社会環境システム研究センター 社団法人環境科学会学術賞 ( 社団

法人環境科学会 )
AIM モデルの開発と温暖化政策への貢

献、モデル開発研究を通じて各国の温

暖化研究分野における人材育成、およ

び IPCC などの国際活動への貢献

23.9.8

肱岡　靖明 社会環境システム研究センター 社団法人環境科学会奨励賞 ( 社団

法人環境科学会 )
地球温暖化影響評価・適応策検討に関

する研究

23.9.9

本郷 宙軌 生物・生態系環境研究センター 日本地質学会第 118年学術大会優

秀ポスター賞 ( 一般社団法人日本

地質学会 )

Key speciesを用いたサンゴ礁生態系の

復元 , 日本地質学会第 118 年学術大会・

日本鉱物科学会2011年年会合同学術大

会 , 日本地質学会学術大会講演要旨集 (
セクション B) , 226,2011

23.9.11

横内　陽子 環境計測研究センター 日本地球化学会賞 ( 日本地球化学

会 )
大気中の揮発性有機化合物の動態に関

する地球化学的研究

23.9.15

河原　純子 環境リスク研究センター 社団法人大気環境学会 平成 23 年

度論文賞学術部門 ( 社団法人大気

環境学会 )

三次元加速度計を用いた幼児の肺換気

量の推定 ,J.Jpn. Soc.Atmos.Environ.
,45 (5), 235-245,2010

23.9.15

肱岡　靖明 社会環境システム研究センター 地球環境論文賞 (JSCE GEE
Award)( 社団法人土木学会 )

温暖化政策支援モデルを用いた気候変

動に対する斜面崩壊影響評価 ,Global
Environment Engineering Research
,18, 29-36,2010

23.9.16
高橋　潔 社会環境システム研究センター

笠井　文絵 生物・生態系環境研究センター 日本植物学会賞特別賞 ( 社団法人

日本植物学会 )
国立環境研究所微生物系統保存施設にお

ける藻類リソースの系統保存および提供

23.9.18
河地　正伸 生物・生態系環境研究センター

金谷　弦 地域環境研究センター 2011 年度日本ベントス学会奨励

賞 ( 日本ベントス学会 )
これまで行ってきた干潟ベントス研究

とその成果 ( 原著論文 )
23.9.18

佐藤　貴之 地域環境研究センター 日本陸水学会優秀ポスター賞 ( 日
本陸水学会 )

霞ヶ浦底泥および底泥間隙水における

炭水化物動態と栄養塩の濃度分布との

関係 , 日本陸水学会第 76 回大会 , 同予

稿集 , 132,2011

23.9.24

石垣　智基 資源循環・廃棄物研究センター Award for Excelent Poster
Presentation(Korea Society of
Waste Management)

Nitrous oxide emission from waste
landfills in Japan,2011 Spring
conference of the Korea Society of Waste
Management, Abstracts , 105-106,2011

23.11.3
山田　正人 資源循環・廃棄物研究センター

杉原　薫 生物・生態系環境研究センター 日本サンゴ礁学会論文賞（日本サ

ンゴ礁学会）

九州西岸から隠岐諸島にかけての造礁

サンゴ群集の緯度変化 ,J.Jpn.Coral
Reef Soc. ,11, 51-67,2009

23.11.5
山野　博哉 生物・生態系環境研究センター

珠坪　一晃 地域環境研究センター 精糖技術研究会賞 ( 精糖技術研究

会 )
グラニュール汚泥床法による低濃度精

製糖廃水の高効率処理 ,第 108 回精製糖

技術研究会 , 同講演要旨集 , 16-20,2010

23.11.9

本郷　宙軌 生物・生態系環境研究センター 日本沿岸域学会　研究討論会

優秀講演賞 ( 日本沿岸域学会 )
沖縄県西表島北東バラス島の変化とそ

の要因 , 平成 23 年度日本沿岸域学会全

国大会 , なし ,2011

23.12.8
山野　博哉 生物・生態系環境研究センター

南齋　規介 資源循環・廃棄物研究センター 日本 LCA 学会第 3 回奨励賞（日

本 LCA 学会）

産業連関分析法を応用した一連の LCA
研究

24.3.7
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（ ７ ） 主要プロジ ェ ク ト ・ プログラムのフ ォーカルポイ ン ト 等の担当状況

プロ グ ラ ム等の名称 UNEP GRID- つくば
※ GRID（Global Resources Information Database：地球資源情報データベース）のセンターの一つ

発 　 足 　 年 　 度 1991 年、地球環境研究センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 GEMS が収集・加工したデータや人工衛星によるリモートセンシングデータなど環境に関する多種・多
様なデータを統合し、世界中の研究者や政策決定者へ提供すること、環境データ処理技術の開発途上
国への移転を目的として、1985 年，GEMS の一部として設立。1991 年 5 月には、地球環境問題の深刻化
と情報整備の重要性増大に伴い、UNEP 管理理事会の決定によって GRID は GEMS から独立した UNEP の独
立機関となった。

国 環 研 の 役 割 GRID －つくばの設立に関して、UNEP と国立環境研究所との間に結ばれた覚え書きでは、以下の役割
が期待されている。
○日本および近隣諸国において、GRID の地球環境データの仲介者としての役割を果たすこと。
○国立環境研究所の環境研究やモニタリング計画によって得られた環境データを GRID データとして
提供すること。特に社会・経済データを提供すること。
○地理情報システムやリモートセンシング技術の開発と環境への応用を行うこと。また、この分野に
おける GRID データの利用者への技術的な支援を行うこと。
○地球環境研究および政策決定における地球環境データの利用を促進すること。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター地球環境データベース推進室長　中島英彰

プロ グ ラ ム等の名称 GEMS/Water 事業ならびに湖沼長期モニタリング

発 　 足 　 年 　 度 l977 年度より開始、当初は国立公衆衛生院が担当していたが、1994 年度から 2010 年度まで地球環境
研究センターが引き継いだ。2011 年度から、生物・生態系環境研究センターが事業運営を継続して行
なっている。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国連環境計画（UNEP）と世界保健機関（WHO）などの国連専門機関が中心となり、地球環境監視およ
び人間の健康に影響を与える因子を継続的に評価するために、1974 年に GEMS が設立され、1976 年に
環境汚染のひとつである陸水（淡水）汚濁を対象とした陸水監視計画（GEMS/Water）が発足し、世界
的な水質監視ネットワークのもとにモニタリングを実施している。

国 環 研 の 役 割 生物・生態系環境研究センターが我が国の窓口となり、①ナショナルセンター業務、②摩周湖ベース
ラインモニタリング、③霞ヶ浦トレンドステーションモニタリング等を実施している。また、国内で
独自にウェブデータベースを作成し、データを広く公開している。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 生物・生態系環境研究センター　生物多様性保全計画室　研究員　松崎慎一郎

プロ グ ラ ム等の名称 アジアエア ロ ゾルラ イ ダー観測ネ ッ ト ワーク （Asian Dust and Aerosol Lidar Observation Network）

発 　 足 　 年 　 度 1999 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 ライダー（レーザーレーダー）による対流圏エアロゾルのネットワーク観測。黄砂および人為起源エ
アロゾルの三次元的動態を把握し、リアルタイムで情報提供することを目指す。日本、韓国、中国、
モンゴル、タイの研究グループが参加。ネットワークの一部は、黄砂に関する ADB/GEF（アジア開発
銀行／地球環境ファシリティ）のマスタープランに基づくモニタリングネットワークを構成する。ま
た、一部は、大気放射に関するネットワーク SKYNET（GEOSS）に位置付けられている。WMO/GAW

（Global Atmosphere Watch）の地球規模の対流圏エアロゾル観測ライダーネットワーク GALION のア
ジアコンポーネントでもある。

国 環 研 の 役 割 ネットワーク観測およびデータ品質の管理、リアルタイムのデータ処理、研究者間のデータ交換 WWW
ページの運用。直近のデータは環境 GIS から一般向けに提供。－黄砂データについては環境省の黄砂
情報公開 WWW ページにリアルタイムでデータを提供。

（http://www-lidar.nies.go.jp/）

担 　 　 　 　 　 　 　 当 環境計測研究セン ター遠隔計測研究室長 　 杉本伸夫
（地域環境研究セン ター主任研究員 　 清水 厚 ： WWW ページの運用）

プロ グ ラ ム等の名称 AsiaFlux ネ ッ ト ワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 アジア地域における陸上生態系の二酸化炭素などのフラックス観測に係わるネットワーク。アジア地
域におけるフラックス観測研究の連携と基盤強化を目指し、観測技術やデータベースの開発等、HP や
ニュースレターによる情報発信・交流を進めている。

国 環 研 の 役 割 地球環境研究センターが事務局として機能し、データベースの構築・運用、年次会合の開催、ホーム
ページやニュースレター等による情報発信を担当。また、富士北麓フラックス観測サイトは、技術開
発や技術研修の拠点としての役割を担っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター陸域モニタリング推進室長　三枝信子
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プロ グ ラ ム等の名称 有害紫外線モニタリングネットワーク

発 　 足 　 年 　 度 2000 年度

概 　 　 　 　 　 　 　 要 地上への紫外線到達量の全国的な把握や、紫外線暴露による健康影響の評価などをはじめ、様々な形
でその成果を広く活用することを目指し、各観測機関等の協力を得て国内の有害紫外線観測拠点を
ネットワーク化し、有害紫外線に係わる観測情報の収集及び共有体制の整備を図るもの。
ネットワークは、国立環境研究所地球環境研究センターの観測拠点６ヵ所を中心に、14 機関の自発的
な参加を得て発足し、現在国立環境研究所 4 拠点を含む 27 点でデータ収集を行っている。また、一
部拠点については紫外線情報（UV インデックス）のホームページからの提供を行っている。

国 環 研 の 役 割 ・ネットワークの事務局としての役割
・CGER の観測拠点が、ネットワークのコアサイトとしての役割
・データの収集・発信をしていく役割

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地域環境研究センター広域大気環境研究室長（地球環境研究センター兼務）　高見昭憲

プロ グ ラ ム等の名称 温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）
（Greenhouse Gas Inventory Office of Japan）

発 　 足 　 年 　 度 2002 年、 地球環境研究セン ター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 日本国の温室効果ガス排出・吸収目録（GHGs インベントリ）報告書を作成し、所内外の機関との連携
による日本国インベントリの精緻化、データの解析、環境省へのインベントリ関連の政策支援を行う。
また、国外活動として、気候変動枠組条約締約国会議（COP）や補助機関会合（SB）等における国際交
渉支援、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）への貢献、途上国専門家のキャパシティビルディン
グの実施などの活動を行っている。

国 環 研 の 役 割 環境省との請負契約に基づき、温室効果ガス排出量・吸収目録（GHG インベントリ）の作成・とりま
とめ、京都議定書下での対応事項の検討、国内制度整備のためのガイドラインに準拠した品質保証・
品質管理活動の実施、気候変動枠組条約に基づくインベントリ審査への対応支援、気候変動枠組条約
締約国会議（COP）および補助機関会合（SB）におけるインベントリ関連議題の交渉支援を行うほか、

「温室効果ガス排出量算定方法検討会」の開催運営補助、気候変動枠組条約下および京都議定書下の
審査活動への参画、温室効果ガス排出・吸収量算定方法に係る研究情報の収集、温室効果ガス排出・
吸収量データベースの運用・管理 ,「アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワーク
ショップ」の開催業務等を行っている。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター温室効果ガスインベントリオフィス（GIO）　野尻幸宏

プロ グ ラ ム等の名称 グローバルカーボンプロジェクトつくば国際オフィス（GCP つくば国際オフィス）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年、地球環境センター内に設立。

概 　 　 　 　 　 　 　 要 本オフィスの主たる業務は、GCP 国際研究計画の中心的な研究課題であるグローバルな炭素循環の自
然的側面と人間的側面の総合化に関する国際共同研究の推進及びアジア地域における GCP 関連研究の
コーディネーションの推進である。GCP つくばオフィスの運営の核は GCP が実施した国際公募によっ
て選考された事務局長（Executive Officer，略称 EO）が担い、組織上は CGER の管理下に位置するも
のとする。

国 環 研 の 役 割 本 GCP つくば国際オフィスは、日本における初めての ICSU 関連の国際研究の国際オフィスであるだ
けではなく、アジアにおいても初めての国際オフィスの設置である。炭素循環に関する国際共同研究
の組織化に際して、日本がアジアにおけるリーダシップを発揮するために極めて重要な役割を果たす
ことが期待される。さらには日本やアジアにおける炭素循環関連研究が、本国際オフィスを通じて世
界的により認知度が高まることも期待される。こうしたことを通じ、CGER の地球環境研究分野におけ
る COE 的な機能の充実に資する。また、特に、つくば国際オフィスが作成した国際共同研究計画「都
市と地域における炭素管理（URCM)」を推進する。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 地球環境研究センター主席研究員　山形与志樹

プロ グ ラ ム等の名称 気候変動枠組条約締約国会合（UNFCCC-COP）オブザーバー

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所は気候変動枠組条約締約国会議（UNFCCC-COP）の審査を経て、2004 年 12 月より
UNFCCC-COP のオブザーバーステータスを取得した。公式オブザーバーとして展示ブース等を COP 会場
内に設置できるようになったほか、NGO オブザーバーとして会合にも出席可能となった。

国 環 研 の 役 割 環境研究の専門機関として COP 及びサイドイベントへ参画するとともに、会場内ブース等における研
究成果の積極的発信、関係者との意見交換等々、研究所において得られた知見等を幅広く COP 関係者
にアピールしていく。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 企画部国際室長　中根英昭
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プロ グ ラ ム等の名称 日韓中三ヵ国環境研究機関長会合（TPM）

発 　 足 　 年 　 度 2004 年

概 　 　 　 　 　 　 　 要 国立環境研究所（NIES）は、国立環境科学院（NIER（韓国）），中国環境科学研究院（CRAES（中国））
との３研究機関間で定期的なトップ会合（日韓中三カ国環境研究機関長会合（TPM））を開催し、アジ
アにおいて重要な役割を有する３研究機関の機関長が協力して同地域の環境研究の推進を図ることで
合意した。３研究機関で情報交換、意見交換を行うほか、関連ワークショップの開催、分野を絞った
共同研究の可能性等々について議論を進める。また、各研究機関持ち回りで、年に１度、機関長会合
等を開催する。

国 環 研 の 役 割 持ち回りにより準備会合及び本会合を主催するほか、３環境研究機関の連携のために必要な調整を行
う。

担 　 　 　 　 　 　 　 当 企画部主席研究企画主幹　清水英幸、企画部国際室長　中根英昭
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（ ８ ） 知的財産権等の状況

　 １ ） 所有等の状況 （単位 ： 件）

区 　 分年度末現在 平成 13 平成 14 平成 15 平成 16 平成 17 平成 18 平成 19 平成 20 平成 21

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 2 2 2 4 ７ 5 4 4 3

所 　 有 4 4 4 4 4 2 2 3 2

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 40 40 28 32 37 40 42 37 31

所 　 有 37 36 40 41 38 39 40 37 33

実用新案権
出願中 1 1 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 4 3 3 3 0 0 0 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 3 3 3 3 3 3 3 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0 0 0 0 0 0 0 0

所 　 有 0 1 1 1 1 1 1 1 1

区 　 分年度末現在 平成 22 平成 23

外 　 国
特 　 許 　 権

出願中 3 2

所 　 有 1 1

国 　 内
特 　 許 　 権

出願中 26 14

所 　 有 37 37

実用新案権
出願中 0 0

所 　 有 0 0

意 　 匠 　 権
出願中 0 0

所 　 有 3 3

商 　 標 　 権
出願中 1 0

所 　 有 1 2
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８  ． 研究活動に関する成果普及， 広報啓発の状況

（ １ ） 研究所行事及び研究発表会、 セ ミ ナー等活動状況

１ ．研究所行事

国立環境研究所公開シンポジウ ム 2011 　 『 ミ ル ・ シル ・ マモル～命はぐ く む環境を目指し て～』

開催日 ： 平成 23 年 6 月 18 日 （土） 　 会場 ： 　 よみ う り ホール （東京都千代田区有楽町 1-11-1）

： 平成 23 年 6 月 25 日 （土） 　 会場 ： 　 シルク ホール （京都府京都市下京区四条通室町東入ル）

２ ．国立環境研究所セ ミ ナー

　 題 　 目 ： ブループラ ネ ッ ト 賞受賞者によ る国立環境研究所来所記念講演会

発表者 ： ジェーン ・ ルブチェ ン コ博士 （ア メ リ カ ： 米国商務省次官、 海洋大気局 （NOAA） 局長及び

　 　 　 　 　 　 バンカー ・ ロ イ氏 （イ ン ド ： ベアフ ッ ト ・ カレ ッ ジ創設者）

開催日 ： 平成 23 年 11 月 11 日 （金） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 交流会議室

３ ．第 27 回全国環境研究所交流シンポジウム

題 　 目 ： 「災害 と環境 （放射性物質汚染問題を含めて）」

開催日 ： 平成 24 年 2 月 15 日 （水） ～ 16 日 （木） 　 場所 ： 国立環境研究所 　 大山記念ホール

プロ グ ラ ム （敬称略）

題 　 　 　 　 　 　 目 発 　 表 　 者

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

＜開会挨拶＞ 大垣眞一郎 （理事長）

　 第 １ 部 　 緊急報告 ： 大震災後の復旧復興に向けた取組み

＜報 　 告 1 ＞ 「国立環境研究所の取組み」 大迫政浩 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜報 　 告 2 ＞ 「災害廃棄物処理の現状と今後」 滝上英孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜報 　 告 3 ＞ 「生活に密着し た し尿や ト イ レの問題」 蛯江美孝 （資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター）

＜報 　 告 4 ＞ 「地域の環境力を活かす復興まちづ く り にむけて」 藤田壮 （社会環境システム研究セン ター）

　 第 ２ 部 　 環境研究の最前線

＜講 　 演 1 ＞ 「大気シミ ュ レーショ ンで解明する 広域大気汚染の実態」 大原利眞 （地域環境研究セン ター）

＜講 　 演 2 ＞ 「海洋酸化性－地球温暖化と同時進行する CO2 問題」 野尻幸宏 （地球環境研究セン ター）

＜講 　 演 3 ＞ 「大気シミ ュ レーショ ンで解明する 広域大気汚染の実態」 藤巻秀和 （環境 リ ス ク研究セン ター）

＜閉会挨拶＞ 佐藤洋 （理事）

＜ポス ターセ ッ シ ョ ン＞

2 月 15 日 （水） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 佐治 　 光）

13:30-13:20 開会挨拶と 「第 ３ 次中期計画で国環研が目指すもの」

国立環境研究所理事長 　 大垣眞一郎

13:20-13:50 来賓挨拶と基調講演 「東日本大震災と環境省の取組」

環境省総合環境政策局環境研究技術室長 　 長坂雄一

13:50-15:50 第 １ 部 　 東日本大震災によ り 発生し た廃棄物

座長 ： 佐々木英幸 （岩手県環境生活部）、 金久保美喜 （仙台市衛生研究所）

13:50-14:20 「放射性物質汚染廃棄物の適正処理に向けた課題」

大迫政浩 （国立環境研究所）

14:20-14:50 「岩手県の災害廃棄物処理の現状と課題」

佐々木秀幸 （岩手県環境生活部）

14:50-15:10 「宮城県における震災後の大気環境測定」

菊池恵介、 小泉俊一、 北村洋子、 佐久間隆、 菊池秀夫 （宮城県保健環境セン ター）

15:10-15:30 「東日本大震災アスベス ト 調査～全国環境研協議会の分析支援を受けて～」

金久保美喜、 相田英輝、 高畑寿太郎 （仙台市衛生研究所）

15:30-15:50 第 １ 部 　 総合討論 　 座長 ： 大迫政浩 （国立環境研究所）

15:50-16:10 休 　 憩

16:10-17:30 第 ２ 部 　 東日本大震災によ る放射性物質の環境汚染

座長 ： 菊池宗光 （郡山市環境保全セン ター）、 長南丈裕 （福島県環境セン ター）

16:10-16:30 「国立環境研究所における放射性物質によ る環境汚染研究の概要」

大原利眞 （国立環境研究所）

16:30-16:50 「大震災以後の福島県内における放射線モニ タ リ ング活動」

長南丈裕 （福島県環境セン ター、 県災害対策本部原子力班モニタ リ ングチーム派遣）
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４ ．研究所一般公開

研究所本講において， 年 ２ 回， 市民を対象に研究施設の公開並びに講演会等の普及活動を実施し ている。

平成 23 年度は東日本大震災の影響によ り 、 国立環境研究所夏の大公開のみ開催し た。

（ １ ） 　 国立環境研究所夏の大公開

開催日 ： 平成 23 年 7 月 23 日 ( 土 )

内 　 容 ： 「し らべてみよ う ！地球のこ と 　 環境のこ と」 を メ イ ンテーマに研究所つ く ばキ ャ ンパス を公開。

所内研究施設の公開， 環境問題を学べる体験プロ グ ラ ムの実施， 「コ コが知 り たい温暖化」 など環境講座

等を実施。

参加者数 ： 3,811 名

16:50-17:10 「郡山市の放射性物質汚染と除染への取組み」

菊池宗光 （郡山市環境保全セン ター）、 佐藤政寿 （郡山市原子力災害対策直轄室）

17:10-17:30 第 ２ 部 　 総合討論 　 座長 ： 大原利眞 （国立環境研究所）

2 月 16 日 （木） 　 　 　 （進行 ： 国立環境研究所 　 佐治 　 光）

09:00-11:50 第 ３ 部 　 災害と環境

座長 ： 松村千里 （( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター）、 金谷弦 （国立環境研究所）

09:00-09:20 「災害環境と い う 環境研究分野について」

中根英昭 （国立環境研究所）

09:20-09:40 「震災後における閉鎖性海域の現状」

福地信一 （宮城県保健環境セン ター）、 佐々木久雄、 丸尾千佳子、 千葉信男、 西村修 （東北大学大学院）、
牧秀明 （国立環境研究所）

09:00-10:00 「阪神 ・ 淡路大震災によ る大阪湾への影響調査」

宮崎一 （( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター）

10:00-10:20 「津波によ る東北地方太平洋沿岸海域底質中の石油類汚染」

牧秀明、 金谷弦、 中村泰男 （国立環境研究所）、 福地信一 （宮城県保健環境セン ター）、 田中伸幸、
丸尾千佳子、 佐々木久雄、 千葉信男、 西村修 （東北大学大学院）

10:20-10:40 休 　 憩

座長 ： 宮崎一 （( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター）、 牧秀明 （国立環境研究所）

11:40-11:00 「阪神 ・ 淡路大震災後の化学物質モニ タ リ ング」

松村千里 （( 財 ) ひ ょ う ご環境創造協会 　 兵庫県環境研究セン ター）

11:00-11:20 「大震災によ り 蒲生潟 （宮城県仙台市） の環境と生物相はどのよ う に変わったか」

金谷弦 （国立環境研究所）、 鈴木孝男 （東北大学）、 牧秀明、 中村泰男 （国立環境研究所）、
菊池永祐 （宮城教育大学）

11:20-11:50 第 ３ 部 　 総合討論 　 座長 ： 中根英昭 （国立環境研究所）

11:50-11:55 閉会挨拶 　 国立環境研究所理事 　 佐藤洋
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（ ２ ） 委員会への出席

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名

環境省

大臣官房総務課 中央環境審議会委員 佐藤洋

中央環境審議会臨時委員 白石寛明，原澤英夫，新田裕史，

高村典子，五箇公一，亀山康子

中央環境審議会専門委員 遠藤和人，藤野純一，柴田康行，

木幡邦男，鈴木規之，西川雅高，

田邊潔，田中嘉成，青木康展，

寺園淳，増井利彦

大臣官房廃棄物・リサイクル対策部 PCB 廃棄物適正処理推進に関する検討委員会委員 川本克也

既存静脈施設集積地域の高効率モデル事業に関する検討会委員 藤田壮，藤井実

災害廃棄物安全評価検討会委員 大迫政浩

使用済み電気・電子機器輸出時判断基準及び金属スクラップ有害

特性分析手法等検討会委員

寺園淳

使用済製品等のリユース促進事業研究会委員 田崎智宏

循環型社会の中長期的グランドデザイン検討会委員 大迫政浩

石綿廃棄物の無害化処理に係る技術等審査委員会委員 山本貴士

川崎市・瀋陽市「環境にやさしい都市構築モデル事業」支援・技

術評価検討会委員

藤田壮，藤井実

東日本大震災に係る災害 ＰＣＢ 廃棄物の取扱に関する検討チー

ム委員

大迫政浩

廃棄物エネルギー導入・低炭素化促進事業技術審査委員会委員 川本克也，徐開欽

廃棄物会計基準・廃棄物有料化ガイドライン策定検討委員会委員 日引聡

物質フロー指標検討会委員 田崎智宏，中島謙一

平成 23 年度 3R 推進国際協力プラン策定検討委員会委員 寺園淳

平成 23 年度 POPs 廃棄物国際的動向等調査検討会委員 山本貴士

平成 23 年度アジアにおける有害廃棄物等の環境上適正な管理に

関する研究会委員

寺園淳

平成 23 年度海中ごみ等の陸上における処理システムの検討調査

業務に関する検討委員会委員

石垣智基

平成 23 年度災害時の浄化槽被害等対策マニュアル改訂等調査検

討会委員

蛯江美孝

平成 23 年度災害廃棄物安全評価検討会委員 大垣眞一郎，大迫政浩

平成 23 年度使用済自動車再資源化に係る臭素系難燃剤等対策調

査検討会委員

滝上英孝

平成 23 年度静脈産業海外展開促進有識者会合委員 藤田壮，山田正人

平成 23 年度地域循環圏形成推進に向けた検討会委員 藤田壮，藤井実，稲葉陸太

平成 23 年度津波堆積物等の災害廃棄物適正処理手法検討業務委

員会委員

大迫政浩，滝上英孝，小口正弘

平成 23 年度廃棄物系バイオマス利用推進事業検討委員会委員 倉持秀敏

平成 23 年度微量 PCB の簡易測定に関わるアンケート調査業務に

係る検討委員

滝上英孝

平成 23 年度分散型汚水処理に関する国際展開のあり方に関する

検討会委員

蛯江美孝

アジア太平洋廃棄物専門家会議東京実行委員会委員 寺園淳，石垣智基

総合環境政策局 2013 年度以降の対策・施策に関する検討小委員会　地区・街区

SWG 検討会委員

藤田壮

環境影響評価法に基づく基本的事項等に関する技術検討委員会委員 山田正人

環境省推進費(東アジアと北太平洋における有機エアロゾルの起源：

平成 21 ～ 23 年度 ) アドバイザリーボード会合アドバイザー

横内陽子

環境省推進費 C-1001 アドバイザリーボード会合アドバイザー 田邊潔

重点分野検討 WG( 仮称 ) 委員 藤田壮

総合研究開発推進会議臨時分科会検討員 一ノ瀬俊明

地球環境研究総合推進費プロジェクトにかかるアドバイザー（山

岳を観測タワーとした大気中水銀の長距離越境輸送に係わる計

測・動態・制御に関する研究）

大原利眞
―  304  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
総合環境政策局 平成 23 年度エコ・アクション・ポイントプログラム検証等業務

検討会委員

田崎智宏

平成 23 年度環境技術実証事業検討会検討員 齊藤眞，徳田博保

平成 23 年度環境研究・技術開発推進戦略フォローアップ検討会

委員

五箇公一

平成 23 年度環境研究総合推進費 ( 大気中粒子物質の成分組織及

びオゾンが気管支喘息発作に及ぼす影響に関する疫学研究)にか

かるアドバイザー

新田裕史

平成 23 年度環境省推進費　革新型研究開発領域「非特定汚染源

からの流出負荷量の推計手法に関する研究」アドバイザー

木幡邦男

平成 23 年度第四次環境基本計画における指標に関する検討委員

会委員

藤田壮

平成 23 年度特定調達品目検討会委員 藤井実

放射性物質対策に対する環境影響評価の対応に関する意見交換会

委員

山田正人

平成23年度環境分野分析用産業連関表のあり方に関する検討会委員 中島謙一

平成 23 年度環境分野分析用産業連関表のあり方に関する検討会

廃棄物・資源 WG 委員

中島謙一

総合環境政策局環境保健部 平成 23 年度環境省「ダイオキシン類をはじめとする化学物質の

人への蓄積量調査」検討委員会委員

佐藤洋

SAICM 国内実施計画策定 WG 委員 田邊潔，菅谷芳雄，白石寛明

青木康展，鈴木規之

ジフェニルアルシン酸等のリスク評価に関わる WG 委員 平野靖史郎

ダイオキシン類をはじめとする化学物質の人への曝露量モニタ

リング調査検討委員会委員

佐藤洋，柴田康行 , 鈴木規之

化学物質の複合影響研究班委員 鑪迫典久，青木康展

化学物質環境実態調査結果精査検討実務者会議委員 白石寛明

環境基本計画重点分野「包括的な化学物質対策の確立と推進のた

めの取組」WG 委員

佐藤洋

難分解性・高濃縮性化学物質に係る鳥類毒性検討会委員 白石寛明，滝上英孝，鈴木規之

平成22年度局地的大気汚染の健康影響に関する疫学調査(幼児症例

対照調査)に係る専門委員

新田裕史，大原利眞，田村憲治

平成 23 年度 POPs 及び関連物質等に関する日韓共同研究に係る

実務者会議委員

柴田康行，鑪迫典久，高澤嘉一，

櫻井健郎，鈴木規之

平成 23 年度 EXTEND2010 基盤的研究企画評価検討部会委員 佐藤洋

平成23年度EXTEND2010化学物質の内分泌かく乱作用に関連する

報告の信頼性評価作業班委員

鑪迫典久

平成 23 年度 EXTEND2010 作用・影響評価検討部会委員 白石寛明，菅谷芳雄，鑪迫典久

平成23年度EXTEND2010生態影響評価のための動物試験法検討作

業班委員

鑪迫典久

平成 23 年度 POPs モニタリング検討会委員 柴田康行，鈴木規之

平成 23 年度 POPs モニタリング検討会分析法分科会委員 柴田康行

平成 23 年度 PPCPs による生態系への影響把握研究班委員 鑪迫典久

平成 23 年度 PRTR 排出量算出方法検討調査検討会委員 鈴木規之

平成23年度PRTR非点源排出量推計方法及びデータ活用方策検討

会委員

鈴木規之

平成 23 年度エコチル調査国際連携調査委員会委員 柴田康行

平成 23 年度エコチル調査戦略広報委員会委員 田村憲治

平成 23 年度ジフェニルアルシン酸に係る健康影響等についての

臨床検討会委員

柴田康行，平野靖史郎

平成 23 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (毒性研究班 )

平野靖史郎，小林弥生

平成 23 年度ジフェニルアルシン酸等の健康影響に関する調査研

究 (分析研究班 )

柴田康行，梅津豊司

平成 23 年度ナノ材料の環境影響評価に関する検討委員会委員 川本克也，田邊潔，平野靖史郎，

鑪迫典久

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名
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総合環境政策局環境保健部 平成 23 年度モニタリング調査の結果に関する解析検討会検討員 白石寛明，柴田康行

平成 23 年度黄砂の健康影響に関する WG 委員 清水厚，上田佳代

平成 23 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する検討会委員 佐藤洋，白石寛明

平成 23 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日英共同研究

　日英実務者会議委員

鑪迫典久

平成23年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する日米二国間協力業

務における日米二国間協力実務者会議委員

鑪迫典久

平成 23 年度化学物質ファクトシート作成委員会委員 白石寛明

平成 23 年度化学物質環境リスク評価委員会委員 白石寛明，青木康展，鑪迫典久，

菅谷芳雄，鈴木規之

平成23年度化学物質環境実態調査分析法開発検討委員（GC/MS水系） 白石寛明

平成23年度化学物質審査検討会検討員 鑪迫典久，菅谷芳雄，田中嘉成

中島大介，松本理

平成 23 年度化審法審査支援等検討会検討員 白石寛明，青木康展，米元純三，

鑪迫典久，菅谷芳雄，鈴木規之

平成 23 年度環境保健サーベイランス・局地的大気汚染健康影響

検討会委員

新田裕史，大原利眞，小野雅司

平成 23 年度健康リスク評価分科会委員 青木康展，平野靖史郎，松本理

平成 23 年度臭素系ダイオキシン類の排出源情報の収集・整理に

関する調査業務検討会委員

滝上英孝

平成 23 年度重金属等による健康影響に関する総合的研究推進委

員会委員

佐藤洋

平成 23 年度初期環境調査及び詳細環境調査の結果に関する解析

検討会検討員

白石寛明，菅谷芳雄

平成 23 年度新規 POPs 等研究会委員 柴田康行，鈴木規之，滝上英孝

平成23年度水銀に関する国際的な法的枠組み検討調査委員会委員 鈴木規之，久保田泉

平成 23 年度水銀の回収・保管 / 処分に関する研究会委員 鈴木規之

平成 23 年度水銀条約制定に向けた技術検討会委員 鈴木規之

平成 23 年度生態影響評価のための動物試験法の検討作業班委員 白石寛明

平成 23 年度生態毒性 GLP 適合性評価検討会検討員 菅谷芳雄，鑪迫典久

平成 23 年度製品中の有害化学物質モニタリング検討会委員 滝上英孝

平成23年度大気汚染に係る環境保健サーベイランス調査検討会委員 大原利眞，小野雅司

平成23年度東アジアPOPsモニタリング調査 第9回東アジアPOPs

モニタリングワークショップ検討委員

鈴木規之

平成 23 年度日中韓化学物質審査規制制度等調査推進業務に基づ

く日中韓の化学物質における共同研究に関する専門委員

菅谷芳雄

平成 23 年度廃棄物処理施設排出量推計作業部会委員 小口正弘

平成 23 年度有害金属対策基礎調査モニタリング検討会委員 柴田康行，鈴木規之，高見昭憲

有機顔料中に副生する PCB に関するリスク評価検討会委員 青木康展，鈴木規之，滝上英孝

ジフェニルアルシン酸の毒性試験に関するワーキングチーム会

合委員

平野靖史郎

平成 23 年石綿の健康影響に関する検討会委員 平野靖史郎

平成 23 年度野生生物の生物学的知見研究検討部会検討員 高村典子

地球環境局 2013 年以降の対策・施策に関する検討小委員会コミュニケーショ

ン・マーケティング WG 委員

藤野純一

2013 年度以降の対策・施策に関する小検討委員会　土地利用・交

通 SWG 委員

松橋啓介

IPCC再生可能エネルギーに関する特別報告書(SRREN)翻訳確認作業 藤野純一

クレジットメカニズム支援委員会交通管理技術専門委員 近藤美則

平成 23 年度クレジットメカニズム支援委員会　新メカニズムタ

スクフォース構成員

山田正人，松橋啓介

リモートセンシングを活用した水域における透明度分布の高頻

度測定手法の確立　アドバイザリーボード会合委員

今井章雄

温室効果ガス排出量算定方法検討会－運輸分科会委員 近藤美則

温室効果ガス排出量算定方法検討会－ HFC 等 3 ガス分科会委員 中根英昭

温室効果ガス排出量算定方法検討会－廃棄物分科会委員 山田正人
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地球環境局 温室効果ガス排出量算定方法検討会-森林等の吸収源分科会委員 山形与志樹

技術経済モデルを活用したエネルギー供給構造に関する中長期シ

ナリオ分析調査委託業務作業進捗会議委員

岡川梓

国内データ検証グループ委員 高見昭憲

中長期ロードマップ調査　地域づくり WG 委員 藤田壮

平成 22 年度クリーンアジア・イニシアティブ（ＣＡＩ）推進事

務局運営等業務　環境協力のあり方に係る検討会委員

中根英昭

平成 23 年度オゾン等の植物影響評価 WG 委員 清水英幸

平成 23 年度オフセット・クレジット（J-VER）運営委員会委員 亀山康子

平成 23 年度カーボン・オフセット認証制度認証委員 藤井実

平成 23 年度カーボン・ニュートラル等によるオフセット活性化

検討会委員

藤田壮

平成 23 年度カーボン・ニュートラル認証委員会委員 藤井実

平成 23 年度マクロフレーム WG 委員 藤野純一

平成 23 年度温室効果ガス観測データ標準化 WG 委員 向井人史，町田敏暢，遠嶋康徳

平成 23 年度家庭エコ診断推進基盤整備事業検討会分科会委員 青柳みどり

平成 23 年度技術 WG 委員 藤野純一

平成 23 年度国内排出量取引制度の課題整理に関する検討会委員 増井利彦

平成 23 年度酸性沈着の生態系影響評価 WG 委員 大原利眞

平成 23 年度森林等の吸収源問題に関する WG 委員 山形与志樹

平成 23 年度成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会・環

境影響分科会検討員

今村隆史

平成23年度成層圏オゾン層保護に関する検討会科学分科会検討員 中根英昭，秋吉英治

平成 23 年度 WG 検討委員 大原利眞，高見昭憲

平成 23 年度地域活動支援・連携促進事業（CO2 排出抑制対策事業）

効果測定手法検討委員会委員

久保田泉

平成 23 年度地球温暖化対策技術開発評価委員会委員 川本克也

平成 23 年度放射観測機器の校正に関する WG 委員 三枝信子

IPCC 国内連絡会メンバー 野尻幸宏，江守正多，増井利彦，

高橋潔，肱岡靖明

水・大気環境局 ダイオキシン類受注資格審査の合理化に係る検討会 WG 委員 滝上英孝，橋本俊次，鈴木規之

ナノ粒子検討会検討委員 藤谷雄二

環境回復検討会ガイドライン策定作業部会（仮称）委員 大迫政浩

環境回復検討会委員 大迫政浩

環境省環境技術実証事業　埼玉県技術実証委員会（小規模事業場

向け有機性排出処理技術分野）委員

徐開欽

除染作業に係る作業員の放射線管理に関する検討会委員 大迫政浩

小規模事業場向け有機性排水処理技術分野WG検討員 徐開欽

水質環境基準生活環境項目検討調査業務　生活環境項目新規基

準等検討会委員

今井章雄

平成23年度水生生物保全に係る化学物質有害性評価作業委員会委員 林岳彦，白石寛明

水生生物保全環境基準項目に係る水質分析法検討会検討委員 柴田康行

船舶・航空機排出大気汚染物質削減に関する検討会委員 伏見暁洋

「中国の水環境管理を強化するための日中共同研究」アドバイザ

リー委員

水落元之

農薬の大気経由による飛散リスク評価検討会委員 白石寛明

微小粒子状物質健康影響評価検討会委員 新田裕史

平成22年度農薬による陸域生態リスク評価技術開発調査 鳥類リ

スク評価・管理手法検討会検討委員

白石寛明

平成 23 度有明海生態系回復方策検討調査（生態系機能解明調査）

業務 生態系回復方策検討委員会委員

木幡邦男

平成23年度　気候変動による水質等への影響解明調査検討会委員 木幡邦男

平成 23 年度「星空の街・あおぞらの街」全国協議会表彰選考委

員会委員

今村隆史

平成 23 年度「全国星空継続観察（スターウォッチング・ネット

ワーク）」研究会委員

今村隆史
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水・大気環境局 平成 23 年度 CAPｓ 暴露装置を用いた微小粒子物質による健康影

響等調査研究検討会検討委員

新田裕史

平成 23 年度 CDM を利用したコベネフィット実現促進・支援事業

委託業務コベネフィット CDM 事業検討会委員

山田正人

平成 23 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会及

び精度管理状況の確認に係るアドバイザー

鈴木規之，滝上英孝，櫻井健郎，

橋本俊次

平成 23 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会統

括主査・主査会議主査

滝上英孝，橋本俊次，櫻井健郎，

鈴木規之

平成 23 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会審

査分科会主査

滝上英孝，橋本俊次，櫻井健郎

平成 23 年度ダイオキシン類環境測定調査受注資格審査検討会審

査分科会検討員

鈴木剛

平成 23 年度ナノ粒子検討会委員 藤谷雄二

平成 23 年度バラスト水管理条約運用検討会検討員 五箇公一

平成 23 年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会検討員 大原利眞，永島達也

平成23年度越境大気汚染・酸性雨対策検討会(大気分科会)検討員 西川雅高，永島達也

平成 23 年度黄砂実態解明調査解析 WG 委員 西川雅高，清水厚

平成 23 年度黄砂問題検討会委員 西川雅高

平成 23 年度花粉自動計測器の再配置検討会検討委員 新田裕史

平成 23 年度海底下 CCS に係る生態系把握に関する検討会検討員 野尻幸宏

平成 23 年度海洋環境緊急モニタリング調査検討会検討員 野尻幸宏

平成 23 年度環境測定分析検討会統一精度管理調査部会検討委員 稲葉一穂，山本貴士

平成 23 年度環境大気自動測定機のテレメータ取り合いの共通仕

様に係る検討業務検討会委員

西川雅高

平成 23 年度環境放射線等モニタリングデータ評価検討会委員 田中敦

平成 23 年度健康リスク総合専門委員会 WG 委員 青木康展，松本理

平成 23 年度湖沼水環境調査検討会委員 高村典子，今井章雄

平成 23 年度湖沼水質保全対策に関する検討会委員 今井章雄

平成 23 年度光化学オキシダント調査検討会検討委員 大原利眞，向井人史

平成 23 年度光化学オキシダント等大気汚染物質文献レビュー WG

（疫学）委員

田村憲治，上田佳代

平成 23 年度光化学オキシダント等大気汚染物質文献レビュー WG

（毒性学）委員

藤巻秀和，古山昭子，伊藤智彦

平成 23 年度今後の水生生物保全に関する検討会委員 白石寛明

平成 23 年度臭素化ダイオキシン類に係る調査等総括ワーク

ショップ委員

滝上英孝

平成 23 年度硝酸性窒素対策推進のための包括的な仕組みに関す

る検討会委員

林誠二

平成 23 年度水産動植物登録保留基準設定検討会検討委員 白石寛明，五箇公一，菅谷芳雄

平成 23 年度水質環境基準（健康項目）等検討委員会委員 白石寛明，鈴木規之

平成23年度水質環境基準（生活環境項目）検討調査業務　海域WG委員 木幡邦男

平成23年度水質環境基準（生活環境項目）検討調査業務　湖沼WG委員 木幡邦男

平成 23 年度水生生物テストガイドライン検討会委員 堀口敏宏

平成 23 年度水生生物保全に係る水質目標値検討会委員 白石寛明

平成 23 年度生活環境項目新規基準等検討会海域 WG 委員 堀口敏宏

平成 23 年度生物応答を利用した水環境管理手法の制度・運用分

科会委員

白石寛明，青木康展

平成23年度大気環境常時監視精度管理状況調査等に係る検討委員 向井人史，西川雅高

平成 23 年度大気中微小粒子状物質成分分析ガイドライン検討会

検討委員

大原利眞，上田佳代

平成23年度大気中微小粒子状物質成分分析マニュアル検討会検討委員 田邊潔，西川雅高

平成 23 年度低コスト・低負荷型土壌汚染調査対策技術検討調査

検討会委員

川本克也，鈴木規之

平成 23 年度東日本大震災による土壌汚染の現状把握調査業務検

討会委員

滝上英孝
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水・大気環境局 平成 23 年度東日本大震災に係る海洋環境緊急モニタリング調査

検討会検討員

牧秀明

平成 23 年度日中韓三カ国による黄砂共同研究 WG1 委員 杉本伸夫，西川雅高

平成 23 年度農用地未規制物質対策調査（分析・解析・検討）検

討委員会委員

村田智吉

平成 23年度排水（環境水）管理のバイオアッセイ技術検討分科会委員 滝上英孝

平成 23 年度非意図的生成の POPs 排出抑制対策調査検討会委員 田邊潔，柴田康行

平成 23 年度微小粒子状物質等疫学調査研究検討会委員 田邊潔，西川雅高

平成 23 年度微小粒子状物質等疫学調査実施班（肺機能発達への

影響調査グループ）委員

新田裕史，上田佳代

平成 23 年度微粒子状物質等疫学調査研究検討会委員 新田裕史

平成 23 年度漂流・漂着・海底ごみ流出状況分析調査検討会検討員 石垣智基

平成 23 年度有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討会委員

白石寛明，青木康展，松本理

平成 23 年度有害大気汚染物質基礎情報等調査検討会委員 白石寛明，鈴木規之

平成 23 年度有害大気汚染物質測定方法検討調査検討会検討委員 田邊潔

平成 23 年度有明海生態系回復方策検討調査（二枚貝類の環境浄

化機能解明調査）検討委員会委員

木幡邦男

アジア水環境改善ビジネス展開促進方策検討会委員 珠坪一晃

平成 23 年度水銀大気排出インベントリー調査検討会委員 鈴木規之

平成 23 年度水銀大気排出抑制対策調査検討会委員 鈴木規之

平成 23 年度常磐自動車道警戒区域内における除染モデル実証事

業選考委員

大迫政浩

自然環境局 サンゴ礁生態系保全行動計画フォローアップ会議委員 山野博哉

希少野生動植物種保存推進員 名取俊樹

平成 23年度生態系サービス価値の評価・可視化に関する検討会委員 日引聡，角谷拓

地熱発電事業に係る自然環境影響検討会委員 清水英幸

平成 23 年度生物多様性評価の地図化に関する検討会検討委員 角谷拓

自然環境局皇居外苑事務所 千鳥ケ淵の環境再生に関する検討会委員 高村典子

平成 23 年度皇居外苑濠水質管理検討会委員 木幡邦男

自然環境局生物多様性センター モニタリングサイト 1000（高山帯調査）検討委員 名取俊樹，小熊宏之

モニタリングサイト 1000　（里地調査）検討委員会委員 竹中明夫

モニタリングサイト 1000（陸水域調査（湖沼・湿原））委員 高村典子，小熊宏之

モニタリングサイト 1000（陸水域調査（湿原））分科会委員 野原精一

北海道地方環境事務所 平成 23 年度釧路湿原東部湖沼自然環境調査検討会委員 高村典子

関東地方環境事務所箱根自

然環境事務所

平成 23 年度富士箱根伊豆国立公園箱根地域における生態系維持

回復のための調査業務における仙石原湿原保全管理検討会委員

竹中明夫

九州地方環境事務所 九州・沖縄地方における地球温暖化影響・適応策検討会検討員 肱岡靖明

国立水俣病総合研究センター 国立水俣病総合研究センター研究評価委員会委員 柴田康行

総合的水銀研究推進事業選考評価委員会委員 佐藤洋

内閣府

内閣官房副長官補室 タスクフォース 増井利彦，花岡達也

内閣官房地域活性化統合事務局 「環境未来都市」構想有識者検討会メンバー 藤野純一

環境未来都市の選定に係る評価・調査検討会テーマ別評価分科会委員 藤野純一

環境未来都市推進ボード委員 藤田壮，藤野純一

総合特別区域評価・調査検討会委員 藤田壮

環境未来都市評価・調査検討会委員 藤田壮，藤野純一

経済社会総合研究所 水に関する環境・経済統合勘定の推計作業に関する研究会委員 日引聡

日本学術会議事務局 環境学委員会･地球惑星科学委員会合同IGBP･WCRP･DIVERSITAS合

同分科会連携会員

山形与志樹

環境学委員会･地球惑星科学委員会合同IGBP･WCRP･DVERSITAS合

同分科会 SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏，横内陽子

環境学委員会･地球惑星科学委員会合同IGBP･WCRP合同分科会GLP

小委員会委員

三枝信子

環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IGBP ･ WCRP 合同分科会

IGAC 小委員会委員

谷本浩志
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日本学術会議事務局 環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IGBP ･ WCRP 合同分科会

iLEAPS 小委員会委員

三枝信子，伊藤昭彦

環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IGBP ･ WCRP 合同分科会

SOLAS 小委員会委員

野尻幸宏，横内陽子

環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IGBP ･ WCRP 合同分科会

SPARC 小委員会委員

今村隆史，秋吉英治

地域研究委員会･環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IHDP 分

科会連携会員

山形与志樹

地域研究委員会･環境学委員会･地球惑星科学委員会合同 IHDP 分

科会 VRA 小委員会委員

山形与志樹

地球惑星科学委員会国際対応分科会 IASC 小委員会委員 野沢徹

日本学術会議 地域研究委員会･環境学委員会･地球惑星科学委員

会合同 IHDP 分科会 UGEC 小委員会委員

一ノ瀬俊明

日本学術会議 土木工学･建築学委員会 WFEO分科会（第22期）委員 大垣眞一郎

日本学術会議委員（情報学委員会国際サイエンスデータ分科会

WDS 小委員会委員

中島英彰

日本学術会議副会長 大垣眞一郎

日本学術会議連携会員 大垣眞一郎，野尻幸宏，高村典子，

山形与志樹，亀山康子，青柳みどり，

三枝信子

食品安全委員会事務局 食品安全委員会専門委員 佐藤洋，青木康展

総務省

公害等調整委員会事務局 公害等調整委員会専門委員 白石寛明，川本克也

文部科学省

科学技術・学術政策局 科学技術・学術審議会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会基本計画推進委員会委員 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会国際委員会委員（主査） 大垣眞一郎

科学技術・学術審議会専門委員 山形与志樹，江守正多，藤野純一，

笠井文絵

科学技術・学術審議会　先端研究基盤部会数学イノベーション委

員会　外部有識者

江守正多

海洋環境放射能調査検討会委員 荒巻能史

広域大気モニタリングのための航空機を用いた放射性物質拡散

状況調査委員

大原利眞

研究開発局 21 世紀気候変動予測革新プログラム「高解像度気候モデルによる

近未来気候変動予測に関する研究」運営委員会委員

笹野泰弘，江守正多，野沢徹

21 世紀気候変動予測革新プログラム「地球システム統合モデルに

よる長期気候変動予測実験」研究運営委員会委員

江守正多

21 世紀気候変動予測革新プログラム「超高解像度大気モデルによ

る将来の極端現象の変化予測に関する研究」研究運営委員会委員

江守正多

グリーン・ネットワーク・オブ・エクセレンス事業（北極気候変

動分野）外部評価委員会委員

野沢徹

気候変動適応研究推進プログラム委員 江守正多

気候変動予測研究検討会検討委員 江守正多

北極環境研究コンソーシアム運営委員会運営委員 野沢徹

グリーン・イノベーション研究開発戦略推進委員会委員 大垣眞一郎

研究復興局 科学技術・学術審議会　バイオリソース整備戦略作業部会委員 笠井文絵

科学技術政策研究所 科学技術研究所定点調査委員会委員 大垣眞一郎

科学技術政策研究所専門調査員 青木康展

科学技術政策研究所客員研究官 亀山康子

厚生労働省

大臣官房厚生科学課 厚生科学審議会委員 大垣眞一郎

厚生科学審議会臨時委員 佐藤洋

厚生科学審議会専門委員 岩崎一弘

政策統括官労働政策担当参事官室 厚生労働省環境自主行動計画フォローアップ会議委員 佐藤洋

健康局 水道における放射性物質対策検討会メンバー 大原利眞

厚生労働省開催 東日本大震災上下水道シンポジウムパネリスト 大垣眞一郎
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医薬食品局 薬事・食品衛生審議会専門委員 岩崎一弘

労働基準局 化学物質の健康診断に関する専門委員会委員 佐藤洋

除染作業等に従事する労働者の放射線障害防止に関する専門家

検討会参集者

大迫政浩

国立医薬品食品衛生研究所 「既存化学物質安全性点検体制支援システム一式賃貸借」技術審

査委員会委員

青木康展

農林水産省

大臣官房政策課 食料・農業・農村政策審議会専門委員 亀山康子

消費・安全局 水産物中のダイオキシン類調査事業検討委員会委員 白石寛明

平成 23 年度有害化学物質リスク管理推進事業選定審査委員 白石寛明

遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保に関

する法律第13条第1項の規定に基づく拡散防止措置の確認に先立ち

意見を聴く学識経験者（動物用組換えDNA技術応用医薬品調査会）

岩崎一弘

農林水産技術会議事務局 遺伝子組換え生物等の使用等の規制による生物の多様性の確保

に関する法律施行規則第 10 条の規定に基づく農林水産大臣及び

環境大臣が意見を聴く学識経験者（生物多様性影響評価検討会）

中嶋信美，岩崎一弘

平成 23 年度生物多様性影響評価検討会農作物分科会委員 中嶋信美

平成 23 年度生物多様性影響評価検討会微生物分科会委員 岩崎一弘

林野庁

関東森林管理局 平成 23 年度小笠原諸島固有森林生態系の修復に係るモニタリン

グ・外来植物駆除・駆除予定木調査事業検討委員

佐竹潔

経済産業省

産業技術環境局 産業構造審議会臨時委員 白石寛明

リスク評価 WG 委員 平野靖史郎

ISO/TC207/SC5（LCA）対応国内委員会委員 森保文

コンクリート用骨材または道路用等のスラグ類に化学物質評価

方法を導入する指針に関する検討会委員

大迫政浩，肴倉宏史

日本工業標準調査会臨時委員 鏑木儀郎

平成 22 年度インフラ・システム輸出促進調査等委託費「自治体

間連携による循環型都市協力推進調査事業」委員会委員

寺園淳

平成 23 年度 CFP 検証パネル委員会委員 藤井実

平成 23 年度 PCR 認定委員会委員 藤井実

平成 23 年度 ISO/TC147 国際標準規格回答原案作成委員会委員 菅谷芳雄

平成 23 年度サービス WG 委員会委員 藤井実

平成 23 年度工場排水試験法等に関する JIS 開発委員会委員 菅谷芳雄

ISO/TC207/SC7（温室効果ガスマネジメント）対応国内委員会委員 森保文

製造産業局 ナノ物質の管理に関する検討会委員 平野靖史郎

化審法リスク評価における QSAR 等の活用検討会委員 白石寛明

化審法リスク評価における変異原性の評価手法検討会委員 青木康展

開放系での遺伝子組換え微生物の評価手法の開発調査検討委員会委員 岩崎一弘

高性能ハイパースペクトルセンサ等研究開発技術委員会委員 松永恒雄

原子力安全・保安院 総合資源エネルギー調査会臨時委員 山田正人

資源エネルギー庁

官房総合政策課 平成 23 年度大気専門委員会委員 高見昭憲

省エネルギー・新エネルギー部 グリーンエネルギー CO2 削減相当量認証委員会委員 亀山康子

国土交通省

大臣官房技術調査課 「社会資本整備審議会臨時委員会委員」 藤田壮

国土政策局 国土審議会専門委員 藤田壮

都市局 迅速な復旧・復興に向けたがれきの活用方策検討会委員 遠藤和人

住宅局 LCCM 住宅研究・開発委員会　LCCO2 部会委員 南齋規介

自動車局 自動車運送事業者による CO2 削減努力の評価手法、付加価値創出

手法の開発に関する検討会委員

松橋啓介

北海道開発局 河川水辺の国勢調査「ダム湖版」スクリーニング委員会委員 高村典子，菅谷芳雄

北海道開発局ダイオキシン類精度管理検討会委員 櫻井健郎

関東地方整備局 関東地方整備局ダイオキシン類精度管理委員会委員 橋本俊次

平成 23 年度「霞ヶ浦水環境研究ワーキング」委員 高村典子

東京湾奥地区水底質環境改善効果評価検討委員会委員 野原精一
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中国地方整備局 河川水辺の国勢調査改善検討委員会委員 高村典子

国土技術政策総合研究所 公共工事の環境負荷低減施策推進委員会委員 藤田壮

気象庁

地球環境・海洋部 気候問題懇談会委員 高橋潔

気候問題懇談会検討部会委員 今村隆史

平成 23 年度地球観測連携拠点（温暖化分野）地球観測推進委員

会（温暖化分野）委員

野尻幸宏

平成 23 年度品質評価科学活動委員会委員 町田敏暢

地方公共団体

北海道 平成 22 年度希少野生動植物保護対策検討委員会委員 福島路生

岩手県 汚染土壌対策技術検討委員会委員 川本克也

　岩手中部広域行政組合　 岩手中部広域クリーンセンター整備及び運営事業者選定委員会

委員

川本克也

宮城県 海岸動物分科会委員 金谷弦

仙台市 仙台市環境審議会委員（会長） 佐藤洋

福島県 福島県再生可能エネルギー導入推進連絡会専門部会員 藤野純一

環境創造戦略拠点基本構想検討委員会委員 大迫政浩

猪苗代湖 pH 上昇原因検討委員会委員 田中敦

猪苗代湖水質保全対策検討委員会委員 冨岡典子

福島県尾瀬保護指導委員会委員 野原精一

　福島県南会津建設事務所 会津縦貫南道路環境検討会委員 上野隆平

　相馬郡飯館村 いいたてまでいな復興プラン庁内検討会アドバイザー 藤野純一

いいたてまでいな復興計画推進委員会委員 藤野純一

　相馬市教育委員会 相馬市史編さん調査協力員（自然部会，海岸動物担当） 金谷弦

茨城県 いばらきエコイノベーション推進委員会委員 佐藤洋

茨城県環境審議会委員 大迫政浩

茨城県環境審議会 霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第 6 期）策

定に係る霞ヶ浦専門部会（生活・事業所排水対策作業部会）特別

委員

徐開欽

茨城県環境審議会 霞ヶ浦に係る湖沼水質保全計画（第 6 期）策

定に係る霞ヶ浦専門部会（水質・湖内対策作業部会）特別委員

冨岡典子

茨城県リサイクル製品認定審査会委員 肴倉宏史

茨城県環境影響評価審査会委員 冨岡典子，黒河佳香

茨城県地球温暖化対策検討懇談会委員 青柳みどり

茨城県地球温暖化防止行動計画改定小委員会委員 青柳みどり

茨城県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 黒河佳香

茨城県環境アドバイザー 藤巻秀和

第 7 回いばらき霞ヶ浦賞選考委員会委員 今井章雄

茨城県リサイクル建設資材評価認定委員会委員 肴倉宏史

茨城県都市計画審議会専門委員 黒河佳香

神栖市有機ヒ素汚染対策に係る検討会委員 柴田康行

健康づくり、介護予防及び医療費適正化のための大規模コホート

研究事業協力

上田佳代

検診受診者生命予後追跡調査（茨城県健康研究）事業への協力 上田佳代

茨城県科学技術振興会議委員 佐藤洋

　茨城県霞ヶ浦環境科学センター 客員研究員 大原利眞

平成 22 年度茨城県霞ヶ浦環境科学センター評価委員会委員 大原利眞

　つくば市 つくば市環境都市推進委員会委員 松橋啓介

つくば市公共交通活性化協議会委員 松橋啓介

自転車のまちつくば推進委員会委員 松橋啓介

つくば市環境審議会委員 田邊潔

つくば市一般廃棄物減量等推進審議会委員 稲葉陸太

　龍ヶ崎市 龍ヶ崎市廃棄物減量等推進審議会委員 田崎智宏

龍ヶ崎市環境審議会委員 須賀伸介

　牛久市 牛久市廃棄物減量等推進審議会委員 日引聡

　土浦市 土浦市環境審議会委員 松橋啓介

　常総地方広域市町村圏事務組合 常総環境センター最終処分場検討会委員 石垣智基
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栃木県 平成 23 年度栃木県環境審議会専門委員 大原利眞

　前橋市 前橋市新清掃工場建設工事総合評価審査委員 川本克也

埼玉県 産業廃棄物最終処分場跡地調査技術検討委員会 遠藤和人

埼玉県環境影響評価技術審議会委員 横内陽子，冨岡典子

地球温暖化対策の検討に関する専門委員会委員 青柳みどり

新河岸川産業廃棄物処理推進委員会技術検討委員会委員 山田正人，遠藤和人

　埼玉県環境科学国際センター 埼玉県環境科学国際センター研究アドバイザー 木幡邦男

埼玉県環境科学国際センター客員研究員 高橋潔

埼玉県環境科学国際センター研究審査会委員 原澤英夫

　越谷市 越谷市環境審議会委員 木幡邦男，村田智吉

千葉県 千葉県環境審議会委員 川本克也

千葉県廃棄物処理施設設置等専門委員会委員 川本克也

平成 23 年度印旛沼水質改善技術検討会ワーキング委員 高村典子

平成 23 年度印旛沼水質改善技術検討会委員 高村典子

　千葉県立国府台高校 平成 23 年度サイエンス・パートナー・プロジェクト（SPP）講師 野原精一

　流山市 流山市環境審議会委員 金森有子

流山市廃棄物対策審議会委員 稲葉陸太

　千葉市 千葉市一般廃棄物処理施設長期責任委託審査委員会委員 遠藤和人

　柏市 柏市環境審議会委員 青柳みどり

東京都 伊豆諸島移入種調査検討会検討委員 深澤圭太

大気環境モニタリングに関する検討会委員 大原利眞

平成 23 年度大気中微小粒子状物質検討会委員 大原利眞，新田裕史

東京都水道局 ｢東京都水道事業経営問題研究会｣委員 大垣眞一郎

東京都水道局事業評価委員会委員 大垣眞一郎

東京都環境保健対策専門委員会大気汚染保健対策分科会委員 新田裕史

　豊島区 豊島区リサイクル・清掃審議会委員 山田正人

　板橋区 板橋区資源環境審議会委員 石垣智基

　足立区 足立区環境基金審査会委員 野尻幸宏

　練馬区 第 3 期練馬区環境審議会　学識経験者委員 藤野純一

神奈川県 神奈川県環境審議会委員 亀山康子

　川崎市 川崎国際環境技術展実行委員会委員 藤田壮

橘処理センター整備事業に係るごみ焼却方式選定特別部会のアドバイザー 川本克也

川崎市化学物質対策検討委員会委員 川本克也

川崎市環境影響評価審議会委員 川本克也

川崎市環境審議会委員 大迫政浩

川崎市廃棄物処理施設専門家会議委員 大迫政浩，川本克也

低 CO2 川崎ブランド企画委員会委員 藤田壮

　横浜市 横浜市廃棄物減量化・資源化等推進審議会委員 川本克也

横浜市廃棄物処理施設生活環境影響調査専門委員会委員 川本克也

ヨコハマ・エコ・スクール（YES）アンバサダー 江守正多

平成23年度「エキサイトよこはま22」推進・検討に関する会議委員 藤田壮

　鎌倉市 鎌倉市まちづくり審議会委員 亀山康子

鎌倉市環境審議会委員 亀山康子

　山梨県環境科学研究所 山梨県環境科学研究所課題評価委員会委員 佐藤洋

富山県 富山県科学技術会議委員 青柳みどり

富山県環境審議会調査員 原澤英夫

富山県環境審議会専門部会専門員 鈴木規之

富山県環境審議会専門部会（水環境部門）専門員 木幡邦男

平成 23 年度揮発性有機化合物排出削減対策検討会委員 大原利眞

　富山県環境科学センター 富山県環境科学センター研究課題外部評価委員会委員 西川雅高

　富山市 富山市農商工連携シーズ調査委員 藤野純一

福井県 三方五湖自然再生協議会委員 松崎慎一郎

滋賀県 琵琶湖総合保全学術委員会委員 今井章雄

　滋賀県琵琶湖環境科学研究センター 滋賀県琵琶湖環境科学研究センター評議員会委員 高村典子

大阪府 平成23年度エコ燃料実用化地域システム実証事業評価委員会委員 藤井実

長野県 長野県地球温暖化対策戦略検討会委員 藤野純一

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名
―  313  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
　岐阜市 岐阜市北部地区産業廃棄物不法投棄事案特定支障除去等事業技

術アドバイザー

遠藤和人

　広島市 広島市環境審議会臨時委員 藤野純一

　熊本市 熊本市低炭素都市づくり戦略計画推進協議会オブザーバー 藤田壮

　水俣市総合経済対策課 みなまた環境まちづくり推進事業委員 藤田壮，松橋啓介

独立行政法人

（独）国際協力機構 中国「循環型経済推進プロジェクト・サブプロジェクト 3：静脈

産業類生態工業整備の推進」にかかる国内支援委員会委員長

藤田壮

（独）放射線医学総合研究所 客員研究員 堀口敏宏

（独）科学技術振興機構 研究領域「持続可能な水利用を実現する革新的な技術とシステ

ム」研究総括

大垣眞一郎

低炭素社会戦略センター低炭素社会戦略推進委員会委員 藤野純一

社会技術研究開発主監 大垣眞一郎

日南ア協力に関する国際科学技術協力推進委員 河地正伸

日本科学未来館常設展示「技術革新と未来」第2期改修　総合監修 大垣眞一郎

領域アドバイザー（「二酸化炭素排出抑制に資する革新的技術の創出」） 藤野純一

領域アドバイザー（社会技術研究開発センター） 山形与志樹，藤野純一

（独）日本学術振興会 「異分野融合による方法的革新を目指　した人文・社会科学研究

推進事業」事業委員会委員

大垣眞一郎

先端科学（FoS）シンポジウム事業委員会プランニング・グルー

プ・メンバー主査

谷本浩志

独立行政法人日本学術振興会評議員 大垣眞一郎

（独）理化学研究所 遺伝子組換え実験安全委員会委員 中嶋信美

（独）宇宙航空研究開発機構 平成 23 年度 EarthCARE/CPR 委員会委員 笹野泰弘，杉本伸夫，野沢徹

平成 23 年度 SELENE プロジェクト共同研究員 松永恒雄，山本聡

平成 23 年度はやぶさ 2 プリプロジェクト共同研究員 松永恒雄

平成 23 年度地球圏総合診断委員会大気分科会委員 西澤智明，日暮明子

（独）海洋研究開発機構 招聘上席研究員 ShamilMaksyutov

招聘主任研究員 江守正多，伊藤昭彦

平成 23 年度海洋研究推進委員会海洋研究課題審査部会部会員 木幡邦男

（独）日本原子力研究開発機構 除染技術実証試験事業選考委員 大迫政浩

博士研究員研究業績評価委員会委員 稲葉一穂

埋設施設設置に関する技術専門委員会委員 山田正人

（独）医薬品医療機器総合機構 独立行政法人医薬品医療機器総合機構専門委員 岩崎一弘

（独）農業生物資源研究所 農業生物資源ジーンバンク事業評価委員会評価委員 笠井文絵

（独）森林総合研究所 REDD プラスに係る政策論・方法論等に関する検討会委員 亀山康子

独立行政法人森林総合研究所客員研究員 五箇公一

独立行政法人森林総合研究所研究評議会委員 大垣眞一郎

（独）産業技術総合研究所 シンポジウム「光コムによる分光学の革命」運営委員会委員 森野勇

客員研究員 三枝信子，久米博

国際計量研究連絡委員会　物質量標準分科会専門委員 佐野友春

国際計量研究連絡委員会委員 西川雅高

独立行政法人産業技術総合研究所研究ユニット評価委員会（環境

管理技術研究部門）委員

笹野泰弘

物質量標準分科会委員 西川雅高

ナノテクノロジー標準化国内審議委員会委員 平野靖史郎

（独）製品評価技術基盤機構 ASNITE 試験（環境等）に係わる技術委員会環境放射能分科会委員 山本貴士

計量法に基づく校正事業者登録制度（JCSS）等に係る技術委員会

標準物質（一般）分科会委員及び標準物質情報委員会委員

西川雅高

（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 スマートコミュニティ国際実証事業検討委員会（マレーシアにおけるグ

リーンタウンシップ構想実現のための基礎調査審査会）　NEDO 技術委員

藤田壮

タイにおけるVOCモニタリング及び環境情報マネージメントに関

わる研究協力　外部有識者委員会委員

谷本浩志

テーマ公募型事業に係る事前書面審査 (ピアレビュー )ピアレビュア 中嶋信美，青木康展，岩崎一弘，

木幡邦男

委　　嘱　　元 兼　　職　　名 氏 　　　名
―  314  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
（独）新エネルギー・産業技術総合開発機構 「バイオマスエネルギー技術研究開発 / 戦略的次世代バイオマスエネル

ギー利用技術開発事業（次世代技術開発）/ 共生を利用した微細藻類か

らのバイオ燃料製造プロセスの研究開発」研究推進委員会委員

河地正伸

研究評価委員会「アスベスト含有建材等安全回収・処理等技術開

発」分科会　NEDO 技術委員

寺園淳

研究評価委員会「化学物質リスク評価管理技術体系の構築（第 2

期）/高機能簡易型有害性評価手法の開発」分科会　NEDO技術委員

白石寛明

研究評価委員会「化学物質リスク評価管理技術体系の構築（第 2

期）/ ナノ粒子特性評価手法の研究開発」分科会　NEDO 技術委員

平野靖史郎

「馬鈴薯澱粉製造時に発生する廃水･廃棄物をモデル原料とする

水熱可溶化技術を組み合わせたコンパクトメタン発酵システム

の研究開発」に係る技術評価受諾者

珠坪一晃

「有害化学物質代替等技術開発」採択審査委員会　NEDO 技術委員 倉持秀敏

（独）日本貿易振興機構 「経済統合が進むアジアにおけるリサイクル」研究会委員 吉田綾

中国における流域の環境保全･再生に向けたローカル･ガバナン

スの改革研究会委員

水落元之

（独）原子力安全基盤機構 周辺住民への被ばく経路別放射線影響評価検討会委員 新田裕史

（独）海上技術安全研究所 「海洋温暖化および酸性化影響評価のためのサンゴ連携モニタリ

ングに関する研究」客員研究員

山野博哉

（独）都市再生機構 葛城地区北西大街区（G-X）整備計画検討委員会委員 松橋啓介

柏北部東地区2号近隣公園予定地の環境に関する有職者会議委員 山田正人

（独）水資源機構 水質に関するアドバイザリーグループ委員 今井章雄

（独）環境再生保全機構 大気浄化植樹の効果に係る調査研究検討会委員 清水英幸

国立大学法人

北海道大学大学院 非常勤講師（地球温暖化対策特別講義） 山形与志樹

招へい教員（客員准教授） 高橋潔

東北大学大学院 客員教授（非常勤講師） 佐藤洋

平成 23 年度第 2 回東北大学産業医学研修会講師 佐藤洋

非常勤講師（太陽地球環境学） 町田敏暢

非常勤講師（地球環境変動学） 中島英彰

教授 柴田康行

茨城大学 非常勤講師（保全生物学） 五箇公一

筑波大学 国立大学法人筑波大学理事（非常勤） 大垣眞一郎

平成 23 年度筑波大学学位論文審査委員会委員（副査） 岩崎一弘

非常勤講師（21世紀の環境・エネルギー問題と科学・技術の役割1） 山形与志樹

筑波大学大学院 非常勤講師（大気科学特別講義） 江守正多

連携大学院方式に係る教員（教授） 松永恒雄，近藤美則，藤巻秀和，

野原恵子，大原利眞，笠井文絵，

中嶋信美

連携大学院方式に係る教員（准教授） 松橋啓介，永島達也，河地正伸，

小池英子，玉置雅紀，菅田誠治

筑波大学大学院 非常勤講師（専門科目ヘルスサービスリサーチ応用論） 上田佳代

非常勤講師（家電廃棄物管理論） 寺園淳

非常勤講師（環境リスク論） 田中嘉成

非常勤講師（水総合学） 今井章雄

科学技術戦略推進補助金｢戦略的環境リーダー育成拠点形成｣外

部評価委員会評価委員

佐藤洋

埼玉大学 非常勤講師（環境アセスメント） 岩崎一弘

千葉大学 非常勤講師（大気科学） 高見昭憲，永島達也

非常勤講師（保健学 II） 田村憲治

非常勤講師（衛生薬学 I） 平野靖史郎，小林弥生

千葉大学大学院 非常勤講師（生理機能学持論） 中嶋信美

非常勤講師（環境分析化学） 野原精一

非常勤講師（環境物質学） 青木康展，平野靖史郎，小林弥生

非常勤講師（多様性生物学特講 2） 高村典子

　千葉大学環境リモートセンシング研究センター 千葉大学環境リモートセンシング研究センター拠点運営委員会委員 笹野泰弘

東京大学 非常勤講師（環境保健学） 新田裕史

非常勤講師（環境リスク論） 堀口敏宏，鈴木規之，櫻井健郎
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東京大学大学院 客員教授 鑪迫典久

客員准教授 亀山康子，滝上英孝，田崎智宏

非常勤講師（応用生命化学専攻・生物無機化学） 堀口敏宏

非常勤講師（生圏システム学専攻・里山学総論） 青柳みどり

兼任教員（教授） 高村典子

気象学会学術委員会航空機観測に関する検討部会委員 町田敏暢

博士学位請求論文審査委員会委員 花崎直太

東京大学大気海洋研究所 客員准教授 江守正多

東京大学環境安全研究センター 東京大学環境安全研究センター外部評価委員会委員長 大垣眞一郎

東京医科歯科大学 非常勤講師（衛生学） 平野靖史郎

東京農工大学 非常勤講師（生物制御科学特論 II） 五箇公一

非常勤講師（生物生産学科フロンティア講義 VII） 五箇公一

東京工業大学大学院 連携教授 大迫政浩，野尻幸宏

連携准教授 増井利彦，日引聡

非常勤講師（地球環境と経済発展のモデリング） 金森有子

非常勤講師（環境モニタリングと情報化 2） 横田達也

非常勤講師（環境数値シミュレーション 2） 小倉知夫

非常勤講師（最先端計測創造特別講義第二） 横田達也

東京海洋大学 非常勤講師（環境汚染防止論） 荒巻能史，牧秀明

横浜国立大学大学院 非常勤講師（客員教授） 川本克也

新潟大学研究推進機構超域学術院

朱鷺・自然再生学研究センター

新潟大学研究推進機構超域学術院朱鷺・自然再生学研究センター

客員研究員

横溝裕行

長岡技術科学大学大学院 客員准教授 珠坪一晃

北陸先端科学技術大学院大学 客員教授 須賀伸介

客員准教授 藤野純一

岐阜大学 非常勤講師（リモートセンシング水環境計測学特論） 亀山哲

岐阜大学流域圏科学研究センター 客員教授 三枝信子

静岡大学電子工学研究所 客員教授（共同研究の実施、実用化の観点での研究所員への助言） 久米博

名古屋大学大学院 招へい教員 一ノ瀬俊明，野沢徹，高見昭憲，

藤田壮，伊藤昭彦

名古屋大学エコトピア科学研究所 生物多様性政策の経済学的分析と評価に関する研究 日引聡

名古屋大学太陽地球環境研究所 名古屋大学太陽地球環境研究所運営協議員 笹野泰弘

名古屋大学太陽地球環境研究所共同利用・共同研究委員会専門委員会委員 杉田考史

名古屋大学太陽地球環境研究所付属ジオスペース研究センター

運営委員会委員

今村隆史

京都大学生存圏研究所 生存圏データベース全国国際共同利用専門委員会委員 中島英彰

京都大学防災研究所 非常勤講師（水文循環過程と水環境・生態系影響評価に関する研究） 東博紀

神戸大学 非常勤講師（大気化学特論） 今村隆史

神戸大学大学院 教授 今村隆史，向井人史

非常勤講師（自然環境先端科学 A） 今村隆史

島根大学大学院 島根大学大学院生物資源科学研究科地域再生人材養成連携推進

会議委員

野原精一

島根大学汽水域研究センター 島根大学汽水域研究センター協力研究員 矢部徹

広島大学大気エアロゾルの環境

影響プロジェクト研究センター

広島大学大気エアロゾルの環境影響プロジェクト研究センター

客員研究員

西川雅高

愛媛大学 客員教授 佐治光，柴田康行，鈴木規之

非常勤講師（地球温暖化と大気環境） 菅田誠治

愛媛大学沿岸環境科学研究センター 客員研究員 滝上英孝，堀口敏宏

九州大学応用力学研究所 非常勤講師（地球温暖化研究の最近の動向と今後の展開に関する

研究指導）

江守正多

長崎大学 非常勤講師（環境科学特別講義 A） 鏑木儀郎，鑪迫典久

公立大学

首都大学東京大学院 非常勤講師（生態学特論） 竹中明夫

名古屋市立大学 非常勤講師（予防医学基礎） 佐藤洋

私立大学

東北学院大学 文部科学省私立大学戦略的研究基盤形成支援事業の研究協力者 岩崎一弘

自治医科大学 非常勤講師（環境医学、研究指導等） 平野靖史郎，野原恵子
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自治医科大学 非常勤講師（植物性機能生理学） 前川文彦

麻布大学 非常勤講師（環境リスク評価論） 中島大介

関東学院大学大学院 非常勤講師（環境衛生工学特論、都市衛生工学特殊講義、大気と環境） 川本克也

慶応義塾大学 SFC 研究所 SFC 研究所上席所員（訪問） 徐開欽

上智大学 非常勤講師（地球環境学） 岡川梓

上智大学大学院 非常勤講師（環境研究のフロンティア） 藤田壮，大原利眞，大迫政浩，

青木康展，野尻幸宏，野原恵子，

稲葉一穂，江守正多，五箇公一，

今村隆史，芦名秀一，佐藤洋，

竹中明夫

帝京科学大学 非常勤講師（健康・環境システムトッピクス - 前期） 佐治光

帝京大学大学院 2012 ハーバード特別講義 TA（ティーチングアシスタント） 上田佳代

東邦大学 非常勤講師（生物分子科学特論） 岩崎一弘

東洋大学 非常勤講師（環境マネジメント） 稲葉陸太

非常勤講師（都市環境論） 小松一弘

東洋大学大学院 東洋大学大学院工学研究科環境デザイン専攻特任教授 藤田壮

東洋大学国際共生社会研究センター 東洋大学国際共生社会研究センター評価委員 大垣眞一郎

法政大学 非常勤講師（リサイクル論） 鏑木儀郎

明治大学 非常勤講師（情報処理・演習 2） 渡邉英宏

明治大学大学院 非常勤講師（生命科学持論 VIII） 中嶋信美

立正大学 非常勤講師（土壌環境学、土壌環境学実験） 広木幹也

早稲田大学 非常勤講師（生命科学 A） 前川文彦

福岡大学大学院 非常勤講師（地盤環境工学特論） 肴倉宏史

龍谷大学大学院 非常勤講師（地域循環資源処理工学特論） 石垣智基

龍谷大学里山学研究センター 龍谷大学里山学研究センター客員研究員 石垣智基

大学共同利用機関法人

人間文化研究機構　総合地球環境学研究所 平成 23 年度総合地球環境学研究所共同研究員 ShamilMaksyutov，今井章雄，

高津文人

自然科学研究機構　国立天文台 自然科学研究機構国立天文台理科年表編集委員会委員 原澤英夫，肱岡靖明

情報・システム研究機構　国立遺伝学研究所 ナショナルバイオリソースプロジェクト（NBRP）運営委員会委員

長会議委員

笠井文絵

生物遺伝資源委員会委員 笠井文絵

国立極地研究所プロジェクト研究への研究協力（共同研究者） プ

ロジェクト研究（KP-11 北極域における生態系変動の研究、 KP-8

環境変動に対する極域生物の生態的応答プロセスの研究）

内田昌男

情報・システム研究機構国立極地研究所運営会議南極観測審議委

員会重点プロジェクト専門部会（VII 期）委員

横内陽子

情報・システム研究機構　統計数理研究所 客員教授 山形与志樹

客員准教授（溶存酸素量に関する生態毒性評価法の開発） 堀口敏宏
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（３）研究所来訪者
年月日 事　　　　　項

23. 4.19 環境省総合環境政策局課長

4.28 標準物質協議会

5.11 国立環境研究所監事

6. 9 生物多様性と河川生態系に関する特別セミナー 講演者

6.13 茗渓学園高等学校

6.15 有限会社ユーコム

6.16 信州大学理学部

6.21 韓国国立環境研究院

6.29 筑波大学

6.30 JICA 研修地球環境地図作成コース

7.11 会計検査院

7.26 明治大学大学院

7.27 サマー・サイエンスキャンプ参加者

8. 3 独法評価委員会

8. 4 大阪府立春日丘高等学校

8. 4 環境省環境保健部

8. 5 つくば市立手代木中学校

8. 9 福岡県立嘉穂高等学校

8.17 JICA ･ UNCRD 研修生

8.18 常陸大田市教頭夏期研修会

8.30 中国トヨタ環境保護賞訪日交流団

9. 5 アジア若手トレーニングコース参加者

9. 7 工学院大学

9.13 JICA東南アジア・大洋州地域地球温暖化緩和対策

9.13 信州大学

9.15 神戸大学 他

9.20 栃木県立足利高等学校

9.22 JICA 水環境モニタリング

9.22 ひたちなか市二中学区地域をつくる会

9.29 群馬大学

9.30 タイ科学技術大臣 他

10. 3 JICA 下水道技術・都市排水コース

10. 4 茨城県立下妻第一高等学校

10. 4 主婦連合会

10. 6 スイス連邦工科大学・水環境研究所副所長

10. 6 総合地球環境学研究所・スーダン紅海大学学長

10.13 中国科学院

10.13 カリフォルニア理工州立大学

10.13 財団法人日本環境整備教育センター

10.20 秋田工業高等専門学校

23

24

年

―  
.10.31 環境実務研修生

11. 1 インドネシア国家開発企画庁職員

11. 1 社団法人日本ゴム協会環境劣化研究分科会

11. 4 中国上海交通大学環境科学与工程学院訪問団

11. 9 フィンランド議会環境委員会

11.15 さくら市保健委員会

11.16 山形県立米沢興譲館高等学校

11.16 元環境庁長官 他

11.17 桐生市ごみ減量化推進委員会

11.21 埼玉県環境科学国際センター

12. 8 長崎県立長崎北陽台高等学校

12. 8 インドネシア国家開発企画庁職員

12. 8 JAXA アジア研修生

12.13 日本環境衛生センター

12.19 茗渓学園中学校

12.20 福井県立若狭高等学校

12.27 サイエンスキャンプ参加者

. 1.16 JICA 中国土壌汚染対策研修生

1.16 JICA中国企業環境監督員制度に係る中核講師研修

1.17 環境大臣政務官

1.25 JICA 集団研修地球温暖化対策コース

1.26 JICA 集団研修地球温暖化対策コース

1.27 千葉県印旛地区植物防疫協会

2.10 常総生活協同組合

2.16 芝中学校

2.16 全国環境研究所シンポジウム参加者

2.17 地方環境研究所長

2.21 筑波研究学園都市記者会

2.21 中国上海市水務局水資源処と華東師範大学訪問団

2.28 朝日新聞論説委員

3. 6 愛媛大学スーパーサイエンスコース

3. 8 GRUAN 会議出席者

3.12 会計検査院

3.13 山西省環境保全技術研修員

3.26 バンコク都職員

3.27 地学オリンピック参加者

3.27 カワウ研究会

3.28 愛媛大学農学部

3.28 あずさ会計監査法人

月日 事　　　　　項
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（視察・見学者）

区 　 分

年 　 度

国 　 　 　 　 　 内

国 　 　 外 合 　 　 計

環  境  省
研究機関
職  員  等

一 　 　 般
議  員  ・
官  公  庁

小 　 　 計

平成 12
件
5

件
2

件
55

件
9

件
71

件
53

件
124

13 11 5 56 10 82 47 129

14 12 7 58 5 82 43 125

15 12 1 72 9 94 47 141

16 7 1 66 7 81 24 105

17 5 0 55 6 66 38 104

18 5 7 62 8 82 50 132

19 10 2 84 3 99 39 138

20 6 6 70 10 92 42 134

21 5 3 77 10 95 46 141

22 9 4 60 9 82 43 125

23 4 2 42 2 50 29 79



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
（４）研究所関係新聞記事

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名

23.4.1 海洋汚染影響どこまで　健康被害、可能性低く　長引けば範囲拡大も　生態系への影響不透明 日本経済新聞　夕刊

4.5 鳥インフルエンザ確認で環境省　米軍三沢１０キロ圏内調査 東奥日報

4.6 異常低温　温室ガス　北極圏オゾン４割破壊 毎日新聞

4.6 国立環境研究所　水浄化で注目　細菌使い放射能１０分の１ 日刊工業新聞

4.6 春日井市　野鳥から鳥インフル　周辺養鶏場異常なし 中日新聞

4.6 北極オゾン層最大級の破壊　全量の４０％以上 朝日新聞

4.7 「魚の安全」どこへ　魚介類高濃度放射性物質 西日本新聞

4.7 東日本大震災　覆された「安全説」　「魚は問題ない」はずが・・・想定外で対応後手 河北新報

4.7 表層深層　放射性物質　海洋汚染　不安高まる　水産物被害も補償　政府、具体策の検討開始 岩手日報

4.8 魚介類から放射性物質　覆った”安全説”出荷制限なら混乱必至 茨城新聞

4.16 滋賀で鳥インフルエンザ　ノスリ死骸 京都新聞

4.18 環境省　東日本大震災の廃棄物処理　助言チームを設置　実務・技術面で自治体支援 化学工業日報

4.19 名古屋大学・国立環境研究所　１㎞四方の炭素収支量　計算手法を開発 日刊工業新聞

4.28 日本プロジェクト産業協議会　東日本大震災の災害廃棄物処理　釜石市でモデル事業　効率的手順確立へ 化学工業日報

4.29 放射線耐性生物　DNA 修復力抜群　汚染浄化の救世主 日刊工業新聞

4.30 「エコライフ・フェア２０１１」　幅広い世代が楽しめる企画満載 フジサンケイビジネスアイ

5.2 遺伝子操り運び屋根絶　デング熱蚊の繁殖を抑制 朝日新聞

5.7 塩谷町で発見　オオタカ死骸　鳥インフルエンザ、栃木県内２例目 下野新聞

5.7 栃木　オオタカ１羽から強毒性鳥インフル 北海道新聞

5.9 がれき理想は分別撤去　最終処理が迅速化・流木の再利用も 読売新聞

5.10 松江市　野鳥の死骸から鳥インフル検出 毎日新聞　大阪

5.14 環境省　汚染がれき処分　あす有識者会合 東京新聞

5.14 福島第１原発事故　環境省、あす有識者初会合　汚染がれき処分検討 福島民友

5.16 環境省方針　福島県内のがれき　新施設で焼却可能 朝日新聞

5.16 東京電力福島第一原子力発電所事故　検討委初会合　会津と同等線量ならがれき処分可能に 読売新聞

5.19 ツシマヤマネコ　死因「犬の攻撃」 長崎新聞

5.19 ツシマヤマネコ　死因は犬の攻撃 朝日新聞

5.19 犬にかまれて死んだ可能性　ツシマヤマネコ 読売新聞

5.26 宮城県　石綿と重金属　１０地点調査へ 河北新報

5.27 学校施設で放射線測定　関心高まり定期的に　つくば市、きょうから実施 常陽新聞

5.27 放射線量を独自測定　つくば市 132 カ所の教育施設 毎日新聞

5.28 つくば市　幼・保・児童館も　学校の放射線測定　ネットで公表へ 茨城新聞

5.28 節電の夏へ今から準備　熱中症　対策グッズ　エアコン 読売新聞　大阪

5.30 環境省　岩手・宮城・福島巡回訪問を開始 日刊工業新聞

6.1 名大など　植物のＣＯ2 流出算出　独自の式、詳細な地図作成 日経産業新聞

6.4 環境特集２０１１　エコから低炭素社会へ 茨城新聞

6.7 エコチル調査　コアセンター次長　新田裕史（ひろし）さん 読売新聞

6.7 暑さに強い体づくりを　熱中症予防 東京新聞

6.7 冷暖房に頼らない暮らし　市民ら観測機器使い学ぶ 常陽新聞

6.9 「外来種のハチ多い」国立環境研　野付半島で調査　 北海道新聞

6.9 外来種移入で進化破壊　別海で講座　専門家が警告 釧路新聞

6.10 熱中症　目まい・頭痛・意識障害・・・どう予防　こまめに水分　汗の蒸発妨げない服 日本経済新聞　夕刊

6.11 環境省、処理指針通知へ　被災の４県でヘドロ１０００万トン超 日本経済新聞

6.11 国立環境研究所推計　４県のヘドロ　最大で１６００万トン　月内に処理指針 河北新報

6.11 東日本大震災　環境省、処理指針提示へ　ヘドロ　４件１６００万トン 毎日新聞

6.11 東日本大震災　津波被災４県推計　ヘドロ１６００万トン 読売新聞

6.11 被災４県のヘドロ　推計１０００万～１６００万トン 産経新聞

6.11 被災４県推計　ヘドロ最大１６００万トン 岩手日報

6.11 福島県、ヘドロ最大２３５万トン 福島民友

6.11 翼ふたたび　コウノトリ　約束の空へ　第３章　共生への模索（３）　福井・若狭町　相次ぐ飛来 福井新聞

6.14 ペルフルオロオクタンスルホン酸　国際条約で製造禁止　全国平均６倍超の化学物質　犀川汚染 北国新聞

6.14 環境省　ヘドロ処理月末に指針　被災４県最大１６００万トン　飛散防止など要請 建設通信新聞

6.14 被災４県のヘドロ量　環境省、最大１６００万トンと試算 日刊工業新聞

6.15 震災で発生したヘドロ　環境省、近く処理指針策定　総量１０００万～１６００万トンに 化学工業日報

6.15 落石小と落石岬でエコスクール、１６日 根室新聞

6.16 ＵＮＥＰ　世界の若者対象に調査　持続可能なライフスタイル　「貧困」「環境の悪化」が２大課題 化学工業日報

6.16 原子力安全委員会　福島災害廃棄物で方針まとめ　住民、作業者の被爆に配慮 原子力産業新聞

6.17 自転車こいで電気ついた！ 北海道新聞　夕刊

6.17 東日本大震災　環境省　放射能がれきに苦慮　福島　法令なく進まぬ処理 東京新聞

6.18 四季　温室効果ガス 日本農業新聞
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23.6.21 環境月間に合わせエコスクール　落石小の児童１１人が参加 根室新聞　夕刊

6.21 国立環境研究所　研究施設を一般公開 日刊工業新聞

6.21 節電と暮らし　街中避暑地や体力づくり　「高齢者熱中症」地域で防ぐ 日本経済新聞　夕刊

6.24 水と緑の地球環境　温室効果ガス削減へ　フォーラム　低炭素社会目指して　主体的に本音で 毎日新聞

6.26 論説　被災地の農地再生　がれきの撤去が最優先 日本農業新聞

6.29 電力中央研究所　ＩＰＣＣ 初会合を報告　気候工学　動向伝える 電気新聞

6.30 エコチル調査　子どもの異変と化学物質の関係 読売新聞　夕刊

6.30 核心　節電したい　でも暑い　熱中症にご注意　エアコン我慢しすぎず　高齢者には声掛け配慮 東京新聞

6.30 核心＝熱中症　無理な節電にご用心　高齢者エアコン利用を　フェーン現象、暑さに拍車 中日新聞

7.2 熊本県 ＨＰ に熱中症情報　翌日の「暑さ指数」予報　５段階レベル表示も 熊本日日新聞

7.4 国立環境研究所を公開 読売新聞

7.4 電通が１４ヵ国・地域で意識調査行う　「サステナブル・ライフスタイル」 電通報

7.5 ２３日に「夏の大公開」　つくばの環境研　盛りだくさんのイベント 常陽新聞

7.6 温暖化防止に微生物　農地の Ｎ ２Ｏ 分解　培養に成功 朝日新聞　夕刊

7.6 国立環境研究所　セシウム汚染予測　関東で影響評価へ 朝日新聞

7.7 催し　国立環境研究所「夏の大公開－しらべてみよう！地球のこと　環境のこと」 茨城新聞

7.7 熱中症の情報　福山市が発信　９月末まで 中国新聞

7.7 被災時生活排水処理などを報告 水道産業新聞

7.8 むしむし愛知　熱中症突出　搬送全国トップ　「脱水症状集計も影響」 中日新聞

7.8 東京都　都立施設にコージェネ設備　１１月中に環境審議会が提言　来年度予算に調査費など要求 日刊建設産業新聞

7.8 東京都環境審議会　エネ構造の弱点抜本解決　多様なエネルギー源確保 建設通信新聞

7.8 東京都環境審議会　震災踏まえた政策のあり方諮問　火力発電の影響など検討 日刊建設工業新聞

7.9 節電考　高齢者室内でも熱中症発症しやすく　打つ手限られ気をもむ施設 神戸新聞　夕刊

7.10 国の政策実行早く　被災地　営農再開へ切望 日本農業新聞

7.11 環境省　ポスト京都　対策検討　中央環境審議会に小委新設 電気新聞

7.12 中央環境審議会地環部会　低炭素社会実現へ来月小委　１３年度以降の方策検討 建設通信新聞

7.12 中央環境審議会地球環境部会　小委員会設置へ 日刊工業新聞

7.14 暑さ指数予報スタート　岡山県、ホームページ掲載　市町村にメール　熱中症の危険性示す 山陽新聞

7.14 中央環境審議会地球環境部会　“ポスト京都議定書”での取り組み　再生、省エネルギー基幹的な柱に 日刊自動車新聞

7.16 セシウム汚染拡大　稲わらの危険見抜けず　農水省の通知　対象外　牛肉流通へ影響深刻 北海道新聞

7.16 稲わら汚染　遠方までセシウム拡散　内部被ばく未検査に批判 茨城新聞

7.16 牛の内部被ばく　畜産農家　行政批判　不安訴えても検査せず　スーパー対応苦慮　農家同意なけ
れば非公開

東京新聞

7.16 福島県産牛出荷停止　失望、衝撃戸惑う農家　安定経営が一転　浅川町の農業法人代表「原発事故
なければ」

福島民報

7.18 地球温暖化の目撃者３　初期症状で対処を　熱中症予防訴える兵庫・丹波市の医師 毎日新聞

7.21 夏を乗り切る　すだれなどで室内を涼しく 東京新聞

7.23 世界に広がる放射能　北半球を既に５周か高エネ研と環境研が調査 常陽新聞

7.25 国立環境研究所など解析　ホットスポット、どう形成　放射性雲「冬型」崩れ関東へ　降雨地点で
汚染沈着

日本経済新聞

7.26 病院搬送数 2 万人を突破　熱中症対策　行政あの手この手　環境省「暑さ指数」公開 河北新報　夕刊

7.26 雷鳴抄＝高齢者 下野新聞

7.27 「節電」で拍車？　熱中症対策　あの手この手　環境省「暑さ指数」提供　１８～２４日　台風で
搬送者大幅減

長崎新聞

7.27 熱中症対策あの手この手　搬送数は累計２万人突破　国や自治体「暑さ指数」公開、保冷用スカー
フ配付…

山形新聞

7.27 熱中症対策にアイディア　環境省「暑さ指数」ホームページ公開　埼玉・熊谷市　クールスカーフ
配付

岩手日報

7.27 熱中症予防にあの手この手　環境省は「暑さ指数」　福島県４０人が搬送、重症２人 福島民友

7.28 東急建設　ＣＤＭ方法論が国連承認　廃棄物処分場の環境改善手法で途上国事業へ積極展開 日刊建設産業新聞

7.28 東急建設　メタン削減策が国連承認　ＣＤＭ新規方法論　処分場を準通気性に 建設通信新聞

7.28 東急建設　嫌気性処分場に通気・配水管　ＣＤＭ 新手法で承認取得 日刊建設工業新聞

7.29 「高齢者の冷房抑制は危険」　節電に呼び掛け　筑波大　熱中症対策で研究成果 常陽新聞

7.29 夏を乗り切る　日傘や帽子で熱中症対策 東京新聞

7.29 高齢者は冷房控え注意　熱中症死亡リスクが増加　筑波大が呼び掛け 茨城新聞

7.29 節電の夏　日本の頭脳“熱中症”　スパコン　全面停止や稼働率低下相次ぐ　大学　オープンキャ
ンパス縮小

産経新聞

7.29 地球環境　自治体の先進事例　広島市、ＣＯ2　７０％削減へ　美しい都市未来に贈る 日刊工業新聞

7.30 高齢者熱中症　搬送患者調査　６割が自宅で 読売新聞

7.30 専門家「懇話会」を新設　放射線対策　つくば市が方針発表 毎日新聞

7.31 九州大学など調査　黄砂で脳梗塞リスク上昇　重症型は１．５倍に 日本経済新聞

8.3 環境省、小委で着手　低炭素社会構築　１３年以降を検討 電気新聞

8.3 東急建設 CDM に国連承認　マレーシア環境改善　環境省の事業費補助も 日刊工業新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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23.8.4 環境省　１３年度以降温暖化対策　中環審小委立ち上げ　エネ政策見極め再検討 日刊自動車新聞

8.4 中央環境審議会小委　１３年以降の方針検討　再生エネ拡大がポイント 建設通信新聞

8.8 いわき市　放射性物質含む可能性　震災ごみ焼却へ説明会 河北新報

8.8 街角の話題　実験で節電方法学ぶ　阿見で親子教室、３０人が参加 常陽新聞

8.13 つくば市　中高生５２人　研究施設プレゼン競う　水戸二高生４人が受賞 茨城新聞

8.14 屈斜路湖　再び酸性化　国立環境研、北大など調査　魚類への影響懸念 北海道新聞

8.16 蒲生干潟　復活の息吹　国立環境研究所　津波で壊滅　希少動植物確認　ヘドロ流出、汽水戻る 河北新聞

8.19 質問なるほドリ＝「日射病」って最近聞かないね？　まとめて「熱中症」に統一 毎日新聞

8.19 翼ふたたび　コウノトリ　約束の空へ＝第４章　あなたのまちの共生・市編（７）　敦賀市 福井新聞

8.22 白保のサンゴ、大幅減　１０年余で平均被度４分の１ 八重山毎日新聞

8.23 国立環境研究所実験　がれき　通常焼却 OK　ダイオキシン基準内に 朝日新聞

8.24 熱中症　今世紀末には３倍！？　高齢化と温暖化　今年搬送すでに４万人近く　急増する死亡者 産経新聞

8.26 セシウムの２２％沈着　東日本の陸地に 茨城新聞

8.26 なごや環境大学　低炭素社会へあすトーク開催 中日新聞

8.26 国立環境研究所　福島原発事故分析　セシウムの２２％　東日本の陸地に 信濃毎日新聞

8.26 国立環境研究所　福島第１事故　セシウムの２２％　東日本の陸地に 河北新聞

8.26 国立環境研究所が拡散分析　東日本陸地　セシウムの２２ % 沈着 東京新聞

8.26 国立環境研究所試算　放射性セシウム　２割が陸地降下　ヨウ素は１３ % 日本経済新聞

8.26 国立環境研究所地域環境研究センター推計　福島原発事故で拡散　「セシウム１３７」２２％陸地に 読売新聞

8.26 国立環境研究所分析　セシウム２２％が沈着　東日本の広範囲に拡散 岩手日報

8.26 国立環境研究所分析　セシウムの２２％東日本の陸地へ　３月　広範囲に拡散、新潟県にも 新潟日報

8.26 新産業　連関図＝第２部　発進　エコカー時代（２）　電池　負けられない勝負　東芝　ＬＧ 化学 日経産業新聞

8.26 東日本の陸地　放射性物質拡散を分析　セシウムの２２％沈着 福島民友

8.26 福島第１原発事故　放射性セシウムの２２％が陸地に フジサンケイビジネスアイ

8.26 福島第一原発放射性物質　東日本の陸地に拡散　セシウムの２２％が沈着 福島民報

8.28 阪大・慶大など　関節リウマチ　関与のタンパク質を解明　治療薬開発に期待 日本経済新聞

8.28 阪大など　関節リウマチ起こす物質解明 産経新聞　大阪

8.28 大阪大など、治療薬開発に期待　リウマチ発症物質を解明 大阪日日新聞

8.29 国立環境研究所　人工衛星「いぶき」の成果 読売新聞

8.29 国立環境研究所　福島第一原発の放射性物質　「１５都県に拡散」の試算 朝日新聞　夕刊

8.31 中央環境審議会小委　温暖化ガス２０５０年目標　エネ供給分野など　８作業部会で方針 電気新聞

9.1 岩手中部広域行政組合　クリーンセンター整備・運営　１２月２１日に一般競争公告 日刊建設工業新聞

9.1 厚生労働省　放射線データを提供 朝日新聞

9.1 中央環境審議会　温暖化対策に道筋　５０年８０％削減へ検討方針 建設通信新聞

9.1 中央環境審議会小委　自動車など８分野　１３年以降の施策検討　ＷＧを設置 日刊自動車新聞

9.2 環境省研究プロ Ｇ ら　温暖化でシンポ開催　６講演とディスカッション 日刊建設産業新聞

9.2 岩手中部広域行政組合　クリーン Ｃ整備・運営　総合評価で１２月公告 建設通信新聞

9.2 国立環境研究所　温暖化の将来予測でシンポ 日刊工業新聞

9.2 紫外線　今世紀末１０％増も　温暖化で雲減少　対策不可欠に 熊本日日新聞

9.2 長野県の温暖化対策検討会委員　前環境次官の小林光氏を起用 信濃毎日新聞

9.8 ６カ月特集　東日本大震災　放射性物質大量放出　高濃度汚染水１２万トン　原発事故収束最大の壁 福島民友

9.10 今さら聞けない ＰＬＵＳ ＝温室効果ガス　量だけでなく吸収力や寿命も重要 朝日新聞

9.11 ３・１１から半年　被災地とともに　岩手南部～静岡西部　放射性物質　広範囲に拡散 東京新聞

9.11 日曜インタビュー＝富山県環境科学センター所長　堀武司氏　原発事故後、安心の砦　監視と検査
に総力戦

富山新聞

9.13 ＩＴが導く医の進化論　化合物、治験前に精度向上　仮想臓器で病状予測も 日経産業新聞

9.15 原発事故　環境省が環境回復検討会　除染のあり方で議論開始 日刊建設工業新聞

9.16 エネルギー総合工学研究所　シンポジウム 電気新聞

9.16 人＝アラブ首長国連邦の鳥類保護科学国際研究所長に就いた　桑名貴さん 熊本日日新聞

9.17 くらす α　那須から日光のセシウム蓄積　３月１５日の雨が主因　国立環境研　大原さんに聞く 下野新聞

9.17 名取市閖上　がれき置き場で火災　自然発火？相次ぐ　積み上げ　内部に蓄熱　スペース限界　自
治体苦悩

河北新報

9.18 がれきの山発火相次ぐ　微生物の動き活発　内部に熱 朝日新聞

9.20 第２０回地球環境大賞 Ｓｉｎｃｅ １９９２　環境活動　たゆみない努力結実　きょう授賞式 フジサンケイビジネスアイ

9.22 建設リサイクル広報推進会議　１０月２７日に埼玉で技術発表・展示会 日刊建設工業新聞

9.24 続　浜岡原発の選択（１３）＝見えない恐怖（２）　「レベル７」静岡県民動かす 静岡新聞

9.26 北極の気温上昇　１００年で８度 朝日新聞

9.28 ＣＯ2　測定　富士山頂で開始　中国の排出影響探る　沖縄・北海道と比較 朝日新聞　夕刊

9.28 世界版 ＳＰＥＥＤＩ　放射能拡散予測　提供は先月末　政府対応また後手　すでに広域で汚染深
刻化

東京新聞

9.28 巨大地震　そのとき香川は＝第１部　被害・混乱（７）　放射能汚染　避難区域外にも拡散 四国新聞

9.29 ＩＷＡ －ＡＳＰＩＲＥ を日本で、東京で開催する意義と今後の国際展開について 水道産業新聞
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23.9.29 パーム油洗剤のアブラヤシ植林　エコ商品　思わぬ反エコ　熱帯雨林伐採で温暖化進む 毎日新聞　夕刊

9.30 パーム油洗剤のアブラヤシ植林　エコ商品　思わぬ反エコ　熱帯雨林伐採で温暖化進む 毎日新聞

10.2 沖縄から原発を問う　琉球大機器分析支援センター調査　福島原発事故後、気流に乗りヨウ素セシ
ウム県内到達

琉球新報

10.3 寒さ影響　北極、巨大オゾンホール 産経新聞

10.3 国立環境研究所など　４月観測　北極オゾン８割破壊 日本経済新聞

10.3 今春　北極に大オゾンホール　厳寒一因、南極に匹敵 東京新聞

10.3 今春、国立環境研究所など分析　北極圏最大のオゾン層破壊 読売新聞

10.3 東日本大震災　がれき置き場火災頻発　熱こもりメタンガスに引火　住民不安「早く処理を」 日本経済新聞　夕刊

10.3 北極オゾン層破壊進む　今春、南極に匹敵　環境研など英誌に発表　紫外線増、皮膚がん懸念 茨城新聞

10.3 北極にもオゾンホール　今春観測　紫外線増す恐れ 朝日新聞

10.3 北極圏で最大「オゾンホール」　３～４月　破壊規模　南極に匹敵 毎日新聞

10.5 社説＝オゾン層破壊　日本も決して無縁でない 新潟日報

10.6 建設副産物リサイクル広報推進会議　１０月に技術発表会 日本建設産業新聞

10.6 焦点　３．１１大震災　七北田川治水に乱れ　台風で仙台市・蒲生干潟に河口　蛇行で水位不安定 河北新報

10.7 エネルギー総合工学研究所がシンポ　震災後の戦略議論　橘川武郎氏が政策改革提言 電気新聞

10.7 河北抄＝がれき置き場の火災 河北新報　夕刊

10.8 四季＝オゾン 日本農業新聞

10.9 今夏の熱中症　組織、地域で対策必要　高齢者、子どもは特に注意 茨城新聞

10.10 東芝、排水でメダカ飼育　２事業所で生態調査　ＷＥＴ 応用し管理手法確立 日刊工業新聞

10.12 ＩＰＣＣ 地球温暖化予測　日本勢、シナリオで存在感　第５次報告書作業が本格化　排出量マイ
ナス試算も

日経産業新聞

10.12 石垣・白保　サンゴ激減　生息域４分の１に 読売新聞　夕刊

10.13 震災えひめ２０１１　伊方原発再考　福島が問うリスク＝第５部　事故時の影響（１）　大気 愛媛新聞

10.14 国立環境研究所予測　アブラヤシ農園　熱帯雨林伐採で　炭素貯蓄量６５％低下 日経産業新聞

10.16 なっとく科学の言葉＝オゾンホール 読売新聞

10.17 ＮＡＳ 電池ナトリウム火災　鎮火に半月　東電新エネでも事故　管内１００カ所停止などし原因
究明へ

常陽新聞

10.17 地球環境行動会議国際会議　５テーマで議論　再生エネで地域活性化 電気新聞

10.17 文科省など調査　セシウム　首都圏に点在　局地的に高濃度　雨水通じ側溝に蓄積 日本経済新聞

10.19 プロ野球の節電策　球界率先　照明絞り対応 読売新聞

10.19 沿岸海域で６月にプランクトン量増　県環境科学センター発表会 北日本新聞

10.20 アジア低炭素社会で一般公開シンポジウム 化学工業日報

10.22 テーブルサンゴ　駿河湾にも群生 朝日新聞　夕刊

10.22 震災がれき受け入れ　放射性物質汚染に懸念　「安全確保優先」の判断 山陽新聞

10.23 ナゾ謎かがく＝なぜ北極にオゾンホール？　温暖化ガスの増加一因 日本経済新聞

10.24 今夏の電力消費　つくば市２１％削減　市挙げての節電対策が効果 常陽新聞

10.24 北極でも“オゾンホール”　南極上空ほど冷えないはず…監視を強め原因探る 毎日小学生新聞

10.25 柏市のセシウム検出　高放射線　雨で私の町も？ 産経新聞

10.26 日本ガイシも停止要請　ＮＡＳ電池のナトリウム火災で 常陽新聞

10.27 熊本の専門家指摘　諫早湾干拓調整池アオコ増加　「天然カキに悪影響」　開門調査で除去を 熊本日日新聞

10.28 １１年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する公開セミナー 化学工業日報

10.28 柏市の高放射線　検出から１週間　除染は手つかず 東京新聞

10.29 衛星使い ＣＯ2 収支推定　環境研　宇宙機構 茨城新聞

10.29 国立環境研究所　衛星データで　ＣＯ2 量詳しく推定 日本経済新聞

10.31 環境省－国立環境研究所－ ＪＡＸＡ　全球の ＣＯ2 収支　衛星観測データで推定　不確実性が大
幅低減

化学工業日報

10.31 月・地域別の ＣＯ2 収支「いぶき」使い推定 日経産業新聞

10.31 住友財団　基礎科学・環境の研究助成 日刊工業新聞

11.1 応用生態工学会 ＷＳ　中長期的な視野で案件ごとに議論を 建設通信新聞

11.1 第５７回日本水環境学会セミナー 化学工業日報

11.2 ＣＯ2 の排出量測定　衛星使い精度アップ　ＪＡＸＡと環境省など　不確実性を半減 環境新聞

11.2 メカニズム解明へ　環境省が本格調査　柏の高線量検出 毎日新聞

11.2 環境省など　柏市セシウム汚染　経緯を本格調査 日本経済新聞

11.2 知りたい　放射能（１）＝土砂や落ち葉と移動　「ホットスポット」新たにできる場合も 読売新聞

11.3 国立環境研究所が分析　放射能　２ルートで関東へ　拡散、気象状況で変化 北海道新聞

11.5 ふしぎ科学館＝気象のナゾ　山頂で探る 読売新聞　夕刊

11.5 今さら聞けない ＰＬＵＳ ＝水銀と魚介類　摂取の目安は妊婦向けのみ 朝日新聞

11.9 日本海側最北　対馬に南方サンゴ 読売新聞　夕刊

11.10 探求人＝国立環境研究所地球環境研究センター室長　中島英彰さん　北極オゾンホール「想定外」 朝日新聞

11.11 松江市　野鳥死骸からインフル陽性 毎日新聞

11.11 松江市・美保関町　野鳥死骸から Ａ型インフルエンザウイルス　今シーズン全国初確認 大阪日日新聞
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23.11.11 松江市で回収　野鳥死骸から Ａ 型ウイルス 中国新聞

11.11 松江市で回収コハクチョウ死骸　鳥インフルエンザウイルス陽性　今シーズン全国初 山陰中央新報

11.11 松江市美保関町　野鳥死骸からＡ 型インフルエンザウイルス　今シーズン全国初確認 日本海新聞

11.12 鳥インフルエンザ陽性　島根、鳥取両県１０キロ圏で野鳥監視　中海周辺　警戒強める養鶏業者 山陰中央新報

11.15 東京都環境審議会中間報告　環境、防災で両面展開　東京の国際競争力回復 建設通信新聞

11.16 南極オゾンホール　低気圧の形が大きさ左右 日本経済新聞

11.17 日本建設業経営協会　第３５回中央技術研究所研究発表会　ひび割れ抑制など成果４件 日刊建設産業新聞

11.17 日本建設業経営協会が中技研技術発表・講演　切磋琢磨の集大成 建設通信新聞

11.17 福島に除染研究拠点　環境省、来年４月新設 日本経済新聞　夕刊

11.18 ブリヂストン　国内工場で環境影響評価　タイヤ４工場はＷＥＴ 試験　生物多様性も調査 化学工業日報

11.19 鳥取県衛生環境研究所　ブラウン管テレビのガラスから　再利用、放射線対策に期待　鉛分離で新
技術

日本海新聞

11.21 「ＣＯＰ１７」２８日開幕　「京都」後の枠組み作り難航　中印は延長を主張　「気温上昇抑制」厳
格化も課題

読売新聞

11.22 オゾンホール 朝日小学生新聞

11.22 東京都　太陽熱利用機器拡大へ　設置義務化を検討　環境審中間報告で明示 日刊建設産業新聞

11.23 鳥インフルエンザ　加江田川　今季初ふん便調査　防疫準備呼び掛け 宮崎日日新聞

11.24 ブリヂストンが試験　工場排水の影響「極めて低い」 日経産業新聞

11.26 環境省　松江市鳥インフル　低病原性と発表 毎日新聞　大阪

11.27 気温上昇で異常気象　世界の環境変化を報告　国際シンポ「地球温暖化の目撃者」 毎日新聞

11.27 松江鳥インフル　低病原性と判明　監視重点区域解除 毎日新聞

11.29 環境放射能除染学会が発足　多分野の知見集積・提供 化学工業日報

11.30 環境放射能除染学会が発足　新法検討など多彩に活動　東京で設立総会　会長に不破敬一郎氏 環境新聞

11.30 東京都環境審議会　政策提言中間報告　太陽熱利用機器　新築住宅に設置義務化 日刊建設工業新聞

12.3 ふしぎ科学館＝へその緒に病気治す力 読売新聞　夕刊

12.5 ＣＯ2 濃度が最高水準　１０年・世界、ＧＣＰ報告　排出量、前年比５．９％増 茨城新聞

12.5 GＣＰ 報告　世界のＣＯ2 排出量　１０年は５．９％増に　大気中濃度も記録的水準 化学工業日報

12.5 キーワード　サンゴの白化現象 読売新聞

12.5 トーア再保険　エコ・カレンダー２０１２作成　“ＥＣＯＮＯＳＡＵＲＵＳ”　地球温暖化防止など
をテーマに

保険毎日新聞

12.5 国立環境研究所　サンゴ北上　定点観測　生態系に変化も 読売新聞

12.5 国立環境研究所分析　アマゾン流域干上がる？　温暖化　今世紀末にも 毎日新聞

12.5 世界の ＣＯ2 排出　最大に　２０１０年３３４億トン　リーマン・ショック後の減少から反転 読売新聞

12.6 余録＝ジャングル 毎日新聞

12.6 余録＝ジャングル 毎日新聞　大阪

12.7 国立環境研究所など調査チーム ２０１０年末のＣＯ2 濃度　過去８０万年間 人類史上最高水準に 電気新聞

12.8 英国科学誌に掲載　昨年の ＣＯ2 排出量　過去最高 朝日新聞

12.12 千葉市　最終処分場長期維持管理　５月に ＷＴＯ公告 建設通信新聞

12.13 クローズアップ２０１１＝温暖化対策　２０年新枠組み　米中　軟化迫られ　延長拒否　日本影薄く 毎日新聞

12.15 １２年度概算要求　除染実施に３７００億　農地や漁場の復旧も 原子力産業新聞

12.16 行政刷新会議調査　天下り先と不透明契約　８独法の２７６事業で 読売新聞

12.16 防災キャンペーン３　１１年度３次補正予算が成立　大震災関連経費は１１．７兆 日刊建設産業新聞

12.17 福島第１原発　冷温停止状態　原発　水と苦闘９カ月　セシウム　山沿い蓄積 毎日新聞

12.20 日本興亜損保、地球温暖化の影響と対策に関するシンポジウムを開催 日刊自動車新聞

12.22 岩手中部広域行政組合　ＤＢＯ方式のクリーンセンター整備・運営　総合評価一般で公告 日刊建設産業新聞

12.22 岩手中部広域行政組合　クリーンセンターを公告　３月１５日まで受け付け 日刊建設工業新聞

12.22 岩手中部広域行政組合 ＤＢＯ　広域クリーン Ｃを公告　参加申請３月１５日まで 建設通信新聞

12.22 森林の荒廃　霞ヶ浦に影響　国立環境研究所　筑波山で調査 常陽新聞

12.22 中央環境審議会　地球環境部会　省エネ、再エネ拡充を　山路憲治氏からヒア 電気新聞

12.22 増加する光化学オキシダント原因物質　富山県、啓発へモデル実験　中小企業の排出削減を 北日本新聞

12.23 ２１００年の平均気温予測　長野県内３～５度上昇　県検討会　温暖化の影響指摘 信濃毎日新聞

12.24 時代の証言者　リスクを計る　中西準子（２４）＝ダイオキシン発生源探る 読売新聞

12.24 浄化役の森林、最大の汚濁源　間伐遅れ、渓流水に影響　霞ヶ浦条例から３０年　変わる汚濁の“顔” 常陽新聞

12.25 温暖化　増えた南極の雪　海面への影響は研究途上 日本経済新聞

12.26 山階鳥類研究所　ツバメの巣で影響調査　福島原発　放射線の被害は？ 毎日新聞　夕刊

12.30 大気汚染　地点別・季節変動に迫る　微小粒子　一部で環境基準超過　霞ヶ浦条例から３０年　変
わる汚濁の“顔”

常陽新聞

12.30 漂流がれき　日米協議へ　３００万トン、費用や汚染懸念 東京新聞

24.1.1 自動車行政　今年の動き　経済産業省　国土交通省　環境省　警察庁 日刊自動車新聞

1.1 新たな展開へ２０１２　建設・インフラのグローバル市場に挑む　パッケージ型インフラ輸出の展望 日刊建設工業新聞

1.1 新春座談会　復興・持続への取り組みと方向 水道産業新聞

1.5 化学物質のこわさを警告　「沈黙の春」出版から５０年　環境保護の大切さ気づかせた 朝日小学生新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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24.1.5 環境保全に理解を　２８日に水戸で「エコフォーラム」 常陽新聞

1.6 オオハクチョウが鳥インフル陽性 産経新聞

1.6 角田市のため池　鳥インフルエンザウイルス陽性確認 河北新報

1.6 環境省　宮城で鳥インフル陽性 日本経済新聞

1.6 宮城の野鳥からインフル検出　１０キロ圏農家異常なし 日本農業新聞

1.8 ３０日、国際シンポ　里山の価値と震災の影響探る 日本農業新聞

1.8 環境省１６年目標　ＣＯ2 観測衛星に後続機　精度１０倍　国別監視も 毎日新聞

1.9 原発事故受け、山階鳥類研究所　ツバメの巣で生態系調査 千葉日報

1.9 山階鳥類研究所　ツバメの巣集め生態系調査　原発事故影響は？　全国に協力呼び掛け 河北新報

1.9 山階鳥類研究所　放射性物質の影響　ツバメの巣で調査 東京新聞

1.9 千葉・山科鳥類研究所　ツバメの巣で生態系調査　原発事故影響探る 岩手日報

1.9 千葉の研究所　放射性物質の影響　ツバメの巣で調査 福島民報

1.9 放射性物質の生態系影響　ツバメの巣で調査 福島民友

1.10 原発事故　生態系への影響　ツバメの巣で調査 日本経済新聞

1.11 昨年末、角田市で発見　ハクチョウの死骸　鳥インフルエンザは陰性 河北新報

1.11 放射能汚染廃棄物　処理促進へ技術のコンセプト化急務 環境新聞

1.13 論説＝津波とヘドロ　「海との共生」問い直す 岩手日報

1.15 社説＝射程　アスベスト処理の徹底を 熊本日日新聞

1.16 ソロモンの頭巾＝ＣＯ2、レッドゾーンへ 産経新聞

1.16 電通がセミナー開く　「サステナブル・ライフスタイル」 電通報

1.17 福島大　８教授が定年退職へ 福島民友

1.17 福島大　８教授退職へ　人材育成や研究に貢献 福島民報

1.18 環境保全理解へ　水戸でフォーラム　２８日 茨城新聞

1.20 日本興亜損保　「エコプロダクツ２０１１」シンポジウム　地球温暖化の影響と対策について講演 保険毎日新聞

1.21 エコノ探偵団＝「嫌われ者」ＣＯ2 が人気なの？　宅配増え冷却用に脚光　作物の育成速める役目
も

日本経済新聞

1.21 ニュースの追跡・話題の発掘＝環境省　焼却ありき密室で決定　フィルター本当に安全？ 東京新聞

1.23 気になる真実＝新たな削減対象 日経産業新聞

1.23 上智大学大学院　鷲田豊明教授が指摘　地球温暖化　途上国で穀物減収　食糧確保不安定に 日本農業新聞

1.24 日水コン中央研究所と ＷＥＴシステム研究会　生物を用いた排水管理手法で講演会 日刊建設工業新聞

1.27 環境省工程表　年５０ミリシーベルト以下地域　除染１４年３月末に完了 中日新聞

1.27 行程表　高汚染区「除染もう無理」　避難者　いら立ち募る　「町全体で移住」注文 東京新聞

1.27 長野県環境保全研など「生育適地」将来予測　県内リンゴ温暖化でピンチ　品種改良や転作「将来
の備え必要」

信濃毎日新聞

1.28 函館市で発表会　放射性廃棄物処理策を報告 北海道新聞

1.29 仙台市で来月シンポ　沿岸域の生態系　津波の影響報告 河北新報

1.30 さいたま市理系女子こんな生活　研究者　高校生に魅力紹介 埼玉新聞

2.1 環境保全功労者など表彰　水戸で「いばらきエコフォーラム」講演や事例発表も 常陽新聞

2.1 放射性物質含む焼却灰　埋め立て処分性状で区別を　国環研山田氏提言　吸着性弱い飛灰 環境新聞

2.2 日水コンら　生物用いた排水管理手法　24 日に講演会 建設通信新聞

2.4 ぽぽるの目＝ミノムシあれれ？　そんな虫いない？！　二重寄生でピンチ　「大」「茶」探してみよう 日本農業新聞

2.5 厳冬期で警戒　鳥インフル　精度低い簡易検査　改善目指す環境省　危険度高いマガンは１羽から 北海道新聞

2.5 政府構想、企業立地誘う　福島に放射線研究拠点 朝日新聞

2.8 ２４日に ＷＥＴ関連で講演会（日水コン） 環境新聞

2.8 日本環境化学会　ＷＥＴ研究懇話会設立　来月１０日には市民講演会 化学工業日報

2.12 熊本大研究で可能性浮上　０９年に有明海で異常繁殖の海藻　アナアオサとは別種！？ 熊本日日新聞

2.13 中央環境審議会小委　「２５％目標」見直し開始　削減数値に選択肢 電気新聞

2.15 社説＝科学の総合的知見でエコチル調査を 化学工業日報

2.15 大気中酸素濃度分布　精密測定システム開発　船上長期観測に成功 化学工業日報

2.15 東京都環境審議会　震災後の環境施策提言　太陽光発電　設置負担軽減策を検討 日刊建設産業新聞

2.17 甘くみるなヌートリア　生息域・被害広がる　全国区「時間の問題」 日本農業新聞

2.20 干潟の回復力　自然の浄化槽　種の供給源 しんぶん赤旗

2.21 経産省　エネ需要見直し　ＧＤＰ 下方修正受け　成長堅調・鈍化で推計 日刊工業新聞

2.23 国立研究機関長協議会　研究開発強化へ役割巡りシンポ 日経産業新聞

2.24 海を探る（１）サンゴの北上現象を追う　国立環境研究所／生物多様性評価・予測研究室 朝日新聞

2.26 イネ外来種　船で「侵略」　繁殖地いずれも貿易港近く　「バラスト水に種混入」対策急務 読売新聞

2.27 新分野に挑戦する中小企業６社の戦略をみる　脚光浴びる“大阪発”の技術力 金融経済新聞

2.27 本格研究ワークショップ「持続可能な低炭素社会へのシナリオ」 読売新聞　大阪

2.29 第２１回　地球環境大賞　Ｓｉｎｃｅ１９９２　持続可能な社会へ　深化する企業の環境活動 フジサンケイビジネスアイ

2.29 地球環境特集　生物多様性の保全　機運高まる日本企業　影響数値化で目標明確に 日刊工業新聞

2.29 中央環境審議会小委　１３年以降の施策で自動車 ＷＧ が報告 日刊自動車新聞

3.2 研究機関労組が市民講座を開催　あすからつくばで 毎日新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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24.3.4 社説＝射程　光化学大気汚染に警戒 熊本日日新聞

3.5 岩手沿岸　内陸性の雑草増加　高波被害を懸念　根浅く砂浜削られる可能性 毎日新聞夕刊

3.8 日水コン中央研究所が講演会　日本に全排出毒性試験定着を 建設通信新聞

3.9 霞ヶ浦　流入５河川汚染調査　アサザ基金　放射性物質を懸念 毎日新聞

3.10 政権提案へ　除染・廃炉・再生エネ　福島・双葉郡に研究拠点 朝日新聞

3.11 ３．１１東日本大震災１年　中間貯蔵に慎重姿勢　着工への協議難航か　住民帰還に影響必至 福島民友

3.11 政府が福島県に方針提示　放射性物質中間貯蔵施設　双葉郡３町に設置 日本農業新聞

3.14 ＷＥＴ 研究懇話会が提案　ＷＥＴ　排水リスク管理に有用　混合物評価の突破口に　欧米・韓国
などは導入ずみ

化学工業日報

3.22 ＣＯ2 測定へ機器設置　陸別で環境研　道内で３台目 北海道新聞

3.22 クロスオーバー＝温暖化ガス排出削減対策　環境省案現実離れ　将来政策極端な傾斜の恐れ 電気新聞

3.22 原始力シェアで選択肢　総合資源エネルギー調査会がシナリオ検討へ　各委員が３０～０％推奨 原子力産業新聞

3.22 陸別に ＦＴＩＲ導入　国立環境研が炭素循環研究 十勝毎日新聞

3.23 北海道・陸別町、５研究機関と連携　科学教育拡充目指す 北海道新聞

3.24 陸別町に出前授業など研究還元拡大　社会連携協６機関に　北大大学院など新加入 十勝毎日新聞

3.29 環境省試算公表　国内のエネルギー消費量　「最大で２３％削減可」 毎日新聞

3.30 国立環境研究所　低炭素戦略の作成を支援 日刊工業新聞

年 月 日 見 　 　 　 出 　 　 　 し 新聞社名
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９  ． 環境情報に関する業務の状況

（ １ ） 環境情報の収集、 整理及び提供に関する業務

①環境展望台 （旧環境 GIS を含む） のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 1,208,518 件

③環境データ フ ァ イル提供実績 貸 　 出 3,788 件

（ ２ ） 研究所の広報及び成果の普及に関する業務

①国立環境研究所ホームページ ( 基幹システム ) のア ク セス ( ページビ ュー ) 件数 35,542,487 件

②国立環境研究所ホームページへの照会件数

質 　 問 　 等 139 件

リ ン ク依頼 17 件

出版物掲載依頼 30 件
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予算区分別研究課題一覧

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
1115SP010 地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 笹野泰弘 15

1115SP020 循環型社会研究プログラム 大迫政浩 大迫政浩 28

1115SP030 化学物質評価・管理イノべーション研究プログラム 白石寛明 白石寛明 39

1115SP040 東アジア広域環境研究プログラム 大原利眞 大原利眞 45

1115SP050 生物多様性研究プログラム 竹中明夫 竹中明夫 55

1115SP060 流域圏生態系研究プログラム 今井章雄 今井章雄 64

1115SP070 環境都市システム研究プログラム 藤田壮 藤田壮 70

1115SP080 小児・次世代環境保健研究プログラム 新田裕史 新田裕史 74

1115SP090 持続可能社会転換方策研究プログラム 原沢英夫 原澤英夫 78

1115SP100 先端環境計測研究プログラム 柴田康行 柴田康行 80

研究 PJ 1115AA011 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予

測に関する研究

向井人史 谷本浩志・杉田考史・野尻幸宏・
向井人史・梁乃申・寺尾有希夫・
町田敏暢・笹川基樹・白井知子・
高橋善幸・三枝信子・遠嶋康徳・
Shamil Maksyutov・伊藤昭彦・
中山忠暢・横田達也・森野勇・
吉田幸生・横内陽子・斉藤拓也・
荒巻能史・小熊宏之・唐艶鴻・
須永温子・後藤誠二朗・奈良英樹・
中岡慎一郎・宮崎千尋・
Belikov Dmitry・Vinu K. Valsala・
金憲淑・佐伯田鶴・高橋厚裕・
井上誠・菊地信弘・沈妙根

15

1115AA012 地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究 江守正多 江守正多・申龍熙・藤森真一郎・
久保田泉・山形与志樹・伊藤昭彦・
花崎直太・横畠徳太・安立美奈子・
中道久美子・庄山紀久子・飯尾淳
弘・高橋潔・増井利彦・肱岡靖明・
亀山康子・森田香菜子・
Strassmann Kuno・野沢徹・
小倉知夫・塩竈秀夫・阿部学・
川瀬宏明・石崎安洋・千田昌子・
瀬谷創

22

1115AA013 低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策

評価に関する統合研究

増井利彦 藤野純一・増井利彦・花岡達也・
亀山康子・芦名秀一・加用現空・
須田真依子・南齋規介・肱岡靖明・
高橋潔・金森有子・明石修・
藤森真一郎・岩渕裕子・戴瀚程・
久保田泉・森田香菜子・原澤英夫・
日引聡・岡川梓・甲斐沼美紀子

25

1115AA021 国際資源循環に対応した製品中資源性・有害性物質

の適正管理

寺園淳 吉田綾・滝上英孝・小口正弘・
中島謙一・肴倉宏史・梶原夏子・
南齋規介・鈴木剛・寺園淳・
田崎智宏・横尾英史

28

1115AA022 アジア地域に適した都市廃棄物の適正管理技術シス

テムの構築

山田正人 大迫政浩・石垣智基・遠藤和人・
徐開欽・蛯江美孝・小林拓朗・
神保有亮・山田正人・河井紘輔

35

1115AA023 地域特性を活かした資源循環システムの構築 田崎智宏 藤井実・大迫政浩・稲葉陸太・
中島謙一・小口正弘・南齋規介・
山田正人・石垣智基・加用千裕・
河井紘輔・平野勇二郎・田崎智宏・
佐野彰・小島英子

37

1115AA031 化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研

究

田中嘉成 多田満・横溝裕行・林岳彦・
田中嘉成・堀口敏宏・渡部春奈・
鑪迫典久・児玉圭太・漆谷博志

41

1115AA032 ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関

する研究

平野靖史郎 平野靖史郎・古山昭子・藤谷雄二・
黒河佳香・石堂正美・曽根秀子・
鑪迫典久

43

1115AA033 化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研

究

鈴木規之 青木康展・櫻井健郎・藤巻秀和・
林岳彦・鈴木規之・今泉圭隆・
河合徹・滝上英孝・松橋啓介・
青柳みどり・日引聡・村山麻衣

44

1115AA041 観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染

の解明と評価

谷本浩志 三好猛雄・西澤匡人・清水厚・
菅田誠治・永島達也・森野悠・
近藤美則・清水英幸・猪俣敏・
向井人史・町田敏暢・青野光子・
上田佳代・伊禮聡・大原利眞・
高見昭憲・谷本浩志・佐藤圭・
原由香里・奈良英樹

45

1115AA042 広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生

態系変調の解明

越川海 水落元之・越川海・王勤学・
岡寺智大・牧秀明・東博紀

54
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研究 PJ 1115AA052 生物多様性の広域評価およびシナリオ分析による将

来予測に関する研究

竹中明夫 石濱史子・竹中明夫・角谷拓・
横溝裕行・深澤圭太

59

1115AA053 人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価と管理手

法に関する研究

五箇公一 岡本卓・森口紗千子・井上真紀・
深澤圭太・横溝裕行・大沼学・
山野博哉・唐艶鴻・中嶋信美・
五箇公一

61

1115AA061 流域圏における生態系機能と環境因子の連動関係の

定量評価に関する研究

林誠二 今井章雄・冨岡典子・高津文人・
有田康一・川崎伸之・佐藤貴之・
小松一弘・広木幹也・玉置雅紀・
金谷弦・渡邊圭司・矢部徹・
渡邊未来・越川昌美・岩崎一弘・
林誠二・中村雅子・竹岡理絵・
山田勝雅

65

1115AA062 戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評

価に関する研究

福島路生 亀山哲・広木幹也・野原精一・
村田智吉・冨岡典子・福島路生・
吉田勝彦

69

1115AA071 都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証プ

ロセスの構築

藤田壮 大場真・岡寺智大・珠坪一晃・
水落元之・孫穎・平野勇二郎・
藤井実・一ノ瀬俊明・藤田壮

71

1115AA072 環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオの構築 松橋啓介 芦名秀一・松橋啓介・近藤美則・
肱岡靖明・山形与志樹・藤野純一・
有賀敏典

73

1115AA081 環境汚染物質曝露による健康影響評価に係る疫学調

査手法の高度化に関わる研究

新田裕史 田村憲治・新田裕史・上田佳代・
佐藤ゆき・小林弥生・中山祥嗣・
道川武紘・鈴木規之・今泉圭隆・
橋本俊次・田邊潔

74

1115AA082 環境汚染物質曝露による小児・次世代への健康影響

の機構解明と評価システムの構築に関する研究

新田裕史 小池英子・新田裕史・鈴木武博・
内匠正太・佐野友春・青木康展・
Tin-Tin-Win-Shwe・伊藤智彦・
野原恵子・前川文彦

75

1115AA091 将来シナリオと持続可能社会の構築に関する研究 原沢英夫 亀山康子・松橋啓介・久保田泉・
芦名秀一・増井利彦・藤野純一・
原澤英夫・肱岡靖明・高橋潔・
花岡達也・金森有子・日引聡・
岡川梓・甲斐沼美紀子・
藤森真一郎・田崎智宏・南齋規介・
江守正多・花崎直太・田邊潔

79

1115AA092 持続可能なライフスタイルと消費への転換に関する

研究

青柳みどり 吉田綾・金森有子・田崎智宏・
青柳みどり

80

1115AA101 多次元分離技術による環境および生体中有機化学物

質の網羅分析法の開発

橋本俊次 高澤嘉一・橋本俊次・伏見暁洋・
田邊潔・柴田康行・中島大介・
滝上英孝・中山祥嗣

80

1115AA102 新しい環境トレーサーを用いた環境動態解析法の開

発と計測

横内陽子 田中敦・武内章記・瀬山春彦・
内田昌男・斉藤拓也・荒巻能史・
横内陽子・近藤美由紀

81

1115AA103 先端的分光遠隔計測技術の開発に関する研究 杉本伸夫 山野博哉・小熊宏之・松永恒雄・
西澤智明・日暮明子・松井一郎・
杉本伸夫・山本聡・横田康弘

83

1115AA051 生物多様性の景観的および遺伝的側面とその観測手

法に関する研究

高村健二 松崎慎一郎・石原光則・出村幹英・
今藤夏子・上野隆平・小熊宏之・
山野博哉・河地正伸・玉置雅紀・
高村健二

56

0610AA402 東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 杵島修三・濱野裕之・王勤学・
水落元之・耿涌・呉通華・大場真・
劉晨・神村一幸・Nguyen Cao DON・
平野勇二郎・村上正吾・
珠坪一晃・牧秀明・林誠二・
木幡邦男・徐開欽・中山忠暢・
藤田壮・東博紀・岡寺智大・
越川海

奨励 1011AF006 化学気候モデルの長期ランを利用した、成層圏オゾ

ンの対流圏気候への影響評価に関する研究

中村哲 中村哲・秋吉英治 112

1011AF007 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及

ぼす影響

渡邊圭司 渡邊未来・渡邊圭司 66

0913AF001 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび

拡散に関するモニタリング

中嶋信美 中嶋信美・西沢徹 183

1011AF010 河川水の溶存無機炭素の安定同位体比による河川を

含めた流域の炭素循環の解析

高津文人 高津文人・今井章雄 166

1015AF001 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄

辺戸・長崎福江におけるモニタリング

高見昭憲 高見昭憲・杉本伸夫・横内陽子・
佐藤圭・清水厚・鈴木規之

52

1011AF005 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動

評価法開発

前川文彦 前川文彦 76
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奨励 1011AF009 自動車からのガス状ニトロ有機化合物の排出に関す

る実大気観測

猪俣敏 猪俣敏・谷本浩志・藤谷雄二・
伏見暁洋

112

0711AF303 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期

モニタリング

堀口敏宏 堀口敏宏・白石寛明・児玉圭太・
李政勲

141

1011AF008 都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネット

ワーク構造の評価

今藤夏子 今藤夏子 183

1015AF002 熱帯林における土壌呼吸を中心とした炭素循環モニ

タリング

梁乃申 安立美奈子・向井人史・梁乃申 114

1112AF001 震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的

多様性への影響の定量化

山田勝雅 山田勝雅 192

特別研究 0811AG001 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互

作用に関する研究

今井章雄 岩崎一弘・林誠二・野原精一・
冨岡典子・川崎伸之・佐野友春・
佐藤貴之・高津文人・今井章雄・
小松一弘

99

0911AG001 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理シ

ステムの開発

珠坪一晃 小野寺崇・蛯江美孝・水落元之・
珠坪一晃・徐開欽・冨岡典子

162

1011AG001 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物

影響評価に関する研究

牧秀明 金谷弦・中村泰男・越川海・
東博紀・牧秀明

101

0911AG003 全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデ

ル及び貿易モデルの開発と長期シナリオ分析への適

用

日引聡 日引聡・花崎直太・増井利彦・
肱岡靖明・岡川梓・金森有子・
久保田泉・須賀伸介・一ノ瀬俊明・
高橋潔・山本隆広・藤森真一郎・
宮脇幸治

107

0911AG004 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する

研究

高見昭憲 高見昭憲・平野靖史郎・伏見暁洋・
森野悠・古山昭子・藤谷雄二・
佐藤圭・大原利眞・新田裕史・
瀬田孝将・上田佳代

163

0911AG007 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリッ

クスの開発

曽根秀子 曽根秀子・赤沼宏美 141

地環研 1011AH002 大気中粒子状物質の成分の短期曝露による健康影響

評価

上田佳代 上田佳代 203

0911AH001 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 青野光子・久保明弘 47

1012AH001 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的

要因解析

田中敦 田中敦 100

1012AH003 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 田中嘉成 167

0911AH002 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について 柴田康行 柴田康行・高澤嘉一・中山祥嗣・
吉兼光葉

218

1012AH004 PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄

与評価に関する研究

大原利眞 菅田誠治・大原利眞 49

0911AH003 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研

究

矢部徹 中村雅子・矢部徹・有田康一・
竹岡理絵

180

1012AH005 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシス

テムの構築

清水英幸 清水英幸・伊藤祥子 50

1012AH006 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンお

よび酸性霧による森林影響

清水英幸 清水英幸・伊藤祥子 51

1011AH001 大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び環

境ホルモン活性を指標とした地域特性の調査研究

中島大介 中島大介・白石不二雄 146

1012AH002 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 中島大介・白石不二雄 147

1113AH001 震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理に

よって引き起こされる化学物質汚染の一次スクリー

ニング

中島大介 中島大介・白石不二雄 155

0911AH005 博多湾における円石藻の非円石細胞ステージのモニ

タリング

河地正伸 河地正伸 57

1012AH007 東京湾東部における未確認有害植物プランクトンの

モニタリング

河地正伸 河地正伸 58

1112AH001 水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモデ

ル向上に資する調査研究

今泉圭隆 今泉圭隆・白石不二雄 153

GOSAT 1115AL001 GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改

訂

横田達也 吉田幸生・森野勇・高木宏志・
内野修・Sergey Oshchepkov・
Andrey Bril・横田達也・渡辺宏・
河添史絵・田中ゆき・菊地信行・
Shamil Maksyutov・松永恒雄・
開和生・横田康弘・二宮啓一郎

89
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エコチル調

査

1032AM001 子どもの健康と環境に関する全国調査 佐藤洋 佐藤洋・新田裕史・田村憲治・
佐藤ゆき・小野雅司・米元純三・
伊藤裕康・佐々木裕子・中山祥嗣・
道川武紘・須田英子・柴田康行

95

新発想 1111AN001 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発（特異的

プライマーを用いて）

冨岡典子 冨岡典子・今井章雄・小松一弘・
高津文人

67

1111AN002 ヒト脳健康影響指標を指向する無侵襲 3D 全脳生体

鉄イメージング法の研究

渡邉英宏 渡邉英宏 223

分野横断 1113AO001 汎用 IT 製品中金属類のライフサイクルに着目した

環境排出・動態・影響に関する横断連携研究

滝上英孝 滝上英孝・梶原夏子・鈴木剛・
小口正弘・藤森崇・中島大介・
白石不二雄・稲葉一穂・岩崎一弘・
村田智吉・山村茂樹

131

1115AO001 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合データ

ベース構築と植生群落の空間解析

亀山哲 亀山哲・野原精一 173

基盤整備 1115AP010 地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境

データベースの整備、地球環境研究支援

向井人史 小熊宏之・向井人史・笹野泰弘・
町田敏暢・笹川基樹・三枝信子・
高橋善幸・中島英彰・白井知子・
梁乃申・寺尾有希夫・遠嶋康徳・
谷本浩志・野尻幸宏・横内陽子・
斉藤拓也・荒巻能史・杉田考史・
横田達也・吉田幸生・森野勇・
曾継業・打上真一・福澤謙二・
山野博哉

87

1115AP020 資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備 田崎智宏 徐開欽・寺園淳・吉田綾・
加用千裕・河井紘輔・倉持秀敏・
田崎智宏・南齋規介・中島謙一・
小口正弘・肴倉宏史・大迫政浩・
石垣智基・稲葉陸太・蛯江美孝・
遠藤和人・山田正人

92

1115AP030 生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンス・ラ

ボラトリー )、環境リスクに関する化学物質データ

ベース

白石寛明 林岳彦・中島大介・菅谷芳雄・
鈴木規之・田中嘉成・青木康展・
今泉圭隆・鑪迫典久・白石寛明

93

1115AP040 「子どもの健康と環境に関する全国調査」の総括的

な管理・運営

佐藤洋 新田裕史・佐藤洋・田村憲治・
佐藤ゆき・小野雅司・米元純三・
伊藤裕康・佐々木裕子・中山祥嗣・
道川武紘・須田英子・柴田康行

95

1115AP050 環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環

境測定等に関する標準機関 ( レファレンス・ラボラ

トリー )

西川雅高 高木博夫・宇加地幸・佐野友春・
西川雅高・永野公代

96

1115AP060 環境試料の長期保存 ( スペシメンバンキング ) 柴田康行 柴田康行 97

1115AP070 環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集・系統保存・提

供

笠井文絵 河地正伸・笠井文絵 97

1115AP080 絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存 大沼学 大沼学 98

1115AP090 生物多様性・生態系情報の基盤整備 高村典子 冨岡典子・岡本卓・今井章雄・
小松一弘・高津文人・田中敦・
戸津久美子・五箇公一・河地正伸・
中川惠・岩崎一弘・西川雅高・
上野隆平・高村典子・松崎慎一郎・
武内章記

98

1115AP100 地域環境変動の長期モニタリングの実施、共同観測

拠点の基盤整備

高見昭憲 杉本伸夫・佐藤圭・高見昭憲・横
内陽子・清水厚・鈴木規之

101

1215AP110 放射性物質により汚染された廃棄物等の効率的な処

理・処分等に関する研究

大迫政浩 大迫政浩・川本克也・滝上英孝・
鈴木剛・小口正弘・藤森崇・
倉持秀敏・山本貴士・肴倉宏史・
山田正人・遠藤和人・石垣智基・
蛯江美孝

231

1215AP120 多媒体での放射性物質実態把握・動態解明 大原利眞 大原利眞・林誠二・東博紀・
森野悠・越川昌美・渡邊未来・
今井章雄・小松一弘・高津文人・
鈴木規之・今泉圭隆・野原精一・
松崎慎一郎・上野隆平・中嶋信美・
玉置雅紀・新田裕史・中山祥嗣・
田中敦・苅部甚一・高木麻衣・
柴田康行・土井妙子

231

センター調

査研究

1113AQ001 環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する

研究

瀬山春彦 内山政弘・田中敦・内田昌男・
武内章記・瀬山春彦・近藤美由紀

82

1111AQ001 国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に

関する研究

花岡達也 久保田泉・亀山康子・花岡達也 211

1111AQ014 健康影響の統合データベース HEALS の整備・更新 曽根秀子 白石寛明・平野靖史郎・赤沼宏美・
曽根秀子

149
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センター調

査研究

0811AQ001 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法

の検討および地域温暖化対策への適用

青柳みどり 青柳みどり 206

1115AQ001 市民および企業などの自主的な環境活動の理論およ

び効果に関する研究

森保文 森保文 214

1111AQ002 塩素系化学種を中心とした成層圏化学過程の研究 杉田考史 杉田考史 115

1113AQ002 生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程 瀬山春彦 瀬山春彦 224

1115AQ040 環境標準物質の開発と応用に関する研究 西川雅高 永野公代・宇加地幸・高木博夫・
佐野友春・西川雅高

96

1115AQ003 陸域モニタリング 三枝信子 山尾幸夫・後藤誠二朗・高橋厚裕・
小熊宏之・梁乃申・林真智・
高橋善幸・三枝信子・井手玲子・
平田竜一

88

1115AQ002 二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの研

究

佐藤圭 佐藤圭 173

1111AQ003 外来種セイヨウオオマルハナバチによる希少種ノ

サップマルハナバチへの生態リスク

井上真紀 井上真紀 188

1111AQ008 農業生態系における生物多様性指標（Satoyama 
Index）のグローバルパターンを規定する社会・経

済要因の抽出

角谷拓 角谷拓 189

0913AQ001 オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相

互作用に関する研究

秋吉英治 秋吉英治 109

1112AQ001 生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成に

ついての手法の開発

高村典子 今井葉子・高村典子・角谷拓 193

1115AQ004 地球環境データベースの整備 中島英彰 眞板英一・町田敏暢・野尻幸宏・
白井知子・曾継業・三枝信子・
向井人史・中島英彰

88

1115AQ005 微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析

に関する研究

佐野友春 高木博夫・佐野友春 96

1116AQ001 曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健

康リスク評価手法の開発

平野靖史郎 平野靖史郎・古山昭子・藤谷雄二・
黒河佳香・石堂正美・曽根秀子・
藤巻秀和

160

1111AQ004 伊豆諸島八丈島へ侵入したニホントカゲ外来個体群

による在来種オカダトカゲに対する遺伝的攪乱の動

態解析

岡本卓 岡本卓 188

1115AQ009 資源利用のライフサイクル管理に関するシステム評

価と制度研究

大迫政浩 中島謙一・寺園淳・田崎智宏・
遠藤和人・小口正弘・河井紘輔・
倉持秀敏・徐開欽・滝上英孝・
大迫政浩・稲葉陸太・南齋規介・
山田正人・横尾英史・吉田綾・
日引聡

136

0712AQ001 グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 Shobhakar DHAKAL・山形与志樹 91

1111AQ005 マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 窒素固定

菌の役割とその環境応答

井上智美 井上智美・今藤夏子 188

0812AQ001 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配

と反応性に関する研究

稲葉一穂 稲葉一穂 162

1012AQ001 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的

研究

小林弥生 小林弥生 203

1115AQ008 持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する

情報整備

増井利彦 戴瀚程・岩渕裕子・申龍熙
・藤森真一郎・明石修・金森有子・
花岡達也・高橋潔・増井利彦

215

1111AQ006 長期データを活用した陸水生態系評価 松崎慎一郎 松崎慎一郎 100

1011AQ001 センサネットワークを用いた都市大気モニタリング

システムの開発

内山政弘 内山政弘 220

1111AQ007 金属鉱山の採掘跡を利用した地下揚水発電の検討 内山政弘 内山政弘 211

1112AQ002 温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する

最新研究情報の収集と整理

高橋潔 高橋潔・増井利彦・肱岡靖明 212

1112AQ003 地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整

理と課題検討

高橋潔 高橋潔・久保田泉 212

1116AQ002 大気中オゾンと野生草本植物との相互作用の評価に

関する研究

戸部和夫 戸部和夫 200

1012AQ002 連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手法

の検討

松井一郎 松井一郎・杉本伸夫・清水厚・
西澤智明

221

1012AQ003 衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 杉本伸夫 222
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1011AQ002 ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクス

キームの開発に関する研究

西澤智明 西澤智明 221

1112AQ004 阿寒湖マリモの遺伝的多様性と生活史の解明に関す

る研究

中嶋信美 西沢徹・中嶋信美 98

0812AQ002 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の

解明

佐治光 佐治光・久保明弘・青野光子・
佐治章子

178

0913AQ002 分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 森野勇 110

1115AQ010 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環

を介して在来種に与える影響

吉田勝彦 吉田勝彦 197

1115AQ011 温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 ホワイト雅子・田辺清人・平井圭三・
大佐古晃・玉井暁大・伊藤洋・
畠中エルザ・赤木純子・尾田武文・
早渕百合子・野尻幸宏・酒井広平

89

0913AQ004 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 伏見暁洋・田邊潔・内田昌男・
近藤美由紀・藤谷雄二

165

1115AQ012 再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化

と適用

肴倉宏史 肴倉宏史・倉持秀敏・滝上英孝・
遠藤和人・鈴木剛・梶原夏子

136

0911AQ001 エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 野原恵子・前川文彦・小林弥生・
岡村和幸・鈴木武博・内匠正太

75

0911AQ002 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用

メカニズム

野原恵子 前川文彦・内匠正太・岡村和幸・
鈴木武博・野原恵子

202

1115AQ013 化学物質データベース等の整備・提供 今泉圭隆 青木康展・白石寛明・中島大介・
林岳彦・菅谷芳雄・今泉圭隆・
鈴木規之

94

1115AQ014 気候変動に伴う生物の分布変化が多様性と生態系の

構造に与える影響の解明

吉田勝彦 吉田勝彦 197

1111AQ009 鳥類胚発生における近交退化現象の実験的解析 川嶋貴治 川嶋貴治 189

1115AQ015 生態影響試験に関する標準機関（レファレンスラボ

ラトリー）機能の整備

鑪迫典久 菅谷芳雄・鑪迫典久・青木康展・
田中嘉成・林岳彦・中島大介・
白石寛明

94

0913AQ003 質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 猪俣敏 110

1115AQ016 負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測

手法の開発・評価

山本貴士 滝上英孝・梶原夏子・鈴木剛・
肴倉宏史・倉持秀敏・山本貴士・
遠藤和人・山田正人・寺園淳・
小口正弘

137

1115AQ017 環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究 青柳みどり 青柳みどり 215

1115AQ018 環境試料のタイムカプセル化に関する研究 田中敦 武内章記・苅部甚一・瀬山春彦・
柴田康行・田中敦

97

1115AQ019 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研

究

青木康展 青木康展・菅谷芳雄・古濱彩子・
松本理・鑪迫典久・林岳彦

157

1115AQ020 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術開

発

川本克也 川本克也・Salah Aljbour・魯保旺 137

1115AQ021 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発 鈴木規之 今泉圭隆・櫻井健郎・鈴木規之 157

1115AQ022 焼却炉メーカーにおけるパイロットプラント試験 川本克也 川本克也 138

1115AQ023 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究 鈴木規之 今泉圭隆・鈴木規之・櫻井健郎・
水川薫子

158

0913AQ005 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラ

ジェクトリ解析手法の研究

菅田誠治 菅田誠治 165

1115AQ024 環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及び

影響実態の把握・検証手法の開発

堀口敏宏 中島大介・白石不二雄・児玉圭太・
堀口敏宏

158

1115AQ025 化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方

法の開発

青木康展 青木康展・古濱彩子・林岳彦・
鑪迫典久・白石寛明

158

1115AQ026 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発 青木康展 青木康展・中島大介・松本理・
鑪迫典久・白石不二雄

159

0910AQ001 化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 田中嘉成・横溝裕行・真野浩行・
林岳彦

1115AQ027 高磁場 MRI 法の高度化とヒト健康影響指標への応

用

渡邉英宏 渡邉英宏 225

0612AQ001 外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの

検出に関する数値実験的研究

野沢徹 野沢徹 105

1113AQ003 オゾン層変動研究プロジェクト 野沢徹 秋吉英治・杉田考史・中島英彰・
野沢徹

115

1115AQ028 物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評価 中山忠暢 中山忠暢 21

1111AQ010 産業排水処理技術の最適化に関する研究 珠坪一晃 珠坪一晃 169
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1115AQ029 メタエコシステム評価による環境共生型社会構築に

向けた統合的手法の開発

中山忠暢 中山忠暢 119

1115AQ030 気候変動と水・物質循環のフィードバック機構の解

明

中山忠暢 中山忠暢 119

1116AQ004 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試験

法の体系化に関する研究

梅津豊司 梅津豊司 226

1115AQ031 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 岩崎一弘・山村茂樹 174

0912AQ001 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作

成

黒河佳香 黒河佳香 146

1115AQ032 地域環境再生のための総合的環境修復・循環技術シ

ステムの構築

徐開欽 小林拓朗・神保有亮・蛯江美孝・
徐開欽・佐野彰

138

1111AQ011 ラクトバチルス属によるメチル水銀の代謝に関する

研究

永野匡昭 岩崎一弘・永野匡昭 170

0711AQ001 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ

びその変動の抽出に関する研究

清水厚 清水厚 46

1114AQ001 ギシギシ亜属における絶滅危惧種・外来種間の交雑

の生態的メカニズムの解明

石濱史子 石濱史子 197

0911AQ003 環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関

する研究

向井人史 向井人史・田中敦 107

1115AQ033 資源循環・適正処理を支援する基盤技術研究 倉持秀敏 滝上英孝・山本貴士・肴倉宏史・
梶原夏子・倉持秀敏・鈴木剛

139

1115AQ034 生活系液状廃棄物の適正処理と温室効果ガス削減技

術システムの構築

徐開欽 蛯江美孝・徐開欽 139

1116AQ005 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態

学的研究

田中嘉成 多田満・真野浩行・横溝裕行・
田中嘉成

160

1115AQ035 大気・海洋モニタリング 町田敏暢 中根英昭・河地正伸・山野博哉・
高見昭憲・荒巻能史・斉藤拓也・
横内陽子・杉田考史・高橋善幸・
白井知子・Shamil Maksyutov・
笹川基樹・福澤謙二・遠嶋康徳・
谷本浩志・野尻幸宏・寺尾有希夫・
向井人史・町田敏暢

87

1112AQ005 外来種オオミノガヤドリバエの侵入によるオオミノ

ガの絶滅可能性

石井弓美子 今藤夏子・石井弓美子・高村健二・
高村典子・田中嘉成

193

1112AQ006 気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推

計と洪水リスクモデルの構築

岡川梓 宮脇幸治・日引聡・岡川梓・
須賀伸介

212

1011AQ003 温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分

析

岡川梓 岡川梓 209

0910AQ002 地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 岡川梓・日引聡 207

1115AQ037 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高

度化に関する研究

白石不二雄 白石不二雄・中島大介・河原純子 159

1111AQ012 シロイヌナズナの自然変異（ナチュラルバリエー

ション）を用いた環境適応遺伝子による適応的分化

に関する研究

玉置雅紀 玉置雅紀 190

1115AQ038 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シス

テムの開発

山田正人 山田正人・遠藤和人・石垣智基・
金喜鍾・石森洋行・肴倉宏史

140

0812AQ003 外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 矢部徹・玉置雅紀・有田康一 179

1012AQ004 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利

用に関する研究

清水英幸 清水英幸・伊藤祥子 167

1115AQ039 大量、多次元の環境計測データからの情報抽出技術

に関する研究

松永恒雄 大石優・山本聡・横田康弘・
開和生・加藤創史・小熊宏之・
松永恒雄

225

1011AQ004 大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究 西川雅高 西川雅高 96

1112AQ007 PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に関

する研究

白石不二雄 白石不二雄・中島大介・白石寛明 154

1112AQ008 クロマトグラフ - 質量分析法における物質同定のた

めの測定・解析手法に関する研究

白石寛明 鑪迫典久・白石寛明 154

1111AQ013 ノニルフェノールエトキシレートの水生生物に対す

る急性毒性試験

鑪迫典久 鑪迫典久・岡知宏・渡部春奈・
白石寛明

149

1112AQ009 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関す

る研究

越川昌美 越川昌美・渡邊未来・村田智吉 170

1112AQ010 ため池における湿生植物及び水生植物の種多様性を

規定する要因

石田真也 石田真也 194
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震災対応 1111AR001 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境・

健康影響評価に向けた戦略的サンプリング

中山祥嗣 新田裕史・田村憲治・鈴木剛・
田邊潔・柴田康行・中島大介・
櫻井健郎・伏見暁洋・田中敦・
橋本俊次・寺園淳・滝上英孝・
鈴木規之・白石不二雄・中山祥嗣

203

1111AR002 大津波による干潟環境と底生動物への影響評価 金谷弦 金谷弦・中村泰男・牧秀明 67

1113AR001 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュ

レーションと事後分析に基づく持続可能なワークス

タイルの実証研究

芦名秀一 芦名秀一・田邊潔・松橋啓介・
藤野純一

213

1111AR003 放射性物質汚染と塩害を同時に受けた土壌からの植

物による汚染物質吸収に関する予備的研究

玉置雅紀 西沢徹・矢部徹・玉置雅紀 190

1111AR004 安全・安心と資源循環に資する災害廃棄物処理技

術・システムに関する緊急研究

大迫政浩 神保有亮・蛯江美孝・山田正人・
遠藤和人・石垣智基・石森洋行・
金喜鍾・大迫政浩・川本克也・
河井紘輔・加用千裕・寺園淳・
滝上英孝・鈴木剛・小口正弘・
藤森崇・倉持秀敏・肴倉宏史

129

1111AR005 放射性物質の多媒体モデリングと長期モニタリング

に関する研究

大原利眞 松崎慎一郎・上野隆平・野原精一・
森野悠・東博紀・林誠二・今井章雄・
鈴木規之・田中敦・柴田康行・大
原利眞

170

環境－総合

推進

0712BA339 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュ

ニケーションに関する実証的研究

青柳みどり 青柳みどり 206

0911BA002 気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決

定に関する研究

亀山康子 亀山康子・久保田泉・森田香菜子 26

1113BA001 気候変動対策と生物多様性保全の連携を目指した生

態系サービス評価手法の開発

伊藤昭彦 伊藤昭彦・山形与志樹・三枝信子・
安立美奈子・庄山紀久子

116

0913BA006 アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制

度設計オプションとその形成過程の研究

亀山康子 久保田泉・森田香菜子・亀山康子 27

1014BA001 統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に

関する研究

肱岡靖明 肱岡靖明・高橋潔・増井利彦・
花崎直太・金森有子・日引聡・
松橋啓介・原澤英夫

210

0911BA001 大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定シ

ステムの開発

秋吉英治 秋吉英治・中村哲 108

1113BA005 外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発 五箇公一 森口紗千子・横溝裕行・井上真紀・
五箇公一・深澤圭太

63

1113BA002 統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮し

たわが国の温暖化政策の効果と影響

増井利彦 藤森真一郎・高橋潔・藤野純一・
花岡達也・明石修・花崎直太・
金森有子・甲斐沼美紀子・
芦名秀一・増井利彦・肱岡靖明・
戴瀚程・岩渕裕子

27

0913BA002 アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリ

オ開発

増井利彦 藤森真一郎・戴瀚程・須田真依子・
加用現空・甲斐沼美紀子・
肱岡靖明・高橋潔・岩渕裕子・
明石修・芦名秀一・金森有子・
花岡達也・藤野純一・増井利彦

26

0914BA001 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合的

な大気汚染物質削減シナリオの策定

増井利彦 花岡達也・増井利彦 166

0712BA340 都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 山形与志樹・Shobhakar DHAKAL・
中道久美子

24

0911BA005 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精緻

化と健康・植物影響評価に関する研究

西川雅高 西川雅高・杉本伸夫・松井一郎・
清水厚・西澤智明・原由香里

218

0711BA335 総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 伊藤昭彦・塩竈秀夫・阿部学・
小倉知夫・肱岡靖明・高橋潔・
江守正多・横畠徳太・石崎安洋・
申龍熙

22

1012BA002 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染

微粒子の起源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 伊禮聡・佐藤圭・高見昭憲・
三好猛雄

51

1113BA003 地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の有

効性の評価

高見昭憲 伊禮聡・高見昭憲・三好猛雄 53

1113BA004 「いぶき」観測データ解析により得られた温室効果

ガス濃度の高精度化に関する研究

森野勇 内野修・井上誠・中前久美・
菊地信弘・横田達也・森野勇・
吉田幸生

20

0712BA337 統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用

変化シナリオの開発

山形与志樹 山形与志樹・野沢徹・木下嗣基・
中道久美子・瀬谷創・横畠徳太・
Shobhakar DHAKAL

23

0913BA007 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・

エアロゾル現場観測（揮発性有機化合物と窒素酸化

物の測定）

谷本浩志 谷本浩志・猪俣敏 49

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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環境－総合

推進

1112BA001 海洋からの硫化ジメチルおよび関連有機化合物のフ

ラックス実計測とガス交換係数の評価

谷本浩志 谷本浩志・大森裕子・猪俣敏 115

1012BA003 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価

指標に関する研究

久保田泉 久保田泉・亀山康子・森田香菜子 210

1113BA006 低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロ

セス

藤田壮 藤田壮・平野勇二郎・藤井実 73

1115BA001 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評

価と将来予測

山野博哉 山野博哉・河地正伸・杉原薫 58

1115BA002 植物の広域データ解析によるホットスポット特定と

その将来の定量的予測

竹中明夫 竹中明夫・石濱史子・角谷拓 60

1012BA001 埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証

に関する研究

山田正人 金喜鍾・遠藤和人・石垣智基・
山田正人・石森洋行

127

0913BA004 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解

析に関する研究

清水厚 清水厚・原由香里 49

0911BA010 温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる高

精度化の研究サブテーマ２：大気観測・試料採取お

よび CH4 アイソトポマー化学輸送モデルの構築と

適用

町田敏暢 佐伯田鶴・町田敏暢 17

0913BA005 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性

評価

永島達也 永島達也・大原利眞 165

0911BA007 里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たなコ

モンズによる自然共生社会の再構築

岡寺智大 岡寺智大・藤田壮 163

1115BA003 湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評価

に関する研究

高村典子 高村典子・松崎慎一郎・小熊宏之・
角谷拓

198

0913BA003 経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガ

ス排出の抑制に関する研究

南齋規介 森口祐一・加用千裕・中島謙一・
南齋規介

126

0913BA001 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大

気汚染物質削減シナリオの策定

大原利眞 花岡達也・大原利眞・藤田壮・
増井利彦

48

1012BA006 生態系サービスからみた森林劣化抑止プログラム

（REDD）の改良提案とその実証研究 （２）炭素ス

トックの強化による劣化抑止プログラムの改良策と

その実現性に関する研究

梁乃申 小熊宏之・梁乃申 18

1113BA007 全国の環境研究機関の有機的連携による PM2.5 汚染

の実態解明と発生源寄与評価

菅田誠治 菅田誠治・大原利眞 54

1012BA005 日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と将

来予測

荒巻能史 荒巻能史・田中伸一 222

環境－地球

一括

0711BB570 アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタ

リングとデータのネットワーク化促進に関する研究

三枝信子 高橋善幸・三枝信子 91

0711BB571 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの

多成分長期観測

谷本浩志 横内陽子・向井人史・野尻幸宏・
遠嶋康徳・谷本浩志・奈良英樹

17

0812BB001 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた

めの調和的管理手法の開発

野原精一 野原精一・広木幹也・林誠二・
亀山哲

69

0911BB001 東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のため

の高頻度・高精度モニタリング研究

横内陽子 向井人史・斉藤拓也・
Shamil Maksyutov・横内陽子

17

1113BB001 南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング 遠嶋康徳 遠嶋康徳・横内陽子 20

0913BB001 二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素およ

び炭素同位体の長期観測研究

遠嶋康徳 向井人史・山岸洋明・野尻幸宏・
荒巻能史・遠嶋康徳・寺尾有希夫

18

0711BB569 タワー観測ネットワークを利用したシベリアにおけ

る CO2 と CH4 収支の推定

町田敏暢 Shamil Maksyutov・笹川基樹・
町田敏暢・佐伯田鶴

16

1115BB001 民間航空機によるグローバル観測ネットワークを活

用した温室効果ガスの長期変動観測

町田敏暢 町田敏暢・白井知子 21

1015BB001 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化

影響のポテンシャル評価に関する研究

梁乃申 荒巻能史・三枝信子・伊藤昭彦・
向井人史・寺尾有希夫・梁乃申

19

環境－公害

一括

0911BC001 藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング手

法とその評価に関する研究

佐野友春 佐野友春・高木博夫・西川雅高・
梅津豊司

219

1012BC001 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化学

物質の排出挙動と制御に関する研究

滝上英孝 渡部真文・滝上英孝 31

1012BC003 ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及ぼ

す影響とその対策に関する研究分担（1）地域絶滅

が危惧される植物種の保全技術の確立

名取俊樹 名取俊樹 185
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環境－公害

一括

0811BC001 循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 金喜鍾・石森洋行・遠藤和人・
山田正人・石垣智基

123

1012BC002 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善 矢部徹 竹岡理絵・矢部徹・有田康一 184

0911BC002 ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リス

ク評価に関する研究

清水英幸 伊藤祥子・清水英幸 47

環境－環境

技術

0911BD002 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基

盤整備

小熊宏之 小熊宏之 181

1013BD001 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系

への影響におけるメカニズム解明に関する研究

小池英子 Tin-Tin-Win-Shwe・小池英子 76

0911BD001 ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への

影響バイオマーカー創出・リスク評価

藤巻秀和 Tin-Tin-Win-Shwe・黒河佳香・
藤巻秀和

142

0911BD004 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤

整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利

用したバイオマーカーの開発に関する研究

曽根秀子 青木康展・曽根秀子 142

1012BD002 ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測

法 ( 健康リスク研究への貢献）

藤谷雄二 藤谷雄二 148

0911BD003 PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ有

機化合物のリアルタイム計測

猪俣敏 猪俣敏・谷本浩志・佐藤圭・
今村隆史・伏見暁洋・藤谷雄二

108

1012BD001 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層

DO 目標の達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 児玉圭太・李政勲・白石寛明・
木幡邦男・堀口敏宏

42

1011BD002 有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明とそ

の排出抑制に関する技術開発

柴田康行 柴田康行・吉兼光葉 221

1012BD003 わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥当

性と予測誤差の評価 － (3) 相互比較による大気質モ

デリングの妥当性検証と予測精度評価－

大原利眞 森野悠・大原利眞 52

1113BD001 黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼

吸器系・生殖器系・免疫系への影響とそのメカニズ

ム解明

小池英子 西川雅高・小池英子 204

環境－推進

費（補助

金）

0911BE010 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

小池英子 小池英子 202

0911BE002 石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石綿

の適正管理に関する研究

山本貴士 貴田晶子・山本貴士 124

0911BE006 アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類

型化と改善策の検討

吉田綾 吉田綾・寺園淳・中島謙一 30

1113BE001 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に関

する研究

小口正弘 小口正弘 33

0911BE004 循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR
のリスクコントロールに関する研究

滝上英孝 滝上英孝・倉持秀敏・鈴木剛・
梶原夏子

30

0911BE005 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管

理の統合システム解析

滝上英孝 梶原夏子・鈴木剛・滝上英孝 30

1012BE001 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出挙

動の解明と対策技術に関する研究

滝上英孝 渡部真文・滝上英孝 32

1113BE002 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究 滝上英孝 藤森崇・滝上英孝 34

0911BE008 ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触
媒改質技術の開発

川本克也 川本克也 125

1013BE001 望ましい地域循環圏形成を支援する評価システムの

構築とシナリオ分析

藤田壮 藤井実・大西悟・藤田壮 72

0911BE009 鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容

性と環境リスクの総合評価

肴倉宏史 肴倉宏史 126

1113BE003 東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全

品質管理手法の確立

肴倉宏史 大迫政浩・遠藤和人・肴倉宏史・
石森洋行

132

1113BE004 アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の安

全性評価に関する研究

山田正人 山田正人・遠藤和人・山本貴士 132

1113BE005 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸出

水対策の適正な技術移転に関する検討

石垣智基 山田正人・石垣智基・遠藤和人・
蛯江美孝・神保有亮

132

1113BE006 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資

源循環システムの設計手法

藤田壮 珠坪一晃・水落元之・岡寺智大・
蛯江美孝・藤井実・藤田壮・
徐開欽

92

0911BE007 廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バイ

オディーゼル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 倉持秀敏・大迫政浩・藤井実・
蛯江美孝

125
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環境－推進

費（補助

金）

0911BE003 アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための

制約条件の類型化および代替システムの評価

河井紘輔 蛯江美孝・徐開欽・河井紘輔・
神保有亮

124

0911BE001 東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び

廃棄物処理システムの評価

大迫政浩 河井紘輔・大迫政浩 36

1012BE002 高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理シス

テム開発

徐開欽 徐開欽 128

1113BE007 最終処分場機能の健全性の検査手法と回復技術に関

する研究

遠藤和人 遠藤和人・山田正人・石垣智基 133

1113BE008 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する

研究

山田正人 山田正人・石垣智基・大迫政浩・
河井紘輔

134

1113BE009 有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサ

イクルシステムの構築

寺園淳 肴倉宏史・中島謙一・吉田綾・
寺園淳・小口正弘

34

1113BE010 中間処理残さ主体埋立地に対応した安定化促進技術

の開発

山田正人 石垣智基・遠藤和人・山田正人 134

1012BE003 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立

案手法の構築

稲葉陸太 稲葉陸太・松橋啓介 38

1112BE001 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モ

デル開発

中島謙一 中島謙一 33

環境－その

他

1014BX001 農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 早坂大亮・五箇公一 62

0911BX001 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分

析・評価するための経済モデルの作成

岡川梓 岡川梓 207

環境－委託

請負

1111BY001 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 佐治光・青野光子 190

1115BY001 地球温暖化観測連携拠点事業支援 三枝信子 三枝信子・会田久仁子・伊藤玲子・
藤谷徳之助

90

1111BY002 高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査 大沼学 大沼学 63

1115BY002 温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）観測データ

検証業務

森野勇 森野勇・内野修・井上誠・
中前久美・菊地信行・横田達也

120

1111BY003 平成 23 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 鑪迫典久・岡知宏・渡部春奈・
高信ひとみ

150

1111BY004 平成 23 年度水生生物への影響が懸念される有害物

質情報収集等調査業務

菅谷芳雄 菅谷芳雄・田中嘉成・林岳彦・
鑪迫典久・松崎加奈恵・長尾明子・
藤原好・蓮沼和夫

150

1111BY005 平成 23 年度水産動植物登録保留基準設定に関する

文献等調査

菅谷芳雄 菅谷芳雄 151

1111BY006 平成 23 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する

試験法開発に係る業務

鑪迫典久 高信ひとみ・渡部春奈・岡知宏・
鑪迫典久

151

1111BY007 WET 手法を活用した水環境管理手法の検討調査 鑪迫典久 白石寛明・青木康展・菅谷芳雄・
松崎加奈恵・岡知宏・渡部春奈・
鑪迫典久

151

1111BY008 平成 23 年度化審法審査支援等検討調査 白石寛明 林岳彦・鑪迫典久・古濱彩子・
菅谷芳雄・青木康展・白石寛明

93

1012AC001 光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 向井人史・橋本茂・谷本浩志 92

1111BY009 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特

性実態に関する調査研究

藤谷雄二 田邊潔・藤谷雄二・平野靖史郎・
伏見暁洋

152

1111BY010 平成 23 年度化学物質環境リスク初期評価等実施業

務

菅谷芳雄 兵頭栄子・菅谷芳雄・長尾明子・
蓮沼和夫・藤原好

152

1111BY011 平成 23 年度生態毒性 ＧＬＰ査察支援業務 菅谷芳雄 松崎加奈恵・蓮沼和夫・菅谷芳雄 153

1111BY012 未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査 青野光子 青野光子 191

1111BY013 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関する

ガイドライン策定検討委託業務

青木康展 松本理・青木康展 153

1114BY001 医薬品等糖質コルチコイド様物質による環境汚染レ

ベルの把握と生態影響評価

鈴木剛 鈴木剛 136

1111BY014 森林における二酸化炭素吸収・排出量測定に関する

研究開発業務

向井人史 Shamil Maksyutov・中山忠暢・
向井人史・松永恒雄・山形与志樹・
林真智・伊藤昭彦・横田達也・
三枝信子・高橋善幸・梶田陽子・
勝又啓一・町田敏暢・横内陽子・
斉藤拓也・須永温子・寺尾有希夫

1111BY015 持続可能な最終処分場に関するアジア若手研究ネッ

トワークの構築

石垣智基 石垣智基・山田正人・河井紘輔 37

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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環境－委託

請負

1111BY016 浄化槽および汲み取り便槽における温室効果ガス実

測調査

蛯江美孝 蛯江美孝 130

文科－振興

調整

1012CB001 アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 高橋厚裕・三枝信子・高橋善幸・
田中佐和子

91

文科－科研

費

1113CD003 窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精

度評価手法の開発

三枝信子 井手玲子・高橋厚裕・三枝信子 117

0913CD001 植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデル

の高度化

伊藤昭彦 伊藤昭彦・飯尾淳弘・安立美奈子 111

1113CD002 オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス診

断手法の開発

青野光子 青野光子 54

1112CD001 全球水資源モデルを利用した実時間シミュレーショ

ンによる世界の旱魃・洪水リスク検出

花崎直太 花崎直太 115

1113CD001 広域アジアの市民社会構築とその国際政治的課題 亀山康子 亀山康子 116

0812CD009 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 杉原薫 179

0911CD017 廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 田崎智宏・横尾英史 31

1014CD001 造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の

形態多様性に基づく分類体系の再構築

杉原薫 杉原薫 187

0812CD006 エアロゾルによる生体影響の評価 小池英子 小池英子 201

1013CD002 細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物

質によるアレルギー増悪機構の解明

小池英子 小池英子 77

0813CD001 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究 青柳みどり 青柳みどり 207

1012CD008 モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境モ

ニタリングシステムの研究

一ノ瀬俊明 一ノ瀬俊明 72

0911CD003 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・

起源と物質収支

今井章雄 川崎伸之・小松一弘・高津文人・
佐藤貴之・今井章雄

100

1012CD003 熱力学解析とＭＦＡ の融合による都市鉱山からの

金属資源の回収可能性評価手法の開発

中島謙一 小口正弘・中島謙一 32

1012CD002 地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメ

タル回収システム

中島謙一 橋本征二・小口正弘・中島謙一 32

1012CD004 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排

出の廃棄物産業連関分析

中島謙一 中島謙一 33

1113CD004 気候感度の物理パラメータ不確実性のメカニズム解

明と制約

塩竈秀夫 塩竈秀夫・小倉知夫・横畠徳太 24

1113CD006 ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーションと

生体影響評価への応用

平野靖史郎 小林弥生・平野靖史郎 156

0811CD005 オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に関

する研究

中島英彰 杉田考史・中島英彰 106

1011CD010 北極振動によるエルニーニョの予知への挑戦 中村哲 中村哲 113

0811CD004 持続的経済発展の可能性 亀山康子 亀山康子 25

0812CD008 サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 山野博哉・浪崎直子 179

0812CD007 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 山野博哉・小熊宏之・林誠二・
石原光則

57

1112CD002 湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態解

明に向けた新たな展開

渡邊圭司 渡邊圭司 67

1013CD001 侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパーコ

ロニーの進化と維持機構の解明

井上真紀 井上真紀 186

0911CD009 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロゾ

ルのエイジングに関する室内研究

佐藤圭 佐藤圭 164

0812CD005 健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風

上域での動態把握

佐藤圭 佐藤圭・高見昭憲 46

1113CD005 底棲魚介類の初期減耗要因の解明：再生産期の異な

る種の比較によるアプローチ

児玉圭太 児玉圭太 156

0911CD010 地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度

構築をめざして

亀山康子 亀山康子 26

1012CD011 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデル

の開発と検証

角谷拓 角谷拓 185

1112CD003 揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エ

アロゾル計算の精緻化と生成機構解明

森野悠 森野悠 53

1113CD007 アジア・オセアニア域のモンスーンに伴う温室効果

ガス濃度分布の変動

井上誠 井上誠 117

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
―  342  ―



国立環境研究所年報（平成 23 年度）
文科－科研

費

1012CD006 人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関す

る研究

武内章記 武内章記 82

1113CD008 高感度還元気化 ＭＣ －ＩＣＰＭＳ法の開発に基づ

く魚類中の大気由来水銀の特定

武内章記 武内章記 82

1113CD009 日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特定

および遺伝的モニタリングの実践

松崎慎一郎 松崎慎一郎 195

1112CD004 ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役

割

小林弥生 小林弥生 204

1011CD006 高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産

への影響評価

唐艶鴻 唐艶鴻 112

0911CD016 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マ

ウス系統の有用性解析

藤巻秀和 Tin-Tin-Win-Shwe・藤巻秀和 144

0812CD003 ライダーおよび地上モニタリングネットワークによ

るエアロゾル動態解明

杉本伸夫 杉本伸夫・西澤智明 217

1012CD017 東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布とそ

の変動要因の解明

高見昭憲 高見昭憲 168

1114CD001 アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モ

デルによる統合的研究

高見昭憲 高見昭憲・三好猛雄・伊禮聡 172

1012CD010 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその応

用

宮脇幸治 宮脇幸治 210

1012CD015 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診

断と水稲葉枯症の原因究明

佐治光 伊藤祥子・佐治章子・清水英幸・
佐治光

186

1115CD001 河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡水

魚類に関する自然再生支援システム

亀山哲 亀山哲 199

1113CD010 対流圏オゾンライダーを用いた日本域における対流

圏オゾンに関する研究

森野勇 内野修・森野勇 118

1113CD011 環境化学物質が酸化ストレスを介してエピジェネ

ティック変化を誘導する機序の解明

野原恵子 野原恵子・青木康展・佐野友春・
内匠正太

77

1012CD012 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環

に与えるインパクト

吉田勝彦 吉田勝彦 186

1011CD003 耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命

分布の国際比較分析

小口正弘 小口正弘 31

1113CD012 海水中硫化ジメチルおよび関連有機化合物の高時間

分解能計測手法の確立

谷本浩志 猪俣敏・谷本浩志・大森裕子 118

0812CD004 エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エア

ロゾル生成過程の解明

猪俣敏 猪俣敏 106

0812CD001 アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態

解明と生態影響評価

滝上英孝 鈴木剛・滝上英孝 29

1014CD002 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタリ

ング方法と除去特性および評価

川本克也 川本克也 129

0911CD001 文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管

理手法の開発

高村典子 今井葉子・高村典子 181

1011CD005 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 多田満 147

1011CD011 東アジアの経済発展と環境政策 孫穎 孫穎 209

0911CD007 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチ

ノイド X 受容体関与説の高度化

堀口敏宏 堀口敏宏・白石寛明・漆谷博志 143

1112CD007 ＤＯＭの光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評

価

小松一弘 小松一弘 68

0911CD018 市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 石堂正美 144

1115CD002 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態に

関する数理生態学的研究

田中嘉成 田中嘉成 199

1112CD005 ヒト肝癌細胞株におけるヒ素のエピジェネティクス

作用を介した発癌メカニズムの解析

鈴木武博 鈴木武博 77

1114CD002 微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物質

の影響の解明

山村茂樹 山村茂樹 173

0911CD008 小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ作

成および保全に関する基礎的研究

佐竹潔 佐竹潔 182

1011CD008 廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価

および有用金属の回収に関する研究

石垣智基 石垣智基 127

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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文科－科研

費

0911CD011 超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイオ

ディーゼル燃料製造技術の開発

倉持秀敏 大迫政浩・倉持秀敏 126

0911CD004 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原

性と次世代影響の評価

青木康展 青木康展・松本理・中島大介 142

1012CD016 アイスコアに刻まれた十～千年スケールの宇宙線強

度変動と地球環境変動

柴田康行 柴田康行・内田昌男 223

0911CD015 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価 柴田康行 柴田康行・橋本俊次・吉兼光葉・
中山祥嗣

220

0911CD006 環境因子による多動性障害のエピジェネティック解

析

石堂正美 石堂正美 143

0811CD002 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の

活用に関する研究

玉置雅紀 玉置雅紀 178

1012CD001 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の最

適管理戦略

横溝裕行 横溝裕行 148

0911CD019 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒色

炭素粒子の発生源寄与・広域分布評価－数値モデル

による黒色炭素粒子の広域輸送計算－

大原利眞 森野悠・西澤匡人・大原利眞 48

0813CD002 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル

排出源と影響の評価

南齋規介 南齋規介 123

1113CD013 スペクトラルグラフ理論を利用した二酸化炭素排出

構造の国際比較分析

南齋規介 南齋規介 135

1112CD006 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル

排出源と影響の評価

大原利眞 西澤匡人・大原利眞 53

1012CD018 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素

動態に及ぼす影響

梁乃申 梁乃申 19

1113CD014 農林畜産業に由来する温室効果ガス排出量とその削

減ポテンシャルの将来推計

長谷川知子 長谷川知子 214

0911CD020 化学気候モデルを用いた太陽活動に伴う気候変化実

験

山下陽介 山下陽介 109

1011CD012 ポリ臭素化ジフェニルエーテル (PBDEs）の沿岸生

態系における生物濃縮機構

水川薫子 水川薫子 147

1113CD015 真核ピコプランクトンの多様性の解明：分類学とゲ

ノム生物学からのアプローチ

山口晴代 山口晴代 195

1113CD016 アジア沿岸域における未知のダイオキシン類縁化合

物の検索とそのリスク評価

染矢雅之 染矢雅之 135

1113CD017 コスモポリタンを使った種の壁の操作実験 今藤夏子 今藤夏子 196

1012CD014 自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水

温決定に関する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 内田昌男・近藤美由紀 222

0911CD012 実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる土

壌炭素動態モデルの構築

内田昌男 近藤美由紀・内田昌男 219

1112CD008 ＭＳ ／ ＭＳ 及び ＴＯＦＭＳ による網羅分析手法の

開発・評価及び東京湾底質コアへの適用

頭士泰之 頭士泰之 223

1112CD009 物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の解

明とそのモデル化に関する研究

篠原隆一郎 篠原隆一郎 171

1012CD009 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態系

の物質循環におよぼす影響

越川昌美 越川昌美 168

1114CD003 一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質リ

スクの包括的評価と毒性同定評価

鈴木剛 鈴木剛 35

文科－振興

費

1014CE001 大気環境物質のためのシームレス同化システム構築

とその応用

高見昭憲 高見昭憲 52

0711CE432 高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 伊藤昭彦・小倉知夫・野沢徹・
永島達也・塩竈秀夫・横畠徳太

23

1014CE002 大気環境物質のためのシームレス同化システム構築

とその応用 ( ２ ) 大気汚染物質・ダストの同化と逆

問題システムの構築

大原利眞 森野悠・大原利眞 52

厚労－厚労

科研費

0911DA002 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 鑪迫典久・岡知宏・渡部春奈 145

0911DA001 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試

験データ適用法の標準化

曽根秀子 曽根秀子・赤沼宏美 145

0911DA003 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に

関する研究

青木康展 青木康展・松本理 146

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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JST 0914KB001 世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 花崎直太 111

0812KB001 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に

関する研究

山野博哉 山野博哉・石原光則 106

0813KB001 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス）

高アルカリ株の高度利用技術 ( 最適増殖・オイル生

産に導く培養基盤技術と高度品種改良技術の開発 )

中嶋信美 出村幹英・五百城幹英・河地正伸・
中嶋信美

180

0911KB002 フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基づ

く非培養海産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 河地正伸 57

0913KB002 青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系

の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 唐艶鴻 111

1116KB001 アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 藤野純一 藤野純一・甲斐沼美紀子・
芦名秀一・須田真依子・加用現空

27

0913KB001 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カス

ケード型資源循環システムの構築

山田正人 山田正人 38

0911KB001 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の生

成メカニズムに関する研究

大原利眞 伏見暁洋・森野悠・栗林正俊・
高見昭憲・永島達也・菅田誠治・
清水厚・横内陽子・田邊潔・
大原利眞

48

1115KB001 Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測

法の開発

河地正伸 山口晴代・河地正伸 59

その他公募 0911KZ002 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果に

関する神経薬理学的研究

梅津豊司 梅津豊司 220

1112KZ001 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究 横溝裕行 横溝裕行 154

0912KZ001 GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリズ

ムの開発

王勤学 王勤学・孫志剛 164

1111KZ001 サンゴ礁形成史の新仮説：New Caledonia 産サンゴ

礁掘削コア試料を用いた Key species の解明

本郷宙軌 本郷宙軌 191

1111KZ002 浸出水中の有機化合物に対する海面処分場粘土ライ

ナーの遮蔽性能評価

石森洋行 石森洋行・遠藤和人・石垣智基・
山田正人

130

1115KZ001 生物多様性・生態情報の環境情報への統合化、およ

び統合情報を利用した生物多様性影響評価法開発

三枝信子 三枝信子・田中佐和子・山尾幸夫・
中島英彰・眞板英一

120

共同研究 0911LA002 韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用い

た環境変動解析

山野博哉 山野博哉・杉原薫 109

0911LA003 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを用

いた総合毒性評価に関する研究

多田満 多田満 146

0911LA001 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造

業間の国際展開モデルの構築

藤田壮 徐開欽・陳旭東・孫穎・藤井実・
藤田壮・大西悟

208

1112LA001 東アジア地域における影響評価のための観測データ

収集

王勤学 王勤学 172

1111LA001 分散型排水処理システムとしての浄化槽の高度化・

適正化に関する研究

徐開欽 蛯江美孝・徐開欽 130

1111LA002 生ごみ・生活排水等液状廃棄物適正処理技術システ

ムの開発及び評価に関する研究

徐開欽 蛯江美孝・徐開欽 130

委託請負 1012MA001 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル

活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 山野博哉・浪崎直子・石原光則・
林誠二

169

1111MA001 微量水銀同位体分析手法に関する研究開発 武内章記 武内章記 82

1111MA002 壱岐周辺海域サンゴ礁モニタリング 山野博哉 山野博哉・杉原薫 192

1015MA001 高解像度気候変動シナリオに基づく大都市圏の風水

害脆弱性評価

山形与志樹 山形与志樹・瀬谷創・中道久美子・
哈斯巴干・Yang Jue

211

1113MA001 環境利用の空間的不均一性に対するヒグマ生息密度

推定手法の感度分析・および調査計画支援ツールの

構築

深澤圭太 深澤圭太 196

1011MA001 北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 名取俊樹 183

1112MA001 コベネフィット型都市開発プロジェクト 藤田荘 藤田壮・金田百永 72

寄付 1011NA001 マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐる女王・

ワーカー間の対立関係の解明

井上真紀 井上真紀 184

1111NA001 津波に対する海浜植生の維持・回復機構の解明 - ス
マトラ沖大津波を事例として -

早坂大亮 早坂大亮 192

1011NA002 化学気候モデルを用いたオゾン層破壊のハロゲン量

依存性に関する研究

秋吉英治 秋吉英治 113

予算区分 研究課題コード 研究課題 研究代表者 分担者 頁
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寄付 0813NA001 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢

作用に関する研究

梅津豊司 梅津豊司 218

1112NA001 硝酸イオンの窒素、酸素安定同位体比および溶存有

機物、懸濁態有機物の窒素同位体比による流域から

の窒素負荷源の特定と流出機構の解明

高津文人 今井章雄・高津文人 68

1113NA001 未知の藻類：パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪

藻の進化

河地正伸 河地正伸 196

1112NA002 日本の造礁性イシサンゴ類同定ガイド作成のための

基礎研究

杉原薫 杉原薫 194

1112NA003 福島沖で放出された放射性物質をトレーサーとした

親潮潜流の動態解明

荒巻能史 荒巻能史 224

1114NA001 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における健

康影響評価～バイオアッセイを中心とした包括的ハ

ザード調査～

新田裕史 柴田康行・田邊潔・伏見暁洋・
小池英子・鈴木剛・中山祥嗣・
中島大介・白石不二雄・新田裕史

205

1111NA002 建設分野における鋼構造 LCA 技術の構築に関する

研究

藤井実 藤井実 131

その他 0911ZZ001 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 高橋潔・林誠二・原澤英夫・
増井利彦・肱岡靖明

208

1115ZZ001 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あ

り方に関する基礎的研究

日引聡 宮脇幸治・日引聡・須賀伸介・
久保田泉・岡川梓

215

0712ZZ001 アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 川本克也・江守正多・五箇公一・
井上真紀・田中嘉成・魯保旺

177

1111ZZ001 有限性を考慮した資源・環境に関する評価手法開発 藤井実 藤井実 212

1115ZZ002 ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価 珠坪一晃 珠坪一晃 174

1115ZZ003 衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環境

観測に関する研究

松永恒雄 大石優・亀井秋秀・加藤創史・
松永恒雄

226

1115ZZ004 衛星ハイパースペクトルリモートセンシングの活用

に関する基礎的研究

松永恒雄 加藤創史・山本聡・松永恒雄 226

1115ZZ005 小型移動手段の利用による環境負荷と健康影響に関

する研究

近藤美則 近藤美則 175
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所属については略称で記載し た。

略称 正式名称

地球 C 地球環境研究セン ター

循環 C 資源循環 ・ 廃棄物研究セン ター

リ ス ク C 環境 リ ス ク研究セン ター

地域 C 地域環境研究セン ター

生物 C 生物 ・ 生態系環境研究セン ター

健康 C 環境健康研究セン ター

社会 C 社会環境システム研究セン ター

計測 C 環境計測研究セン ター
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組織別研究課題一覧

所属 研究課題 研究代表者 研究課題コード 頁

理事 子どもの健康と環境に関する全国調査 佐藤洋 1032AM001 95

「子どもの健康と環境に関する全国調査」の総括的な管理・運営 佐藤洋 1115AP040 95

企画部 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の解明 佐治光 0812AQ002 178

ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リスク評価に関
する研究

清水英幸 0911BC002 47

除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査･研究 佐治光 1111BY001 190

遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス診断と水稲葉
枯症の原因究明

佐治光 1012CD015 186

地球 C 温室効果ガス等の濃度変動特性の解明とその将来予測に関する
研究

向井人史 1115AA011 15

地球温暖化に関わる地球規模リスクに関する研究 江守正多 1115AA012 22

観測とモデルの統合によるマルチスケール大気汚染の解明と評
価

谷本浩志 1115AA041 45

化学気候モデルの長期ランを利用した、成層圏オゾンの対流圏
気候への影響評価に関する研究

中村哲 1011AF006 112

自動車からのガス状ニトロ有機化合物の排出に関する実大気観
測

猪俣敏 1011AF009 112

熱帯林における土壌呼吸を中心とした炭素循環モニタリング 梁乃申 1015AF002 114

GOSAT データ定常処理運用システムの運用・維持改訂 横田達也 1115AL001 89

地球環境の戦略的モニタリングの実施、地球環境データベース
の整備、地球環境研究支援

向井人史 1115AP010 87

外的な気候変動要因による長期気候変化シグナルの検出に関す
る数値実験的研究

野沢徹 0612AQ001 105

グローバルカーボンプロジェクト事業支援 山形与志樹 0712AQ001 91

環境試料を用いた物質循環の変動や汚染の指標に関する研究 向井人史 0911AQ003 107

オゾン層変動と成層圏 - 対流圏大気変動との間の相互作用に関
する研究

秋吉英治 0913AQ001 109

分光法を用いた大気計測に関する基盤的研究 森野勇 0913AQ002 110

質量分析法による大気微量成分の計測手法の開発 猪俣敏 0913AQ003 110

塩素系化学種を中心とした成層圏化学過程の研究 杉田考史 1111AQ002 115

オゾン層変動研究プロジェクト 野沢徹 1113AQ003 115

陸域モニタリング 三枝信子 1115AQ003 88

地球環境データベースの整備 中島英彰 1115AQ004 88

温室効果ガスインベントリ策定事業支援 野尻幸宏 1115AQ011 89

物質循環モデルの高精度化及び生態系への影響評価 中山忠暢 1115AQ028 21

メタエコシステム評価による環境共生型社会構築に向けた統合
的手法の開発

中山忠暢 1115AQ029 119

気候変動と水・物質循環のフィードバック機構の解明 中山忠暢 1115AQ030 119

大気・海洋モニタリング 町田敏暢 1115AQ035 87

総合的気候変動シナリオの構築と伝達に関する研究 江守正多 0711BA335 22

統合システム解析による空間詳細な排出・土地利用変化シナリ
オの開発

山形与志樹 0712BA337 23

都市と地域の炭素管理に関する研究 山形与志樹 0712BA340 24

大気環境に関する次世代実況監視及び排出量推定システムの開
発

秋吉英治 0911BA001 108

温暖化関連ガス循環解析のアイソトポマーによる高精度化の研
究 サブテーマ２：大気観測・試料採取および CH4 アイソトポ
マー化学輸送モデルの構築と適用

町田敏暢 0911BA010 17

北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・エアロゾル
現場観測（揮発性有機化合物と窒素酸化物の測定）

谷本浩志 0913BA007 49
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地球 C 生態系サービスからみた森林劣化抑止プログラム（REDD）の
改良提案とその実証研究  （２）炭素ストックの強化による劣化
抑止プログラムの改良策とその実現性に関する研究

梁乃申 1012BA006 18

海洋からの硫化ジメチルおよび関連有機化合物のフラックス実
計測とガス交換係数の評価

谷本浩志 1112BA001 115

気候変動対策と生物多様性保全の連携を目指した生態系サービ
ス評価手法の開発

伊藤昭彦 1113BA001 116

「いぶき」観測データ解析により得られた温室効果ガス濃度の高
精度化に関する研究

森野勇 1113BA004 20

タワー観測ネットワークを利用したシベリアにおける CO2 と
CH4 収支の推定

町田敏暢 0711BB569 16

アジア陸域炭素循環観測のための長期生態系モニタリングと
データのネットワーク化促進に関する研究

三枝信子 0711BB570 91

アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの多成分長期
観測

谷本浩志 0711BB571 17

二酸化炭素の全球収支解明のための大気中酸素および炭素同位
体の長期観測研究

遠嶋康徳 0913BB001 18

日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖化影響のポテ
ンシャル評価に関する研究

梁乃申 1015BB001 19

南鳥島における微量温室効果ガス等のモニタリング 遠嶋康徳 1113BB001 20

民間航空機によるグローバル観測ネットワークを活用した温室
効果ガスの長期変動観測

町田敏暢 1115BB001 21

PTR-TOFMS を用いたディーゼル車排ガス中ニトロ有機化合物の
リアルタイム計測

猪俣敏 0911BD003 108

光化学オキシダント自動測定機精度管理業務 向井人史 1012AC001 92

森林における二酸化炭素吸収・排出量測定に関する研究開発業
務

向井人史 1111BY014

地球温暖化観測連携拠点事業支援 三枝信子 1115BY001 90

温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）観測データ検証業務 森野勇 1115BY002 120

アジア GEO Grid イニシアチブ 三枝信子 1012CB001 91

オゾン層破壊に関連した極成層圏雲の特性評価に関する研究 中島英彰 0811CD005 106

エアロゾル前駆体の実時間計測による二次有機エアロゾル生成
過程の解明

猪俣敏 0812CD004 106

植物の CO2 応答に関するメタ分析と生態系モデルの高度化 伊藤昭彦 0913CD001 111

北極振動によるエルニーニョの予知への挑戦 中村哲 1011CD010 113

東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布とその変動要因
の解明

高見昭憲 1012CD017 168

長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素動態に及ぼ
す影響

梁乃申 1012CD018 19

全球水資源モデルを利用した実時間シミュレーションによる世
界の旱魃・洪水リスク検出

花崎直太 1112CD001 115

窒素動態を取り入れた陸域生態系 CO2 収支の高精度評価手法の
開発

三枝信子 1113CD003 117

気候感度の物理パラメータ不確実性のメカニズム解明と制約 塩竈秀夫 1113CD004 24

アジア・オセアニア域のモンスーンに伴う温室効果ガス濃度分
布の変動

井上誠 1113CD007 117

対流圏オゾンライダーを用いた日本域における対流圏オゾンに
関する研究

森野勇 1113CD010 118

海水中硫化ジメチルおよび関連有機化合物の高時間分解能計測
手法の確立

谷本浩志 1113CD012 118

高解像度大気海洋結合モデルによる近未来予測実験 野沢徹 0711CE432 23

地球環境研究分野の概要 笹野泰弘 1115FP010 105

世界の持続可能な水利用の長期ビジョン作成 花崎直太 0914KB001 111

生物多様性・生態情報の環境情報への統合化、および統合情報
を利用した生物多様性影響評価法開発

三枝信子 1115KZ001 120
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地球 C 高解像度気候変動シナリオに基づく大都市圏の風水害脆弱性評
価

山形与志樹 1015MA001 211

化学気候モデルを用いたオゾン層破壊のハロゲン量依存性に関
する研究

秋吉英治 1011NA002 113

地球温暖化研究プログラム 笹野泰弘 1115SP010 15

循環 C 放射性物質により汚染された廃棄物等の効率的な処理・処分等
に関する研究

大迫政浩 1215AP110 231

多媒体での放射性物質実態把握・動態解明 大原利眞 1215AP120 231

持続可能な最終処分場に関するアジア若手研究ネットワークの
構築

石垣智基 1111BY015 37

浄化槽および汲み取り便槽における温室効果ガス実測調査 蛯江美孝 1111BY016 130

分散型排水処理システムとしての浄化槽の高度化・適正化に関
する研究

徐開欽 1111LA001 130

生ごみ・生活排水等液状廃棄物適正処理技術システムの開発及
び評価に関する研究

徐開欽 1111LA002 130

経済発展に伴う資源消費増大に起因する温室効果ガス排出の抑
制に関する研究

南齋規介 0913BA003 126

石綿含有廃棄物の処理・再資源化過程における石綿の適正管理
に関する研究

山本貴士 0911BE002 124

地域の鉄鋼業・非鉄金属製錬業を基軸としたレアメタル回収シ
ステム

中島謙一 1012CD002 32

化学気候モデルを用いた太陽活動に伴う気候変化実験 山下陽介 0911CD020 109

国際資源循環に対応した製品中資源性・有害性物質の適正管理 寺園淳 1115AA021 28

アジア地域に適した都市廃棄物の適正管理技術システムの構築 山田正人 1115AA022 35

地域特性を活かした資源循環システムの構築 田崎智宏 1115AA023 37

汎用 IT 製品中金属類のライフサイクルに着目した環境排出・動
態・影響に関する横断連携研究

滝上英孝 1113AO001 131

資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備 田崎智宏 1115AP020 92

資源利用のライフサイクル管理に関するシステム評価と制度研
究

大迫政浩 1115AQ009 136

再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化と適用 肴倉宏史 1115AQ012 136

負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測手法の開
発・評価

山本貴士 1115AQ016 137

廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術開発 川本克也 1115AQ020 137

焼却炉メーカーにおけるパイロットプラント試験 川本克也 1115AQ022 138

地域環境再生のための総合的環境修復・循環技術システムの構
築

徐開欽 1115AQ032 138

資源循環・適正処理を支援する基盤技術研究 倉持秀敏 1115AQ033 139

生活系液状廃棄物の適正処理と温室効果ガス削減技術システム
の構築

徐開欽 1115AQ034 139

高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術システムの開発 山田正人 1115AQ038 140

安全・安心と資源循環に資する災害廃棄物処理技術・システム
に関する緊急研究

大迫政浩 1111AR004 129

埋立地ガス放出緩和技術のコベネフットの比較検証に関する研
究

山田正人 1012BA001 127

循環型社会に資する新たな埋立類型の構築 山田正人 0811BC001 123

廃プラスチックのリサイクル過程における有害化学物質の排出
挙動と制御に関する研究

滝上英孝 1012BC001 31

東南アジアにおける廃棄物データベースの構築及び廃棄物処理
システムの評価

大迫政浩 0911BE001 36

アジア地域における液状廃棄物の適正管理のための制約条件の
類型化および代替システムの評価

河井紘輔 0911BE003 124

循環過程を含む製品ライフサイクルにおける BFR のリスクコン
トロールに関する研究

滝上英孝 0911BE004 30
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循環 C 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

滝上英孝 0911BE005 30

アジア地域における廃電気電子機器の処理技術の類型化と改善
策の検討

吉田綾 0911BE006 30

廃油脂類を原料とした動脈静脈連携型の次世代バイオディーゼ
ル燃料製造技術の開発と評価

倉持秀敏 0911BE007 125

ナノ膜分離プロセスを組み込んだ熱分解ガス化 - 触媒改質技術
の開発

川本克也 0911BE008 125

鉄鋼スラグと腐植物質による生態系修復技術の受容性と環境リ
スクの総合評価

肴倉宏史 0911BE009 126

有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出挙動の解明と
対策技術に関する研究

滝上英孝 1012BE001 32

高度省エネ低炭素社会型浄化槽の新技術・管理システム開発 徐開欽 1012BE002 128

地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の立案手法の構
築

稲葉陸太 1012BE003 38

未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環モデル開発 中島謙一 1112BE001 33

水銀など有害金属の循環利用における適正管理に関する研究 小口正弘 1113BE001 33

難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究 滝上英孝 1113BE002 34

東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全品質管理手
法の確立

肴倉宏史 1113BE003 132

アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の安全性評価に
関する研究

山田正人 1113BE004 132

アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸出水対策の適
正な技術移転に関する検討

石垣智基 1113BE005 132

最終処分場機能の健全性の検査手法と回復技術に関する研究 遠藤和人 1113BE007 133

静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関する研究 山田正人 1113BE008 134

有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサイクルシス
テムの構築

寺園淳 1113BE009 34

中間処理残さ主体埋立地に対応した安定化促進技術の開発 山田正人 1113BE010 134

医薬品等糖質コルチコイド様物質による環境汚染レベルの把握
と生態影響評価

鈴木剛 1114BY001 136

アジア途上地域における POPs 候補物質の汚染実態解明と生態
影響評価

滝上英孝 0812CD001 29

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

南齋規介 0813CD002 123

超高速合成と溶媒抽出を統合した新規高効率バイオディーゼル
燃料製造技術の開発

倉持秀敏 0911CD011 126

廃棄物政策のインセンティブ設計 田崎智宏 0911CD017 31

耐久消費財の寿命分布の簡易推定方法の確立と寿命分布の国際
比較分析

小口正弘 1011CD003 31

廃棄物最終処分場における埋蔵金属資源価値の評価および有用
金属の回収に関する研究

石垣智基 1011CD008 127

熱力学解析と ＭＦＡの融合による都市鉱山からの金属資源の回
収可能性評価手法の開発

中島謙一 1012CD003 32

金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排出の廃棄物
産業連関分析

中島謙一 1012CD004 33

揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタリング方法と
除去特性および評価

川本克也 1014CD002 129

スペクトラルグラフ理論を利用した二酸化炭素排出構造の国際
比較分析

南齋規介 1113CD013 135

アジア沿岸域における未知のダイオキシン類縁化合物の検索と
そのリスク評価

染矢雅之 1113CD016 135

一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質リスクの包括
的評価と毒性同定評価

鈴木剛 1114CD003 35

資源循環・廃棄物研究分野の概要 大迫政浩 1115FP020 123
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循環 C 気候変動を考慮した農業地域の面的水管理・カスケード型資源
循環システムの構築

山田正人 0913KB001 38

浸出水中の有機化合物に対する海面処分場粘土ライナーの遮蔽
性能評価

石森洋行 1111KZ002 130

循環型社会研究プログラム 大迫政浩 1115SP020 28

アジア視点の国際生態リスクマネジメント 川本克也 0712ZZ001 177

リスク C 化学物質等の生態リスク評価・管理手法に関する研究 田中嘉成 1115AA031 41

ナノマテリアルの毒性評価手法の開発と安全性に関する研究 平野靖史郎 1115AA032 43

化学物質リスク管理の戦略的アプローチに関する研究 鈴木規之 1115AA033 44

東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期モニタリン
グ

堀口敏宏 0711AF303 141

胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリックスの開発 曽根秀子 0911AG007 141

大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び環境ホルモン
活性を指標とした地域特性の調査研究

中島大介 1011AH001 146

大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評価 中島大介 1012AH002 147

湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究 田中嘉成 1012AH003 167

水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモデル向上に資
する調査研究

今泉圭隆 1112AH001 153

震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理によって引き
起こされる化学物質汚染の一次スクリーニング

中島大介 1113AH001 155

生態影響試験に関する標準機関 ( レファレンス・ラボラトリー
)、環境リスクに関する化学物質データベース

白石寛明 1115AP030 93

化学物質の定量的環境リスク評価と費用便益分析 田中嘉成 0910AQ001
揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの作成 黒河佳香 0912AQ001 146

ノニルフェノールエトキシレートの水生生物に対する急性毒性
試験

鑪迫典久 1111AQ013 149

PFOS のウズラ摂餌投与試験における卵への移行に関する研究 白石不二雄 1112AQ007 154

クロマトグラフ - 質量分析法における物質同定のための測定・
解析手法に関する研究

白石寛明 1112AQ008 154

化学物質データベース等の整備・提供 今泉圭隆 1115AQ013 94

生態影響試験に関する標準機関（レファレンスラボラトリー）
機能の整備

鑪迫典久 1115AQ015 94

化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤研究 青木康展 1115AQ019 157

化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発 鈴木規之 1115AQ021 157

化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究 鈴木規之 1115AQ023 158

環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及び影響実態の
把握・検証手法の開発

堀口敏宏 1115AQ024 158

化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方法の開発 青木康展 1115AQ025 158

化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発 青木康展 1115AQ026 159

化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高度化に関す
る研究

白石不二雄 1115AQ037 159

曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の健康リスク評
価手法の開発

平野靖史郎 1116AQ001 160

定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生態学的研究 田中嘉成 1116AQ005 160

ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への影響バイオ
マーカー創出・リスク評価

藤巻秀和 0911BD001 142

小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤整備：残留
性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利用したバイオマーカー
の開発に関する研究

曽根秀子 0911BD004 142

貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底層 DO 目標の
達成度評価手法の開発に関する研究

堀口敏宏 1012BD001 42

ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計測法　( 健康
リスク研究への貢献）

藤谷雄二 1012BD002 148

平成 23 年度農薬による水生生物影響実態把握調査 鑪迫典久 1111BY003 150
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リスク C 平成 23 年度水生生物への影響が懸念される有害物質情報収集等
調査業務

菅谷芳雄 1111BY004 150

平成 23 年度水産動植物登録保留基準設定に関する文献等調査 菅谷芳雄 1111BY005 151

平成 23 年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する試験法開発に
係る業務

鑪迫典久 1111BY006 151

WET 手法を活用した水環境管理手法の検討調査 鑪迫典久 1111BY007 151

平成 23 年度化審法審査支援等検討調査 白石寛明 1111BY008 93

自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出特性実態に関
する調査研究

藤谷雄二 1111BY009 152

平成 23 年度化学物質環境リスク初期評価等実施業務 菅谷芳雄 1111BY010 152

平成 23 年度生態毒性 ＧＬＰ査察支援業務 菅谷芳雄 1111BY011 153

有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関するガイドライ
ン策定検討委託業務

青木康展 1111BY013 153

都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原性と次世代
影響の評価

青木康展 0911CD004 142

環境因子による多動性障害のエピジェネティック解析 石堂正美 0911CD006 143

有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチノイド X 受
容体関与説の高度化

堀口敏宏 0911CD007 143

環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マウス系統の
有用性解析

藤巻秀和 0911CD016 144

市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証 石堂正美 0911CD018 144

亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価 多田満 1011CD005 147

ポリ臭素化ジフェニルエーテル (PBDEs）の沿岸生態系における
生物濃縮機構

水川薫子 1011CD012 147

メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の最適管理戦略 横溝裕行 1012CD001 148

底棲魚介類の初期減耗要因の解明：再生産期の異なる種の比較
によるアプローチ

児玉圭太 1113CD005 156

ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーションと生体影響評
価への応用

平野靖史郎 1113CD006 156

環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態に関する数理
生態学的研究

田中嘉成 1115CD002 199

確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞試験データ適
用法の標準化

曽根秀子 0911DA001 145

医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究 鑪迫典久 0911DA002 145

食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法に関する研究 青木康展 0911DA003 146

環境リスク研究分野の概要 白石寛明 1115FP030 141

哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究 横溝裕行 1112KZ001 154

都市部と農村部における河川水のオオミジンコを用いた総合毒
性評価に関する研究

多田満 0911LA003 146

化学物質評価・管理イノべーション研究プログラム 白石寛明 1115SP030 39

健康影響の統合データベース HEALS の整備・更新 曽根秀子 1111AQ014 149

地域 C 東アジアの水・物質循環評価システムの開発 王勤学 0610AA402
広域人為インパクトによる東シナ海・日本近海の生態系変調の
解明

越川海 1115AA042 54

流域圏における生態系機能と環境因子の連動関係の定量評価に
関する研究

林誠二 1115AA061 65

樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に及ぼす影響 渡邊圭司 1011AF007 66

河川水の溶存無機炭素の安定同位体比による河川を含めた流域
の炭素循環の解析

高津文人 1011AF010 166

東アジアにおける大気質変化を解明するための沖縄辺戸・長崎
福江におけるモニタリング

高見昭憲 1015AF001 52

湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互作用に関す
る研究

今井章雄 0811AG001 99
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地域 C 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理システムの開
発

珠坪一晃 0911AG001 162

二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する研究 高見昭憲 0911AG004 163

都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生物影響評価に
関する研究

牧秀明 1011AG001 101

PM2.5 と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄与評価に関
する研究

大原利眞 1012AH004 49

ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシステムの構築 清水英幸 1012AH005 50

長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾンおよび酸性霧
による森林影響

清水英幸 1012AH006 51

藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発（特異的プライマー
を用いて）

冨岡典子 1111AN001 67

地域環境変動の長期モニタリングの実施、共同観測拠点の基盤
整備

高見昭憲 1115AP100 101

東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およびその変動
の抽出に関する研究

清水厚 0711AQ001 46

界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配と反応性に
関する研究

稲葉一穂 0812AQ001 162

オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たトラジェクトリ
解析手法の研究

菅田誠治 0913AQ005 165

半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水利用に関する
研究

清水英幸 1012AQ004 167

産業排水処理技術の最適化に関する研究 珠坪一晃 1111AQ010 169

ラクトバチルス属によるメチル水銀の代謝に関する研究 永野匡昭 1111AQ011 170

関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関する研究 越川昌美 1112AQ009 170

二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの研究 佐藤圭 1115AQ002 173

微生物の環境利用およびその影響評価に関する研究 岩崎一弘 1115AQ031 174

大津波による干潟環境と底生動物への影響評価 金谷弦 1111AR002 67

放射性物質の多媒体モデリングと長期モニタリングに関する研
究

大原利眞 1111AR005 170

里山･里地･里海の生態系サービスの評価と新たなコモンズによ
る自然共生社会の再構築  

岡寺智大 0911BA007 163

東アジアにおける排出インベントリの高精度化と大気汚染物質
削減シナリオの策定

大原利眞 0913BA001 48

地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解析に関する
研究

清水厚 0913BA004 49

大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受性評価 永島達也 0913BA005 165

先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚染微粒子の起
源・履歴解明の高精度化

高見昭憲 1012BA002 51

地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の有効性の評価 高見昭憲 1113BA003 53

全国の環境研究機関の有機的連携による PM2.5 汚染の実態解明
と発生源寄与評価

菅田誠治 1113BA007 54

わが国都市部の PM2.5 に対する大気質モデルの妥当性と予測誤
差の評価 － (3) 相互比較による大気質モデリングの妥当性検証
と予測精度評価－

大原利眞 1012BD003 52

健康影響が懸念される PM2.5 粒子状物質のわが国風上域での動
態把握

佐藤圭 0812CD005 46

湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・起源と物質
収支

今井章雄 0911CD003 100

芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロゾルのエイジ
ングに関する室内研究

佐藤圭 0911CD009 164

西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒色炭素粒子の
発生源寄与・広域分布評価－数値モデルによる黒色炭素粒子の
広域輸送計算－

大原利眞 0911CD019 48
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地域 C 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態系の物質循環
におよぼす影響

越川昌美 1012CD009 168

湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態解明に向けた
新たな展開

渡邊圭司 1112CD002 67

揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エアロゾル計
算の精緻化と生成機構解明

森野悠 1112CD003 53

社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾル排出源と影
響の評価

大原利眞 1112CD006 53

ＤＯＭ の光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響評価 小松一弘 1112CD007 68

物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の解明とそのモ
デル化に関する研究

篠原隆一郎 1112CD009 171

アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モデルによる
統合的研究

高見昭憲 1114CD001 172

微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物質の影響の解
明

山村茂樹 1114CD002 173

大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 高見昭憲 1014CE001 52

大気環境物質のためのシームレス同化システム構築とその応用 
( ２ ) 大気汚染物質・ダストの同化と逆問題システムの構築

大原利眞 1014CE002 52

地域環境研究分野の概要 大原利眞 1115FP040 162

アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の生成メカニズ
ムに関する研究

大原利眞 0911KB001 48

GCOM-C1 に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリズムの開発 王勤学 0912KZ001 164

東アジア地域における影響評価のための観測データ収集 王勤学 1112LA001 172

硝酸イオンの窒素、酸素安定同位体比および溶存有機物、懸濁
態有機物の窒素同位体比による流域からの窒素負荷源の特定と
流出機構の解明

高津文人 1112NA001 68

東アジア広域環境研究プログラム 大原利眞 1115SP040 45

流域圏生態系研究プログラム 今井章雄 1115SP060 64

ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価 珠坪一晃 1115ZZ002 174

小型移動手段の利用による環境負荷と健康影響に関する研究 近藤美則 1115ZZ005 175

社会 C 低炭素社会に向けたビジョン・シナリオ構築と対策評価に関す
る統合研究

増井利彦 1115AA013 25

都市の環境技術・施策システムの評価と社会実証プロセスの構
築

藤田壮 1115AA071 71

環境的に持続可能な都市・地域発展シナリオの構築 松橋啓介 1115AA072 73

将来シナリオと持続可能社会の構築に関する研究 原沢英夫 1115AA091 79

持続可能なライフスタイルと消費への転換に関する研究 青柳みどり 1115AA092 80

全球水資源モデルとの統合を目的とした水需要モデル及び貿易
モデルの開発と長期シナリオ分析への適用

日引聡 0911AG003 107

温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法の検討およ
び地域温暖化対策への適用

青柳みどり 0811AQ001 206

地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析 岡川梓 0910AQ002 207

温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分析 岡川梓 1011AQ003 209

国際レベルにおけるフロン類の排出抑制策の促進に関する研究 花岡達也 1111AQ001 211

温暖化影響・適応ならびに持続可能な開発に関する最新研究情
報の収集と整理

高橋潔 1112AQ002 212

地球温暖化問題におけるリスクアプローチの概念整理と課題検
討

高橋潔 1112AQ003 212

気候変動と洪水リスクの経済分析～洪水被害額の推計と洪水リ
スクモデルの構築

岡川梓 1112AQ006 212

市民および企業などの自主的な環境活動の理論および効果に関
する研究

森保文 1115AQ001 214

持続可能社会を評価するためのモデル開発に資する情報整備 増井利彦 1115AQ008 215

環境計画、ライフスタイルのための基礎的研究 青柳みどり 1115AQ017 215
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社会 C 国立環境研究所における省エネルギー対策シミュレーションと
事後分析 に基づく持続可能なワークスタイルの実証研究

芦名秀一 1113AR001 213

分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュニケーショ
ンに関する実証的研究

青柳みどり 0712BA339 206

気候変動の国際枠組み交渉に対する主要国の政策決定に関する
研究

亀山康子 0911BA002 26

アジアを対象とした低炭素社会実現のためのシナリオ開発 増井利彦 0913BA002 26

アジア低炭素社会実現へ向けた中長期国際・国内制度設計オプ
ションとその形成過程の研究

亀山康子 0913BA006 27

温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合的な大気汚染
物質削減シナリオの策定

増井利彦 0914BA001 166

アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評価指標に関す
る研究

久保田泉 1012BA003 210

統合評価モデルによる温暖化影響評価・適応政策に関する研究 肱岡靖明 1014BA001 210

統合評価モデルを用いた世界の温暖化対策を考慮したわが国の
温暖化政策の効果と影響

増井利彦 1113BA002 27

低炭素社会を実現する街区群の設計と社会実装プロセス 藤田壮 1113BA006 73

望ましい地域循環圏形成を支援する評価システムの構築とシナ
リオ分析

藤田壮 1013BE001 72

アジア都市における日本の技術・政策を活用する資源循環シス
テムの設計手法

藤田壮 1113BE006 92

日本における環境政策と経済の関係を統合的に分析・評価する
ための経済モデルの作成

岡川梓 0911BX001 207

持続的経済発展の可能性 亀山康子 0811CD004 25

農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究 青柳みどり 0813CD001 207

地球温暖化問題の費用負担論－公正で実効的な制度構築をめざ
して

亀山康子 0911CD010 26

東アジアの経済発展と環境政策 孫穎 1011CD011 209

モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境モニタリング
システムの研究

一ノ瀬俊明 1012CD008 72

分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその応用 宮脇幸治 1012CD010 210

広域アジアの市民社会構築とその国際政治的課題 亀山康子 1113CD001 116

農林畜産業に由来する温室効果ガス排出量とその削減ポテン
シャルの将来推計

長谷川知子 1113CD014 214

社会環境システム研究分野の概要 原沢英夫 1115FP070 207

アジア地域の低炭素社会シナリオの開発 藤野純一 1116KB001 27

グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造業間の国際
展開モデルの構築

藤田壮 0911LA001 208

コベネフィット型都市開発プロジェクト 藤田荘 1112MA001 72

建設分野における鋼構造 LCA 技術の構築に関する研究 藤井実 1111NA002 131

環境都市システム研究プログラム 藤田壮 1115SP070 70

持続可能社会転換方策研究プログラム 原沢英夫 1115SP090 78

東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討 肱岡靖明 0911ZZ001 208

有限性を考慮した資源・環境に関する評価手法開発 藤井実 1111ZZ001 212

環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あり方に関す
る基礎的研究

日引聡 1115ZZ001 215

健康 C 環境汚染物質曝露による健康影響評価に係る疫学調査手法の高
度化に関わる研究

新田裕史 1115AA081 74

環境汚染物質曝露による小児・次世代への健康影響の機構解明
と評価システムの構築に関する研究

新田裕史 1115AA082 75

環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動評価法開発 前川文彦 1011AF005 76

大気中粒子状物質の成分の短期曝露による健康影響評価 上田佳代 1011AH002 203

エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究 野原恵子 0911AQ001 75

環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用メカニズム 野原恵子 0911AQ002 202
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健康 C 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的研究 小林弥生 1012AQ001 203

津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境・健康影響評
価に向けた戦略的サンプリング

中山祥嗣 1111AR001 203

環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系への影響に
おけるメカニズム解明に関する研究

小池英子 1013BD001 76

黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼吸器系・生
殖器系・免疫系への影響とそのメカニズム解明

小池英子 1113BD001 204

廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管理の統合シ
ステム解析

小池英子 0911BE010 202

エアロゾルによる生体影響の評価 小池英子 0812CD006 201

細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物質によるア
レルギー増悪機構の解明

小池英子 1013CD002 77

ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の役割 小林弥生 1112CD004 204

ヒト肝癌細胞株におけるヒ素のエピジェネティクス作用を介し
た発癌メカニズムの解析

鈴木武博 1112CD005 77

環境化学物質が酸化ストレスを介してエピジェネティック変化
を誘導する機序の解明

野原恵子 1113CD011 77

環境健康研究分野の概要 新田裕史 1115FP060 202

津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における健康影響評価
　～バイオアッセイを中心とした包括的ハザード調査～

新田裕史 1114NA001 205

小児・次世代環境保健研究プログラム 新田裕史 1115SP080 74

生物 C 生物多様性の景観的および遺伝的側面とその観測手法に関する
研究

高村健二 1115AA051 56

生物多様性の広域評価およびシナリオ分析による将来予測に関
する研究

竹中明夫 1115AA052 59

人為的環境撹乱要因の生物多様性影響評価と管理手法に関する
研究

五箇公一 1115AA053 61

戦略的環境アセスメント技術の開発と自然再生の評価に関する
研究

福島路生 1115AA062 69

遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよび拡散に関す
るモニタリング

中嶋信美 0913AF001 183

都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネットワーク構造の
評価

今藤夏子 1011AF008 183

震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的多様性への
影響の定量化

山田勝雅 1112AF001 192

植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究 青野光子 0911AH001 47

浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研究 矢部徹 0911AH003 180

博多湾における円石藻の非円石細胞ステージのモニタリング 河地正伸 0911AH005 57

東京湾東部における未確認有害植物プランクトンのモニタリン
グ

河地正伸 1012AH007 58

沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合データベース構築
と植生群落の空間解析

亀山哲 1115AO001 173

環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集・系統保存・提供 笠井文絵 1115AP070 97

絶滅の危機に瀕する野生生物種の細胞・遺伝子保存 大沼学 1115AP080 98

生物多様性・生態系情報の基盤整備 高村典子 1115AP090 98

外来水生植物の侵入と定着に関する研究 矢部徹 0812AQ003 179

外来種セイヨウオオマルハナバチによる希少種ノサップマルハ
ナバチへの生態リスク

井上真紀 1111AQ003 188

伊豆諸島八丈島へ侵入したニホントカゲ外来個体群による在来
種オカダトカゲに対する遺伝的攪乱の動態解析

岡本卓 1111AQ004 188

マングローブ生態系の高い生産機構の鍵 - 窒素固定菌の役割と
その環境応答

井上智美 1111AQ005 188

長期データを活用した陸水生態系評価 松崎慎一郎 1111AQ006 100

農業生態系における生物多様性指標（Satoyama Index）のグロー
バルパターンを規定する社会・経済要因の抽出

角谷拓 1111AQ008 189
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生物 C 鳥類胚発生における近交退化現象の実験的解析 川嶋貴治 1111AQ009 189

シロイヌナズナの自然変異（ナチュラルバリエーション）を用
いた環境適応遺伝子による適応的分化に関する研究

玉置雅紀 1111AQ012 190

生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成についての手
法の開発

高村典子 1112AQ001 193

阿寒湖マリモの遺伝的多様性と生活史の解明に関する研究 中嶋信美 1112AQ004 98

外来種オオミノガヤドリバエの侵入によるオオミノガの絶滅可
能性

石井弓美子 1112AQ005 193

ため池における湿生植物及び水生植物の種多様性を規定する要
因

石田真也 1112AQ010 194

ギシギシ亜属における絶滅危惧種・外来種間の交雑の生態的メ
カニズムの解明

石濱史子 1114AQ001 197

海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環を介して在
来種に与える影響

吉田勝彦 1115AQ010 197

気候変動に伴う生物の分布変化が多様性と生態系の構造に与え
る影響の解明

吉田勝彦 1115AQ014 197

大気中オゾンと野生草本植物との相互作用の評価に関する研究 戸部和夫 1116AQ002 200

放射性物質汚染と塩害を同時に受けた土壌からの植物による汚
染物質吸収に関する予備的研究

玉置雅紀 1111AR003 190

外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発 五箇公一 1113BA005 63

サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量評価と将来予
測

山野博哉 1115BA001 58

植物の広域データ解析によるホットスポット特定とその将来の
定量的予測

竹中明夫 1115BA002 60

湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評価に関する研
究

高村典子 1115BA003 198

湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のための調和的
管理手法の開発

野原精一 0812BB001 69

底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改善 矢部徹 1012BC002 184

ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及ぼす影響とそ
の対策に関する研究 分担（1）地域絶滅が危惧される植物種の
保全技術の確立

名取俊樹 1012BC003 185

農薬による生物多様性への影響調査 五箇公一 1014BX001 62

高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査 大沼学 1111BY002 63

未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査 青野光子 1111BY012 191

重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の活用に関す
る研究

玉置雅紀 0811CD002 178

ストレスとサンゴ礁の歴史的変化 山野博哉 0812CD007 57

サンゴ礁共存・共生未来戦略 山野博哉 0812CD008 179

地球温暖化に対するサンゴ礁の応答 杉原薫 0812CD009 179

文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管理手法の開
発

高村典子 0911CD001 181

小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ作成および保
全に関する基礎的研究

佐竹潔 0911CD008 182

高 CO2 環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産への影響評価 唐艶鴻 1011CD006 112

食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデルの開発と検
証

角谷拓 1012CD011 185

海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循環に与えるイ
ンパクト

吉田勝彦 1012CD012 186

侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパーコロニーの進
化と維持機構の解明

井上真紀 1013CD001 186

造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世の形態多様性
に基づく分類体系の再構築

杉原薫 1014CD001 187

オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス診断手法の開
発

青野光子 1113CD002 54
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生物 C 日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特定および遺伝
的モニタリングの実践

松崎慎一郎 1113CD009 195

真核ピコプランクトンの多様性の解明：分類学とゲノム生物学
からのアプローチ

山口晴代 1113CD015 195

コスモポリタンを使った種の壁の操作実験 今藤夏子 1113CD017 196

河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡水魚類に関す
る自然再生支援システム

亀山哲 1115CD001 199

生物・生態系環境研究分野の概要 高村典子 1115FP050 178

海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持に関する研究 山野博哉 0812KB001 106

オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス）高アルカ
リ株の高度利用技術　( 最適増殖・オイル生産に導く培養基盤
技術と高度品種改良技術の開発 )

中嶋信美 0813KB001 180

フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基づく非培養海
産微細藻のメタゲノムと分類

河地正伸 0911KB002 57

青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系の炭素動態
と気候変動に関する統合的評価と予測

唐艶鴻 0913KB002 111

Digital DNA chip による生物多様性評価と環境予測法の開発 河地正伸 1115KB001 59

サンゴ礁形成史の新仮説：New Caledonia 産サンゴ礁掘削コア試
料を用いた Key species の解明

本郷宙軌 1111KZ001 191

韓国～対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用いた環境変動
解析

山野博哉 0911LA002 109

北岳における高山生態系の長期モニタリング 名取俊樹 1011MA001 183

地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデル活動の展開
と普及『久米島応援プロジェクト』

山野博哉 1012MA001 169

壱岐周辺海域サンゴ礁モニタリング 山野博哉 1111MA002 192

環境利用の空間的不均一性に対するヒグマ生息密度推定手法の
感度分析・および調査計画支援ツールの構築

深澤圭太 1113MA001 196

マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐる女王・ワーカー間
の対立関係の解明

井上真紀 1011NA001 184

津波に対する海浜植生の維持・回復機構の解明 - スマトラ沖大
津波を事例として -

早坂大亮 1111NA001 192

日本の造礁性イシサンゴ類同定ガイド作成のための基礎研究 杉原薫 1112NA002 194

未知の藻類：パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪藻の進化 河地正伸 1113NA001 196

生物多様性研究プログラム 竹中明夫 1115SP050 55

計測 C 多次元分離技術による環境および生体中有機化学物質の網羅分
析法の開発

橋本俊次 1115AA101 80

新しい環境トレーサーを用いた環境動態解析法の開発と計測 横内陽子 1115AA102 81

先端的分光遠隔計測技術の開発に関する研究 杉本伸夫 1115AA103 83

有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について 柴田康行 0911AH002 218

摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的要因解析 田中敦 1012AH001 100

ヒト脳健康影響指標を指向する無侵襲 3D 全脳生体鉄イメージ
ング法の研究

渡邉英宏 1111AN002 223

環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環境測定等に
関する標準機関 ( レファレンス・ラボラトリー )

西川雅高 1115AP050 96

環境試料の長期保存 ( スペシメンバンキング ) 柴田康行 1115AP060 97

大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究 伏見暁洋 0913AQ004 165

センサネットワークを用いた都市大気モニタリングシステムの
開発

内山政弘 1011AQ001 220

ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクスキームの開発
に関する研究

西澤智明 1011AQ002 221

大気環境試料の分析と精度管理に関する基盤的研究 西川雅高 1011AQ004 96

連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手法の検討 松井一郎 1012AQ002 221

衛星利用能動光計測手法の基礎的研究 杉本伸夫 1012AQ003 222

金属鉱山の採掘跡を利用した地下揚水発電の検討 内山政弘 1111AQ007 211
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計測 C 環境と生体中の元素の存在状態と動態解明に関する研究 瀬山春彦 1113AQ001 82

生体鉱物形成作用による金属酸化物の生成過程 瀬山春彦 1113AQ002 224

微細藻類が生産する生理活性物質の構造解析・分析に関する研
究

佐野友春 1115AQ005 96

環境試料のタイムカプセル化に関する研究 田中敦 1115AQ018 97

高磁場 MRI 法の高度化とヒト健康影響指標への応用 渡邉英宏 1115AQ027 225

大量、多次元の環境計測データからの情報抽出技術に関する研
究

松永恒雄 1115AQ039 225

環境標準物質の開発と応用に関する研究 西川雅高 1115AQ040 96

環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試験法の体系化
に関する研究

梅津豊司 1116AQ004 226

風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精緻化と健康・
植物影響評価に関する研究

西川雅高 0911BA005 218

日本海深層の無酸素化に関するメカニズム解明と将来予測 荒巻能史 1012BA005 222

東アジアにおけるハロカーボン排出実態解明のための高頻度・
高精度モニタリング研究

横内陽子 0911BB001 17

藍藻類が生産するミクロシスチンのモニタリング手法とその評
価に関する研究

佐野友春 0911BC001 219

指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報基盤整備 小熊宏之 0911BD002 181

有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明とその排出抑制
に関する技術開発

柴田康行 1011BD002 221

ライダーおよび地上モニタリングネットワークによるエアロゾ
ル動態解明

杉本伸夫 0812CD003 217

実測可能な滞留時間別コンパートメントからなる土壌炭素動態
モデルの構築

内田昌男 0911CD012 219

生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評価 柴田康行 0911CD015 220

人間が歴史的に利用してきた水銀の産地特定に関する研究 武内章記 1012CD006 82

自然レベル放射性炭素を用いた海洋古細菌による水温決定に関
する同位体地球化学的検討

近藤美由紀 1012CD014 222

アイスコアに刻まれた十～千年スケールの宇宙線強度変動と地
球環境変動

柴田康行 1012CD016 223

ＭＳ ／ＭＳ 及びＴＯＦＭＳ による網羅分析手法の開発・評価
及び東京湾底質コアへの適用

頭士泰之 1112CD008 223

高感度還元気化 ＭＣ－ ＩＣＰＭＳ法の開発に基づく魚類中の
大気由来水銀の特定

武内章記 1113CD008 82

環境計測研究分野の概要 今村隆史 1115FP080 218

ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果に関する神経
薬理学的研究

梅津豊司 0911KZ002 220

微量水銀同位体分析手法に関する研究開発 武内章記 1111MA001 82

健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中枢作用に関す
る研究

梅津豊司 0813NA001 218

福島沖で放出された放射性物質をトレーサーとした親潮潜流の
動態解明

荒巻能史 1112NA003 224

先端環境計測研究プログラム 柴田康行 1115SP100 80

衛星搭載熱赤外センサの輝度校正及び地表面熱環境観測に関す
る研究

松永恒雄 1115ZZ003 226

衛星ハイパースペクトルリモートセンシングの活用に関する基
礎的研究

松永恒雄 1115ZZ004 226
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人名索引

あ
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	25）　 熱力学解析とＭＦＡの融合による都市鉱山からの 金属資源の回収可能性評価手法の開発
	26）　 金属資源利用・散逸時間経路及びその温暖化ガス排 出の廃棄物産業連関分析
	27）　 望ましい地域循環圏形成を支援する評価システム の構築とシナリオ分析
	28）　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタ リング方法と除去特性および評価
	29）　 安全・安心と資源循環に資する災害廃棄物処理技 術・システムに関する緊急研究
	30）　 持続可能な最終処分場に関するアジア若手研究 ネットワークの構築
	31）　 浄化槽および汲み取り便槽における温室効果ガス 実測調査
	32）　 浸出水中の有機化合物に対する海面処分場粘土ラ イナーの遮蔽性能評価
	33）　 分散型排水処理システムとしての浄化槽の高度化・ 適正化に関する研究
	34）　 生ごみ・生活排水等液状廃棄物適正処理技術システ ムの開発及び評価に関する研究
	35）　 建設分野における鋼構造LCA技術の構築に関する 研究
	36）　 未利用リン資源の有効活用に向けたリン資源循環 モデル開発
	37）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
	38）　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に 関する研究
	39）　 難循環ガラス素材廃製品の適正処理に関する研究
	40）　 東アジア標準化に向けた廃棄物・副産物の環境安全 品質管理手法の確立
	41）　 アスベスト含有建材の選別手法確立と再生砕石の 安全性評価に関する研究
	42）　 アジアの都市廃棄物管理の発展に応じた埋立地浸 出水対策の適正な技術移転に関する検討
	43）　 アジア都市における日本の技術・政策を活用する資 源循環システムの設計手法
	44）　 最終処分場機能の健全性の検査手法と回復技術に 関する研究
	45）　 静脈産業のアジア地域への移転戦略の構築に関す る研究
	46）　 有害危険な製品・部材の安全で効果的な回収・リサ イクルシステムの構築
	47）　 中間処理残さ主体埋立地に対応した安定化促進技 術の開発
	48）　 スペクトラルグラフ理論を利用した二酸化炭素排 出構造の国際比較分析
	49）　 アジア沿岸域における未知のダイオキシン類縁化 合物の検索とそのリスク評価
	50）　 医薬品等糖質コルチコイド様物質による環境汚染 レベルの把握と生態影響評価
	51）　 一般家庭およびオフィス等の室内環境中化学物質 リスクの包括的評価と毒性同定評価
	52）　 資源利用のライフサイクル管理に関するシステム 評価と制度研究
	53）　 再生品利用に係る環境安全品質試験の開発・標準化 と適用
	54）　 負の遺産対策・難循環物質に係る処理技術及び計測 手法の開発・評価
	55）　 廃棄物焼却処理の評価およびエネルギー回収技術 開発
	56）　 焼却炉メーカーにおけるパイロットプラント試験
	57）　 地域環境再生のための総合的環境修復・循環技術シ ステムの構築
	58）　 資源循環・適正処理を支援する基盤技術研究
	59）　 生活系液状廃棄物の適正処理と温室効果ガス削減 技術システムの構築
	60）　 高度循環型社会に向けた廃棄物の品質管理技術シ ステムの開発
	61）　 アジア視点の国際生態リスクマネジメント
	62）　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理 システムの開発
	63）　 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造 業間の国際展開モデルの構築
	64）　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境・ 健康影響評価に向けた戦略的サンプリング
	65）　 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ ル排出源と影響の評価
	66）　 外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発
	67）　 環境保全のための環境政策・制度設計の有効性・あ り方に関する基礎的研究

	5.(3)　環境リスク研究分野における研究課題
	1）　 東京湾における底棲魚介類群集の動態に関する長期 モニタリング
	2）　 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマトリッ クスの開発
	3）　 ディーゼル排気ナノ粒子の脳、肝、腎、生殖器への 影響バイオマーカー創出・リスク評価
	4）　 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基盤 整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を利 用したバイオマーカーの開発に関する研究
	5）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異原 性と次世代影響の評価
	6）　 環境因子による多動性障害のエピジェネティック解 析
	7）　 有機スズによる腹足類のインポセックス誘導：レチ ノイドX受容体関与説の高度化
	8）　 環境化学物質の高次機能毒性評価における感受性マ ウス系統の有用性解析
	9）　 市民と科学者の協働的研究：電磁場過敏症の検証
	10）　 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞 試験データ適用法の標準化
	11）　 医薬品の環境影響評価ガイドラインに関する研究
	12）　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法 に関する研究
	13）　 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを 用いた総合毒性評価に関する研究
	14）　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの 作成
	15）　 大気粉じんのバイオアッセイによる遺伝毒性及び 環境ホルモン活性を指標とした地域特性の調査研究
	16）　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価
	17）　 ポリ臭素化ジフェニルエーテル(PBDEs）の沿岸生 態系における生物濃縮機構
	18）　 大気中の酸化的二次生成物質の測定と遺伝毒性評 価
	19）　 貧酸素水塊が底棲生物に及ぼす影響評価手法と底 層DO目標の達成度評価手法の開発に関する研究
	20）　 ディーゼル起源ナノ粒子内部混合状態の新しい計 測法　(健康リスク研究への貢献）
	21）　 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の 最適管理戦略
	22）　 ノニルフェノールエトキシレートの水生生物に対 する急性毒性試験
	23）　 健康影響の統合データベースHEALSの整備・更新
	24）　 平成23年度農薬による水生生物影響実態把握調査
	25）　 平成23年度水生生物への影響が懸念される有害物 質情報収集等調査業務
	26）　 平成23年度水産動植物登録保留基準設定に関する 文献等調査
	27）　 平成23年度化学物質の内分泌かく乱作用に関する 試験法開発に係る業務
	28）　 WET手法を活用した水環境管理手法の検討調査
	29）　 平成23年度化審法審査支援等検討調査
	30）　 自動車から排出される粒子状物質の粒子数等排出 特性実態に関する調査研究
	31）　 平成23年度化学物質環境リスク初期評価等実施業 務
	32）　 平成23年度生態毒性ＧＬＰ査察支援業務
	33）　 有害大気汚染物質の健康リスク評価手法等に関す るガイドライン策定検討委託業務
	34）　 水田農薬を対象とした排出推定モデルの検証とモ デル向上に資する調査研究
	35）　 PFOSのウズラ摂餌投与試験における卵への移行に 関する研究
	36）　 クロマトグラフ-質量分析法における物質同定のた めの測定・解析手法に関する研究
	37）　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究
	38）　 震災廃棄物・津波汚泥及びその仮集積・埋立処理に よって引き起こされる化学物質汚染の一次スクリー ニング
	39）　 底棲魚介類の初期減耗要因の解明：再生産期の異な る種の比較によるアプローチ
	40）　 ヒ素結合タンパク質のキャラクタリーゼーション と生体影響評価への応用
	41）　 化学物質データベース等の整備・提供
	42）　 生態影響試験に関する標準機関（レファレンスラボ ラトリー）機能の整備
	43）　 化学物質のリスク評価手法の体系化に関する基盤 研究
	44）　 化学物質の環境排出の新たな推定手法の開発
	45）　 化学物質リスク管理戦略研究のための基礎的研究
	46）　 環境リスク因子の環境経由による生物への曝露及 び影響実態の把握・検証手法の開発
	47）　 化学物質リスク評価・管理に資する生態毒性評価方 法の開発
	48）　 化学物質の作用機序に基づく生物試験手法の開発
	49）　 化学物質の環境経由の曝露・影響実態把握手法の高 度化に関する研究
	50）　 曝露形態別毒性学的知見に基づく有害化学物質の 健康リスク評価手法の開発
	51）　 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生 態学的研究
	52）　 アジア途上地域におけるPOPs候補物質の汚染実態 解明と生態影響評価
	53）　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関す る研究
	54）　 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質 管理の統合システム解析
	55）　 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよ び拡散に関するモニタリング
	56）　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究
	57）　 廃プラスチックのリサイクル過程における有害化 学物質の排出挙動と制御に関する研究
	58）　 有機フッ素化合物の最終処分場における環境流出 挙動の解明と対策技術に関する研究
	59）　 農薬による生物多様性への影響調査
	60）　 揮発性有機化合物の低濃度発生源におけるモニタ リング方法と除去特性および評価
	61）　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境・ 健康影響評価に向けた戦略的サンプリング
	62）　 放射性物質の多媒体モデリングと長期モニタリン グに関する研究
	63）　 津波に対する海浜植生の維持・回復機構の解明 -ス マトラ沖大津波を事例として-
	64）　 阿寒湖マリモの遺伝的多様性と生活史の解明に関 する研究
	65）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
	66）　 水銀など有害金属の循環利用における適正管理に 関する研究
	67）　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における 健康影響評価　〜バイオアッセイを中心とした包括 的ハザード調査〜
	68）　 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態 に関する数理生態学的研究
	69）　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試 験法の体系化に関する研究

	5.(4)　地域環境研究分野における研究課題
	1）　 東アジア域におけるエアロゾル空間分布の把握およ びその変動の抽出に関する研究
	2）　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相互 作用に関する研究
	3）　 界面活性剤ミセルが存在する溶液内での物質の分配 と反応性に関する研究
	4）　 健康影響が懸念されるPM2.5粒子状物質のわが国風 上域での動態把握
	5）　 資源作物由来液状廃棄物のコベネフィット型処理シ ステムの開発
	6）　 二次生成有機エアロゾルの環境動態と毒性に関する 研究
	7）　 里山.里地.里海の生態系サービスの評価と新たなコ モンズによる自然共生社会の再構築
	8）　 ブナ林域の総合モニタリング手法の開発と衰退リス ク評価に関する研究
	9）　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・ 起源と物質収支
	10）　 芳香族炭化水素の光酸化で生じる二次有機エアロ ゾルのエイジングに関する室内研究
	11）　 西部北太平洋域における炭素同位体観測による黒 色炭素粒子の発生源寄与・広域分布評価−数値モデ ルによる黒色炭素粒子の広域輸送計算−
	12）　 アジアのメガシティにおけるオゾンと二次粒子の 生成メカニズムに関する研究
	13）　 GCOM-C1に基いた地表面蒸発散量の推定アルゴリ ズムの開発
	14）　 大気浮遊粒子の化学組成と由来に関する研究
	15）　 オイラー型モデル出力との整合性の観点で見たト ラジェクトリ解析手法の研究
	16）　 東アジアにおける排出インベントリの高精度化と 大気汚染物質削減シナリオの策定
	17）　 地上・衛星ライダーによるアジア域のエアロゾル解 析に関する研究
	18）　 大気汚染物質のソースレセプター解析と削減感受 性評価
	19）　 北東アジアにおけるモデル精緻化のためのオゾン・ エアロゾル現場観測（揮発性有機化合物と窒素酸化 物の測定）
	20）　 温暖化対策とのコベネフィット評価も含めた総合 的な大気汚染物質削減シナリオの策定
	21）　 樹木葉圏において微生物群集がアンモニア酸化に 及ぼす影響
	22）　 河川水の溶存無機炭素の安定同位体比による河川 を含めた流域の炭素循環の解析
	23）　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生 物影響評価に関する研究
	24）　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究
	25）　 PM2.5と光化学オキシダントの実態解明と発生源寄 与評価に関する研究
	26）　 ブナ林生態系における生物・環境モニタリングシス テムの構築
	27）　 長距離輸送大気汚染物質に起因する対流圏オゾン および酸性霧による森林影響
	28）　 半乾燥地に生育する植物種の水ストレス耐性と水 利用に関する研究
	29）　 先端的単一微粒子内部構造解析装置による越境汚 染微粒子の起源・履歴解明の高精度化
	30）　 わが国都市部のPM2.5に対する大気質モデルの妥当 性と予測誤差の評価 −(3)相互比較による大気質モ デリングの妥当性検証と予測精度評価−
	31）　 陸水中におけるカルシウムの化学形態が森林生態 系の物質循環におよぼす影響
	32）　 東アジアにおけるエアロゾル数濃度の空間分布と その変動要因の解明
	33）　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ ル活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』
	34）　 大気環境物質のためのシームレス同化システム構 築とその応用
	35）　 大気環境物質のためのシームレス同化システム構 築とその応用 (２) 大気汚染物質・ダストの同化と 逆問題システムの構築
	36）　 東アジアにおける大気質変化を解明するための沖 縄辺戸・長崎福江におけるモニタリング
	37）　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発（特異的 プライマーを用いて）
	38）　 産業排水処理技術の最適化に関する研究
	39）　 ラクトバチルス属によるメチル水銀の代謝に関す る研究
	40）　 大津波による干潟環境と底生動物への影響評価
	41）　 放射性物質の多媒体モデリングと長期モニタリン グに関する研究
	42）　 関東地域における市街地土壌の有害金属汚染に関 する研究
	43）　 湖沼における浮遊細菌を介した溶存有機物の動態 解明に向けた新たな展開
	44）　 揮発性ビン・詳細反応モデル開発による二次有機エ アロゾル計算の精緻化と生成機構解明
	45）　 社会経済活動のグローバル化を考慮したエアロゾ ル排出源と影響の評価
	46）　 ＤＯＭの光分解特性が生物難分解化に及ぼす影響 評価
	47）　 物理場に応答する浅い湖沼におけるリンの動態の 解明とそのモデル化に関する研究
	48）　 東アジア地域における影響評価のための観測デー タ収集
	49）　 硝酸イオンの窒素、酸素安定同位体比および溶存有 機物、懸濁態有機物の窒素同位体比による流域から の窒素負荷源の特定と流出機構の解明
	50）　 地球温暖化対策としてのブラックカーボン削減の 有効性の評価
	51）　 全国の環境研究機関の有機的連携によるPM2.5汚染 の実態解明と発生源寄与評価
	52）　 アジアのエアロゾル・雲・降水システムの観測・モ デルによる統合的研究
	53）　 微生物によるヒ素の環境動態変化に及ぼす抗生物 質の影響の解明
	54）　 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合デー タベース構築と植生群落の空間解析
	55）　 二次有機エアロゾル生成に関わる反応プロセスの 研究
	56）　 微生物の環境利用およびその影響評価に関する研 究
	57）　 ゴム廃水の温室効果ガス排出能・分解機構評価
	58）　 小型移動手段の利用による環境負荷と健康影響に 関する研究
	59）　 アジア・オセアニア域における微量温室効果ガスの 多成分長期観測
	60）　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究
	61）　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復の ための調和的管理手法の開発
	62）　 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化
	63）　 サンゴ礁共存・共生未来戦略
	64）　 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持 に関する研究
	65）　 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究
	66）　 有機フッ素化合物の環境汚染実態と排出源について
	67）　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研究
	68）　 風送ダストの飛来量把握に基づく予報モデルの精 緻化と健康・植物影響評価に関する研究
	69）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異 原性と次世代影響の評価
	70）　 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討
	71）　 ライダーデータを用いたエアロゾル・雲マスクス キームの開発に関する研究
	72）　 有機フッ素化合物の環境負荷メカニズムの解明と その排出抑制に関する技術開発
	73）　 連続観測ミー散乱ライダーでのデータ品質評価手 法の検討
	74）　 生態系サービスからみた森林劣化抑止プログラム （REDD）の改良提案とその実証研究 （２）炭素ス トックの強化による劣化抑止プログラムの改良策と その実現性に関する研究
	75）　 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改 善
	76）　 地域活性化をめざしたバイオマス利用技術戦略の 立案手法の構築
	77）　 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス 診断と水稲葉枯症の原因究明
	78）　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素 動態に及ぼす影響
	79）　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖 化影響のポテンシャル評価に関する研究
	80）　 壱岐周辺海域サンゴ礁モニタリング
	81）　 震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的 多様性への影響の定量化
	82）　 阿寒湖マリモの遺伝的多様性と生活史の解明に関 する研究
	83）　 汎用IT製品中金属類のライフサイクルに着目した 環境排出・動態・影響に関する横断連携研究
	84）　 オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス 診断手法の開発
	85）　 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量 評価と将来予測
	86）　 河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡 水魚類に関する自然再生支援システム
	87）　 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態 に関する数理生態学的研究
	88）　 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生 態学的研究

	5.(5)　生物・生態系環境研究分野における研究課題
	1）　 アジア視点の国際生態リスクマネジメント
	2）　 重金属汚染土壌の修復を目的とした有用植物資源の 活用に関する研究
	3）　 植物の環境ストレス影響評価とストレス応答機構の 解明
	4）　 外来水生植物の侵入と定着に関する研究
	5）　 湿原流域の変容の監視手法の確立と生態系修復のた めの調和的管理手法の開発
	6）　 ストレスとサンゴ礁の歴史的変化
	7）　 サンゴ礁共存・共生未来戦略
	8）　 地球温暖化に対するサンゴ礁の応答
	9）　 オイル産生緑藻類 Botryococcus（ボトリオコッカス） 高アルカリ株の高度利用技術　(最適増殖・オイル生 産に導く培養基盤技術と高度品種改良技術の開発)
	10）　 植物のオゾン被害とストレス診断に関する研究
	11）　 浅海域における干潟・藻場の生態系機能に関する研 究
	12）　 博多湾における円石藻の非円石細胞ステージのモ ニタリング
	13）　 指標生物群を用いた生態系機能の広域評価と情報 基盤整備
	14）　 文理融合に基づく淡水生態系の生物多様性保全・管 理手法の開発
	15）　 小笠原諸島における十脚目甲殻類のインベントリ 作成および保全に関する基礎的研究
	16）　 フローサイトメトリ分離細胞の全ゲノム増幅に基 づく非培養海産微細藻のメタゲノムと分類
	17）　 遺伝子組換えセイヨウアブラナのこぼれ落ちおよ び拡散に関するモニタリング
	18）　 都市緑地は棲みよいか？チョウに注目したネット ワーク構造の評価
	19）　 北岳における高山生態系の長期モニタリング
	20）　 マルハナバチの巣内遺伝構造と性比をめぐる女王・ ワーカー間の対立関係の解明
	21）　 東京湾東部における未確認有害植物プランクトン のモニタリング
	22）　 底質酸化による閉鎖性浅海域の生物生息環境の改 善
	23）　 ニホンジカが南アルプス国立公園の自然植生に及 ぼす影響とその対策に関する研究 分担（1）地域絶 滅が危惧される植物種の保全技術の確立
	24）　 食物網構造をベイズ推定する安定同位体混合モデ ルの開発と検証
	25）　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循 環に与えるインパクト
	26）　 遺伝子発現プロファイルに基づく植物のストレス 診断と水稲葉枯症の原因究明
	27）　 侵略的外来種アルゼンチンアリにおけるスーパー コロニーの進化と維持機構の解明
	28）　 農薬による生物多様性への影響調査
	29）　 造礁性イシサンゴ類の分子系統および化石と現世 の形態多様性に基づく分類体系の再構築
	30）　 外来種セイヨウオオマルハナバチによる希少種ノ サップマルハナバチへの生態リスク
	31）　 伊豆諸島八丈島へ侵入したニホントカゲ外来個体 群による在来種オカダトカゲに対する遺伝的攪乱の 動態解析
	32）　 マングローブ生態系の高い生産機構の鍵-窒素固定 菌の役割とその環境応答
	33）　 長期データを活用した陸水生態系評価
	34）　 農業生態系における生物多様性指標（Satoyama Index）のグローバルパターンを規定する社会・経済 要因の抽出
	35）　 鳥類胚発生における近交退化現象の実験的解析
	36）　 シロイヌナズナの自然変異（ナチュラルバリエー ション）を用いた環境適応遺伝子による適応的分化 に関する研究
	37）　 放射性物質汚染と塩害を同時に受けた土壌からの 植物による汚染物質吸収に関する予備的研究
	38）　 除草剤耐性遺伝子の流動に関する調査.研究
	39）　 高病原性鳥インフルエンザウイルス保有状況調査
	40）　 未承認遺伝子組換えパパイヤに係る遺伝子検査
	41）　 サンゴ礁形成史の新仮説：New Caledonia産サンゴ 礁掘削コア試料を用いたKey speciesの解明
	42）　 壱岐周辺海域サンゴ礁モニタリング
	43）　 津波に対する海浜植生の維持・回復機構の解明 -ス マトラ沖大津波を事例として-
	44）　 震災・津波による三陸沿岸域の生物多様性・機能的 多様性への影響の定量化
	45）　 生物多様性に対する社会的認知の測定と合意形成 についての手法の開発
	46）　 阿寒湖マリモの遺伝的多様性と生活史の解明に関 する研究
	47）　 外来種オオミノガヤドリバエの侵入によるオオミ ノガの絶滅可能性
	48）　 ため池における湿生植物及び水生植物の種多様性 を規定する要因
	49）　 日本の造礁性イシサンゴ類同定ガイド作成のため の基礎研究
	50）　 外来動物の根絶を目指した総合的防除手法の開発
	51）　 オゾン応答遺伝子を用いた植物のオゾンストレス 診断手法の開発
	52）　 日本在来ナマズ属の地域集団と保全対象水域の特 定および遺伝的モニタリングの実践
	53）　 真核ピコプランクトンの多様性の解明：分類学とゲ ノム生物学からのアプローチ
	54）　 コスモポリタンを使った種の壁の操作実験
	55）　 環境利用の空間的不均一性に対するヒグマ生息密度推 定手法の感度分析・および調査計画支援ツールの構築
	56）　 未知の藻類：パルマ藻が解き明かす海洋を支える珪 藻の進化
	57）　 ギシギシ亜属における絶滅危惧種・外来種間の交雑 の生態的メカニズムの解明
	58）　 海洋島における外来生物の駆除が生態系の物質循 環を介して在来種に与える影響
	59）　 気候変動に伴う生物の分布変化が多様性と生態系 の構造に与える影響の解明
	60）　 サンゴ礁生態系生物多様性の時空間的変動の定量 評価と将来予測
	61）　 植物の広域データ解析によるホットスポット特定 とその将来の定量的予測
	62）　 湖沼やため池における生物多様性損失の定量的評 価に関する研究
	63）　 河川水温変動シミュレーションを用いた全国の淡 水魚類に関する自然再生支援システム
	64）　 環境変化に対する生物群集の応答と機能形質動態 に関する数理生態学的研究
	65）　 Digital DNA chipによる生物多様性評価と環境予測 法の開発
	66）　 大気中オゾンと野生草本植物との相互作用の評価 に関する研究
	67）　 湖沼における有機物の循環と微生物生態系との相 互作用に関する研究
	68）　 海面上昇に対するツバル国海岸の生態工学的維持 に関する研究
	69）　 湖沼において漸増する難分解性溶存有機物の特性・ 起源と物質収支
	70）　 韓国〜対馬海峡域に分布する塊状サンゴ骨格を用 いた環境変動解析
	71）　 都市部と農村部における河川水のオオミジンコを 用いた総合毒性評価に関する研究
	72）　 青海・チベット・モンゴル高原における草原生態系 の炭素動態と気候変動に関する統合的評価と予測
	73）　 都市沿岸海域の底質環境劣化の機構とその底生生 物影響評価に関する研究
	74）　 亜鉛等重金属類の水生生物への複合毒性の評価
	75）　 高CO2環境下で光合成誘導反応の解明と物質生産 への影響評価
	76）　 摩周湖の透明度変化に関する物理・化学・生物学的 要因解析
	77）　 湖沼生態系の持続的管理手法の開発に関する研究
	78）　 生態系サービスからみた森林劣化抑止プログラム（REDD） の改良提案とその実証研究 （２）炭素ストックの強化によ る劣化抑止プログラムの改良策とその実現性に関する研究
	79）　 メタ個体群の空間構造に不確実性をもつ外来種の 最適管理戦略
	80）　 長期的な温暖化操作が日本の森林土壌の炭素・窒素 動態に及ぼす影響
	81）　 地域が活性化する南西諸島の生物多様性保全モデ ル活動の展開と普及『久米島応援プロジェクト』
	82）　 日本における森林土壌有機炭素放出に及ぼす温暖 化影響のポテンシャル評価に関する研究
	83）　 藻類由来の有機炭素濃度の算出手法の開発（特異的 プライマーを用いて）
	84）　 哺乳類の空間的最適駆除配分に関する研究
	85）　 沿岸域湿地におけるマングローブ植林の統合デー タベース構築と植生群落の空間解析
	86）　 定量的生態リスク評価の高精度化に資する数理生 態学的研究

	5.(6)　環境健康研究分野における研究課題
	1）　 エアロゾルによる生体影響の評価
	2）　 エピジェネティク作用の修飾因子に関する研究
	3）　 環境化学物質の転写因子機能への影響を介した作用 メカニズム
	4）　 廃棄物リサイクル制度展開の国際比較と化学物質管 理の統合システム解析
	5）　 環境と社会性行動異常の関連を探るための新規行動 評価法開発
	6）　 大気中粒子状物質の成分の短期曝露による健康影響 評価
	7）　 環境汚染物質の生体影響評価に関する分析毒性学的 研究
	8）　 環境化学物質による発達期の神経系ならびに免疫系 への影響におけるメカニズム解明に関する研究
	9）　 細胞間・細胞内ネットワークに注目した環境汚染物 質によるアレルギー増悪機構の解明
	10）　 子どもの健康と環境に関する全国調査
	11）　 津波堆積物に由来する飛散粉塵の測定および環境・ 健康影響評価に向けた戦略的サンプリング
	12）　 ヒ素化合物の吸収および排泄に関する腸内細菌の 役割
	13）　 ヒト肝癌細胞株におけるヒ素のエピジェネティク ス作用を介した発癌メカニズムの解析
	14）　 黄砂エアロゾル及び付着微生物・化学物質による呼 吸器系・生殖器系・免疫系への影響とそのメカニズ ム解明
	15）　 環境化学物質が酸化ストレスを介してエピジェネ ティック変化を誘導する機序の解明
	16）　 津波堆積物を含む震災廃棄物の処理過程における 健康影響評価　〜バイオアッセイを中心とした包括 的ハザード調査〜
	17）　 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コ ミュニケーションに関する実証的研究
	18）　 健康的なアロマ環境創生をめざした植物成分の中 枢作用に関する研究
	19）　 胚様体を用いた発生分化毒性学に特化したマト リックスの開発
	20）　 小児先天奇形発症における環境リスク評価法の基 盤整備：残留性有機汚染物質関連遺伝子の感受性を 利用したバイオマーカーの開発に関する研究
	21）　 都市大気中の浮遊粒子成分が動物体内で示す変異 原性と次世代影響の評価
	22）　 生体試料を用いた有害化学物質曝露の健康影響評 価
	23）　 確率推論型アルゴリズムに対するヒト胚性幹細胞 試験データ適用法の標準化
	24）　 食品添加物における遺伝毒性発がん物質の評価法 に関する研究
	25）　 ニコチン及びメントールがうつ症状に及ぼす効果 に関する神経薬理学的研究
	26）　 揮発性化学物質に対する嗅覚過敏の動物モデルの 作成
	27）　 環境化学物質の生体影響評価のための神経行動試 験法の体系化に関する研究

	5.(7)　社会環境システム研究分野における研究課題
	1）　 分かりやすさを重視したマスメディア利用型コミュ ニケーションに関する実証的研究
	2）　 温暖化対策にかかるリスクコミュニケーション手法 の検討および地域温暖化対策への適用
	3）　 農業再建のための制度改革の地域計画論的総合研究
	4）　 地球温暖化適応策（洪水対策）の費用便益分析
	5）　 日本における環境政策と経済の関係を統合的に分 析・評価するための経済モデルの作成
	6）　 グリーンサプライチェン・マネジメントの日中製造 業間の国際展開モデルの構築
	7）　 東京都を対象とした総合的温暖化影響評価の検討
	8）　 温暖化防止のためのエネルギー・経済モデル比較分 析
	9）　 東アジアの経済発展と環境政策
	10）　 アジア太平洋地域における脆弱性及び適応効果評 価指標に関する研究
	11）　 モバイルテクノロジーを応用した新しい都市環境 モニタリングシステムの研究
	12）　 分位点回帰モデルに対する計量手法の開発とその 応用
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